


■コンピュータ部門 各 室面 積平 均
(単 位10平 方 メ ー トル)

← 一
二
/

/
=山.
一

・
脚 汁出

/ ヰ・山 十一

…ヰ
ヰ1
.井 蹴L±i≒ 十

‡-

4

廿出]

↑
≡キ
i

十一
十

」
. 1` 1 ` 弍土≒ 軽羅1 十 1 七.=#H #

.
1.一

1 H

.#エ=
→ †「 十

一†

1 1 1 1

1〕・ 耳+†1二 日+・}1 廿一十 十什 」「十1 十一」1[
: [ 十 /.「1■1. 日 `

申 告]}山+†■ 11
1 `

1■ .廿 一 ・十.一・・.■ 一 一 ヰー
」

ユ

皐
一柑 ・・

.甦遅抽
丁
↑

一

■ 1
・.

≡
.上
寸

一
上■` 1 II

■ 1 L⊥一
二

=二
.一 :「 ■

.→

搾 岳菩丁番 幽 ギ
.}. .1 十

「 一コ ⊥ .. ・

1

一一.}↓ 」⊥ 寸}.一 一 ・ 一 .

三、.目蒲職 1
-十≡

↓=ゴ

=
工 ]

一
一

..劃 王
斗叫干

■l I

I

綴'

「 η ぺ 「

.芒 一・..
・ 1

h
一

=

= ≡
・

一†

:,II.Il`11 ,⊥

1・・

■
■

↓叶 巨 中中揖 〒－TTT÷T
`1..■`

講灘
i鼎籔.冊

正1 ≒` 一 一

1]口Hi 1一

」 〆、「.r

-

+1

苓Il
l
`

ぼ II`一 一L 十1
11= = 工

↓_

.wご 生_r元

L 斗. .一 , ⊥山 `

…

・
王
十

廿
書=≡.

・:
'口
.星

1.1
一.一

.鞭 圭 ヰ`一.,
=仁

1.

. 寸一 「-i. 滞:1、 二:

大型B以 下を保有超大型以下を保有
'
/ 大型A以下縮 拓 /
/ [ 階. .+‡

/
= f

.廿.
」=二

ユ.相 異
.⊥.

{

・

;

斗1」

藍葦葺士
1

十#二

1
. `.・

葺{. 4に=→ †;`

;}=
.1づ ・1

.1 [`

=
1. 一

干井
「

寸
1 千11 1 .

丁口 口廿一
「 1` 1 . L 山⊥ ⊥

」↓ キ#
1

.1 `1 . ..`.
.二 二口 「Tl. ]±七・

.1
1

三 三韓II ・t 葺

麟
.1 ,`.

葺 工蝶・F←←←与r→

` lIl 1. #
茸

⊥
・]

二
「

一1 1」一一廿
廿
[「・L`

手一 口 ・+嬢⊥.・

1

1|

1 1.

一 用:・.
井

－TI.1■`

.
|

.
,`1 ` .` －LLI

鱗
1`■

虫垂i坐剤 ・1
⊥叫≒

II_

. 唱``. 1寸一 王 1
1

II 葺
「+

」十 ・
1

|111111 市..` . # 1 .i‥ `` `II `.

:
`. 11 .

T↑-1`

ヨ抽 ⊥
1II`. `.1`1 `i

ヰ;出#1
` ``1一.r.山 一

菩 #端 .1
.1|'

.

一 』 「一 #財 1 川1
1

→■1
.`1 1 1`1・ ` `

」 。

二
1:

.```
1. 古 趾 † ..

. 一 一 告 口十 ⊥'、 十 寸H十一トL 一市寸肝 一

手十 ↓
`` `Il. 弍!.↓十+† 惜　 一山.寸 下 ヰ巳{

書轍
`1 rヰ埠 巳 一・L.

1 1

一 什 一 ⊥ @・,'一 ト寸 十卍 ▲ 戸 柑 ⊥↓ 1

目
Il

l
l1` 山` ll 1.1.1. 十{⊥什

1:…lUI
` ‡#栴1 `†.†1 II.1| 11`

z中型・以下・保有/中 型・以下・保有. 7 /小 型以下を保有
'

一 ト .. ・. / 4↓ヰ 一r叫 一・ユ」}L .二 / 三士}七
111

1・ ・
.

`←→一揖 一〉 寸 一
1聞 ・一 :廿 一十 11 1

`. ..

.1
1

1 1一

十

]ト 『-L'← +↑}冊 †・・`
`.1

1 1 1 一†

/

.寸``

`一 ←.: |li` ll. 一;Il 1

1
1 田 `

1 1 ■ 1 ⊥,.. 山 「井三ト十1` 1 [ ■ 十
一 t ←←.u↓

`

↑'111 ` 十料1τ1 i 1 L
－.

†一

1.

i←
1丁

一 .. `.1. ` 1

rr→ →→ ↓一+

」 ・+rトー.・
〉一 一 †

L

輻

|1 11
7

`

一」 巳 =‡ .
` .

』1一

1寸.十. 斗..

撒 ↑ ←.

:

ヰ耳[口 増 ♪・.1 1 」叶1 「一

=
H `. ` ・→一 ト十 4 亡一 II 1

三栴 廿 ・・←一.1`. 十1十.」一
L ト.,`.`川.

1 `1'

‡・
王

` ` ` `1 1.11` . 1 →.ヨHL. 1
`H .

1 : 一`

‡已=比 十 十↑-
II|`

}

十rl
1

■
`

. 1
1 1

■.
巧

1

・.一十 寸1-=
..,

二〉広 工作

≡

一 i

`1
11 一一ト `1

`II1一

1 `
ト `1→ ←1 II.1



1975年 版 コン ピ ュー タ 白書正 誤表

頁

39

87

96

137

行

表 中

表 題

上から8

表 番 号

誤

62.5

収 約

3-1-31表

4-4-1表

正

62.0

収 納

3-1-32表

4-1-1表

414,416,418頁 上 部 の柱 第7部 コン ピュー タ利用状 況 をよび

418上 か ら1

調査集計表 をとる

設立事 設 立



'



コンピュータ白書

望ましいコンピュータ・パワーの形成1975

財団法人 日本情報開発協会編





序 文

知 識 は進 歩 の,反 省 は飛躍 の母 胎 とな る。 過 去30年 間 の 科 学 技 術 の 急速 な進 歩 は,人 類 が か っ て経

験 した こ との な い時 代 を生 ん だ 。人 び とは,政 治 的,社 会 的,経 済 的幾 多 の混 乱 を経 験 しな が ら,繁

栄 と平 和 を希 って 営 々 と苦心 して きた。 豊 か さ と貧 困,建 設 と破 壊,利 便 と汚 染,21世 紀 に あ と四 分

の 一世 紀 を残 して 苦 悩 に 満 ちた現 代 は,科 学 技 術 の 進歩 が,人 類 に与 え る衝 撃 の 意 味 を深 刻 に反 省 し

て い る。科 学 技 術 は もちろ ん,国 家 もそ して 産 業 も,何 の た め に あ り,誰 の た め に活 動 す るの か,そ

の倫 理 性 をふ くめ て,自 らの座 標 軸 を,ダ イ ナ ミ ックに設 定 しな け れ ば な らな い の で あ る。 そ れ は絶

対 静 止 の原 点 を求 め る こ とで は な い。 コ ン ピ ュー タ を一 つ の軸 とす る国 家,社 会,産 業 の情 報 化 に加 う

るに,如 何 な る座 標 軸 を設 定 す るか が,わ れ わ れ人 類 の 明 日の姿 を変 貌 させ る こ とは確 実 で あ ろ う。

かか る意 味 か ら,す で に20年 にな ろ うとす る コン ビ。ユ一 夕利 用 の経 験 を踏 ま えて,新 た な大 いな る

飛 躍 の た め に,冷 静 に座 標 軸 を,そ れ ぞ れ の水 準 で 見 直 し,シ ス テ ム化 の方 向 を探 究 しな けれ ば な ら

な いで あろ う。

す で に1975年3月 末 現 在 で30,095セ ッ トの コ ン ヒ。ユー タ を利 用 し,世 界 第2位 の利 用 量 を誇 るわ が

国 にお い て,コ ン ピ ュー タ を,真 に国 民 生 活 の 向上 の た めに活 用 す る こ とを希 求 す る本 書 が 「望 ま し

い コ ン ピ ュー タ ・パ ワー の形 成 」 と題 した理 由 は こ こ に あ るの で あ る。

1975年11月1日

財団法人 日本情報開発協会

理事長 稲 葉 秀 三
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1総 括

1973年1月 ベ トナ ム戦 争 の終 結 に よ って,ド ル ・シ ョ ック に象徴 され るア メ リカ合 衆 国 は,経 済 的

困 難 か ら73年 中 に徐 々 に立 直 りを見 せ て い た 。 だが 同年 末 に,OPEC諸 国 は,先 進 工 業 国か らの 脱

経 済支 配 を 目指 し,石 油 資源 の供 給 制 限 と値上 げ を公 表 し,ま た また 米 国,日 本,西 ヨー ロ ッパ諸 国

は,エ ネル ギ ー 源 か らの 制約 を受 け,そ れ ぞ れ の経 済 政 策 を転 換 せ ざ るを得 な くな った 。

先 進 工 業 国 は,1974年 か ら75年 にか けて,急 激 に高 騰 す る物 価 抑 制 政 策 を とる と と もに,続 発 す る

失 業 問 題 の 解 決 に腐 心 した の で あ った。

1974年 度 の ア メ リカの コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー は,経 済 情 勢 の 悪 化 に もか かわ らず,順 調 な成 長 を

とげ,汎 用 機 出 荷金 額 は112億3,500万 ドル(対 前 年 比17.3%増),コ ン ピ ュrタ ・シス テ ム を含 む事 務

機 器 の輸 出総 額 は30億1,000万 ドル(同29.7%増)で あ った 。 しか しなが ら,1975年 に は,石 油 シ ョッ

クの影 響 に よ って人 件 費 お よ び諸 経 費 の高 騰,ユ ー ザ ー の買 控 え傾 向 もあ って,コ ン ピ ュー タ ・メ ー

カ ー に人 員 整 理 が 行 わ れ,75年 第1四 半 期 は圧 倒 的優 位 を誇 るIBMも 直 売 売上 げ 高 が8億9,600万

ドル(前 年 同期 比 の10.57%減)に と どま った 。7月 に はXEROXが 年 内 中 に コ ン ピ ュー タ部 門 を

手 離 す こ と を表 明 し,8月 に は,ECの 欧州EDP企 業 連 合 構想 を前 進 させ る もの と して 期 待 され た

Unidataが,フ ラ ンス,西 ドイ ツの 利 害 お よ び オ ラ ン ダのPhilipsの 脱 退 表 明 な どが あ り,そ の先 行

きを危 ぶ まれ た 。1974年 か ら75年 にか けて 欧米 諸 国 の コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー とソ連 を初 め とす る東

欧 諸 国 との接 触 が 深 ま り,ア メ リカ に お い て も,Univac,IBM,CDC,は と くに積 極 的 で あ っ

て,対 共 産 圏 へ の コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム輸 出 の 問題 に波 紋 を投 げた 。

わ が 国 で は,次 第 に深 ま る経 済不 況 に もかか わ らず,1974年 度 にお い て,コ ン ピ ュー タ業 界 は成 長

を遂 げ,1974年9月 末 現 在 で26,834セ ッ ト,75年3月 末 現在 で3万 台 の 大 台 を超 え30,095セ ッ ト,金

額 に して,お よそ2兆 円,の1兆9,464億 円 に達 した。 だ が セ ッ ト数 の増 加 は前 年 に引 きつ づ い て超

小 型 機 が 急 増 した こ とに よ る もので あ り,金 額 は超 大 型 機 の シス テ ム規 模 が さ らに高 くな った こ とで

あ って,コ ン ピ ュー タ利用 の両 極 化 傾 向 は さ らに強 ま っ た とい うこ とが で きる。

この よ うな低 成 長 時 代 に も衰 え る こ とを知 らぬ よ うに も見 え るわ が 国 の情 報 産 業 全体 に,1975年 第

2四 半期 以後,12月1日 に予定 され た資 本 の 完 全 な 自由化,76年4月1日 に予 定 され た ソ フ トウ ェ ア

の 完 全 自由化 が ひ か え,さ らに体質 の強 化 が 推 進 され た 。

1975年 度 の コ ン ピ ュー タ 白書 は,こ の よ うな歴 史的事 実 と世 界 情 勢 の 急 激 な変 化 を捉 え,わ が 国 お

よ び世 界 主 要 各 国 の情 報 産 業 とコ ン ピ ュー タ の利 用 の 実 態,そ れ に関 す る各 国 政府 の諸 施策,大 手 コ

ン ピ ュー タ ・メー カー の新 機 種 お よ び戦 略,開 発 され た 新 シス テ ム を紹 介 して い る。
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本年度白書は,昨 年に引きつづいて,・わが国の情報産業および情報処理振興策ならびにその成果に

?い て述べるとともに,政 府および政府関係諸機関,地 方公共団体のコンピュータの利用の実態,、諸

施策,と りわけ情報化保険の概要をつたえ,さ らに,日 本情報開発協会が毎年実施 しているコンピュ

ータ利用状況調査およびオンライン化調査の結果を分析している。

2わ が 国 に お け る コ ン ピ ュー タの 実 動 状 況

1974年 度 の わ が 国 の コ ン ピ ュー タ需 要 の動 向 を,通 商 産 業 省 「電子 計 算 機 納 入 下 取 調 査 」 「生 産 動

態 統 計 」 に よ って概 観 す れ ば次 の よ う にな るで あ ろ う。

汎 用 コ ン ピ ュー タ実 動 状 況 に お い て,上 半 期(9月 末 日現在)の 汎 用 コ ン ピ ュー タ の セ ッ ト数 は

26,834セ ッ ト(対 前 年 同期 比33.6%増),買 値 換 算 金 額 は1兆7,718億 円(前 年 同 期 の21.7%増)下 半

期 は そ れ ぞ れ30,095セ ッ ト,1兆9,464億 円 に達 し,石 油 シ ョ ック以 後 鎮 静 化 して い るわが 国 の一 般

的 経 済 環 境 の 中 に あ って,コ ン ピ ュー タ需 要 は依 然 強 含 みで 推 移 した こ と を示 して い る。 前 年 に比 べ

て上 半 期 末 は6,745セ ッ ト,3,162億 円 の純 増 で あ り通商 産 業 省 生 産 動 態 統 計 電子 計算 組 織 生 産 実 績 に

よ れ ば,74年12月 末 まで の一 年 間 に,汎 用 デ ィジ タル コ ン ピ ュー タ本 体 は2,860億5,800万 円(前 年

2,030億6,200万 円 の40.87%増)で あ り,制 御 用 コ ン ヒ。ユ一 夕本 体 は113億1,500万 円 で あ って,両 者

を合 計 して計 算 機本 体 は前 年 の38.3%増 加 とな った。 付 属 装 置 は2,368億7,600万 円'(前 年 の11.15%

増)で あ っ た。

わ が 国 の実 動 コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムを型 別 にみ る と,上 半 期 に お い て大 型 機 は,1,580セ ッ ト

(16.4%増),1兆3億4,300万 円(20.4%増)で,一 セ ッ ト当 り の シ ス テ ム規模 は,6億3,300万 円

(前年6億1,240万 円)へ と,1973年9月 末 に引 き つ づ い て 大 型 化 が 進 行 す る と と もに,中 型 機 は

.5,091セ ッ ト(15.2%増)5,450億4,200万 円(18.28%増)で シ ス テ ム規模 は1億706万 円(前 年1億

328万 円)・ 小 型 機}よ・6,499セ ッ ト(31・77%増)・1,417億4,200万 円(27.63%増)・ シス テ ム規模 は

2,181万 円(前 年2,252万 円)'で と もに,シ ス テ ム規 模 は ほぼ 横 這 い で あ るが,73年9月 末 に9,381セ

ッ ト(1セ ッ ト当 り609.6万 円)で あ った超 小型 機 が,74年9月 末 に は13,664セ ッ ト(45.7%増)

(1セ ッ ト当 り619.2万 円)と 著 し く普 及 す る こ とに よ って,全 体 と して の 一 セ ッ ト当 り金 額 で あ る

シス テ ム規 模 を73年 の7,245.7万 円 か ら74年 は6,602.8万 円へ と低 下 させ た。

この よ うに して わ が 国 の コ ン ピ ュー タ利用 は一 方 に超 大 型 化 が 進 行 す る と と もに,他 方 に超 小型 の

普 及 とい う分 極 化 現 象 が 顕著 に な って きた 。

電 子 計 算 機 産 業 の 自由 化措 置 を前 に して,国 産 機 と外 国機 メ ー カ ーの 競 争 は激 し さを加 え て い る

が,こ れ を,国 産 機比 率 で み る と,72年9月 末,セ ッ ト数 に して64.9%,金 額 に して54.3%で あ った
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が,73年 に は セ ッ ト数60.7%金 額53.0%と な り',74年9月 末 には セ ッ ト数61.8%,金 額54.5%,75

年3月 末 に は セ ッ ト数60.9%,金 額55.2%と や や もち直 す とい う競 り合 い の状 態 が 続 いて い る。型 別

で は,大 型Aの セ ッ ト数43.3%,金 額36.0%を 除 いて,大 型B,中 型,小 型,超 小 型 と もに,国 産 機

が 過 半 数 を占 め,中 型 はセ ッ ト数75.8%,金 額70.2%,小 型 は セ ッ ト数74.7%,金 額72.5%で,外 国

機 を圧 倒 して い る。

1972年9月 末 に,一 業種 で800億 円 以 上 の コ ン ピ ュー タ を設 置 して い る産 業 は,金 融,電 気 機 械,

卸 ・小 売 ・商 事,政 府 関 係機 関 の4業 種 で あ った が,73年 に は,さ らに輸 送 用 機 械,サ ー ビス業 が こ

れ に ラ ン ク され,74年 に は鉄 鋼 業 が その仲 間入 りを した。

金 融(3,072億 円,対 前 年比26.1%増),電 気 機 械(2,188億 円14.6%増),卸 ・小 売 ・商 事(1,793

億 円,29.7%増),政 府 関 係 機 関(1,310億 円,32.9%増),サ ー ビス(1,239億 円,26.3%増)の 上 位

5業 種 は,1業 種 で1,000億 円 の 大 台 を越 え,次 に,輸 送 用 機械(931億 円,8,5%増),鉄 鋼(819億

円,18.5%),化 学 ・石 油(768億 円,20%増),保 険(613億 円,17.7%増),政 府(565億 円,14.8%

増)が こ れ にっ づ き,こ れ ら,500億 円以 上 の11業 種 の設 置 金 額 の 合計 は,1兆3,294億 円(17%増)

で 総 設 置 金 額1兆7,718億 円 の75.03%に 達 す るの で あ る。 一 シス テ ム 当 り規模 で は,保 険 の3億3,700

万 円(前 年3億3,700万 円)が 最 も大 き く,政 府 関 係 機 関(2億7,000万 円,14.8%増),電 力 ・ガ ス

(2億5,400万 円,3.3%増),証 券(1億9,200万 円,7.3%増),政 府(1億8,800万 円,2.4%増),

が これ に続 い て い る。

1974年9月 末 現 在 の 地 域 別実 動状 況 に よ れ ば,1位 の 東 京(8,329セ ッ ト,7,933億1,200万 円)に

次 い で 大 阪(4,366セ ッ ト,2,632億9,000万 円),神 奈 川(1,195セ ッ ト,1,285億4,500万 円),愛 知

(1,837セ ッ ト,992億7,900万 円),兵 庫(799セ ッ ト,507億4,400万 円),広 島(800セ ッ ト,376億

1,500万 円),福 岡(782セ ッ ト,308億9,600万 円),静 岡(638セ ッ ト,291億9,600万 円),北 海 道(723・

セ ッ ト,281億1,600万 円),茨 城(214セ ッ ト,271億6,400万 円)の 設 置金 額 順 位 は変 わ らな い 。74年

の 特 長 と して,従 来 電 算 化 の遅 れ て い た県 が,小 型 機 の 導入 に よ って セ ッ ト数 を増 加 して お り,前 年

度 よ りセ ッ ト数 を著 増 させ た県 は,沖 縄 の2.24倍,宮 崎1.75倍,滋 賀1.72倍,奈 良1.61倍,三 重1.59

倍 福 島1.54倍,徳 島1.47倍,高 知1.45倍,熊 本1.45倍 で あ り,金 額 を著増 させ た県 は,沖 縄 の91.4%

増,奈 良76.4%増,高 知50.0%増,徳 島47.9%増,宮 崎41.7%増 で あ るが,こ れ らの 県 は,絶 対額 に

おい て 今 日な お低 い水 準 に あ る。(第4部 第1章 参 照)

3諸 外 国 にお け る コ ン ピュー タ産 業 の動 向

アメリカ合衆国
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1973年 末 の 石 油 シ ョ ック は,自 由諸 国 の 先 進 工 業 国 に大 きな影 響 を与 え たが,ア メ リカ合 衆 国 も例

外 で は な か っ た。1973年9月 を基 準 に した 各 種 の経 済指 標 は,そ の影 響 の大 きさ を伝 えて い るが,た

と えば,1バ ー レル3ド ル で あ った原 油 の 国 際 価 格 は,1975年10月 ま で に13ド ル25セ ン トとほ ぼ4倍

に な り,卸 売 物 価 は ア メ リカに お い て 同期 間 中 に27%騰 貴 し,賃 銀 は15%上 昇 し,生 産 は15%下 降

し,失 業 率 は ほぼ9%に 達 した。 この よ うな一 般 的 な景 気 後 退 とい う経 済 環 境 にあ った に もか か わ ら

ず,1974年 度 の ア メ リカの メー カ ー の汎 用 機 出 荷金 額(ミ ニ コ ン を含 む)は,IDCのEDPIndustry

Reportに よ れ ば,112億3,500万 ドル(対 前 年 比17.3%増)で あ り,専 用 コ ン ヒ。ユー タの 出荷 金 額 は11

億7,000万 ドル に の ぼ り,米 国 商 務 省 後援 に よ るCBEMA(ComputerandBusinessEquipment

ManufacturingAssociation)の 調 査 に よれ ば,同 年,コ ン ビ。ユー タ ・シ ス テ ム を含 む事 務 機 器 の 輸 出

総 額 は30億1,000万 ドル で あ って,前 年 度 の23億2,000万 ドル を29.7%も 大 幅 に上 まわ った。 これ は,

重 化 学 工 業,自 動 車 産 業,宇 宙 航 空 機 産 業 に続 く重 要 産 業 と して,米 国 政 府 は情 報 産業 を重 視 し,Go

Global政 策 の 一 環 と して,情 報 産 業 の 振 興 を推 進 して い る こ とに もよ るの で あ る。

74年8月,調 査 会 社Predicastは1980年 に お け る世 界 市場 に お け るコ ン ピ ュー タの 出荷 額 の推 定 を

発表 した が,米 国 は1960年 に6億7,000万 ドル で あ った もの が,70年 に54億 ドル,80年 に は156億 ド

ル,第2位 の 日本 は そ れぞ れ5,000万 ドル,6億8,000万 ドル,51億 ドル,ソ 連 は,9,000万 ドル,6

億7,000万 ドル,36億5,000万 ドル,全 世 界 総 計 で11億1,400万 ドル,99億9,500万 ドル,393億1,500万

ドル と予 想 して い る。 ま た74年10月 の米 国商 務 省U.S.IndustrialOutlook'75の 推 定 で は,コ ン ビ。

ユー タ産 業 は1980年 末 まで10%の 成 長 率 で伸 び・ と りわ け 日本 は,ミ ニ コン の分 野 で 合 衆 国 と競 合 す

るだ ろ う と予 測 して い る。.

1974年 にIBMは3740デ ィス ケ ッ ト ・ ドラ イ ブへ の マー ク ・セ ンス を す る3881オ フ。テ イカ ル ・マ ー

ク ・リー ダ を発 表,次 い で,シ ステ ム3に,A3741デ ィス ケ ッ トを直 接接 続 で き ると発 表 した 。74年

度 は この よ うに,73年 度 の よ うなCPUに 関 す るi華々 し さは な いが,370シ ス テ ム の充 実 の た め の各

種 装 置 の 工夫 や ソ フ トウ ェアが 開 発 され,さ らにIBMは74年7月 衛 星 通 信会 社COMSATと の提

携 に よ る国 内 衛星 通 信 事 業 へ 進 出の 意 向 を示 し,FCCは 別 個 の 第 三 者 を含 む こ と を 条 件 に認 可 し

た 。 ドル ・シ ョ ックの影 響 に よ って1972年 か ら3年 にか け てIBMを は じめ と し,各 メ ー カ ー は海外

市 場 の 価格 を3%か ら10%内 外 切 り下 げ した が,74年 に は,石 油 シ ョックの影 響 に よ って,人 件 費 を

は じめ諸 経 費 の 高 騰 に よ り,IBM,Univac,Honeywellな ど相 次 い で,ハ ー ドウ ェア の レン タ ル

料,買 取 価 格 ソ フ トウ ェ ア ・サ ー ビス料 金 な ど2～10%の 値 上 げ を行 った 。一 般 的経 済 の 不 振 は,

1975年 に な って 一 部 コ ン ピ ュー タ業 界 に も波 及 し,Honeywellは,1月 コ ン ピ ュー タ部 門 の お よ そ4%

に 当 る従 業 員800名 の整 理 を発 表 し,NCRは2月 にサ ンデ ィエ ゴ工場 で5%,120名 を レイ オ フす る

こ とを発 表,SperryRandは,こ の期 間 ま'でにす で に400名 を整 理 して い る。

IDCの 調 査 に よ る と1974年 の コ ン ピ ュー タ出荷 金 額112億3,500万 ドル の62.0%に 当 る69億6 ,000
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万 ドル をIBMが 出 荷 し,次 い でHIS6億8,500万 ドル(6.1%),Univac5億9,000万 ドル(5.3%)

Burroughs5億6,500万 ドル(5.0%),DEC4億3,000万 ドル(3.8%)NCR3億2,000万 ドル(2.9

%)CDC2億3,000万 ドル(2.0%),そ の他7億2,000万 ドル(6.4%)で,IBMが 出 荷 額 に お い

て 圧 倒 的 な 力 を示 した 。 だ が景 気 の 波 はIBMに も厳 し く,1975年 第1四 半 期 の 装 置 の 買 取 り売 上 げ

は,大 型 機 の 買 控 え もあ って前 年 同期10億280万 ドル をは るか 下廻 わ って8億9,680万 ドル(10.57%

減)と な っ た。 しか しなが ら,75年1月 に発 表 した超 小 型 の シ ステ ム/32の 売 れ 行 き は順 調 で,小 型

機 を中 心 に レン タル お よ び サ ー ビ ス収 入 は,同 期23億7,000万 ドル(20%増)と な った。

1974年8月,IBMお よ びSperryRandは デ ー タ ・フ。ロセ ッシ ン グ ・シ ス テ ムの 開 発 お よ び特 許 に

つ いて5年 を限 度 に す るク ロス ラ イ セ ン ス協 定 を結 び,こ の 協 定 に も とつ いてSperryRandは3330

タ ィ フ。の デ ィス ク ドライ ブ に関 す る特 許 料 を含 む25万 ドル をIBMに 支 払 う こ と に よ り,IBMは

Univacの 子 会社ISSへ の 告 訴 を取 り下 げ た 。XEROXは1969年 コ ン ピ ュー タ部 門へ の進 出 以 後

総 額2億6,400万 ドル の 赤字 を重 ね1975年7月,年 内 を 目処 に撤 退 を発 表,9月,Univacが 同部 門 の

買 収 を検 討 した が,10月 カ ス トマー ・ベ ー ス 買収 につ いて 条 件 が折 り合 わ ず 買 取 交 渉 を打 ち切 り,代

ってHoneywellが 世界 市 場 で のEDPカ ス トマ ー に対 す る保 守 とサ ポ ー ト ・サ ー ビス 権 を譲 り受 け

る こ とに基 本 的 合 意 を見 た。

Honeywell自 身1975年 第1四 半 期 は売 上 が 前 年 の5億8,500万 ドル か ら6億220万 ドル との びた に も

か かわ らず 前 年 同 期 の収 入1,630万 ドル に比 べ て 半 分 以下 の610万 ドル に な り,全 世 界 で88,800名 の 従

業 員 の うち3,300名 以 上 を整 理 した が,第3四 半 期 には 売上 高 で前 年 比7.5%増 の6億6,620万 ドル,

利 益 は29.1%増 の1,480万 ドル へ と回 復 した 。

西 ヨー ロ ッパ 諸 国

っ とに 自国 の コ ン ピ ュー タ産 業 の 育 成 が 重 要 で あ る こ とを認 識 した イ ギ リス政 府 は,1968年 に,コ

ン ピ ュー タ,メ ー カ ー を逐 次総 合 してICL(lnternationalComputerLimited)を 新 設 し,科 学 技

術 法 に も とつ いて1972年8月,1973年 まで の 研 究 開発 費 と して1,420万 ポ ン ド,73年7月 に は76年 ま

で の追 加 資 金 として2,580万 ポ ン ドをICLに 対 して支 出す る こ とを決 定,ICLは1973年 に2900シ

リー ズ の小 型 機2903,74年 に は大 型 機2970,2980を 発 表 した。 さ らに,こ の補 助 金 の ほ か に,ICの

開 発 に対 して1972年 か ら78年 まで 総 額1,000万 ポ ン ドの 開 発補 助 金 を交 付 す る こ とに な って い る。

イ ギ リス政 府 の 調査 に よ る と,イ ギ リスの コ ン ピ ュー タ市 場 は,米 国系 メ ー カ ー を含 む 外 国 系 が

64%の シェ ア を占 有 し,か つて40～43%の シ ェ ア を も って いたIBMは 単 独 で38%の シ ェア で あ り,

第2位 は国 産 メ ー カーICLの32%で あ る。 と くにICLは 同 国政 府 の方 針 に よ って,中 央 政 府 機

関50%,地 方 自治 体54%で あ るが,民 間 企 業 で は24%,IBMは 中央 政 府16%,地 方 自治 体22%で あ

るが 民 間企 業 は45%に の ぼ って い る。BompInternationalの 調 査 に よ れ ば1973年 の ヨー ロ ッパ にお

け る マ ーケ ッ トシェ ア は金 額 にお い てIBM53.1%,Honeywell11.2%Univac6.9%,ICL6.8
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%,Siemens4.6%Burroughs2.9%,CII2.7%な どで あ る。

フ ラ ン ス にお い て は,1966年 に,CAEとSEAと が 合 併 し,国 策 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ーCII

が 誕 生 し,フ ラ ンス政 府 は,1966年 か ら1970年 まで の第 一 次 フ.ラン ・カル キ ュー ル にお い て,国 産 コ

ン ピ ュー タ産 業 の振 興 を図 るた め に2億 フ ラ ン を支 出 し,そ の二 分 の 一 をCIIが 受 けた 。1971年 か

らは じま る第 二 次 プ ラ ン ・カ ル キ ュール で は,11億1,100万 フラ ンの 資 金 援 助 の うち,CIIは10億

フ ラ ンを交 付 した。

西 ドィ ッ は,1971年 か ら1975年 ま で の第 二 次 情 報 処理 高度 化計 画 に42億7,000万 マル ク を支 出 し,

Siemens,AEGTelefunken,Nixdorfの 三 社 へ 開発 援 助(所 要 資 金 の50%補 助)を 行 った。

この よ うに西 ヨー ロ ッパ 主要 三 国 は 自国 の コ ン ピ ュー タ産 業 の振 興 に力 を注 いで い るが,1973年7

月,CII,Siemens,Philipsの 三 社 は合 併 事 業 協 定 に調 印,Unidata社 を発 足 させ ・ 同 社 は ・ フラ

ンス お よ び西 ドイ ツ両 国 の 政 府 の支 援 を受 け,EC委 員 会 の 欧州EDP企 業 連 合 構 想 に も沿 い,そ の

将 来 を注 目 され た。Unidataの 成 立 に よ ってICLはNixdorfへ 接 近 し,NCR・CDCの 合 併 周

辺 機器 子 会 社CPIに 資 本参 加 し,1974年 にな る とHoneyWell・Bull,UniYac,CDCがUnidataに

接 近 し,同 年5月,TelefunkenがUnidataの 参 加 交 渉 を行 うな ど・Unidataの 設 立 は ヨー ロ ッパ

に波 紋 を呼 ん だ 。 だが,1975年 に入 って,Unidataに よ るSiemensの4004が フ ラ ン スで 成 功裡 に販・

売 され て い るに もか か わ らず,CIIの 機 種 は西 ドイ ツ で殆 ん ど振 わず,フ ラン ス と西 ドイ ツの 利害 の

対 立 が 現 わ れ,同 年8月,フ ラ ンス政 府 は5,000万 ドル を支 出 してHoneyweil・Bull株 を51%保 有 す る

こ とを希 望 しCII-HBが 計画 され,CIIとUnidataと の 関係 が,微 妙 な段 階 に入 った 。 同年

8月 オ ラ ンダ のPhilips社 もUnidataか ら撤 退 の意 向 を表 明 し,EC委 員 会 の 期 待 と別 にUnidata

の 存 続 が 危 ぶ まれ て い るの で あ る。

コ メ コ ン諸 国

ソ ビエ ト連 邦 は第8次5か 年 計 画1966年 ～1970年 に お いて 各 産 業 へ の コ ン ピ ュー タ導 入 を促 進 す る

た め に コ ン ピ ュー タの生 産 を強 化 し,第22回 共 産党 大 会 で第9次5か 年 計画 期 間中 に12,000～15,000

セ ッ トの コ ン ピ ュー タ を生産 す るこ とを決 定 した 。 この決 定 を実 現 す るた め に,コ メ コ ン加 盟8か 国

が 完 全 互 換 性 を もっRIADコ ン ピ ュー タ共 同 開 発 計画 を策 定,1971年 に加 盟 国 の 承 認 を得 た。

だ が,第3世 代 コ ン ピ ュー タ の 開発 に,西 側 との 遅 れ を と るコ メ コ ン諸 国 は,1973年 頃 か ら西 側 へ

・の接 近 を強 め,米 国 商 務 省 の発 表 に よ れ ば 同年 中 に米 国 製 コ ン ピ ュー タの東 欧 諸 国 へ の 輸 出 は670万

ドル にの ぼ った 。 この こと は特筆 しな け れ ば な らな い。 ソ連 は,1973年 にCDCと 技 術 協定 を結 び,

74年5月Univacと ソ連 邦 科 学 技 術 国 家 委 員 会 との 間 に,コ ン ピ ュー タ な らびに 農 業機 械 な ど の 技

術 分 野 で 科学 技 術 協 力 の 協 定 を結 ん だ 。 ま たUnivacは,6月 ソ連 ア エ ロ フv-一 ト ・コ ン ピ ュー タ ・

リザ ベ ー シ ョン ・サ ー ビスで 使用 す るシ ス テ ム の納 入 契 約 を獲 得 し,75年5月1106コ ・ン ピ ュー タ シス

テ ムの 輸 出認 可 を米 政 府 よ り得 た 。IBMも す で に イ ン ツー リス ト局 と370/158の 輸 出 契約 を結 ん だ
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が 大 容 量 フ ァイル(100メ ガバ イ ト ・デ ィス ク ・ドラ イブ)を100台 の リモ ー ト ・ター ミナル を接 続 す

る こ とで,米 国輸 出管 理 局 で は認 可 を一 年 与 えな か った。 しか し,米 国輸 出 管 理委 員会 は,ソ 連,東

欧 向 けの大 型 コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの輸 出 を次 第 に認 可 す るよ うに な って きた。

75年6月 に な る と,米 国 商務 省諮 問委 員 会 は,旧 式 デ ィス ク ・サ ブ シス テ ムに限 って,共 産 圏 に お1

け る共 同事 業 お よ び ラ イセ ンス協 定 に よ る生 産 を認 め る こ とを具 申 し,ま た イ ギ リスのICLは,ソ

連 政 府 との間 で コ ン ピ ュー タ装 置 生 産 の た めの プ ラ ン ト輸 出契 約 を交 渉 し,さ らに,CDCは 東 欧 圏

の第3世 代 機RIAD1040を 購 入 し,テ ス トを行 い,9月Memorexは,ソ 連 の第3世 代 機RIAD

20シ ス テ ム に接 続 す るIBM2314型 デ ィス ク ・ドライ ブ を受 注 した。

この よ うに・ ソ連 お よ び東 欧 圏 諸 国 との 接 近 が急 速 に深 ま りコ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの輸 出が 多 く

な る につ れ て,米 国輸 出管 理 局,コ ン ピ ュー タ輸 出 管理 諮 問 小 委 員 会 で は,ソ フ トウ ェア技 術 の保 護

の 必 要性 を強 調 して い る。

4わ が 国 の コ ン ピ ュー タ政 策

ア メ リカ合 衆 国 を は じめ と し,イ ギ リス,西 ドイ ツ,フ ラ ンス は も とよ り,ソ 連,東 欧 諸 国 な ど,

情 報 産 業 の重 要 性 を認 識 し,戦 略産 業 と して の 自国 の コ ン ビ。ユー タ産 業 の振 興 育 成 に,各 国政 府 は多

大 の 努 力 を払 って い る。

わが 国 は コ ン ピ ュー タ産 業 の揺 藍 期 よ り,独 自の立 場 で育 成 し,と くに,1971年,通 商 産 業 大 臣 の

　

諮問機関である産業構造審議会は,わ が国の今後の産業構造を知識集約化の方向に発展 させていくべ

きであるとし,コ ンヒ。ユ一夕産業をはじめとする情報産業を産業構造の高度化の中核 として位置づけ

た。

1973年第5次 資本自由化および輸入 自由化方針が決定され,電 子計算機の技術導入自由化(1974年

7月1日),輸 入自由化(本 体1975年 中)資 本の自由化(1975年12月1日),ソ フ トウェアの資本の自

由化(1976年4月1日)な どのスケジュールが次々に実行に移 されていった。

1974年9月,産 業構造審議会は 「わが国産業構造の方向」を纒めたが,① 真の豊かさを追求する国

民のニーズ,② 資源エネルギーの高度利用,③ 技術集約産業の発展,④ 国際協調の促進の四点から,

産業構造の転換を促進する基軸 として電子計算機産業の発展に期待 し,電 子計算機産業が経済的,技

術的波及効果の高い知識集約,省 資源,省 エネルギー,無 公害企業の典型の産業であって,将 来のわ

が国の産業構造,貿 易構造の中核 として重要であることを指摘している。

'1971年 に
,電 子工業振興臨時措置法,機 械工業振興臨時措置法などを一本化し,特 定電子工業及び

特定機械工業振興臨時措置法 を制定,同 年11月 に電子計算機に係る高度化計画が告示 され,さ らに,
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1975年 に 高度 化計 画 は改 訂,充 実 され た 。

1972年 に電 子 計 算 機 等 開発 促 進 費 補 助金 制 度 が 創 設 され,IBM370シ リー ズ に本 格 的 に 対抗 す る

新 シ リー ズ の 開発 に っ いて 集 約 化 した 国 産3グ ル ー プ に対 して,そ の 費 用 の50%を 補 助 す る電子 計 算

機 新 機 種 開発 促進 費補 助 金 として1972年 か ら74年 まで に,341億7,000万 円 を補 助 し,1975年 に は,さ

らに124億7,500万 円 が計 上 され て い る。 ま た,周 辺 装 置 等 開 発 促 進 費 補 助金 と して,1972年 度 か ら74

年 度 まで に総 額31億3,000万 円 を補 助 し,75年 度 は9億 円 が 加 え られ,集 積 回路 開発 促 進 費 補 助金 と

して は73年 度,74年 度 の2年 間 に35億 円 が補 助 され た。

この よ うに して1971年 か ら75年 まで の5年 間 に573億 円 の政 府補 助 金 を得 た国 産 各 グル ー フ。は,1974

年5月,日 電 一 東 芝 グル ー プ に よ るACOSシ リー ズACOS200,300,400,三 菱 一 沖 グル ー プに よ

るCOSMOシ リー ズCOSMO700の 発 表 とな り,74年11月 に は富士 通一 日立 グル ー フ。によ るMシ

リーズ,180,190,日 電 一 東 芝 グル ー プのACOS600,700,75年5月 に はM160,170,COSMO

500,6月 に はACOS500,7月 に はCOSMO300と い うよ うに,相 次 いで 新 機 種 が発 表 さ れ,開

発 成 果 は着 々 とあ が りっつ あ る。

5わ が 国 の政 府 関係機 関 お よび地 方公 共 団体

にお け るコ ン ピュー タ利 用状 況

前 節 で の べ た よ うに,主 要 各 国政 府 が,情 報 産 業 の 振 興 育成 に独 自の政 策 を展 開 して い るが,と く

に 自国 の 国産 コ ン ピ ュー タの 利用 を政 府 が 率 先 して 実 施 す る例 が多 い。 ア メ リカ にお い て は,米 国 政

府 機 関 が1973年 会 計 年 度 に支 出 したEDP費 用 は26億5,100万 ドル に ものぼ り,そ の 中,レ ン タル 料

を含 む機 械 関 係 費 は6億9,600万 ドル,人 件 費13億5,000万 ドル,契 約 サ ー ビ ス,サ ポ ー ト製 品 その 他

は6億500万 ドル で あ った 。機 械 関 係 費 の6億9,600万 ドル は,同 年 度 にお け る アメ リカ の メ ー カー

の 汎 用 コ ン ピ ュー タ の 出荷 金 額95億7,500万 ドル の7.26%に 当 た り,ま た 同年 の わ が 国 の電 子 計 算 組

織 生 産実 績 お よ そ15億7,500万 ドル の44.2%に 相 当 す るの で あ る。米 国 政 府 機 関 の 使用 コ ン ヒ。ユー タ

は そ の ほ とん どが 自国 産 で あ り,ま た イ ギ リス にお い て は 政府 関係 機 関 の う ち中 央 政府 の50%,地 方

自治 体 の54%が 国産ICLを 利用 し,フ ラ ン ス にお い て は,政 府 お よ び植 民 地 にお け る政 府 機 関 は 自

国 産CIIの 製 品 の使 用 を義 務 づ け るな ど,各 国 政 府 自身 が 自国 の 国産 コン ピ ュー タの大 口 ユ ーザ ー

にな って い るの で あ る。

行 政 機 関

わ が 国 に お い て は1968年 の 閣 議決 定 後 行 政 機 関 の コ ン ビ。ユー タ利 用 を積 極 化 し,現 在 で は,各 省 庁

の 事 務処 理 ば か りで な く,デ ー タ伝 送 網 の利 用 に よ る適 用 部 門 の全 国 的拡 大,新 規 業 務 の 開 発 な ど,

次 第 に コ ン ヒ。ユー タ利 用 が 深 化 し,各 省 庁 の 内部 あ るい は,そ れ ら を結 ぶ総 合 的 情 報 シス テ ム を形 成
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しつ つ あ る。

a1974年 度 末現 在 行 政 機 関 にお け る コ ン ピ ュー タ設 置 セ ッ ト数 は,総 計932セ ッ ト(73年 度 は953

セ ッ ト)で 前 年 よ りセ ッ ト数 は減 少 した が,そ の 内 訳 を み る と,各 省 庁 は230セ ッ ト(同222セ ッ

ト),地 方 公 共 団 体439セ ッ ト(同333セ ッ ト),政 府 関 係 機 関263セ ッ ト(同398セ ッ ト)で,減 少 の 理

由 は前 年度 にお け る制 御 用 専 用機 お よ び ミニ ・コ ン ピ ュ'一タ を除外 した た め で あ る。1975年 度 末 に は

各 省庁240セ ッ ト,政 府 関 係機 関287セ ッ トで あ る。

b国 産 電 子 計 算 機 メー カ ー の膨 大 な販 売 資 金 負 担 を軽 減 し,国 産 メー カー育 成 の た め に 日本 電子

計 算 機 ㈱ に対 して 開 発 銀 行融 資 が 行 わ れて きたが,75年 度 は要 求 額560億 に対 して330億(前 年 比46.6

%増)の 融 資 が 行 わ れ,さ らに電 子 計 算 機 産 業 の 自由 化 に対 処 し,国 産 メ ー カ ー6社 の 業 務提 携 等 に

・よ る体 制 整 備 の ため に72年 度 に創 設 され た 構 造 改 善 の た め の開 発 銀 行融 資 が 行 わ れ た 。'

c電 子 計 算 機 の 利用 お よ び プ ロ グ ラ ムの 開発 の促 進,情 報 処理 サ ー ビス葉 箒 の育 成 の た め の 「情

報 処 理 振 興 事業 協 会 等 に関 す る法律 」 が1970年 に設 け られ,同 法 に よ って 設 立 され た情 報 処 理 振 興 事

業 協 会 に1975年 度 も13億2,200万 円(対 前 年 比32.7%増)の 事 業 費補 助 を行 い,情 報 処 理 産 業 振 興 対 策

費 補 助金 と して74年 度 に引 きつ づ い て75年 度 も同額 の12億 円 が交 付 され,さ らに ソ フ トウ ェ ア開 発,

情 報 処 理技 術者 の教 育 ・研 修 の た め の諸 施 設 の た めの 開 銀 融 資,情 報 処 理 サ ー ビス業 者 等 が 電 子 計算

機 の導 入 や,ま た一 般 企 業 も含 めて,フ 。ロ グ ラ ム開 発 情 報 処 理 技 術 者 の教 育 を行 うた め の 必 要 な資

金 に対 して,情 報 処 理 振 興 金融 措 置 と して長 期 信 用 銀 行3行 が 融 資 を行 った。

d上 述 の ほか に,情 報 処理 シ ス テ ム の導 入 を促 進 す るた め,買 取 りの場 合,定 率 法 で初 年 度 取 得

価 格 の60%弱 の 償 却 を認 め る特 別 償 却 制 度 を70年 に 制定 し,71年 に は,電 子 計 算 機 の 固 定 資 産税 を軽

減 し,72年 に は,プ ログ ラム保 証 準 備 金 制 度 を設 け,73年 に は メー カー の レン タル バ ック時 の買 戻 損

失 を カ バ ーす るた め 電子 計 算 機 買 戻 損 失 準 備 金 と してJECC売 渡 時 に20%の 準 備金 の 積立 て を認 め

た 。

通 産 省 は,シ ステ ム開発 お よ び技 術 開 発 の一 環 と して,生 活 映 像 情報 シ ス テ ム(75年 度8億400万

円),医 療 情 報 シス テ ム(同3億1,300万 円),貿 易 情 報 シス テ ム,パ ター ン情 報 処 理 シス テ ム(同33億

7,000万 円)自 動 車 総 合 管 制 技術(20億700万 円)な どの 大型 フ。ロジ ェ ク トの研 究,開 発 に助 成 を行 な

って い る。 政 府 の情 報 関係 予 算 は,72年 度390億 円,73年 度707億 円,74年 度898億 円,75年 度 は992億

円(対 前 年 比10.47%増)で あ り,そ の 内 訳 は,政 府 部 内 の コン ピ ュー タ運 営 関 係 経 費538億 円(対 前

年 比26.8%増),情 報 シ ス テ ム開発 関 係 経 費71億 円(対 前 年 比59.5%増),情 報処 理 産 業 及 び情 報 処 理

教 育 の 振 興経 費383億 円(対 前 年 比7.8%増)で あ る。74年 度 の わが 国 の 電子 計 算 組 織 生 産 実 績 の うち

汎 用 電子 計 算 機 の生 産 実 績 は5,342億6,900万 円 で あ るが,政 府 部 内 で の コ ン ピ ュー タ借 料 は200億 円

(対 前 年 比41.8%増)で あ るか ら,生 産 実 績 の3.7%に 当 た って い る。

1974年 度 の 各省 庁 別 コ ン ピ ュー タ利 用 セ ッ ト数 をみ る と,防 衛庁45セ ッ ト(前 年44セ ッ ト,更 新9
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セ ッ ト)郵 政 省43セ ッ ト(前 年44セ ッ ト,更 新10セ ッ ト)通 商 産 業 省28セ ッ ト(前 年27セ ッ ト,更 新

2セ ッ ト),建 設 省28セ ッ ト(前 年26セ ッ ト,更 新2セ ッ ト),建 設 省15セ ッ ト(前 年15セ ッ ト,更 新

5セ ッ ト)の 順 で あ り,は じめて 機 種 更 新(35セ ッ ト)が 新 規 増 設(22セ ッ ト)を 上 廻 った。 情 報 処

理 関 係費 を各 省庁 別 に み る と,通 商 産 業 省287億 円(対 前 年 比5.3%減),運 輸 省130億 円(同26.1%減)

文 部省88億 円(同18.9%増),科 学 技 術 庁81億 円 の順 に な って い る。 ま た政 府 部 内 の コ ン ヒ。ユー タ運

営 関 係経 費 を省 庁 別 にみ る と運 輸 省130億 円(対 前 年 比25.3%減)郵 政 省115億 円(同82.5%増),労

働 省52億 円(同8.3%増)防 衛 庁40億 円(同14.3%増),農 林 省40億 円,厚 生 省37億 円 の順 で あ る。

政府 関係 機 関

政 府 関係 機 関 にお け る コ ン ビ。ユ一 夕利 用 は1957年,日 本 国 有鉄 道 お よ び,日 本 電 信 電話 公 社 の技 術

計 算 用 の導 入 に始 ま る。

1974年 度 末 の コ ン ピ ュー タ利用 機 関 は39機 関,セ ッ ト数 は263セ ッ トで,日 本 国 有 鉄道73セ ッ ト,

日本電 信 電 話 公 社57セ ッ ト,日 本 放 送 協 会45セ ッ ト,国 際電 信 電 話 株 式 会 社13セ ッ ト,日 本 航 空10セ

ッ トの順 で,そ の他 は1～5セ ッ トの ユ ー ザ ー で あ る。 機 種 別 に は外 国 機 が24セ ッ ト(9.1%),規 模

別 で は大 型 機117セ ッ ト(44.5%),中 型 機94セ ッ ト(35.7%),小 型 機52セ ッ ト(19.8%)で,処 理

方 式 は バ ッチの みが214セ ッ ト(81.4%),オ ン ライ ン ・ リア ル タ イ ム及 び リモ ー トバ ッチ処 理 方 式 は

49セ ッ ト(18.6%)で あ る。

地 方 公共 団体

地方 公 共 団 体 の コ ン ビ。ユー タ利 用 にっ いて は,1974年4月 現 在 の導 入 セ ッ ト数 は439セ ッ トで前 年

よ り106セ ッ トの増 加 で あ り,都 道 府 県42団 体,157セ ッ ト(前 年102セ ッ ト),市 区 町村454団 体,

282セ ッ ト(同231セ ッ ト)で,東 京 都32セ ッ ト,大 阪 府13セ ッ ト,
.神 奈川 県8セ ッ ト,愛 知 県7セ

ッ トが続 いて い る。 規模 別 で は大 型 機18セ ッ ト(11.5%),中 型 機53セ ッ ト(33.8%),小 型 機86セ ッ

ト(54.7%)で,地 方 公 共 団 体 で は中,小 型 機 が過 半 を占 め て い る。

6コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調 査

日本 情報 開発 協会 は,例 年 の よ うに,1974年9月 末 現 在 で,コ ン ビ。ユー タ利 用 状 況調 査 お よ び オ ン

ラ イ ン化 調査 を実 施 した が,主 要 項 目は次 の とお りで あ る。

aコ ン ピ ュー タ規 模

1973年 か ら74年 にか けて,経 済情 勢 の急 激 な 変 化 と,将 来 の低 成 長 時 代 を意 識 して か,5年 後 に 自

社 の コ ン ビ。ユー タ ・シ ス テ ム規模 を拡 大 す る と予 想 す る企業 は,回 答 事 業 休 の72.2%(前 年81.3%)

とな り,5年 後 の拡 大 率 につ いて は2.3倍(同2.7倍)と 前 回 調査 よ り下 廻 った。
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bコ ン ピ ュー タ お よ び周 辺 機 器 の 保 有 状況

毎 年1セ ッ ト保 有 企 業 の 回 答数 の 変 動 が激 し く,コ ン ピ ュー タ お よ び周 辺 機 器 の保 有 状 況 を各年 に

わ た って 連 続的 に比 較 す る こ とは困 難 で あ るが,今 回 の 調 査 で は,1社 当 り平 均 コ ン ピ ュー タ保有 セ

ッ ト数4。4セ ッ ト,周 辺 機器 の保 有 台数 は73.5台 で あ る。 これ を1シ ス テ ム に対 す る自己 機器 の保 有

台 数 を求 め て み る と,73年 版 調 査 で は,9.0セ ッ ト,1シ ス テ ム当 りの74年 版 は10.9セ ッ ト,75年 版

は16.7セ ッ トとな り,周 辺 機 器 は年 を追 って増 加 の 傾 向 を認 め る こ とが で きる。

cEDPS運 用 経 費

1974年9月 末 現 在 のEDPS運 用経 費 は,全 産 業1事 業 体 あ た り,業 種別 月 商 比 の 集 計 対 象企 業

(825事 業 体)の 平 均 で は1,736万 円(前 回 調査1,753万 円),従 業員 比 の集 計 対 象 企業(1,164事 業 体)

の 平 均 で は1,960万 円(同1,928万 円)で あ って,人 件 費 は 全 体 の29.1%(同26.4%),機 械 設備 費

49.0%(同56.5%)(除 く保 守,保 険費),内CPU21.0%(同25.0%),周 辺 装 置10.5%(同11.1%),

周 辺 記 億 装 置9.4%(同10.2%),端 末 装 置8.1%(同8,3%)で あ って,CPU:周 辺 端 末 装 置 の割 合

は41:59(同46:54)で あ る。

1社 当 り月 間経 費 対 月 商 比 の 全 国 平 均 は,0.00314(同0.00208)で あ り,1社 当 り従 業 員 当 り月 間

経 費 は7,000円(同6,800円)で あ り,人 件 費 の急 上 昇 が コ ン ピ ュー タ運 用 面 で表 わ れ,ま た周 辺端 末

装 置 の割 合 が 高 くな り,ま た徐 々 にで は あ るが,企 業 の 機 械 化 が高 ま りつ つ あ るこ とが認 め られ る。

dコ ン ピ ュー タ要 員 の待 遇

74年9月 にお け る コ ン ヒ。ユー タ要 員 の 平 均給 与 月 額 は,パ ンチ ャー85,500円(対 前 年 比26,600円

増),オ ペ レー タ113,200円(同30,200円 増),プ ロ グ ラマ105,200円(同17,100円 増),SE130,400円

(27,300円 増)で そ れ ぞ れ45.2%,36.4%,19.4%,26.5%の 急上 昇 を示 して い る。

・コ ン ビ。ユー タ要 員 に対 して 職 務 手 当 を与 えて い る企 業 は,全 体 の27 .8%(同28.8%)で,パ ンチ ャ

ー は5 ,200円(月4,700円),オ ペ レー タ4,900円(同8,400円)プ ログ ラマ8,400円(同7,400円),SE

11,600円(同11,900円)で あ った 。

cコ ン ピ ュー タ関 連 使用 室 面 積

1974年9月 末 日現 在 で,今 回初 めて コ ン ビ。ユー タ関連 使 用 室 面 積 の調 査 を行 った。

一 企 業 当 り平 均 総 面 積 は577 .5㎡ で,一 企業 当 り,各 室 平均 は事 務 室145.0㎡(平 均 面積 の延 合 計 の

15.76%)パ ンチ室78.9㎡(同8.57%)フ 。ロ グ ラ ム室95.7㎡(同10.40%)要 員 控室45.0㎡(同4.89

%),コ ン ピ ュー タル ー ム183.4㎡(同19.93%),電 源 空 調室97.6㎡(同10.61%),倉 庫73.2㎡(同

7.95%),研 修室 そ の他201.5㎡(同21.90%)延 平 均 面 積920.3㎡(同100%)で あ った。

各室 平均 延 合 計 面 積 の 内 訳比 率 を一 企 業 当 り平均 総面 積577.5㎡ に割 りふ る と,事 務 室91.01㎡,パ

ンチ室49.49㎡,プ ロ グ ラ ム室60.06㎡,要 員 控 室28.24㎡,コ ン ピ ューータル ー ム115.1㎡,電 源 空 調 室

61.27㎡,倉 庫45.91㎡,研 究 室 そ の他 は126.47㎡ で あ る。



15

一 つ の 目安 と して
,パ ン チ 室10%,フ 。ロ グ ラ ム 室10%,要 員 控 室5%,コ ン ピ ュ ー タ 室20%,倉 庫

8%,研 修 室22%,電 源10%,事 務 室15%と 考 え る こ と もで き る で あ ろ う。

コ ン ピ ュ ー タ 要 員 数 別 コ ン ピ ュ ー タ 関 係 使 用 室 合 計 面 積 平 均 を み る と,一 企 業 当 り要 員 規 模9人 以

下 は160.3㎡(要 員 一 人 当 り32㎡)10人 ～19人384.6㎡(同25.64㎡),20～29人336.0㎡(同13.44㎡),

30人 ～49人526.0㎡(同15.02㎡),50人 ～69人1,007.5㎡(同16.8㎡),70人 ～99人1,183 .8㎡(同14.8

㎡),100人 ～199人2,530.7㎡(同16 .9㎡),200人 ～299人4,579.0㎡(同15.3㎡),300人 ～499人7,407.1

㎡(同18.5㎡),500人 以 上4,209.2㎡ で あ り,コ ン ピ ュ ー タ 要 員1人 に つ い て13～18㎡ が 一 つ の 目 安 と

な る で あ ろ う。

、



'
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第1章 わ が 国 の コ ン ピ ュー タ産 業

1産 業構造転換の基軸 としての電子計算機産業

1973年 以来 の 経 済 環 境激 変 の 下 で,新 しい経 済社 会 発 展 の ため 電子 計 算 機 の果 すべ き役 割 が 改 め て

問 い 直 され て い る。

1971年 に お い て通 商 産業 大 臣 の諮 問 機 関 で あ る産業 構 造 審 議 会 が行 っ た中 間答 申 で は,わ が 国 の 今

後 の 産 業 構造 を知 識 集 約 化 の方 向 に発 展 させ て い くべ き こ と を提 言 し,コ ン ピュー タ産 業 を は じめ と

す る情 報 産業 を産 業 構 造 の 高度 化 に お け る中核 と して 位 置 づ け た。 爾 来,わ が 国 の 汎用 コン ピュー タ

設 置 台 数 は,70年3月 末 の6,718セ ッ トに対 し,75年3月 末30,095セ ッ トと5年 間 に約4.5倍 と著 し い

伸 び を示 し,コ ン ピ ュー タ を軸 とす る情 報 化 が 産業,行 政,社 会 な どの各 方 面 で大 幅 に進 ん で い る。

1974年9月,産 業 構造 審 議 会 総合 部 会 の 場 で,「 わが 国産 業構 造 の 方 向」 が と りま とめ られ た。 こ

の 申 に お い て,今 後 の わ が 国産 業 構 造の あ り方 を考 え る基 本 的視 点 と して,① 「真 の 豊 か さ」 を追 求

す る とい う国民 ニ ーズ 「国民 的 目標 」 を実 現 す るた めの 産 業 的基 盤 を確立 し得 るよ うな産 業 構 造,③

資 源 エ ネル ギ ー高 度 利 用 型 の産 業 構 造,③ 技 術 集 約 産業 の発 展 に支 え られ た 産業 構 造 の 高 度 化,④ 国

際 協調 を促 進 し,進 展 す る国際 経 済 の 動 きに 円滑 に適応 し得 る産 業構 造 等 にす る必 要 の あ る こ とが あ

げ られ てい るが,こ の よ うな産業 構 造 の 転換 を促 進 す る基軸 と して 電 子計 算 機 産業 の発 展 に期 待 して

い る。

ま た,同 月 に同 審議 会 情 報 産業 部 会 が ま とめ た 「情 報 化 お よ び情 報 産業 の あ り方,こ れ に対 す る施

策 」 に 関す る申問 答 申 の 申 で も,今 後 国民 ニ ーズ に対 応 し,国 民 福祉 の 向上 を 図 る た め,医 療,交

通,防 災等 社 会,生 活 面 の情 報 化 を促進 す るこ とが必 要 で あ るが,電 子 計 算機 産 業 は,そ の供 給 面 を

担 う重 要産 業 で あ る とと もに,知 識 集約 型,省 資 源,省 エ ネ ルギ ー型,無 公 害 型企 業 の 典 型 で あ り,

そ の 発 展 は 今後 の我 が 国 産 業構 造,貿 易 構造 の 中核 と して大 き く期 待 されて い る と述 べ,そ の重 要 性

を指 摘 して い る。

2-1-1表 業種別の生産伸び率(年 平均,%)

順位 業 種70～80年80～85年 順位 業 種70～80年80～85年

① 電 気 機 械9.78.2④ 精 密 機 械7.17.8

② 金 属 製 品8・97.1⑤ 化 学 工 業7.66.7

③ 一 般 機 械&07.9⑥ 非 鉄 金 属8.94・1



⑦ 建 設 業6.77.6

⑧ サ ー ビ ス 業7.16.6

⑨ 運 輸 ・通 信6.96.7

⑩ 窯 業 ・土 石6,86.9

⑪ 電 力 ・都市 ガ ス6.56.9

⑫ 石 油 ・石炭 製 品6.85.8

⑬ 商 業6.46.0

⑭,紙 ・パ ル プ6.35.2

(注)順 位 は80～85年 の伸 び率 が基 準

⑮

⑯

⑰

⑬

⑲

⑳

⑳
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輸 送 機 械

食 料 品 工 業

鉄 鋼 業

金 融 ・保 険

鉱 業

繊 維 工 業

農 林 水 産 業

6.34.9

5.46.4

6.53.0

5.15.0

3.33.6

3.12.8

1.82.2

2電 子計算機産業の当面する課題

現 在 わ が 国 の電 子 計算 機 産 業 は2つ の課 題 に 当面 して い る。 す な わ ち,

そ の1つ は い わ ゆ る 自由化 の問 題 で あ り,自 由化 の タ イム テ ー ブル は 次 の よ うに決 定 されて い る。

2-1-2表 自 由 化 措 置 の 現 状

品 名

電子式会計機 ・高級電卓等

電

子

計

算

機

本 体

周辺装置

記憶機 ・端末機

それ以外の もの

部 品

ソフ トウェ ア

集

.積

回

路

素子数100未 満の もの

200未 満 の もの

200以 上 の もの

資 本 の 自 由 化

50% 100%

'
49年8月4日

49年8月4日

(7き富;タ 用)

49年12月1日

自 由 化

Gさ ξ蔭てタ用)

50年12月1日

50年12月1日

Gさ 嘉;タ 用)

51年4月1日

49年12月1日

(idi"..?タ 用)

輸 入 自 由 化

48年4月19日

50年 中

50年 中

47年2月1日

50年 中

/
自 由 化

48年4月19日

49年12月25日

技術導入自由化

49年7月1日

49年7月1日

49年7月1日

自 由 化
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2-1-1図lBM・ 国 産 各 グ ル ー プの シ リーズ 一 覧

IBM370シ リーズ

富士通一 日立 グル
ープM .Vシ リーズ

日電一束芝 グループ

超大型
モデル16S

の2～3倍 135

V3

125

V2

.システム システム
900800

システム
600

ンステム シスァム
400300

モデル
500

2-1-3表 新 機 種 の 発 表 状 況

富 士通 一 日立(Mシ リーズ) 日電 一 東 芝(ACOSシ リー ズ) 三 菱 一 沖(COSMOシ リー ズ)

機 種 発 表 時 期 機 種 発 表 時 期 機 種 発 表 時 期

V1 未 ACOS200
'74

.5 COSMO300
'75

.7

V2 未 ACOS300
'74

.5 COSMO500
,75

.5

V3 未 ACOS400
'74

.5 COSMO700
:

,74 .5

M160
'75 .5 ACOS500

'75 .6 CO:SMO900 未

M170
'75

.5 ACOS600
,

,74
.11

;

M180
'74

.11 ACOS700
'74

.11

M190
'74

.11 ACOS800 未

ACOS900 未
一

フ ュー チ ャー ・

シス テム

2-1-2図

THRUSH

第3.5世 代 370/195

lBMフ ュ ー チ ャ ー シ リ ー ズ と 現 行 機 種 と の パ フ ォ ー マ ン ス

FS-2FS-1FS-0

×4

×2×2～2・5×4T5

×3.3×1.8×2
370/145370/135370/165・370/155

×2×3・5×4.3

xO.97×1.g×1.3

×3.6×2.3360/40360/65360/50

(JECCXCap.)「IBMの 企 業戦 略」 よ り)
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この よ うな 資本 及 び輸 入 の完 全 自由 化 に対 処 す るた め,わ が 国 の電 子 計 算 機産 業 は政 府 の 指導 に よ

り,1971年 に,富 士 通 ㈱一 ㈱ 日立 製 作 所,日 本 電気 ㈱ 一 東 京芝 浦 電 気 ㈱,三 菱電 気 ㈱一⊥ 沖 電気

工 業 ㈱ の3グ ル ー プ に編 成 され,各 グル ー フ。は71年 か ら75年 度 まで の5年 間 で573億 円の 政 府 補 助金

を得 て,IBM370シ リーズ に対抗 す る2-1-1図,2-1-2図 の よ うな 新機 種 の開 発 を行 な っ て

お り,2-1-3表 にみ
、る ご と く,74年5月 に お け るACOS200,300,400,COSMO700の 発 表 を皮

切 りに新 機 種 が 相次 いで 発表 され る等,開 発成 果 は着 々 とあが りっ っ あ る。

第2は,IBMの いわ ゆ るFS(フ ュー チ ャー ・シス テ ム)の 発表 が1980年 頃 に予 定 され て い る と伝

え られ て お り,こ れ にい か に対 抗 して い るか が今 後 わが 国 電子 計 算 機 産 業 に課 せ られ た新 しい課 題 と

な りつ つ あ る。

このFSは,第4世 代 の 電子 計 算 機 シス テ ム で,370シ リー ズ に比 べ て格 段 の コス ト ・パ フ ォー マ

ン ス を有 す る もので あ り,超CSIを 中核 と して ソフ トや 記憶 シス テ ム に も革 新 的 な技 術 を盛 り込 む

ものと予想されている。

我が国において自由化後も引続 き日産電子計算機産業の定着を図るためには,超LSIの 開発体制

を早急に確立していく必要があろう。

;

3生 産,輸 出,輸 入 の 概 況

A生 産 状 況

外 資 系 を含 む電子 計 算 機 メ ー カー に よ るわ が 国 にお け る電 子 計算 機 組 織 の 国 内生 産 状 況 は2-1-

・4表の通 りで あ る。 この 申で 計算 機 本 体 の 伸 び率 は近 年 や や低 くな って い るが
,49年 度 は機 種交 代期

で もあ り比 較 的 好調 な伸 び を示 した。 ま た,電 算 機 シス テ ムの 機能 分 散 化 を反 映 し,デ ー タ端末 装 置

が順 調 な伸 び を示 し,さ らに停 滞気 味 で あ った外 部 記 憶 装 置 が 拡大 を示 して い る。



2-T-4表 電子計算組織生産実績年別推 移
陪

(通産省生産動態統計 よ り集計)(単 位:百 万 円)

暦 年

32年

33年

34年

35年

36年

37年

38年

391・ii三

40年

41年

42年

43年

44年

45年

46年

47年

48年

49年

デ ィ ジ タ ル 型 電 子 計 算 機 関 連 装 置 アナログ 総 計

計

一般 用

算 機 本 体
伸び率

附 属 装 置 計

ω+(ロ)

伸び率
電子計算

機応用装
置 ψ⇒

補助装置
⇔

型電子計

算機 ㈱

ω+(ロ)十

内+⇔+

困

伸び率

1制御∋ 計 θ 無遍 曇出逼1縁 劃計(ロ)

16,595

26,880

43,437

62,426

76,242

115,932

141,860

184,004

203,062

286,058

1,010

1,997

4,772

9,701

14,565

94417,539

1,10527,985

1,45344,890

4,38766,813

6,10982,351

9,511125,443

8,410150,270

7,818191,822

11,888214,950

11,315297,373

97.7

139.0

103.3

50.1

20.4

59.5

60.4

48.8

23.3

52.3

19.8

27.7

12.1

38.3

(952)(952)

(1,835)(1,835)

(3,184)(3,184)

(7,139)(7,139)

(7,388)(7,388)

6,2406,99176613,997

9,72510,18972420,638

16,06824,3061,53941,913

36,39633,5904,56474,550

46,37338,0933,79888,264

78,27648,14317 ,913144,332

86,45051,42723,077160,954

81,77182,49926,106190,376

99,44078,27935,400213,119

123,37857,93955,579236,876

39

240

475

1,010

1,997

4,772

9,701

14,565

31,536

48,623

86,803

141,363

170,615

269,775

311,224

382,198

428,069

534,269

515.4

97.9

112.6

97.7

139.0

103.0

50.1

116.5

54.2

78.5

62.9

20.7

58.1

15.4

22.8

12.0

24.8

208

454

844

1,141

2,057

1,425

1,743

2,883

4,486

5,953

13,532

10,217

12,644

18,213

23,097

952

1,835

3,184

7,139

7,801

3,396

14,566

15,619

16,791

17,842

25,309

22,815

23,941

25,609

28,459

234

185

176

303

437

576

763

1,022

1,142

1,014

1,049

1,147

1,534

1,847

2,093

1,905

557

1,021

273

425

651

2,473

4,723

9,376

18,744

25,445

37,499

65,946

106,354

163,787

195,944

310,463

346,349

420,688

472,448

586,846

91.0

98.5

99.9

35.8

47.4

75.9

61.3

54.0

19.6

58.4

11.6

21.5

t2.3

24.2

ト◎

u

＼

b

|

w

θ
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B輸 出 入 状 況 、_..、

わ が 国 の電 子 計 算 組 織 輸 出 の大 宗 は 日本 アイ ・ピー ・エ ムの もの と考 え られ,国 産 メ ー カー の輸 出

は現 在 ま で は そ の金 額,伸 び率 と もに必 ず し も大 きい とは い えな い が,技 術 水準 の 向上 と と もに輸 出

体 制 の 強 化 を図 って お り,今 後,本 体 周 辺 装 置 の輸 出の 増 大 が 期待 され る。

2-1-5表 電子計算組織の輸出実績年別推移

(大蔵省通関統計 よ り集計)(単 位:百 万円)

暦 年1デ ・ジ・ル本体1同 周辺鑓 小 計 アナ ・川 合 計D申 び 率

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

0

0

14

522

1,181

2,501

4,098

2,635

2,680

3,974

5,587

8,216

6,062

10,233

7

16

16

3

12

110

284

1,535

3,729

1,114

2,382

2,644

9,529

7,790

7

16

30

525

1,193

2,611

4,382

4,170
'
6,409

5,088

7,969

10,860

15,991

18,023

0

77

1

142

42

184

467

376

460

698

1,040

491

3,515

3,322

7

93

31

667
!

1,235

2,79S

4,849

4,546

6,869

5,786

9・oqg

11,351

19,106

21,344

一%

1,228.6

△66.7

△

△

2,051.6

85.2

126.4

73.4

6.2

51.1

15.8

55.7

26.0

17.4

11.7

2-1-6表 電子計算組織輸入実績年別推移

(大蔵省通関統計 よ り集計)川単 位:百 万円)

暦 年 本 体 周辺 装 置 小 計 部 品 計 中中 び 率

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

6,126

8,017

14,807

15,679

8,493

6,182

7,792

8,613

14,774

22,718

21,659

23,437

32,469

48,609

2,621

5,786

5,600

8,773

10,457

10,641

24,693

28,923

34,030

51,551

48,873

38,221

49,564

65,436

8,747

13,803

20,407

24,452

18,950

16,823

32,485

37,536

48,804

74,269

70,532

61,658

82,033

114,045

835

1,157

2,751

3,517

7,674

9,847

9,097

12,358

21,525

22,904

27,432

25,461

30,787

1,453

3,188

8,746

14,638

21,564

27,203

22,467

24,497

42,332

46,633

61,162

95,794

93,436

89,090

107,494

144,833

△

△

△

一%

119.4

174.ぎ

67.4

47.3

26.2

17.4

9.0

72.8

10.2

31.2

56.6

2.5

4.7

25.0

34.7
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4日 本 電子計算機(株)(JECC)の 活動 状況

富 士 通 ㈱,㈱ 日立 製 作 所,日 本 電 気 ㈱,東 京芝 浦 電 気㈱,三 菱 電 気㈱ お よ び沖 電 気 工業 ㈱6社 の共

同 出 資 に よ る 日本 電 子 計 算機 ㈱ の電 子 計 算 組織 購 入 状 況 は下 表 の 通 りで あ るが,1973年 度 に お い て

1,000億 円 の大 台 を越 え,わ が 国砥 子 計 算 機 産業 発展 の た めの 重要 な支 柱 とな って い る。

2-1-7表 日本電子計算機(株)資 金の推移(単 位:億 円)

年 度 ぽ ㌣頂 磯 鶏 劃 資 本 金

1961 11 2 }11

1962 32 8 21

1963 59 15 32

1964 117 25 47

1965 208 55 71

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

269

368

666

825

922

874

892

1,014

1,244

未 定

70

70

90

155

215

390

150

215

325

330

106

142

189

284

425

534

597

597

597

597

J

5外 資の進出および輸入業者の状況

自由化を控えた現在における外資の進出状況及び主な電子計算機関係輸入業者は下の通 りである。

2-1-8表 電子計算機関係の外資進出状況

種類

株

式

取

得

外 資

IBMWTC

NCR

SperryRandCo.

日 本 法 人

日本 ア イ ・ビ_.エ ム

日 本 エ ヌ ・シ ー ・ア ー ル

沖 ユ ニ パ ック

日本側出資者

日証金,東 洋信託
銀行,個 人

沖電気工業,三 菱
電機

外資
比率

100

72.2

36

設 立
年 月

,50 ・10

,51 ・1

'58
・3

業 務 内 容

電子計算機の製造,輸
出入,販 売,保 守

金銭登録機および会計
機の製造販売,電 子計
算機 の輸出入,販 売,
保守

電子計算機の製造



SperryRandCo. 日本 ユ ニパ ック
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株

式

取

得

支

店

設

置

MincomCorp.Ltd,

Hewllet-PackardCo。

MemorexCorp

ControlDataCorp.

HISI

(山武 ハ ネ ウ ェル)

TheSingerCompany

ナ シ ュ ア

Burroughs

Olivetti

IMBWorldTrade

AsiaCorp.

ControlDataFar
EastInc.

DigitalEquipment

Corp.Internationa1

Recognition
EquipmentJapanInc.

MemorexPacificCorp.

Honeywell

ElectronicsInc.

ElectrohicsMemories
&MagneticCorp,

CalcompPacificCorp.

TexasInstrument

AsiaLtd.

住友 ス リー エ ム

横 河 ヒ ュー レ ッ ト
パ ッカ ー ド

日本 メ モ レ ッ クス

日本 シ ー デ ィー シー

日本 電 気 ハ ネ ウ ェル
イ ンフ ォ メ ー シ ョン

シス テ ム ス

日立 シ ン ガー

日本 ナ シ ュ ア

高 千 穂 バ ロー ス

日本 オ リベ ッテ ィ

三井物産,1沖電気
工業,三 菱電機

日本電気
住友電工

横河電機

伊藤忠商事

日本電気

日立製作所

高千穂交易

34.2

50

49

100

40

50

50

100

50

100

,58 ・3

,61 ・9

,63 ・8

,68 ・7

'71 ・4

'72 ・10

'73 ・7

'73 ・12

,73 ・12

'61
・9

'60 ・3

,66
・11

,68
・7

'68 ・8

'69
・9

'69
・9

'7ユ
・4

25

電子計算機の販売,保
守

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ
ス クパ ックの 製 造,輸

出 入,販 売

計 測器,高 級 電 卓,ミ ニ
コ ン ピュ ー タの 製 造,

輸 出入,販 売,保 守

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ
ス クパ ックの 輸 入,販

売,周 辺 装 置 の 保 守

電子計算機の販売,保
守

キ ー ツ ー テー プ装 置 の

製 造,販 売,保 守

POS端 末等の販売,

保守

磁気 デ ィス クパ ックの
輸 出入販売

電子計算機の販売

ミニ コ ン ピ ュー タ,周

辺 端 末 装 置 の販 売 保 守

アジア地 区子会社の統
括,連 絡

電子 計算機 に関す る調
査,連 絡

ミニ コ ン ピ ュー タの 販

売,保 守

OCRの 販売,保 守

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ
ス クパ ック の輸 出,調

査,連 絡

技術援助に関する連絡

磁気デ ィスクパ ック
等に関す る調査,連 絡

作図装 置の販売,保 守

ミニ コン ピュ ー タの 販

売,保 守
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2-1-9表 主な輸入電子計算機 と取扱業者

製 造 業 者1輸 入 業 者1販 売 業 者

IBMl昧 … ピー …1昧 … ピー …

・騨 ・㎞ ・1三 井物産1躰 ユ・バ ・ク

NCR1・ 本 … シー ・ア ール1・ 本 … シ ー ・ア ー ル

・㎞ ㎎ ・・1許 砲 ・一 ・ 巨 千感 ・一 ス

CDc已 藤忠醇1・ 本シーデ…

DEC 理 経
理 経
DECジ ャパ ン

ハネウェル ・ブル 三菱 商事 三菱 事務機械

・… ル ・ 兼松江南 已 松 ・ … ル ・

・ … テ ・1・ 本 ・ … テ ・1昧 ・ ・べ ・テ ・

・ ・ リ ・ プ ・ い 一 ・・ ス ・シ ー1シ ー ・・ ス ・シ ー

・ ・一 デ ・1・ ・ ドウ ・ル1・ ・ ドウ ・ル

・ガバ ・ク ・ 丸 紅 ・ ・・ ・・… 已 紅 ・ ・… 二 ・・

'

6新 しい課題

電 子 計算 機 の普 及,技 術 の進 歩 に と もない,わ が 国 に お いて も次 の よ うな課 題 が 新 し く浮 び上 って

来 て い る。

A輸 出体制の強化

貿 易 立 国 を国是 とす るわ が 国 と して は,国 際収 支構 造 を長 期 的 に 支 え る もの と して,電 子 工業 製 品

の 輸 出 に期 待 をか けて い るが,今 後 は,民 生 用電 子 機 器 の輸 出の 伸 びが 鈍 化 す る こ とが予 想 され るた

め,現 在 輸 入 比 率 の高 い産 業 用 電 子 機 器 の輸 出産 業化 を図1る こ と が 必 要 とな る。 特 に,電 子 計 算機

は,現 在,一 部 国 産 メ ー カー にお いて 輸 出 が若 干 見 られ る程度 で あ るが,今 後 国産 電 子 計 算機 産 業 が一

発 展 して い くた め には 積極 的 に海 外 市 場 へ も進 出 し,世 界 市場 を前 提 と して 海 外企 業 と対 抗 して い く

こ とが 不可 欠 で あ り,各 メ ー カ ー と もこの た めの 体制 強 化 を図 って い く必 要 が あ る。

B中 古市場の開発

電 子 計算 機 は通 常 レ ン タル形 式 で利 用 され るが,上 位 機 種 へ の切 り換 え,新 機 種 へ の乗 り換 えな ど

に よ り償 却 未 済期 間 中 に返却 され る場 合 が あ る(レ ンタ ル バ ック)。
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レ ン タル バ ッ クに よ る下取 り機 につ い て は,メ ー カ ー に よ る下取 り電 子 計 算機 販 売 会 社 も設 立 され

て い るが,合 理 的 な電 子 計算 機 中古 品 市 場 の 確立 は 今後 の重 要 な課 題 の一 つ で あ る。

Cマ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 出 現

LSIの 発 達 に と もな い,一 般 に1～ 数 個 のLSIチ ップか ら成 る演 算 処 理 部 に メ モ リや 各 種 周 辺 回

路 が付 加 され て構 成 され る低 価格 の マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ と呼 ばれ る新 しい電子 シス テ ムが1973年 か

らわ が 国 に も登 場 して い る。

マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タの定 義 ,位 置 付 け,応 用範 囲 あ るいは 将来 性 等 に つ い て,現 在 定 説 は な い

が,ア メ リカに お け る急速 な発 達 状 況 お よ び将来 の市 場 拡 大 予 測 を参 照 す る と き,わ が国 にお いて も

マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの 進歩 とその 与 え る影 響 は 充分 注 目す る必要 が あ る。

Dコ ン ピ ュ ー タ ネ ッ ト ワ ー ク

通 信 回線 の 開放 後,オ ン ライ ン シス テ ムの 漸次 拡 大 に と もな い,欧 米 と同 じ くわ が 国 に お いて もコ

ン ピ ュー タ ネ ッ トワー クへ の構 想,展 望 が 近 い 将 来現 実 の もの とな ろ う と して い る。

一 企 業 内 にお け るオ ン ラ イ ン シス テ ム
,通 信 回 線 を共 用 す る共 同 シス テ ム,計 算 セ ンタ ー等 にみ ら

れ る回線 を他 人 に使 用 させ る ネ ッ トワー クの 次 の 発展 段 階 と して,異 な る事 業 体 の複 数 の ホス トコ ン

ピ ュー タ を接 続 す る コン ピ ュー タネ ッ トワー ク は社 会 全 体 と しての コ ン ピ ュー タ ・リソー ス の有 効 利

用,二 重投 資 の 回避,広 汎 な デー タ ベ ース の 成 立,有 機 的 な社 会 ネ ッ トワー クの 形 成 な ど,真 の 情 報

シス テ ム確 立 の た め将 来 の 重 要 な課 題 の一 つ と な って い る。
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第2章 わが国の情報産業

1わ が 国 にお け る計 算 セ ン ター お よ び

ソ フ トウ ェア開発 企 業 の 状況

(JEEC調 査"全 国計 算 セ ン タ ーお よび ソ フ トウ ェ ア開 発企 業 便 覧"よ り)

Aは じ め に

日本 電 子 計 算機 ㈱(JECC)で は,1968年 以 来,毎 年1月1日 現在 に お け る"全 国 計 算 セ ンタ ー お よ

び ソ フ トウ ェア開 発企 業分 布 状 況 調査"を 実 施 し,そ の結 果 を 「全国 計 算 セ ン ターお よ び ソ フ トウ ェ

ア開 発 企 業 便 覧 」 と して公 表 して い る。 この 調査 の前 身 は,JECCが1963年 か ら66年 ま で4回 に わた

って 実 施 した"全 国計 算 セ ン タ ー分布 状 況 調 査"で あ る。 その 後,68年 か らソ フ トウ ェ ア開発 企 業 を

加 え,現 在 に至 って い る。

情 報 処 理 サ ー ビス 業 は,計 算(パ ンチ)受 託企 業 とソ フ トウ ェア開 発 企 業 に わ け られ る。 日本 最 初

の計 算 受 託 企 業 が営 業 を開始 したの は1954年 で あ るが,61年 ま でに 開設 立 され た セ ンタ ーは合 計24セ

ン ター に す ぎず,そ の うちメ ー カ ー関 係 の ものが9セ ン ター含 まれ て い た。 本 格 的 な設 置 は62年 か ら

で あ り,そ の後 も年 を追 って増 加 して い る。 ソ フ トウ ェア会 社 の場 合 は,こ の計 算 受 託 企 業 が顧 客 に

サ ー ビスす る必 要 か らソ フ トウ ェ アの開 発 を行 な って きた もの で,は じめか ら ソフ トウ ェア開発 を目

的 とす る企 業 が進 出 して きた の は比 較 的 最 近 の こ とで あ る。

情報 処 理 サ ー ビス業 にお い て も,時 と共 に経 営 は 多 角化 して きて お り,計 算 受託 企 業 は ソ フ トウ ェ

ア開 発 の 分野 に,ソ フ トウ ェ ア企 業 は逆 に計 算 受 託 の 分野 へ と業 務 を拡 大 しつ つ あ る。 ソフ トウ ェ ア

開 発 だ けに 専 念 す る会 社 は ほ とん どが メ ー カー系 列,も し くは 大会 社 や 企 業 グ ル ー プの 系 列 下 に あ

る 。独 立 企 業 の 場合 は,両 者 の 区 別 がつ け に く くな って い るの で,JECCで は,企 業 と して み る場 合

は 区 別 しな い で集 計 した。

情 報 処 理 サ ー ビス 業 は,す で に10年 の歴 史 を持 つ に至 っ た と はい え,他 の産 業 に比 べ れ ば,き わ め

て 新 しい産 業 と い え る。 その た め経 営基 盤 も全般 的 に 弱 く,市 場 の確 立,ソ フ トウ ェア の価 値評 価 の

徹 底 と流 通 促進 等 の政 府 の振 興 策 が 必要 とされ て お り,ま た一 方 で は,顧 客 の機 密 保 護 体 制 の確 立 も

要 請 され て きた 。 そ こで,こ の 業 界 を代 表 す る団体 と して,社 団 法人 日本 情 報 セ ンタ ー協 会(70年7

月),社 団 法人 ソ フ トウ ェア産 業振 興 協 会(70年6月),日 本 パ ンチ セ ンター協 会(71年10月)等 が
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発 足 し,各 団体 の一 致 した要 望 に よ り上 記 の 目標 が逐 次 具 体 化 しつ つ あ る。

なお,JECCで は,68年,71年,74年 の3回 に わ た って"独 立計 算 受 託 企 業 お よ び独 立 ソ フ トウ ェ

ア開 発 企業 実 態 調 査"を 実 施 し,そ の 結 果 を 「日本 の 情 報処 理 サ ー ビス 業 」 と して公 表 して い る。

以 下JECC調 査 か ら,計 算 セ ンタ ーお よ び ソ フ トウ ェア開 発 企 業 の実 態 をみ る こ とに す る。 この

調 査 の 範 囲 と基 準 は下 記 の とお りで あ る。

調査の範囲と基準

調 査 した計 算 セ ンター は,経 営 主 体 別 に み て,次 の定 義 の 一 つ に該 当 す る も の の み を対 象 と

し,大 学 や そ の他 教 育 機 関所 属 の もの は除 いた 。

(1)コ マ ー シ ャル ・ベ ース に よ り運 営 され る もの 。 この場 合 は,次 の3項 を対象 とす る。.

(a)独 立 の計 算 受 託 また は,計 算 関連 作 業 受 託(例,カ ー ド穿 孔作 業 の受 託)ま た は ソ フ トウ

ェア開 発 企 業 と して 創 立 され た法 人 ま た は個 人 企業 。 な お会 計 事務 所 所 属 計 算 セ ン ター は独

立 計 算 受 託 個 人 と して 本 項 に準 ず る もの とす る。

(b)電 子 計 算 機 ま た はPCSの ユ ー ザ ー が,計 算 部 門 ま た は ソ フ トウ ェア開 発 部 門 を分 離 独 立

させ て 別 会社 と し,コ マー シ ャル ・ベ ース で外 部 の計 算 を受 託 して い る法 人 。

(c)ユ ーザ ー の計 算 部 門 が別 会 社 に は な って いな い が,広 く一:・一般 か ら コマー シ ャル ・ベ ー ス で

計 算 受託 を行 な う場 合 。(主 要 な もの に限 る。)

(2)中 小 企業 等 の地 域 企 業 の合 理 化 促 進 の た め,公 共 機 関 が運 営 す る計 算 セ ン ター,お よ び地 方

自治体 の 共 同 セ ンタ ー。

(3)EDPS'メ ー カーf同 販 売 業者 直 系 の もの 。 電 子 計算 機 お よ びPCS製 造 業 者,販 売 業者 の

ユ ーザ ー支 援,セ ール ス ・プ ロモ ー シ ョン を目的 と して運 営 されて い る もの 。 な お,メ ー カ ー

直 系 の 分類 基 準 として は,(i)メ ー カ ーの 資本 参 加 が な くて もこれ と製 品販 売提 携 契 約 を結 ん で

い る販 売会 社 の運 営 す る セ ンタ ー,(ibメ ー カ ー が資 本 金 の50%以 上 を所 有 して い る計 算 受 託 企

業 の運 営 す るセ ンタ ーの 二 つ を採 用 した 。

メ ー カー直 系 で な い 「独立 の計 算 受 託企 業 」883社 につ いて は,正 確 を期 す るた め に,調 査 票 に

よ りデー タ を収 集 した 。

な お,上 述 の マ シン を設 置 して い る セ ン ター の ほか に,マ シ ン を設 置 して い な い ソ フ トウ ェ ア

開 発 専業 企 業 あ る いは ソ フ トウ ェア開 発 お よ び計 算 受 託 を兼 営 して い る企 業 を調 査 し掲 載 した 。

しか し,マ シ ンを設 置 して い な い ソ フ トウ ェア会 社 は その 存 在 を確 認 す る有効 な手 段 が な い た

め,必 ず し も全 部 を網 ら して い る とは い えな い。
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B経 営主体別分布状況

2-2-1表 は,1975年1月1日 現在 に お け る計 算 セ ン ターの 経 営主 体 別 分 布 状 況 で あ る。

計 算 セ ン ター を運 営 して い る事 業 体(企 業)数 は,合 計818(前 回調 査 時641)で あ り,そ の 内訳

は,独 立 計算 受 託 企 業720(同566),公 共 機 関(公 共 的法 人 団 体 を含 む)が 運 営 す る も の49(同

24),メ ー カー お よ び販 売 会 社 直系 の もの49(同51)で あ る。 『

この1年 間(1974年1月1日 ～75年1月1日)に35事 業体 が新 た に事 業 を開 始 したが,同 期 間 中 に

12の 事 業 体 が解 散,営 業 中 止,吸 収 合 併 な ど によ って消 滅 した た め,年 間 の純 増 は23事 業 体 で あ っ

た 。 た だ し,昨 年 調 査 時(1974年1月1日 現 在)に お いて154事 業 体 の 調 査 もれ が あ った の で,今 回 は

こ れ を含 め て集 計 して い る。'

経 営 主体 別事 業 体 分 布 は,独 立 計 算 受 託 企 業 が 全体 の88%を 占 めて 圧 倒 的 に多 い。 しか し1事 業体

あ た りの セ ン ター所 有 数 を見 る と,独 立 系 が1.2セ ン ター,公 共 機 関 が1.0セ ンタ ー で あ るの に対 し,

メ ー カ ーお よ び関係 販 売 会 社 系 列 の企 業 は平 均3.5セ ン ター を持 ち,経 営 規 模 が他 の それ の3倍 に達 し

て い る こと がわ か る。 この た め経営 主 体 別 の セ ン ター数 を見 る と,メ ー カー お よ び 関係 販 売 会社 系 列

の セ ンタ ー数 は 全体 の15.4%と,比 較 的高 い比 率 を占 め て い る(2-2-1表 参 照)。

2-2-1表 経営主体別 センター分布状況 (1975年1月1日 現在)

経 営 主 体 別

1.独 立 計 算 受 託 企 業

2.公 共 機 関

3.メ ーカーお よび

関係販売会社

事業 体(企業)数
()内%

720(88.0)

49(6.0)

49(6.0)

セ ン タ ー 数

()内%

883(80.0)

51(4.6)

170(15.4)

セ ン タ ー の 内 容

護DPS劃 鍵 作当 謬 開ガ**

669

49

166

230

1

3

84

1

1

合 計
|・ ・8(・・…)「 ・…4(・ ・…)1

…1 2341 86

(注)*コ ン ピュ ー タ を持 ち,受 託 計 算 を主 業 務 と して い る所 。

**穿 孔機 や キ ー ツ ーエ ン トリー装 置 な どだ けを持 ち,入 力 デ ー タ作 成 を主 業務 と して い る所 。
***ハ ー ドウ ェア を持 た ず,ソ フ トウ ェア開 発 を主業 務 と して い る所 。 今 回 か ら この集 計 に含 め た 。

今 回 の調 査 によ る と,わ が国 に は現 在1,104の セ ンタ ーが 開設 され て い る。 その うち883セ ン ター

(80.0%)が 独 立 計 算受 託 企 業 所 属 の もの で,年 々 その 占 め る割 合 は増 加 して い る(2-2-1図 参

照)。 ま た,公 共 機 関運 営 の事 業 体数 とセ ンタ ー数 が 急 に増 えて い るが,こ れ は74年 度 よ り創 設 され

た 中小 企業 庁 の 「小 規模 企 業 記 帳 機械 化 電 子 計 算 機 設 置費 補 助 金制 度 」(注)に よ り,全 国 約20ケ 所 の

商 工 会 議所 と商 工 会 連 合 会 が新 た に調 査対 象 に加 わ った た め で あ る。

(注)こ の制度は,現 地地域の中小企業の経営相談,記 帳指導等の業務を行 なってい る商 工会議所 な らびに都

道府県商工会連合会に,日 本電子計算機(株)(JECC)が レンタルバ ック電子計算機を安 く販売す る場合,
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その費用の補助 を行ない,小 規模 企業 の記帳機械化,そ の他中小企業の情報化,地 域の情報化の進展 を図

ろ うとす るものであ り,74年 度 は7億 円の補助が行なわれ ることとなってい る。

これ を含 めて この1年 間 に61の セ ンタ ー が新 た に開設 され た が,一 方,同 期 間 中 に20セ ン ター が閉

鎖 され た た め,年 間 の純 増 は41セ ン ター で あ った 。 た だ し前 回調 査 時 に193セ ン ター の調 査 もれ が あ

っ たた め,今 回 は これ も含 めて 集 計 した 。

次 に設 備 内容 別 の 分 布状 況 を み る と,1,104セ ン ター の う ちEDPSを 設 置 して い る と ころ は784カ

所(71.0%),カ ー ド穿 孔機 や キ ー ツ ーテ ー プ装 置 な ど,デ ータ作 成 機 器 だ け を設 置 して 計算 関連 作 業

(主 に カ・一ードパ ン チ)を 受 託 して い るセ ンタ ー は234ヵ 所(21.2%),ハ ー ドウ ェア を持 たず ソ フ トウ

ェア開 発 を主 業 務 と して い る セ ン タ ーは86ヵ 所(7.8%)で あ る。 これ を経 営 主体 別 に み る と,関 連 作

業 受 託 の セ ンタ ー と ソ フ トウ ェ ア開 発 の セ ンタ ー は,そ の ほ とん ど は独立 計 算 受 託 企 業所 属 の もの で

あ る。 す な わ ち,独 立 系 の セ ン ター8S3の うち314セ ン ター(35.6%)は,要 員 派 遣 や コ ンサ ル テ ィン

グ な ど を提 供 して い る所 も多 い が,一 般 的 に は収 入 の大 半 をパ ン チの 受託 や ソ フ トウ ェ ア開 発(プ ロ

グ ラ ミング)に 依 存 して い る と考 えて よ い で あ ろ う。

2-2-1図 は,年 別 経 営 主体 別 計 算 セ ン ター 分布 状 況 の推 移 を示 した もの で あ る。 わ が国 にお け

る計 算 セ ン タ ー数 は毎 年 着 実 に増 加 して お り,な か で も コマ ー シ ャル ・ベ ース で運 営 され る独 立 系 セ

ン ター の伸 びは著 し く,毎 年25%前 後 の 増 加率 を示 して い る。 公共 機 関所 属 の セ ン ターの 占 め る割 合

は 年 々減 少 を続 けて い たが,前 述 の理 由 によ って,今 回 は顕 著 な増 加 をみ た。一 方,メ ー カ ーや 関 係

販 売会 社 が運 営 す る セ ン ター は絶 対 数 では増 加 を続 けて い るが,全 体 に占 め る割 合 は年 々 小 さ くな っ

て きて い る。

2-2-1図 経営主体別計算 センター分布推移(セ ンター数)

44年

45年

46年

47年 修21.3%

48年

49年

・・年 」

川

11111HHI

川1川

1,104

膠 公共馴 口 嚇 ㌶ 麹 ド[o独立計算受託礫

(注)50年 の数 字 には,マ シ ンを持 た ない ソ フ トウ ェア開 発 専 門 の セ ンタ ー(計86)が 含 まれ て い る。

●
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C暦 年別計算センター開設状況

2-2-2表 は 暦年 別 の セ ン タ ー開設 状 況 を示 した もの で あ る。 これ に よ る と,計 算 セ ン タ」 が設

立 され始 め た54年 か ら6i年 ま での 第1期,計 算 セ ンタ ーの 設立 が軌 道 に乗 り,か な りの テ ン ポで増 加

し始 め た62年 か ら65年 ま で の第2期,セ ン ター設 立 の動 向 はお とろ えて な い もの の,設 立 数 が定 常 化

じて きた66年 か ら69年 ま で の第3期1減 少 の傾 向 をた ど り始 め た第4期 とい う4段 階 の パ ターーーンに分

け る こ とが で きる。

74年 の設 立 数 は73年 と ほぼ 同数 の61セ ン ター で あ った 。 そ の半 分 以 上 の42セ ンタ ー(63.9%)は 独

立 計 算 受 託 企業 所 属 の もの で あ った。 公 共 機 関所 属 の もの は13セ ンタ ー(21.3%)で あ り,そ の 大部

分 は商 工 会 議所 と商 工 会 連 合 会 で あ る。 メ ー カーお よ び関 係販 売 会 社 所 属 の もの は6セ ン ター しか無

か った 。

2-2-2表 暦年(1月1日 ～12月31日)別 計算セ ンター開設状況

＼ 暦 年
経営主体所属別　

54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74

独 立 計 算 企 業 所 ⇒ ・1・1・1・1・i231・1・ ・1・212Sl261S6164i・ ・1・・1・・1・・1321Sgl42

公 共es・ ・ 所 ⇒ ・1・1・ ・1・1・1・1・1・1・1・1・|・1・1・1・1・1・1・1・ 卜3

メーカーお よび
関係販 売会社所属 1・1・1・ 日 ・1・ ・1・1・・1・51・1・i・Sl・31・・1・9国 ・・1・3146

合 計
1・1・1・ 日 ・1・1・i・12212Sl・i・1361741・ ・1・・1・・176倒451641・ ・

(注)ハ ー ドウ ェア を持 って い な い ソフ トウェ ア開発 企 業 は含 まれ な い 。

D地 域別計算センター分布状況

通 産 管 区 別 計 算 セ ン タ ー 分 布 状 況 を2-2-3表 に よ っ て み る と,札 幌 管 区26セ ン タ ー(2.4%,前

年 調 査 で は2.9%),仙 台 管 区52セ ン タ ー(4.7%,同5.3%),東 京 管 区608セ ン タ;(55.1%,同52.9

%),名 古 屋 管 区95セ ン タ ー(8.6%,同8.5%),大 阪 管 区176セ ン タ ー(15.9%,同16.2%),広 島

管 区68セ ン タ ー(6.2%,同6.3%),四 国 管 区23セ ン タ ー(2.1%,同2.3%),福 岡 管 区56セ ン タ ー

(5.1%,同5.6%)と 分 布 し て い る。 県 別 に み る と,最 も多 い の が 東 京 で433セ ン タ ー(39.2%),次

い で 大 阪119セ ン タ ー(10.8%),愛 知62セ ン タ ー(5.6%),神 奈 川51セ ン タ ー(4.6%)と 続 い て い

る 。
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2-2-3表 県 別 計 算 セ ン タ ー 開 設 状 況

県 名1セ ン・一数 %ll県 名1セ ン・一∋%

北 海 ∋ 261 2.4

木L髄 産駆1 26 2.4

青

岩

宮

秋

山

福

森

手

城

田

形

島

6

6

18

5

6

11

0.5

0.5

1.6

0.5

0.5

1.0

仙 台 通 産 管 区 521 4.7

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

新 潟

山 梨

長 野

静 岡

7

7

10

24

16

433

51

17

4

16

23

O.6

0.6

、0.9

2.2

L4

39.2

4.6

1.5

0.4

1.4

2.1

東 京 通 産 管 区 ・・8155・ ・

富

石

岐

愛

山

川

阜

知

重

8

13

6

62

6

0.7

1.2

0.5

5.6

0.5

名古屋雌 駆1 951 8.6

(注)マ シ ンを持 た ない ソ フ トウ ェア開 発 専 門 セ ン タ

ー(計86)が 含 ま れて い る。

福 井

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

10

6

15

119

22

0

4

0.9

0.5

L4

10.8

2.0

0

0.4

大 阪 通 産 管 区 ・761・5・ ・

鳥

島

岡

広

山

取

根

山

島

口

5

1

13

34

15

0.1

0.5

1.2

3.1

1.4

広 島 通 産 管 区 681 6.2

高 、

徳

愛

香

知

島

媛

川

5

5

7

6

0.5

0.5

0.6

0.5

四 国 通 産 管 区 231 2.1

福

佐

長

官

大

熊

鹿 児

沖

岡

賀

晴

晴
'
分'

本

島

縄

33

3

3

3

3

5

3

3

3.0

0.3

0.3

0.3

0.3

0.5

0.3

0.3'

福 岡 通 産 管 区 56 5.1

総 計 ・…41・ ・… 、

◇

E従 業 員 数 ・資 本 金 ・売 上 高 規 模 別 分 布 状 況

独 立計 算 受 託 企業 を対 象 に,従 業員 数,資 本 金,年 間 売 上 高 に つ し)て調 査 し,集 計 ・した。 対 象企 業

数 は720社 で あっ た が,従 業員 数 は その 内439社(回 答 率61.0%)か ら,資 本fi}S[424社(同58.9%)か
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ち,年 間 売上 高 は417社(同57.9%)か らそれ ぞれ 回答 を得 た。 た だ し従業 員 数 と資 本金 は1975年1

.月1日 現 在,年 間 売上 高 は1973年 度 の数 字 で あ る。集 計 結 果 は,2-2-4表 ～2-2-6表 に示 し

σ た 。

2-2-4表 従業員数規模 別独立計算受託企業分布(単 位:企業数)

＼ 従業員数規 模

企業形態_

1～4

(人)
5～9 10～19 20～49 50～99 100～199 200～299 300以 上 合 計

EDPSを 設 置

関 連 作 業

ソ フ トウェア開 発

6 39

9

1

56

15

4

77

32

10

71

22

5

39

12

16

1

4

15

2

3

319

93

27

合 計1・1491751・ ・91981・ ・1・ ・1・ ・1439

構 成 比(%)1(・ ・)1(…)(…)1(…)1(…)1(・ …)1(・ ・)(・ ・)1(・ …)

2-2-4表 は従 業 員数 規 模 別 分 布 状 況 で あ る。 同義 に よれ ば,EDPS設 置 企業 は20～49人 の 階 層

が77社(319社 の う ち24.1%)で 最 も多 く;次 いで50～99人 の階 層 の71社(同22.3%)で あ り,こ の2

つ の階 層 で お よ そ半 分 を占 めて い る。

関連 作 業 受託 企 業 にお い て も,EDPS設 置 企 業 と同様,20～49人 の階 層 が 最 も多 く32社(93社 中 の

34.4%),次 いで50～99人 の 階 層 に22社(同23.7%)と,こ の2っ の階 層 で全 体 の半 数 以上 を占 め

る 。一 方,ソ フ トウ ェア開 発企 業 も この2つ の 階層 の 分 布 が最 も多 いが,9人 以 下 の企 業 が1社 しか

な く,し か も,200人 以上 の従 業 員 を有 す る大 規 模 な企 業 が7社(25.9%)存 在 す る こ とは注 目すべ き

で あ る。

2-2-5表 資本金規模別独立計算 受託企業分布(単 位:企 業数)

資本金規模

企業形態

EDPSを 設置

関 連 作 業

ソ フ トウ ェア
開発

100万 円未満

2

1

100万 円以上
～

500万 円未満

50

53

500万 円 以 上

～
1,000万 円

未 満

56

13

9

1,000万 円

以 上
～

5,000万 円

未 満

151

21
'
13

5,000万 円'

以上

～

1億 円 未 満

24

2

1億 円以上

25

4

合 計

308

90

26

合 計1 ・1 ・・31 ・・1 ・851 261 291424
構 成 比(%) (・ ・)1(・4・ ・)1(・8・ ・)1(43・ ・)|(…)1 (…)i(・ ・…)1

2-2-5表 は資 本 金 規模 別 分 布 状 況 であ る。 同 表 によ れ ば,EDPS設 置 企 業 で は,1,000万 円 以

上5,000万 円未 満 の 階層 に151社(308社 中 の49.0%)と 最 も高 い分 布 を示 して お り,次 いで500万 円 以

上1,000万 円未 満 に56社(同18.2%),100万 円 以上500万 円未 満 に50社(同16.2%)と 続 いて い る。

関連 作 業 受 託企 業 にお いて は,最 も多 い資本 金 規 模 は100万 円以 上500万 円 未 満 の 階層 で53社(30社

中 の58.9%)で あ り',5,000万 円 未 満 以下 の 階 層 に全 体 の97.8%が 含 まれて い る わ け で,EDPS設 置
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企 業 と比 べ る と,小 規模 の もの に偏 在 して い る とい え る。

ソ フ トウ ェア開 発 企 業 で は,500万 円～5,000万 円 の2つ の 階層 に84.6%が 集 中 して い る が,1億 以

上 の 階 層 に4社(15.4%)あ る点 が特 長 的 で あ る。

2-2-6表 は売 上 高 規模 別 分 布 状 況 で あ る。EDPS設 置企 業 の分 布 をみ る と,1億 円 以上5億 円

未 満 の 階 層 に121社(40.5%)で 最 も多 い。 これ は 関連 作 業 受 託 企 業 も同 様 で,こ の階 層 に41社(44.6

%)が 集 中 して い る。

2-2-6表 売上高規模 別独立計算 受託企業分布(単 位:企業数)

r

」

.

ー
.

1

ー

.

`

1

|

.

F1

づ

売上高規模

.企業形 態

500万 円

未満

500万 円

以 上

～
1,000万 円

未 満

1,000万 円

以 上

～
5,000万 円

未 満

5,000万 円

以上

～

1億 円未満

～

・齪 繍 声 円以上

5億 円 以 上

～ 、

10億 円 未 満

10億 円以上 合 計

EDPSを 設 置

関 連 作'業

・.ソフ トウ ェア 開発`

3

1

5

`

67

26

3

54

19

9

121

41

8

26

2

4

23

3

2

299

92

26

合 計1・1・|96182「 ・7・1321281・ ・7

構 成 上ヒ(%)1(・ ・)1(・ ・)1(…)1(…)1(…)1(・ ・)1(・ ・)1(・ …)

ソ フ トウ ェア 開発 企 業 は5,000万 円 以上1億 円 未 満 の 階層 が9社(34.6%)で 最 も多 く,次 い で1

億 円 以 上5億 円未 満 の8社(30,8%)で あ る。5億 円以 上 の2つ の 階層 に6社 あ り,1,000万 円未 満

の 企 業 は無 か った 。

な お,JECCが 行 な った 情 報処 理 サ ー ビス 業 を対 象 とした ア ンケ ー ト調 査 によ る と,情 報処 理 サ ー

ビス 業 の年 間 平 均 売 上 高 規 模1973年 度)は,EDPS設 置 企 業 が3億1,600万 円,関 連 作 業 受 託企 業 が

r億4,000万 円,ソ フ トウ ェア 開発 企 業 が2億3;200万 円 で あ り,ソ フ トウ ェア開 発企 業 の売 上 高 平均

ぱ 関連 作 業 受 託 企 業 の それ を大 き く上 ま わ って い る。 ま た,一 般 的 に み て,こ の 分野 へ の参 入 が 早 い

企 業 ほ ど売上 高 が大 き く,し っが りした カ ス トマー の確 保 と業 務 の 多角 化 に よ る経 営 基盤 の強 化 をは

か って い る と い う こ とが言 え る。
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2情 報提供 サー ビス業

情 報 提 供 サ ー ビス業 は,デ ー タ の収 集 な い し蓄 積 に老 大 な投 資 を必 要 とす る こ と,あ るい は 技術 的

な 困難 性,ユ ーザ ー側 の 対 価 支 払意 識 が 低 い こ とな どか ら,未 だ充 分 な発 展 を見 る には 至 って い な い

が,公 的 情報 源 な らびに民 間情 報 源 と もに 漸次 種 類 が増 加 して い る。

A公 的情報提供サービス

情 報 提 供 サ ー ビス を行 な う政 府 機 関 ま た は公 共 機 関 は次 の よ うな もの が あ る。

労働 省 ・労 働 市 場 セン タ ー

1967年 か ら,全 国の 職業 安 定 所 に端 末機 を設 置 し,職 業紹 介,失 業 保 険 業 務 をオ ンラ イ ン シス テ ム

で行 な っ て い る。

日本 科 学 技 術 情報 セン タ ー

内 外 の学 術 雑 誌,論 文 な どの 科 学技 術文 献 資 料 の 収 集,抄 録,コ ン ピュ ー タに よ る検 索 サ ー ビス を

行 な って い る。漢 字 出力 シス テ ム を もつ こ とが特 徴 で あ る。

日本 特許 情 報 セ ン ター

内外 の特 許 関 係 情報 の コ ン ピ ュー タ に よ る蓄 積,検 索 サ ー ビス・を行 な って い る。

日本 貿 易振 興 会

貿 易情 報 を マ ニ ュア ル に 印刷 物 と して提 供 して い る。

世 界 経 済 情報 サ ー ビス

世 界 の経 済 情 報 な ど をマ ニ ュアル に よ る印刷 物 として 提供 して い る。

日本 科 学 技 術振 興 財 団

国 内 の主 要 科 学 技 術 研究 機 関 にお い て,進 行 中 の 試 験 研究 課 題 を コ ン ピュー タ に よ り検 索,提 供 す

るサ ー ビス を行 な っ て い る。

加 工 情 報 セ ン タ ー

(財)機 械 振 興協 会 で はそ の技 術 研 究 所 を中 心 と して,生 産 加工 技 術 に関 す る デー タ,情 報 を供 給 す

る加 工 情 報 セ ン ター の開 設 を図 るた め,1974年 度 か ら試 行 的 に加 工 デ ータ バ ン ク を設 け,切 削 加 工 技

術 に関 す る情 報 サ ー ビス を 開始 して い る。

物 性 デ ー タ バ ン ク

科 学 技 術 庁 で は,物 質 の 物 理,化 学 的 特 性 を集 積 す る物 性 デ ー タ バ ン ク ・シス テ ムの 開発 を1974年

か ら4年 計 画 で 開始 して い る。
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B民 間 情 報 提 供 サ ー ビ ス

NEEDS(NIKKEIECONOMICELECTRONICDATASERVICE)

日本 経 済 新聞 社 が 提 供 す る コン ピュー タ化 され た総 合経 済 情報 シ ス テ ム。 内外 の 主 要経 済統 計 デ ー

タ,上 場 会 社 の財 務 デ ー タ,株 価 デ ー タ,日 本 興 業 銀 行 の 作成 に よ る上 場会 社 の財 務 デー タ な らび に

ア メ リカのDataResources,Inc(DRI)の 作成 に よ る ア メ リカ経 済統 計 デ ー タ,Standard&Poor's

の 作 成 す るア メ リカ ・カ ナダ主 要 会 社 の財 務 デ ー タ,ロ イ ター通 信 社 が編 集 す る世 界 の主 要 証 券 取 引

所 の株 価 デ ー タ な どが提 供 され て い る。

市 況情 報 セ ンタ ー

オ ン ライ ン ・リア ル ・タイ ム シス テ ム(QUICK)に よ る東 京 ・大 阪 証 券取 引 所 の株 価 情 報 を提 供 す

る。1975年9月 末 現 在 で ビデ オ端 末 装置 の稼 動 台 数 は4,000台 に達 し,大 型 株 価 表 示盤 で あ る。 ク イ

ッ ク ・ボー ドの設 置 店 は200店 に達 した。 本 シス テ ムは,そ の 規 模 にお い て世 界 有数 の オ ン ラ イ ン シ

ス テ ムで あ る。

野 村 総 合研 究 所

国 内主 要 企 業 の財 務 デー タや 株 価 情報 を提 供 す る。

日本 不 動産 取 引 情 報 セ ン ター

東 京 都 お よ び その 周 辺 の不 動 産 情 報 を蓄 積 し提 供 して い る。

帝 国興 信 所'

同所 で は,企 業 信 用 調査 に もとつ い た企 業 財務 情報 お よ び企 業情 報 の フ ァイル ・サ ー ビス を行 な っ

で い る。

国 際 医 学情 報 セ ン タ ー

(財)国 際 医学 情 報 セ ンタ ー は医 学,医 療 等 に関 す るデ ー タお よ び情報 を蓄 積 して資 料 サ ー ビス を行

.なって い る。

.CCATVシ ス テ ム に お け る 情 報 提 供 サ ー ビ ス

通 商 産 業 省 と郵 政 省 の 共 営 に よ る生 活 映像 情 報 シス テ ム開発 協 会 は多摩 ニ ュー タ ウ ンお よ び奈 良 県

東 生 駒 におい てCATVモ デ ル都 市 の 実 施計 画 を進 めて い る。 同軸 ケ ー ブル を情 報 と デー タ の伝 送 路

とす るCATV都 市 にお いて 各種 の情 報 提 供 サ ー ビス が 考 え られ るが,そ の 実現 は上 記 政 府 の 実験 を

終 って 将 来 は地 方 公 共 団体 と民 間 デ ィベ ロパ ー お よ び住 民 の三 者 によ っ て構 成 され第 三 セ ク タ ー機 関

が 運 営の 主 体 とな る で あ ろ う と予 想 され る。
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第3章 諸外国の情報産業

1ア メ リカ の コ ン ピ ュ ー タ産 業

A1974年 に お け る主 要 メ ー カ ー の 実 績

ア メ リカ にお け る主 要 コ ン ピ ュー タ ・メー カー の1974年 度 決算 は次 の とお りで あ る。

2-3-1表 アメ リカ ・メーカーの1974年 度決算

Burroughs

CDC

HIS

IBM

NCR

SperryRand
(UNIVAC)

ZEROX

売 上(千 ド ル)

1,532,628

1,100,000

2,626,000

12,675,292

1,979,003

2,942,064

3,580,000

税 引 き後 純 益(千 ドル)

142,937

3,700

75,800

1,837,639

87,1651

127,974

331,000

1株 当 り 純 益(ド ル)

3.66

0.13

3.93

・12
.47

3.53

3.71

4.18

出典:EDPDaily

これ らは いず れ も連 結 決 算数 値 で あ るが,IBMの 圧 倒 的優 位 は動 か な い。 またCDCの 苦 境 が 伝

え られ るが,上 の決 算 値 は この 風評 を裏 書 きす る もの の よ うで あ る。 な おZEROXの 決 算値 は良 好

の よ うに見 え るが,こ れ は コ ン ピュ ー タ部 門(全 売 上 の約2%)と 大 宗 で あ る複写 機 部 門 等 の合 算 値

で あ る こ とに注 意 す る必 要 が あ る。

上 の各 社 決 算 の背 景 とな って い る1974年 の 出荷 金 額 とシ ェ ア を1973年 と対照 す れ ば2-3-2表 の

とお りで る。
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.2-3-2表 世界市場でのア〆 リカ ・メーカーの汎用機 出荷金額

1973年 注1) 1974年 注2) 73/74の

増 加 率

(%)
1

出 荷 額

(百 万 ドル)

シ ェ ア

(%)

出 荷 額

(百万 ドル)

シ ェ ア

、(%).

IBM 5,974 62.4 6,960 62.5 16.5

プ ラ グ コンパ テ ィ ブル メー カー 574 6.0 735
一

6.5 28.0
1

1

}
…

(IBMシ ステム合 計) 6,548 68.4 7,695 68.5 17.5

HIS 831 8.7 685 6.1 一17 .6

UNIVAC 554 5.8 590 5.3 6.5

Burroughs 456 4.8 565 5.0 23.9
|
1

DEC 272 2.8 430 3.8 58.1

}

1
NCR 270 2.8 320 2.9 18.5 i

1

CDC
'

24` 2.5 230 2.0 一5 .3
l

i
そ の 他

(ミ ニ コ ン メー カ ー を 含 む)
401 4.2 720 6.4 79.6 |

|

合 計 9,575 100.0 11,235 100.0 17.3
{

i

注1)EDPIndustryReport1974-4-19

注2)EDPIndustryReport1975-4-30

v:上表 にみ るよ うにIBM}と 比 べ て絶 対 金 額 は 多 な い とは い えDEC,Burroughsの 躍 進 が 著 しい。

ま た独 立 中 小 メ ー カ ーの 健 闘 が 目立 つ 。 これ に比 してHISな らび にCDCは1973年 に対 し1974年 の

出荷 金 額 は減少 して い る。.

ま た,ミ ニ コ ン ピ ュー ダ を主 とす る専 用 コン ピュ ー タ出 荷規 模 の推 定 は2-3-3表 の とお りで あ

る。
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2-3-3表1974年 にお け る ア メ リカ ・メ ー カー の 専用 コ ン ピ ュー タ出 荷 数 お よ び金 額

出荷台数
(台)

シ ェ ア

(%)

出荷 金額

(百万 ドル)

シ ェ ア

(%)

DEC 14,000 29 410 35

HewlletPackard 4,000 8 150 13

IBM 2,500 5 145 12

DataGeneral 5,900 12 92 8

GeneralAutomation 2,600 5 65 6

Honeywell 720 2 50 4

Varian 1,200 3 34 3

Interdata 976 2 30 3

Modcomp 900 2 26 2

ComputerAutomation 4,200 9 22 2

SystemEngineeringLabs 180 一 18 2

Microdata 2,300 5 15 1

DigitalComputerControls 2,500 5 10 1

その他 の メー カー 6,020 13 103 ・8

合 計 48,000 100 1,170 100

出 典:EDPIndustryReport1975-4-30

この推 定 に従 えば 台数 的 に はDECお よ びDataGeneralが 比 較 的優 位 に立 ち
,金 額 的 に はDEC,

HewlettePackardと な らん でIBMが この分 野 で も上 位 の シ ェア を 占め て い る。

BIBMの 動 向

IBM1974年 度 連 結 決 算 の 明 細 を1973年 度 と 対 比 す れ ば ,次 の よ うで あ る。

2-3-4表IBMの 決 算

1973年(1月 ～12月)1974年(1月 ～12月)

総 収 入10,993,241,953ド ル12 ,675,291,832ド ル

税 込 総 純 益2,946,467,055ド ル3,434,639,361ド ル

ー税 引 後 総 純 益1
,575,467,055ド ル1,837,639,361ド ル

ー平 均 発 行 株 数146
,061,750147,400,733

ユ株 当 り純 益10.79ド ル12 .47ド ル

出 典:IBM
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す な わ ち1974年 に お け る ア メ リカ を含 む世 界 各 国の 景 気 後退 に かか わ らず,IBMは 順 調 な増 収,

増 益 を示 して い る。

上 の 値 の う ちア メ リカ以外 に お け る各 国IBMの 総 収入(WTCの 総 収 入)は5,946,898,058ド ル ,

税 引後 純 益 は919,836,476ド ルで あ る と発 表 され て い る。

しか し,IBMに お い て も1974年 後半 の受 注 は低 調 化 し,ま た コス トお よ び経 費 に対 す るイ ン フ レ

の影 響 が著 しい とい わ れ て い る。

新 製 品 の面 で は,IBMは1975年 初 頭 に,低 価格 の シス テ ム/32を 発 表 した 。 これ は シス テ ム/3

の 下 位機 種 で あ り,メ モ リー ・サ イズ16～32KB ,デ ィクス 容 量5.0～9.1MBで あ って,こ れ ま で コ

ン ピュ、一 夕 を使 用 して い な い 中小 企 業 の 需要 に こた え よ うとす る もので あ る と されて い る。本 機 種 の

出 現 によ っ て,い わ ゆ るス モ ー ラ ・コ ン ピ ュー タ市 場 は さ らに激 戦 の 度 を強 め て い る。

衛星 通 信 分 野 へ の 進 出計 画IBMは1974年7月,衛 星 通 信 会社COMSATと の提 携 によ る国 内

衛 星通 信 事 業 へ の 進 出 の意 向 を表 明 した。 これ に対 し連邦 通 信 委 員 会FCCは1975年1月 ,別 個 の第

3者 を含 む3者 合弁 に よ る組 織 で あ る こ とを認 可 の条 件 と した。

1975年10月 現 在,新 国 内衛 星 通 信事 業 会 社 は,IBM,COMSATの 系 列 会 社COMSATGeneral

お よ び,ア メ リカ最大 の生 命 保 険 会 社AetnaLife&CasualtyCo .の3者 合弁 とな る もの とみ られ

て い る。

衛 星 通信 事業 はす で に進 出 を発 表 して い るWesternUnionInternationalお よ びRCAと 新会 社

との競 争場 とな る と予 想 され る。

独 占禁 止 法 問題1969年 アメ リカ 司法 省 がIBMを 独 占禁 止 法 違 反 で提訴 して以 来
,原 告 お よ

び 被告IBM双 方 によ り2大 な書 面 を含 む準 備 手 続 きが な されて 来 た が
,1975年 か ら地 方 裁 判 所 段 階

に お け る公 判 が開 始 され る。 また,競 争 会 社 に よ る対IBM独 禁 法訴 訟 は11件 に お よ んで い るが
,

そ の うちTELEX社 によ る対IBM訴 訟 は1975年10月 両者 の 和 解 によ っ て終 止 符 が うた れ た。

CZEROXの 撤退

ZOROXは1975年7月,1976年 末 ま で に コ ン ピ ュー タの 本 体部 門 か ら撤 退 す る こ とを決 定 し
,こ れ

を発 表 した。 、

ZEROXは1969年ScientificDataSystemsを 買 収 して 以来6年 間 に コン ピ
ュー タ部 門 で 総額264

百 万 ドル にの ぼ る赤 字 をっ みか さね,1970年 にお け るGE,1971年 にお け るRCAに 次 い で コ ン ピ

ュー タ市場 か ら退 場 す る こ と とな っ た。

同社 の コ ン ピ ュー タ部 門 の 前途 につ い て は1975年9月 現 在SperryRand社 が買 収 の 検討 を行 って

い る と伝 え られ るが,結 果 は予 想 で きな い。
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2西 ヨ ー ロ ッパ の コ ン ピ ュ ー タ産 業

AUnidataの 動 向

1973年,西 ドイ ツSiemens,フ ラ ンスCII(CompagnieInternationalepourL'lnformatique)お よ

びオ ラ ンダ のPhilips3社 の合 弁 に よ り,共 同 コン ピ ュー タ開 発 事業 体Unidateが 発 足 した。

1975年 に至 りUnidataの 構成 社 の1つ で あ るフ ラ ンス のCIIと ア メ リカHoneywell社 の フ ラン

ス にお け る子 会 社 で あ るHoneywellBullと の合 弁 が計 画 され,同 年5月 国 は この合 弁 を基本 的 に認.

可 した(た だ し1975年9月 現 在 合 併 交 渉 は最 終 的 合意 に達 して は い な い)。 同 じ く1975年8月,オ ラ

ン ダのPhilipsもUnidataか らの撤 退 の 意 向 を表 明 す る と と もに,中 ・大 型 コ ン ピ ュー タ部 門 を放

棄 す る との方 針 を も明 らか に した 。

この結 果Unidataの 存続 が疑 問視 され て い るが,別 にEC(欧 州 共 同 体)委 員 会 で は あ くまで も

単一の巨大な欧州コンピュータ企業体の将来における結成を目標に具体的な計画を樹立しようとして

い る と伝 え られ る。

B西 ヨ ー ロ ッ パ に お け る コ ン ピ ュ ー タ 市 場

Electronics誌 の 調 査 に よ れ ば1974年 お よ び75年 に お け る コ ンteユ'一 夕 関 連 機 器 市 場 は 次 の よ うな

規 模 で あ る 。
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従 っ て,統 計 ま た は 推 計 の 範 麟 は 一 致 し な い が,デ ィジ ク ル ・コ ン ピ ュ ー タ に 関 す る1974年 の ア メ

リ カ,洒 ヨ ー ロ ッパ12カ 国,日 本 の 各 市 場 を 比 較 す れ ば 次 の よ うに な る。

2-3-6表1974年 コ ン ビ ュー タ三 大 市 場 規 模

(単 位:100万 ドル)

D'ア メ リ カ

汎 用 機6,220

専 用 機810

2)西 欧12ヵ 国2
,757

"8)日 本2
,136

1)販 売価格,暦 年,EDPIndustryReport75-4-30

:2)2-3-5表,工 場出荷価格,暦 年,ミ ニ コンを含む

3)販 売価格,4～3月,汎 用機 のみ,通 商産業省調べ,1ド ル300円 換算

す なわ ち3市 場 をお お まか に比 較 す れ ば,ア メ リカ市 場 に対 して西 欧 市 場 は ほぼ5割 弱,日 本 市場

は'3割 強 と考 え られ,1974年 に お け る3市 場 の合 計 規 模 は販 売価 格 で120億 ドル強,3兆6,7千 億

.円程 度 と推 定 され る。

℃ 西 ド イ ツ

1957年 以 来,大 型 コ ン ピ ュ ー タ の 開 発 に と り く ん で きたAEG・Telefunkenは,1974年 大 型 機 分

'野 か ら撤 退 し
,Nixdolfと の 合 弁 会 社TelefunkenComputerGmbHをSicmensに 買 却 す る こ と に

・な っ た 。

従 っ て 西 ドイ ツ に お け る総 合 コ ン ピ ュ ー タ メ ー カ ー はSiemens1社 と な り,他 は 小 型 コ ン ピ ュ ー

タ,ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ.プ ロ セ ス コ ン ピ ュ ー タ 等 の 専 門 メ ー カ ー に 転 進 す る こ と に な る と見 られ て い

・る 。

IDフ ラ ン ス

既 述 の よ うにCHとHoneywellの フ ラ ンス にお け る子 会 社HoneywellBunと は合併 の方 向 に

・あ る(1975年9月 現 在)。 合 併 が 成立 す れ ば フ ラ ンス市 場 にお け る新 会 社 の シ ェア は30%程 度 に な る

・と考 え られ る。 し.かし,HoneywellBullと の 競争 関係 に あっ た ドイ ツのSiemensと,合 併 後 のCII

・を構 成 員 とす るUnidataがPhilips脱 落 後 存 続 し得 るか否 か が 問題 とな って い る。

Eイ ギ つ ス

ICL(lnternationalComputersLtd.)は1974年 秋,IBM370対 抗 機 種 と し て2900シ リー ズ を 発
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表 した。 同社 の73.9～74.9期 の 売 上 高 は186百 万 ポ ン ド(前 年 度149百 万 ポ ン ド)で あ った 。

イ ギ リス産 業 省 の発 表 に よれ ば,1974年 末 に お け る コン ピュー タ総 設 置 金 額 は1,199百 万 ポ ン ドで,.

国産 機 の シ ェア は36.2%,外 国機 の シ ェ アは63.8%と な っ て い る。ICLの シ ェア は31.7%で あ る

が,IBMの シェ アが37.7%に 達 し,ICLの シ ェ ア を上 廻 るに至 った 。

Fイ タ リ ア

Olivettiは1964年 電 算機 部 門 を ア メ リカ のGEに 買 却 し コン ピュー タ本 体 市 場 か ら撤退 した。

1974年 末 に至 り同社 は ミニ コ ン ピ ュー タAUDIT・5,AUDIT・7の2機 種 を発 表 して コ ン ピ ュ

ータ市 場 へ の 復帰 を明 らか に した。

同社 の復 帰 によ る ヨー ロ ッパ の小 型 コ ン ピ ュー タ市 場 は さら に競 合 が激 し くな る とみ られ る。

Gフ ィリ ップス社 の ユ ニデー タ社 か らの脱 退

1973年2月 に フ ラ ンスのCII,オ ラ ンダの フ ィ リ ップス,西 独 の ジー メ ンスの 三 社 共 同 で設 立 さ

れ た ユ ニ デー タ社 は,欧 州 独 自,か つ,欧 州 最 大 の コ ン ピ ュー タ会社 で あ るが,本 年9月 に発 表 され

た フ ィ リ ップス の 同社 脱 退 声 明 に よ って,CIIと 米 ハ ネ ウ ェル ・ブル との合 併 を発 火点 として,疑

問視 され て い た ユ ニ デ ー タ体 制 は,設 立 後2年 余 に して,挫 折 を余 儀 な く され た 。取 り残 され た形 の

西 独 ジー メ ンス社 の今 後 の 去 就 が注 目 され て い る。 フ ィ リ ップス社 は,今 回の脱 退 の原 因 は,仏CI

Iが 米 資 本 の ハ ネ ウ ェル ・ブル と合 併 した こ とに あ る と して,こ れ は ユ ニ デ一 夕体 制 に ヒ ビを入 れ る

行 為 で あ り,こ れ を維 持 して い くべ き もの は,も は や,何 も存在 して い な い と して い る。

IBMに 対 抗 す る に は,国 境 を越 えて の 協業 化 しか な い と して発 足 した ユ ニデ ー タ社 は,そ の共 同

開 発 フ ァ ミ リ・一・7.000シ リーズ の 出荷(1975年 第4・ 四半 期)を 目前 に して,何 ら足 跡 を残 さぬ ま ま に

崩壊 自滅 へ の 道 を た どろ うと して い る。

中 で もフ ィ リップス社 の場 合 は コ ン ピ ュー タ部 門 が出 遅 れ て いて,ユ ニデ ー タへ の 参加 も協 定 に対

す る従 業員 の賛 否 投 票 権 が行 使 され,そ の審 判 の も とに背 水 の 陣 でス ター トした経 緯 もあ るだ け に,

フ ラ ンスCIIの 同盟 破 りは腹 に す えか ね た もの とみ られ る。

フ ィ リ ップス社 は世 界 の 電 機 メ ー カ ー と して そ の強 大 ぶ りを誇 って い るが,オ ラ ンダ と い う狭 限 な

市 場 の み を相 手 に して い る と い うよ りはEC域 内 お よ び全 世界 市 場 を相 手 に した マ ー ケ テ ィ ン グを展

開 して い る企 業体 質 を持 って い る。

しか し,コ ン ピ ュー タで は 後発 組 で,し か も慎重 策 を取 り,小 ・中型 機P1000シ リーズ も大 手 ユ ー

ザ と して の経 験 を生 か し,ま ず社 内用,系 列 企 業 向 け と して生 産 し,そ の 後 に市 場 に 出 して お り,実

績 の 多 いの は ビジ ネス ・ミニ ・コンのP350だ け とい う状 況 で あ った 。

そ こで ユ ニ デ一 夕体制 を テ コと して の事 業 拡 大 は魅力 が あ り,ユ ニ デー タ7.000シ リー ズ で は,1

■
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.BMの シス テ ム3/15,370/115対 抗 の 大量 生 産 機 種7.720の 開 発 を担 当 した 。 予定 で は7.720は ち ょ う

ど 出 荷 開 始 時期 に当 って お り,こ の 生 産 を即刻 打 ち切 って しま うの か ど うか は明 らか でな い。

西 独 の ジー メ ンス社 は7.720も 含 め ユ ニ デ 一 夕の フル ・レ ン ジ の 機種 の製 造 ・販 売 を続 けて い く と

iして い る。 これ が フ ィ リッ プス と ど う関連 して い るの か もま だ謎 で あ る。 フ ィ リ ップス は今 度 の 措置

で2,000人 か ら2,500人 の 人 材 が不 要(多 くは配転)と な り,し か し,小 型 ビ ジネ ス ・コン ピ ュ ー タ

デ ー タ ・エ ン ト リー ・タ ー ミナル,ミ ニ ・コ ンの開 発 は 続 け て い くと して い るが,詳 細 は 明 らか に さ

れ て い な いた め,影 響 に はか りきれ ぬ とこ ろが あ る。

一 方 ,ユ ニ デ一 夕 とフ ィ リッ プスの 間 の 問 題 は話 し合 いが な され て いな い の で ど う展 開 す るか 不 明

'だが
,オ ラン ダの マ ー ケ テ ィン グ会社 は80%は フ ィ リップス の 出資 率 であ る こ と もあ り,ユ ニ デ ー タ

1の受 注 活 動 と メ イ ンテ ナ ンス は1980年 ま で は行 うもの と理 解 して い る と フ ィ リ ップ ス は い って い る。

しか し,こ れ も ジー メ ンス が ユ ニパ ックや 英 国ICLと の 噂 もあ る現 在 で は 白紙 とみ た方 が妥 当 で

,ある。

●

■
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第1章 わが 国の コ ンピ ュー タ政策 お よび情報産 業 政策

1ハ ー ドウ エア振興 政 策

電 子 工 業 及 び機 械 工業 につ いて は,1970年 まで 別 々 の 法律 体 系(電 子 工 業振 興 臨時 措 置 法,機 械 工

業 振 興 臨時 措 置 法)の も とで振 興 が 図 られ て きた が,機 電一 体 化 等 の要 請 に応 え,1971年 度 よ り特 定

電子 工業 及 び特 定 機 械 工業 振 興 臨 時措 置 法(昭 和46年 法 律第17号)に 一 本 化 され た 。

電 子計 算機 につ いて は,イ 号 機 種(製 造 技 術 に関 す る試験 研 究 を特 に促 進 す る必要 が あ る もの),

八号 機 種(生 産 の合 理 化 を特 に促進 す る必要 が あ る もの)と して その振 興 が 図 られ る こ と とな って お

り,71年11月 には 電子 計 算 機 に係 る高 度 化 計画 が告 示 され,政 府 と して もそ れ に基 づ き振 興 施 策 を講

じて きて い る。 な お,高 度 化 計 画 は,1975年 に改 訂,充 実 された 。

上 の根 拠 法 に基 づ き,1975年 度 に お い て は下 記 の よ うな ハ ー ドウ ェア振 興 政策 が実 行 され て い る。

① 電 子 計 算 機 新機 種 開 発 促 進 費補 助 金

IBM370シ リー ズ(3.5世 代 機 種)に 本 格 的 に対 抗 す る こ との で き る新 しい シ リー ズの 電 算 機 の 開

発 に 関 し,集 約 化 な った 国産3グ ル ー プに対 して,そ の 費 用 の50パ ー セン トを補 助 す る。

② 周 辺装 置 等 開 発 促進 費補 助 金

周 辺 装 置 お よ び端 末 機器(プ ロ ッタ,キ ャラ クタ ・デ ィス プ レ イ,シ リアル ・プ リンタ ー,OCR,

イ ン テ リジ ェ ン ト ・タ ー ミナル,キ ー ツ ー磁 気 テ ー プ装 置 等)の 開発 を行 な う電 子 計 算機 お よ び周 辺

装 置 等 メ ー カ ー に対 し,そ の 費 用 の50パ ー セ ン トを補 助 す る。

③ 日本 電 子 計 算機 ㈱ に対 す る 日本 開発 銀 行 融 資

電 子 計 算 機 の販 売 は その 大 半 を レ ンタ ル制 によ って い るの で,そ の膨 大 な販 売資 金 負 担 を軽 減 し,

国 産 電子 計 算 機 メ ー カー の育 成 を図 るた め,1961年 に発 足 した 日本 電 子計 算 機 ㈱ に 対 し重 点 的 に 開銀

資金 を投 入 す る こ とによ りレ ンタル 資金 の確 保 を行 って きた が,資 本,輸 入 の 完全 自由化 を控 えIB

Mを 中 心 とす る外 国電 子計 算機 メ ー カ ーの攻 勢 は ます ます 高 ま って きて い る。

3-1-1表(単 位:百 万円)

電子計算機新機種開発促進費補助金

73年 度

14,410

74年 度

15,250

75年 度

12,475
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新機種開発促進費補 助金交付 先(50年 度)

補 助 事 業 者

超高性能 コンピュータ

開発技術研究組合

組 合 員

富 士 通 ㈱

㈱富士 通 研 究 所

㈱ 日 立 製 作 所

日 立 工 機 ㈱

日 本 周 辺 機 ㈱

新 コン ピュー タシステ ム

技術研究組合

組 合 員

日 本 電 気㈱

九 州 日本 電気㈱

富 山 日本 電気㈱

東 京 芝 浦 電気㈱

日本 ビジネスオー トメー ション㈱

日本データマシン㈱

超高性能電子計算機

技術研究組合

組 合 員

三 菱 電 機㈱

㈱三菱総合研究所

沖 電 気 工 業㈱

開 発 試 作 の 内 容

超高性倉旨電子言十算機

システムの試験研究

新世代電子計算機の ファ ミリー シリー

ズの開発研究

超高性能電子計算機

システムの開発試作

3-1-3表 (単位:百 万円)一
周辺装置等開発促進費補助金 1,030 1,400 900
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3-1-4表 周辺装置等開発促進費補助金交付 先(50年 度)

補 助 事 業 者1醗 試 作 の 内 容

富 士 通㈱
黒沢通信工業㈱

POS用 タグ自動作成装置

富 士 通㈱1高 速 ・ン・・バ ク ・プ ・・タ

〃1畑 プ・ズ・デ ・スプ ・・

㈱ ・ 立 製 作 所 レ ータエ・ ・… テ ・

〃1・ ・ 一 ジ ・ ・ イル

・ 本 電 気㈱ 已 酬 糟 置

〃 十 ・ライ・文字蹴 装置

疎 芝瀧 気㈱1文 字または・一端 職 置(簡易型・CR)

〃 複合端末装置(マ ルチプロセ ッサ方式
インテ リジェン ト端末装置)

吟

〃1特 殊機能端末装置(窓 ・会計端殺 置)

三 菱 電 機㈱ 巨 性能デー・入力鑓
、

沖噛 工 業㈱1鍵 入力鑓 働 漢字鍵)

松 下 電 器 産 業㈱ 已 及型 グ・… ク・CRTデ ・スプ・・

〃1融CRTデ ・ス プ・・パー ・・ピ議 置

㌘'禰 已 易・グ・ジ・+・ ナル

㈱・ ・ 一 己 及型索引付・メー・繍 検索鑓

・ ・ ノ ン㈱1・ ピ ・ ド・ ・ セ ス レー ザ ・・M装 置

住友電気工業㈱ 超多項目選択入力用端末装置

〃

ー一

オ ンライ ン生産管理端末用自動伝票

卜7ク ン作成機

安1立 電 気㈱ 汎用混合端 末装置'.
一

蹴 鴎 幽 蜥'i大 型 ・・一 ・一 ・・一 ダ ー'

日 本 ビ ク タ ー㈱ カセ ッ ト磁 気テープを媒体 とした音声応

答装置の改良機及 び関連機器

東 ・㈱IM・C(臨 一光学記継 体変換)シ ステ・

㈱写 研 已 字表示鑓

武 藤 工 業㈱ レ ・テ… ン・自動製図装置

㈱ ・一 ・頴 機 システ・1類(和 文 ・歎)発 生鑓
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この よ うな状 況 に対 処 して,情 報 処理 の急 速 な進 展 によ り拡 大 す る コ ン ピ ュー タ市場 にお け る国 産

コ ン ビ ズ三 タの 定 着 を図 る と と もに,国 産 電 子 計 算機 メ ー カ ーの 販 売 体質 を強 化 す るた め,国 産 電子

計 算 機 の 共 同 レ ンタ ル機 関 で あ る 日本 電 子 計 算機 ㈱ に対 す る開 銀 融 資 が強 化 されて い る。:

3-1-5表 (単位 億 円)

71年 度 72年 度 73年 度 74年 度 75年 度 『

410 200

'

..1!5 225
w,

330

④ 構 造 改 善 の た め の 開銀 融 資 .,

電 子 計 算機 産 業 の 自 由化 に対 処 し,そ の 国 際競 争 力 を強 化 す るた め,国 産 メ ー カ ー6社 は業 務 提 携

等 によ り体 制整 備 を進 めて い るが,こ れ を一 層 促 進 す るた め 体制 整 備 を実 施 して い るメ ー カ ーに対 す

る設 備 投 資 資 金 の 供給 を行 って い る。

3-1-6表 (単位 億円)

73年 度 74年 度 75年 度

ll
15 その他枠の うち その他枠の うち

2ソ フ トウ ェ ア振興 政 策

電 子 計 算 機 の 利 用及 び フ。ログ ラ ムの開 発 を促 進 し,そ の流 通 を円滑 にす る と と もに
,情 報処 理 サ ー

ビス 業 等 の育 成 の た め情 報処 理 振 興 事 業協 会等 に関 す る法律(昭 和45年 法 律第90号)が 設 け られ
,本

法 に基 づ き1970年10月1日 情報 処 理 振 興事 業 協 会 が 設 立 され る と と もに
,1972年1月 電 子 計算 機 利 用

離 化計画酷 示 された.さ らに,プ ・グラ・調査簿の作成 麟 処理技縮 試験,融 処理振興金

離 鰐 が本趣 沿。て実航 れている。i

① 情報処理振興事業協会の助成

プログラムの買上げおよび普及事務,情 報処理麟 等に対する債務保諜 務のため,i協会に実寸し次

のような補助金が計上 されている。-

3-1-7表 ・'t融 百 万 円)
1

1項 目1・ ・ 年 度 72年 度 73年 度 74年 度 175年 度

1.事 業費補助 4・・1 37・1 7851 9961 1,322

2.出 資 金 4・・1 45・1 ・1 ・1 0
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② 情 報 処 理 産 業振 興 対 策 費 補 助金 、'

ソフ トウ ェアの 開 発 を容 易 に し,そ の生 産 性 を高 め るた め に必要 な効 率 的 か つ汎 用 的 な ソ フ トウ ェ,

ア ・モ ジ ュー ル群(事 務 処 理 分 野,設 計,計 算 分 野,OR計 算 分 野,自 動 制 御分 野,経 営 管理 分野)

の 開 発 を行 うこ とと し,こ れ を行 うソフ トウ ェア企 業 グル ー プ に対 し所 要 の経 費 の75パ ー セ ン トを補

助 す る。

|

3-1-8表(単 位 百万円)

73 年 度 74 年 度 75 年 度

情報処理産業振興対策費補助金 600 1,200 1,200

3-1-9表 情報処理産業振興対策費補助金交付先(50年 度)

補 助 事 業 者 開発試 作 の内容

事 務 処 理 ソ フ トウ ェ アモ ジ ュー ル技

術 研 究 組 合

・(組合 員)

日本 電 子 開 発,日 本 タ イ ム シ ェア,

コ ン ピュー タサ ー ビス,事 務 計 算 セ

ンタ ー,ニ ッペ ー デ ンサ ン,東 京 ソ

フ トウ ェア,日 本 科学 技 術 研 究 所,

ユ ニ バ ー サ ル電 子 計算.ソ フ トサ イ

エ ンス,イ ンデ ッ クス,日 本 コ ン ピ

ュー タダ イ ナ ミッ クス,岩 井 計 算 セ

ン ター,日 本 情 報 サ ー ビス,日 本 ヒ

ジ ッ ト,社 会 調 査 研 究所

事務計算分野 のソフ トウェアモジュー

ルの開発

経 営 管 理 ソフ トウ ェ アモ ジ ュー ル技

術 研 究 組 合

(組 合 員)

日本 コ ン ピ ュー タ シ ス テ ム.近 畿 コ

ン ピュー タ コ ンサ ル タ ン ト.ジ ェー

・エ ム ・ユ ー シス テ ム ズ,住 商 コ ン

ピ ュー タ サ ー ビス ビジ ネ ス コ ンサ ル ・

経 営 管 理分 野 の ソ フ トウ ェ ア モ ジ ュー

ルの 開 発

タ ン ト

設 計 計算 ソ フ トウ ェア モ ジュ ー ル技 設 計 計算 分 野 の ソ フ トウ ェア モ ジュ ー

術研究組合 ルの開発

(組合員)

構造計画研究所,開 発計算セ ンター

総合 システム研究所,芙 蓉情報セ ン

タ ー,ラ ン ドコ ン ピ ュ ー タ ー
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オペ レー シ ョ ンズ リサー チ ・ソ フ ト

ウ ェ アモ ジュ ー ル技 術 研 究 組 合

(組 合 員)

協 栄 計 算 セ ンタ ー コ ン ピュー タエ

ン ジ ニ ァー ズ,テ クノ シ ス テ ム,都

築 ソ フ トウ ェ ア,東 京 シス テ ム技 研,

東 洋 情 報 シス テ ム,フ ジ ミ ック,三

菱 総 合 研 究 所

自動 制 御 ソ フ トウ ェア技 術 研 究 組 合

(組合 員)

管 理 工 学 研 究 所,ソ フ トウ ェア リサ

ー チ ア ソ シェ イツ ,日 本 オ ー トメー

シ ョン シ ステ ム,日 本 計 算 セ ン ター

OR計 算 分 野 の ソ フ トウ ェア モ ジ ュー

ルの 開 発

自動制御分野の ソフ トウェアモジュー

ルの開発

委 託 開 発 ま た は 買 上 げ に よ っ て 協 会 が 取 得 し た プ ロ グ ラ ム は,利 用 を 希 望 す る者 に 貸 付 な ど を行 な

っ て 普 及 を 図 る 。

1975年3月 ま で の 時 点 で,す で に 開 発 事 業 が 完 了 し,プ ロ グ ラ ム の 貸 付 が 可 能 な も の は 下 記 の と お

り で あ る。 な お,貸 付 料 は 長 期 使 用,月 単 位 使 用,都 度 使 用 の そ れ ぞ れ に つ い て 定 め ら れ て い る が,

月 単 位 の 場 合 の 貸 付 料 を カ ッ コ 内 に 明 示 し た(円)。'.』

① 消 費 財 流 通 シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム'(180,000)

② 統 計 解 析 プ ロ グ ラ ム1(5,000,000)

◎ 数 理 計 画 プ ロ グ ラ ム 。(400,000)

④ 生 産 管 理 シ ス テ ム ,(390,000)

・⑤ 配 送 計 画 プ ロ グ ラ ム ,'(160,000)

1⑥ 経 歴 管 理 を 含 む計 数 型 給 与 計 算 プ ロ グ ラ ム
.一・(長 期 の み1,500,000)

⑦ ダ イ ナ ミ ッ ク ・プ ロ セ ス ・シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 』.(200,000)

⑧ 業 務 研 修 の た め の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム(製 造 業 一 般)(60,000)

⑨ 業 務 研 修 の た め の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム(商 事 会 社)(60,000)

⑩ 業 務 研 修 の.た め の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム(マ ー チ ャ ン ダ イ ジ ン グ)(200,000)

⑪ 予 算 編 成 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン(100,000)

1⑫ 汎 用 フ ァ イ
、ル ・マ ネ ー ジ メ ン ト(長 期 の み1,500,000)

⑬ テ ク ニ カ ル ・プ リ ン ト ・パ ッケ ー ジ ・(80,000)

⑭ ミ ニ コ ン用 図 形 処 理 シ ス テ ム(長 期 の み3,500,000)

⑮ 機 械 製 図 用 言 語(150,000)

⑯ 漢 字 か な 湿 り文 変 換 プ ・ グ ラ ム(150,000)

⑰ 漢 字 に よ る 住 所 書 き プ ロ グ ラ ム ー(100,000).
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⑱

⑲

⑳

⑳
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⑳
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⑳
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⑳

⑳

⑳

⑳

⑳
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住 民 生 活 情 報 シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム

情 報 シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム

デ ー タ ベ ー ス 管 理 シ ス テ ム

ミニ コ ン 用COBOL

小 型 機 用FORTRAN

デ ー タ ・マ ニ ピ ュ レ ー タ

COBOLコ ン バ ー タ

各 種 デ ー タ変'換 プ ロ グ ラ ム

ドキ ュ メ ン ト管 理 プ ロ グ ラ ム

ミニ コ ン用 プ ロ グ ラ ム ・ジ ェ.逐 レ 一 夕

COBOLフ ロ ー チ ャ 一 夕 ナ,'.

FORTRANフ ロ ー チ ャ 一 夕

'プ ロ グ ラ ム ・テ ス ト ・デ ー タ ・ジ ェ ネ レ ー タ

オ ン ラ イ ン シ ス テ ム デ バ ッ グ 用 汎 用 シ ミ ュ レ ー タ

COBOLソ ー ス ・プ ロ グ ラ ム ・ア ナ ラ イ ザ ー

FORTRANソ ー ス プ ロ グ ラ ム ・オ プ チ マ イ ザ

シス テ ム 開 発 技 法 パ ッ ケ ー ジ

各 種 デ ー タ 変 換 プ ロ グ ラ ム

経 歴 管 理 を含 む 計 数 型 給 与 計 算 プ ロ グ ラ ム

漢 字 か な 湿 り文 変 換 プ ロ グ ラ ム

(110,000)

(長 期 の み3,600,000>

(長 期 の み8,000,000)

(110,000>

(長 期 の み1,350,000)

(80,000>

(80,000>

(40,000>

(45,000)

(110,000>

(長 期 の み600,000>

(70,000>

(30,000)

(200,000>

(80,000)

(80,000)

(30,000>

(40,000>

(30,000)'

(150,000>

業 務 研 修 の た めの シ ミ ュレー シ ョン ・プ ロ グ ラム(製 造 業 一 般 用)

業 務 研 修 の た めの シ ミ ュレー シ ョン ・フ。ログ ラ ム(商 事 会 社 用)

プ ロ グ ラ ム ・テ ス トデ ー タ ・ジ ェ ネ レー タ

ドキ ュメ ン ト管 理 プ ロ グ ラ ム

統 計 解 析 プ ログ ラ ム

汎 用 フ ァイ ル ・マ ネ ジ メ ン ト

テ ク ニ カル ・プ リン ト ・パ ッケ ー ジ

COBOLフ ロー チ ャ一 夕(検 討 中)

COBOLコ ンバ ー タ

予算 編 成 シ ミ ュレー シ ョン ・プ ログ ラム

生 産 管 理 シス テ ム

ミニ コン用 プ ログ ラム ・ジ ェ ネ レー タ

(60,000>

(60,0CO)

(30,000)1

(45,000)

(32,000)

(検 討 中)

(80,000)1

(長 期 の み600,000)

(80,000>

(100,000>

(390,000)・

(110,000)
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デ ー タ ・マ ニ ピ ュ レ ー タ(80,000)

消 費 財 流 通 シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム(180,000)

情 報 シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム(長 期 の み3,600,000)

住 民 生 活 情 報 シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム(110,000)

ミニ コ ン用COBOL(110,000)

配 送 計 画 プ ロ グ ラ ム'(160,000)

数 理 計 画 プ ロ グ ラ ム(400,000)

オ ン ラ イ ン シ ス テ ム ・デ バ ッ グ 用,汎 用 シ ミ ュ レ ー タ(200,000)

ミニ コ ン用 図 形 処 理 シ ス テ ム(長 期 の み3,500,000)

業 務研 修 の た めの シ ミュ レー シ ョン ・プ ログ ラ ム(マ ー チ ャン ダイ ジン グ用)

(200,000)

現 在 開発 事 業 が行 な わ れて い るプ ログ ラム に は次 の もの が あ る。

① チ ェー ンス トアの 出 店 計画 シス テ ム(競 合分 析 に よ る出店 計 画 モ デル)

② チ ェー ンス トアの 出 店 計画 シス テ ム(商 圏測 定 と投 資 計画 モ デル)

③ 部 品展 開 プ ログ ラ ム

④ 卸 商業 団地 総 合 情 報 シス テ ム

⑤ 工 作機 械 構 造 解 析 プ ログ ラム

⑥ 土 地造 成 計 画 プ ログ ラム

⑦ 拡 散予 測 ・日照 予 測 モ デル

⑧ 健康 保 険 組 合 業 務処 理 プ ログ ラ ム

⑨ 診 療 会 計 情 報 処理 プ ログ ラ ム

⑩ 構 造 図 面 自動 製 図 プ ログ ラ ム

⑪ 編 集 ・校 正 用 プ ログ ラム

⑫ ミニ コン用RPG

⑬ 電 子 計 算 機室 の運 営 管 理 プ ログ ラム

⑭ 防災 情 報 シス テ ム(基 本分 析)

⑮ プ ロセス 制 御用 言 語 シス テ ム(基 本 設 計)

⑯ 電 子 計 算 機室 会計 シス テ ム(基 本 設 計)

⑰ プ ログ ラ ム管理 シス テ ム

⑬CAI用 ミニ コ ン制 御 シス テ ム(基 本 設計)

⑲ デ シ ジ ョン ・ロ ジ ッ ク ・ トランス レー タ ー(FORTRAN用)

⑳ デ シジ ョン ・ロ ジ ック ・ トラ ンス レー タ ー(COBOL用)
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シ ミュ レー シ ョン言 語

原 価 見積 シス テ ム(基 本設 計)

建 築 積算 シス テ ム

図 形 合成 シス テ ム

シ ョー トハ ン ドCOBOL

輸 送 管理 シス テ ム

給 食 管理 プ ログ ラ ム(基 本 設 計)

ミニ コ ン用TSS(基 本 設 計)

FORTRANソ ー ス ・プ ログ ラム ・オ プテ ィマ イ ザ

COBOLソ ー ス ・プ ログ ラ ム ・ア ナ ラ イザ

シス テ ム開 発 技 法 パ ッケ ー ジ(小 型 機 ユー ザ ー 向 け)

FORTRANフ1コ ー チ ャー タ

機 械 製 図 用言 語

高 速FORTRANコ ンパ イ ラ

ダ イ ナ ミ ック ・プ ロセ ス ・シ ミュレー シ ョン

電 子 計 算 機室 の運 営 管 理 フ。ログ ラム'

構 造 図 面 自動 製 図用 プ ロ グ ラム

情 報 シス テ ム ・フ。ログ ラ ム(Phase■)

輸 送 管 理 シス テ ム(シ ステ ム設 計)

漢 字 によ る住 所 書 きプ ログ ラ ム

卸 商 業 団 地総 合情 報 シ ステ ム

建築 積 算 シ ス テ ム(シ ス テ ム設計)

工作 機 械 構 造 解析 プ ログ ラ ム

診 療 会 計 情 報 処理 フ。ログ ラ ム

編集 ・校 正 用 フ。ロ グ ラム

チ ェ ー ン ・ス トアの 出店 計 画 シス テ ム

部 品 展 開 フ。ロ グ ラ ム

生 産 財 総 合 流 通 フ。ログ ラ ム(シ ス テ ム設 計)

③ ソ フ トウ ェアの た めの 開銀 融 資

電 子計 算 機 メ ー カ ーお よ び ソ フ トウ ェア企 業 に対 し,そ れ らが ソ フ トウ ェ ア開発 お よ び情 報 処 理 技

術 者 の教 育 ・研 修 の ため に取 得 す る電子 計 算 機,建 物 土 地,お よび教 育,研 修 施設 な らびに そ れ らの
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3-Ll-10表(単 位 億 円)

71年 度

25

72年 度

25

73年 度

"一 一"-t『25一

74年 度

二 その他 枠の うち 一

75年 度

"そ の他 枠 の うち ⌒『

付 帯 設 備 等 にっ き融 資 を行 う。

④ 情 報 処 理 振興 金 融 措 置

情 報処 理 振 興金 融 措 置 は,資 金 運 用 部 の金 融 債 引 受 を見 返 りと して,長 信 三 行 が融 資 を行 な う もの

で,そ の対 象 は,次 の とお りで あ る。

(1).情 報 処 理 サ ー ビス業 者 等 の 電 子計 算 機 導 入,プ ログ ラム開 発,情 報 処 理 技 術 者 の 教育 そ の他 そ の

業 務 の高 度 化 に必要 な 資金

② 一 般企 業 の プ ログ ラ ム開 発 お よ び情報 処 理 技 術 者 の教 育 に必 要 な資 金

3-1-11表(単 位 億円)

71年 度

95

72年 度

145

73年 度

133

74年 度

90

75年 度

120

3税 制

① 電 子計 算 機 買 戻 損 失 準 備金''''"

JECC等 を通 じ レン タル した 電 子計 算 機 に?ぎ,k .Q_レン タ ル バ7ク 壁 の 買 戻 損失 負 担 を カバ ー す

るた め,JECC等 への 電 子 計 算 機 の 売上 高 の20%を 準 備 金 として 積立 て る こと を認 め て い る。

② 電 子 計 算機 の特 別 償 却 制 度

情 報処 理 の 一 層 の進 展 と買 取 によ る導 入 の促 進 を図 る見 地 か ら,と くに情 報 処 理 の高 度 化 に資 す る

電 子 計 算機(主 記 憶装 置 の 記 憶 容 量 が12万 ビ ッ ト以 上 の汎 用 計 数 型 電子 計 算 機)を 買取 に よ り導入 し

た ユ ーザ ー に対 し,初 年 度1/4の 特 別 償 却 を認 め て い る。 この制 度 を利 用 す る こ とに よ り,定 率 法 で初

年 度 に取得 価 格 の60%弱 の償 却 が 可 能 とな る。

③ 電子 計 算 機 の 固定 資 産 税 の 軽 減w

上 記 と同様 の 見 地 か ら,主 記 憶 装 置 の記 憶 容 量 が12万 ビ ッ ト以 上 の 汎用 電 子 計 算 機 を買 取 に よ り導

入 したユ ーザ ・一に対 し,固 定 資 産税 の課 税 標 準 を取 得 の時 か ら3年 間2/3に 圧 縮 す る。 す な わ ち,1/3だ

け 固定 資 産税 を軽 減 す る こ とを認 めて い る。

④ プ ログ ラム保 証準 備 金

プ ログ ラム納 入 後 の補 修負 担 に備 え,ソ フ トウ ェア企業 の経 営 安 定 に資 す る こ とによ り,今 後 の 情
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報 化 社 会 の 重要 な担 い手 で あ る ソ フ トウ ェ ア産 業 の 育成 を図 る た め,プ ロ グ ラ ム売 上 高 の2パ ー セ ン

トの 準 備金 の積 立 て を認 め て い る。'…"一"一"◆ 　'"

4シ ステム開発 技術開発 の推進

① 医 療情 報 シス テ ムの 開発

国 民生 活 の質 的 充 実 が 叫 ば れ て い る今 日,医 療 サ ー ビスは,国 民 の ニ ーズ が 高 ま っ て い るに もか か

わ らず,供 給 が追 いつ か ず,深 刻 な社 会 問 題 とな って い る。

この解 決 を 図 る ため には,現 代 科 学 技 術 の先 端 で あ る コン ピ ュー タ を中 心 とす る情 報 処 理技 術 と,

近 年 著 しい進 歩 を みつ つ あ る医用 電 子 技 術 を活 用 した 医療 情 報 シス テ ムの 開 発 を図 り,医 療 サ ー ビス

の生 産 性 の 向上 と地 域 格 差 の是 正 を 図 る必 要 が あ る。

この た め,通 産 省 で は1973年 度 に お いて コ ン ピュ ータ を利 用 した情 報 処 理 の 推 進 と機 器 開発 の促 進

の 観 点 か ら医療 機 器 シス テ ムの調 査 研 究 を行 った。74年 度 か らは,総 合 的 な医 療 情報 シス テ ムを厚 生

省 と一 体 とな って 開発 す る こ と と し,同7月(財)医 療情 報 シス テ ム開発 セ ン タ ーが設 立 され,同 セ ン

タ ーで は主 と して基 本 問 題 の検 討,.モ デ ル県(5県)に お け る医 療情 報 化 の 問 題 点 の検 討,各 種 機 器

の基 本 設 計 が行 わ れ た。75年 度 は機 器 の 詳 細 設計 及 び試 作等 が 行 わ れ るこ とに なっ て い る。

3-1-12表 (単位 百万 円)

② 生 活 映 像 情報 シス テ ムの 開 発

近年 急 速 な技 術 進歩 を遂 げっ っ あ るCATV,ビ デオ ・パ ッケ ー ジ等 を技 術 的 な基 礎 と して,こ れ

と コ ン ピ ュー タ を組 み合 わ せ だ双 方 向生 活 映 像 情報 シス テ ムは,CAI,フ ァク シ ミ リ,TVシ ョ ッ ピ

ン グ等広 汎 な サ ー ビス を提 供 で きる機 能 を有 し,来 た るべ き情 報 化 社 会 の 日常 生 活 に大 きな影 響 を与

え る もの と して期 待 され て い る。

この よ うな 映像 シス テ ム.は,生 活 系 全 般 に わた る総合 情報 処 理 シス テ ムで あ るた め,実 験 タ ウ ンを

設 け,機 器 開発 を含 め た シス テ ム全 体 の 開 発 や利 用 者の 具 体 的 ・定 量 的 ニ ーズ の把 握 を行 な うと と も

に,技 術 的 な信 頼 性 に関 し実 際 の オペ レ ー シ ョン を実施 しつ っ実 験 す るこ とが 必要 で あ る。

この た め72年 度 の基 本 設 計,73年 度 の 詳 細 設計,74年 度 は機 器 の試 作,ソ フ トウ ェアの 開発 等 に引

続 き,75年 度 は セン タ ー設 備 を主 体 とす る機 器 の製 作が行 わ れて い る。
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3-1-13表(単 位 百万 円)

73年 度 74年 度 75年 度

220 553 804

③ 貿 易 情報 シス テ ム の開 発

貿 易 関 係 業務 処 理 の 円滑 化,簡 易 化 を図 るた め コ ン ピ ュー タの 活用 に よ る貿 易 情 報 シス テ ムの 開 発

が 行 わ れ る こ と にな り,50年 度 は,航 空 輸 入 貨 物 の情 報 シス テ ム につ い て,シ ス テ ムの 開発 調 査,周

辺 端 末 機 器 の 調 査研 究 が実 施 され る こ とに な って い る。

④ パ タ ー ン情 報処 理 シス テ ムの 開発

国産 電 子 計 算 機 の 国 際競 争 力 を強 化 す る とと もに,情 報 処 理 の高 度 化 の要 請 に こた え るた め,情 報

処 理 関 連技 術 を さ らに研 究 開発 す る必 要 が あ る。

この た め,1966年 度 以来 推 進 して きた超 高 性 能 電 子 計 算機 の 開発 に引 き続 き,71年 度 か ら,文 字,

図 形,物 体 の形 状,音 声 な どいわ ゆ るパ タ ー ン情 報 を その ま ま入 力,認 識処 理 で きる新 しい 世代 の電

子 計 算 機 と して,パ タ ー ン情報 処 理 シス テ ムの研 究 開発 が 行 わ れ て い る。

3-1-14表(大 型 プロジェク トの内枠)(単 位 百万 円)

71年 度

200

72年 度

1,071

73年 度

1,627

74年 度

2,184

75年 度

3,370

⑤ 自動 車 総合 管 制 技 術 の 開発

都 市 にお け る 自動 車 の 過 密 化 が もた らした交 通 混雑,渋 帯 を回避 な い しは緩和,さ らに はそ れ らに

起 因 す る交 通 事 故 や大 気 汚 染 を防止 す るこ と を 目的 と して,走 行 中 の個 々の 自動車 に,最 適 走行 経 路

な どの道 路 情 報 を伝達 す るこ とを可能 とす る シス テ ム(通 信 機 と電 子 計 算 機 が 主 体 とな る) .の 開 発 が

1973年 度 よ り5カ 年 計 画(総 額50億 円)で 行 わ れ て い る。

3-1-15表(大 型 プロジェク トの内枠)(単 位 百万 円)

73年 度 74年 度 75年 度

200 840 2,007

5基 盤 整 備

情報化促進のための基盤を整備するため,政 府によ り次のような諸施策が講ぜられている。
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① 情 報処 理実 態 調 査,情 報 産 業 動 向 調 査

今 日,急 速 に変 化 しつつ あ るわ が 国情 報 処 理 の実 態 を継 続 的 か う体 系 的]ご把 握 し,こ れ に基 づ いて

情 報 処 理 振 興 施 策 の拡 充 等 を行 うた め,情 報 処 理実 態調 査 が 実施 され て い る。

情 報 処 理 サ ー ビス業 お よ びソ フ トウ ェ ア業 の 成長 パ タ ー ンや,そ の景 気 動 向 との 関 係 を解 明 し,知

識 集 約 産 業 の振 興 施 策 の 確 立等 に資 す る ため,情 報 産 業 動 向 調査 が実 施 され て い る。.

② 情 報 化,シ ス テ ム化 調査

通 信 回線 の 民 間 開放 に伴 い,一 層 その 普 及 が 期待 され てい る情 報 ネ ッ トワー クにつ いて,そ の形 成

を促 進 す る た め,将 来 の情 報 ネ ッ トワー クの 望 ま しい姿 につ い て調 査 研究 し,そ の ガ イ ドラ イン を示

す と と もに産 業活 動 の シス テ ム化 の実 情 につ いて の 調査 研 究 が な され て い る。

③ 電 子 計算 機 納 入,下 取統 計 調 査

電 子 計 算機 市場 の動 向 を適 確 かつ 迅 速 に把握 し,景 気 の変 動 との 関連,内 外 電 算 機 の 納入 動 向等 を

朋 らか にす るた め,メ ー カー,商 社 を対 象 に 納入,下 取 調査 が実 施 され て い る。

④ 情 報処 理 技 術 者 の育 成 確 保

情 報処 理 の 発展 の 中核 的 役割 を果 たす 人 材 を確 保 し,さ らに は その質 的 な向 上 を図 るた め,シ ス テ

ム ・エ ン ジ ニ アや プ ログ ラ マー等 を対 象 と した 情報 処 理 技 術者 試 験 が 実施 され てい る。

...1974年 度 まで の応 募 者 数,合 格 者 数 な どは3-1-16表 に示 す とお りで あ る。

⑤ 情 報処 理技 術 者 教 育 経費 の税 額 控 除 制 度

増 加 試 験 研 究費 の税 額 控 除制 度 の 拡 充 によ り,高 度 な情報 処 理 技 術者 の 研 修 経 費 の税 額 控 除 が行 わ

.れて い る。 一・一.,,、_...一

⑥ ソ フ トウ ェアの 流 通 基盤 の整 備

a)プ ロ グ ラ ム調査 簿 の 作 成

プ ロ グ ラ ム に対 す る重 複 投資 をで きるだ け避 け,プ ロ グ ラ ムの 円滑 な流 通 を促 進 す るた め,コ ン ピ

ュ ー タ ・ユ ーザ等 が保 有 して い るプ ログ ラ ムの うち と くに円 滑 な流 通 を図 る必 要 が あ る と認 め られ る

プ ログ ラ ム を収録 した プ ロ グ ラ ム調 査 簿 を作 成 し;こ れ を一 般 の 閲覧 に供 す る こ と と され て い る。

b)ソ フ トウ ェ アの法 的 保 護 調査 研 究

ソ フ トウ ェ アの 流通 を促 進 して い くた め に は,プ ログ ラ ムの所 有 者 の権 利 を何 らか の形 で保 護 す る

こ とが不 可 欠 で あ りヲーこの よ・うな観 点 か ら,ソ フ'トウ・エア法 的保 護 調 査 委員 会 で ソ フ トウ ェアの 流 通

の 促 進 を 図 る た めの法 的保 護 の 手段 につ いて 検 討 が 進 め られ て い る。

⑦ ソ フ トウ ェ ア等 の安 全 対 策実 態調 査

75年 度 か ら新 た に ソ フ トウェ アや コ ン ピ ュー タ シス テ ムの 安 全 対策 の 充実 に 資す る た め,安 全 対 策

の 実 態 にっ き調 査 す る と と もに,安 全対 策 マ ニ ュアル の作 成 が な され るこ と にな っ て い る。
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3-1-16表

区 分1年 度1応 募 者 ⇒ 受験 者 当 合 格 者 ∋ 合 格 率

特 種

種

種

1971

1972

1973

1974

計

1969

1970

1971

1972

1973

1974

計

1969

1970

1971

1972

1973

1974

計

3,086人

2,497

2,460

2,409

10,452

12,924

10,279

7,740

6,643

7,914

8,489

53,989

29,098

24,200

18,499

13,821

15,518

16,230

117,366

2,161人

1,577

1,479

1,501

6,718

10,527

7,179

5,634

4,469

5,215

5,600

38,624

22,057

16,249

13,499

9,748

10,562

10,962

83,077

244人

236

257

215

952

811

977

568

406

631

544

3,937

1,832

1,649

1,279

2,280

2,304

2,024

11,368

11:3%

15.0

17.4

14.3

14.2

7;・7

13.6

10.1

9.1

12.1

9.7

10.2

8.3

10.1

9.5

23.4

21.8

18.5

13.7

合 計1・8・ …71・28…gl・6・257・2・ ・

⑧ 情報 処 理 サ ー ビス 企 業等 台 帳 制 度

情 報処 理 サ ー ビス 企 業 等 の機 密 保 持 の 実態 等 を 明 らか に した台 帳 を作成 し,ユ ーザ ー の閲 覧 に供 す

る こと によ り,そ の 外 注 先 の選 択 を容 易 にす る と と もに,業 界 全 体 の 機 密 保持 の水 準 向上 が 図 られて

い る。

⑨ 情 報処 理 標 準 化 の 推 進

工 業 標準 化施 策 の 一 環 と して,情 報 処 理 関係 の標 準 化 が推 進 され て い る。

⑩ 情 報 化週 間 の実 施

情 報 化社 会 へ の 円滑 な発 展 を図 って い くた め に は,わ が 国情 報 処 理 の高 度化 を促 進 しつ つ,こ れ と

並 行 して 国 民 の理 解 と関 心 を深 め,情 報 化 の 進展 に即 応 した正 しい知 識 を普及 させ て い くこ とが必 要

不 可 欠 で あ る。 この た め,1972年 度 か ら毎 年 情報 化週 間 が 実 施 され,情 報 処理 に 関 す る各 種 の行 事 が

集 中 的 に開 催 され て い る。

⑪(財)日 本 特 許 情 報 セン タ ー に対 す る補 助

(財)日 本 特 許 情 報 セ ン ター は,内 外 の特 許 情 報 をあ らか じめ電 算機 に イン プ ッ トして お き,要 求 に

応 じて迅 速 かつ 的確 に,特 許 情 報 を検 索 し,提 供 す る こ と を主 た る業 務 とす る もの で あ り,特 許 情 報

の検 索 シス テ ム の開 発 費 等 が補 助 され て い る。
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⑫ 余暇情報センターの設立

国民のゆたかな余暇を実現するため,余 暇情報センターを設立するこ と に よ り,余 暇ファシリテ

ィ ・コミュニティに関する膨大な情報 を国民が身近に利用でき,個 々人の欲求 と条件に合致 した余暇

活動を実現 しうる基礎 を形成する。

⑬ 中小企業情報化の推進

(1)中 小企業情報処理指導事業

生産管理及び販売管理に関する業種別の中小企業向け標準経営情報処理システムの開発および中小

企業の診断指導事業の効率化と資質の向上を図るための電算機利用による診断システムの開発を行な

うとともに,都 道府県が行なう中小企業の情報処理指導に対して補助が行われている。

a)情 報処理指導担当者等の研修

管理者,経 営情報処理指導担当者等 を対象とする研修を行う。

b)商 工会議所等への電子計算機導入促進

中小企業者の記帳機械化を図 り,中 小企業の情報化を促進するため,日 本電子計算機㈱が,商 工会

議所,商 工会連合会に対 し,.電子計算機を安 く販売する際にその販売損失 を補助するとともに商工会

議所,商 工会の端末機購入費用が補助されている。1975年 度の予算額は1,093百 万円である。
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6行 政 に お け る コ ン ビュー一一タ利 用 と政 策

A国 の行政 機関 に おけ る コン ピュー タ利用 の現状

わ が国 の行 政 機 関 にお け る コ ン ピュ ー タの 利用 台 数 は,1974年 度 末 現 在 ,統 計932セ ッ トであ る。

その 内訳 は,各 省 庁230セ ッ ト,地 方 公 共 団体439セ ッ ト,政 府 関係 機 関263セ ッ トであ る。

1973年 度 に比 較 す る と,各 省 庁8セ ッ ト増,地 方 公 共 団 体106セ ッ ト増 で あ るが,政 府 関 係機 関 は

60セ ッ トの減 とな って お り;こ れ は前 年 度 で は制 御 用 専用 機 も し くは ミニ コ ンee =一・・タ を対象 と して

い たの を除外 した た め,逆 に台 数 減 とな った もの で あ る。

1975年 度 末 に は,各 省庁240セ ッ ト,政 府 関 係 機 関287セ ッ トに な る見 込 み で あ る。

各 省庁 別 に コ ン ピ ュー タ の利 用 台 数 をみ る と,3-1-17表 の とお り,防 衛 庁45セ ッ ト,郵 政 省43セ

ッ ト,通 商 産 業 省,運 輸 省28セ ッ ト,建 設 省15セ ッ トの順 で前 年 度 に比 べ て,通 商 産 業 省 と運 輸 省 が

同 一 セ ッ ト数 に な った ほか,増 減 が これ らの5省 庁 に 集 中 して きて い る。

3-1-17表 省 庁別 設 置台 数(1974年 度)

省 庁 名

北海道開発庁

総
警

防

理

察.

衛

府
庁

庁
経 済企画庁
科学技術庁
環
法
外
大
文
厚
農

運
郵
労
建
白

通商産業省

境
務
務
蔵
部'生

林

輸
政

働
設
治

庁
省
省
省
省
省
省

省
省
省
省
省

1973年 度

セ ッ ト数

2:

7

1
44

1

8

3

3

8

8

9
7

27

26

44

8

15

1

1974年 度 導 入 状 況

纈 導入閂 竃こ釧 麟 等 巨 象外

1

4

2

1

1

1
2

2

3
4

1

△1

ム ユ

tl4

△1

△1

△1

△1

△2

△1

△1

222/

1974年 度

セ ッ ト数

3

7

1

45

1
7

2

3

3

9

8
9

9
28

28

43

8

15

1

221

更 新

セ ッ ト数

9

2

1

2

2

2

10

1

5
1

計 ・61 △41 ・41 23・1 35

(注)対 象外 は制御用専用機 もしくは ミニコンピュータに該 当す るため調査対象か ら除外 した もの

一 行政管理庁 「電子計算機利用実態調査報告書」一

年 度別 の コン ピ ュー タ利 用 の 推移 を み る と3-1-18表 の とお りで あ る。
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3-1-18表 年度別新規 ・更新等 導入状況

＼ 年度、 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974

区 分 ＼

導入 セ ッ ト数 36 25 37 34 35 45 50 57

う ち 更 新 分 10 4 9 10 15 18 24 35

返 却 廃 棄 数 1 2 1 9 4 9 4

対 象 外 4

差引純増加数 25 21 26 23 11 23 17 8

セ ッ ト数 累計 101 122 148 171 182 205 222 230

一 同上報告書 よ り作成一

1974年 度 の 特 色 と して は,前 年 度 ま で は新 規 導 入 ・増 設 が,機 種 更 新 を上 廻 って い た が,本 年 度 で

は じめ て,機 種更 新(35セ ッ ト)か,新 規 ・増 設(22セ ッ ト)を 上廻 った こ と及 び申 ・小 型機 の2セ

ッ トを大 型 機1セ ッ トに更 新 し た例 が6件 もあ る等,導 入 の 時 代 か ら更 新 の 時 代 へ の端 緒 がみ られ る

こ とで あ る。

ま た3-1-19表 の とお り,こ れ らの導 入及 び機 種更 新 の 大 半 が 付属 機 関 ・地 方支 分部 局 に お いて

行 われ て お り,本 省庁 に お いて は現 行 シス テ ムの拡 充 ・高 度 化 に伴 う レベ ル ア ップが 主体 とな って い

るの に対 し,地 方,付 属 機 関 で は全 国 規 模 の業 務 処 理 拡 大 に伴 う導 入,機 種 更 新 が増 加 す る傾 向 に あ

る。

3-1-19表 機関別新規 ・増設 ・機種更新状況(1974年 度)

〔
事項

機関種別

本 省 庁

地方 ・付属機関

新 規

部 門 数 セ ッ ト数

1

13

2

14

増 設

部 門 数1… 数

2

3

2

4

計

部 門 数 セ ッ ト数

3

16

4

18

機 種 更 新

部 門 数 セ ッ ト数

6

28

7

28

計 ・41 ・61 ・1 ・1 ・gl 221 341 35

一 同上報告書一

規 模 別 状 況 を み る と,年 々大 型機 が増 加 し て お り,1968年 度 には 大 型機 の 占 め る 割 合 が22.1%

(27セ ッ ト)で あ った が,1974年 度 で は47%(108セ ッ ト)と 全体 の約 半 数 を占 め,民 間 にお け る大型

機 の比 率(1973年 度通 商 産 業 省 調 査12.5%)を は るか に上 廻 って い る。

買取 ・レン タル 別 に み る と,買 取 りセ ッ ト数 は26セ ッ ト(11.3%)で 年 々減 少 して い る。

また,近 年 特 殊 入 出力 装 置 の 利 用 が進 み,3-1-20表 の とお り,デ ィス プ レ イ,ド キ ュ メ ンテ ー

シ ョン リー ダ ー,プ ロ ッタ ー等 が年 々増 加 して い る。
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3-1-20表 特殊入 出力装置利用状況の推移

年 度

区 分

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

デ ィ ス プ レ イ

グ・… 川 ・ ・ラクター

0

1

1

5

9

14

28

0

0

14

29

40

47

50

ドキ ュ メ ン テ ー シ ョン リ タ ー ン

OCR OMR

4

5

9

12

12

13

13

0

4

5

14

21

14

18

プ ロ ッ タ ー

11

18

26

38

36

41

47

一 同上報告書一

適 用 業 務 の 状 況 をみ る と,3-1-21表 の とお り共 通 管理 業 務15.2%,調 査 ・統 計 業務14.2%,原

局 業務56.0%,試 験 研 究10.9%等 とな って お り,原 局 業 務 の ウエ イ トが高 くな って い る。

各 省 庁 の 主 要 な適 用 業 務 は,統 計(総 理 府 統 計 局),犯 罪手 口照 会,運 転 者管 理(警 察庁),設 計

計 算(北 海 道 開 発庁),補 給 管 理,技 術 計 算(防 衛 庁),経 済 分 析(経 済 企 画 庁),技 術 計 算(科 学 技

術 庁),犯 歴票 管 理,出 入 国 記 録 管 理(法 務 省),外 交 情 報 検 索,旅 券 発 給(外 務 省),国 有 財 産 管 理

賃 金 管 理,関 税,国 税(大 蔵 省),統 計,情 報 検 索,技 術計 算(文 部 省),統 計,社 会 保 険(厚 生 省),

統計,食 糧 管 理(農 林 省),統 計,情 報検 索,技 術 計 算(通 商産 業 省),統 計,自 動 車 登 録,航 空 管

制,技 術 計 算(運 輪 省),簡 易 保 険,貯 金,統 計(郵 政 省),統 計,職 業 紹 介,雇 用,労 災 保 険(労 働

省),技 術 計 算(建 設 省),統 計(自 治 省)と な って い る。

処理 方 式 は3-1-22表 の とお り,バ ッチ処 理 が134セ ッ ト(58.3%)と 過 半 数 を占 めて い る が,

3-1-22表 処理方式別状況(1974年 度)

遮 方式別 区 分1… 当 構成比%

バ ・ チ の み|・345・ ・

オ ン ライ ン

リ ア ル

タ イ ム

バ ッ チ 併 用

リ モ ー ト バ ッ チ 併 用

バ ッチ ・ リモ ニ トバ ッチ併 用

リ ア ル タ イ ム の み

51

1

5

26

22.2

0.4

2.2

11.3

リ モ ー ト

バ ッ チ

バ ッ チ 併 用

リ モ ー ト バ ッ チ の み

10

3

4.3

1.3

合 ・計123・1…

・ ル チ 処 理1751…

一 同上報告書一
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3-1-21表 処理方式別適 用業務の状況(1974年 度)

処理方式

適用業務
パ ッチ

リモ ー ト

バ ッ チ

オ ン ラ イ ン

リア ル タイム
TSS イ ンラ イン 計 構成比%

1

シ

1金 言+.経 理 11 1 12 1.6

共 給 与 計 算 48 48 6.3

通 人 事 管 理 23 23 3.0

管

理
厚 生 ・ 共 済 20

、

20 2.6

業 物 品 管 理 10 10 1.3
'

務 そ の 他 2

」
.

1 3 0.4

`

1

小 計 114 2 116 15.2

調
査

集 計 ・ 製 表 50 3 53 6.9

◆

分析 ・加工 ・検 査 38 1 39 5.1

1

統
計 提 供 サ ー ビ ス 15 1 1 17 2.2

業
務 小 計 103 4 1 1 109 14.2

照 会 6 16 22 2.9

・

登 録 審 査 53 9 2 64 8.4

認 定 ・ 支 払 31 1 32 4.2

1
情 報 提 供 ユ2 2 3 1 17 2.2

原
情 報 検 査 27 2 8 1 2 40 5.3

分 析 ・ 解 析 45 4 6 56 7.3.

局 予 測 ・ 計 画 25 2 1 28 3.7

計 数 管 理 2 1
1 :

F

3 0.4

業 在 庫 管 理 16 11 27 3.5
オ

設 計 積 算 13 4 1

∫ 17 2.2

管 制 制 御 6 ↓ 6 0.8

務
メ ッ セ ー ジ 交 換 16 16 2.1

業 務 総 計 84 1 85 11.1

そ の 他 13 2 15 2.0

小 計 327 17 76
ノ

2 6
、

428 56.0

試 験 研 究 72 6 ら 83 10.9

教 育 訓 練 23 23 3.0

そ の 他 2 1 2 5 0.7

合 計 641 28 86 3 6 764 100
'

(注)セ ット数はそれぞれの適用業務に応じた延セッ ト数である.
一同上報告書一
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オ ン ライ ン リアル タ イ ム及 び リモー トバ ッチ処 理方 式 を採 用 して い る もの も96セ セ ッ ト(41 .7%)に

達 して お り,ま た マル チ処 理 を行 って い る もの が75セ ッ ト(32.6%)あ り,機 種 の大 型 化 と相 模 って

処 理 方 式 の高 度 化 が進 ん で い る。

1973年 度 に お け る稼 動 状 況 を月 平 均 有 効 使用 時 間 で み る と,大 型機 が264時 間,中 型 機 が260時 間 で

あ るの に対 し,小 型 機 は127時 間 に と どま ってお り,全 体 の 平 均 で は254時 間 とな って い る。
ら コ

`コ ン ビ。ユー タ要 員 は,1974年4月 現 在,4,985人 に達 し,前 年 に比 し254人 の 増 加 とな って い る。

職 能別 に み る と キー パ ンチ ャ・一一1,503人(30.2%),オ ペ レー タ ー-1,046人(21.0%),プ ログ ラマ ー

829人(16・6%)・ 庶 務 その 他608人(12.2%),SE439人(8.8%),電 子 計 算 機 関係 事 務339人(6.8%),

管 理 者221人(4.4%)の 順 とな って い る。

ま た,外 部 委託 要 員 及 び メ ー カ ー派 遣職 員 の 利用 が多 くな って お り,1974年4月 現 在,外 部 委 託 要

員111人,メ ー カ ー派 遣 職 員233人 計344人 で,外 部 委 託要 員 の主 な もの は,キ ーパ ンチ ャー(42人),

オペ レー ター(31人)で 占 め られ,メ ー カー 派遣 職 員 は定 期 保 守,障 害 修 理等 を行 って い る。

運 用 経 費 の 総額 は,1974年 度 予 算 額 で321億8千 万 円 で1968年 度 に比 べ4.3倍 とな って お り,そ の 内

訳 は機 器 調達 費211億 円(65.7%),通 信 回線 費19億 円(5.8%),運 営 諸費35億 円(10.9%),そ の 他

57億 円(17.6%)と な って い る。

そ の他 の経 費 の う ち,外 注 経 費 が25億 円 を 占 め,パ ンチ外 注,計 算 委 託 が多 くな って い るが,ど く

に技 術者 不足 を カバ ーす るた め フ ァシ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン トの利 用 経 費 が2億6千 万 円 と増 加(前 年

度1億5千 万 円)し て い るの が 目立 って い る。

B政 府 関係 機 関に お ける コン ピュー タ利 用の現 状

政府 関係 機 関 に お け る コ ンピ ュー タの利 用 は,1957年 に 日本 国 有鉄 道 及 び 日本 電信 電 話 公 社 が技 術

計 算 用 に導 入 した の が最 初 で,国 の行 政 機 関 の 利用(1958年 気象 庁)と ほ ぼ時期 を 同 じ くして い る。

1974年 度 に お い て は,3-1-23表 の とお り,調 査対 象113機 開 申,39機 関 が コ ン ピュ ー タ を導 入

して お り,対 象 外 機 種 の み を導 入 して い る もの9機 関,外 部 の計 算 セ ン ダ一等 に処 理 を委 託 して い る

もの32機 関 を含 め る と,全 体 の2/3以 上 が コ ン ピ ュー タ を利 用 して い る。

1974年 度末 にお け る コ ン ピ ュー タの 利用 セ ッ ト数 は263モ ッ トで,機 関別 に み る と3-1-24表 の

とお り,日 本 国 有 鉄 道73セ ッ ト,日 本 電 信 電話 公 社57セ ジ ト,日 本 放 送 協 会45セ ッ ト,国 際電 信 電 話

株 式 会社13セ ッ ト,日 本 航空10セ ッ トの5機 関 で198セ ッ トと全 体 の75%を 占 めて いて,大 部 分 は1

～3セ ッ トの比 較 的 小 規 模 な ユ ー ザ ー と な って い る。

機 種別 で み る と,外 国機 が24セ ッ ト(9.1%)を 占 め,国 の 比率 を上 廻 って い る。

規 模 別 にみ る と,大 型 機117セ ッ ト(44.5%),中 型機94セ ッ ト(35.7%),小 型 機52セ ッ ト(19.8

%)で 大 型 機 の比 率 が高 くな って い る。
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3-1-23表 政 府関係機関 におけるコンピュータ利用状況(1974年 度)

公 社

公 団

事 業 団

公 庫

金 庫 ・特 殊 銀 行

営 団

特 殊 会 社

そ の 他

調査対象

機 関 数

⑧

3

15

21

10

4

1

12

47

導 入 機 関

調査対象
機種導入

⑧

3

5

3

6

4

1

5

12

調査対象外
機種のみ◎

3

2

1

1

2

未導入機関数

外注処理
利用 ◎

6

7

3

1

15

未 利 用

1

9

5

18

利 用 率
③一◎一⇔

④

100

93.3

57.1

100

100

100

58.3

61.7

計 ・・31 3gl ・{ 321 33 (70.8)

(構 成 比)% (…)1(34・ ・)1 (…)1(・8・ ・)1(29・ ・)1

一 行政管理庁 「特殊法人電子計算機利用実態調査報告書」一

買 取 り ・レ ンタ ル別 で は,買 取 り機 が154セ ッ ト(58.6%)と 過 半 数 を占 め て い るの が特 色 で あ る。,

政 府 関 係機 関 に お け る コ ン ピ ュー タの 適 用 業務 は,① 機 関 自体 の業 務 情 報 処 理 の た め に利 用 す る も

の,② 不 特 定 多数 の ユ ーザ ーに対 す る情 報 提 供 サ ー ビス を設 置 目的 と して利 用 す る もの,③ 情 報通 信

業 と して 利 用 す る もの の3つ の形 態 に分 け られ,大 部 分 は① の 形 態 に属 す るが,② の 例 と して は,国

民 生 活 セ ン ター,日 本 科 学 技 術 情報 セ ンタ ー,日 本 貿 易 振興 会,ア ジ ア経 済 研 究 所 な どが あ り,統 計

や所 在 源 情 報 の情 報 提 供 サ ニ ビス を行 って お り,③ の 形 態 として は,日 本 電 信 電 話 公社,国 際 電 信電

話 株 式 会 社 があ り,デ ー タ通 信 サー ビス業 務 に利用 して い る。

① の適 用 業 務 は,会 計,給 与 計 算,人 事 管 理 等 の 内部 管理 業 務 及 び料金 認定,金 融,情 報検 索,予

約 管理 等 の 機 関 個 有 の窓 口業 務 等 多 岐 に わ た って い る。

処 理 方 式 で はバ ッチ の み の機 種 が214セ ッ ト(81.4%)と 多 く,オ ン ラ イ ン リアル タ イ ム及 び リ モ

ー トバ ッチ処 理 方 式 を採用 して い る もの は49セ ッ ト(18 .6%)に と どま っ て い る。

また シ フ ト制 を採 用 して い る もの が,日 本 国有 鉄 道,日 本 航 空 等 座席 予 約,管 制 の よ うに全 日稼 動

を行 う もの が あ り,79セ ッ ト(30%)と ウ エ イ トが高 くな って い る。

稼 動 時 間 は,月 平 均 有 効 使用 時間 でみ る と大 型機386時 間,中 型機263時 間,小 型 機167時 間,平 均

293時 間 と国 よ り上 廻 って い る。

コ ン ピ ュー タの要 員 数 は,1974年4月 現 在6,504人 び前年 度 に比 し536人 の増 加 とな って い る。

職 能 区 分 でみ る と,庶 務 その 他 業 務要 員 が1,196人(25.6%),プ ログ ラマ ー867人(18.5%),キ ー
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3-1-24表 政府関係機 関におけ る機 関別 コ ンピュータ導入状 況(1974年 度)

区 分 1973年 度
1974年 度導入状況

1974年 度 更 新 運 用

法 人 名1 セ ット数 対象外 新 規 実新に伴う
増 減

廃棄返却 セ ッ ト数 セ ッ ト数 部 門 数

i!

公
日 本 専'売 公 社 2 2 1

: 社
日 本 国 、有 鉄1道 80 △9 (1)5 △3 73 3 47

1 日 本 電 信 電 話 公.社
'

54 (1)5 △2 57 1 36

; 水 資 源 開 発 公1団 2 △2

} 石 油 開 発 公:団 1 (1)1 2 1 2

公 日 本 鉄 道 建 設 公 団 1 " 1 1

[

日 本 住 宅 公 団 2 △1 1 2 1.

団
日 本 道 路 公 団 3 (1)1 4 1

」

| 首 都 高 速 道 路 公 団 1 △1
1

阪 神 高 速 道 路 公 団 1 1 1

i 日本原子力船開発事業団 1 △1.事学

業ー
.

ー

動 力 炉 核 燃 料 事 業 団 1 (1)1 2 1 2.

1
. 中小企業退職金共済事業団 3 3 1

1団
宇 宙 開 発 事 業 団 1 (3)3 4 2

` 北 海 道 東 北 開 発 公 庫 1 1 1
1 司

i公 国 民 金 融 公 庫 6 △2 工 4 1 1
1
`

`
.
.

農 林 漁 業 金 融 公 庫 1 1 1

} 中 小 企 業 金 融 公 庫 1 1 1 1

庫
中 小 企業 信用 保険 公庫 1 1 1 1

1

1
住 宅 金 融 公 庫 1 1 1 1

忘 日 本 開 発 銀 行 2 2 1

庫
特

日 本 輸 出 入 銀 行 2 2 1

1殊

i銀
農 林 中 央 金 庫 5 5 1 1

1行
商 工 組 合 中 央 金 庫 5 △1 4 1

営

団

.

ト
「
,

帝 都 高 速 度 交 通 営 団 1 1 1

東 北 開 発 株 式 会 社 1 1 1

特 電 源 開 発 株 式 会 社 6 △5 1 1
'

殊 日本航 空機製造株式会社 1 1 1

会 沖 縄 電 力 株 式 会 社 2 △2

社 日 本 航 空 株 式 会 社 11 △1 10 3 4

国 際電 信電 話株 式会 社 11 2 13 3

そ
国 民 生 活 セ ン タ ー 1 1 1

苛

の
日 本 原 子 力 研 究 所 4 △1 3 1

日本科学技術情報 センター 2 2 1 1

他
理 化 学 研 究 所 2 2 1 1



70第3部 コンピュー タ政策および情報産業政策

区 分 1973年 度
1974年 度導入状況 1974年 度 更 新 運 用

法人名 セ ッ ト数 対象外 新 規
実新に伴う
増 減

廃棄返却 セッ ト数 セ ッ ト数 部 門 数 ]

日 本 育 英 会 1 1 1 」

私立学校教職員共済組合 1
・'

1 1
, 1

そ 国 立 劇 場 1 △1 1

社会保険診療報酬支払基金 1

'

:
1

1

1
`

i

の 日 本 中 央 経 営 会 47 △42 ' △1 4 3 !

農林漁業団体職員共済組合
・1 1 1 |

他 日 本 貿 易 振 興 会 ・2 2 1 2
i

ア ジ ア 経 済 研 究 、所
'1 1 1

ヒ

日 本 放 送 協 会 48 △2 △1 45 4 41

計 323 .△65 (8)18 △4 △9 263 23 161

)内 は新 規部 門へ の導入台数で内数で ある。((注)1.
2.対 象外は制御用専 用機 もしくは ミニ コンピュー タに該当す るため調査対 象から除外 した ものth

3.運 用部 門にはシステム開発番組組織 を含む。

パ ン チ ャー820人(17.5%),オ ペ レー タ701人(15.0%),SE406人(8,7%),電 子 関 係事 務394人(8・4

%),管 理 者297人(6.3%)の 順 とな って お り,料 金 徴 収 等 に お け る帳 票 整 理 の た め,庶 務 そ の他 要

員 が 多 い。外 部 委 託 要 員 及 び メ ー カ ー派遣 職 員 は,1974年4月 現 在,前 者 が246人,後 者 が174人 計

420人 で,国 に比 し外 部 要 員 の ウエ イ トが高 い。

運 用 経 費 をみ る と,1973年 度 は 総額287億 円 で前 年度 に比 し42億 円(17%)の 増 とな って い る。'

費 目別 には,機 器 費205億6千 万 円(71.6%),外 注費38億3千 万 円(13.3%),運 営 諸 費25億9二F

万 円(9.0%)そ の 他17億5千 万 円(6.1%)で,外 注 費 の ウ エ イ'トが高 い。

C地 方 公 共 団 体 に お け る コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 現 状

1974年4月 現 在 の地 方 公 共 団 体 の コ ン ピュ ー タ導 入 台 数 は,439セ ッ トと前 年 に比 し106;セ ッ トの増

加 を示 して い る。 そ の 内訳 は,都 道 府 県42団 体157セ ッ ト(前 年102セ ッ ト),市 区 町 村454団 体282セ ッ

ト(前231セ ッ ト)で,都 道 府 県 にお いて55セ ッ ト,市 区 町村 に お いて51セ ッ トが こ の1年 間 に導 入

され て い る。 また.民 間計 算 セ ンタ ー に委 託 して い る団体 あ る いは共 同委 託 を行 って い る団体 は,都

道 府 県 で5団 体,市 区 町村 で1,634団 体,計1,639団 体 で あ る。 導 入 団体 と委 託 団 体 を合 わ せ る と全 地

方 公 共 団体 の64.0%が コ ン ピ ュー タ を利 用 して お り,こ れ は前 年 に比 し,8%の 増 とな って い る。

都 道 府 県 の コ ン ピュ ー タの利 用 状 況 をみ る と,セ ッ ト数 の 最 も多 い の は,東 京 都 で32セ ッ ト,次 い

で大 阪府13セ ッ ト,神 奈 川 県8セ ッ ト,愛 知 県7セ ッ ト,宮 城 県,千 葉 県,岐 阜 県及 び兵 庫県 が それ

ぞ れ6セ ッ トの順 とな って い る。

規 模 別 で み る と,大 型 機18セ ッ ト(11.5%),中 型 機53セ ッ ト(33.8%),小 型 機86.セ ッ ト(54.7

%)と な って お り,中 ・刀 型 機){大 部 分 を 占 めて い る。
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買 取 り,レ ンタル別 で は,買 取 り機86セ ッ ト(54.8%),レ ン タル機71セ ッ ト(45.2%)と な って

お り,買 取 り機 が多 いの は,公 害 防 止,医 療 ・試 験 研 究 等 に利 用 され る小 型機 が多 く,買 取 り方 式 が

容 易 であ るた め で あ る。

1974年 度 の情 報 処 理 予算 額 は,導 入 団体168億 円,委 託 団体7億2千 万 円,計175億2千 万 円 で,前

年 決 算 見込 額147億 円 に比 し,28億2千 万 円(19.2%)の 増 と な って い る。費 目別 では,人 件 費29億

6千 万 円(16,9%),委 託 費68億2千 万 円(38.9%),レ ン タル料44億 円(25.2%),そ の 他33億2千

万 円(19.0%)で,委 託 費 の ウエ イ トが高 くな って い る。

コ ン ピ ュー タの 要員 数 は,1,717人 で,前 年 に 比 し162人(10.4%)の 増 とな って い る。 職 能 区分 で

み る と,SE・ プ ロ グ ラマ ー956人(55.7%),管 理 者 ・庶務514人(29.9%),キ ー パ ン チ ャ ー156人

(9.1%),オ ペ レー タ 一-91人(5.3%)の 順 とな って お り,SE・ プ ロ グ ラマ ーの 比率 が高 い。

適 用 業務 を み る と,人 事 給 与,税 務,各 種統 計 等 が大 部 分 を占 めて い るが,最 近 で は,統 一 的 な人

事 管理,地 域 振 興 計画 作 成,地 域福 祉 指 標 作 成,地 域 構 造 分 析,建 設 工 事 進 行 管理,建 設 工 事設 計.

総合 健 康 診 断,大 気 汚 染 コ ン トロー ル等 に関 す る業 務 を処 理 す る団体 が増 え る傾 向 に あ る。

最 も多 いの は,自 動 車 税 及 び各種 統 計 で,47団 体 全部 が処 理 を行 って お り,次 いで人 事 給 与 及 び森

林 計 画45団 体(95.7%),財 務 会 計41団 体(87.2%),公 害31団 体(66.0%),事 業 税30団 体(63.8%)

予 測 計 画24団 体(51.1%),教 育23団 体(48.9%),公 営 住 宅 管 理22団 体(46.8%),造 林補 助金21団

体(44.7%)の 順 とな って い る。

3-1-25表 市区町村におけるコ ンピュータ利用状況(1974年 度)

1 .

利 用 団 体 全 市 区町村 利用団体の割合 導入団体の割合
区 分

導入団体⑧ 委託 団体⑧ 計④+⑧ ◎ ◎ ◎/◎ ×100% ㊨/◎ ×100% |

特 別 区 16 7 23 23 100(100) 69.6(69.6)
}

指 定 都 市 9 9 9 1001(100) 100(100) i

人 口50万 人 以 上 4 1 5 5 100(ユ00) 80(80) F

人 口40～50万 人未 満 3(2) 7(6) 10(8) 10(8) 100(100) 30(25) 1

人 口30～40万 人未 満 10(9) 8(9) 18(18) 18(18) 100 、(100) 55.6(50.0)
1

市
人 口20～30万 人未 満 13(11) 29(30) 42(41) 42(41) 100(100) 31.0(26.8)

1
人 口10～20万 人未満 33(24) 49(56) 82(80) 82(82) 100(97.6) 40.2(29.3)

1

人 口10万 人 未 満 112(96) 33(327) 443(425) 476(480) 93.1(88.1) 23.5(20.0)
1

,
町 村 254(218) 1,202(1,002) 1,456(1,220) 2,629(2,634) 55.4(46.3) 9.7(8.3) 11

計 454(389) 1,634(1,438) 2,088(1,827) 3,294(3,300) 63.4(55.4) 13.8(11.8)

(注)()内 は]973年 度
一自治省 「地力公共団体における電子計算組織の利用状況」一
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市 区 町 村 に お け る コ ン ピ ュー タの 利 用状 況 を人 口規模 別 にみ る と,3-1-25表 の とお り,大 都市

での 導 入 が定 着 し,最 近 人 口50万 人 未 満 の 市 で の導 入 が進 ん で きて い る。

規 模 別 にみ る と,大 型 機8セ ッ ト(2.8%),中 型 機111セ ッ ト(39.4%),小 型 機163セ ッ ト(57.8

%)で,大 型 機 は京 都 市,大 阪市,神 戸 市,西 宮市,広 島市 に導 入 され て い る。

買 取 り,レ ン タル別 で は,レ ン タル機201セ ッ ト(71.3%)で3/4レ ン タル機 とな って い る。

1974年 度 の 情 報処 理 予 算 額 は,導 入 団体167億2千 万 円,委 託 団体120億2千 万 円 計287億4千 万 円

で,前 年 度 決 算 見 込 額218億4=F万 円 に比 し69億8千 万 円(31.6%)と 増 加 して い る。

コ ン ピ ュー タ要 員数 は,1974年4月 現 在3,241人 とな って お り,1団 体 平 均65人 で あ る。

市 区町 村 にお け る コ ン ピュ ー タの適 用 業 務 は,住 民 税,国 定 資 産 税 等 の税 務,水 道 料金,各 種 統計

業 務 が 中心 で あ るが,地 域 振 興 計画 作 成,大 気 汚 染 コン トロー ル等 に関 す る処 理 を行 う団体 もで きて

い る。

内訳 を み る と住民 税1,938団 体(92.8%),固 定 資 産 税1,518団 体(72.7%),国 民 健康 保 険 税1,280団

体(61.3%),軽 自動 車 税778団 体(37.3%),人 事給 与687団 体(32.9%),水 道 料 金579団 体(27.7%),

都 市 計画 税576団 体(27.6%),国 民年 金510団 体(24.4%),各 種 統 計271団 体(13.0%)で あ る。

最 近 で は,特 別 区,指 定 都 市,市 町 村 で住 民 記 録 の コン ピ ュー タ処 理 を行 う と こ ろ が多 く,前 年

(180団 体)に 比 し,1974年 に は266団 体 と増 加 して い る。

D情 報処理関係予算の概況

情 報 処 理 関係 の 予 算 と して は,政 府 部 内 の コ ン ピュー タ運 営 関係 経 費,情 報 シス テ ムの 開発 経 費,

情 報 処 理産 業 及 び情 報処 理 教 育 等 の振 興 経 費 が挙 げ られ る。 この予 算 額 は年 々増 加 して お り,1975年

度 で は992億 円 に達 し,前 年 に比 し20.4%の 増 と な って い る。

その 内訳 は,政 府 部 内 の コン ピュー タ運 営,関 係 会費538億 円(対 前年 比26.8%増),情 報 シ ス テ

ム開 発 関 係経 費71億 円(対 前 年比59.5%),情 報処 理 産 業及 び情 報 処理 教 育 等 の 振 興 経 費383億 円

(対 前 年 比7.8%増)と な って い る。

省 庁 別 に み る と,通 商 産 業 省287億 円,運 輸 省130億 円,郵 政 省121億 円,文 部 省88億 円,科 学 技 術

庁81億 円 の順 とな って い る。

政 府 部 内の コン ピ ュー タ運 営 関 係費 は,538億 円 で,こ の う ち コン ピ ュー タ借 料200億 円,庁 費166

億 円,委 託費37億 円 とな って い る。 省庁 別 で は,運 輸省130億 円,郵 政 省115億 円,労 働 省52億 円,農

林 省40億 円,防 衛 庁40億 円,厚 生 省37億 円 の順 とな って い る。

コ ン ピ ュー タの運 営 関係 経 費 の 推移 につ いて み る と,1971年 度150億 円,1972年 度194億 円,1973年

度247億 円,1974年 度473億 円 で最 近 に な って 急増 して い る。

情 報 シス テ ム開 発 関 係 経費 で は,パ ター ン情 報 処 理 シス テ ム の 開 発34億 円(通 商 産 業 省),医 療 情
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報システムの開発6億 円(厚 生省3億 円,通 商産業省3億 円),生 活映像情報システ ムの開発8億8

千万円(通 商産業省8億 円,郵 政省8千 万円),為 替貯金業務の総合機械化3億8千 万円などが その

主なものである。

情報処理産業及び情報処理教育の振興等経費では,電 子計算機等開発促進費補助金145億 円を含 め

通商産業省が209億 円,全 国共同利用大型計算機センターの整備及び運営費24億 円,国 立学校電 子 計

算機関係設備費及び運営費38億円を含め文部省が82億 円,特 殊法人関係出資金75億 円の科学技術庁が

その大半を占めている。

E行 政情報処理の高度化の諸方策

行 政 機 関 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 の推 進 に あ た って は,去 る1968年8月30日 の 閣議 決 定 「政 府 に

お け る電 子 計算 機 利 用 の 今後 の方 策 につ い て」 に基 づ き,新 規 適 用 業 務 の開 発,利 用 技 術 の 開 発,各

種 標 準 化 の推 進,助 言 指 導体 制の 整 備,基 幹 要 員 の 統一 研 修 の実 施,情 報 の総 合 的 利用 を 図 るた め の

調 査 研 究 体 制 の整 備 を中 心 と して具 体 策 の推 進 が 図 られ て きて い る。

そ の結 果,各 省 庁 にお け る コ ン ビ一 夕の 利用 は進 展 し,1974年 度 に は230セ ッ トを擁 す る に至 って

い るが,最 近 に な って,政 府 全体 の 見 地 か ら コ ン ピ ュー タ を有効 に利 活 用 す る とと もに各 省 庁 自体 に

お い て も コン ピ ュー タ利 用 の 効率 化 を図 る必要 が増 大 して きて お り,そ の た めの 施 策 の推 進 が要 請 さ

れ て い る。

と くに,1975年6月26日 には,衆 議 院 決 算委 員 会 の警 告 決 議 の 申 で,「 行政 機 関 にお け る電 子 計 算

機 利 用 は年 々 増 大 し,そ の 経 費 も相 当 多 額 にの ぼ って い るが,現 状 は設 置,利 用 の両 面 に お いて 少 な

か らず 問題 が あ る。政 府 は情 報処 理 の 総 合 調整 体 制 を強 化 し,行 政 機 関 にお け る電 子 計算 機 利 用 の 効

率 化 を推 進 す べ きであ る」 との指 摘 が あ り,今 後 これ に応 え る施 策の 推 進 が 必要 とな って い る。

1975年 度 にお いて は,行 政 管理 庁 で は こ う した 背景 の 下 に次 の点 を重 点 と して施 策 を推進 す るこ と

に して い る。

〈D各 省 庁 に また が る情 報 シ ステ ム の開 発 の 調整

貿 易 関係 情 報 シス テ ムの よ うに,各 省 庁 間 に また が る大 型 の 情報 処 理 シス テ ムの開 発 が行 わ れ っ

っ あ るが,こ うした シス テ ムは,大 規 模 で多 額 の 開発 経 費 を要 す る こ と,民 間 に も関連 す る シス テ

ムが 多 い こ と,シ ス テ ムの完 成 後 の社 会 的 影 響 が 大 き い こ と等 の理 由か ら各 省庁 の個 々の 判 断 に任

せ て 開発 す る とシス テ ム開 発 経 費 の ム ダ,情 報 シス テ ムの 機 能 低下 等 の 問 題 が生 ず る恐 れ が あ るの

で,シ ス テ ム開 発 にあ た って 政 府全 体 として の 見地 か ら必 要 な調整 を行 う。

叱2)行 政 情報 処 理 調 査 研究 の推 進

1970年 度 か ら各省 庁 に共 通,関 連 す る情報 シス テ ムの 開 発 を推 進 す る ため,行 政 管 理庁 に一 括 計

上 され て い る 「行政 情 報 処 理 調 査研 究 費 」 は,1975年 度 で1億1千 万 円 に達 して い る。 本 年 度 は各
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省庁 の情 報 処 理 の 効率 化 及 び各 省庁 に共 通 す る問題 の 解 決 に 具体 的 に役立 つ テ ーマ を優 先 的 に と り

上 げ る と と もに その 調 査研 究 成 果 の 確保 に努 め る。

(3)行 政 情 報処 理 支 援 シス テ ムの 調 査研 究

各 省庁 の情 報 処 理 を支 援 す るた め の 「行 政情 報 処 理 シス テ ム」 にっ いて は,1973年 度 か ら本 格 的

に 調 査研 究 に と り くみ,需 要 性 調査 に基 づ き,① 電 子 計 算機 の共 同利 用 ② 各 省庁 に共 通 す る シス

テ ム(法 令 検 索 シス テ ム,国 会 会議 録 検 索 シス テ ム,人 事 情報 検 索 シス テ ム,資 料検 索 シス テ ム,

デ ー タ交 換 シス テ ム)の 開 発処 理 ③ その 他合 同研 修,磁 気 テ ー プ等 の共 同保 管 管理 等 を主 要 業務

と して設 定 し,本 年 度 は具 体 化 の た めの 調 査 研究 を実 施 す る。

(4)プ ラ イバ シ ー保 護 対策 の検 討

コ ン ピ ュー タ利 用 に よ る個 人 デ ー タ処 理 の拡 大 に伴 い,プ ラ イバ シ ー保 護 対 策 が要 請 され て い る

の で,1974年 度 行 政 管理 委 員 会 に対 し,行 政機 関等 にお け るその 対 策 の あ り方 に つ い て諮 問 し,中

間 報 告 を得 た が,本 年度 は同 中 間報 告 で提 起 され た諸 問 題 に つ い て,各 省 庁 の 共 同研 究 会 を開 催 す

る等 具体 的検 討 を継 続 し,行 政 部 内限 りで実 施可 能 な もの に つ いて は,逐 次 必 要 な措 置 の 推 進 を図

る。

(5)情 報処 理 に 関 す る見 直 しの 推 進

最 近,各 省 庁 にお いて は,コ ン ピ ュー タ利 用 の今 後 の 拡 充 に備 えて,現 行 の 情 報処 理 を当 該 省庁

の 業 務 全体 の 見地 か ら見直 しを行 う気 運 が見 受 け られ,す でに若 干 の 省庁 で は,具 体 的 な検 討 に着

手 して い る。

この よ うな見 直 しは,今 後 にお け る政 府 全 体 と しての コ ン ピ ュー タ利用 の効 果 と効率 を高 め る上

で も極 め て有 益 で あ る と考 え られ るの で,行 政 管理 庁 は各 省 庁 と協 力 して その 方 法 論,手 順 等 の 調

査 研 究 を行 う等 に よ り,そ の促 進 を図 る もの とす る。

(6)各 省 庁 共 通 情 報 シス テ ム等 の調 査 研究

① 行 政 情 報 通信 回線 網 の調 査 研究 につ いて は,各 種 の通 信 回 線 網 に 関す る技 術 的 研 究 な らび に ピ

ル電 話 につ いて の具 体 的 構 想 の調 査 研究 を行 って きた が,1975年 度 は,従 来の 基 礎 的 調 査研 究 結 果

を もと に複 数 の特 定 シ ステ ムが共 同 利用 す る通 信 回 線 網 の概 略設 計 を行 う等 行 政 情 報 通 信網 の具体

化 ね 図 るた め の調 査 研 究 を行 う。

② 漢 字 情 報 シス テ ム につ いて は,前 年 度,漢 字 コー ドの標 準 化 に 関す る調 査 研 究 を行 った の で,

1975年 度 は,漢 字 情 報 処理 に伴 う入 出力 の合 理 化 の 問題 等 具 体 的 な諸 問題 につ いて の 調 査研 究 を行

う。

③ コ ン ピ ュー タ ・システ ムズ ・マ ネ ジメ ン トに関 す る調 査 研究 につ いて は,前 年 度,コ ン ピュ ー

タ導 入 基 準,情 報処 理 要 員基 準 等,基 礎面 の調 査 研 究 を行 っ たの で,1975年 度 は その 応用 面 につい

て の 調 査 研 究 を行 う。

{

1
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7電 子計算機及び情報処理の標準化

Aは じ め に

我が国における本格的な工業標準化事業は,1949年 に公布制定された工業標準化法によって始めら

れ,鉱 工業品の品質の改善,生 産能率の増進その他生産の合理化,取 引の単純公正化及び使用又は消

費の合理化など多方面に成果を挙げなが ら,我 が国産業経済発展の基盤として今日まで大 きな役割を

果してきたが,こ の間に工業標準化事業をとりまく環境 も大きく変わり,内 には我が国経済社会政策

の目標 も経済と国民生活の調和ある発展へ,外 には国際社会との協調的発展へと移行するに伴い,工

業標準化事業 もこれらの諸要請に応えるため,そ の果すべき役割の重要度は,ま すます増大 してきて

いる。

B標 準化の意義

一 般 に
,標 準 化 を行 うこ とに よ っ て得 られ る効 果 は,あ る製 品系 列 内は もとよ り,別 の製 品 系 列 と

の 間 の互 換 性 の確 保 か ら,生 産面 の 合 理 化 ・能 率 化 ひ いて は メ ー カ ーの 健 全 な競 争 を助長 し,技 術 の

進歩 を促 す こ と に あ る。 、

ま た,ユ ーザ ー への 使 用 選 択上 の 便 宜 の 提供 や,品 質 の 保 証 な ど使 用上 の メ リ ッ トが得 られ る と こ

ろ に あ る。

この よ うに メー カー,ユ ーザ ーへ の 期 待 効果 を背 景 に しな が ら も,電 子 計 算 機 並 びに情 報 処 理 関 係

に お け る標 準 化 の動 向 をみ た と き,電 子 計 算機 の初 期 の 段 階 で は技 術 的変 遷 途 上 に あ った こ と と,こ

の産 業 が もつ 本 質 的 な多 様 性 の た め に,一 部 の 例外 を除 き余 り活 発 とはい えな か っ た。

しか しなが ら,今 日の よ うに他 の 産 業 に比 して類 例 の ない 発展 の過 程 と多様 化 が 進 む に つ れ て,メ

rカ ー及 びユ ーザ ー に共 に不都 合 な点 が 増大 し,互 い に不 利益 を被 る こ とが 明 らか にな り,更 に は電

子計 算 機 の利 用技 術 か ら派 生 した情 報 処 理 の普 及 と高 度 化 とが相 ま って,各 種 ・各 方 面 の標 準 化 の 必

要 性 が よ り高 ま って きた。

す な わ ち,一 つ の情 報 処 理又 は情 報 交換 の た め の シス テ ム を考 えて み た場 合,そ の シス テ ム を構 成

す る多 数 の機 器 につ い ての 選 択性 を容 易 にす るた め に は,個 々 の機 器 につ い て は勿 論 の こ と機 器 相 互

間 の接 続 条 件 の標 準 化 が,ま た,技 術 者 の 教育 や流 動 性 を確 保 す るた めに は,ハ ー ドウ ェア及 び ソ フ

トウ ェア両 面 にわ た る標 準 化 が,更 には 情 報 の交 換 を容 易 に行 うた め に各 種 の デ ー タ コー ド及 び デ ー

タ様 式 の標 準 化 が必 要 とな る。
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ま た,多 数 の 情 報 処理 シス テ ム を結 ぶ情 報 処 理 ネ ッ トワ ー クの形 式 を考 えた場 合 に は,一 つの 情報

処 理 シス テ ム での標 準化 の ほか に,通 信 回 線 の 利 用方 法 を も含 む広 範 な事 項 に わ た る標 準化 の 達 成 が

必 要 条 件 とな る。

この よ うに,全 般 的 な情 報 処理 シス テ ムの 発展 の た め には,標 準 化 を図 る ことが 最 も基 礎 的 に して

不 可 欠 な要 件 で あ り,ま た,そ の 促進 の た めに も極 め て緊要 で あ る とい え る。

電 子 計 算 機 及 び情 報 処 理 に関 す る標 準 化 の 意義 につ いて 考 え てみ た場 合,具 体 的 に は(1)シ ス テ ム

の 修正,変 更 及 び保 守 な ど を容 易 に し,② シス テ ムの 運営 や管 理 とそ の評 価 を容 易 に し,技 術 の 向上

や 将 来 の 発 展成 長 の基 礎 とな り,(3)異 な る シス テ ム間 の情 報 交 換 を容易 にす る,な どの点 が 挙 げ られ

・る。

C標 準化の特徴 とその問題点
{

a標 準 化 の 特徴

前 述 の よ うに,一 般 の 鉱 工業 製 品 の 標 準 化 の効 果 と情 報処 理 関 係 の標 準 化 の 効果 とは,基 本 的 に は

な ん ら相 違 す る点 は な い が,そ れ 自体 の もつ 特徴 と して,次 の点 が 考 え られ る。

(D電 子 計 算機 本 体 を始 め と し,各 種 入 出 力装 置,高 速 印字 装 置,各 種 補 助 記 憶 装置,パ ター ン認

識(処 理)装 置 及 び通 信 回線 を介 しての 端 末 入 出力 装 置 な ど,極 めて複 雑 で精 密 な機 械 群 で構成 され

る シス テ ム で あ る こ と。

(2)適 用 業 務 に対 す るプ ロ グ ラ ムな ど,ソ フ トウ ェア に関 しては,シ ス テ ムの 目的 に よ って利 用者

:が自 ら創 造 開発 しな けれ ば な らず,現 在 は利 用方 法の 開発 が電 子 計 算機 の進 歩 発展 に,更 に いい換 え

れ ば情 報 処 理 装 置 の 進歩 発 展 に比 べ て遅 れ て い る と もいわ れ,こ の よ うに機 械 と使 い方 の相 関 性 が密

接 な もの で あ るこ と。

(3)需 要 分 野 の 拡大 に伴 い,関 連 企 業 間 の 競争 が激 し く,ま た技 術進 歩 の 最 も著 しい分 野 で あ り,

シ ス テ ム を構 成 す る機器 が それ ぞ れ1社 又 は数社 に わ た り分業 独 立 して,生 産 ・開 発 が進 め られ て い

る こ と。

(4)通 信 回線 との 結合 に よ り広 域的 な情 報 交換 ・処 理 を行 うよ うな一 大 総 合 体 系 と して,各 種 の情

報 交換 が行 わ れ る こ と。

以上 の よ うな特 徴 ・特 質 を もつ 情報 処 理 関 係 の標 準 化 は,従 来 の 鉱 工業 製 品 の 規 格化 とは若 干 異 な

る 性 格 を もっ て お り,そ れ ぞ れの 規格 相 互 間 にな ん らかの 関 連 性 を もた せ な が ら,有 機 的 に進 めて い

か な けれ ば な らな い。

b標 準化の問題点
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上 記 の よ うに,ハ ー ドウ ェアの 面 に お け る標 準 化 は,単 一 部 品 や単 一 機 械 だ けで は な く,機 器 又 は二

それ らの 組 合 せ全 体 か らみて 考 えな け れ ば な らず,そ の対 象 は複 雑多 岐 に わた る もの で あ る。

ま た,ソ フ トウ ェア の面 か らはハ ー ドウ ェ アの技 術進 歩 と相 ま って,利 用 面 での技 術進 歩 が 図 られ

るべ き もの で あ り,一 定 の ドク メ シ トと して記 録 表 現 され た上 で な けれ ば な らな い。

更 に,こ れ ら両 者 の組 合 せ で構 成 され るシス テ ムは,利 用 目的 や そ の レベ ル に よ って多 様 性 が あ

り,そ の統 一 には か な りの努 力 と研 究 を要 す る と こ ろで あ り,標 準 化 を推 進 す る に当 って は,次 の 間'

題 点 が 列挙 され る。

(1)余 りに早 期 な標 準 化 を行 うこ とに よ って,技 術 進歩 を 阻害 す る こ とは避 け な けれ ば な ら な いv

が,ま た,逆 に時 期 を失 す る こ とに よ って多 種 多 様 な既成 事 実 に よ る困難 さを来 た す の で,技 術 進 歩

につ いて の的 確 な将 来 展望 の基 に計 画 的 に進 め な け れ ばな らな い こと。

(2)国 際的 な標 準 化 の方 向 を見 失 うこ とな く,国 内の標 準 化 を進 めて い か な けれ ばな らな い が,国

際的 な標 準化 の確 立 を ま って 国 内の 標 準 化 を行 う とい った 受動 的 な姿 勢 で あ っ て は,我 が 国 の 国益 に.

も反 す る場 合 も生 じる ため,積 極 的 に国 際標 準 化 機 構 との 調 整 を図 りなが ら進 めて いか な け れ ば な ら・

な い こ と。

(3)標 準 化 に際 して は,そ の適 用 範 囲 の 広 さに比 例 して 利 害 関係 の 範 囲 が広 が るこ と もあ るた め,

電子 計 算 機 メー カー,ソ フ トウ ェア企 業 及 び多数 の ユ ーザ ー な どの広 範 な関 係者 の協 力 を求 め て,意

見 の 調整 を行 わ な けれ ば な らな い こ と。

D標 準化の現状

前 述 ま での よ うな諸 背景 の基 に,我 が 国の 標 準 化 は 国際 標 準 化 機構(ISO:InternationalOrgani'・

zationforStandardization)の 動 向 を勘 案 しな が ら,ま た,我 が 国の 国 内事情 か らみて 必 要 な分 野 に

つ い て は,独 自 に標準 化 を進 めて い る。

な お,以 下 に国 際標 準 化 活 動 及 び 国 内 にお け る標 準 化 活 動 につ い て述 べ る。

a国 際標 準 化 活 動

標 準 化活 動 につ い て の 国際 機 関 の一 つ として,1947年 に組 織 化 され,現 在 我 が 国 も 含 め て70か 国1

(55のMemberと15のCorrespondentMemberで 構 成)が 加入 して い るISOが あ る。

我 が 国 で も海 外 諸 国 との標 準 化 に関 す る技 術 的交 流 の重 要 性 か ら,閣 議 決 定 に基 づ い て 日本 工業 標

準 調 査 会(JapaneseIndustrialStandardCommittee:JISC)が1952年 に加入 し,1969年 には理 事 国・

の一 員 に選 出 され大 い に活 躍 して きて い る。

国 際標 準化 活 動 へ の参 加 は,我 が 国 の標 準 化 に対 す る諸 提 案 を国際 規 格 に反 映 し,ま た,国 際 的 な

規 格制 定 の動 向 を的確 に把 握 す るな ど技 術 情・報 の収 集 を行 う こ とに よ って,国 際的 視 野 にた って 日本
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工 業 規 格(JapaneseIndustrialStandard:JIS)の 制 定 を進 め,JISの 国際 性 の 向上 に資 す るた め に

も極 めて 重要 な こ とで あ る。

更 に は,開 放 経 済 体 制 下 に あ っ て は,'国 際 標準 化 活 動 の必 要 性 は ます ます 高 ま って きて お り,我 が

国 を始 め と し加 入 各 国 は 国 際標 準 化 事 業 の もつ意 義 並 びに その 重要 性 を よ く認 識 し,そ の参 加 活 動 は

年 々盛 ん に な り,ま た,積 極 的 に な って きて い る。

ISOは,現 在154の 専 門委 員 会(TechnicalCommittee:TC)を 有 し,こ の下 に専 門 的 事項 を調 査

審 議 す るた め,必 要 に応 じて分 科 会(SubCommittee:SC)や 作 業 委 員 会(WorkingGroup:WG)

が 設 け られ て い る。

各 会 員 団体(MemberBody)は,い ず れ のTCに も自由 に参 加 す る こ とが で き,こ の 際の 参加 資

格 は,① 積 極 的 に参 加 して投 票 権 を行使 で き るPメ ンバ ー(participation),② 資 料 の 提供 を受 け,か

つ 会 議 に 出席 で き るが投 票権 の な いOメ ン バ ー(ObserveMember),③ 会 議 に 出席 で きず,か つ,資

料 の提 供 も受 け ないNメ ンバ ー(NonMember)と に分 かれ る。

国際 規 格(lnternationalStandard:IS)が 作成 され る手 順 はTC又 はSCが そ れぞ れ 会 議 を 主 催

し,ま ず業 務 を調 整 す る幹 事 国(Secretariat)か ら各 会員 団体 か らの 資料 及 び他 の 方 面 か らの情 報 を

基 に した提 案(DraftProposal:DP)か ら始 ま り,こ のDPが 所 定 の ル ール を経 て審 議 され,会 員 団

体 に よ り承 認 を得 た もの は 国際 規 格 案(DraftInternationalStandand=DIS)と な り,更 に最 終 的 に

・会 員 団 体 の 大多 数 の 賛 成 が得 られ た場 合 に は
,ISと な る。 た だ し,DISが 最 終 的 に会 員 団体 の 大 多

数 の賛 成 が 得 られ な い場 合 に は,ISと せ ず 技 術 報告(TechnicalReport:TR)と す るこ とが で きる

,ように な って い る。

3-|-1図lSO・TC97(国 際標 準 化 機構 ・第97技 術 委 員 会)組 織 図

ISOTC97
電子計算機と
情報処理

アメ リカ

1
1・ランス レ ランス ト イ・ 1ア メ1け 1ア刈 力 1・ウ・一デ・1

SC7

コンピュー タシステム

馴 ドキュメンテーション

SC8

数 値 制 御

SCI

用 語

SC2
文字セッ ト
とコー ド化

SC3
キャラクタと
マー ク認識

SC5
プログラム
用言語

SC6

デー タ通信

イギリス ドイツ アメリカ アメリカ

1

ドイツ ア メ リカ
1イ ギ`」

SC15
ラベル と
ファイル構成

SC9
数1直制御用
プログラミング言語

SCIO
磁気ディスク
パ ック

SC1】
コンピュータ用

磁気テープ

SCI2
計測用
磁気テープ

SC13

VOイ ンタフェイス

SCI4

デー タ コー ド

,e1・ 図 中 添 記 の 国 名 は,各 グル ー プ の と りま とめ を行 う幹 事 国 を示 す 。

2.SCは 分科 会 を 示 す 。

.3.SC4は 欠 番 で あ る。
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1SOの 中 で電 子 計 算 機 と情 報処 理 を担 当 して い るの はTC97で,そ の 組織 は3-1-1図 の とお り

で あ るが,我 が 国 はTC及 び各SCにPメ ンバ ー として 積極 的 に会 議 に出席 し,1974年 にはTC97の 会

議 が ス イス で,ま たSCI(ス ウ ェ ー デ ン),SC6(東 京),SC6/WG1(イ タ リア),SC6/WG3(パ リ)

SC6/WP2(東 京),SC10(西 ドイ ツ),SC11(ア メ リカ)SC12(ア メ リカ),SC13(ア メ リカ) ,SC

14(東 京),SC15(西 ドイ ツ)の 会 議 が開 催 され47名 の 代 表 が 出席 し活 発 な意 見 交換 を行 って きた 。

特 にSC6並 び にSC14に つ いて は,東 京 で会 議 が 開催 され,参 加 国 か ら多 数 の 代表 を迎 え成 功 裡 に

多 くの 議決 を行 って 終 了 した。

また,SC13に つ い て は 日本 か らの 積極 的 な提 案 が実 を結 び,1/Oイ ン タ フ ェー ス の標 準 化 につ い

て 積 極的 に取 組 む態 度 が 打 出 され るな ど多 大 の 効果 を上 げて い る。

な お,現 在 まで にTC97関 係 でISO推 薦 規 格(ISORecommendation:ISOR)又 はISと な って

い る もの は58件,DISと な って い る もの が30件 とな って い る。

b国 内に お け る標 準 化 活 動

(1)JIS制 定 の 機 構 と手 続 き

JISの 審 議 は,初 め に も述 べ た よ うに工 業 標 準 化法 に基 づ いてJISCに お いて行 わ れ,JISCの 議 決

を経 た後,主 務 大 臣 に よ って 制定 公 示 され る。

JISCに は,こ れ らの業 務 を行 うた め に,総 合的 全 般 的 な事 項 を審 議 す る標 準 会 議 の 下 に,各 部 門別

に調 査 審 議 す るた めの 部 会(29部 会),更 に そ れぞ れ の部 会 ご とに専 門 分 野 別事 項 を調 査 審 議 す る た

め の専 門 委員 会 が設 置 され て お り,電 子計 算 機 と情報 処 理 に関 す る規 格 を調 査審 議 す る情 報 処理 部 会

に は,現 在30の 専 門 委 員 会 が所 属 し,ハ ー ドウ ェアか らソ フ トウ ェア に至 る各事 項 につ いて 審議 が行

わ れ て い る。

そ の組 織 体系 は,3-1-2図 の とお りで あ る。 、

な お,JISCに 付 議 され るJIS原 案 は,① 主 務 大 臣 に よ っ て調査 作 成 され る場合 ,② 国 が 関係 団体 に

調 査 作成 を委託 す る場 合,又 は③ 利 害 関係 者 が原 案 を具 してJIS制 定 を主 務大 臣 に 申 し出 る場 合 な ど

が あ るが,現 状 で は,主 に国 が 関係 団 体 に原案 作 成 を委託 す る例 が多 く,電 子計 算 機 と情 報 処理 関係

で は(社)情 報処 理 学 会,(社)日 本 電 子 工業 振 興 協 会並 び に(財)日 本 情 報 処理 開発 セ ン ター が こ

れ に当 っ て い る。

(2)、JIS制 定 状 況

JISは,基 本 的 に は国 際 規 格 との整 合 性 を図 るた め にISOでIS又 はDISと な っ た もの を基 に,我

が 国 の 国 内事 情 を考 慮 す る と共 に,国 内の 社会 的 又 は経 済的 ニ ーズ によ っ て独 自の立 場 か ら自主 的 な

規 格 の制 定 を行 っ て きて い る。

情 報処 理 関 係 のJISは,1951年 か ら52年 にか けて約180語 を収 容 し た計 数形 計 算 機 用 語 か ら始 ま り,
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3-1-2図 情報 処理に関する標準化の手続き(工 業標準化事 業の構成図)

(1952年 加 入)

ISO

国際標準イヒ機構

l
TC97

(1953年 加 入)

IEC

国際電気標準余類

」

ぷ

篇

拷
責
会

工鋲 術篇

本 工 菜
単 調 査 会

豊情 宣欝
欝 換 雀 記

統 ξ,・ 塁 ・:

専 専 尊 卑 専 尊 卑 専 専

専'プ 委 萎 萎 委 萎 萎 委 委 委 委 委 委 委記
事 養

蚕 会 合 全 会

会 式 責 全書 会

費
会

　 ザ
専 委 委 委

委 会 会

1967年 に電 子 計 算 機 プ ログ ラム用 言 語FORTRAN及 びALGOLが 制 定 され た の を機 と して本 格 的 に始

め られ,そ の後1969年 以 降 に情 報 交 換 用 符 号,同 符号 の 紙 テ ー プ及 び磁 気 テ ー プ上 で の表 現,磁 気 テ

ー プ の ラベ ル とフ ァイ ル構 成,情 報 処 理 用 語 な どか ら 日付 の 表示(コ ー ド),時 刻 の 表 示(コ ー ド),

市 区 町 村 コー ド,都 道 府 県 コー ドな どの デ ー タ コー ドにわ た る基 本 的 なJISが 逐 次制 定,整 備 され て

きて い る。

現 在 まで に制 定 され た規 格件 数 は57件 とな って お り,そ の 内訳 け は用 語 及 び一 般 関 係4件,文 字 セ

ッ トと コー ド化 関 係7件,文 字 認 識 関係4件,入 出 力 関係(媒 体 を含 む)15件,プ ログ ラ ム用 語 関 係

14件,デ ー タ伝送 関係2件,デ ー タ コー ド関 係11件 とな って い る。

昨年 制 定 され た主 な規 格 は,情 報 交 換 用 符 号の 拡 張法,情 報交 換 用 磁 気 カ セ ッ トテ ー プ及 び 同情 報

記 録 様 式,光 学 文 字認 識 の た めの 印 字仕 様 及 び同交 換 用 符号 な どで あ る。

また,和 文 情 報 を英 数 字 及 び片 仮 名 な どに変換 す る こ とな く,我 が 国 の 日本 語情 報 処 理 の健 全 な育

成 と円 滑化 を図 るた め に,情 報 交換 の た めの 漢字 符 号 の標 準 化 に関 す る調 査 研 究 が工 業 技 術 院 の委 託

に よ り(財)日 本 情 報 処理 開発 セ ン タ ーで1974年 度 を初 年度 とす る3カ 年 計 画 で 実施 されて お り,初

年 度 に は主 と して基 本 的事 項 の検 討 が 行 わ れ,基 本 的 には7単 位2バ イ ト方 式 とし符 号 の拡 張 法 を適

用 す る こ と と し多 大 な成 果 が上 げ られ,各 方 面 か らその 成 果 に対 して大 い な 関心 が 寄 せ られて い る。
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E今 後の標準化の方針 と方向

情 報 処理 関係 の標 準 化 は,そ の対 象 が 用 語,符 号(コ ー ド),各 種 入 出力機 器,プ ログ ラ ム用 言

語,デ ー タ伝 送 及 び デ ー タ コー ドな ど,ハ ー ドウ ェア か らソ フ トウ ェア に至 る実 に広 範 な分 野 に わ た

り,更 には メ ー カー,ユ ーザ ーそ れ ぞ れ に グ ル ー プ内 で の利 害 関 係 もあ るた め,こ れ らを統 一 的 に し

か も方 向 を誤 らず に進 め て い くこ と は非 常 に むず か しい こ とで あ る。

しか し,国 際 的 動 向 と技 術 革 新 の急 速 さ,関 連 分野 の広 範 さ,規 模 の 巨大 化 傾 向 に対 処 して,標 準

化 は健 全 な情 報 化 社会 の建 設 を に な う上 に必 要 不 可欠 な基 礎 的 要 件 で あ るた め,今 後 の標 準 化 の 基本

的 方 針 として,次 の 点 に留 意 して進 め る必要 が あ る。 す な わ ち

(1)国 際 的 な 動 向,特 にISO/TC97(電 子 計 算 機 と情報 処理),TC95(事 務機 械)並 び にTC46

(ド ク メ ンテ ー シ ョ ン)な どの 動 向 を勘 案 して,極 力 そ の協 調 と整 合 性 を図 る。

(2)我 が 国 固有 の 問題 に関 して は,従 来 の慣 習 に と ら わ れ ず,弾 力 的 かつ 先 導 的 に標 準 化 を進 め

る。

(3)技 術 の 開発 と進 歩 向上 の 阻 害 にな らぬ よ う,標 準 化 の 時期 を効 果 的 に と らえ る。

(4)標 準 化 の真 の活 用 を配慮 して,利 害 関係 者 間の 十 分 な調 整 と合 意 に努 め る。

以 上 の 点 を配 慮 しなが ら今後 の情 報 処 理 の進 展 に応 じて,そ の基 盤 を整 備 す る上 か ら標 準 化 に際 し

て の技 術 的 課 題 は ます ます 増 大 して く る もの と考 え られ,新 製 品 の動 向又 は技 術 開 発 の成 果 な どの技

術動 向 に十 分 な意 を払 い,必 要 に応 じて標 準 化 に 関 す る国及 び民 間 に お け る調 査 ・研 究 な どの 施 策 を

講 じて,体 系 的 か つ 計 画的 に進 めて い か な け れ ば な らな い 。

な お,JISCの 「工 業標 準化 推 進 長 期 計画 の策 定 に関 す る建 議 」 を受 けて,工 業 技 術 院 が 関 係 各省 庁

との 意見 調 整 を行 って1974年4月 に策 定 され た 「工業 標 準 化 推 進 長 期計 画 」 に は,「 産 業 の 発 魔 力強

化 と発展 基 盤 の 培 養 に必要 な もの 」 の 柱 の一 つ と して,「 情 報 処 理 の 円 滑 化 に関 す る分 野 」 が と り上

げ られ,今 後 の標 準 化 の 指 向 を次 の 点 と して い る。

① 情 報 処理 を取 り扱 う上 で 必要 な基 本 的 用語 及 び試 験 方 法

② 入 出力 装 置,入 力 用 各種 カ ー ド類 等 情報 を処 理 す るた め の ハ ー ドウ ェ ア

③ 情 報 交換 用符 号 等 情 報 の形 式 に 関す る もの。

④ デ ー タ伝 送 関 係

⑤電 子 計 算 機 用 プ ログ ラム言 語及 び ソ フ トウ ェア

⑥ コー ド,POS符 号,取 引 伝票 等 情 報 の 表現 に 関す る もの

⑦ 電 子 計算 機 の 環境,完 全 条 件
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8経 済企画庁における高度の電算機利用

Aは じめに

当庁 は,経 済 政 策 の 総合 調 査 ・国民 生 活 の 安 定 向上 に関 す る政 策 お よび物 価 政 策 の 企画 立 案 ・経 済

計 画 の 策 定,内 外 経 済 動 向 の調 査 分析 等 を主 要 任務 とす る官 庁 で あ る。

しか し,今 日の 社 会 は複 雑 化 ・多様 化 し,か つ速 い テ ン ポで絶 え間 な く変 化 して い る。 その た め 以

上 の 任 務 を遂 行 す る た めに は,判 断 の た めの 適 確 な 資料 を タ イ ミン グ よ く入 手 す る必 要 が あ り,そ の

こ とは電 算機 に よ る大 量 の デ ー タの 迅速 な処 理 を不 可 避 とす るの で あ る。(3-1-26表,各 局 の主

な 電 算 機 利 用業 務 参 照)

当庁 にお け る高 度 な電算 機 の 利 用 例 と して は,以 下 の2点 が挙 げ られ る。

B経 済分析 用 デ ー ターバン クシステ ムの利用

今 日,す べ て の 組織 は情 報 の 多様 化 と氾 濫 の 申 で,そ の 組織 の 抱 えて い る問 題 へ の,正 確 か っ迅 速'

な 対応 を迫 られ て お り,当 庁 に お い て も短 期 の経 済 政 策 に必 要 な,景 気 分 析 関 連 の経 済時 系 列 デ ー タ

等 を有効 か っ,効 率 的 に利 用 す べ く,い わ ゆ るAIS(AdministrativeInformationSystem)の 採 用 が

i問題 とな っ た。

そ こで,1971年12月 大型 電 子 計 算 機(FACOM230'60)の 導入 に伴 い,そ れ ま で 準 備検 討 を重 ねて い

た デ ー タ バ ン ク構 想 を実 現 し,共 通 的 に使 用 され る経 済分 析 用 時系 列 デ ー タ を収 納 す る デー タ バ ン ク

シ ス テ ム を開 発 し,景 気動 向指 数 作 成等 の景 気 分析 業 務 や,日 本経 済指 標 等 の 公刊 物 の 出版 業務 に使 用

・して い る。(3-1-27表,デ ー タ バ ン ク収 納 系 列一 覧,3-1-28表 ,デ ー タバ ン ク収 納 デ ー タ数参 照)

当庁 デ ー タバ ン クシス テ ムに特 徴 的 な こ とは,単 な るデ ー タの 収集 ・蓄 積 ・検 索 の機 能 だ け で な

く,経 済 時 系 列 デ ー タの 高 度 な処 理 ・加 工 の た めの 機 能 が付 加 され て い る こ とで あ る。す なわ ち,電

算 機 や プ ログ ラ ミング を,ほ とん ど知 らない 庁 内一 般 利 用者 が,容 易 にか っ 効 果 的 に,経 済分 析 等 の

高 度 な デ ー タの処 理 ・加 工 の で き るデ ー タバ ンク利 用 シス テ ム と して,(1)エ ドラス② ア イ リー ン(3)フ

ァス チ ル 等 が開 発 され,現 在 利 用 に供 され て い る。,

(1)エ ドラス(EconomicDataRetrievalandApplicationSystem)

デ ー タバ ン クか らの デ ー タの加 工 ・検 索 ・メ ンテ ナ ンス の他 に,そ れ らの 結 果 の 検 討 ・報 告書 の作

成 に,簡 単 な指 示 で行 な え る レ ポー トライ タ ー機能 が付 加 されて い る。 ま た,大 量 デー タの メ ンテ ナ

ン ス 用 と してM・EDRASが あ り,経 済 分 析 の た めの 汎 用 デ ー タ処理 シス テ ム と して の機 能 を有 して
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い る。

更 に会 話 型 のT・EDRASも 併 せ て 開 発 され て お り,デ ー タの検 索 ・加 工,季 節 調 整 や最 小 自乗 法

等 の比 較 的 高 度 な時 系 列 デー タ処 理 を,端 末 か ら会 話 形 式 で試 行 錯 誤 的 に行 な うこ と もで きる
。

(2)アイ リー ン(1・f・・m・ti・・R・t・i・valSy・t・mi・E・ …mi・Pl・nni・gAg。n。y)

経 済 時 系列 デ ー タ を頻 繁 に取 り扱 う場 合,デ ー タ の メ ン テ ナ ンス ・加 工 ・分 析 ・作 図 ・作 表 等 の 複

雑 な プ ロ グ ラ ムをそ の都 度 作 成 す るの は 非 常 に大 変 な作 業 と な る。 ア イ リー ンは これ らの処 置 を統 一

的 に行 な う こ とが で き,ま た,経 済 分析 等 の種 々多 様 でか つ高 度 な処 理 を簡単 な指 示 方式 で行 な え る

よ うに な っ て い る。 ま た,定 型 的 な業務 に は,指 示 カ ー ドの カ タ ログ機 能 が あ り,公 表 数 値 作 成 の た

め の季 節 調 整 法 の利 用 や,出 力 形 式 等 に つ い て,か な りの考 慮 が加 え られて お り,使 いや す い シス テ

ム と な って い る。

(3)フ ァス チル(FastEconometricLanguage)

デ ー タ の 検 索 ・加 工 ・季節 調 整 ・最 小 自乗 法 お よ び作 表機 能 等 を備 えた経 済 分析 専 用 コンパ イ ラー

言 語 で あ る。

利 用者 は,フ ァス チ ル言 語 を用 い て経 済 モ デル を容 易 に プ ロ グ ラ ミンで き,効 率 的 にモ デ ル シ ミュ

レ ー シ ョン を行 な う こ とが で き る。

会 話 型 のT・FASTEL・ も併 せ て 開発 され て お り,電 算 機 と会 話 しなが ら試 行 錯 誤 的 に経 済分 析 等

の 処理 をす る こ と も可 能 で あ る。

この よ うに フ ァス チ ル を利用 す る と,各 種 の 経 済 問題 を,モ デル シ ミュレ ー シ ョ ンの手 法 を用 い て

ダ イ ナ ミッ クに分 析 す る こ とが で き る。

以 上 の デ ー タバ ンク利 用 シス テ ム を用 い て,か な り複 雑 な デ ー タの 処理 ・加 工 ・分析 等 を行 な うこ

と が で き るが さ らに 当庁 の 経済 分 析 用 ア プ リケ シ ョン プ ログ ラ ムや メ ー カ提 供 の ア プ リケー シ ョンプ

ロ グ ラ ム を も利 用 す る こ とが で き る。

そ して,当 庁 デ ータ バ ン クの フ ァイ ル構 造 は,メ ー カ ー提 供 の アプ リケ ー シ ョン プ ロ グ ラ ムで扱 う

こ との で き るフ ァイル と同 じ構造 で あ るた め,デ ー タバ ン クの デ ー タ を直 接 利用 す る こ とが で きる よ

うに な って い る。

これ らの ア プ リケ ー シ ョン プ ロ グ ラ ムは ,当 庁 デ ー タバ ンク シス テ ム と一 体 とな って経 済 分 析用 デ

ー タバ ン ク シス テ ムを形 成 して お り
,当 庁 の高 度 な経 済分 析 業 務 を支 えて い る。(3-1-3図,経

済 企 画庁 の経 済分 析 用 デ ー タバ ン ク シス テ ム参 照)

Cモ デル シ ミュ レー ションに よる経 済分析業 務

前 述 の デー タバ ン ク シス テ ム を利 用 した業 務 は,時 系 列 分 析 を主 体 とす る景 気分 析 関連 の 業 務 で あ

る 。
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一 方
,当 庁 で は種 々の 計 量 モ デ ル(3-1-29表,経 済企 画 庁 の 主要 計 量 モデ ル参 照)を 用 いて,

経 済 の構 造 分 析 や 政 策効 果 分 析等 も行 な って い る。 計 量 モ デ ル と は,簡 単 に は,経 済 変 数 間 の関 係 を

経 済理 論 と統 計 理 論 を用 い て連立 方 程 式 化 した もの と言 うこ とが で き る。各 計量 モ デル プ ログ ラム は,

その 利 用 目的 に応 じて,各 々独 立 した プ ログ ラ ム と して 作 成 され,使 用 され て い るが,そ れ らは,通

常,以 下 の よ うな共 通 的 な 作業 手 順 を経 て作 成 され,使 用 され る。

(1)各方 程 式 の推 定

連 立 方 程 式 体 系 を構 成 す る各 々 の方 程式 を推 定 す る作 業 で あ り,各 経 済 変 数 間 の関 係 と して経 済理

論 か ら導 かれ た 関 数形 をあて は め,そ の 係数 を実 際 の デ ー タ を用 いて推 定 す る こ とに よ って各 経 済変

数 間 の 関係 を数 量 的 に確 定 す る作業 で あ る。

推 定手 法 と して 最 小 自乗 法,二 段階 最 小 自乗 法,制 限 情報 最 尤 法 等 が 用 い られ る。

② 方 程 式 体 系 の チ ェ ック

推 定 され た連 立 方 程 式 モ デル の 妥 当 性 を検討 す る作 業 で あ り,作 成 され た モ デル が,現 実 の経 済 構

造 を どの 程度 よ く反 映 して い るか を,モ デ ル シ ミュ レー シ ョンを行 な うこ とに よ って チ ェ ックす る作

業 で あ る。

(3)作 成 され た計 量 モ デルの 利 用

以 上 の 手順 を経 て計 量 モ デ ルが 確 定 す る と,そ れ を用 いて 将 来 の予 測 や 政 策効 果 の分 析 等 を 行 な

い,そ の 結 果 を経 済計 画 等 の企 画 ・立 案 にフ ィー ドバ ッ クす る。

近 年 の 計 量 経 済学 の発 達 と電 算 機 の 高速 化,大 型 化 に伴 い計 量 モデ ル は重 要 な経 済 分析 手 法 とな っ

て お り,当 庁 で も各 種 経 済 計画 の策 定 や,経 済 予 測 等,そ の 他 一 般 の経 済 分 析業 務 にか な り頻 繁 に使

用 されて い る。 ま た,計 量 モデ ル の他 に も,線 形 計 画 の手 法 を用 いた最 適 化 モ デル(タ ー ンパ イ ク)

や,シ ス テ ム ダイ ナ ミックス の手 法 を用 い た もの な ど も作 成 使 用 され て お り,今 後 も,こ れ ら高 度 の

経 済 分 析 業 務 は,質,量 と もに一 層 増 加 す る もの と予想 され て い る。
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各局の主な電算機利 用業務1975年

所管局 業 務 名 内 容

調 整 局 経済見通 し,基 礎資料 各種推定,予 測,集 計

作成
} ,

国民生活局 生活 白書基礎資料作成' 各種推定,予 測1

その他,社 会 調 査 等: アンケー ト集 計,数 量 化理論等 による分析
,

物 価 局 経済見通レ 基礎資料; 物価に関する集計分析

作成 産業連関分析等を用いた波及効果の分析,そ の他各種推定予測

その他,各 種物価分析 ・
:

「

総合計画局
,

各種経済政策立案,経: 産 業連 関 モ デル ・ 中 期 マ ク ・モ デ ル,タ ー ンパ イ クモ デ・レ,地 域

済社会基本計画策定等

の基礎資料;

モ デ ル等 各 種 経 済 モ デル の 作 成 ,:シ ミュ レー シ ョ ン

:
そ の他 各 種 推 定,予 測

づ
1

調 査 局 経済白書,年 間回顧, パイロ ッ トモデル,産 業連関表 を用いた分析,そ の他各種推定,

月例経済報告等の基礎

資料作成

予 測!
…

L

日 本 経 済 指 標 データバ ンクか らの検策 ・出力i印 刷 ・出版 ・集計 ・作欝

経済 変動観測資料
1

そ の 他 統 計 調 査

已 漸 究所
i

…

;社 会
・経 済 分 析

i

`

1

マ ス タ ー モ デル ・パ イ ロ ッ トモ デル 等 の作 成 ,シ ミュ レー シ ョン

等 に よ る分 析

社 会 シス テ ム分 析

{ その他,ク ロス集計,多 変量解析,数 量化
「 :

1

国民所得統計,国 民所
1

得統計速報 等 の 作 成`

理論 を用いた分析,各 種推定,予 測等
:

QE法 に よる推定 ・その他,各 種推定,予 測,集 計

;

{
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3-1-27表 データバ ンク収納系列一覧

一般経済データ

1・財政

・財政資金対民間受払な ど

2.金 融

'通 貨(日 本銀行勘定な ど)

・預金 回転率,金 利

・株式 など

3.産 業活動

・生産指数

・生産者出荷指数

・原材料消費,在 庫指数

・機械受注な ど

4.建 設

・発注者別受注額(43社)

・工事 消化

・建設受注な ど

5.建 築

・床面積

・工事費予定額な ど

6.輸 送

・国内貨物輸送量

・国内旅客輸送量な ど

7.商 業

・商業販売額指数

・商業販売額な ど

8.企 業

・法 人企業統計

・企業倒産

・売上計画 と実績な ど

9.貿 易 ・国際収支

・輸出入通 関実績

・対米貿易,貿 易指数

・IMF国 際収支 など

10.労 働,賃 金

・名 目実質賃金指数

・労働力な ど

11.家 計消費

・名 目家計消費指数

12.景 気動 向

・25系列 による景気動向指数

・企業経営者の見通 しな ど

物価関係データ

1.65年 基準卸売物価指数

・基本分類,特 殊分類

・品 目別指数

2・70年 基準卸売物価指数

・品 目別指数

・食料品

・非食料農林産物

・繊維製贔

・製材木製品

・パル プ,紙,同 製品

・金属素材

・鉄鋼

・非鉄金属

・金属製品

・電気機器

・輸送用機械

・一般精密機器

・化学製品

・石油石炭製品

・窯業製品

・雑品 目

3.消 費者物価指数

4.輸 出入物価指数

国 民 所 得 統計

1.基 本勘定

1.国 民総生産 と総支 出勘定

2.国 民所得分配勘定

3.個 人勘定

4・ 一般政府勘定

5・ 資本形成勘定

6.海 外勘定

皿・国民所得統計(主 要系列)

1・ 国民所得の分配

・雇用者所 得

・個人業種所得

・個人の財産所得

・法人企業か ら個人への移動

・国民所得

・法人所得な ど

2.国 民総支出

a.個 人消費支出

・家計支出な ど

b.政 府の財貨サー ビス経常

購入

c.国 内総資本形成

・総固定資本形成

・在庫品増加な ど

皿.原 系列 デー タ

6個 の基本勘定 と4個 の主要系列

表 を組 み立て るための原系列 デー

タ

(注)こ の原 系列52系 列 を用いて基本

勘定および主要系列表が推計 され

てい る。
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3-1-28表 デ ー タバ ンク収 約 デ ー タ数

総 数

(構 成 比)

財 政
金 融
生 産 出荷在 庫
投 資
機 械 受 注
建 設 工 事
建 築 着 工
輸 送

総 数

総 ⇒

12,096

(100.0)

85
114
331

2,112
494
84
150
33

原 系 列

8,383

61
74

177

1,063

247

42

75

23

%
100.0

0.7

0.9

2.1

12.7
2.9

0.5

0.9
0.3

流 通
企 業
貿易国際収支
労 働 賃 金
物 価
家 計 消 費
景 気 動 向
国 民 所 得

総 数

総 数

45

702

475

512

3,706

288

22

2,943

原 系 列

23

349

246

256

2,643

144

18

2,942

0.3
4.2

2.9

3.1

31.5

1.7

0.2

35.1

3-1-29表 経済企画庁の主要計量 モデル

モデル名称 所 管 特 色 ・ 目 的

中 期 マ ク ロ モデ ル 計画局
・中期予測 政策 シ ミ

ュ レーシ ョン用
・中期計画策定資料

産 業 連 関 モ デ ル 計画局

一
・産業連関分析用
・中期 マクロモデル と連動 させ ることがある

短期 予 測
パ イ ロ ッ トモデ ル

・研 究所 ・短 期 予 測,政 策 シ ミュ レー シ ョ ン用
・マ ス タモ デル 作 成 の た めの作 業用 と して 開 発 され た

短 期 予 測

,マ ス タ モデ ル 研究所
・短 期予 測 ,政 策 シ ミュ レー シ ョ ン用

1

3-1-3図 経済企画庁の経済分析用 データバ ンクシステム

(

データ

バンク

十
ll ll

`

大 量デ ー タ

メンテナ ンス用

汎用経済データ

処理システム

汎用経済統計

処理システム

経済時系列デー
タ分析用言語 コ
ンパイラ

M-EDRAS EDRAS IRENE FASTEL

1
/＼

経済分析用

データ
ファイル

＼＼.ノ

1
〔 ＼

ライブラリ用
作業領域

＼ ノ
1

経済分析用

ライブ ラ リ

富士通提供

統計アプ リケー
ションプログラム

最 小二乗法,

成 長 率

季 節調 整プ ログラム

産業連関分析

モデル シ ミュレーシ ョン

な ど

KEMPF/X

MULVA/X

PAS-I

TAFT

QUANTAS

など
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9国 税庁 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 の 現 況

Aは じ め に

わが 国 の 国税 納税 者数 は,経 済 の 高度 成 長 と共 に著 し く増 加 して お り,申 告 所 得 税 で1965年 分 を

100と す る と1973年 分 は194.6で あ る。取 引形 態 も益 々複 雑 化 また多 様 化 して お り,税 務行 政 の執 行 が

非 常 に むつ か し くな って きて い る。

一 方
,こ れ らの事 務 処 理 に従 事 す る職 員 の数 は,ほ とん ど増 加 す る見 込 み が な く,限 られ た人 員 に

頼 らざ る を えな くな って い る。 したが って,こ の対 策 と して,い か に して 事務 運 営 の 効 率化 を図 るか

が課 題 とな る。

この た め,国 税 庁 にお いて は,1961年 に コン ピュ ー タの活 用 につ いて の 検討 を始 め た。約5年 間 の

準 備期 間 を経 て,1966年 に コ ン ビ ュー'タが導 入 され,事 務 機 械 化 の第 一 歩 を踏 み 出 し たの で あ る。

B現 状

税 務 行 政 面 にお い て は,所 得 税 の 申告 処理 等 が大 量 の デ ー タ を処理 す る こ と とな るの で,そ の省 力

化 の た め の シス テ ム設 計 が まつ第 一 に手 が け られ た分 野 で あ る。 この結 果,1974年 度 末 では,東 京,

関 東信 越,大 阪 及 び名 古 屋 の 各 国税 局 管 内 の 主要 税 務 署 の 事務 を処理 して お り,そ の処 理 対 象 は全 国

納 税者 数 の約 半 数 を占 め るに至 っ て い る。

又,コ ン ピュ ータ の活 用 は,こ れ らの 事 務 省 力 化 の た めの ほ か に,コ ン ピ ュー タ の特 性 を生 か した

質 的面 の活 用 にっ い て も1966年 か ら研 究 を重 ね て お り,税 務行 政 執 行 の結 果 によ る効 果 の解 析及 び そ

の 解析 結果 の活 用 等 に つ いて も併 せ て検 討 が 行 わ れ て きた。

現 在,国 税 庁 で実 施 してい る シス テ ム は次 の よ うな もの で あ り,東 京 及 び大 阪 に そ れ ぞれ セ ンタ ー

を1か 所 ず つ有 し,HITAC8500モ デ ル5セ ッ トを使 用 して,バ ッチ に よ り処 理 して い る。

α)申 告 所 得税 の 事 務処 理 シス テ ム

申 告 所 得税 事 務 の う ち,申 告書 の整 理 ・分 類,申 告 額 の集 計,予 定 納 税 額 の計 算 等 の定 型 的 な事

務 処 理 を行 う。 又,確 定 申告 に先 立 って 送 付 す る申告 書 用紙 への あて名,予 定 納税 額 の記 入 等 も行

う。

(2)法 人 税 事務 処 理 シス テム

法 人 税 事務 の うち,申 告 期 限 が到 来 した法 人 の 抽 出,申 告額 の 検算 ・集 計 ・分析,申 告 書 未提 出



第1章 わが国の コンピュータ政策お よび情 報産業政策89

法 人 に対 す る督 促状,申 告 に先 立 っ て送 付 す る申 告書 用 紙 へ の あて名,中 間 申 告 額 の記 入 等 の 事務

処 理 を行 う。

㈲ 債権 管理 事 務 処 理 シス テ ム

申告 所 得 税 及 び法人 税 の 債権 管理 事 務 の 処 理 を行 う。 これ は,納 税 者 の 徴 収 決定 税 額,納 付税 額

を管理 し,督 促 状,滞 納 処 分 票 等 を作 成 す る もの で あ る。

(4)給 与 計算 及 び職 員情 報 管 理 シス テ ム

国税 庁 全 職 員(約5万 人)の 給 与 計 算,源 泉徴 収所 得 税 の年 末 調 整 等 の 一連 の事 務 処 理 及 び職 員

の 勤務 記録 等 の 管 理事 務 処 理 を行 う。

この ほ か,オ ン ラ イ ンに よ る次 の よ うな事 務 処理 シス テ ム を開 発 し試 験 的 に実 施 して い る。

(1)源 泉 所得 税 オ ン ラ イン ・シス テ ム

税 務 署 に お け る事務 処 理 で,源 泉 徴 収 所 得 税 の 納付 管理,納 付 催告 状 等 の 作 成 等 を行 う。 これ ら

は,税 務 署 に設 置 され た オ ン ライ ン端末 機 に よ り処 理 され る。

(2)情 報 管 理 オ ン ライ ン ・シス テ ム

種 々 の資 料情 報 を管 理 し,適 時 に情報 検索 す る もの であ る。

C今 後 の 問 題

以上 に述 べ た よ うに,国 税 庁 で は,1966年 に コン ピ ュー タ を導 入 して 以 来,事 務 の 省 力 化 を中心 と

した シス テムの 拡 充 が な され て きた が,大 量 デ ータ を一 時 期 に集 中的 に処 理 す る必要 が あ る等 の 国税

庁 業 務 の 特殊 性 を踏 ま えた うえで,今 後 の シス テ ム拡充 をいか に行 うべ きか につ い て,外 部 有 識者 の

意 見 を も参 考 に,次 の よ うな六 つ の シス テ ムの 構成 によ る新 シス テ ムの検 討 が行 わ れ て い る。

① 基 本 的事 務 作 業 を対象 とす る シス テ ム

② 判 断 を伴 う事 務 作 業 を支援 す る シス テ ム

③ オペ レー シ ョナル ・レベル にお け る意 思 決 定 を支 援 す る シス テ ム

④ 戦 術 レベル にお け る意 思 決 定 を支 援 す る シス テ ム

⑤ 戦 略 レベ ル に お け る意 思決 定 を支 援 す る シス テ ム

⑥ 納 税 者 に効 果 的 サ ー ビス を提供 す る シス テ ム

これ らの シス テ ムの うち,① か ら⑤ ま で は,国 税 庁 内部 の 事 務 処理 で あ るが,⑥ の シス テ ム につ い

て は,各 種 申 告書 作 成 の 際 の 必 要 デ ー タの 提 供 等 で あ り,今 後 開 発 して行 かね ばな らな い分 野 で あ

る。
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10大 学等 にお ける研究,教 育状況 と政策

Aは じ め に

近 年 にお け る科 学 技 術 の進 展 には 著 しい もの が あ るが,こ の 急 速 な 発展 を可 能 に した大 きな原 因 の

一 つ に電 子 計 算 機 の 開 発 と普 及 が あ る こ とは言 うま で もな い
。 大 学 にお い て も,工 学,理 学 を始 め と

し医 学,薬 学,農 学等 の 自然 科 学 の 分野 にお いて は もちろ んの こ と,経 済,経 営,商 学 等 の 社会 科学

の 分 野,心 理 学 等 の人 文 科 学 の 分 野 ,そ の他 の分 野 に お い て も電 子計 算 機 は欠 かす こ との で きな い も

の とな って い る。 この他 に も図 書館 や大 学 付 属病 院 の業 務 処 理 ,事 務 局 の 人事,給 与,学 務 関係 の事

務 処 理 に も一 部 電 子計 算 機 が 取 り入 れ られ,効 率 的 に使 用 され て い るが,今 後 の問 題 と して は,霜 子

計 算 機 を単 な る 「大 型 電 子 ソ ロバ ン」 と して 利用 す るだ けで な く,電 子 計 算機 の持 つ優 れ た能 力 を十

分 に生 か した 「情 報処 理 シス テ ム」 と して 活 用 して い くこ とが重 要 な課 題 とな るで あ ろ う。

B大 学などにおける電子計算機利用

a各 大 学 に設 置 す る電 子 計 算機 につ いて

1.現 在 まで の 経 緯及 び整 備 方 針

文 部 省 で は,国 立 大 学 に設 置 す る電 子 計 算 機 に っ い て は,こ れ ま で次 の よ うな方 針 で 整 備 を進 め て

きた。

(1)研 究 用 電 子 計算 機 に つ いて

研 究 用 計 算機 に つ い て は,原 則 と して学 内共 同利 用 とす る こ と と し,電 子計 算 機 を設 置 しよ う とす

る大 学 の 学 部 数,学 部 の種 類,研 究 者 数 ,過 去 の計 算 機 利 用 実 績 等 の要 素 を考慮 しなが ら中 型機 又 は

小 型 機 を設 置 して きた 。

しか しなが ら,大 学 で は ロ ケ ッ トの飛 し ょ う実 験 や人 工 衛 星 の 追跡 ,粒 子 加速 器 等 の 精 密 機器 を使

用 して の 各 種 研究,実 験 が 行 われ てお り,機 器制 御 や デ ー タ処 理 の た め の専 用 計算 機 を設 置 す る必要

が あ る場 合 も少 な くな いの で,こ の よ うな場 合 に は
,個 々の 状 況 を検 討 して専 用 計算 機 を設 置 して き

た 。

(2)教 育 用 電 子 計 算 機 に つ い て

大 学 に お け る情 報 処 理教 育 の重 要 性 につ い て は,改 めて こ こで述 べ るま で もな く,社 会 的 要 請 の強

い情 報 処 理 専 門 技 術 者及 び研 究 者 の 養 成 は もちろ んの こと,情 報 処 理 を専 攻 と しな い学 生 に対 す る一
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般 的 な情 報処 理 教 育 もこれ か らの時 代 に は欠 か せ な い もの と な って い る。 現 在,大 学 に は情 報 処 理 を

専 攻 す る学 生 のた め に 「情 報 工 学科 」 や大 学 院 に 「情 報 工学 専 攻 」 等 の 課 程 が設 け られ て お り,専 用

の 中 型計 算 機 を設 置 し,専 門教 育 が 行 わ れ て い るが,一 般 の学 生 に対 す る情報 処理 教 育 につ いて も,

1972年 度 に東 京 大 学 に 「教 育 用 計 算 機 セ ンタ ー」 が 設 け られ た の を始 め,室 蘭 工業 大 学,九 州 工業 大

学,1975年 度 名 古 屋 工 業大 学 及 び群 馬 工 業高 等 専 門学 校 に も学 内共 同 利 用 の 情 報処 理 教 育 セ ン ター が

設 置 され,情 報 処 理 教育 に効 果 を挙 げて い る。

(3)そ の他 の電 子 計算 機 につ いて

大 学 で は,研 究,教 育 の ほか に,図 書 館 にお け る図 書 の 受 入 れ,貸 出 し,目 録 の 作成,大 学 病 院 に

お け る保 険 関 係事 務 を始 め とす る各 種 会 計事 務,事 務 局 にお け る人事,学 務,会 計事 務 の計 算 機 によ

る処 理 が 一部 行 わ れて お り,今 後 の 本 格 的導 入 に備 えて 実 績 を積 ん で い くと と もに ,ソ フ トウ ェ アの

勉 強 や,よ りよ い利 用 方 法 に つ いて 検 討 が進 め られて い る。

2今 後 の整 備 計 画

文 部省 と して は,今 後 も従 来 の 方 針 に従 って 大 学 に お け る電 子 計 算 機 の 整備 充 実 を進 め て い く予 定

で あ るが,そ の さい,学 内共 同 利 用 の研 究 用 計 算 機 に つ い て は,原 則 と して大 型 計 算機 セ ンタ ー と通

信 回 線 で接 続 され た オ ン ラ イン ・デ ー タス テ ー シ ョン とす る予定 で あ る。

す な わ ち,こ の方 式 の採 用 によ り,各 大 学 に設 置 す る電 子 計 算 機 に従 来 どお りの パ ッチ処 理 を行 わ

せ る と と もに,大 型 計 算 機 セ ンタ ー の リモー トバ ッチ(ま た はTSS)ス テ ー シ ョン と して の機 能 を

持 た せ,大 型 計算 機 セ ンタ ーの 高性 能 の ハ ー ドウ ェア と豊 富 な ソ フ トウ ェア,各 種 デー タ フ ァイル を

居 なが らに して利 用 す る こ と を可 能 にす る もの で あ る。

な お,事 務 処理 用計 算 機 や 情 報処 理 を専 攻 と しな い一 般 の学 生 に対 す る教 育 用 計 算機 につ いて も,

オ ン ライ ン デ ー タス テ ー シ ョン とす る こ とに よ り,多 くの利 点 を生 か す こ とが で きるの で,今 後 この

点 につ いて も検討 が進 め られ る こ と とな ろ う。

しか し,情 報 処 理 関 係学 科 及 び大 学 院 の情 報 工 学 専 攻 に設 置 す る教 育 用 計算 機 につ い て は,学 生 に

対 して 電子 計 算 機 の 操 作 を させ,ハ ー ドウ ェア に関 して 十 分 な教 育 を行 うと と もに,オ ペ レー テ ィン

グ シス テム をは じめ,あ る程度 高 度 な ソ フ トウ ェア に関 す る教育 を行 う必 要 が あ るので,デ 一夕 ス テ

ー シ ョツ とす る こ とは困 難 で あ り
,独 立 した専 用 機 を置 くこ と にな るで あ ろ う。

b大 型 計 算 機 セ ン タ ー につ いて'

1現 在 ま での 経 緯

大 型 計 算機 セ ンタ ー は,全 国 の大 学 の 教 員 そ の他 の 者 に共 用 させ る施 設 と して,1966年 度 に東 京大

学 に設 置 され た の を始 め と し,現 在 で は,北 海 道 ・東 北 ・名 古 屋 ・京 都 ・大 阪 ・九 州 の7大 学 に 設
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置 され て お り,高 性 能 の ハ ー ドウ ェ ア と比 較 的 整 った ソ フ トウェ ア を備 え,研 究 者 か ら出 され る膨 大

な 計 算 依 頼 を処 理 す る と と もに,新 しい ソ フ トウ ェ アの 開発 に も努 め,学 術 の 進展 の た め に大 きな役

1割を果 して き た。

2稼 動 状 況

しか し,近 年 に お け る計 算 需 要 の著 しい増 加 に伴 い,セ ン ター の処 理 能 力 を越 え た計 算 依頼 が 出 さ

・れ る こ とが 多 くな って きて お り,各 セ ンタ ー と も余 儀 な く夜 間 運転 を行 って い るのが 実 状 とな って い

る。 特 に,例 年1～3月 に か けて の 最 繁忙 時 に は24時 間 運転 を行 う場 合 も珍 し くな い。 各 大 型 計 算機

・セ ン ター の稼 動 状 況(1974年 度)は3-1-30表 の とお りで あ る
。

3-1-30表 ×型計算機 センター稼動状況(1974年 度)

大 学 機 種 ∈ 憶容量働 時闘躍 議闘 処理件数1備 考

北海道 FACOM230-60 160kW 2,099 11.28 60,147 49.4～10

〃230-75 384kW 1,280 11.26 52,482 49.11～50.3

東 北 NEAC2200-700 2,557 9.21

〃2200-700 1,024kC 2,555 9.16 93,626

〃2200-500 3,081 11.13

東 京 HITAC8700/8800 3MB 6,151 16.31 409,473

名古屋 FACOM230-60 160kW 3,970 13.32 79,687

京 都 FACOM230-75

〃230-60

256kW

192kW

4,589

2,732

14.28

8.53 }・82・62・

大 阪 1.NEAC2200-700 1,024kC 4,004 13.26

2.〃2200-500 524kC 2,152 7.14 |3.〃2200-500 524kC 655 6.59 125,795 49.4～7

4.〃2200-500 128kc 292 4.13

　
49.4～7

2200-700 2,191 10.35 49.8～50.3

九 州 FACOM230-60 160kW 4,581 15.05 132,223

3今 後 の 整備 計 画

文 部 省 では,将 来 計 画 と して情 報 処 理 に関 す る全 国 ネ ッ トワー クの 形 成 を考 えて い るが大 型 計 算 機

セ ンタ ー は,そ の 中枢 機 関 とな るの で,今 後 も重 点 的 な整 備 充実 を図 る予 定 で あ る。

(1)教 育 ・事務 処 理 へ の 利 用

これ ま で,大 型計 算 機 セ ン タ ーは,「 大 学 の 教 員,そ の他 の者 に研 究 の た め 共用 させ る施 設」 と し

て設 け られ て い るた め,教 育 や 事 務処 理 の た め に利 用 す る こ とを しな か った 。

この た め,各 大 学 で は教 育 や 事 務処 理 の た め に独 立 した シス テ ムを別 に設 置 し,学 生 の 教育 や事 務

処 理 を行 って きた。 しか し,入 学 試験 事 務 の よ うに大 量 の事 務処 理 を定 め られ た 期 間 内 に確 実 に処 理

し な けれ ば な らな い よ うな場 合 には,大 学 に設 置 され て い る主 記 憶容 量 が 小 さい 事務 処 理 用 の 超小 型

計 算 機 で は,ハ ー ドウ ェ アの能 力 が 低 く,ソ フ トウェ アの面 か ら受 け る制 限 も多 い の で,こ れ を利 用
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す る こ とは 困難 で あ る。

また,既 設 の 研 究,教 育 用 計算 機 を一 時 的 に使 用 す る に して も,や は り能 力 の 面 や マ シン タ イ ムの

割 愛 等 の面 で困 難 な こ とが多 い の で,結 局,高 い計 算 料 金 を支 払 っ て民 間の 計 算 サ ー ビス会 社 に委 託

せ ざ る を得 な い場 合 が 多 くあ った。

そ こで,文 部 省 で は,研 究 の み な らず 教 育,事 務 処 理 を含 め た情 報 処 理 の た めの ネ ッ トワー クの形

成 に備 え る とい う意 味 も含 め て,1974年,国 立 学 校 設 置 法 施行 規則 を一 部 改 正 し 「大 学 の教 員,そ の

他 の 者 に,研 究 ・教 育 等 の た め共 用 させ る施 設 」 と し.教 育 や 事 務 処理 に も大 型 計 算 機 セ ンタ ー に設

置 され て い る大 型 計 算 機 を積 極 的 に利 用 す る方針 を明確 に した。

C大 学の学科の設置 など

情報 化 社 会 の 進展 に対 処 し,情 報 科 学 ・情 報 処 理 教 育 の振 興 を図 るた め,文 部 省 は1969年6月 以来

情 報 処 理 教育 に 関 す る会 議(主 査 山内二 郎 氏)を 設 け,情 報 処 理 教 育 の 振 興 方策 につ いて 検 討 を進 め

て い たが,1972年5月,同 会 議 か ら 「情 報 処 理 教育 振 興 の基 本 構 想 」 につ い て最 終 報 告 が 出 され た。

文 部 省 で は,こ の 報 告 に基 づ き,関 係 大 学 院専 攻 課 程 の設 置,関 係 学 科 の増 設,研 究 施設 の新 設 等

各 種 の施 策 を講 じて きた 。

a大 学 院 専 攻 課 程 の 設置

大 学 院 情報 関係 専 攻 課 程 は,1975年1月 現 在,修 士 課程13専 攻(国 立11,私 立2)入 学 定 員209人

(国立191,私 立18),博 士 課 程4専 攻(国 立3,私 立1)入 学 定 員28人(国 立24,私 立
.4)で あ る

が,1975年 度 に は,国 立 大 学 につ い て次 の専 攻 課 程 を設 置 す る こ とと した。

静 岡大 学(工)情 報 工 学 専 攻(修 士 課 程)入 学 定 員8名

九 州工 業 大 学(工)情 報 工学 専 攻(修 士課 程)入 学 定 員8名

北 海 道 大 学(工)情 報工 学 専 攻(博 士 課 程)入 学 定 員9名

東北 大 学(工)情 報 工 学 専 攻(博 士 課 程)入 学 定 員9名

名 古屋 大 学(工)情 報 工 学 専 攻(博 士 課 程)入 学 定 員8名

な お,上 記 の ほか,独 立 専 攻課 程 の整 備 と して,東 京 大 学(工)情 報 工学 専 攻 に1基 幹 講座 の増 設

を行 うこ と と した。

b学 科 ・講 座 な どの 設 置

情 報 処 理 関 係 学 科 は,1975年1月 現 在,大 学 にお いて は,32学 科(国 立23,公 立1,私 立8)入 学'

定 員1,574人(国 立1,024,公 社60,私 立490),短 期 大 学 にっ い て は,6学 科(国 立4,私 立2)入 学

定 員215人(国 立160,私 立55),高 等専 門学 校 につ い て は,2学 科(国 立 の み)入 学定 員80人(国 立 の

み)で あ るが,1975年 度 には,国 立 大 学 等 につ い て次 の学 科 の 新 設及 び改 組 を行 うこ と と した。

岩 手大 学(工)情 報 工 学 科 入学 定 員40名
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東京大学(理)情 報科学科 人学定員15名

福井大学(工)情 報工学科 入学定員40名

儀賀大学(経)管 理科学科 入学定員40名

滋賀大学(経 短)経 営学科経営情報処理専攻 入学定員40名

なお,修 士講座1講 座,学 科目2学 科目を増設することとした。

c教 育の資質向上 、

情報処理教育体制の充実を図るため,1975年 度 も引 き続き在外研究 ・内地研究員制度を活用するほ

か,高 等専門学校の教員に対し情報処理教育講習会を開催し担当教員の養成に努めること として い

る。

D高 等学校における施策

高等学校については,情 報処理教育に重点をおく情報処理科(商 業学科)及 び情報技術科(工 業学
↓

科)に 対 し電子計算組織を含む実験実習施設 ・設備を整備するのに必要な経費の一部を補助 している

が,情 報処理教育 をできるだけ多 くの高等学校において実施できるように特別設備費として,1974年

度から情報処理科以外の商業学科に,1975年 度か らは情報技術科以外の工業学科に超小型電子計算組

織 を整備す るための予算を計上した。

また,各 部道府県(指 定都市)に 対し高等学校の生徒の実習及び教員の研修の中心となる情報処理

教育センタ7の 設置を促進するため,こ れに必要な施設 ・設備の整備について も補助している。'

1974年 度までに28府県(市)に 設置されているが1975年 度においては,新 設2か 所分の予算が計上

された。
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11農 林省におけ る情報化政策

農林 省 が現 在推 進 して い る情 報 化 施 策 の 内容 は,複 雑 多 岐 に わ た るが,体 系 的 に み る と行 政 情報 シ

ス テ ム,情 報 提 供 サ ー ビス,行 政 対 象 で あ る農 業 等 にお け る情 報 化 に大 別 され る。

A農 林省における行政情報 システムの開発整備

情報化社会の進展に伴い,農 林省も他省庁や民間企業 とならんで行政運営の近代化を推進する必要

があり,こ のため行政事務の電算化が10年 程前より順次着手 されてきた。

具体的には給与計算事務,統 計調査結果の集計,デ ータの解析計算等の 「単純事務」又は 「個別的

計算」の電算化が先駆 し,つ いで米穀の運送計画の立案や運送費の支払い,国 有林野事業における資

産管理や立木 ・製品価格の予測等,更 に土地改良事業における設計計算等にみられる 「管理事務」や

「事業実施に伴 う業務」が電算化の対象となってきた。

これらの情報処理主体は,そ れぞれの適用業務を担当している部局であり,実 情に応じて組織を整

備 し,ま た要員の確保や研修 も進めている。

更に 「計画立案支援分析」のための電算機利用 も,農 業生産の長期見通し,同 地域分担指標,米 の

生産調整における都道府県別割当基準の策定等種々の施策立案のために年々増加 している。

これらは主 として電算機の もつデータの高速 ・大量処理機能を活用するものであるが,電 算機の も

っ もう一つの機能一 情報の蓄積 ・検索機能一 を活用 しようとするシステムの研究開発が,こ こ数

年統計データをデータ ・バンクとして整備確立しようとするなどいくつかの課題について進められて

いる。

以上の業務 を処理するため省内に設置されている電算機は,食 糧庁における食糧管理専用機を除き

共 同利用電算機 として整理統合され,電 算機共同利用体制が確立 している。なお国有林野事業に関す

る情報処理は,外 部委託方式によつて実施することとされているが,こ のためのプログラム作成は林

野庁が必要に応 じて共同利用電算機を利用して行なうことになっている。

このように現在の情報処理は中央集中方式によって行なわれているが,処 理業務のかなりの部分は

本来地方で処理するのが妥当なものである。従ってこの中央集中方式を地方配置 を含めどのように再

編するかということが,.今 後情報処理を更に発展 させるための大 きな課題 とされている。

a共 同利用電子計算機

さきに述べたように電算機の導入,利 用は従来各部局庁ごとに独立レて行なわれてきた。しかし部
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局 庁別 の導 入 利 用 方式 は電 算 機 利 用 の効 率 化,機 会拡 充 等 の 面 で 問題 が あ る ばか りで な く,情 報 化 の

進 展 に対応 す る農 林 行 政 の 体制 確 立 とい った 点 か ら も基 本 的 に大 きな障 害 が あ るこ とが認 識 され た。

そ こで 全 省 的 な観 点 か ら省 内 に お け る電 算 機 の適 切 な利 用 を推 進 す る た め,1971年1月 に大 型 電 算

機 を導 入,省 内 の共 同 利 用 に供 し,更 に74年1月 需 要 の 増 大 に対 応 し,オ ン ラ イン兼 用 大型 電算 機 を

追 加 的 に導 入 し,ま た前 者 は75年 に 性能 向上 の た めの 更 新 を行 な い今 回 に至 って い る。

共 同利 用 電算 機 は統 計 情 報 部 に設 置 され,そ の 円滑 な運 営 を図 るた め運 営協 議会 が,ま た利 用 技 術

研 究 の た め研 究 会 が設 け られ て い る。

そ の主 要 な適 用業 務 は3-1-31表 の とお りで あ る。

今 後 は農 林 行政 の多 様 化 に伴 い,豊 富 な情 報 の 収集 管 理 また は提 供,更 に技 術革 新 の ため の科 学 技

術 計 算 の 充 実 等 電算 機 利 用 の 範 囲 は一 層 拡 大 す る こ と と思 われ るの で,電 算 機 シス テ ムの 整 備拡 充 を

図 りっつ,必 要 な シス テ ムの 研 究 開 発 を行 な う等 共 同利 用 電 算 機 の 利 用 の高 度 化 を推 進 す る こ と と さ

れ て い る。

なお全 国104か 所 に散 在 して い る試験 研 究 機 関 にお け る情 報 処 理 は,現 在 本 省 に 「農 林 研 究計 算 セ

ン ター」 を設 置 し,日 常 業 務 を担 当 して い るが,筑 波研 究 学 園 都 市 移 行後 は,研 究計 算 機 能 部 門 を新

設,郵 送 等 に よ る ロー カ ル パ ッチ方 式 と オ ン ライ ン処理 を併 用 し,試 験研 究 機 関 全 体 の ネ ッ トワー ク

の 確 立 を 目 ざ して い る。

b食 糧 管理 事 務

食 糧 管理 の事 務 機 械 化 シス テ ム は,1964年9月 食 糧 庁 に設 置 した電 算機(69年 に レ ベ ル ア ップ し

た)と,51年 度 に整 備 され た各 食 糧 事 務 所 を結ぶ 専 用 電信 網 とに よ り構 成 され(58年 に テ レタ イ プ化

した),前 者 は 主 と して 「最 小 費 用」 をモ ッ トー とす る運 送 費,農 業 パ リテ ィ指 数 の 計 算,在 庫 管

理,各 種経 理 諸 表 の 作 成等 の処 理 を行 ない,後 者 は主要 食 糧 の 検 査,買 入,保 管,輸 送,売 却 等 に関

す る情 報 の 電送 を実 施 して い る。

食 糧 事務 所 の事 務 機 械 化 は,66年8月 に導 入 した シス テ ム マ シ ン(作 表 計 算 機)に よ る売 却 運送 の

決 議 書 及 び荷 渡 指 図 書 等 の 機械 作表 と給 与 計 算事 務 程 度 に止 り,そ の 他 の事 務 は手 作業 に よ って い る

が,米 に対 す る物 価 統 制 令 適 用 除外 に よ り,き め細 か な売却 操 作,在 庫 管理 が要 求 され て きたた め,

73年10月 大 消 費地 の 食 糧 事 務所 に ミニ コン を導入 し,必 要 な シス テ ム設 計 及 び プ ログ ラ ム を開発 中 で

あ る。 他 方 東 京 食糧 事 務 所 に対 して は食 糧 事 務 所 全体 の 業 務処 理 の能 率 化,将 来 の組 織 の あ り方 を研

究 す る と と もに,近 年 激 増 しつ っ あ る米 の在 庫 管 理業 務 の 機械 処 理 の た め小 型 電算 機 が 導入 されて い

る。

今後 の計 画 と して は,電 信 回 線 の 端末 機 器 の高 性能 化,食 糧 事 務 所 の シス テ ム マ シン の ミニ コンへ

の 切換 え を順 次 推 進 して い く方 針 で あ る。
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c国 有林野事業

国有林野事業は,経 営管理の高度化 と事務処理の合理化が強 く要請 されてお り,こ のため迅速,的

確な経営情報の処理及び集計計算事務の省力化等経営近代化に資するため,外 部委託方式を中心とし

た電算機の利用を推進 している。

すなわち現行業務の うち,企 画調整,進 行管理の分野において,経 営管理上必要度の高い項目一

森林,土 地 労務,物 品等一 から順次茎本ファイルを作成し,こ れを利用する活用システムの作成

を行なっている。

また,定 型的繰 り返 し業務であって,電 算機処理の容易な集計計算等事務一 賃金 ・立木等販売予

定価格の計算,地 域施業計画,各 種事業進行管理等一 については,標 準システムを作成し,こ れに

準拠した処理 システムを作成している。

今後は更に基本ファイル及び標準システムの開発を進めると共に,そ れを活用す る電算機処理業務

の拡大 と電算機処理実施営林局の増大を図ることとしている。

d行 政情 報 シス テ ムの 研究 開発

農 林 省 にお け る情 報 シス テ ムの 研 究 開発 は,そ の 緒 につ い た ば か りで あ るが,そ の主 要 な もの は次

の とお りで あ る。

(1)統 計 デ ー タ の蓄 積 検 索及 び分 析 シス テ ム

情 報社 会 の 進 展 に伴 い農 林 行 政 か らの多 様 か つ緊 急 の 統計 情報 提 供 の 要 請 に対 応 す る た め,電 算 機

を活 用 し磁 気 テ ー プ等 の記 憶 媒 体 に統 計 デ ー タ を豊 富 に蓄 積 して お き,利 用 目的 に即 応 した形 態 に加

工 分析 して,速 や か に提 供 で き る体 制 を整 備 す る こ とが 求 め られ て い る。

この た め に は,統 計 情 報 の デ ー タベ ー ス を確 立 して ,こ れ に基 づ く情 報 検索 及 び分 析 シス テ ム を開

発 す る こ とが 必 要 で あ り,73年 度 よ りバ ッチ処 理 方 式 及 び端 末 機 か ら会 話 式 に 即時 検 索 で き るオ ン ラ

イ ン処理 方式 の研 究 開 発 に着手 して い る。

バ ッチ処 理 シス テ ムの デ ー タベ ース には ,市 町 村 別 基 礎統 計 デ ー タや 農 家統 済調 査,年 計 デー タ等

を蓄 積 す る こ と と して い る。

オ ン ライ ン処 理 シス テ ムにつ いて は,す で に74年 度 に端末 機1台 を導 入 し,試 行 実 施 を開 始 して お

り,75年 度 は シス テ ムの拡 張 を行 な う予定 で あ る。 デ ー タベ ー ス に は現 在 主要 な農 林 統 計 の年 次 ・時

系 列 デー タや 世 界 食 糧 需給 予 測 の た め に必要 な諸 外 国 農 業統 計等 を蓄 積 して い る。

この シス テ ムは,将 来 農 林 省 統 計 デー タ バ ン ク を指 向 して お り,オ ン ラ イ ンの端 末 機 は当 面,本 省

内 の 各部 局 の 企 画 部 門 に主 と して 設 置 し,本 省 にお け る行 政 情 報 シス テ ムの一 応 の確 立 を 目標 と して

い る。
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(2)行 政 活 動 の情 報 シス テ ム

ます ます増 大 す る農 林 行 政 の複 雑 化 と多 様 化 に対 処 して,適 切 かつ 合理 的 な政 策 立 案 及 び行 政 の 展

開 を支 援 す るた め に は,農 林 省 が実 施 して い る施設 や行 政 サ ー ビス等 行 政活 動 に 関 す る イ ン プ ッ ト情

報(事 業 費,補 助 金,融 資 額 等)及 び ア ウ トプ ッ ト情 報(種 類別 事 業 量,受 益 農 家数 等)を 総合 的 に

把 握 し う る情 報 シス テ ム を開 発 整 備 す る必 要 が あ る。

この た め には,電 算 機 を利 用 して行 政 活 動 に関 す る情 報 を必要 に応 じて検 索 で き る情 報 フ ァイル を

設 計 す る必 要 が あ り,74年 度 か ら3ケ 年 計 画 で,そ の研 究 開 発 に着 手 して い る。

先 ず 省 内 に学識 経 験 者 等 か らな る検 討 会 を組 織 し,行 政 活 動 の 目的 体 系,類 型 区分,必 要 情 報,単

位 等 にっ いて の基 本 的 課 題 の 検討 を行 い,他 方2地 方 局及 び2県 に お いて ケー ス ・ス タ デ ィ を実施 し

て きて い るが,今 後 は そ こ で 明 らか に な った 問題 点等 を重 点的 に煮 つ め,概 略 シス テ ム設 計 を行 な

い,従 来 の本 格 的 実施 に備 え る こ と と して い る。

(3)農 業 基 盤 整 備事 業 シス テ ム

農 業 基 盤 整 備事 業 量 の 増 大 と農 林 行 政 の 多 様 化 の傾 向 に対 処 して,電 算機 を効 果 的 に利 用 し農 業 基

盤 整 備 事 業 の 合理 的 ・能 率 的 な 実 施 を推 進 す る ため の シス テ ム開 発が 必 要 と され,70年 度 以降 そ の 開

発 に着 手 して い る。

ま ず基 礎 的 な手 順 と して,設 計,積 算 の基 準 化 と標準 化 を推 進 し,現 在 す で に 積算 電 算 化 試行 段 階

を終 えて お り,75年 度 に は未 着 手 工 種 の積 算 電 算 化 を推 進 す ると と もに技 術 情 報 の 収 集 ・検 索 サ ー ビ

ス に関 す る シス テ ム開 発 を行 な う こ と と され て い る。

(4)農 業 改 良普 及 情 報 活 動 シス テ ム

農 業 及 び農 村 を め ぐる諸 情勢 の変 化 に対 応 した適 切 か つ効 率 的 な普 及活 動 を展 開 す る ため に は,情

報 活 動 を一 層強 化 す る必 要 が あ り,こ の た め現 場 にお け る農 業 の動 向,農 家 の意 向等 に関 す る情 報 を

速 か に把 握 し地 域 の実 態 に即 した 的確 な対 策 に資 す る と共 に,現 地 に お け る指 導 活 動 に必 要 な技 術,

経 営 等 各 種 情 報,資 料 を収 集 し,普 及所 の要 求 に応 じ迅速 な提 供 を図 るた め,普 及 所,県,中 央等 各

段 階 を結 ぶ全 国的 規模 の情 報 活 動 シス テ ム を開発 す る こ とが必 要 と考 え られ る。

この た めの 準 備 と して71年 度 よ り4か 年 間 に わ た り,委 託 事 業 と して情 報 活 動 シス テ ム化 の た め の

体 制,必 要 情 報 の 種類,内 容 とその 収集,提 供 方 法 等 の 基本 設 計 につ いて 調 査 実験 を実 施 し,他 方 普

及 所 段 階 に お いて は,農 家,同 集 団 等 各 種指 導 記 録 カ ー ド及 び謄 写 フ ァ ックス 等 情 報器 材 の整 備 を図

って きた が,75年 度 には従 来 の調 査 実 験 結果 に基 づ き,情 報 活 動 を本 格的 実 施 に移 す こ と と し,そ の

サ ー ビス 専 門機 関 として 普 及情 報 セ ン タ ーが 設置 され た。

セ ン ター で は,中 央 情 報 の発 行,技 術,経 営情 報,現 地 情報 の収 集,分 類,蓄 積,提 供 の業 務,農

家 カ ー ドの 電 算機 に よ る統 計 的処 理 を実 施 し,地 域 情 報 セ ンタ ー.的機 能 を もたせ られ た普 及所 等 普 及

組 織 と相 ま って情 報 活 動 の 充 実強 化 が期 待 され て い る。
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(5)科 学 技術 情 報 流 通 シス テ ム

農 林 水産 関係 試 験 研究 の高 度 化 に伴 い,そ の研 究 手 法 は ます ま す専 門 化,細 分 化 し,そ れ に必要 な

情 報 源 が 拡大 されて きて い る。 この よ うな 背景 の下 で効 率 的 な試験 研 究 を推 進 す るた め に は内 外 の科

学 技 術 情 報 を迅 速,的 確 に把 握 し活 用 す る こ とが重 要 で あ る。 この た め78年 を 目途 に筑 波 学 園 都 市 内

に 農 学 情 報 セ ンタ ー を設 置 し,関 係 科学 技 術情 報 の 網 羅 的 な収 集 ,整 理,二 次情 報 の作 成 提 供,質 疑

,応答,文 献 調査,内 外 情 報機 関 との 相 互 協力 等 を行 な う と と もに,地 域 の 関 係試 験 研 究 機 関 との有 機

,的な結 合 と機 能 分 担 を図 り,農 学 関 係 の 全 国的 な科 学 技 術 情 報 流通 シス テ ム を確 立 す るこ と と して い

る。
1

この た め に は まず 情 報 処理 に必 要 な農 学 関係 検 索 用 語 の 作 成 を行 な うと と もに,「 農 林 水 産試 験 研

i究課 題 機 械 検索 シス テ ム」 の 開発 を行 な う必要 が あ る。

前 者 につ い て は69年 度 以降 研 究 に着手 し,国 内文 献 を収 録 した 「日本 農 学 文献 記 事 索 引 」 を活 用 ,
-汎用 農 学 検 索用 語 集 の 試 案 が ほ ぼ ま とま り

つ つ あ り,後 者 にっ い て は,72年 度 以降 開 発 に着手 し,約

3万 件 を情 報源 とす る情 報 シス テ ム を完 成,目 下 は検 索 オ ン ライ ン ・プ ロ グ ラム の作 成 ,マ イ ク ロ ・

』リー ダ ー ・プ リン タ等 伝 送装 置 の 開 発 実験 を計 画 中 で あ る
。

B情 報 提供 サ ー ビス

情 報 化 社 会 を特 徴 づ け る一 大 要 素 は,情 報提 供 サ ー ビス の 確 立 で あ る と いわ れ て い るが ,こ れ に沿

っ た事 業 と して農 林 省 で は67年 度 以 来 、生 鮮 食 料 品 流 通 情 報(提 供)サ ー ビス を実 施 して い る
。

これ は 青果 物 及 び畜 産 物 の産 地 にお け る生 産,出 荷 に関 す る情 報 及 び卸 売 市場 にお け る市 況 に関 す

る 情 報 を迅速,的 確 に生 産者 及 び流通 関 係者 等 に提 供 す る こ とに よ って 需 給 の均 衡 と流通 の合 理 化 を

:図 り,併 せ て価 格 の 安 定 に資 しよ うとす る も の で ,こ の シス テ ム は通 信 回 線 の利 用 に ウ ェ イ トを お

き,情 報 の収 集,伝 達及 び提 供 を全 国 的 な規 模 で行 な って い る。

現 行 の ネ ッ トワ ー クは,本 省 統 計 情 報 部 をセ ン タ ー とし(小 型電 算 機 設 置) ,地 方 農政 局,統 計 情

報 事 務 所及 び13大 卸 売市 場 の 農 林 駐在 室 を結 ぶ テ レ タ イ プ(専 用 電 信)網(71回 線,83台)と 統 計 事

務 所,同 出張 所 及 び卸 売市 場 駐 在室 を結 ぶ テ レ ックス(加 入 電話)網(345台)で 構 成 さ れ て い る

が,こ の よ うな情 報 提供 に対 す る社 会 的 需 要 の 増 大 と現 シス テ ムの 更新 期到 来 に よ り
,76年 度 か らセ

ン タ ー及 び 申継 局 の2段 構 成 によ る効 率 的 シス テ ムの 拡 充 更新 計 画 が 進 め られ て い る
。

℃ 農業等における情報化の推進

わが国経済社会における情報化の進展に伴い,農 業分野において も農業の生産流通 ,経 営の効率化

や農協等の関係団体等における情報処理の高度化のために電算機を活用する傾向が急速に高まってい

る。
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これに対応 して行政分野においても,「 農業における情報化に関する検討会」を設置 し,学 識経験

者及び省内関係部局の職員により農業生産における情報化について,そ の基本的な問題点及び今後の

あり方 を検討 し,そ のための行政施策の新しい展開に資しようとしてお り,他 方各部局において情報

化推進のためあ補助事業等がすでにいくつか発足 し,漸 次拡充の方向にある。

農業における電算機利用は現在農協における各種事業の事務処理が中心であるが,今 後は農業の生

産流通,経 蛍雪の分野での利用が拡大するものと思われる。

これについては前年版に詳記されているので省略 し,コ ンピュータの高度利用等による情報処理形.

態の事例を3-1-33表 として掲げておく。

'

3-1-31表 情報システム関係予算の概要 (単位:千 円)、

行
政
事
務
の
情
報
処
理

行
政
事
務
等
の
シ

ろ
ア
ム

開
発

農
林
水
産
業
に
対
す
る
補
助
事
業

事 業

共同利用電子計算機による事業処理

生鮮食料品流通情報サービス

食糧管理業務

国有林野事業

その他

計

統計デー タ蓄積 ・検策 システム

行政活動情報 システム

農業基盤整備事業 システム

乳用牛群改良推進

試験研究課題機械検策 システ ム

情報処理のための検策用語作成

その他

計

農業共済事務機械化

広域営農団地総合施設整備事業(農 業管理センター)

農事情報システム施設普及推進

大規模果樹生産流通基地整備

基幹野菜指定産地近代化推進

森林計画樹立

その他

計

合 計

74年 度予算額

572,602

253,913

206,733

107,016

426,234

1,566,498

40,773

3,923

57,000

11',872

10,827

5,273

85,425

215,093

403,498

141,540

6,035

18,888

32,360

106,575

6,256

715,152

2,496,743

75年 度予算額

641,949

270,014

212,082

137,555

2,217,558

3,479,158:

35,414

3,912

106,123

50,771層

12,938

5,302

86,697

301,157

617,805i

141,540

6,086;

58,2611:

42,9911

145,330、

73,061

1,085,074

4,865,389
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共 同利 用電算機の適用業務の概要

部 局 庁 主 な 業 務 名 称

大 臣 官 房
給与 計算,産 業連関価格分析,農 業構造変動分析,産 業連関モデル

の計測,農 業 マクロモデルの計測

農 林 経 済 局 農作物共済事業集計,家 畜共済事業集計,農 林水産物貿易統計

地域構造分析,統 計分析,農 家経 済調査,米 生産費調査,牛 乳生産

費調査,農 村物価統計調査,農 村賃金形成調査,農 業動態調査,農

林業セ ンサス,農 家就業動向調査,牛 乳乳製品調査,林 家経済育林
統 計 情 報 部

費調査,青 果物流通統計調査,生 鮮食料品の需要動向計測,漁 業セ

ンサス,水 産物流通統計調査,漁 業経済調査,海 面漁業漁獲統計調

査,漁 業動態調査,シ ステム分析,統 計情報検策

構 造 改 善 局 農地の設計計算,標 準設計,計 画資料分析,積 算資料分析

農 蚕 園 芸 局 地域農業生産対策,地 力保全 基本調査,農 薬生産 出荷集計

畜 産 局 鶏育種改良計算

食 品 流 通 局 卸売市場基本台帳作成

試験研究デー タ解析
農 林 水 産 技 術 会 議

(数 値 計算,OR,モ ン テ カル ロ法 等)

林業構造改善事業集計}木 材需給モデルの開発,森 林病害虫等被害
林 野 庁

集計

漁船保険,北 洋海域漁獲規制,設 計技術基準作成,ま ぐ ろ 生 物 統

水 産 庁 計,北 洋底魚漁獲統計,さ けます生 物統計,ま ぐろはえ縄統計,遠

洋底 びき漁獲 統計,沖 合底 びき漁獲統計

注)1975年 度予 算 に よ る。
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3-1-33表 電算機 の高度利用等による情報処理形態の事例

実 施 中 開 発 申 考 え ら れ る 事 例

A生 産分野

A1自 動化 ・環 境制御一 作

物栽培,家 畜 飼育 の自動化

・ 施設園芸 稟申管理 プラ ・CATVテ レビ カ メ ラ等 に よ る ・ 無人作業機

ン ト 遠隔操作 ・ オ ー トメ ー シ ョ ン畜 舎

・ 多 目的自動かん水装置 ・ 加工 ,調 整,貯 蔵 プ ラン ト ・ 生育環境制御 プ ラン ト

・ 水耕栽培 プ ラン ト ・ 用水管理

A2経 営管理一 経営管理情

報の高度利用および情報処

理技術の高度化
・ 農 業 管 理 セ ンタ ー ・ 個体管理(大 ・中 家 畜 ・果 樹 ・ 田 園社 会 シス テ ム

・ 販売代金 譜第事務 等) ・ 診 断 サ ー ビ ス(病 気
,土 壌 特

・ 乳牛経済検定 システム 性,欠 乏肥料等)

・ 出荷販売計画

・ 経営診 断システム ・ 作付計画

・ 経営設計 システム ・ 経 営 ,技 術情 報 サ ー ビス

B流 通加工分野
・ 米の輸送情報 システム ・ 在庫管理情報 システム(農産物, ・ 輸 送 情 報 シス テ ム

・ 卸売市場の事 務処理 生産資材等) ・ 農産物需給情報 システム

・ 食品加工企業 の事務処理 ・ セ リ業務の電算化 ・ 農業生産資材需給情報 システム

・ 卸売市場のMIS

・ 食品加工企業のMIS

C農 村または農村生活分野

C1・ 電算機利用 を中心 とし ・ 医療情報 システム(健 康診断

た もの 病,検 索,社 会保険事務等)

・ 営 農 貯 金 シス テ ム

・ 家計診断

・ キ ャ ッ シ ュ レ ス ・シ ョ ッ プ

・ 住 民 情 報 シス テ ム

C2・CATVビ デ オ フ ァ ッ
・ 水道,電 気料検針

クス等通信施設 を中心 と
・ 買 物 情 報 サ ー ビス

した もの
・ 広 報 ニ ュー ス サ ー ビス

・ 生産技術情報提供

・ 新 聞送信

・ 生 活 改 善 ニ ュ ー ス提供

・ 求人,求 職情報紹介

・ 先進地農業経営事例紹介

・ 農 業気 象 サー ビス
ノ
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12運 輸省における情報化政策

現 代 の経 済 社 会 は,コ ン ピ ュー タ と通 信 の 技 術 の 発展 に よ って,著 し く情 報 化 を深化 させ て い る。

本 来 的 に シス テ ム指 向 型 の 産 業 とい われ る運 輸 事 業 に お い て も,大 手 企業 をは じめ として コ ン ピ ュー

タの 導 入 を行 い,一 般 管 理 事 務 は も とよ り,施 設 ・資材 管理,営 業 ・販 売 管理,運 航 ・安全 ・生 産 管

理 等 の 諸 業務 に適 用 して,輸 送 需 要 の増 大 や 多 様 化,高 度 化 に対 処 して きた 。73年 末 の 運輸 関係 事 業

別 コ ン ピ ュー タ設 置状 況 は3-1-34表 の とお りとな っ て い る。

3-1-34表 運 輸省所 管事業業種別 コンピュータ導入状況

系☆ き1 1969 1970 1971 1972 1973

鉄 道

(う ち 国 鉄)

自 動 車 運 送

海 運

港 湾 運 送

倉 庫

航,空

観 光

造 船

車 両 製 造

自 動 車 販 売

75台

(50)

39

22

4

18

18

9

45

6

46

110台

(73)

59

27

7

31

22

10

48

4

64

112台

(76)

70

36

7

34

33

12

59

5

78

127台

(80)

95

36

15

48

33

24

84

10

105

179台

(104)

136

52

23

73

45

43

107

10

146

計 2821 382 446 5771 814

対 前 年 比 一1 ・35%1 ・・7%1 +29%1 +10%

※電子計算機ユーザー調査年報

※各年12月 現在

国民 生 活 に密接 に結 びつ い た代 表 的 な 運輸 情報 シス テ ムの例 の一 つ に,「 緑 の 窓 口」 と して知 られ

る国 鉄 のMARS(座 席 予 約 シス テ ム)が あ る。 この シス テ ム は,1960年 ・MARS1が 稼 動 を開始

して 以来,そ の 規模 を次 々 と拡張 し,現 在,座 席 指定 券 類 の販 売 シ ス テ ム で あ るマル ス105を 中心

に,団 体予 約 の マル ス201,押 ボ タ ン電 話 機 に よ る電 話 予 約 シス テ ムで あ るマ ル ス150等 か ら構 成 され

て い る。74年 度 末 現 在,端 末 装 置 は1700台 を超 え,1日 約70万 座 席 を扱 う こ とが で き るよ うにな って

お り,新 幹 線 につ い て は,博 多 開通 と と もに実 施 された マル ス150に よ って,プ ッシ ュホ ンに よ り家

庭 か ら も申 し込 みが で きるよ うに な る な ど,ま す ます 社 会 生 活 に 密 着 した もの とな って い る。

この ほか,国 鉄 のCOMTRAC(新 幹 線 運 転管 理 シス テ ム),FOCS(地 域 間 急行 貨 物 シス テ ム).

日本 航空 ㈱ のJALCOMII(座 席予 約 及 びデ パ ーチ ャ ー ・コ ン トロ ール ・シス テ ム)等 が あ る。
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これ らの 情 報 シス テ ム は,い ず れ も各 企 業 体 が個 別 に 自 らの 業務 処 理 の 近 代化 を 図 るた め開 発 整 備

した もの で あ る。

現 在,国 土 の 有 効 利用 と国 民 福 祉 の充 実 の 基 盤 と して の全 国 幹 線交 通 ネ ッ トワー ク をは じめ とす る

交通 体 系 が 構 想 され て い るが,交 通 体系 を効 率 よ く働 か せ るた めの神 経系 として,政 府 は運 輸 関係 各

企 業 の 情報 化 を促 進 す るだ け で な く,社 会 の ニ ーズ に対 応 した シス テ ム を開発 整 備 す る と と もに,各

個 別 シス テ ム を運輸 全 体 の 立場 か ら トー タル シス テ ム と して 再 編 して い く必要 が あ る。

運 輸 省 にお いて は,こ の よ うな基 本 的 な 考 え方 に基 づ き,1972年1月 「運輸 情 報 シス テ ム研 究 会 」

を設 け,ト ー タル ・シス テ ムと して の運 輸 情報 シス テ ムは ど うあ るべ きか にっ いて 検 討 を重 ね,73年

3月,報 告 書 「運 輸 にお け る情 報 化 の現 状 と将 来 」 をま とめ た。 その 申 で ,具 体 的 に 整 備す べ き62

の 運 輸 関 係 の 諸 情 報 シス テ ムにつ い て個 別 検 討 す る と と もに,62シ ス テ ム をサ ブ ・シ ス テ ム とす る

「運 輸 情 報 シス テ ム」 の構 想 図 を描 いて い る(3-1-4図 「整 備 目的 別 運輸 情 報 シス テ ム一 覧 」 参

照)。

以下,運 輸 省 が 講 じて い る施 策 の概 要 を述 べ る。

'

A運 輸行政 に係わる情報 システムを開発整備すること

a運 輸 行 政 情 報 シス テ ム

これ は,運 輸 政 策 の 立案,実 施 等 に資 す るた め,コ ン ピ ュー タ によ り行 政 情報 の 処 理 ,提 供 等 を行

う高度 な シス デ ムで ・・運輸 省 で は,74年1月 か らTSSを 導 入 し,省 内、の 各局 にお い てTSS端 末 装

置 によ り,中 央 の コ ン ピ ュー タ を利 用 で きる よ うに な って い る。 このTSS装 置 は,75年 度 末 まで に

9台 設 置 され る こ と とな っ てお り,将 来 は省 内 各局 は勿 論 の こ と,地 方 海 運局 ,陸 運 局等 の地 方 支 分

部 局 に も端末 機 を設 置 す る こ と とな って い る。

b自 動車 検 査 登 録 シス テ ム

これ は,全 国 の 陸 運 事務 所 にお け る自動 車 検 査登 録 の 事 務 を迅 速 化,合 理化 す るた め ,東 京 の 自動

車 登 録 セ ン タ ー内 に設 置 された 大規 模 な コ ン ピ ュー タ が 各 事 務 所 の 端 末(マ ーク ・シー ト ・リー ダ

ー)か ら通 信 回線 を通 して集 中 され た情 報 を一元 的 に管 理 す る シス テ ムで あ る
。70～71年,各 陸 運 局

管 内 で順 次 サ ー ビス が 開発 され た が,現 在,全 国約2500万 台 の 自動 車 に関 す る情 報 を管理 して い る。

c気 象資 料 自動 編 集 中継 シス テ ム(ADESS)

これ は,世 界 各 地,日 本 全 国 の 気 象 官署 等 か ら送 信 されて くる気 象 情 報 を収 集 し,情 報 の編 集,天

気 図 の作 成 解 析 等 を行 い,気 象 情 報 を各地 へ む けて送 信,申 継 す るコ ン ピ ュー タ ・シス テ ムで あ る。

1963年,気 象 庁 が 導 入 した シス テ ムで あ るが,我 が 国行 政 機 関 で の最 初 の オ ンラ イ ン ・シス テ ムで あ

る 。
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3-1-4図 整備 目的別運輸情報 システム一覧

105

機関別

対象別
航 空 ・自 動 車 鉄 道 船 舶 行 政 そ の 他

ρ
目的

.

旅

客

31

32

i・

… サ
|
ピ

あ
向
上

1蜘 ク・一 ・ント・一・
22総 合 観 光 情報,.

A

27総 合 座 席予約

呼 び 出 しバ ス 23最 適旅客輸送手段選択

35航 空国内旅客総 ・・ 鉄道(・ス脇 司 28フ ェ`1一旅客船予約 24総 合 宿 泊予約

33

34

.

,
36鯉 離 離 席予∋ レンタカー管理 ・・ 宿 泊 予 約1 経

営
の
合
理
化

駐 車 場 管 理 30旅 客 扱 26ホ テル予約会計案内

'、
.

共

通

安
全
と
効
率
の

確
保
お
よ
ぴ
行
政
の

高度

化

18航 空 管 制 14 広域交通管制 1正 ダイヤ・コントロール 8海 上航 空援助 1運 輸 行 政情報

19区 航 総 合 15 道路交通総合管制 12列 車 運 行管理 9海 難 救 助 2運 輸テ」タ・バンク

20航 空機整備管理 16 道路 ・交通情報 13鉄 道 保 安 10海 上 公 害監視 3自 動車検査登録

・L

|

21航 空通信サービス 17 高速道路管理 4気 象資料自動編集中継

5気 象情報提供

6気 象 自動観測

7静 止気象衛星資料処理

,

貨

54

経

営

の

A口

理

化

、

58航 空繊 倉顧 司 トラック車両管理 48国 鉄ヤー ド自動化 45内 航 共 同計 算

57航 空国際貨物荷役 43 トラック共同計算 441港 頭{縮 暗 理
.

'

52

51

己 ・一・ナ・荷・
、 43港 湾 作 業 管理 62パ イプライン輸送

.

1

貨物ターミサ笠 当 ・2匡 湾 管 理
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56醐 内貨櫨 送司 トラック運送情報 47国 鉄コンテナ情報 40コ ンテナ・ターミナル 59庫 腹 情 報

55航 空国際貨物輸送情報 49 }ラック求車求荷情報 46国 鉄 貨 物情報
「

39已 ンテ愉 静情報

38海 上国際貨物輸送情報

37国 際貨物輸送情報



106第3部 コンピュ.タ 政策および情報産業政策

d航 空交 通 管 制 シス テ ム

航 空交 通 の いわ ゆ る過 密 化 と質 的多 様 化 に対処 す るた め,管 制 業 務 に 情報 処 理 シス テ ムの導入 が 図

られ て い る。1970年 度 よ り,飛 行 計 画 情報 処 理(フ ェーズ1)シ ス テ ムが稼 動 開始 して い るが,今

後,レ ー ダ ー情 報処 理(フ ェーズH)シ ス テ ム,全 体 シス テ ムの 高 度化(フ ェ ーズ 皿)等 を整 備 す る

予定 で あ る。

B公 益性 が強 く,個 別企業 で は開発整備 を行 うこ とが不可 能 な情報 システ ムについ

て,開 発整備 の リー ダー シ ップ を とる こ と
1

a国 際 貨 物輸 送 情 報 シス テ ム

これ は,国 際貿 易 の 拡 大,輸 送 技 術 の革 新等 に よ りま す ます 増 加 し,高 速 化 す る国 際貨 物輸 送 の 円

滑 化,迅 速 化 を 目的 と し,現 在,流 通 の ネ ック とな って い る輸 送 関 係手 続 処 理 の 合理 化,迅 速 化 を図

る た めの コ ン ピ ュー タ シス テ ムで あ る。

国 際 貨 物輸 送 情 報 シス テ ムは,通 関 等 の 国 内 にお け る貿 易 関 係手 続 の た めの 関 係書 類 上 の諸 デー タ

を編 集,処 理 す る 「国 内 情報 シス テ ム」 と,こ の シス テ ムで 処 理 され た諸 デ ータ を相 手 国 に お け る関

係 手 続 の 便 宜 の た め,通 信 回線 を介 して 国 際伝 送 を行 う 「国 際 伝 送 シス テ ム」 とか ら構 成 され る。

運 輸 省 で は,73年4月,国 際貨 物 輸 送 情 報 シス テ ム開発 委 員 会 を設 け,国 際 貨 物輸 送 情報 シ ステ ム

につ いて 本格 的 な検 討 を行 って きた が,現 在,シ ス テ ム化 の 緊 要度 が高 く,比 較 的 シス テ ム開発 が容

易 といわ れ る国際 航 空貨 物 に つ い て,77年 稼 動 開 始 を 目標 に シス テ ム開 発 を進 め て い る。

また,こ うい った 官 側 の動 きに対応 し,航 空 会 社,航 空 貨 物 代 理店,上 屋 業 等,国 際 航 空貨 物 輸 送

に係 わ る民 間 関係 者 が集 ま り,73年11月,「 国 際航 空貨 物 輸 送 情報 シス テ ム開発 協 議 会(JACIS)」

を設 立 す る等,我 が 国 に お け る航 空 貨 物 関係 の 情報 シス テ ムの 開発 整 備 の 機 運 は,民 間 側 に お いて も
'

高 ま りつ つ あ る。

国 際 海上 貨 物 関 係 に つ い て は,港 湾 情報 シス テ ムが あ る。 これ は,港 湾 内 にお ける貨 物 輸送 情 報 を

総 合 的 に 把握 し,輸 出入 貨物 の輸 送 に関係 して港 頭 地 区 にお いて行 わ れ て い る諸手 続 や 必 要 な書 類 の

作 成 等 を シス テ ム化 す る 「国 際海 上 貨 物輸 送 情 報 シス テ ム」 と船舶 の入 出港 に関 連 して発 生す る多種

多 量 の 情報 を一 元 的 に管 理 し,関 係部 署 に これ らの 情報 の 迅 速 か つ正 確 な伝 送等 を行 う 「港湾 内船舶

動 静 情 報 シス テ ム」 の2つ の サ ブ シス テ ムか ら成 る もの で あ り,現 在,港 湾 管 理者,船 社,港 湾 運 送

事 業 者等 の協 力 を得 て,研 究 が 進 め られ て い る。

ICISの 開発 に あた って は,そ の シス テ ムの性 格 上,各 国 の同 種 シス テ ムの 開発 状 況,書 式,コ ー

ド等 の標 準化,統 一 化,貨 物 デ ー タ伝 送 テ ス ト等 につ い て海 外 の 各 国関 係 者 と意見 交 換 等 を行 うこ と

が 不 可欠 で あ るた め,運 輸 省 は,ECE,ESCAPの 専 門家 会 議 に代 表 を派 遣 す る等国 際 協 力 活動 を積

極 的 に推 進 して い る。
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ま た,74年12月,日 本 にお け る国 際貿 易 関 係 手 続簡 易 化 のた めの機 関 と して,運 輸 省,大 蔵 省,通

産 省 の三 省 共 管 の(財)日 本 貿易 関係 手 続 簡 易 化 協 会 が発 足 した 。

b陸 上 貨 物輸 送 情 報 シス テ ム

今 後 と も増 大す る物 流 とそれ に 付随 して必 要 とな る情報 量 を円 滑 に処 理 す るた め には,交 通 問 題,

労 働力 不 足 等 の物 流 ネ ック を打 開 す る と と もに,物 流 シス テ ム を全体 と して適 切 に管 理 す る情 報 シス

テ ムが必 要 で あ る。

そ こで,そ の方 策 と して,ト ラ ック業 者 の協 業 化,共 同集 配 送,帰 り荷 あ っ旋 な ど を推 進 し,輸 送

効率 の 向上 を図 るた め に トラ ッ ク輸 送 を 中心 とす る 「トラ ック輸 送 情 報 ネ ッ トワ ー ク シス テ ム の 開

発 」 と,貨 物 輸 送 の 中核 的 な物 流 拠 点施 設 の整 備 によ る効果 的 な輸 送 体系 を確 立 す るた め に,「 物 流

拠 点 にお け る情 報 シス テ ム の位 置 づ け とサ ブ シス テ ムの 研究 」 の2項 目 を大 きな柱 として,調 査 研 究

が 進 め られ て い る。

C民 間企業の健全な情報化 を促進す ること

運 輸 の情 報 化 に 関す る諸 問 題 につ い て,運 輸 省,運 輸 関係 企 業 等 の 関係 者 が 総 合 的 な見 地 か ら協 議

す るた め,1974年1月 か ら運 輸 情 報 シス テ ム連 絡 懇 談 会 を毎 月1回 定 例 的 に開 催 して い る。

ま た,運 輸 省 は,(財)運 輸経 済研 究 セ ン タ ー等 が進 め て い る情 報 関係 の調 査 研 究 の指 導 を行 って

い る ほか,情 報 化週 間 を通 じて 情 報 化 の意 義 につ いてPR活 動 を行 い,ま た,書 類 ・コー ド類 の標 準

化,統 一 化 の 促 進等,中 小 企 業 の 情報 化促 進,一 般 国民 に対 す る啓 蒙 等 に重 点 をお いた運 輸 の 情 報 化

施 策 も講 じて い る。
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13電 電公社 にお けるデータ通信関係 の技術開発について

Aは じ め に

デ ー タ通 信 は,電 信 電 話 を中 心 に培 わ れ た電 気 通 信技 術 とコ ン ピ ュー タ を利 用 した情 報 処 理技 術 を

有 機 的 に結 合 した もの で あ る。 い わ ゆ るオ ン ライ ン シス テ ム と呼ば れ る この デ ー タ通 信 の利点 と して

は,

a距 離 と時 間 の克 服

b大 容 量 フ ァイ ルの 更 新 と利 用

c大 形 コ ン ピ ュー タの 共 同利 用

な どが あ げ られ る。

この よ うな デ ー タ通 信 は情報 処 理 技 術,デ ー タ伝送 技 術 お よ びデ ー タ端 末 技 術 の発 展 によ って ます

ます 促 進 され るで あ ろ う。

以 下 に,電 電 公 社 で 行 な って い る デ ー タ通 信 関 係 の技 術 開 発 と最近 の デ ィジ タル デ ー タ交 換 網 の 開

発 につ いて概 要 を述 べ る。

B情 報 処 理 装 置

電電 公社 で は,1968年 に デ ー タ通 信 サ ー ビス を開始 して 以 来 サ ー ビス規 模 を拡大 し,1975年3月 末

現 在,42シ ス テ ムが 稼 動 して い る。.これ と並 行 して,公 社 の デ ー タ通 信 事 業 の 規模 の拡 大 に対 処 す る

た め,標 準 形 情 報処 理装 置 の実 用 化 に着手 し,こ れ をDIPS(DendenkoshaInforlnationProcessings

System)計 画 と称 した 。

DIPS計 画 で は,技 術 的 に高 度 な シス テ ム と積 極 的 に取 組 み 国 内 関連 産 業 の育 成 をは か る こと,シ

ス テ ムの標 準 化 によ りデ ー タ通 信 シス テ ムの設 計,建 設,保 守 等 の業 務 の一 元 化 を はか る こ と,ま た

ア ーキ テ ク チ ャー の 統 一 に よ る プ ロ グ ラ ム作 成 の 一元 化 によ って 開発 費 が 節 減 で きる こ と等 の効 果 を

狙 って,コ ス トパ フ ォー マ ンス が よ く,信 頼 性 の高 い オ ン ラ イ ン用大 形 電 子 計 算機 シス テ ムの実 用 化

を推 進 した 。

このDIPS計 画 の成 果 で あ るDIPS-1は 既 に,科 学 技 術 計 算 用(DEMOS:DEndenkosha

Multi-accessOn・lineSystem)と して サ ー ビス を提 供 して お り引 き続 き販 売 在庫 管 理 用(DRESS:

DendenkoshaREal-timeSales・ManagementSystem)や 銀 行 業 務 用 等 に導 入 して い る。

現 在,DIPS-1よ り もさ らに コ ス トパ フ ォー マ ンス の改 善 と高 性 能 化 を はか ったDIPS-11を 開
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発 中 で あ る。DIPS-11で は,ICメ モ リ,高 性 能 論 理 素 子 等 を採 用 す る と と もに,適 用範 囲 の拡大 を

は か るた め,モ デ ル10,モ デル20お よ び モ デル30の3つ の モ デ ル を設 定 して い る。 モ デル10はDIPS

-1と 同程 度
,モ デ ル20はDIPS-1の 約1.5倍,モ デ ル30はDIPS-1の 約3倍 に対 応 す る規模 で

あ り,シ ス テ ムの条 件 に応 じて適 切 に機 種 を選 定 す る こ とが で きる 。DIPS-11は,DIPS-1ソ フ ト

ウ ェア を変 更 しな い で有 効 に活 用 で き るほか,さ らに高 度 な機 能 を付与 して い る 。 また,DIPS-11

は,チ ャ ネル イ ンタ フ ェース としてDIPS標 準 イン タ フ ェ ース を採 用 して い るの で,周 辺 装 置 等 は

DIPS-1に 接 続 され る もの と同 じ ものが接 続 で きる。 さ らに,保 守 性 を向 上 させ るた め,自 動診 断

機 能 の充 実 を はか って い る。

周辺 形 装 置 で は,磁 気 ドラ ム記 憶 装置,磁 気 デ ィス クパ ック記 憶 装 置 お よ び磁 気 テ ー プ記憶 装 置 等

の フ ァイル 記 憶 装 置 は,シ ス テ ムの 規模 が 大 形 化 す るに つ れ て ます ます 記憶 容 量 の大 容 量 化,ア ク セ

ス 時 間 の高 速 化,経 済化,床 面 積 の 低 減等 が 要 望 され て い る の で,こ れ らの 要望 に合 致 す る性能 目標

を定 め て 開発 を行 な って い る 。入 出力装 置 につ いて も,ラ イ ン プ リン タやXYプ ロ ッタ装 置等 の高 速

化 や,マ ンマ シ ン イ ン タ フ ェー ス の多様 化 に対 処 で き る装 置 の 開発 を行 な って い る。

通 信 系装 置 として は,通 信 速 度50ビ ッ ト/秒 ～48Kビ ッ ト/秒 回線 が256回 線(200ビ ッ ト/秒 半 二

重 換 算)収 容 可 能 な通 信 制 御 装置 を実 用化 済 み で あ るが,さ らに高 度 な通 信 制 御機 能 と,新 規 端末 の

追 加 に対 す る柔 軟 性 を有 し,か つ計 算 磯 間通 信 へ の適 用 が は か れ る通 信 制 御 処 理 装 置 を開 発 中 で あ

る。

CDIPSソ フ トウ ェ ア

DIPSソ フ トウ ェア は,1969年 か らOSの 開 発 に着 手 した 。 機 能 ・性 能 の す ぐれ たOSを タ イ ミン

グ よ く実 用 化 し,汎 用化 と専 用 化 の バ ラン ス を図 るた め に,ま ず,デ ュー プ レ ックス ・シス テ ム用 の

標 準形OSと して1030Sを 作 成 した 。 っ いで,タ イム ・シ ェ ア リング シス テ ム向 きに一部 機 能 の 追.

加,削 除 を行 った103-100Sを 実 用 化 した 。 ま た,リ アル タ イ ム処 理 へ の 適 用 を狙 い に,サ ー ビス

対応 部 を プ ログ ラ ム ・パ ッケ ー ジ と して切 出す 等 リアル タ イ ムの 特 性 を満 た した103-200Sの 実 用

化 を行 った。

これ らのOSを ベ ー ス に,さ らに タ イ ム シ ェア リング ・シス テ ム用 として は,計 算 機 間 通 信機 能 を

付 加 す る と と もに,各 種 改 良 を施 した1050S,及 び リアル タ イ ム ・シス テ ム用 と して は,マ ル チ プ

ロセ ッサ 運転 や経 済 性,信 頼 性等 の各 種 改 良 を施 した1040Sの 実 用 化 を現在 進 めて い る
。

DIPSソ フ トウ ェアの 体 系 を3-1-5図,実 用 化 の 流 れ を3-1-6図 に示 す 。

DIPSソ フ トウ ェ ア は過 去 に 開発 した デ ータ通 信 技 術 の経 験 を生 か し
,標 準 化 を推 進 す る こ とに よ

り,汎 用 性 を生 か しなが ら,導 入 す る個 々 の シス テ ム に応 じた機 能 の選 択 や 拡 張 が容 易 な よ うに配 慮

され て い る。言 語 を は じめ共 通 ソ フ トウ ェ アはDIPSハ ー ドウ ェ アの 各 モ デ ル に対 して完 全 互 換 性
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3-1-5図DlPSソ フ トウ ェ アの 体 系
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3-1-6図DIPSOSの 実 用 化 の 流 れ
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'
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を持 つ。 した が って シス テ ムの 成 長 に応 じて シス テ ム構 成 法 や処 理 モ ー ドを 自由 に切 出 し,最 適 な状

態 で シス テ ム を構 成 す る こ とが可 能 で あ る。

特 にデ ー タ通 信 シス テ ムへ の適 用 に最 適 化 が 図 られ て お り,大 容量 の フ ァイル機 能,通 信 機 能 の充

実 を図 る ほか,大 規 模 シス テ ムに 特 に要 求 され る運 転 性,保 守 性,信 頼 性 に格 段 の考 慮 が 払 わ れ て い

る 。

DIPSは 今 後 公 衆 デ ー タ通 信 シス テ ムの全 て に採 用 す る ほか,専 用 的 に シス テ ム を作 成 す る各種 デ

ー タ通 信 シス テ ム にお いて もナ ソ ヨナル ・プ ロジ ェ ク トシス テ ム を中心 に積 極 的 に導 入 を図 る予定 で

あ る。

DEMOSで は,ア プ リケ ー シ ョ ンの 充 実 に も努 力 してお り,現 在,数 値 計算,統 計 計 算,経 営 科

学 計 算,電 気 ・建 築 ・土 木等 の専 門 技 術計 算 約300本 の ラ イ ブ ラ リを用意 して い るが,77年 度 には こ

れ を400本 に ま で増 や す 予定 で あ る。

DRESSで は,標 準 プ ロ グ ラ ムに よ る開 発 の効 率 化 を も図 って お り,利 用 者 に対 して 経 済 性,開 発

期 間 の面 で便 宜 が 図 られ て い る。

DEMOS,DRESSに よ る電 子 計 算 機 の 共 同利 用 を通 じて デ ー タ通 信 の パ ブ リック ・ユ ー テ ィ リテ

ィ化 に大 い に寄与 す る こ とが 期 待 され る 。

各種 デ ー タ通 信 シス テ ム につ いて は,バ ンキ ングへ の導 入 が 図 られ たが,今 後 は この ほか,ナ シ ョ

ナ ル ・プ ロ ジ ェク トを 中心 とした フ ァイル 規 模 が大 き く全 国 的拡 が りを持 つ シス テ ムに お いて,デ ー

タベ ー ス の適 用 や 新通 信 網 を使 用 す る こ とによ って,DIPSの 特 徴 を大 い に発 揮す るこ とにな るで あ

ろ う。

D端 末装置

端 末 装 置 は,人 間の 社 会 活動 とデ ー タ通 信 シス テ ムの 接 点 の役 目 を果 して い る。 特 に,利 用 者 の 宅

内 に設 置 され て直 接 利 用 者 が操 作 す る もの で あ るの で,そ の使 い易 さが シス テ ムの 評価 を左 右 す る こ

と とな り,シ ス テ ム の重 要 な構 成 部 分 で あ る とい え る。 デ ータ通 信 シス テ ムの普 及 に伴 い シス テ ムは

ます ます 多様 化 の傾 向 に あ り,端 末 装 置 に対 す る要 求 も多 様 化 して い る。

す なわ ち,一 方 で は複 雑,高 度 な機 能 が要 求 され,一 方 で は低 廉 で 簡 便 な装 置 が 要求 され て い る。

この よ うな 背景 を踏 ま えて,各 種 の シス テ ムに共 通 に使 用 され る汎 用 的 な端 末,新 し い技 術 を積 極

的 に採 り入 れ た 端末 を 開発 す るほ か,既 存 装 置 につ いて も,経 済 化,小 形 化,低 騒 音 化 な ど質 的充 実

をはか るた めの 技 術改 良 も実施 して い る 。

現 在,電 電 公 社 が サ ー ビス を提 供 して い る端末 装 置 は,3-1-35表 お よ び3-1-36表 の とお り

で あ る。

この ほか,今 後,デ ィス プ レイ装 置,作 図 装置,サ ー マル 式 キ ー ボ ー ドプ リンタ等 の 提 供 を準 備 中
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3-1-35表 公衆 データ通信サー ビスで提供 してい る端末

種 別 内 容

本体装置

付加装置

、

100A型 デー タ装置 押 しボタンダイヤル式でない もの
100ピ ッ ト/秒 キー ボー ド ・プ リン タ

押 しボタンダイヤル式の もの

200B型 デー タ装置 押 しポタ'ングイエル式でない もの
200"

押 しボタンダイヤ ル式の もの

200C型 デー タ装置 押 しボタンダイヤ ル式でない もの
200"

押 しボタンダイヤ ル式の もの

1,200D型 デ ー タ装 置 押 しボタンダイヤ ル式でない もの
1,200〃

押 しボタンダイヤ ル式の もの

自動呼出装置

200C,1,200Dの 付 加 装 置
A型 テー プ リー ダパ ンチ

B型 テー プ リー ダパ ンチ

テー プ リー ダ

テー プ リー ダ装 置

A型 カー ドリーダ'

B型 カー ドリー ダ

A型 カー ドパ ンチ

B型 カー ドパ ンチ

ラインプ リンタ

カセ ッ ト磁気 テー プ装置

さん孔 タイプ ライ タ

さん孔 タイプ ライタ補助 リー ダ

～

3-1-36表 各種デー タ通信サ ービスで提供 している端末

種 別 内 容

50ビ ッ ド/妙 用 デー タ宅 内設備 座席予約装置 座席予約用

200ピ ッ ト/秒 用デー タ宅 内設備
一

総合データ宅内装置 1型(送 信用印字装 置があるもの)
び

為替通信用
2型(送 信用印字装 置がない もの)

マ ー ク シー トリー ダ

車検登録用
印字装置

バンキ ング窓 口装 置 A型

銀 行 用B型

C型

キー ボ ー ドプ リン タ A型

銀 行 用B型

C型

さん孔 タイプ ライ タ

さん孔 タイプライ ター補助 リー ダ

1,200ピ ッ ト/秒用デー タ宅 内設備
、

伝送制御装置 A型

B型

C型

総合データ宅内装置 為替通信用

1そ の他 の設備 で科学 技術 計算システム又は販売在庫 管理 シス テムのデー タ宅内設備 と同一の もの

F
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で あ る 。

Eデ ィ ジ タ ル 交 換 機

現 在,デ ー タ通 信 シス テ ・ 構 成 す るの 噸 用 され て い 樋 信 回線 に は・特 定 通 信 回 線 と公 衆 通 信

回線 が あ る.特 定 通 信 回 線 は 比鮪 高 トラ ・・ク の特 定 利 用 者 間 の通 信 に適 して ・'る専 用 翻 式 の 回

線 で あ るの に対 し,公 衆 通 信 回線 は比1鮫的低 トラ ・ ・ク の不 特 定 利 用者 間 の通 信}適 して い る交 換 回

線 で あ る.後 者 は,・972年 の公 衆 法改 正(い わ ゆ る繊 放)に よ り・ 既 存 の加 入 電 話網 お よ び加 入 電

信 網 が デ ー タ通 信 に利 用 され るよ うに な った もので あ る。

しか しなが ら,高 速,高 品質 を要 求 す るデ ー タ通 信 の 発 展 に伴 い,既 存 網 で は満 足 し得 な い新 しい

融 が 増 加 しつ っ あ る.・ の よ うな社 会 的 要請 に応 え るた め 渇 電 公 社 で は新 しい ネ ・ トワー ク と し

て,デ ィジ タル デ ー タ交 換 網 の開 発 を進 め て い る。

。の新 しい頸 綱 の シ ス テ 嚇 成 を原 理 的 に描 く と(3-・-7図)の とお りで あ る・ この 基 本構

成 の 申 の デ,ジ タル交 換 機 は,デ ・ジ タル 多重 化 伝 送 路 か ら送 られ て き塒 分 割 麺 化信 号 を・ 麺

化 さ'れた デ ィジ タル 信号 の ま まで 交 換 す る電子 交 換 機 で,交 換 方 式 は時 分 割交 換 と蓄 積交 換 の2つ の

方 法 が用 い られ て い る。

ま た,'デ ー タ端 末 間 でデ ー タ通信 を行 な う方 法 と して,回 線 交換 とパ ケ ッ ト交 換 の2種 類 の サ ー ビ

ス を用意 し,利 用 者が デ ー タ トラ ピ ック の特 性 に応 じて そ の どち らに も加 入 で きるよ うに 考 え て い

る。'

回線 換 お よ びパ ケ 。 咬 換 の 中継 方 鵡(3-・-8図)お よ び(3-1-9図)・ ・示す ・

デ 、ジタルデ一夕交換網で実現しようとしている徽 を次に示す∴

a接 続時間の短縮

ダイヤルが終って相手に接続する時間は回線交換では電話の場合に比べて極めて早 くなり,パ ケッ

トでは更に短時間となる。

b伝 送品質の向上

伝送路の大部分がPCM方 式によること,交 換機での集積回路等電子部品の使用によりビット誤

り率が現在の加入電話交換網に比べ1桁 程度以上改善され,か つ品質が安定する。

c通 信速度の向上

200ビ 〉 ト/秒,1200ビ 。 ト/秒 の}ま か2.4Kビ ・ ト/秒,9・6Kビ ・ ト/秒 ・48K⇔ ト/秒 に つ

ハ

い て も用意 す る。
t

d経 済 的 な シス テ ム構 成

回 線 お よ び端'末の高 能 率 使 用 に よ る経 済化 を はか る。

e多 彩 な サ ー ビス 内 容
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3-1-7図 新 しい 交換 網 の 基 本 構 成

ディジタル交換器

データ端末

、咀 燐 ・ 皿 皿 皿 ・蹴 皿 データ端末

加入者線 ディジタル多重化伝送路 ディジタル多重化伝送路 加入者線

1他 のデー タ端末'`他 のデータ端末1

-一 一一"一 ー ーー一一」一 ー ー一…(y-一 ー－L-一 ー一一 ⊥ 一 ー 一… 一一・1

同期装置

3-1-8図 デ ィ ジ タ ル デ ー タ 交 換 網(回 線 交 換)の 中 継 方 式

データ端末装置1加 入者線路端装置 集線多血化装置 時分割交換機 築線多重化装置 加入者線終端装置'デ ータ端末装置
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閉 域 接 続,ダ イ レ ク トコール,短 縮 ダ イヤル,交 換 機 に よ る相 手 識 別 処 理,着 信 課 金,異 種端 末 間

通 信(パ ケ ッ ト交 換 の み)な どを可 能 とす る。

交換 網 利 用 の デ ー タ通 信 需 要 の 増大,コ ン ピ ュー タ ネ ッ トワ ー ク形 成 の要 求 に即 応 した デ ー タ通 信

指 向 形 の デ ィジ タル デ ー タ交 換 網 は,加 入 電 話 網 お よ び加 入 電 信 網 と並 ぶ新 しい ネ ッ トワー ク サ ー ビ

ス として,多 彩 で か っ高 度 な サ ー ビス の要 求 に効 果 的 に応 えよ うと して い る。

また顧 客 が デ ィジタ ル交 換 網 に加入 す る場 合,そ の デ ー タ端 末 装 置 は加 入 者 線 終 端 装 置(DCE)

を介 して,網 に接 続 され る。

このDCEは,従 来 の 変 復調 装置(MODEM)に 代 っ て,デ ー タ端末 装 置 に接 続 され,デ ー タ端

末 装 置 か らの 信 号 を加 入 者 線 の 伝 送 に適 した 信 号 形 式 お よ び レベ ル に変 換 し,ま た そ の 逆 の変 換 を行

な う装 置 で あ る。

DCEと デ ー タ端 末 装 置 との イ ンタ フ ェ ース は,CCITT勧 告Xシ リーズ(公 衆 デ ータ 網 にお け るデ

三 夕伝 送)の イ ンタ フ ェース を標 準 と して採 用 され る こ とに な ろ う。 しか し,既 存 のCCITT勧 告V

シ リーズ(電 話網 に お け るデ ー タ伝 送)の イ ンタ フェ ース を持 つ デ ー タ端 末 装 置 の 収容 も考 えて,V

シ リーズ イ ン タ フ ェー ス を持 つDCEの 実 用 化 も進 め る予 定 で あ る。 ・ ・
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14「 情報化保険」の概要

通 商産 業 省 は,情 報 化 の進 展 に伴 な い予 想 され る各 種 の危 険 を十 分 てん補 で きる保 険制 度 の 創設 が

必要 で あ る として,か ね て か ら具 体 的保 険 内容 の検 討 を進 め て い たが,1975年9月30日 に 「情 報 化 保

険 」 の名 称 で大 蔵 省 に お い て認 可 され,発 売 され る こ とと な った の で,以 下 に その 概 要 を紹 介 す る。

Aは じ め に

先 に発 表 され た通 商 産業 省の 「電 子計 算 機 納 入 下 取調 査 」 によ る と,わ が 国 には1975年3月 末 現 在

で 売 価金 額 に換 算 して1兆9,463億 円余,30,095セ ッ トの汎 用 電子 計 算 機 が 稼 動 して い る。 そ の地 域、

別 金 額 分 布 を み る と,東 京 の44.7%を 筆 頭 と して 大 阪 の14.7%,愛 知 の5.5%と 大 都 市 偏 重傾 向が み

られ る もの の全 国 いた る と ころ に設 置 され,産 業 別 に見 て も全業 種 で利 用 され て い る。 その適 用 分 野・

は 企 業経 営 面(人 事 ・給与 業 務,販 売 ・在 庫 管 理,資 金 ・財 務業 務,購 売 管理,生 産 管 理,企 画 調 査

等)ば か りで な く,公 害 防止 監 視 シス テ ム,座 席 予 約 シス テ ム,交 通 管制 シス テム等 社 会 の各 方 面 に.

急 速 に拡大 されっ っ あ る。

この よ うな情 報 化 の 進展 は わ れ われ の生 活 を よ り豊 か に,よ り効 率 化 し,さ ま ざま な恩 恵 を もた ら.

しつ つ あ る もの の,他 方 で は情 報 価 値 の増 大 とその 集 中 に よ り,今 ま で の工 業 化社 会 とは質 的 に異 な

った 危険 を 内包 して い る。 た とえ ば,コ ン ピ ュー タ ・ル ー ムの 火災 に よ って ハ ー ドウェ アだ け で は な

く,磁 気 テ ー プ な どの 記憶 媒 体 に蓄 積 され て い る膨大 か つ貴 重 な デ ー タが 消 滅 した場 合 企 業活 動 面 で

大 工 場 の 焼失 に も匹 敵 す るよ うな重 大 な影 響 を受 け るほ か,特 に情報 処 理 サ ー ビス業 の場 合 には,顧.

客 の信 用 を失 った り,顧 客 に対 す る損 害 賠償 の た め に倒 産す る よ うな ケ ー ス も出 て来 よ う。

ま た,公 共 的機 関 にお け る事 故 は社 会 生活 面 が 少 な か らぬ混 乱 を引 き起 こす こ とが予 想 され る。

この よ うな事 態 を回避 す るに は,コ ン ピ ュー タ ー ・ル ー ム での さま ざま な危 険 を予 知 し,そ の発 生

を未 然 に防 ぐた め の安 全 対 策 を施 す と と もに,万 が 一 に も事 故 が 発生 した場 合 には そ の経 済 的負 担 を

軽 減 し,迅 速 な復 元 を図 るた め の保 険 制 度 の利 用 が 是非 と も必 要 で あ る。

わが 国 の従 来 の保 険 制度 で は,コ ン ピ ュー タ ー ・ユ ー ザ ー用 に特 別 に設 計 され た保 険 が 無 か った た

.め,動 産 総 合 保険,火 災 保 険,機 械 保 険 等 の組 み合 わ せ に よ つて リス クカ バ ーが 図 られ て きた。 しか

しなが らコ ン ピ ュー タ ー ・シス テ ム に特 有 の 電気 的,機 械 的事 故 は一 般 に免 責 とな って い る等,担 保

の範 囲 が情 報 化 の 進展 に伴 な つて新 た に発 生 す る各 種 危 険 をカ バ ーす るの に十 分 とは い え なか ったの

が 実情 で あ る。 ま た,磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィス ク等 の メ デ ィア類 の 再 製 作費 用 を既存 の保 険 で担 保 す

る こ と も困 難 で あ った。
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以 上 の よ うに,既 存 保 険 の活 用 に は限界 が あ っ た た め,情 報 処 理 に関 す る各 種 危 険 を総 合 的 に カバ

ー す る新 しい保 険 の創 設 が 必 要 と されて きた 。

『情 報 化 保 険 』 は この よ うな社 会 的 要 請 に こた え る た め,通 商 産業 省,損 害 保 険会 社,情 報 処 理 関

係者,コ ン ピュー ター ・ユ ーザ ー等 が,1972年 以来 共 同 で調 査,研 究 を進 めて きた成 果 として,本 年

9月 に発 売 の は こ び とな っ た もの で あ る。

この保 険 の 主 な特 色 は

①1枚 の 証 券 で,情 報 機 器,情 報 メ デ ィ ア,臨 時費 用,喪 失 利益 等 を包 括 的 に担 保 で き る。

② 情 報 メ デ ィ アの再 製 作 費 用 をて ん補 す る形 で 『情 報 価 値 』 の具 体 的 価 格 づ け を行 な う。

③ 情 報 処 理 業者 を対 象 とす る 『情 報 処 理 業 者賠 償責 任 保 険 』 を新 た に開 発 した 。

④ 既 存 の 保 険 よ りも担 保 す る危 険 範 囲が 拡 大 され,保 険 料 率 的 に 割安 で あ る。

と い う点 で あ る。 この保 険 の 普 及 に伴 い,情 報 処理 産業 の成 長 お よび健 全 な情 報 化社 会 の形 成 が 促 進

さ れ る もの と期 待 され て お り,そ の意 義 は きわ め て大 きい ものが あ る。

B情 報化保険の概要

情 報 化 保 険 は大 別 して① 「コ ン ピ ュー タ総 合 保険 」 お よ び② 「情報 処 理 業 者賠 償 責 任 保 険 」 の2つ

か ら成 り立 って お り,コ ン ピ ュー タ ー を中 心 とす る情 報 処 理 に関 連 して生 ず る各種 の危 険 を総合 的 に

担 保 す る保 険 で あ る。

「コ ン ピ ュー タ総 合 保 険 」 は次 の4つ の 条項 か ら構 成 され て お り,物 的 損 害 を中心 に,関 連 す る間

接 損 害 も1枚 の保 険証 券 で 担保 す る。

a.情 報 機 器条 項(情 報 機器 保 険)

b.情 報 メ デ ィ ア条 項(情 報 メ デ ィア保 険)

・C.臨 時 費 用条 項(臨 時 費 用保 険)

d.利 益 条 項(情 報 処 理 業者 利益 保 険)

(注)以 下 本稿 で は上 記4条 項 につ いて は()内 の 呼称 を使用 す る。

「情 報 処 理 業者 賠 償 責 任 保 険 」 は計 算 セ ン ター な どの情 報 処理 業者 ま た は ソ フ トウ ェア業 者 が 情報

処 理 業 務 に起 因 して他 人 に損 害 を与 え法 律 上 の 賠償 責 任 を負 う こ とに よ り被 る損 害 をて ん補 す るた め

に 「情 報 処 理 業者 特 別 約 款 」 と 「シス テ ム設 計,プ ログ ラム作 成 担保 特 約 条 項 」 「フ ァ シ リテ ィ'一・

マ ネ ジメ ン ト特 約 条項 」 の2つ の特 約 条 項 を新 設 した。

「コ ン ピュ ー タ総 合保 険 」 お よ び 「情 報 処理 業者 賠 償 責 任 保 険 」 の詳 細 につ いて は3-1-38,3

-1-39表 を参 照願 う と'して ,こ こで は両 保 険 の 内容 につ いて 若 干 の解 説 を加 え る こ と とした い 。

① コ ン ピゴ ニ タ総合 保 険9""1・

a情 報 機 器 保 険 ・L
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い わ ゆ るハ ー ドウ ェア を対 象 とす る もの で あ るが,単 に電 子 計 算 機 の み では な く,こ れ らの 稼

動 に不 可 欠 な コ ン ピ ュー タ ー ・ル ー ム専 用 の受 配電 設 備,空 調設 備,防 犯設 備 等 も対 象 に含 め る

こ とが で き る。

て ん補 の対 象 は,情 報 機 器 に生 じた 「直 接 損 害」(物 的 損 害)と,損 害 防止 軽 減 費 用 お よ び権

利保 全 費 用 の 二 つ の 「間接 損 害 」(費 用 損 害)の 両 者 で あ る。

担 保 保 険 は,い わ ゆ る 「オー ル リス ク担 保 方 式」 で あ るの で,免 責 規定 で除 外 され な いか ぎ り,

輸 送 中の 損 害 も含 め 「全 て の 偶 然 な事 故 に よ る損害 」 が 担 保 され て お り,危 険 の 一 部 の み(例 え

ば破 損 の み)を 担 保 す るこ とはで きな い。

ま た,基 本 的 危 険(火 災,盗 難,破 損)を 免 責危 険 とす る こ とは で きな い が,既 に他種 保 険 契

約 が 付保 され てお り,本 保 険 と担 保危 険 が重 複 す る場 合 に は,当 該 重 複 危 険 を本 保 険 で は免 責 す

る こ とが で き る。(重 複 危 険 免 責 特約)

3-1-38表 の 免責 事 項 の うち① ～ ⑧ は絶 対 的免 責危 険 なの で 特約 を付 して担 保 す る こ とは で

きな い が,⑨ ～ ⑬ の相 対 的 免 責 危 険 の う ち 「風 火 災 又 は これ らに随伴 して 生 じた事 故 に よ る 損 .

害 」 「修理 ・清 掃 作業 中 に技 術 の 拙劣,作 業 上 の 過失 に起 因 す る損害 」 お よび 「契 約 者,被 保 険

者 の使 用 人 以 外 の 者 の詐 欺,横 領 に よ る損 害 」 につ い て は そ れぞ れ 「風 水 災危 険 担 保 特約 」 「修

理危 険担 保 特 約 」 「詐欺 横 領 危 険 担 保特 約 」 に よ って担 保 し得 る。 ま た,電 気 的,機 械 的事 故 に

つ い て は特 約 に よ り免 責 とす る こ とが で きる。

b情 報 メ デ ィア保 険

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィス クパ ック等 の記 録 媒 体 に情 報 が記 録 され て い る と否 とを問 わず,こ れ

ら情 報 メ デ ィア に生 じた 「直 接 損 害」(物 的 損 害)だ け で な く,こ れ らに記 録 された 情報 と同様

の もの を再 製 作 す るた め に必 要 と した 費用(再 製 作費 用)お よ び 「間接 損 害」(損 害 防止 軽 減 費

用 お よ び権 利 保 全 費 用)も てん 補 の 対象 とな る。

担 保危 険 は情 報 機 器保 険 の 場 合 と同 じで あ るが,免 責 危 険 につ いて は,「 情 報 メ デ ィア に記 録

され て い る情 報 の み に生 じた磁 気 的,電 気 的 損 傷 に よ る破 壊,消 滅又 は盗 取 に よ る損 害」 が絶 対

的 免 責危 険 と して 追 加 され,相 対 的免 責危 険 の う ち 修 理 危 険 を削 除 し,次 の免 責 を追加 す る。

「電 子計 算 機 で処 理 中 の情 報 メ デ ィ アに つ いて,電 子 計 算 機 の 故 障,作 業上 の過 失 等 によ って 生

じた損 害」。

情 報機 器保 険 と同様 に 「重 複 危 険 」 を特 約 で 免責 とす るこ とが で き る。

c臨 時 費 用保 険

保 険 証 券 に記 載 され た施 設 お よ び施 設 外 にお け る一 時 的 な移 動 申 に お いて,被 保 険 者 が所 有 ま

た は使 用 す る情 報 機 器 また は情 報 メ デ ィア(情 報 機 器保 険,情 報 メデ ィア保 険 を付 保 して い る必

要 は な い。 した が つて被 保 険者 の施 設 内 で使 用 して い れ ば,リ ース,レ ン タル物 件 な ど も含 ま れ
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る)が 各 々の 保 険 でて ん 補 され るべ き事 故 によ り損 害 を被 った結 果,被 保 険 者 が業 務 を継 続 す る

た め に必 要 と した 臨時 費 用 をて ん補 す る。 した が っ て次 の もの は臨 時 費 用 には含 ま れ ない 。

ω 事 故 が な けれ ば計上 す る こ とが で きた営 業 利 益 。

(ロ)事 故 が な くて も必 要 と した費 用 。

内 情 報 機 器,情 報 メ デ ィ ア を修 理,再 製 作 又 は再 取 得 す るた め に要 す る費 用。

⇔ 情 報 機 器,情 報 メ デ ィ ア以外 の財 物 を修理,再 製 作,購 入又 は建 築 す るた め の費 用 。

この ほか 本 保 険 で留 意 す べ き点 をあ げ る と,

1.免 責金 額"ゼ ロ"の 契 約 は で きな い。

2.保 険 金 支 払 の対 象 期 間(て ん補 期 間)の 月 毎 に,て ん補 限度 額 を保 険金 額 に対 す る割 合 で定

め る場 合 に は保 険 料 を所 定 の割 合 に よ り割引 くこ とが で き る。

3.て ん補 期 間 は保 険 期 間 申 に生 じた事 故 に よ り保 険 の 目的(情 報 機 器 あ るい は情 報 メデ ィア)

が 損 害 を受 け た時 に始 ま り,そ の損 害 の業 務 に対 す る影 響 が消 滅 した 時 に終 わ る。 た だ し,事

故 発生 時 か ら1年 以 内 とす る。

d情 報 処 理 業 者 利 益 保険

本 保 険 の 目的,担 保危 険,免 責危 険 につ いて は,臨 時費 用 保 険 と同 じで あ る。 本保 険 での 主 な

留 意 点 は次 の 通 りで あ る。

1.本 保 険 契 約 を付 保 で きるの は原 則 と して 情 報処 理 業 者 の みで あ り,一 般 コ ン ピ ュー タ ーユ ー

ザ ー は付 保 で きな い。

2.火 災 の利 益 保 険 とは異 な り,経 常 費 の うち一 部 の もの を選 ん で 付保 す るこ と はで きな い。

3.保 険 金 支 払 対 象 期 間(て ん補 期 間)は 約 定 て ん 補期 間 以 内 とす る。

4.罹 災 後,同 一 営業 が継 続 され な い場 合 は本 保 険 契約 は失 効 と な り,て ん補金(保 険金)は 支

払 わ れ な い。

② 情 報 処 理 業 者 賠 償 責任 保 険

各 特 別 約款,特 別 条 項 で て ん補 す る責任 の範 囲の 関 係 は次 の通 りで あ る。

(a)は普 通 保険 約 款 で 対 象外 とな って い る経 済的 損 害 を与 え た こ とに よ り負 担 す る賠 償 責 任 を対象 と

す る。

(b)は(a)で免 責 と され た危 険 を特 約 で担 保 す る もの で あ る。

(c)は既 存 の 「施 設 所 有(管 理)者 特 別約 款 」 に付 帯 す るこ とによ っ て,フ ァシ リテ ィー ・マ ネ ジメ

ン ト ・サ ー ビス業 者 が 他 人 の情 報 機 器,情 報 メ デ ィア ま た は原 資料 を損 壊 した こ とに よ り負担 す る賠

償 責 任 を対 象 とす る。 〆

(a)情 報 処 理 業 者 特別 約 款

情 報 処 理 業 者 とは情 報 処 理 サ ー ビス 業 者 及 び ソ フ トウ ェア業 者 の こ と をい い,そ の 業務 内容 は
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3-1-10図

他 人の 身体 の障害(対 人)・

他 人の財 物 の損壊(対 物)

賠償責任保険普通保険約款

施設所有(管 理)者 特別約款

(c)フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト

特 約 条 項

[コ が新設部分で…

(a)情報処理 業者 特別約 款

(b)システム設計 ・プログラム作成

担保 特約 条項

1.原 資料の情報を電子計算機で直接処理 しうる状態の記録媒体に変換する仕事

2.電 子計算機を使用して情報に?き 計算,検 索その他 これらに類する処理を行なう仕事

をいうが,具 体的には

1已 築 成罐 灘 鞠 聾灘 磐である∵ システム設計・プ・グ・ム

㌘;:務/

欝:貸 ∫　 業者　 」噸 ある.

をい う。

こ こで い う情 報処 理業 者 は何 も専 門業 者 に限 らず,一 般 企 業 の一 部 門 が この 種 の業 務 を行 な っ

て い る場 合 に も,こ の 種 の業 務 に か か る 売 上 高 を明 確 に把握 し うる限 り対 象 と して差 し支 え な

い。 ただ し,売 上 高 とい う概 念 の ない シ ン ク ・タ ン ク,リ サ ー チ ・セ ンタ ー等 の 研 究機 関 を対 象

とす る こ と はで きな い。

本 保 険 で の担 保 損 害 は次 の通 りで あ る。

α)被 害者 に支 払 うべ き損 害 賠償 金'
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(ロ)保 険 会 社 の 同 意 を得 て支 出 した訴 訟 費 用,弁 護 士報 酬,和 解 ・調停 費 用

内 保 険 会 社 が直 接,賠 償 の解 決 に 当 る場 合 に これ に協 力 す るた め に要 す る費 用

⇔ 損 害 賠償 請 求 を受 けた場 合 に,他 に責 任 を負 うべ き者 に対 す る求 償 権 を保全 ま た は行 使 す る

た め に要 す る費 用

(b)シ ス テ ム設 計,プ ログ ラ ム作成 担 保 特 約 条項

本 特 約 は,特 別 約 飲 が免 責 とす る シス テ ム設 計 ミス,プ ロ グ ラ ム ミス 等 に起 因す る損 害 の み を

対象 とす る。

シス テ ム設 計 ミス等 に起 因 す る賠 償 責 任 は一 方 に お いて あ る程 度 偶 然 性 を欠 く損 害 で あ り,他

方 に お い て損 害 額 が 巨額 にの ぼ るこ とが あ るた め,ア メ リカで は,こ の種 の リス ク は一 般 的 に免

責 と され て い る。 わ が 国 に おい て は,本 特 約 によ りて ん補 の 途 を開 い たが,同 時 に い くつ か の制

限 を も うけて い る。

(c)フ ァ シ リテ ィ ー ・マ ネ ジ メ ン ト特 約 条 項

一 般 に 「フ ァシ リテ ィー ・マ ネ ジメ ン ト」 は"F .M."と 略 称 され るが,F.M.と は 厳 密

に は客 先 の コ ン ピ ュー タ ー ・ル ー ム の運 営 を一 括 受 託す る こと を い う が,こ の段 階 まで 進 ん だ

F.M.は まだ 稀 で あ るた め,本 保 険 で い うF.M.と は本 来 のF.M.に 至 らな い顧 客 の 施 設

へ の 資員 派 遣 業 務 を含 む こ とと した。

以 上 が 「情 報 化 保 険 」 の概 要 で あ るが,本 保 険 の 当 初 の構 想 に は コ ン ピ ュー タ総 合 保 険 の一 つ とし

て 「情 報 重要 文書 担 保 条項 」(情 報 メデ ィア 以外 の 各 種 貴 重 文書,記 録 類 にっ き,全 て の 偶然 な事 故

に よ って 生 じた直 接 損 害 を担 保 す る)お よ び 「情 報 受 取 勘 定書 担 保 条 項 」(売 掛 債 権 記録 類 が損 傷 し

た こと によ って生 じた債権 回 収不 能 の 損 害,回 収 の た めの特 別費 用,損 傷 記録 類 の 再 製 作費 用,債 権

回収 まで の 利 子 をて ん補 す る)の2つ の 条項 が入 って いた が,こ れ らは必 ず し も コン ピ ュー タ ー ・ユ

ー ザ ー個 有 の もの で は ない こ と,ま た現 状 で は ニ ーズ も多 くな い こ と等 か ら検 討 に時 間 をか け る必 要

もあ っ て今 回 の発 売 で は見 送 る こ と とな つた。

保 険 新 発 売 の常 と して,発 売 当初 の 保 険 引受 条 件(保 険 料 率,担 保 範 囲,保 険金 支 払 条件 等)は 厳

し くな らざ る を得 な いが,今 後事 故 等 の経 験 を重 ね る にっ れ,引 受条 件 の緩 和 及 び前 述2条 項 の 導 入

に っ い て も早 期 実 現 が 図 られ るよ う期 待 す る もの で あ る。
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3-1-37表 こ の 保 険 の 利 用 者

保険種目
ご利用者 一 般 コ ン ピ

ュ ー タ ー ・
ユ ー ザ ー

情 報処 理 サ ー ビス業 者 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業 者

コンピュータ

総 合 保 険

情 報 機 器 保 険 ○ (注) ○ (注)

情 報 メ デ ィ ア 保 険 ○ ○

臨 時 費 用 保 険 ○ ○

情報 処理 業 者 利 益 保 険 × ○

'

情報処跳 者 嬉 報償処 誓 篭 者ぷ 藁
賠賞責任保険

× ○

ファシ リテ ィー ・マネ ジメン ト

特 約 付 施 設 賠 償 責 任 保 険
× ○

(注)リ ース ・レンタルのコ ンピューターについては リース ・レンタル業者が保険 を手配 してお り,ユ ーザー

が情報機器保険 をっける必要がないのが通例 です。 したがって周辺機器 やコンピュー ター ・ルーム専用の

受配電 ・非常用発電 ・冷暖房 ・空調設備な どが主 な対象 とな ります。'
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3-1-38表 コ ン ピ ュ ー タ 総 合 保 険

保 険 の 目 的 てん補する損害&保 険金支払方法 免 責 事 項 .概^算 保 険 料

下記にいう情報機器の うち保険証 てん補する損害

情

券に記載されたもの.
① 電子計算機(

デー ター通信用回線を除 く

② 受配電.非 常用発電.避 雷針.
冷暖房 ・空調,換 気.保 安各設
備.た だし.電 算室専用のもの

オールリスクス(す べてあ偶然
な事故に よる損害をてん補)
一た とえば.火 災,爆 発,盗 難,
水ヌレ.破 損など

保険金支払方法

① 契約者.被 保険者等の故意.
可t過失

② 差押え.徴 発等の公権力の行
使

③ 自然の消耗.性 質によるさび.

① 電気的 ・機械的事故担保の場
合
現実火災保険料率十2.60円
(保 険金額1.000円 につ き)

例:鉄 筋コンクll－ ト造建物

報

機

に限 ります 。
*リ ー ス ・レ ン タル物件 に つい

ては 含め る こ とも除 くこ と も

で きます 。

全損:時 価
分損:修 理費+損 害防 【ト費用お
よび権利保全費用一 兎貴 金額

*免 責金額は.火 災損害には

かび等

④ か し
⑤ 契約者.被 保険者の使用 人の

強窃盗.背 任,詐 欺,横 領
⑥ 戦争.暴 動 、

の2Fに 収容の電子計算機一
式5.000万 円の場合
保険料は18万円程度。

②.電 気的 ・機械的事故不担保の
場合

適用しませ ん。
*保 険金額は情報機器の時価

⑦ 核危険}お よび随伴事故
⑧ 地 震,

現実火災保険料率+1.30円
(保 険金舐LOOO円 につき)

器 にあわせて設定していただ ⑨ 風水災 例:上 記と同じ場合保険料は
きます. ⑩ 修理作業 工2万円程度
た だ し.新 価 ベー スで保 険 ⑪ 契約者.被 保険者の使用人以保 金額を設定する方式 もあ り 外の者の詐欺、横領
ます. ⑫ 空気の乾燥.湿 度変化または

険 温度変化
(冷暖房 ・空調設備がてん補

されるべき事故により損害 を
生じたことの結果として発生
した場合を除きます)

⑬ 置忘れ.粉 失.不 注意による
廃棄

(注1)⑨ と⑩ については.特
約により担保すること
もで きます 。

. (注2)故 障(電 気的 ・機械的
事故)に ついては.特

.

約により免責す ること
、 もで きます 。

下記にいうメデ ィアのうち保険証 てん補する損害 情報機器保険に同じ。 現実火災保険料率+2円(保 険金
額1、∞0円 につき}

情
報
メ

券に記載 された もの.
1磁 気テープ

磁気デ ィスク
3磁 気 ドラム
4パ ンチカー ド

その他電子計算機で直接処理

オールリスクス(す べての偶然
な事故による損害 をてん補一
たとえば火災.爆 発.盗 難,水
ヌレ.破 損 など

保険金支払方法

た㌘ し.下 記の損害を免責 として
追加

情報 〆ティァに記録された情①
報のみの破壊.消 滅または盗取
《不法優人者の行為による破壊.

消滅の鳩合を除 く)

例 二鉄筋 コンクリー ト造建物内収容
の情報メデ ィア一式.

保険金額2,000万 円の場合
保険料は,6万 円程度
駐}輸 送危険を担保する場

デ
ィ
ア
保

を行なえる記録媒体
*他 人か ら受託 しているメデ ィ
ア も需めることができます.

一 ー ー －L.一.一'一 「.－L－'・

保険金額の範囲内で.再 製作も
しくは再取得するために必要と
した費用から免責金額を差引い
た額を支技いますラ ー.

② 電子計日日で処理中の保険の目的
についイ、電子計算機の故

障,作 蛮土の過失琴によつて生
じた損害(火 災.爆 発を除きま

.,A.

介はこれよりも若干高
くなります.

1

す).険 *再 製作.再 取得のいずれ もし
なかった場合には単なる物 とし
て の{面額 の み てん 補 します.
*f又 隣 金 書面{まF藪製 ∫乍昔月]総 見積

額 をベ ー スに 設定 します 。

被保険者が所有または使用 してい てん補する損害 情報機2蒜保険.情 報 メデ ィア保険 情報機器保険の料率X2.52

臨
る情 報機 器お よび情報 メデ ィア
(被保険者の施設内のもの または
一時的な手鋤 中のものに限 ります)

保険の目的が情報機器保険 また
は情報メデ ィア保険によりてん
補 されるべき事故により損害を

に同 じ。
ただL,下 記免責を追加します.
① 保管施設の再築 ・修繕につ

いての法規制

例:鉄 筋コル クリー ト造8十算セ
ンターの臨時費用
保険金額LOOO万 円の場合
保険料はlo万 円程度

時
'

被った結 果.被 保険者が必要と ② 保管施設への立入り規制 ただし,免 責金額は10万 円
した臨時慣用をてん補 します. (2週 間以内は別)

費

牢臨時費用の例
代替 コンピュー ター借用

③
臨時の建物借用化
臨時の人件費増(残 業手当な

ど)

③ 賃貸借※約等の失効,解 除.
18 中断労勅令訣参加者等の妨沖

被保険者の施設外にある他
人に貸与されている保険の目

用
保課 支霧 差出したため戚 醐

的の損害または損壊
⑥ 外部から供給 されている電

気,給 水の ストップガス.
保険金額の範囲内で,実 際に必 (注)① ～④は,相 当因果関栢保 要 とした臨時費用から免責 金額 係がないことを念のため
(最低10万 円)を 差引いた額 を 明示した ものです.

支払います。
険

' *保 険金額は臨時費用の見積額
をベ ー ス に 設定 し ます。
*情 報処理業者利益保険が同時
に付保されているときは利益保
険損害防1ヒ費用が優先します。

被保険者が所有 または使用 してい てん補する損害 臨時費用保険に同じです. 情報機器保険の料率×約定てん補
期間係数る情報機器お よび情報 メデ ィア

(被保険者の施設内の ものまたは
一時的な移動中のものに限ります)

保険の 目的が情報機器保険また
は情報 メディア保険によりてん
補されるべき事故に より損害を

*約 定 て ん補 期間 係数(例)
1ヵ 月… …0.49
6ヵ 月……0,97

情
被った結果、営業が休止または
阻害されたために生 じた損失を

12ヵ 月… …L46
例:鉄 筋 コ ン クリー ト造 針 口セ ン

報 てん 補 しま す。 ター の 利益

処 保険金支払方法

理 支払保険金={営 業収益の減少 灘 裏編 ㌶
業
者 語 ㈱`二樫 ただ し、免責金額10万円

利 出を免がれた経常
益 費+免 責金額(最

保 躍認編 費険 *利 益率=
営業収益

*保 険金額は,最 近1年 間の営
業収益X利 益,ポ)を メ ドに設定
して い ただ き ます 。

、
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3-1-39表 情 報 処 理 業 者'賠 償 責 任 保 険

て ん 補 す る 損 害 免 責 耶m 概 算 保 険 料

被保険者が情報処理サービス雛者またはソフ ① 被保険者の使用 人の詐欺彫の不誠実行為 情報処理葉者の売上高1他 用
トウェア藁者としての裳務の逐行にあたり, ② 契約締緒時.契 約者または被保険者が. てん桶限度額

情 職質上相当な注意 を用いなかったことに基づ 保険期間開始前に発生 した原因または事 】m求 に つき5.000万 円 、

報 さ.保 険期間中に提起された損害賠償緕求に 由によ り,保 険期間開始後.被 保険者に 保険期間中1億 円}の 場合
処 起因して被保険者が負担する賠償損害をてん 対し.本 保険の対象となるクレームのな 免責金額は30万円,
理 補 します. されることを知っていた場合 保険料は,25万 円程 度
業
者
職業

賠

(免責金額最低30万円)'
ただし.身 体の障害または財物の滅失,き 損.
河川.紛 失 もしくは盗取に起因する損害は対

象となりません.

③ 業務の結果を保証することにより加重さ
れた責任

④ 履行遅滞.履 行不能(火 災.破 裂,爆 発
による場合を除 く)

■システム設計,プ ログラム作成打1保の割増

保険料
システム設計,プ ログラム作成の売上高
3.000万 円

償 *例 …… 計 策 ミ ス.イ ンプ ッ ト ミスに よ り ⑤ 販売分折.販 売予測.財 砺分析の過誤 てん補限度額
責
任

過小な功求書を作成 した場合など
*シ ステム設計 ミス,プ ログラムミスは特

⑥ システム設計もしくはプログラム作成上
の過誤(特 約担保一左欄参照) ,綴 晴;:器 漂}・ 齢

保 約により担保 します. ⑦ 名誉別n 保険料は5万 円程度
険 ただし 免責金額一律100万 円 ⑧ 業務の結果を利用して製作された他人の

↓

てん補限度額 最高1億 円 財物の不.具合
50%縮 小てん補 ⑨ 業務の結果自体の不.具合の改善,補 修

.

① 特約 として ファ シ リテ ィー ・マ ネ ジ メン ト特約の主な免責1① フ ァ シ リテ ィー ・マ ネ ジ メン ト特約 の 保

7ァ シ リテ ィー ・マ ネジ`ノン ト業務(他 ① 被保険者の使用人の詐欺等の不誠実行為 険料
地フ

.

人のコンピュータ操作のための要n派 遣} ② 保管物の性質 ・かし 要口振避の売上高5.000万 円
ア の遂 行 に あた り.使 用 ・管理 す る他 人 の ③ 保管物の使用不能 て ん補 限度 額1.000万 円

設 ン1

賠耳

情 報機 器、 情 報 メデ ィア,原 資 料 を滅 失.

き好し 汚汎 紛 失 もし く己 盗取 され た こ

とに よ り,被 保 険者 力「負ξ11する賠償 損害

④ 返還後30日経過後発見され剤n害
⑤ 情報の単独損害
⑥ 電子計算機で処理中のメディアの.作 業

免責金額30万円の場合
保険料は,6万 円程度

② 施設賠償責任保険の保険料
| をてん補します。

.
上の過失等による損壊(火 災、爆発を除 業務用建物の総床面積が1,00(㎞■

償 ・ *例 … 誤 っ て コン ピュー タ.をを破 損 した り, さます 。) てん桶限度額
マ

責ネジ

任膓

ト保
特
約

険付

磁気テープを燃やしてしまった場合

など。

② 施設賠償責任保険自体で(ま
情報処理業務を行なう施設もしくは,当
該 額務の遂行に起因 して他人の身体 ・生
命を害し,ま たは財物を損壊 したことに
より被保険者が負担する賠傾損害 をてん
補します。

*例 …防火用ガスボンベの破裂により通行

、対 人1名2 ,000万 円,1事 故2.000万 円

,対 物1事 故1.OOO万 円

免責 金額1,000円 の場 合

保 険 料は1万 円程 度

人を傷つけたり近くの建物を壊した
.

場合など。1
,

`

)

〉

,



第2章 諸外 国のコン ピュータ政策125

第2章 諸外 国の コ ンピ ュー タ政 策

第 二 次世 界大 戦 を契 機 として誕 生 した コ ン ピ ュー タ は,そ の 後 の エ レク トロニ クス 技術 の飛 躍 的 進

歩 と緊 密 な関 連 を も ちつ つ 格 段 の 高 性能 化,低 価 格化,小 型 化 を実 現 し,急 速 に普及 して きて い る。

コ ン ピ ュー タの 普及 は企 業 経 営,行 政 の情 報 処 理 の 高度 化 に大 き く貢献 し,先 進 工業 諸 国 にお いて は,

コ ン ピ ュー タは 今や,経 済,社 会 の情 報 処 理 の 中 核 を なす 中 枢 神経 と しての 役 割 を果 して い る。 更 に

医 療,交 通,教 育 な ど国 民 生 活 と密 接 に結 びつ い た面 で も今 後 の発 展 が 見 込 まれ て い る。

この よ うな コ ン ピ ュー タの 重要 性 は,先 進 工業 諸 国 のみ な らず,発 展 途 上 国 に お い て も認 識 されっ

つ あ り,ま た社 会 主 義 諸 国 に お い て も社 会 発 展計 画 の重 要 な フ ァク タ ー として位 置 づ け られ て きて い

る。

こ うした コ ン ピ ュ三 タ リゼ ー シ ョンの 進 展 は情 報 処 理 の 高度 化 を実 現 す る と同 時 に,技 術 先導 産 業

で あ るコ ン ピ ュー タ産 業 の 発 展 を刺 激 して きた 。 コ ンピ ュ ー タ ・テ ク ノ ロジ ーの進 歩 は国 の 技 術 水準

を強力 に ひ きあ げ る だ け でな く,経 済 に与 え る大 きな 波及 効 果 が あ るこ とか ら,と くに先 進 工 業 諸 国

にお い て は,コ ン ピ ュー タ産 業 は将 来,自 動 車,石 油化 学 産 業 を超 える有 力 産業 に成 長 す る可 能 性 を

秘 め て い る との 見通 しを もち,こ う した重 要 な産 業 を他 国 の 独 占に委 ね る こ とは で きな い とい う意 図

に立 って コ ン ピ ュー タ政 策 をた て て い る。 しか し,コ ン ピ ュー タ の開 発,製 造 に は ソ フ トウ ェ アを含

め 膨大 な資 金 を必要 とす る と ころ か ら,米 国 系 をは じめ とす る有 力 メ ー カ ー は規 模 の利 益 を求 め て マ

ル テ ィ ・ナ シ ョナ ル な市 場 展 開 を図 っ て きて お り,世 界 的 規 模 で の国 際 競 争 が行 な わ れ る と同 時 に,

開 発 の効 率 化 をめ ざす 提 携iや統 合,再 編 成 もま た 活発 に進 んで い る。政 府 の コ ン ピ ュー タ政 策 は,そ

れ ぞ れ の国 の 経 済力,工 業 力 等 によ り一 様 では な い が,コ ン ピ ュー タ の 開発 技 術 面,応 用 面 の 高 度

化,国 際性 の高 ま りに っ れ,政 府 の 役 割 は ます ます 重 要 に な っ て い る。

「 『

1ア メ リカめ コ ン ビ二 一 タ政策

コ ンピ ュ「 タ は ア メ リカで誕 生 し,そ の 後 の発 展 史 にお い て も,世 界 の コ ン ピ ュー タ産 業界 の主 導

的 メ ー カー を擁 し,終 始 他 国 を リー ドして きた 。 この た め政府 は コ ン ピ ュ ー タ産 業 に対 す る直 接 的援

助 は打 出 して い な いが,膨 大 な政 府 需 要 と宇宙,軍 事 関 係 の 先進 プ ロ ジ ェ ク トが コン ピュー タ産 業 の
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発 展 に大 きな役 割 を果 した こ とは 明 らか で あ る。 しか し,こ れ に対 して 日本 や 西 欧 諸 国 の国 家援 助 を

背 景 と した追 上 げの 動 きが 活 発 で あ る とこ ろか ら,AFIPS(米 国 情報 処 理 学 会 連 盟)が ワシ ン トンに

オ フ ィス を開設 す る な ど,ロ ピー活 動 を通 じて 国会 に コ ン ピ ュー タ産 業 の 実情 を認 識 させ よ うとい う

動 きが 出 て い る。

A直 接的振興策

aブ ル ックス法 案

1971年 に ブル ック ス下 院 議 員 は,「 政 府 が コ ン ピ ュー タ ・テ ク ノ ロ ジ ー を推 進 しな い限 り,米 国 で

は 次 の世 代 の コ ン ピ ュー タ を誕 生 させ る見 込 み は な い」 と して,「 民 間 ユ ン ピ ュ一 夕技 術 開発 促 進 法

案 」 を提 出 した 。商 務 省 標 準 局 長 の管 轄 下 に年 間1億 ドル の研 究 開 発 予 算 を コン ピュー タ産 業 に投下

す る とい う内容 を も った この 法 案 は,本 会 議 で成立 せ ず 廃 案 とな った が,直 接 的 な援 助 を打 出 した も

の ど して注 目す べ き もの で あ る。

bグ ローバ ル ・マ ー ケ テ ィン グ政 策

商務 省 の発 表 によ る1973年 にお け る米 国 の コ ン ピ ュー タお よ び同 関連 装 置 の 輸 出額 は15億7千 万 ド

ル(対 前年 比32%増)と 輸 入 の1億1千 万 ドル(同37%減)を 大 幅 に上 回 り,米 国 は コ ン ピ ュー タの

完 全 な 輸 出 国 で あ る こ と を示 して い る。 商務 省 は輸 出 の拡 大 を め ざ した グ ローバ ル ・マ ーケ テ ィン グ

・プ ログ ラ ムの 申 で,コ ン ピ ュー タ を有 力 な輸 出商 品 と位 置 づ けて い る。 同 プ ログ ラ ム に則 り,米 国

企 業 が 参加 す る 「米 国 コ ン ピ ュー タ ・シ ョー 」 を主 要 各国 で開 催 して お り,例 年 日本 で も開 か れ て い

る 。,

一 方
,従 来 厳 しい輸 出 制 限措 置 が と られ て いた 共 産 圏諸 国 に対 して も,1971年 に はIBM360/50

の ソ連 へ の 輸 出承 認,72年 に米 ソ科 学 技 術協 定,貿 易協 定 の成 立,73年CDC,74年 ス ペ リー ・ラ ン

ドとソ連 との技 術協 力 協 定 の 成立 に み られ るよ うに次 第 に規 制 が 緩 和 され て きた 。1974年 に アメ リカ

合 衆 国 政 府 はつ い に第1段 階(Phase1)と して 最小 限 の 自由化 措 置 を と る こ とを決 定 した。 その 内容

は,高 性 能 の もの を 除 い た周 辺 機 器 の輸 出 自由 化,本 体 にっ い て はIBM370/145ク ラス の機 種 ま で

の 輸 出規 制 の緩 和 で あ る。政 府 は第2段 階 と して 一層 の緩 和 措 置 を研 究 中 と伝 え られ て い る。

さ らに 中 国 に対 して も,1975年 に は コ ン ピ ュータ ・メ ー カ ーの 幹部 を含 む アメ リカEIA(電 子工

業 会)の 通 信 機 器 通 商 使 節 団 の訪 中が 計画 され るな ど,輸 出振 興 め 布石 が打 た れ て い る。

B反 トラス ト法

少 数 メ ー カー に よ る寡 占状 態 にあ る汎 用 コ ン ピ ュー タ市 場 の 中 で も,IBMは 世 界 市場 の6割,ア

メ リカ市 場 の7割 の シ ェア を握 り,強 大 な市 場 支配 力 を もっ て い る。 政 府 に よ る独 占禁 止 政 策 の運 用

は ゴ コ ン ピ ュマタ 産業 に大 きな影 響 を及 ぼす もの と して 注 目 され る もの で あ る。 ア メ リカ合 衆 国政 府
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(司法 省)は,古 くは1930年 代 か ら数 次 にわ た り,独 占禁 止 法(反 トラス ト法)を め ぐ りIBMと 係 争

して き,IBMと して もその 都度,市 場 ・経 営 戦 略 の 変 更 を余 儀 な くされ て'きた 。 現 在 係 争 中 の もの

は,1969年 に 司法 省 が 提 訴 した もので,1975年5月 か ら公 判 に入 って お り,そ 「の 規模 の大 き さか ら,

世 紀 の 独 禁 法裁 判 と して 成 りゆ きが 注 目 され て い るが,決 着 には長 い時 間 が か か る とみ られて い る。

IBMは 司 法 省 の他 に も,コ ン ピ ュー タ産 業 の 多 くの企 業 か ら提 訴 され,現 在,十 数 件 の訴 訟 をか

か え て い る。 この うち,CDCと の係 争 で は,IBM子 会 社SBCの 譲 渡,向 う5年 間 にお け るサ ー ビ

ス範 囲 制 限 な どCDCに 有 利 な 形 で 法廷 外 自主 和 解 が成 立,ま た テ レ ック ス との係 争 で は,プ ラグ ・

コ ンパ テ ィブル市 場 に お け るIBMの 市 場 支配 の不 当性 を認 定 した第 一 審 判 決 が 出 され た が,上 告 審

で は これ が逆 転 し,IMBが 無 罪 とな り,こ れ を不服 とす る テ レ ック ス社 は最 高 裁 に上 告 し,そ の 判

決が 注 目 され て い る。

C連 邦 政 府 の 調 達 政 策',

連 邦 政 府 は全 米 コン ビュー・一・タ設 置 額 の1割 以上 を設 置 す る,単 一 調 達 組 織 と して世 界 最 大 の コ ン ピ

ュー タ ・ユ ーザ ー で あ る。 連 邦政 府 の コ ン ピ ュー タ調 達,管 理,運 用 は1965年 に制定 され た合 衆 国財

産管 理法 の一 部改 正 法(通 称 ブル ック ス法)に よ り,次 の機 関 が 担 当 す る こ と とな.って い る。

〇 一般 調 達 庁(GeneralServiceAdininistration:GSA)各 省 庁 の導 入 す る コ ン ピ ュー タ を一 括 調

達 し,ま た デ ー タ処理 サ ー ビス,設 備 ・余 剰 装 置 の 再 配 分 を行 な う。

○ 商務 省 標 準 局(NationalBureauofStandards:NBS)各 省 庁 に対 す る技 術 的 助力,標 準 化 の推

進 を行 な う。

○大 統 領 府 予算 局(OfficeofManagementCndBudget:OMB)歳 出管 理 ・政 策管 理 な ど政府 使

用 の コ ン ピ ュー タ に関 す る総 合 的 調 整 を行 な ケ。

この 法律 にrよりコ ン ピ ュー タ調 達 に特別 会 計 が 設 け られ,固 定 した アプ リケ 「 シ ョンの シス テ ム に

?い て レ ンタル か ら買取 へ の移 行,単 年 度 予 算 に と らわ れ な い回 転基 金 の 活用 な どの 合 理 化政 策 が と

られ て い る。

調 達 ソ ース につ いて も,こ れ ま で ソー ス会 社,プ ラグ ・コ ンパ テ ィブ ル ・メ ー カー か ら批 判 の高 か

った 大手 メ ー カー との連 邦 政 府 調 達計 画 契 約 を1975会 計 年 度 か ら廃 止 し,調 達 ソー ス の多 様 化 を推 進

す る 珪 ζな つた 。 ∵ 一.、.、.,、

⑱
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2イ ギ リス の コ ン ピ ュ ー タ政 策

イ ギ リス は ヨー ロ ッパ にお け る国産 最 大 の メー カ ーICLを 擁 し,日 本 と と もに 自国 に有 力 な コ ン ピ

ュー タ産 業 を もつ数 少 な い国 の一 つ で あ る。 政府 は コン ピ ュー タ の経 済 ,社 会 的重 要 性,産 業 と して

の 成 長 性 な らび に技 術 波 及 効 果 を重 視 し,'自 国 の コ ンピ ュー タ産 業 を育 成 す る政 策 を とっ て きた 。 労
ク

働 党 政 府 は,一 時乱 立 の傾 向 にあ った国 産 コ ン ピ ュー タ ・メー カ ー を逐 次 統合 へ と働 きか け,1968年

にICL－ 社 に ま とめ あげ,同 社 大 株 主 とな っ た ほか,そ の研 究 開 発 活動 に対 す る援 助 ,政 府 機 関 にお

け る同 社 コ ン ピ ュー タ の調 達 規則 の運 用 面 か ら優 先調 達,な どの 政 策 を とって お り,将 来 は このICL

の 地 位 を拡 大ECに お け る指 導 的 な コ ン ピ ュー タ企 業 に高 めた い考 えで 援 助 を行 な って きて い る。

コ ン ピ ュー タ産業 の育 成 は,自 国 商 工 業 の援 助 お よ び 競争 力 強 化 を任務 と す る 貿 易 省(The

DepartmentofTradeandIndustry)の 担 当 と な っ て い る。 ま た議 会 に は,科 学技 術 特 別 委 員 会

(TheSelectCommitteeonScienceandTechnology)が 設 け られ,コ ン ピュ ータ につ いて も種 々

の勧 告 を行 な って きた 。

A投 資促進法と投資控除制度

1966年,労 働 党 政府 は産 業 設 備 投資 の促 進 を め ざ して投 資 促 進 法 を制 定 した 。 コ ン ピ ュー タ もこの

法律 の対 象 と され,レ ンタル の場 合 に は貸 主 に,買 取 の場 合 には購 入 者 にそ の取 得 価 格 の20%の 投 資

補 助金 が交 付 され た 。 この措 置 によ りコン ピュ ータ の需 要 が 促 進 され,メ ー カ ー も恩 恵 を受 けた 。

しか し1970年,労 働党 に か わ り政権 を担 当 した 保 守党 は,自 由 経 済主 義 の原 則 に則 り投 資 促 進 法 を

廃止 し,投 資 控 除 制 度 へ の復 帰 を行 な った 。 この 投 資控 除 制 度 の もとで も,コ ン ピュー タ取 得 原 価 の

一定 率 を 法人 所 得 税 か ら控 除 され るが ∫ これ に は企業 が 利 益 を あ げて い る こ とが前 提 と され る
。 この

制 度 は企 業 自身 の 努 力 によ る設 備 投 資 の促 進 を促 す 意 図 の強 い もの で あ る。

BICLに 対する研究開発援助

保 守党 内 閣 は この ほ か に も,労 働党 政府 がICL設 立 の 際 に政 府 の 直 接 出資 が で きる よ うに制 定 し

た とい わ れ る産 業 拡大 法,国 際 競争 力 強 化 の た め の企 業 合 併 推 進 を 目的 と した産 業再 編 成 公 社 をいず

れ も廃 止 し,ICLに 対 す る援 助継 続 が危 ぶ まれ た。 しか し1971年 拡 大EC加 盟 と と もに,ICLが 拡大

ECに お け る リー デ ィン グ ・カ ンパ ニ ー にな り得 る との 判 断 の も とに,援 助 継 続 を決 定 した 。 こ の 決

定 の背 景 に は コ ン ピ ュー タ産 業 の 重要 性 の 認 識 と と もに,ICLが 新 コ ン ピ ュー タ ・シ リーズ 開 発 の た

め に投 下 す べ き資金 が 自社 の 規模 か らみ て過 大 で あ った こ とが あ げ られ る。
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政 府 は科学 技 術 法 に もとづ き1972年8月,と りあ えず1973年 ま で の新 し い コ ン ピ ュー タ ・シ リ・一・ズ

の研 究 開 発 費 と して1,420万 ポ ン ド,1973年7月 に は1976年 ま で の追 加 資 金 と して2,580万 ポ ン ドを・

ICLに 対 して支 出す る こ と を決定 レた 。 これ によ ってICLは 新 しい コ ン ピ ュー タ ・シ リーズ の 研究

開発 に対 し,総 額4,000万 ポ ン ドの援 助 を政 府 か ら受 け る こ とが で き る こ と とな った 。 な お この援 助

資金 はハ ー ドウェ ア開 発 だ け で は な く,ソ フ トウ ェア,コ ン ピ ュー タ部 品 の 開 発 も含 む もので あ る。

この資 金 交付 を受 けICLが 社 運 をか けて 開 発 して きた新 コ ン ピ ュー タ ・シ リー ズ は2900シ リーズ と

名 づ け られ,1973年 に小 型 機2903,翌 年 に は大 型機2970,2980が 相 次 ぎ発 表 され,す で に2903は 出 荷

が行 なわ れ て い るが,販 売 実 績 は 良好 で あ る と伝 え られ て い る。ICL社 長 は議 会 にお い て,1976年 以

降 は政 府 の援 助が な く と もICLは 自立 で きる と述べ て い るが,こ れ の 実現 は,新2900シ リーズ の売 れ

ゆ きに か か って こよ う。

この 補 助金 とは別 に,イ ギ リス政 府 は コ ン ピ ュー タの 高 性能 化 に不 可 欠 の部 品,と くにICの 開発

に対 し,1972年 か ら78年 ま で の期 間 に総 額1,000万 ポ ン ドの 開発 補 助 金 を交 付 す る こ とに な って い る。,

3フ ラ ン ス の コ ン ピ ュ ー タ政 策

フラ ンス に は1964年 まで,優 秀 な技 術 を誇 った マ シ ン ・ブル とい う国産 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー が:

あ り,国 内の み な らず 全 西 ヨー ロ ッパ 市 場 で 健 闘 して い た。 しか し,市 場 の急 激 な 伸長 に追 いつ けず

資金 難 にお ちい り,同 年GEに 買 収 され,国 内 コ ン ピ ュー タ産 業 は壊 滅 の危 機 に さ らされ る こ と と

な った 。 同 じ1966年 に フ ラ ンス 原 子 力委 員会 が ア メ リカか ら輸 入 しよ う と した コ ン ピュー タ が ア メ リ

カ側 の輸 出禁 止 措 置 に あ った こ と も重 な り,フ ラ ンス政 府 は民 族 資本 に よ る コ ン ピ ュー タ開発 の必 要

性 を認 識 し,国 産 コ ン ピ ュー タ振 興 策 を うち だす こ と とな っ た。

同年,政 府 の指 導 の も とに,競 争 関係 に あ った2つ の 小 さな会 社CAEとSEAが 合 併 し,国 策 コ・

ン ピ ュー タ ・メー カ ー のCIIが 誕 生 した 。1970年 に は同 社 は周 辺 装 置 メ ー カー のSPERACを 吸収

し,同 じこ ろ金融 機 関 と協 同で リー ス会 社Cilolniを 設 立 した 。1973年 にCIIは,西 ドイ ツ ・ジー メ

ン ス,オ ラ ン ダ ・フ ィ リップス とと もに コ ン ピ ュー タの 共 同 開発,製 造,販 売機 関 で あ るユ ニデ ー タ

を結成 した が,3社 の うち で は最 も規模 が小 さい。1975年 に入 りCIIと,ハ ネ ウ ェル ・ブル(CHB)

との合 併 が 発 表 された 。 新 会 社 は フ ラ ンス資 本 が53%と な る はず で,フ ラン ス政 府 の 懸 案 で あ った

CHBの 支配 権 獲 得 と,ユ ニ デ 一 夕 に お け る フ ラ ンス の地 位 強 化 が実 現 す る運 び とな った。

A第 一 次 プ ラ ン ・ カ ル キ ュ ー ノヒ
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フ ラ ンス政 府 は,国 産 コ ン ピ ュー タ産 業 の振 興 を 目的 と して,1966年 に 同年 か ら1970年 まで の第 一

次 プ ラ ン ・カル キ ュー ル を発 足 させ,そ の 政策 実 施 機 関 と して情 報 代 表部 を設 立 した 。 情報 代 表部 は

首 相 と産 業 科 学 開 発 省 の両 者 に直 属 し,政 府 お よ び民 間 の コ ン ピ ュー タ利 用 の 促 進 をは か る こ とを任

務 と じた が,1974年 に そ の一 応 の 使 命 を果 した と して廃 止 さ れた 。

第 一 次 プ ラ ン ・カル キ ュー ル は最 大 の 目的 を国 策 コ ン ピ ュー タ会 社CIIの 設立 と育 成 に 置 き,研

究 開 発 と政 府 の優 先購 入 を通 じて の 同社 の シ ェア確 保 に つ とめた 。 同 計画 期 間 に国 内 コ ン ピュー タ産

業 に 支 出 された2億 フ ラ ンの う ち1億 フ ラ ンを受 けたCIIは,こ の資 金 を もとに 自主 開 発 に よ る コ

ン ピ ュー タ ・シ リーズ の 開発 に乗 り出す こ とに な った 。

B第 二 次 プ ラ ン ・カ ル キ ュ ー ル

第 一 次 プ ラ ン ・カル キ ュー ル の最 終 年 にあ た る1970年 に,ア メ リカで はGEの コ ン ピ ュー タ部 門

が ハ ネ ウ ェル に吸 収 され,HISが 設立 された 。 フラ ンス 政 府 は この機 に,先 にGEに 買 収 され て い た

プ ル ・GEの 買 戻 しを検討 したが,資 金 面 か ら断 念 せ ざ るを得 ず,結 局 同社 はHIS傘 下 に入 り,C

HBと な った。 これ が フ ラ ンス政 府 に,援 助政 策 を強 化 した第 二 次 プ ラ ン ・カル キ ュー ル を策定 させ

た と いわ れ る。1971年 か ら75年 ま での 第 二 次 プ ラ ン ・カ ル キ ュール で は11億1,iOO万 フ ラ ンを援 助 す

る こ と と し,う ちCIIに この90%の10億 フ ラ ンを交 付 す る こ と と して い る。

　

4西 ドイ ツの コ ン ピュー タ政 策

西 ドイツ は 欧州 最 大 の コ ン ピ ュー タ市 場 を形 成 して い るが,市 場 の8割 は米 資 系 メー カ ー に 占有 さ

れ て い るのが 現 状 で あ る。 政府 の振 興 策 として,1966年 ま で は主 として アプ リケ ー シ ョン ・ソ フ トウ

ェ アの 開 発 を対 象 と して財 政援 助 を行 な って きたが,1967年 か ら71年 まで の第 一 次 情 報処 理高 度 化計

画 か らハ ー ドウ ェア産 業 に対 す る援 助が 行 な わ れ て い る6

A第 一次情報処理高度化計画

第 一 次 情 報処 理 高 度 化 計 画 で は特 殊 法 人 の 数 理 デ ー タ処 理 有 限 会 社 を発 足 させ る とと もに,官 公庁

をユ ーザ ー とす る大 規 模 な 情 報 シス テ ムの 開 発 を通 じ国 産 メ ー カ ーの 発 展 を促 進 す る こ とを 目標 と し

て計 画 策 定 が な された 。 この 計 画 の も とで,① 連邦 政 府 情報 局 の た めの デ ー タ ・バ ン ク,② 法 律 関係

デ ー タ ・バ ンク,③ 連 邦 予 算 局 の た め の デ ー タ処 理 シス テ ム,④ 連 邦 特許 局 の た めの デ ータ集 積 シス

テ ム,⑤ 連 邦統 計 局 の た めの デ ー タ ・バ ン ク,⑥ 犯 罪 デ ータ ・バ ン ク,⑦ 医学 診 断 のた めの デ ー タ処

理 シス テ ムの 開発 等 が 行 な われ て きた 。一 方,こ れ らの 開 発 の基 礎 と して,① シス テ ム分 析,② プ ロ
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グ ラ ミン グ,③IC,④ デ ィジ タル 高 速 メ モ リー,⑤ 大 容 量 メモ リー,⑥ 入 出力 機 器 な どの技 術 開発 が

進 め られ て きた 。

B第 二次情報処理高度化計画

第 一 次 情報 処 理 高度 化計 画 は,実 施 期 間 中 に総 額7億5,000万 マル ク を投 入 す る こ とに な って いた

が,最 終 年 に あた る1971年 に その 内 容 を さ らに強 化 した第 二 次計 画 に切 り換 え られ た 。 これ は,経 済

財 務 省,労 働 ・社 会秩 序 省,内 務 省,教 育 科 学 省 間 で協 議 した上 での 包 括 的 な デ ー タ処 理 促進 計 画 で

あ り,そ の助 成 目的 と して,① 経 済,科 学 の諸 分 野 に コ ン ピ ュー タ を応 用 す る こ とによ り,両 分 野 の

合 理 化 と生 産 性 向上 を達 成,② コ ン ピ ュー タ に よ る公共 機 関 の デ ー タ処 理 サ ー ビス と行 政 の合 理 化 お

よ び生 産 性向 上 の達 成,③ 最 重 要基 幹 技 術 として の デ ー タ処 理 の 修得,④ 著 る し く拡 大 す る デ ー タ処

理 市 場 に お け る競争 関 係 の バ ラ ンス化 を はか る こ とが挙 げ られ て い る。 この計 画 の 実 施 期 間 で あ る

1971年 か ら1975年 に投 下 され る政 府資 金 は42億7,000万 マル ク で,そ の支 出 内訳 と して はデ ー タ処 理

教 育27億7,000万 マル ク,デ ー・一ータ処 理 利 用 の 促進5億5,800万 マル ク,市 場 接 近 分 野 にお け る産 業 開 発

7億500万 マル ク,特 別 計 画 費(数 理 デ ー タ処 理 有 限会 社,ド イ ツ計 算 セ ンタ ー財 団 ,カ ー ル スル ー

エ原 子力 研 究 所 へ の支 出)2億4 ,000万 マル ク とな って い る。 この計 画 で特 徴 とす る こ とは,デ ー タ

処 理 教育 に全 体 の 半分 以上 を計上 して い るこ とで,他 国 に も この例 はな い 。

具 体 的 な メ ーカ ー に対 す る援 助 と して,国 内 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー3社 に未 来 指 向型 の 開発 援 助

(所要 資 金 の50%補 助)が 行 な わ れ て お り,各 社 の 開発 分 担 は次 の とお りで あ る。

○ ジ ー メ ンスNSF1お よ び2に 対 す る助 成 。 同社 の4004シ リーズ と同 様,ヨ ー ロ ッパ 市 場 を重

点 と して最 適 の能 力 を そな えた フ ァ ミリー ・マ シ ン を開発 す る。

OAEGテ レフ ンケ ン 制 御 用 と汎 用 と を イ ンテ グ レ ー トした4つ の モデ ル か らな る コ ン ピ ュー

タ ・ライ ン(EPL1)を 開 発,1975年 以 降 の 市 場 成長 を担 う。

そ の後 同 社 は,ニ ックス ドル フ と合 弁 で,大 型 機 開発 製 造 会 社 テ レフ ンケ ン ・コ ン ピ ュー タ を設 立

∫した が
,業 績 不振 のた め両 親 会社 と も手 を ひ き,1974年 に ジ ーメ ンス に買 収 され 引続 き大 型 機 の 開発,

製 造 を行 な うこ と とな った 。

○ ニ ックス ドル フ・ 中 小 型 の フ ァ ミ リー ・マ シ ンを 開発 す る。多 国間 協 力 の 枠 内 で,主 に コマ ー

シ ャル領 域 を中 心 と して世 界 的 に利用 され て い る分 野 を担 う。

西 ドイツ政 府 は,国 内 コ ン ピ ュー タ産 業 を強 化 す るた め業 界 再 編 成 を希 望 して きた 。更 に,長 期 的

な観 点 か ら,国 内 レベル の み に と どま らず,ECレ ベ ル での コ ン ピ ュー タ ・メー カ の 統合 を希 望 して

い る とい わ れ る。
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5コ メ コ ン諸 国 の コ ン ピュ ー タ政 策

コメ コ ン加 盟8か 国(ソ 連,ポ ー ラ ン ド,ハ ンガ リー,東 独,ル ー マ ニ ア,ブ ル ガ リア,チ ェコ ス

ロバ キ ア,モ ン ゴル)の 申 で指 導 的 立場 に あ る ソ連 をみ る と,第 二 次大 戦 後 間 もな くコ ン ピ ュー タ技

術 に対 す る研 究 活 動 に着手 し,1950年 代 か ら製 造 をは じめ て い る。 この限 りで は西 側 諸 国 との 間 に大

きな タ イ ム ・ラ グ はな い。 しか し過 去 にお い て,コ ン ピ ュー タ を労 働 者支 配 の 道具 とす る見 解 が もた

れ て い た た め,そ の後 の コ ン ピ ュー タの 製造,利 用 面 にお い て大 きな ギ ャ ップが 生ず るに至 った 。

1960年 代 に入 り,ソ 連 政 府 は上 の見 解 を改 め,1966年 か ら1970年 まで の第8次5か 年 計 画 にお いて 各

産 業 へ の 導入 を は か るべ くコ ン ピ ュー タの生 産 に注 力 した が,国 内需 要 を満 たす まで に至 らず,第22

回共 産 党 大 会 で生 産 の大 幅 拡 大 が決 定 され,っ つ く第9次5か 年 計 画 期 間 申 に12,000～15,000台 の コ

ン ピュ ー タ を生産 す るこ ととな った 。

そ こで,こ れ ま で コ メ コ ン各 国 でパ ラパ ラに進 めて きた 開 発体 制 を改 め,加 盟 国 の コ ン ピ ュー タ 自

給 を 目標 に,完 全 に互 換 性 を も った コン ピ ュー タ ・シ リーズ を分 担 して開 発す る計 画－RIADコ ン

ピ ュー タ共 同 開 発 計画 一を策 定,1971年 加 盟 国 の承 認 を得 た 。RIADコ ン ピ ュー タ ・シ リーズ の 開

発 分 担 体 制 として は,ES1010(ハ ンガ リー),ES1020A(チ ェコス ロバ キ ア),ES1030(ソ 連 ・ポー

ラ ン ド),ES1040(東 独),ES1050(ソ 連),ES1060(ソ 連)と な っ てお り,最 大 機 種 のES1060

を 除 き,す で に生 産 体 制 に入 って お り,一 部 機種 に つ い て は稼 動 中 と伝 え られ て い る。

しか し第3世 代 の コ ン ピュ ー タ を開発 す る この計 画 で は,依 然 西 側 との ギ ャ ップが あ る こ とか らtt『

最 近 コ メ コ ン諸 国 の 西 側へ の接 近 が 目立 って きた 。1974年 に は ソ連 がIBMとRIADコ ン ピュー タ の

周 辺装 置 の購 入 お よ び国 内 工場 建 設 につ い て協 議 を行 な って い るの をは じめ,米 系有 力 メ ー カ ーの新

鋭 大型 シス テ ム を相 次 ぎ発 注 し,ま た1973年CDCと,1974年 ス ペ リー ラ ン ド(ユ ニ パ ック)と の 間

に技 術援 助契 約 を締 結 して い る。 ソ連 は コ ン ピ ュー タ の開 発面,応 用 面 で の先 進 プ ロ ジ ェク トを推 進

して い るが,約10年 といわ れ る米 ソ 間 の コ ン ピ ュー タ ・ギ ャ ップ か ら,当 面 ア メ リカ系 をは じめ とす

る西 側 企 業 に大 き く依 存 せ ざ る を得 な い現 状 にあ る。

ソ連 以 外 の 加 盟 国 に お いて も,チ ェ コス ロバ キ アが フラ ンス ・ハ ネ ウ ェル ・ブル か ら,ハ ンガ リー

お よ び ル ー マ ニ アが フ ラ ンス;CIIか ら製 造 ラ イセ ンス を供 与 され て お り,ま た ル ー マ ニ ア はCDC

と周辺 装置 製 造 の合 弁 会社 を持 つ な ど開 発面 は西 側 に依 存 しなが ら も,コ ン ピ ュー タ の 自国 生 産 能力

を強 化 す る政 策 を とって お り,東 西 の 緊 張緩 和 とと もに技 術交 流の 活発 化 が 観 測 され て い る 。
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6東 南 ア ジア諸 国の コ ン ピュー タ政 策

東 南 ア ジ ア諸 国 の コ ン ピ ュー タの 普 及状 況 は,各 国 そ れ ぞ れ数 十 か ら最 大 百 台程 度 の段 階 に あ る。

各 国 共IBMを は じめ とす るア メ リカ ・メー カ ーが 進 出 を果 して お り,設 置 コ ン ピ ュー タ もア メ リカ

・メー カ ーの もの が 多 い 。使 用 先 として は,政 府,政 府 関 係 機 関 な らび に大 学 が 中 心 とな って お り,

民 間 ユ ーザ ー は外 資 系 企 業 を除 く とわず か であ る。

発 展 途上 段 階 に あ る東 南 アジ ア諸 国 に あ って は,コ ン ピ ュー タの 国 産化 政 策 はま だ 考 え られ て い な

いが,コ ン ピ ュー タ リゼ ー シ ョンの進 展 に不 可 欠 なEDP要 員 を養 成 す るた め・ 大 学 や コ ン ピ ュー タ

を設 置 して い る政 府機 関 に お い てEDP教 育 が 行 な わ れ て きて い る。 こ う した要 員 教 育 を含 め,コ ン

ピ ュー タ を受 入 れ る素 地 をつ くる こ とが各 国共,当 面 コ ン ピ ュー タ政 策 の 中心 に な る もの と思 わ れ る。
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第1章 わが 国の コ ンピ ュー タ実動 状況

通商産業省調査より

通 商 産 業 省 は4半 期 ご とに 「電 子 計算 機 納 入 下 取 調査 」 を行 って い る。 この 調査 で は,計 数(デ ィ

ジ タ ル)型 汎 用 コン ピ ュー タ を集 計 対 象 と してお り,相 似(ア ナ ログ)型 コ ン ピ ュー タ ・プ ロセス 制

御 用 コン ピ ュー タ,ミ ニ ・コン ピュ ー タは集 計 か ら除 か れ て い る。

1974年9月 末 現 在,わ が 国で 実 動 して い る汎 用 コ ン ピュ ー タ シス テ ムは26 ,834セ ッ ト,買 価 換 算金

額 で1兆7718億 円で あ り,前 年 同 期 に比 べ て,セ ッ ト数 で33.6%,金 額 で21.7%の 増 加 率 を示 し,73

年 度 の対72年 度 の 増加 率 一 セ ッ ト数 で35.7%,金 額 で15.4%一 に比 べ 不 況期 で あ る に もか か わ ら

ず 金 額 の 伸 び率 はか え って高 くな って い る。

国産 機,外 国機 別 に み る と,国 産 機 は16,586セ ッ ト(買 価換 算 金 額9,650億 円),外 国機 は10,248セ

・ッ ト(買 価 換 算金 額8
,068億 円)で,実 動 セ ッ ト数 で は 国産 機 が61.8%(前 年 同期60.7%),外 国機 が

38.2%(前 年 同 期39.3%)と 国 産機 が優 位 に立 っ て い るが,金 額 ベ ース で は国 産 機54.5%(前 年 同期

53.0%),外 国機45.4%(前 年 同期47.0%)で あ って 内外 比 は前 年 に よ りや や 改 善 され た もの の,な お

、内 外 差 は接 近 して い る。

1型 別 にみた国産機外国礎比,シ ステ ム規模

4-1-1表 は型 別 にみ た 国産 機,外 国機 の実 動 状 況 と構 成 比 の推 移 を示 した もの で あ る。

・a)大 型 コ ン ピュー タ

1974年9月 末 現 在,実 動 大 型 機 は1,580セ ッ ト,1兆3億 円 の規 模 に達 して い る。

大 型機 にお け る国 産機 の シェ アは 台数 比 で3年 前72年 の48.8%か ら54.0%へ,金 額 比 で72年 の41、4

%か ら43.4%へ といず れ も増 加 して い る。

シス テ ム規 模 につ い て み る と,国 産大 型 機 は72年4億8,600万 円,73年4億8,300万 円,74年5億1

千 万 円 と微 増 に と どま るが,外 国大 型 機 は72年6億5,400万 円,73年7億5,200万 円,74年7億7,700

万 円 と絶 対額 にお いて大 規 模 で か つ 拡大 率 が高 い。

b)中 型 コ ン ピ ュー タ

1974年9月 末 現 在,実 動 中型機 は5,091セ ッ ト,5,450億 円の 規模 に達 して い る。
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実動状況細分表構成比およびシステム規模

(単位:上 段セ ッ ト数 下段金額:百 万 円)

実 動 状 況 構 成 比% 1セ7ト 当 りシステム規模

聖 別
1972年9 1973年9 1974年9 1972年9 ]973年9 1974年9 1972年9 1973年9 1974年9

月末現在 月末現在 月末現在 月末現在 月末現在 月末現在 月末現在 月末現在 月末現在
†

大 型A
208

153,521
241

180,321
309

244,207
42.0
35.3

40.6
32.3

43.3
36.0

百万円
738

百万円
748

百万円
801

国 大 型B
403

142,130
463

159,667
547

190,203
53.3
51.0

60.7
58.4

62.4
59.0 353 345 348

大 型 計 611
296,651

704
339,988

852

434,410

48.8

4L4

51.9

40.9

54.0

43.4 486 483 510

中 型A
1,117

174,358
L164

182,092

1,364

219,979

74.0
70.9

70.7
67.4

71.9
67.3 156 156 161

中 型B L881
128,265

2,159
140,640

2,494

162,476

75.1
73.9

77.9
75.6

78.1
74.5 68 65 65

産
中 型 計

2,998

302,623
3,323

322,731
3,858

382.4551
74.7
72.1

75.2
70.7

75.8

70.2 101 、97 99

小 型
3,010

67,383
3,641

80,130
4,854

102,826
74.5
71.9

73.8
72.2

74.7

72.5 22 22 21

超 小 型 2,988

19β]5
4,522

28,818
7,022

45,307

54.3

・57
.1

48.2

50.4

51.4

53.5 7 6 6

機 合 計 9,607
685,472

12,190

771,666

16,586

964,998

64.9

54.3

60.7
53.0

61.8
54.5 71 63 58

年 間 増 加 率 陶 21.9 12.6 25.1

層

大 型A
287

281,874
353

377,279

399

433,628

58.0

64.7

59.4

67.7

56.7
64.0 982 1,069 1,087

外
大 型B

353
136,367

300

113,756
329

132,305
46.7

49.0

39.3

41.6
37.6
41.0 386 379 402

大 型 計
640

418,241
653

491,034

728

565,933
51.2
58.6

48.1

59.1
46.0
56.6 654

752 777

中 型A
393

71,660
483

88,217

534

]06,855

26.0
29.1

29.3
32.6

28.1
32.7 182 183 200

.

中 型B
624

45,207
6】3

45,431

699
55,732

24.9

26.1

22.1
24.4

21.9

25.5 72 67 80

国
中 型 計

1,0】7

116,867

1,096
133,648

1,233
162,587

25.3
27.9

24.8
29.3

24.2

29.8 115 22 132

小 型.
LO29

26,338
1,291

30,923
L645

38,917

25.5
28.1

26.2
27.8

25.3
27.5 26 24 24

超 小 型
2,513

14,905
4,859

28,372
6,642

39,355

45.7

42.9
51.8
49.6

48.6

46.5 6 6 6

機 合 計
5,199

576,352
7,899

683,976
10,248

806,792

35.1

45.7
39.3
47.0

38.2
45.5 111 87 79

年 間 増 加 率% 24.7 18.7 18.0

大 型A
495

435,395
594

557,600
704

677β35
100.0
100.0

100.0

100.0

100.0
100.0 880 939 963

A
口 大 型B

756

278,497

763

273,422
876

322,507

100.0

100.0

100.0
100.0

100.0
100.0 368 358 368

大 型 計
1,251

713,892

1,357

831,022
L580

1,000,343

100.0
100.0

100.0

100.0
100.0
100.0 571 612 633

中 型A
1,510

246,018
1,647

270,308
1,898

326,834

100.0
100.0

100.O
lOO.0

100.0
100.0 163 164 172

中 型B
2,505

173,472
2,772

186,071
3,193

218,208

100.0
100.0

100.0
100.0

100.0
100.0 69 67 68

中 型 計
4,015

419,490
4,419

456,378
5,091

545,042

100.0
100.0

100.0
100.0

100.0

100.0 104 103 107

小 型
4,039

93,721
4,932

111,052
6,499

141,742
100.0
100.0

100.0
100.0

100.0

100.0 23 23 22

超 小 型
5,501

34,721

9,381

57,189

13,664
84,663

100.O
lOO.0

100.0
100.0

100.0
100.0 6 6 6

計 合 計
14,806

1,261,824

20,089

1,455,642

26,834

1,771,790

100.O

lOO.0

100.0

100.0
100.0
100.0 85 72 66

年 間 増 加 率 〔劾 23.2 15.4 21.7
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第4部 コンピューク利用の現況

型別分類基準は次の とお り。(売 価換算)

大 型A… …5億 円以上

大 型B・・…・2億5,000万 円以上5億 円未 満

中型A… …1億 円以上2億5,000万 円未満

中型B… …4,000万 円以上1億 円未満

小 型 ……1,000万 円以上4,000万 円未満 、

超 小型……1,000万 円未満

コンピュータの基準は ① デ ィジタル型であること。②プ ログラムの蓄積方式で重要 な命令 を内部記憶装;

置 に記憶 してい るか,ま たは相 当の性能を有 す る こ と。③ 内部記憶容量が2,000ピ ッ ト以上で あること

(ただ し,サ イン,パ リテ ィ ・チェックのために有す るピッ トは含 まない)。 ④電子論理演算 によ り行 わ・

れ る演算機構 を有する こと,の4っ の条件を全て満足するコン ピュータ。

現地資本が株式の マジョリテ ィを保有す る企業 が国 内生産 す るシステムを国産機 とみなす。

システム増設によ る型別移動 を考慮 している。 た とえば,以 前には小型に分類 されていた ものがメモ リー

増 設や,周 辺装置増設 の結果,中 型へ移行す る場合があ る。 ・

ミニ ・コンピュー タ,ア ナログ型 コンピュータ,プ ロセス制御用 コンピュータ,オ フライ ン機器,デ ー タ

通信機器 は集計対象外 としてい る。

'中 型 機
にお け る国 産 機 の シェ ア は台 数 比 で75%前 後,金 額比 で70%前 後 と この 両3年 来大 きな変 化

は な い。

シス テ ム規模 につ いて み る と,国 産 中 型機 は72年1億100万 円,73年9,700万 円,74年9900万 円 とほ二

とん ど変 わ らず,外 国 中型 機 は72年1億1500万 円,73年1億2200万 円,74年1億3,200万 円 と 漸 増 し・

J

て い る。

c)小 型 コ ン ピ ュー タ

1974年9月 末 現 在,実 動小 型 機 は6,499セ ッ ト,1,417億 円 の規 模 に達 して い る。:

小 型 機 にお け る国産 機 の シェ ア は台 数 比 で74%前 後,金 額 比 で72%前 後 で,'こ の シ ェア は 中型 機 と

同 じ くこの 両3年 来 変 化 が な い。

シス テ ム規模 に つ いて み る と国産 小 型 機 は72年2,200万 円,73年2,200万 円,74年2,100万 円 と変 化『

な く,外 国 小型 機 は72年2,600万 円,73年2,400万 円,74年2,400万 円 と国 産 機 よ りはや や 高 額 で あ る

が さ した る年 次 変 化 は み られ ない 。

d)超 小 型 コ ン ピ ュー タ

1974年9月 末現 在,実 動 超 小型 機 は13,664セ ッ ト,847億 円の 規 模 に達 して い る。

超 小 型 機 にお け る国 産 機 の シェ アは 台 数比 で72年54.3%,73年48.2%,74年51.4%,金 額 此 で72年

57.1%,73年50.4%,74年53.5%と この分 野 にお け る内外 機 の 激 しい争 い を うか が わせ る。・`

シス テ ム規 模 につ い て み る と国産 機 の72年 にお け る700万 円 を除 き,内 外 機 と も この3年 来600万 円i

に一 定 して い る。`
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2国 産機外国礎別にみた型別構成比

4-1-2表 は国 産 機 外 国機 別 に各 機 種 の構 成 比 を示 した もの で あ る。

a)国 産 機

国産 機 合計 に対 す る大 型 機 の シェ ア は台数 比 で70年 以 来5～6%を 上 下 して い るが,金 額 比 で み る

と70年 にお け る38.1%か ら74年 に お け る45.0%ま で漸 増 して い る。

国 産機 合 計 に対 す る中型 機 の シ ェ アは台 数 比 で70年 の33.5%か ら74年 の23.2%ま でお お む ね漸 次 傾

向 を示 し,金 額 比 で も70年48.1%か ら74年39.6%へ と低 下 して い る。

国 産機 合 計 に対 す る小 型 機 の シ ェア も台 数 比 で70年 の35.8%か ら74年29.3%へ と低落 し,金 額 比 で

は70年11.4%か ら74年10.7%へ と10%前 後 を上 下 して い る。

国産 機 合 計 に対 す る超 小 型 機 の シェ ア は台 数 比 で70年 の25.0%か ら74年 の42.3%へ と 急 増 し て い

る。金 額 比 で み る と70年2.4%か ら74年4.7%へ と増 加 率 は著 しい が全 コン ピ ュー タ金 額 に対 す る割合

自体 は低 い。

b)外 国 機,

外 国 機 合計 に対 す る大型 機 の シェ ア は台数 比 で70年 の19.8%か ら74年7.1%へ と急 落 して い るが,

金 額 比 で み る と70年 にお け る68.7%か ら71～72%を 上 下 し,74年 に お いて も70.2%と 高 率 を維持 し,

国産 機 にお け る大 型 機 金 額 比 率45.0%と 対 照 的 で あ る。

外 国 機合 計 に対 す る中型 機 の シェ アは,台 数 比 で70年 の36.6%か ら74年12.0%と3分 の1に 低 下 じ

た が,シ ス テ ム規 模 の 拡大 の た め金 額 比 で は70年25.6%か ら74年20.1%に 下 降 した に とど ま る。

外 国 機 合計 に対 す る小 型 機 の シTxア も申型 機 に お け る と同 じ く,台 数 比 で70年33.5%か ら74年16.1

%と 減 少 した が,金 額 比 で は70年 ら.4%か ら74年4.8%と 著 変 は ない 。

外 国機 合計 に対 す る超 小 型機 の シェ アの 増加 は著 しい。 台数 比 で70年 に は10.1%と な っ たが74年 に

は64.8%と 全 体 の 過 半 を占 め る。金 額 比 で は70年0.3%か ら74年4.9%へ と増 加 した 。

c)国 産 機 外 国礎 合 計'

全 体 として み れ ば全 コ ン ビ ュー一夕 に対 す る全大 型 機 の シ ェ ア は台数 比 で70年9.6%か ら74年5.9%へ

と低下 した が,逆 に金 額 比 で は70年,71年 を除 き この3年 間56～57%を 上下 し'てい る。
:

中型 機 につ い て み る と台 数 比 で は70年 の34.3%か ら74年19.0%へ,金 額 比 で も70年37.8%か ら74年

30.7%へ とい ず れ も シ.ア が 狭 くな って い る。i

小 型 機 に つ いて は台 数 比 で70年35.2%か ら74年24.2%へ とシ ェ アが低 下 して い るが,金 額 比 で は5

年 末7～8%を 上 下 して い る。



4-1-2表 実動 システムの国産機,外 国機別型別構成比

(上段:台 数 比率 下段:金 額比率)

に
o

国 産 機 ・外 国 機 別 国 産 機 外 国 礎 合 計 』

型別

構

成

比

時 点1970年1971年1972年1973年1974年1970年1971年1972年1973年1974年1970年1971年1972年1973年1974年

9月 末9月 末9月 末9月 末9月 末9月 末9月末9月末9月末9月末9月末9月末9月末9月末9月末
＼

大 型A

大 型B

小 計

%%%%%%%%%
1.82.02.22.01.97.26.25.54.5
18,320,422,423,425,339,544,448,955.2

4.04.34.23.83.312.69.66.83.8
19,820,420,720,719,729,227,023,716.6

5.86.36.45.85.219.815.812.38.3
38,140,843,144,145,068,771,472,671.8

%
3.9
53.7

3.2
16.5

7.1
70.2

%
3.3

28.0

6.3
24.1

9.6
52.1

%
3.4
31.2

5.9
23.4

9.3
54.6

%
3.3
34.5

5.2
22.1

8.4
56.6

%
2.9

38.3

3.8
18.8

6.7
57.1

%
2.6

38.3

3.3
18.2

5.9
56.5

中 型A

中 型B

小 計

13.713.411.69.58.216.110.87.66.1
28,627,625,523,622,816,814,012,412.9

19,820,319,617,715,020,515,312.07.8

19.518.918.718.216.88.78.17.86.6

33.533.73L227.223.236.626.119.613.9
48,146,544,241,839,625,622,120,219.5

5.2

13.2

6.8

6.9

12.0

20.1

14.3

23.2

20.0
14.6

34.3

37.8

12.6

21.5

18.7
14.0

31.3

35.5

10.2
19.5

16.9

13.7

27.1

33.2

8.2
18.6

13.8

12.8

22.0

31.4

7.1

18.4

11.9

12.3

19.0

30.7

小 型

超 小 型

35,833,131,329,929,333,525,019,816.3
11.410.39.810.410.75.44.94.64.5

25,026,931,137,142,310,133,148,361.5

2.42.42.93.74.70.31.62.64.2

16.1

4.8

64.8

4.9

35.2

8.7

20.9

1.4

30.5

7.9

28.9

2.0

27.3
7.4

37.2
2.8

24.6
7.6

46.7

3.9

24.2
8.0

50.9
4.8

合 計
100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0

100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

u

kＬ

P

l

w

謹

θ
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超 小型 機 にお い て は台 数 比 で70年20.9%か ら74年50.9%へ,金 額 比 で70年1.4%か ら74年4.8%へ と

いず れ も増加 率 が 著 しい。

3業 種別実動状況

4-1-3表 は業 種 別 に実 動状 況 の 推 移 を示 した もの で あ る。

a)設 置 台 数 で の上 位 業 種

1業 種 で1,000セ ッ ト以 上 の 設置 規 模 を もつ業 種 は次 の6業 種 で あ る。'

卸 ・小 売 ・商事7,415セ ッ ト

金 融

サ ー ビス

(一般 サ ー ビス)

(情報 サ ー ビス)

電 気 機 械

法 人 団体 ・農協

化 学 ・石 油

設 置金 額 で の上 位 業 種

3,176

1,951

(900

(1,051

1,578

1,441

1,161

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

)

)

b)

1業 種 で1,000億 円 以上 の設 置 規模 を もつ 業 種 は次 の5業 種 で あ る。

金 融3,072億 円

電気 機 械2,188〃

卸 ・小 売 ・商 事1,793〃

政 府 関係 機 関1,310〃

サ ー ビス1,239〃

(一般 サ ー ビス)(288〃)

(情報 サ ー ビス)(951〃)

1業 種 で500億 円 以 上1,000億 円 未 満 の設 置 規 模 を もつ業 種 は次 の6業 種 で あ る。

輸 送 用機 械931億 円

鉄 鋼819〃

化 学 ・石 油768〃

保 険613〃

政 府565〃



4-1-3表 業種別電子計算組織実動状況の推移

・

一ふ

台 数 ・金 額 台 数 金 額(単 位:百 万円)

年別 】970年 1971年 1972年 1973年
1974年9月 末

1970年 1971年 1972年 1973年 】974年9月 末 1セ ッ ト

業種別 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 国産機
一

外国機 合 計 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 国産機 外国機 合 計 蓋 薮

農 業 1 3 5 5 4 4 8 16 45 137 94 82 51 133 17

林 ・ 狩 猟 業 2 3 6 1 7 14 21 45 6 51 7

漁 ・水産 ・養殖業 6 11 16 45 22 54 76 156 314 380 587 382 599 981 13

鉱 業 31 、36 42 36 32 13 45 2,203 3,388 6,795 2,195 2,025 1,085 3,lll 69

建 設 業 122 190 253 341 279 169 448 7,092 】0,864 ]4,899 17,143 10,641 1】,420 22,061 49

食 品 208 297 434 648 556 297 853 9,686 12,872 16,772 19,372 13,118 11,406 24,523 29

繊 維 173 257 351 486 347 282 629 9,459 13,143 14,218 12,429 10,322 6,187 16,510 26

紙 ・ パ ル プ 58 84 150 204 220 45 265 2,331 3,182 3,967 4,609 4,633 1,629 6,262 24

出 版 ・ 印 刷 46 72 105 154 126 77 203 L864 2,372 3,002 8,4(鳳 3,614 6,341 9,956 49

化 学 ・ 石 油 436 581 717 903 728 433 1,161 36,387 47,885 54,644 64,035 34,475 42,373 76,848 66

硝 子 ・セ メン ト 83 137 163 190 145 98 243 5,228 7,019 7,944 8,480 5,405 5,291 10,697 44

鉄 鋼 299 380 420 460 406 164 570 42,463 58,898 62,750 69,115 41,706 40,173 81,879 144

非 鉄 金 属 164 216 275 371 323 178 501 9,583 11,834 13,490 16,960 14,576 6,911 21,487 43

機 械 265 369 421 511 449 210 659 19,975 26,620 29,351 29,628 18,295 15,454 33,749 51

電 気 機 械 718 964 Lll8 1,271 1,209 369 1,578 98,112 143,399 172,042 190β84 137,046 81,723 218,769 139

輸 送 用 機 械 356 425 469 550 411 224 635 50,189 68,613 79,142 85,788 35,800 57,304 93,104 147

精 密 機 械 128 156 177 217 204 81 285 7,321 9,320 10,745 9,155 8,615 3,433 12,048 42

そ の 他 製造 業 193 262 375 718 589 382 971 9,502 11,030 16,205 17,506 16,227 6,366 22,593 23

剤〕・小売 ・商事 L411 2,299 3β49 41805 5,204 2,211 7,415 58,074 90,813 ll6,112 138,187 105,297 73,975 179,272 24

金 融 620 1,001 1,5】6 2,393 461 2,715 3,176 102,008 147,048 197,173 243,554 75,236 231,958 307,194 97
1保 険

130 154 160 172 90 92 182 23,833 35,569 44,920 52,080 17,034 44,295 61,329 337

証 券 88 96 130 183 81 108 189 18,060 20,297 24,166 32,666 6,008 30,351 36,359 192

不 動 産 15 24 35 51 37 32 69 1,048 1,177 L579 1,767 1,623 377 2,000 29

運輸 ・通信 ・報道 307 463 643 761 597 364 961 26,25τ 35,749 44,ll7 45,446 27,279 27,561 54,840 57

電 力 ・ ガ ス 79 92 loo 124 76 58 134 17,164 19,278 24,119 29,967 7,923 26,096 34,018 254

サ ー ビ ス 614 852 11056 1,533 L4(u 487 1,951 46,820 65,149 76,586 98,084 87,963 35894 123856 63

(一般サービス) (527) (373) (goo) (15,874) (12,903) (28,776) (32)

(情 報サービス) (937) (114) (1,051) (72,0{灼) (22,991) (95,080) (90)

病 院 9 15 25 52 34 30 64 189 640 1,121 2,265 1,660 L250 2,910 45

大 学 285 328 359 429 414 85 499 20,980 24,074 28,029 32,301 32,901 3,699 36,599 73

高 校 41 75 126 172 194 1 195 540 1,205 2,399 3,519 4,443 5 4,448 23

そ の 他の 学校 77 79 79 66 62 6 68 2β66 2,698 2,613 2,820 2,428 328 2,756 41

地 方 公共 団 体 242 302 392 470 480 63 543 12,920 18,781 23,718 31,109 34,042 4,275 38,318 71

政 府 202 230 243 268 277 24 301 30,270 37,458 43,290 49,220 51,200 5,277 56,476 188

政 府 関係 機 関 240 283 373 420 462 23 485 45,923 63,419 90,901 98,643 123,367 7,607 130,974 270

法 人団 体 ・農 協 275 473 688 1,056 580 861 1,441 17,891 24,044 27,647 36,861 29,279 15,500 44,779 31

業 種 不 明 1 3 3 2 3 2 5 26 359 553 101 108 16 124 25

合 計 10 28 36 19 14 5 19 2,634 5,962 6,283 764 199 577 777 41

7,933 11,237 14β06 20,089 】6,586 10,248 26,834 738,678 1,024,518 1,261,824 1,455,642 964,998 806,792 L771,790 66
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4-1-4表 地域別電子計算機 実動状況

(1974年9月 末現在)

(単位:金 額 百万円)

＼ 項目 国 産 機 外 国 機 合 計
＼

＼

地域別 ＼ … ∋ 金 額 … ⇒ 金 額 … ⇒ 金 額
}1北 海 道

509 19,471 214 8,645 723 28,116
青 森 76 2,417 84 661 160 3,078
岩 手 104 2,728 48 407 152 3,135
宮 城 228 8,064 114 6,313 342 14,377
秋 田

～

59 1,538 38 1,140 97 2,678

:山 形

i覆 員

70

99
146

2,289

3,294

22,377

48

50

68

720

955
4,788

118

149

214

3,009

4,248

27,164
栃 木 97 6,369 68 3,209 165 9,578

1

、 群 馬 153 6,515 78 2,823 231 9,338

1埼 玉

:千 葉
東 京

357
295

5,036

15,625

14,122

392,948

171

139

3,293

6,139

10,909

400,363

528

434

8,329

21,765

25,031

793β12

神 奈 川 839 83,986 356 44,559 1,195 128,545

1
新 潟 159 5,584 141 5,409 300 10,993

富 山 112 3,804 44 5,994 156 9,798
石 川 134 5,319 33 1,588 167 6,906
福'井 81 2,016 20 1,567 101 3,583
山 梨 54 2,758 23 835 77 3,593
長 野 214 8,123 87 3,616 301 11,739

岐 阜 183 5,688 115 3,352 298 9,039
静 岡 377 17,438 261 11,758 638 29,196'愛 知

1,142 54,546 695 44,733 1,837 99,279
] 三 重 110 5,219 52 2,936 162 8,155
|r
l

滋 賀 65 2,587 125 4,215 190 6,802
1

京 都 391 16,547 244 7,444 635 23,990
大 阪 2,634 126,570 1,732 136,719 4,366 263,290

…
兵 庫 450 25,140 349 25,604 799 50,744
奈 良 33 919 22 1,025 55 1,944
和 歌 山 80 7,305 37 2,101 117 9,406

鳥
島
岡'
広
山

取18

根24

山176

島484

口120

25731

1,18922

9,052124

20,752316

5,99388

622

481

5,054

16,863

5,076

49879

461,669

30014,106

80037,615

20811,069

徳
・ 香

塞
筒
福

島49

川142

媛94

知55

岡484

1,72423

4,71851

4,212106

1,42925
19,213298

643
1,736

2,081

891
11,683

722,367

1936,454

2006,293

802,320
78230,896

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

39

64

67
94

45

1,874

2,183

3,379
4,696

1,027

46

62

49

65

51

636
4,951

438

1,055

1,730

85
126

116

159

96

2,510

7,134

3,817

5,751

2,757

鹿 児 島532,414799481323,362

沖 縄4873217964651,696

不 明2438,8491464102899,259

合 計16,586964,998110,2488Q6,79226,8341,771,790
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運 輸 ・通信 ・報 道548億 円

4地 域別実動状況

4-1-4表 は都 道府 県 別 の 実 動状 況 を示 した もの で あ る。

a)設 置 台 数 で の 上位 都 府 県

1都 府 県 で1,000セ ッ ト以 上 の 設置 規 模 を もつ地 域 は次 の4都 府 県 で あ る。

東 京 都8,329セ ッ ト

大 阪府4,366〃

愛 知 県1,837〃

神奈 川 県1,195■ ■

b)設 置 金 額 で の 上位 都 府 県

1都 府 県 で1,000億 円以 上 の設 置 規 模 を もっ地 域 は次 の3都 府 県 で あ る。

東 京 都7,933億 円

大 阪府2・633"

神奈 川 県1,285〃

1県 で500億 円 以 上1,000億 円 未 満 の設 置規 模 を もつ 地 域 は次 の2県 で あ る。

愛 知 県993億 円

兵庫 県507〃

5コ ン ピュー タ納 入実 績

最 近3ケ 年 の各4～3月 期 コン ピ ュー タ納 入 実績 は4-1-5表 の とお りで あ る。

年 度 ご との対 前 年 度伸 び率 は次 の とお りで あ って74年 か ら不 況 期 の影 響 が 台数 的 には あ る程 度 み ら

れ るが シス テ ム単 価 の上 昇 に よ り名 目金 額 伸 び率 は よ うや く20%台 を維 持 して い る。

納入 台数 伸 び率 納 入 金 額 伸 び率 平 均 シス テ ム単価(百 万 円)

72年40.7%19.6%70

73年33.6%26.2%66

74年7.0%21.3%75
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4-1-5表 最近3カ 年 の 電 子計 算 機 納入 実 績

(単 位:金 額 百 万 円)

国産機

外国機 ・規模別

項 目

国

産

機

外

国

機

合

計

大 型A

大 型B

大 型(計)

中 型A

中 型B

中 型(計)

小 型

超 小 型

増 設

合 計

大 型A

大 型B

大 型(計)

中 型A

中 型B

中 型(計)

小 型

超 小 型

増 設

合 計

大

大

大

中

中

中

小

越

増

合

型A

型B

型(計)

型A

型B

型(計)

型

小 型

設

計

1972年 度合計

実 績

… ∋ 金 額

51『37,884

12743,662

17881,546

27743,018

57636,105

85379,123

74216,704

1,4539,993

-35
,320

3,226222,687

100

77

177

86

112

198

316

2,056

2,747

151

204

355

363

688

1,051

1,058

3,509

5,973

92,849

29,092

121,941

14,066

6,962

.21,028

6,394

11,797

34,880

196,040

130,733

72,754

203,487

57,084

43,067

100,151

23,098

21,791

70,200

418,727

1973年 度合 計

実 績

セ ッ ト数 金 額

51

128

179

343

518

861

1,280

2,577

4,897

94

122

216

190

143

333

448

2,084

3,081

145

250

395

533

661

1,194

1,728

4,661

7,978

42,021

44,526

86,548

56,492

32,472

88,964

27,028

16,106

52,735

271,380

83,612

43,247

126,859

32,927

10,504

43,432

9,447

12,083

65,079

257,000

125,634

87,773

213,407

89,420

42,975

132,396

36,475

28,189

117,813

528,279

1974年 度合計

実 績

・・ト∋ 金 額

76

145

221

310

576

886

1,809

2,669

5,085

161

150

311

195

198

393

568

1,678

2,950

237

295

532

505

774

1,279

2,377

4,347

8,535

62,655

51,738

114,402

50,079

38,352

88,431

33,506

16,767

57,153

310,261

134,850

49,625

184,476

30,837

14,825

45,662

11,456

10,894

78,057

330,545

197,515

101,363

298,878

80,916

53,177

134,094

44,962

27,662

135,211

640,806
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61975年3月 における汎用電子計算機実動状況

1975年3月 末 現 在 にお い て わが 国の コン ピ ュー タ設 置 規 模 は3万 セ ッ ト
,1兆9千 億 円 を超 え た。

4-1-6表1975年3月 末現在汎用電子計算機実動状況

上列:セ ッ ト数

下列金額:百 万 円

規 模 別 已 産 川 外 国 副 合 計

大 型A 342
281,980

411

456,503

753

738,483

大 型B 617
215,757

355

150,487
972

366,244

大 型(計)
959

497,738

766

606,990

1,725
1,104,727

中 型A 1,447

235,895
563

115,144
2,010

351,039

中 型B 2,640

172,862
791

64,038

3,431

236,900

中 型(計)
4,087

408,757
1,354

179,182
5,441

587,939

小 型
5,605

115,912
1,732

41,253

7,337

157,165

超 小 型 8,188

52,178

7,404

44,387

15,592

96,566

合 計
18,839

1,074,584
11,256

871,811
30,095

1,946,396

4-i-7表1975年3月 末現 在 実 動金 額の シ ェア

1国 産 ⇒ 外 国 機

大 型

中 型

小 型

超 小 型

45.1%

69.5

73.8

54.0

54.9%

30.5

26.2

46.0

合 計155・ ・%1・ …%
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第2章 コン ピコ一 夕利用状 況調 査

一 第7部 集 計 表 参 照 一

今 回 の調 査 に おい て は,第9回 目の"コ ン ピュ ータ利 用 状 況 調 査"と して従 来 か らの基 本 的 調査 項

目 を踏 襲 す る と と もに,通 信 回線 開 放 の実 現 に対 処 して,73年 度 版 よ り 継 続 して"オ ン ラ イ ン化調

査"を 実施 し,そ の第3回 の調 査 結果 を,次 の 第3章 に掲 げ る。

・〔調 査 項 目〕

コ ン ピ ュー タ利 用状 況 調査 にお け る調 査 項 目 は次 の通 りで あ る。

① ハ ー ドウ エ ア関 係

5年 後 の 予 想 規模,グ レ ー ド ・ア ップの 経 過 と予 定,保 有 セ ッ ト数 ,周 辺機 器 台 数,使 用 時 間

1② コ ン ピ ュー タ部 門 の月 間 必要 経費

③ コ ン ピュ ー タ要 員 お よ び教育 問題

勤務 制 度,要 員 数,平 均 残業 時 間,平 均 年 令,平 均 給 与,職 務 手 当額,要 員教 育 上 の 問題 点,

労 働組 合 組 織 状 況

④ 業 務 部 門 別 コ ン ピ ュー タ化状 況 お よ び予 定

⑤ 平 均 実 行 ジ ョブ数

⑥ 使 用 言 語

⑦ 常 用 ア プ リケ ー シ ョン ・プ ログ ラムの年 間使 用 頻 度

⑧ プ ログ ラ ム開 発状 況'

⑨ コン ピュ ータ ・サ ー ビス 機 関利 用 の 現 況 と予 定

な お年 本 皮版 に お い て は新 し く次 の2新 項 目の調 査 を行 った。

⑩ コ ン ピ ュー タ教 育 費 用

⑪ コ ン ピ ュー タ関 連使 用 室 面 積

(調 査 時 点,対 象〕

本 調査 は,1974年9月30日 現 在 を調査 時 点 とし,調 査 票 を同年11月1日 発 送,75年1月15日 に回 収

を 締 め切 った。

発送 数 回収 数 回 収率

6,1811,33421.6%

なお,発 送対 象 は,1974年 版 「ユ ーザ 調査 年 報 」(情 報 処 理 学 会 編)に よ っ た。

〔集 計表 〕

巻末369頁 以 下 に掲 げ る(7-1-1～7-1-27表)。
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1自 社 コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの5年 後 に お け る予 想 規模 と,グ レー ドア ップの 実 績 お よ び 予 定

(巻末7-1-1,7-1-2表)

74年 度 に お け る経 済 情勢 の低 迷 を反 映 して,5年 後 に 自社 の コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムは 規模 を拡 大.

す る と予 想 す る企 業 は,回 答 事 業 体 の72.2%と 従 来 に 比 べ減 少 した。

拡大 を予 想 す る事 業 体

75年 版 調査72.2%

74年 肪～調…査i81.3%

73年1{反調査84.3%

拡 大 を予想 す る各 社 の 拡大 率 につ いて,「 わか らな い 」 とい う回 答 を除 き,「 減 少 」 を 「マ イ ナ入

1倍 」,「5倍 以上 」 を 「6倍 」 と して平 均 を とる と,全 産 業平 均 で5年 後 に,現 シス テ ム規 模 の2.3'

倍 に な る と予 想 し,従 来 の 値 に比 べ 低 倍率 を示 した。

5年 後 の 規模

75年 版 調 査2.3倍

74年 版 調 査2.7倍

73年 版 調 査2.7倍

ま た,予 想 拡 大 率 を業種 別 に見 る と,業 種 に よ って大 きな差 が あ る。

拡大率の高い業種

損害保険業

金 融 業

医 療 業

生命保険業

情報処理サービス業

拡大率の低い業種

運輸 ・通信業

高 校

鉱 業

放 送 業

農 ・林 ・漁業

平 均5年 後 の 予 想 拡大 率

4.0倍

3.3倍

3.1倍

2.7倍

2.6倍

1.0倍

1.3倍

1.5倍

1.6倍

1.7倍



第2章 コンピュー タ利用状況調査149

5年 後の予想規模

回 減 変 2 3 4 5 5 わ

誓
口

ら

な

倍

以1

か

ら
な

計 少 い 倍 倍 倍 倍 上 い

75年 版
1,154
100.0% .; 138

12.0
543

47.1

201

17.4 、ll 藷 諺
175

15.2

74年 版
1,082
100.0% .1 81i

497

45.9

232

21.4 、li ,翌 、1;、;91

73年 版
1,124
100.0% ] 611

501

44.6

285

25.4
1

6;1 、雪 、ll;li

ま た今 後 の グ レー ドア ップ計 画 につ い て は全体 の21.5%が1975年 に,15.2%が1976年 に予 定 して い

るが,こ の直 近 年 にお け るグ レー ドア ップ計 画 社 数 の 割合 は従 前 に比 して低 下 して い る。

2コ ン ピ ュー タ ・セ ッ ト保有 状 況(7-1-3,7-1-4表)

今 回 の 回答 事 業 体 の 保 有機 種 は,中 型A,中 型B,小 型,大 型Bを 中 心 と して い る。

1社 当 りの保 有 セ ッ ト数 は,全 産 業平 均4、4セ ッ ト(ミ ニ コン,オ フ ィス ・コン ピ ュー タ等 を含 む)

で,ミ ニ コ ン ピ ュー タお よ び オ フ ィス ・コン ピ ュー タ等 を除 い て も3.5セ ッ トに達 す る。、

保 有 セ ッ ト数 と後 掲 周辺 機 品 台 数 平均 は調 査年 によ るサ ン プル の 構成 に よ り必 ず し も連 続 した傾 向

を示 さな い。

回答数 平均保有セ ッ ト数

75年 版調査 1,334・ 4.4

74年 版調査 1,259 1.9

73年 版調査 1,134 3.6

保有 セ ッ ト数の分布割合

回

答

75

74

73

年

年

年

版

版

版

合

計

1

セ

ッ

ト

保

有

1,334
100.0%

1,259
100.0%

1,142
100.0%

11
.8

896

71.2
'
230

20.1

2

セ

ッ

ト

保

有

592
44.4

173
14.1

403
35.3

3

セ

ッ

ト

保

有

267

20.0

60

4.8

256

22.4

4

セ

ッ

ト

保

有

166
12.4

43

3.4

63

5.5

5

セ

ッ

ト

保

有

6

セ

ッ

ト

保

有

73

5.5

17

1.4

47

4.1

51

3.8

12

1.0

46

4.0

7

セ
ッ

ト
以
上

保
有

174
13.1

53
4.1

97

8.6
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3周 辺機 器 の 台数(7-1-5表)

全 産 業 平 均1社 当 りの 周辺 機 器 台 数 は,調 査 年 度 別 に表 示 す れ ば下 の よ うにな る。 この 集計 項 目ば

変 動 が 大 き く,そ の 理 由 を捕 捉 し難 い。

調査年

機 種

75年 版調査

74年 版調査

73年 版調査

外 部 補 助 メモ リ'

M ド デク 集 そ
T イ) 団

ド ス ド デ

ラ
ラ ク ラ

(イ
イ

の

イ パ ブ ス

ブ ム ツ ク 他

20.52.213.24.8.0

6.6.72.31.6.0

8.22.84.11.1.0

カ

1

ド

R

/

P

－般入 出力機器

5.1

1.6

2.5

砥丁

ζ

`

5.3

1.8

5.2

ド1

キ ダ
ユ

メ

ン

ト

リ

.4

.1

.2

ラ

イ

ン

プ

リ

ン

タ

6.9

1.9

2.9

C

R

T

そ

3.0

.6

.6

の 他

人

出

力

機

10.2

2.7

3.5

そ

の

他

1.2

.4

.6

合

計

73.5

20.7

32.3

回

答

社

数

1,332

1,228

1,122['

4コ ン ピュ 一一タ使 用時 間(7-1-6表)

ラ ン,デ バ ッグ,ダ ウン,メ イ ンテ ナ ンス各 時 間 の合 計 を総 管理 時 間 と呼 ぶ と き,総 管理 時 間 の 総

平 均 は263.4時 間 で,デ バ ッグ,ダ ウ ン,メ イ ンテ ナ ンス時 間 は毎 年大 差 が な く,ラ ン ・タ イ ムは,,

回 答 数 に オ ン ライ ン化 事業 体 が多 い と増 加 す る。

調査年別 ・1セ ッ ト当 り月間総管理時間分布(ラ ン+デ バ ッグ+ダ ウン+メ イ ンテナ ンス)

「

総管理時間 回 回 ツ .総
一 一 一 一 二 二 三 三 四 四 五 五

答

社

答 ト
社数
保
有

平
均
時

O
O
H

未

〇五

・書
以来

五1

0二
〇
〇

Ol

O二
五
〇

五1
0三
〇
〇

Ol
O三
五
〇

五1
0四

〇
〇

○ 【
〇四

五
〇

五1
0五

〇
〇

Ol
O五
五
〇

五
〇
H
以

調査年 数 セ 間 満 上浦 H H H H H H H H 上

社数 103115 221 279 185 142 109 69 46 2033

75年 版調査 1,322 4,997 263.4

% 7.88.7 16.7 21.1 14.0 10.7 8.2 5.2 3.5 1.52.5

社数 96160272199 119 87 73 48 282423
74年 版調査 1,129 2,174 264.4

1 % 8,514,224,117.6 10.5 7.7 6.5 4.3 2.52.12.0

社数 31 47109 106 199 210 99 104 97 6264
73年 版調査 1,128 3,982 327.9

% 2:7 4.29.7 9.4 17.6 18.6 8.8 9.2 8.6 5.55.7

5コ ン ピ ュー タ部 門 の 運 用経 費(7-1-7～7-1-12表)

◇ 業 種 別 集 計

周辺記憶装置あるいは端末機器に増加傾向に対し,そ の実態を把握するため,73年 版調査から機械

設 備 関 係 費 を レン タル使 用,買 取 使 用 の 各 々 につ き,'CPU費,周 辺 装 置 費(除 記 憶 装 置),周 辺 記

憶 装 置 費,端 末 装 置 費 の4項 目 に細 分 して調 査 した。
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運 用 経 費 中,機 械 設 備費 合 計 は全 経 費 に 対 し全 産 業 平 均51.2%で(74年 版 調査 で は56.5%),こ れ

に人 件 費29.1%(74年 版 調査 で は26.4%)を 加 え る と80.3%に 達 し,全 経 費 の大 半 を占 め る。

機 械 設 備 費 を100と す る とき,CPU費 は全 産 業 平均 で45.9%で あ り,周 辺 装 置,周 辺 記憶 装 置 は

各 々17.0%,18.3%を 占 め る。

月 間 経 費対 月 商 比 率 は全 産 業 平 均1,000分 の3.14で(74年 版 調 査 で1,000分 の2.08),情 報 処 理 サ ー

ビス ・ソ フ トウ ェ ア業 に お い て は1,000分 の601.38(74年 版 調 査 で1,000分 の446.86)で 毎 年 同 じよ う

な高 率 を示 して い る。

従 業 員1人 当 りの月 間 コン ピュー タ経 費 は,全 産業 平 均7,000円 で74年 版 調 査 に お け る6,800円,73

年 版 調 査 に お け る6,300円 に く らべや や 上 昇 して い る。

◇ 調 査 年 別集 計

各 年 の金 額 値 その もの は,サ ン プル の構 成 差 の た め,単 純 に比 較 す る こ とは で きない点 に注 意 され

た い 。

(千円)

1回答釧 人件費惨 搬 臓 卜肖耗顯 外 注 費 そ の 他 総 計

75年 版 調 査

74年 版 調 査

73年 版 調 査

660

632

667

3,958.1

(29.1%)

4,661.5

(26.4%)

3,308.3

(29.2%)

6,947.6

(51.2%)

9,965.5

(56.5%)

6,262.1

(55.2%)

1,242.1

(9.1%)

1,215.9

(6.9%)

828.6

(7.3%)

975.2

(7.2%)

1,201.2

(6.8%)

495.7

(4.4%)

404.9

(3.0%)

603.0

(3.4%)

564.1

(5.0%)

13,580.2

(100%)

17,647.7

(100%)

11,342.2

(100%)

1社 当 り月間経費対月商比平均(経 費,月 商 とも記入 のあった回答についての集計)

75

74

73

年

年

年

版

版

版

回 答 数

825

806

845

1社 当 り平均月

間経費(千 円)

17,355.0

17,526.5

18,469.5

1社 当 り平均月

商(百 万 円)

5,516.3

8,386.2

7,047.8

平均月間経費/
月商(1/1000)

3.14

2.08

2.62

1社 当 り従業員当 り月間経費(経 費,従 業員 ども記入の あった回答 についての集 計)

75

74

73

・年

年

年

版

版

版

回 答 数
1社 当 り平均月

間経費(千 円)

1,164

1,069

1,133

19,598.6

19,280.0

19,185.4

1社 当 り平均従

業員数(人)

2,775.9

2,828.6

3,033.0

月 間経費/1人
(千円)

7.0

6.8

6.3
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6コ ン ピ ュー タ要 員 と待遇(7-1-13～7-1-16表)

要 員数 は,1事 業 体 当 り総 平 均39.5人 で あ り,保 有機 種別 に見 る と き超 大 型 機 以下 を保 有 す る事 業

体 で は平 均73.1人 で,超 小 型機 以下 を保 有 す る事 業 体 の6.3人 に比 し著 しい対 照 を示 す 。 管理 職1人

当 りの人 員 構 成 は,庶 務 その 他1.8人,パ ンチ ャー1.9人,オ ペ レー タ2.3人,プ ログ ラ マ2.0人,SE

1.0人 で,今 回 調 査 で は,中 ・大 型機 保有 社 の 社 内要 員 は減 少 し,管 理 職1人 当 りの パ ンチ ャ ー,オ

ペ レ ー タ,SE人 数 も減 少 して い る。

平均年令 と平均月額給与(除 賞与,超 過勤務手当)

パ ン チ ャ ー オ ペ レ ー タ プ ロ グ ラ マ SE

年令 給与
(千円)

対前
年比
(千円)

年令 給与
(千円)

対前
年比
(千円)

年令 給与
(千円)

対前
年比
(千円)

年令 給与
(千円)

対前
年比
(千円)

75年 版

74年 版

73年 版

23.7

21.0

21.4

85.5

58.9

49.1

十26.6

十9.8

十8.7

29.9

23.8

23.8

113.2

83.0

62.9

十30.2

十20.1

十10.9

25.9

25.7

25.4

105.2

88.1

69.4

十17.1

十19.7

十7.0

30.1

30.1

30.4

130.4

103.1

89.5

十27.3

十13.6

十9.4

職務手 当の平均(千 円)

75年 版

74年 版

73年 版

画 収 率

1,334

1,267

1,142

職務手当記入数

371

365

328

パ ンチ ャー

5.2

4.7

3.2

オ ペ レー タ

4.9

8.4

5.9

プ ログ ラマ

8.4

7.4

6.0

S E

11.6

11.9

5.9

月 残 業 時 間 の 平 均

75

74

73

年

年

年

版

版

版

庶務その他

男

12.6

14.9

15.3

女

3.7

4.9

5.3

パ ンチ ャー

男

4.9

12.3

7.7

女

4.1

6.1

3.1

オペ レ ー タ

男

18.8

21.1

17.4

女

4.5

5.7

9.0

プ ロ グラ マ

男

19.8

25.0

26.8

女

5.8

7.0

11.6

S E

男

16.9

23.6

25.9

女

3.1

7.2

18.6

管 理 職

男

6.2

8.3

12.0

女

1.7

7.5

.6

7コ ン ピュー タ教 育費 用(7-1-17表)

コン ピ ュー タ要 員 教育 の た め の年 間 予算 は,全 産 業 平 均 で1社 当 り639千 円,要 員1人 当 り16,600

円 にす ぎ ない 。 ま た一 般 社 員 の た め の コ ン ピ ュー タ関 連 教育 費 用 も,全 産業 平 均 で1,003千 円,従 業

員1人 当 りわ ず か200円 にす ぎな い。
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保有 す る主 力 機種 別 に み る と,要 員 教 育 費 用 も一般 社 員 向 き費用 も,中 型Bを 主力 機 種 ζす るグ ル

ー プ を除 き
,概 ね大 型 保 有社 ほ ど予 算 額 が 多 く,小 型 保 有 社 ほ ど予 算 額 は低 下 して い る。

業種別 ・コンピュータ関連教育 費用

対 象 コ ン ピュ ー タ部 門 要 員 用 一 般 社 員 用 全 教 育 費

要 一 教 一 社 一 教 一 二 一 二 従
員 社 育 人 員 社 育 人 教 社 教 業
教 当 費 当 教 当 費 当 育 当 育従 員平
育 平

、

平 育 平
、

教 費 平 費業 一 均

業 種

費
記
入
数

均
額_
千

旦

要
員双
数記
入
数

均
額_
千
里

費
記
入

数

均
額_
千
日

従
業双
員記数
人
数

育
額_
千

旦

何
れ
か記
入
数

均
額_
千

巴

何負
れ数
か記
と人
数

人顎
当_
千

里

.

全 産 業 計 613 639.7 610 16.6 290 1,003.6 288 .2 653 1,046.3 651 .3

(要員用 と一般用教育費の2項 目につ き回答 は双記入,い ずれか記入 にわかれ るか ら,全 教育費は2種 の教

育費の合計ではない。)

8適 用 業 務(7-1-18表)

適 用業 務 の 各 分野 につ いて,1974年 まで にそ れ らの業 務 を コン ピ ュー タ化 した企業 の総 数 を100と

す る とき,計 算 ・集 計業 務 りコ ン ピ ュー タ化 した社 数 は79.8%で,解 析 ・予 測 ・計 画業 務 を コン ピュ

ー タ化 した社 数 は20 .2%と な って い る。

こ れ に対 し,今 後3年 間 に計 画 申 の業 務 に っ いて は,計 算 ・集 計 業 務 を コン ピ ュー タ化 しよ う とす

る回答 は全計 画 回答 社 の52.2%,解 析 ・予 測 ・計 画 業 務 の コ ン ピ ュー タ化 計 画社 数 は47.8%で,適 用

業 務 の高 度 化 を示 唆 して い る。

適 用 業 務 項 目 の 傾 向

75年 版

74年 版

73年 版

現在 まで にコンピュータ化 した業務項 目

計算・集∋ 醐 ・予測・緬 合 計

79.8

75.2

73.4

20.2

24.8

26.6

100%

100%

100%

今後3年 間に計画 中の業務項 目

計算 ・集計 解析 ・予測 ・計画 合 計

52.2

49.7

50.8

47.8

50.3

49.2

100%

100%

100%

9ス ル ー プ ッ ト ・タ イ ム と平均 ジ ョブ数(7-1-19表)

全 産業 平 均 で は,1社1日 の平 均 ジ ョブ数 は53.4(74年 版 調 査 で45.0)で,ス ル ー プ ッ ト ・タ イ ム

は1分 以 内,3分 以 内,5分 以 内,10分 以 内,30分 以 内の5段 階 に ほ ぼ集 中 して い る。

1日 平 均 ジ ョブ数 の多 い業 務 と して は,電 力 ・ガス 事 業(379.0),損 害保 険業(293.5),証 券 業

・商 品取 引 業(203 .6),情 報 処 理 サ ー ビス業 ・ソ フ トウ ェ ア業(143.2),生 命 保 険業(115.8)な
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ど を あ げ る こ と が で き る。

ス ル ー プ ッ ト ・タイ ム別 ・1日1社 当 り ジ ョ ブ数 平 均

75年 版

%

74年 版

%

73年 版

%

1分 以内

9.4

17.6

7.2

16.0

5.9

12.4

3分 以内

10使 用 言 語(7-1-20表)

11.7

21.9

8.5
18.9

7.6

16.0

5分 以内

8.4

15.7

7.1

15.8

7.4

15.5

10分 以内 30分 以内 1時 間
以 内

3時 間

以 内

5時 間

以 内
5時 間
以 上 合 計

9.3 8.4 3.2 1.8 .4 .3 53.4
17.4 15.7 6.0 3.4 .7 .6 100.0

7.3 7.7 3.9 2.0 .4 .4 45.0
16.2 17.1 8.7 4.4 .9 .9 100.0

8.9 10.4 3.8 2.1 .5 .5 47.6
18.7 21.8 8.0 4.4 1.1 1.1 100.0

わ が国 コ ン ピ ュー タ'ユ ーザ ー の48・8%はCOBOLを 使 用 し,27.0%が ア セ ン ブ リ言 語 を使 用 し

て い る。

"般 に コ ン ピ
ュ・一夕導 入 後 ・経 験 年 数 が ふ え る につ れ ア セ ン ブ リ言 語,FORTRAN,PL/1の 使 用

比 率 が 若 干増 加 し,特 殊 言 語 の使 用 比 率 が 減少 す る傾 向 に あ る。

使 用 言 語 比 率

使用言語
シンボ リック

言語(%)
コンパ イラ言語(%) 機

械
語
お
よ
び
特
殊
言
語

回
答
社

教

竺
○
○

鋒
⑯

.

ζ

膓
リ

言
語

ζ
ネ

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F
O
R
T
R
A
N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

75年 版 調 査 27.0 3.0 .3 9.0 48.8 2.4 6.4 2.9 1,278

74年 版 調 査 33.7 3.0 .2 7.5 44.6 1.7 6.8 2.0 1,203

73年 版 調 査 33.6 3.5 .2 8.8 43.8 2.0 5.3 2.3 1,137

'

11プ ログ ラム の 開発 状 況(7-1-21表)

管 理 業 務 処 理,事 務処 理 プ ログ ラ ム につ い て は,多 くの企 業 が 自社 で 開発 してい る(そ れぞ れ94 .2

%,93.9%)。 予 測,最 適 化,ス ケ ジ ュー リング,数 値 制 御 な どにつ い て は,メ ー カ ー ま たは サ ー ビ

ス機 関 と共 同 で開 発 す る割 合 が 増 加 す る(10～25%)。

OSに つ い て は企 業 の60.4%が メ ー カー に 開発 を委託 し,言 語 プ ロセ ッサ につ い て は67.6%が メ ー

カ ー に委 託 す る。

サ ー ビス機 関 と共 同 開 発 す るか,ま た は サ ー ビス 機 関 に委 託 す る率 は未 だ 少 な い。
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プ ログラムの 自社開発割合(%)

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・ プ ロ グ ラ ム ユ ー テ ィ

リ テ ィ ・

プ ロ グ ラ

ム

OS

昔 三五
口 口ロ

プ ロセ ツ

サ

その他
管理業務
処 理事灘 ト⇒ 譜

1スケ ジ
ュ1

一 リ ング数 値 制御

問 題1

その他

75年 版

74年 版

73年版

94.2

94.0

95.0

93.9

94.4

96.4

84.3

84.5

81.9

72.0

82.3

80.6

80.2

80.7

76.2

70.0

82.1

80.4

80.6

87.5

82.9

1

…」 ・
57,818.6

66,120.7

19.4

18.8

23.5

62.9

75.0

72.7

12情 報 処 理 サ ー ビス機 関 の 利 用状 況(7-1-22,7-1-23表)

利 用項 目の現 況

全 産 業 平 均 で,「 パ ンチ ン グ委 託 」(64.0%),「 要 員 教 育 ・講 習会 へ の 出席 」(49.3%),「 保 守 サ

ー ビスの 委 託 」(41 .6%),「 プ ログ ラ ミン グ委託 」(21.4%),「 要 員 の派 遣 」(19.0%)が サ ー ビス

機 関利 用 の 主 な 項 目で あ る。

利 用 項 目の予 定

上 記 現 況 に く らべ,3位 以 下 の項 目 は 「保守 サ ー ビス の 委託 」,「要 員 の 派 遣」,「プ ログ ラ ミング委

託」,「 コン ピ ュー タ室 運 用 代 行 」 の順 とな る。

サ ービス機 関の利用現況 ・項目分布(多 重回答)

75

74

73

年

年

年

版

版

版

回

収

数

1,333

1,267

1,142

本

間

記

入

数

805

100.0

785

712

100.0

計

算

の

委

託

パ

ン

チ

ン

グ

マ

シ

ン

タ

イ

ム

利

用

要
員
教
育
　

講
習
会
へ

の
出
席

要

員

の

派

遣

プ

ロ

グ

ラ

ミ

ン

グ

委

託

132
16.4

153

149

20.9

515

64.0

511

482

67.7

95
11.8

104

115

16.2

397
49.3

370

329

46.2

153

19.0

136

122

17.1

172

21.4

166

133

18.7

保

守

サ

1

ビ

ス

i委

託

調

査

代

行

:、
ア

|

タ

収

集

コ

ン

ピ
ユ

|
タ

室

運

用

代

行

335

4L6

277

224

31.5

2456

3.07.0

1945

1937

2.75.2

そ

の

他

20

2.5

15

13

1.8

13コ ン ピ ュー タ関連 使用 室 面 積(7-1-24,7-1-25表)

全 産 業 平均 の コン ピ ュ ー タ部 門合 計 使 用 室面 積 は575.1平 方 メ ー トル で あ るが,こ れ を コン ピ ュー

タ要 員 数 の ラ ンク別 に比 較 す れ ば,お おむ ね室 面 積 は要 員 数 に 比例 して い る。 コ ン ピュー タ要 員1人

に つ き13～18平 方 メ ー トル が お お よ その 目安 とな る と考 え られ る。

室 面 積 を設 置 主 力機 種 別 に み る と,当 然 の こ と とは い え主 力 機 種 が大 型 で あ る ほ ど面積 が大 で,小
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型 で あ る ほ ど面 積 は 狭 い 。

室 の 種 類 と し て は,総 平 均 で 研 修 室 が201.5平 方 メ ー トル と最 大 で あ り,以 下 コ ン ピ ュ ー タ ・ル ー

ム183.4平 方 メ ー トル,事 務 室145.0メ ー トル,電 源 空 調 室97.6平 方 メ ー トル,プ ロ グ ラ ム 室95.7平 方

メ ー トル と な っ て い る 。

業種別 ・コンピュータ要員数別コンピュータ関係使 用合計面積平 均

(単位1平 方 メー トル)

全 産 業 計

双

回

答

数

1,28ア

九

人

以

下

160.3

○
1

九
人

384.6

○

⊥

元
人

336.0

○
1
四

九
人

526.0

五
〇

1
六
九

人

1,GO7.5

七
〇

|
九
九
人

1,183.8

○
○

1

九
九
人

2,530.ア

○
○

1

九
九
人

4,579.5

○
○

「
四
九
九
人

7,407.1

五

〇

〇
人

以

上

4,209.2

総

平

均

5ア5.1
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第3章 オ ン ライ ン化調 査

一第7部 集計表参照一

73年 度 よ り新 設 した オ ン ライ ン化 調 査 にお い て は,

(1)セ ンタ ーCPUが 自社 内 に所 在 す るの か,あ るい は他 の事 業 体 に所 在 す るCPUに 自己 の端 末

機 を接 続 す るの か,CPUと 端 末 機 の 所 在,接 続 関係 を調 査 して興 味 あ る結 果 を得 た。

(2)諸 種 の端 末 機 使 用 の現 況 と将 来 の 使 用予 定 を調 査 して,端 末 機 の利 用 傾 向 を明 らか に した。

(3)各 種 通 信 回線 使 用 の現 況 と将 来 の使 用 予 定 を調 査 して,オ ン ライ ン化 動 向 の基 礎 資 料 を得 た。

(4)デ ー タ伝 送 方式,回 線 制 御 方式 等 を調 査 して,オ ン ライ ン化 の技 術 的 側 面 を観 察 した。

〔調 査 項 目〕

オ ン ライ ン化 調査 に お け る調査 項 目は次 の通 りで あ る。

(1)各 種 端 末 機 利 用 の現 況 と予 定

(2)使 用 通 信 回線 数 の現 況 と予 定

(3)通 信 回 線使 用 時 間

(4)特 定 通 信 回 線利 用 の 態 様

(5)オ ン ライ?方 式

CPU構 成,フ ァイル 構 成,デ ー タ伝 送 方 式,通 信 制 御 方 式

(6)ト ランザ ク シ ョン量 の 現 状 と将 来 の増 加 予 想

〔調査 時点,対 象〕

本 調査 は,1974年9月30日 現 在 を調 査 時 点 と し,コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ ーの うち既 オ ン ラ イ ン化 事

業 体 を含 む569社 を調査 対 象 と し,227社 の 回答 を得 た(回 収 率39.9%)。

〔集 計 表〕

巻 末395頁 以 下 に掲 げ る(7-2-1～7-2-19表)。

1.セ ン ターCPUと 端 末 機 の 所有 ・接 続 関 係(巻 末7-2-1～7-2-4表)

わ が 国の オ ン ラ イ ン化方 式 を,機 器 の所 有 ・接 続 関 係 によ っ て分 類 す れ ば,次 の3方 式 に分 か れ る。

(1)自 社所 有 のCPUと 自社 所 有 の 端 末機 を回線 で 接 続 して オ ン ライ ン処 理 を行 な う場 合

(2)他 社(i親 会 社,子 会社,
.共 同 セ ン タ ー,民 間計 算 セ ン タ ー を含 む)所 有 のCPUと 自社 所 有 の

端 末 機 を回 線 で接 続 して オ ン ライ ン処 理 を行 な う場 合
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(3)電 電 公 社 所 有 のCPUと 自社 所 有 の 端 末機 を 回線 で接 続 して オ ン ライ ン処 理 を行 な う場 合

(注:所 有 に は,買 収,レ ンタ ル また は リース 使 用 を含 む)

な お(1),(2),(3)の 各 ケ ース は あ る1事 業 体 で重 複 して採 用 され る こ とが あ るか ら,オ ン ライ ン化 方

式 の可 能 な組 み 合 わ せ ば7種 類 とな る。

基 本 的 な3方 式(他 の方 式 の重 複使 用 の有 無 を問 わ な い と き)の 採用 状 態 を見 る と,全 産業 平 均 で

上 記(1)方 式 が93.1%(前 年85.7%),(2)方 式 が13.8%(前 年7.1%),(3)方 式 が17.5%(前 年13.6%)と

な っ て い る。

これ に対 し,(1)方 式 の み を採 用 す る割 合 は同 じ く全 産 業 平 均 で72.4%(前 年80.4%),(2)方 式 の みの

採 用 は0.9%(前 年2.9%),(3)方 式 の み の採 用 は5.1%(前 年10.0%)で あ って,混 合 方 式 の 採用 が増

加 して い る。

接 続 す る他 の セ ン タ ー(自 社,公 社 以 外)の 種 別

全 産 業 平 均 で 自社 の端 末 を接 続 す る セ ンタ ー種 別 は,現 在 で は子 会社(27.7%),独 立 営 業 セ ンタ ー

(13.8%),同 業 共 同 セ ン ター(12.7%)の 順 で あ るが,5年 後 に は子会 社(34.9%),同 業 共 同 セ ン タ

ー(14 .0%),系 列 共 同 セ ン ター(11.6%)の 順 にな る と予 想 されて い る。

本 調 査 は コン ピ ュー タ保有 事 業 体 を対象 とす る もの で あ るか ら,独 立営 業 セ ン ター に関 して は この

項 目の 調 査 結果 は そ の一 般 的 な位 置 づ け を示 す もの で は な い。

セ ン タ ーCPUの 所 在

業 種 別

|

回

答

実

数

オ ン ラ イ ン 化 社

端Cる
末Pシ
機Uス
がに テ

自接 ム
社続
のす

端Cる
末Pシ
機Uス
がにテ

他接 ム
社続
のす

端社続
末のす
機Cる
がPシ

電Uス
々にテ

公接 ム

延

べ

合

計

75年 版

74年 版

73年 版

社数
%

社数
%

社数
%

217

100.0

169

100.0

339

100.0

202

93.1

145

85.7

293

86.4

30

13.8

,㌃

37
10.9

38

17.5

23

13.6

7元

270

124.4

180

106.5

355

104.7
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センターCPUの 複合利用状況

75年 版

74年 版

73年 版

社数

%

社数

%

社数

%

自社CPU

157

72.4

136

80.4

277

81.7

他社CPU

2

.9

5

2.9

33

9.7

公社CPU

11

5.1

17

10.0

13

3.8

自社 と他社
のCPU

20

9.2

5

2.9

4

1.2

自社 と公社
のCPU

19

8.8

4

2.3

12

3.5

他社 と公社
のCPU

2

.9

2

1.1

0

.0

自社 と他社 と
公社のCPU

6

2.8

0

.0

0

.0

合 計

217

100.0

169

100.0

339

100.0

接続す る他のセ ンター(自 社,公 社以外)の 細分類(現 在)

親

会

社

子

会

社

系
列
共
同
セ

ン
タ
|

同
業
共
同
セ
ン
タ
|

独
立

営
業
セ
ン
タ
|

そ

の

他

計

75年 版

現 在 社 数

%

5年後 社 数

%

7

10.8

7

8.1

18

27.7

30

34.9

4

6.2

10

11.6

8

12.3

12

14.0

9

13.8

7

8.1

19

29.2

20

23.3

65

100.0

86

100.0

現 在 社 数 4 9 6 11 8 10 48

% 8.3 18.8 12.5 22.9 16.7 20.8 100.0

74年 版
5年後 社 数 4 23 8 10 4 10 59

% 6.8 39.0 13.6 16.9 6.8 16.9 100.0

2.端 末機 の利 用 現 況 と5年 後 の 利 用 予 定(7-2-5,7-2-6表)

各 種 の端 末 機 を,自 社 のCPUに 接続 す る もの,他 社 のCPUに 接 続 す る もの,電 々 公社 のCPU

に接 続 す る もの,そ の 合 計(全CPU)と に分 類 し,そ の 現 在 の利 用台 数 と5年 後 の 利 用 予定 台 数 を

調 査 した。

全 産 業 の全CPUに 対 す る端 末機 利用 状 況 の現 在 と5年 後 の 利用 予 定 を比較 す る と,総 台 数 に お い

て1社 当 り123.2台 か ら236.5台 と90%強 増 加 す る。
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1社 当 り端末機 平均保有台数

K C テ 紙 キデ 出 プ 予 リタ そ コ
ロ

ラ

| 『 1イ

力
専 口

約 †1

B R z プ /
テ

用
プ

用 :ミ の

こ
R
/

|ス

プ 膓
ツ

端 バ ナ

ツ

P T ン P ・ ク タ タ 末 チル 他 計

現 在 32.0 9.6 59.5 7.2 .1 5.9 .0 7.1 1.4 .0 123.2

5年 後 の 予 定 45.8 46.2 62.0 5.2 .8 8.7 .1 .0 67.4 .0 236.5

3.保 有 回 線 の 現況 と5年 後 の 予 定(7-2-7,7-2-8表)

保 有 通 信 回 線 敷

金 産 業 平 均 で,特 定 回線,網 回 線,私 設 回 線 の 合計 は1社 当 り現 在34.1回 線,5年 後 には1社 当 り

45.1回 線 の 利 用 が 予 想 され て い る。

現 在 で は運 輸 通 信 業(153.1回 線),証 券業(100.8回 線),鉄 鋼 業(85.0回 線)6,政 府(61.8回 線),金 融

業(61.3回 線)な どが保 有 回線 が多 く,5年 後 の 予 想 で は証 券 業(126.3回 線),金 融 業(85.2回 線),

そ の他 サ ー ビス 業(78:7回 線),窯 業(75.0回 線),電 力 ・ガ ス事 業(64.7回 線)な どが保 有 回 線数 が多

い 。

全産業平均1社 当 り回線保有数

記入
実数

Al
Bl

C2

D1 D5 D7 D9 11 13 ・・1釜灘 翻線(48K網) (デ ィ ジ
タル網)

私設
回線 合計

在

現【各 回答 数

合計回線数

1社 当回線
数平均

220 82

1,796

21.9

31

565

18.2

114

2,509

22.0

56

182

3.2

20

48

2.4

2

7

3.5

2

4

2.0

2

7

3.5

21

153

7.2

13

321

24.6

一

一

一

一

一

一

60

1,923

32.0

(220)

7,515

34.1

5

年

後

各 回答数

合計回線数

1社当回線
数平均

163 38

1,039

27.3

33

404

12.2

81

2,809

34.6

56

799

14.2

32

232

7.2

10

23

2.3

7

19

2.7

2

8

4.0

32

516

16.1

17

456

26.8

2

3

1.5

100

50.0

,1、 、

929

29.9

163

7,367

45.1

い ま仮 に,50bps1回 線 を単 位 伝 送 容量 とし,200bps1回 線 は4単 位 伝 送 容量 を,1,200bps1回 線

は24単 位 伝 送 容 量 を持 つ,等 々 と仮 定 して,現 在 と5年 後 の 全 産業 平 均1社 当 り回線 速 度 別伝 送 容 量

を試 算 す れ ば次 の よ うに な る。 但 し,「 電 話 型 公 衆 回線 」 は24単 位 伝 送 容 量 を,「 私 設 回線 」 は4単

位 伝 送 容 量 を持 つ と仮定 した。
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全産 業平均1社 当 り回線速度別伝送容量

現 在

5年 後

Al

Bl

C2

D1

43.,)437.、

54.7293.8

D5

528.2

832.3

D7

156.0

684.9

D9

230.4

696.0

11

3,36⑭

2,208、0

13

τ,920.0

2,605.0

J1
公衆回
線電話
型

16,800.0

19,200.0

174.9

387.0

公衆回
線電信
型

24.7

26.8

(43k

網)

1,440.0

〕(ディ

ジ タル

網)

私設
回線

」 、28.2

48,000.0 119.9

合計

666.2

2,932.3

即 ち5年 後 に は1社 当 りの 合 計伝 送 容 量 平 均 は,約4.4倍 にな る と予 想 され る。

後 指 の よ うに,5年 後 の デ ー タ ・ トラ ンザ ク シ ョン量 の 伸 びは約3.4倍 と予 想 されて い るが,回 線

伝 送 容 量 は一部 画 像 通 信 お よ び記 録 通 信 の た め の容 量 を含 むか ら,両 数 値 は ほぼ見 合 う予 想 で あ る と

考 え られ る。

4.回 線使 用 時 間(7-2-9表)

全 産 業 平均 で,回 線 の1日 当 り実 使 用 時 間 はJ1規 格 でLO時 間 で あ るの を除 き,他 の何 れの 規 格

につ い て も3.5時 間以 上,最 高11規 格 で9.5時 間 使 用 され て い る。

回線1日 実使用時間平均

各 記 入 数

一社当実使用時間平均

記

入

実

数

178

回 線 速 度

A・1・ ・

B1

C2

61

4.6

22

3.5

D5

85

5.3

D7

36

4.4

D9

12

7.4

11

0

.0

13

2

9.5

J1

1

LO

公
衆

富
話

型

公
衆

電
信
響

・・1・

3.54.7

私

設

回

線

44

5.7

5.特 定通 信 回線 の 利 用態 様(7-2-10,7-2-11表)

全 産 業 平均 で 自己単 独 使 用 は現 在84.3%(前 回調 査85.2%)で あ る が,5年 後 には71.'7%(前 回

77.9%)に 低 下 す る と 予 想 され,共 同使 用 は現 在 の9.7%(前 回9,5%)か ら5年 後 に22 .0%(前 回

13.6%)に 上 昇 す る と予 想 され て い る。

他 人 使 用 の 主 で あ るか 客 で あ るか に関 して は ま だ 明 瞭 な意 味 を くみ と る に足 る結 果 は 得 られ て い な

い 。
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特 定 通 信 回 線 利 用 態 様

自
己
単
独
使
用

共

同

使

用

他
人
使
用
の
主

他
人
使
用
の
客

計

現 在 社 数 183 21 10 3 217

% 84.3 9.7 4.6 1.4 100.0

5年 後 社 数 124 38 10 1 173

% 71.7 22.0 5.8 .6 100.0

t

6.ト ラ ンザ ク シ ョ ン量(7-2-12,7-2-13表)

全 産業 平 均 で トラ ンザ ク シ ョンの平 均 字 数 は414.8字 で あ り,平 均1日 の トランザ ク シ ョン数 は3

方3,200,ピ ー ク蒔 の1日 トラ ンザ ク シ ョン数 は5万6,300で あ る。

5年 後 の平 均 トラ ンザ ク シ ョンの増 大 予 想 につ い て は,不 明 回答 を除 き 「5倍 以 上 」 を6倍 として

平 均 を とる と,全 産 業 平 均 で は3.4倍 に な る と予 想 され て い る。

1 トランザクシ
ョン平均手長,平 均および最繁忙時の1日 トランザクシ ョン量

7.電 信設 備(7-2-14表)

コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ ー に お いて も電 信 設 備 の 使 用 率 は高 い。 国 内用 では
,全 産業 平均 で 現在,、 工

社 平 均 加入 網 利 用11.8台,専 用 線 利 用6.7台 を使用 して い るが,5年 後 にはr全 産 業 平 均 で1社.平 均》

加 入網 利 用21.1台,専 用 線利 用11.1台 の使 用 が予 想 され て い る。

ま た,国 際電 信 設 備 に つ いて は,全 産 業 平 均 で現 在,i社 平 均加 入 網 利用2..6a,'s－専用 線 利用)111..X

台 を使 用 して い るが,5年 後 に は,全 産業 平 均 で1社 平 均 加 入 縄 利用4.玉 台.専 用線利 用31.6台 の使

用 が予 想 され て い る。
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電信設備の利用現況と5年 後の予定

国 内 国 際

」 現 ∋ ・顯 現 在1・ 牛 後

加 専 加 専 加 専 加 専
入
電 用 入

電 用
入
電 用 入

電 用

信 線 信 線 信 線 信 線

i
網
利 利 網

利 利 網
利 利 網

利 利
…

用 用 用 ..用 一 用 用 用 用
卜

社 数 564 ig2 337 80
'

231 31 122・ ・

声 ■ .

15

1社 平均 11.8 6.7 21.1 11.1 2.6 11.2 4.1 31.6

18.フ ァク シ ミ リ(7-2-|5表)..

フ ァク シ ミリは,現 在最 も高 い増 加 率 を示 す コ ミュ ニケ ー シ ョン手 段 で あ る。 国 内用 で は,全 産業

平 均 で現 在i1社 平均 公衆 回線 利 用5.9台,専 用線 利 用25.8台 を使 用 して い るが,5年 後 に は,全 産

業 平 均 で1社 平 均 公衆 回線 利 用10.8台,専 用 線 利 用14.0台 の使 用 が予 想 され て い る。 す な わ ち明 らか

に フ ァ ク シ ミリは,公 衆 回線 網 利 用 の方 向 に動 いて い る。

国 際 間 フ ァク シ.ミリにつ いて は,未 だ 明 瞭 な動 向 を察 す るこ とはで きな い。

ファクシ ミリの利用現況と5年 後の予定

社 数

1社平均

国 内

現 在 5年 後

公
衆
回
線
利
用

75

5.9

専
用
線
利
用

92

25.8

公
衆
回
線
利
用

124

10・β

専
用
線
利
用

60

14.0

国 際

5年 後

公
衆
回
線
利
用

1

1.0

専
用
線
利
用

4

1.0
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ll

第4章 諸外 国の コン ピュ三 夕設 置 状況

i

1ア メ リカに お け る コ ン ピ ュー タ設 置規 模

ア メ リ カ に お け る コ ン ピ ュ ー タ設 置 規 模 の 推 移 は 次 の とお りで あ る 。

4-4-1表 ア メ リカ に お け る コ ン ピ ュー タ実 動 状 況

汎 用 機 専

設 置 台 数 設 置 金 額(10億 ドル)設 置 台 数

'

1969年 末40,70019.116,100

1970年 末43,80021.524,500

1971年 末49,20023.334,000

1972年 末54,00024.750,000

1973年 末62,25027.371,000

1974年 末65,04030.2100,000

出 典=EDPIndustryReport1975-4-30

用 機

設 置 金 額(10億 ドル)

1.2

1.5

1.8

2.1

2.6

3.4

2世 界 に お け る ア メ リカ系 コ ン ピ ュー タ設置 規 模

1`1　 　

;ii

ア.リ カ系.一 カー、、iよる。パ 。一タカ・世界に紗 てどの醸 の搬 鍛 置 されているかを示した

の が4-4-2表 で あ る。

'
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4-4-2表 世界 におけるアメ リカ系 コンピュータの実動金額

.

1・

オi

1973年 末 注1) 1974年 末 注2) 74/73の

増 加 年

(%)

実動 金額,

(10億 ドル)

シ ェ ア

(%)

1実動 金額

(10億 ドル)

シ ェ ア

(%)

IBM1 29.0 60.6 32.0 59.1 10.3

プラグコンパティブルメー カー 1.6 3.3 2.2 4.1 37.5

(IBMシ ス テム合 計) 30.6 63.9 34.2 63.2 11.8

HIS 5.0 10.4 5.3 9.8 6.0

UNIVAC 3.6 7.5 3.9 7.2 8.3

Burroughs 2.2 4.6 2.8 5.2 27.3

DEC 1.0 2.1 1.3 2.4 30.0

NCR 1.2 2.5・ 1.4 2.6 16.7

CDC 2.0 4.2 2.2 4.1 10.0

そ の 他

(ミ ニ コ ン メ ー カー 含 む)
2.3 4.8 3.0 5.5 30.4

1

合 計 47.9 100.0 54.1 10010 12.9

1)EDPIndustryReport1974-4-19

2)EDPIndustryReport1975-4-30

出荷 錨 に お け る と同 様}こ・
.Bu「「oughsお よ びDEC .とな らん で 独 立 中小 メ ー カ ーに よ る設 置 規

模 の増 加 率 が著 しい。

3西 ヨー ロ ッパ諸 国 に お け る コ ン ピュー タ設 置 規模

4-4-3表 に西 ヨー ロ ッパ諸 国 にお け る1974年 末 の コ ン ピ ュー タ設 置 台数 を,4-4-4表 に国

,別の推 定 設 置金 額 とメ ー カ ー別推 定 シ ェア を示 す。

e
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4-4-3表.西 ヨー ロ ッパ諸 国に お け る・メ ー カー 別 汎用コ ン ピ ュ ー タ設 置 状況

...(台 数:1974末 現 在),

イ ギ リス フ ラ ン ス 西 ド イ'ソ イ 〉ソリ ー
.

ベ ネル クス ス カ ン ジ
ナ ビア ス イ ス そ の 他 合 計 ・

.'

'BurrOugh8 ・

B25/2700 29 77 4 1 11 13 3 一 138

B35/3700 82 48 10 一
. 13 ハ7 8 3 181

B45/4700 11 19 一 一 6 10 一 一 46

B55/5700 18 一 4 一 1 2 一 1 26
B77.65/6700 21 7 5 1 6 9

"1 ・ 一 50
F

B1700 33 30 5 3 3 8 5 12 99 |

B500/700 57 63 5 一 8 21 一 一 154 i

その 他 26 2 4 2 一 1 1 5 41 :

Burroughロ 計 2η 246 37 7 48 81 18 21 735

CDC
3000 0 9 33 9 15 24 17 13 120 .
6000(7600) 10 26 19 7 6 2 9 2 81 1
CyberS 3 12 7 一 9 7 4 3 45
1700 8 47 23 3 13 5 11 9 119 1
その 他 2 1 10 一 一 7 3

一 23 '

CDC計 23 95 92 19 43 45 44 27 388 1
CTL
MOD1 134 7 一 一 3 一 8 一 152

1
|.

DEC
Sy別em10 19 5 10 2 5 7 1 一 49 {

その他 64 6 32 1 4 8 13 一 128 |

DEC計 83 11 42 3 9 15 14 一 177 |

Honeywen
G100/200 79 230 148 1,053 86 58 19 23 1,696
G400/600 18 154 71 57 29 26 5 17 377

H200S 289 91 295 63 69 7 47 5 866

M-L 149 35 51 12 9 一 3 1 260 [
H2000 .62 23 17 7 26 8 4 26 173

H6000 25 37 29 19 14 24 14 11 173 i
Serie860 4 9 L7 一 一 一 一 一・ 30 |

H58 78 L970 271 465 53 54 42 13 2,946
F

lその 他 17 8 4 4 一 4 一 11 48

Honeywel`計 721 2,557 903 1,680 286 181 134 107 6,569
'

じ`oneywellEuropa

IBM

41 284 147 58 72 35 41 36 714

360小 型 363 1,023 1,917 789 3,222 319 194 349 5,276
.

中型 517 645 1,124 302 236 343 168 280 3,615 .

大型 51 32 4z 11 11 6 5 13 171

370・ 」・型 157 279 318 165 81 55 65 64 1,184 .

中型 491 536 499 176 178 214 192 98 2,384

大型 56 51 57 28 17 15 17 2 243 |
Sy"tem/3 541 1,729 2,419 1,687 529 556 427 398 8,286 ↓

1130 241 232 356 53 69 78 59 61 1,149 《

140〔ハSoずie8 48 160 317 40 71 禦 42 43 815 |
その他 23 41 62 z9 12 32 17 29 245 !

IBM計 2,488 4,728 7,111 3,280 1,526 1,712 1,186 1337. 23,368 1

ICL
l900/1、 元斐1.497 1,497 231 35 一 9 97 15 5 1,889

1
|

中型734 734 46 17 一 19 49 3 1 869 t

大型85 85 一 5 一 一 一 一 一 90 '

S/4192 192 一 1 一 一 一 一 2 195 1
2903217 217 63 33 一 ユ0 57 一 一 380

その他296 296 8 7 一 16 12 1 7 347

ICL計'3.021 3,021 348 98 一 54 215 19 15 3,770

NCR
500十399 619 81 109 32 97 83・. 252 49

.

1,322 …

Ce耐ury 209 125 278 8 72 38 125 156 1,Ol1 「
・

315(+RMC) 18 9 27 2 19 12 9 22 118

その他 20 29 一 一 6 ・1.2 17 85 i
.

NCR計 866 244 414 42 194 134 398 244 2,536 |

Sa8b-Scania .

.

DatasロobD20 一 一 1
一

1 81 一 9 92
F .

Singer .

Sys【emlO 167 93 161 78 67 83 19 7 675

Telefunken
:

TR-Ser 一 1 65 一 2 一 一 一 68
'

.

Unidata ]

SiemenS 一 100 1,121 130 144 55 31 92 1,673 |
CI1 288 4 19 4 1 2 11 329

`

Philips 35 32 22 80 8 一 一 177
'

Unidat●2† 423 1,157 171 228 64 33 103 2,179.

Univac
lloo 43 21 39 21 .7 26 16 17 190 .

9000 163 133 562 247 172 137 142 139 1,695 」
Serieg90 5 2 17 4 9

一5

3 2 47

その 他 72 8 156 89 91 79 78 48 621

Univac計 283 164 774 361 279 247 239 206 2,553

XDS
530 33 21 47 3 12 7

一 9 132
Sigma 44 3 5 1 5

一 一 一 55 !̀

その 他 8 3 2
一 一

1 2 1 i17 き

XDS計 82 27 54 4 17 8 2 lO 1204
|

【

そ の 他 メー カ ー 235 63 433 21 66 70 3 5 1896
「

.

| ・

総 計 8,421 9,291 Ill.485
i 5,724 2,895 2,971 2・15812・127 45,076

`

出典:EDPEuropaReport1975-5-2

o
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4-4-4表 ヨー ロ ッパ にお け る 汎 用機 設 置金 額 とメ ー カー 別 シ ェア

(単位%)1974年 末 現 在

イ ギ リス
一

フフ ンス 西 ドイ ツ イ タ リー ベネルクス
スカン ジ

ナ ビア
ス イ ス

.■,

そ の 他 合 計

Burroughs 4-5 3.5-3.8 0.45-0.65 0.05-0.2 3.1-5.0 4.0-4.3 0.8-1.2 0.1-0.8 2.5-2.7

H。neywel1 8.5-11 U-14.5 7.8-1L5 12-20 8.2-10.4 6.8-7.5 5.5-7.2 6.5-7.0 8-11

IBM 40-43 61-62.5 58.6-66 55.8-71 54-57 56.5-62 59.5-63.2 61-70 55.5-60.4

NCR 2.5-2.7 1-1.3 0.7-1.1 0.1-0.3 1.7-2.0 0.8-1.2 3.0-4.3 2.5-3.2 1.5-1.6

UNIVAC 5-6 3-4.3 5.6-7.4 7.5-9 6-8.8 9.5-10.8 12.5-13.3 8-11 6.8-7.2

ICL{28.34
1

2-2.6 0.7-0.8 一 1-1.5 3.5-4.3 0.63-0.7 0-0.6 6.8-8.0

Unidata 一 8.5-8.9 15.4-18.3 3.5-6.6 1L7-12.5 2.7-3.3 2.3-2.7 6.6-8.3 7.4-8.7

CDC 1.2-1.8 4.3-5.3 2.8-3.5 1.7-2.0 5.2-6.4 4.0-44 7.3-10 2.0-3.6 3.2-3.9

その他 メー カー 3-4.25 1.2-1.6 2.0-2.6 4.7-5.9 2.5-3.1 6.8-8.9 1.2-2.3 3.0-3.7 3.0=3.5

実 動 金 額

(単位百万 ドル)
3,702 3,317 4,686 1,856 1,264 1,395 908 919 18,047

出典:EDPEuropaReport1975-5-2

4自 由世界の3圏 の設置規模

上 掲 資 料 お よ び わが 国 にお け る設 置 規模 を対 比 す れ ば 次 の よ うに な る。

4-4-5表3圏 の汎用 コンピュータ設置規模

(1974年 末 現 在)

ア メ リ カ

西 ヨ ー ロ シ バ

日 本

設 置 台 数

65,040(100)

45,076(69.3)

28,054(43.1)

設 置 金 額(10億 ドル)

30.2(100)

18.0(59.8)

6.1(20.3)
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1日 本農産工業㈱ の畜産経営診断 システ ム(NALC)

A開 発の背景

わ が 国 の食 生 活 改 善 に多 大 の貢 献 を果 した畜 産 業 界 の進 展 も,一 昨年 に お こ っ た食糧 危 機 に起 因す

る外 国 か らの飼 料 原 料輸 出規 制,環 境 保 全 に も とつ く畜 産 公 害 規制,さ らに石 油 危 機 は,畜 産 諸施 設

に要 す る資 材 機 器,防 疫 の た めの 医 薬 品,各 種 燃 料 な どの 不足 を来 たす 一 方,食 料 原料 コス ト ・海 上

運 賃 ・包 装 資 材 費 な どの 急 騰 か ら,配 合 資料 を含 め,上 記 の 全 関連 製 品 の 高 騰 によ り,畜 産 経営 を著

る し く圧 迫 す る こ とに な っ た。 ・

従 来 の 畜 産経 営 は,量 的 に生 産 商 品 を確 保 す れ ば経 営 も安 定 的 に営 な まれ る とい っ た,生 産指 向 に

重 点 を お い た経 営 が な されて きた 。 そ の安 定 した経 営 を続 け るた め に は,こ れ ま で の生 産 指 向型 の経

営 か ら管 理 技術 の基 盤 の 上 に収 支 予 測 ・資金 運 用 計 画 を加 味 し,計 数 管 理 シス テ ム を主 軸 とした販 売

指 向型 へ の 展 開 が強 く求 め られ て きた 。特 に採 卵 部 門 は,卵 価 の 日々変 動 が あ り,こ れ が その収 支 に

大 き く影 響 して い る。 従 って 卵 価 予 測 の も とに鶏 群能 力 お よび 飼料 の経 済 性 を最大 限発 揮 させ る経 営

管 理 技 法 が 要 求 され て きた。

この よ うな業 界 を市 場 とす る 日本 農 産 工 業 ㈱ は,市 場 の維 持 ・拡 大 を図 って い くた め に,畜 産 経 営

の ノ ウハ ウ に立 ち入 る よ うにな り,畜 産 経 営 者 へ経 営 の デ シ ジ ョンへ の 資 料 を提 供 す るよ うにな って

きた。 この よ うな背 景 の も とにNALCシ ス テ ム(NosanAnalysisforLivestocksmanagementby

Computersystem)は,開 発 され た 。

BNALCシ ステ ムの 目的 と特 徴

NALCシ ス テ ムは,経 営 基 盤 の 確 立 と展 開 に利 用 で き るよ う畜 産経 営 全 体 のPlan-Do-Seeの 一 連

の 流 れ を,計 数 管 理 シス テ ムに折 り込 み,畜 産経 営 者 に生 きた経 営情 報 を提 供 す る こ と を 目的 と して

い る。

従 来 の経 営 診 断 と異 な り,畜 産 経 営 体 で の 蓄積 され たノ ウハ ウ を加 工一 処 理 一 伝 達 す る だ け で な

く,将 来 へ の方 向づ けが示 唆 で きる よ う経営 計 画(生 産 計画 ・収 支 計 画etc)へ の 参画 資料 として役

立 て よ う とい う経 営 展 開 の た め の予 測 検 索 を 目的 と した もの で あ る。

特 徴 と して は,大 別 して 下記 の2点 に集約 で き る。

(1)従 来 の経 営 診 断 に み られ る経 営,技 術 両 要 因 の 分離 分 析 を連結 し,経 営 の 展 開予 測 に波 及 させ

る手 法 を導 入 した 。 つ ま り,経 理 分析 を生 産 分 析 ヘ フ ィー ドバ ック し,経 営 展 開 に 役立 て よ う と

い う狙 い を シス テ ム化 した もの で あ る。
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シス テ ム設 計 の 順序 と して は,・下 記 の4段 階 に分 け られ る。

① 生 産分 析(技 術 要 因 の分 析)お よ び経営 分 析(経 営 要 因の 分 析)

② 生 産 計画 の展 開

③ 収 支 予測 の展 開

④ 資 金 運 用計 画(資 金繰 り表 の作 成)の 展 開

② 畜 産 経営 者 が,将 来 の 経営 指 針 策 定 の た め意 思決 定 した い情 報 を迅 速 に提 供 で き る よ う,下 記i

の6段 階 にわ た っ て分 析 が 可 能 とな るよ う設 計 した 。

① 気 候 区 分 別(都 道 府 県 別 に11の 気 候 区分)..

② 飼養 形 態 別(成 鶏舎 の 構 造,機 能 別 に11形 態)

③使 用飼 料 製 品 別(銘 柄 別,メ ー カー 別 に 区分)

④経 営 規 模 別(成 鶏 飼養 規 模 別 に5段 階 に 区分)

⑤ 使 用 品種 別(鶏 種 別 に 区分)

⑥ 季 節 別(年,月 別 に区 分)

現 時点 の成 績 を比 較 す るだ け で な く,規 模 拡大 を 目指 す 場 合 の展 開予 測 に も,上 記 の諸 要 因 が

デ シ ジ ョン ・メ ー キ ン グへ の情 報 として 活 用 で き る こ とに な る。 そ の他 生 産 効 率 か ら み た採 卵

(肉)期 間 を検 索 す るた め,オ ー ル イ ン ・オー ル ア ウ ト方 式 で,畜(鶏)舎 別 に記録 が整 理 され

て い る農 場 で は,畜(鶏)舎 単位 の分 析 もア ウ トプ ッ トで きる よ う設 計 した。

CNALCシ ス テ ムの概 要'
a開 発 の経 過"

日本農 産工 業(株)で は以 前 か ら顧 客(畜 産 経 営 者)に 経 営診 断 を行 い,生 産効 率 を上 げ るた

めの 配 合 飼料 の提 供 や 環境 の整 備(畜(鶏)舎 の設 計 等)の 提案 を行 って きた 。 これ ま での 経 営

診 断 に よ り蓄 積 された デー タ を基 礎 に して,さ らに販 売指 向 をめ ざ した,畜 産 市 場 の動 向 を計 数

的 に と らえ経 営 に反 映 させ て い くシ ス テ ムが 検 討 され て きた。 そ れ は 市場 分 析 や 経 営 モ デ ル の シ

ミュレ ー シ ョンの手 法 を用 い,道 具 と して コ ン ピ ュー タ を必 要 とす る もの で あ っ た。

1973年7月

1973年12月

1974年4月

1975年4月

1975年8月

NALCシ ステムの検討を開始

システム設計開始

第1期 採卵部門 生産(技 術)分 析及び経営診断システム完成

第2期 採卵部門 生産計画,収 支予測システム完成

第3期 ブロイラー養鶏部門 経営分析診断システム完成

今 後 の 予 定 として,資 金 運 用 計 画(資 金 繰 り表 の 作成)シ ス テ ムが残 され て い る。

横 の 広 が りと して は,ま ず採 卵部 門 の シス テ ム を固 め,順 次 ブ ロ イ ラー部 門,養 豚 部 門へ と拡
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5-1-1図 分 析 診断 シ ス テ ム

ユ ーザ ー

.(畜 産経 営 者)

NALC

補助記入表

技術・経営要因

分 析 診 断

報 告 書

、

NALC

事 務 局

①チェック

②固定項目の

追加

チェ ック

情 報 管 理 室

(コンピュータ室)

P&V

≠ 訂正可能

か

H-8350

インプ ッ トデー タ

チェッ ク

≠ デー タは

正 しいか

H-8350

報告書作成&

更新

蓄積基礎

ファイル
`

分 析 診 断

報 告 魯

H-8350

年度分析&

情報創造

年度分析診

断報告書

新しい

情報の創造
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大 して い くもの で あ る。

b経 営 分 析 診 断 シス テ ムの概 要

5-1-1図 に処 理 概 要 を示 す 。 分 析診 断 シス テ ム は採 卵 農 場 か らNALC指 定 の調 査 票 に必・

要 な変 動 項 目が 記入 されNALC事 務 局 に提 出 され る。 事 務 局 で は 固定 項 目 を追 加 して,イ ン プ

ッ トす る。 シス テ ム 内 で デ ー タは 蓄積,集 計 され,各 項 日 ご とに分 析 され る。過 去数 か月 の デ ー

タ を もと に して,一 年 間 の 生 産 量,飼 料 摂 取 量 等 を予 測 す る。 さ らに事 務 局 で指 定 した診 断 尺 度

に もとづ き各 種 の経 営 診 断 を行 い,グ ラ フ表 示 を行 う。

イ ンプ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト帳 票 の概 要 を下 記 に記 す 。

① イ ンプ ッ ト帳 票

ぽ 竃}技 綱 言・入

:麓蕪/ _記 入∴
㌶ 翼賛

② ア ウ トプ ッ ト帳票

a)技 術 分 析 報 告 書一 育 成 関 係3項
,成 鶏 関 係7項 目で3か 月 分 が分 析 され る

b)経 営 分析 報 告 書一 原 価計 算 書 と損 益 計 算 書 を兼 ね備 え た もの

c)グ ラ フ診 断 報 告書 一 レー ダ ーチ ャー ト形 式 で3段 階 を色 で 区分 し
,一 目で わ か る技 術 要:

因10項 目,経 営 要 因10項 目に つ い て診 断 され る'

c生 産 計 画 ,収 支予 測 シス テ ムの概 要

新 し く開 発 され た生 産 計画,収 支 予 測 シス テ ムは,5-1-2図 に示 す よ うに採 卵農 場 の実 態 、
ω

を イ ン プ ッ トす る と,計 量経 済 モ デ ル な ど高 度 な手 法 に よ り卵 価 予 測 を行 い,経 営 モ デ ル数 億 タ

イ プ を作 り,シ ミュ レー シ ョ ン(農 場 ご と に最 も適 正(最 大 収 益)な 生 産 計 画 表
,収 支 予 測 表)

を月 別,年 度別 に2年 間 分 を作成 す るシス テ ムで あ る。

① イ ン プ ッ ト帳 票

a)ユ ーザ ー フ ァイルー ユ ー ザ の 固定 項 目 を記入

b)生 産 計 画 項 目一2っ に分 か れ(i)成 鶏 の 収 容 能力,成 鶏 の 状 況,育 成 鶏 の 状 況 ㈹ 入 雛

計 画,強 制 換 羽 計 画 をそ れ ぞ れ記 入 す る。

c)収 支予 測 項 目一3つ に分 か れ .(i>卵 価水 準,飼 料 購 入 単 価,人 件 費(ii)薬 品衛 生 費,水 道1

光 熱費,消 耗 品 費,修 繕費 等(iii)(ii)を5段 階 に区 分 した もの を選 択 を それ ぞ れ 記入 す る。

② ア ウ トプ ッ ト帳 票
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a)生 産 計 画 表 一 育 成 部 門,成 鶏 部 門 か ら構 成 され,そ れ ぞ れ羽 数,免 死 淘 汰 羽数,飼 料 消

費 量,鶏 卵生 産 量(サ イズ 別)を 作 成 す る:

b)収 支 予測 表 一 収 入 の 部 と支 出の 部 か ら構 成 さ れ,収 入 は 鶏 卵売 上 と廃 鶏 売 上 を,支 出 は

雛 購 入 費,飼 料 購 入 費,人 件 費,薬 品 衛 生 費,水 道 光 熱 費,消 耗 品費,修 繕 費 等 を作 成 す る。

③ 利 用 効 果

a)'経 営 の 意 思 決 定 が で き る

NALCの 計 数 値 に準 じて,農 場 鶏 群 の運 用 には じま り,生 産 計 画,販 売 計 画,購 買 計 画,

資金 繰 り予 定 な どす べ て が長 期 に わた り展 望 で き る。'・

b)目 標 管理 の指 針 が 与 え られ る

NALCの 計 数 値 を もとに,経 営実 績(生 産並 び に収 支)の 是 非 が 判 断 で きる。 これ は経 営

を改 善 向上 させ る た めの 技術,経 営 要 因 の指 標 として 極 め て 重要 な使 命 を果 す もの で あ る。

c)環 境 条 件 に適 応 した対 策 が 確立 で きる ・皐

立 地 条 件(気 候,販 売 市 場,労 働 環 境 な ど)の 相 異 に よ り,経 営 タ イ プが多 様 化 し て く

る。 この 面 か ら,現 状 に対 応 した 諸施 策 が 生 み 出 し得 る。

d)モ デ ル採 卵 経 営 タ イ プ を設 定 で き る

新 し く設 営 す る経 営 の 諸条 件 を,イ ンプ ッ トす る こ とに よ り,コ ン ピ ュー タ内 部 に 規 模

別,製 品 別,気 候 区 分 別,'鶏 種 別 な どに大 別 して,事 業 計 画 に応 じた,モ デ ル採 卵経 営 が 蓄

積 され るの で,多 角 的 な活 用 が で き る。

DNALCシ ス テ ム の フ。ロ グ ラ ム構 成

これ まで に完 成 したNALCシ ス テム の プ ログ ラ ム構 成 は下 記 の9つ の モ ジ ュー ル に分 割 され て い

・る 。

NALCシ ス テ ム

∪

農 場 デ ー タ イ ンプ ッ ト処 理 モ ジ ュール

技 術 分 析 モ ジ ュー ル

経 営 分 析 モ ジ ュール

技術,経 営 診 断 モ ジ ュー ル

卵価 予測 て ジ ュー ル'

暁 鶏 価格 予 測 モ ジ ュー ル

最 適 捌 膿 場 シ ミュ レー シ 。ン モ ジ ュー ノレ

生 産 計画 作成 ゼ ジ 三一ル

収 支 予 測 作 成 モ ジ ュール
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5-1-2図 生 産 計 画,収 支 予 測 シズ テ ム'
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NALCシ ス テ ムの プ ログ ラ ムの 特 徴 は予 測 手 法 や シ'ミュ レLシ ョン手 法 に数 学 的 手 法 が数 多 く使

わ れ て い るこ とそ あ る。 使 づ ぞ い る数 学 的手 法 として 時 系 列分 析,'要 因 分 析,,多 変 量 分析 等 が あ る。

こ こで はNALCシ ス テ ム の代 表 的 モ ジ ュー ルで あ る最 適 採 卵農 場 シ ミュ レ:一シ ョンに つ い て,目i

的 と方 法 を述べ る こ とにす る。.、

aシ ミュ レー シ ョンの 目的 ∫

si

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の 目 的 は5'-1-3図 に 示 す 通 りで あ る 。

①収益(粗 利益)を 最大 とす る一 売上高(鶏 卵売上+廃 鶏売上)か ら直接生産費(飼 料費,雛

購 入 費,人 件 費,薬 品衛 生 費,水 道 光 熱 費,消 耗 品 費,修 繕 費 等)を 差 引 い た もの が最 大 とな る。'

,② 鶏 群 の 能 力 を最大 に活 用 す る 一 産 卵率,発 死 淘 汰 率,育 成(入 雛)計 画 を各 々 の環 境(立}

地)条 件 に最 も適 応 す る計 画 を作成 す る。'

③ 飼 料 効 率 を最 大 とす る一 農場 の環 境 条 件,i鶏 種,製 品 銘 柄,鶏 舎構 造 な ど農場 ご との 相 違 点

を加 えて,優 れ た 給 餌計 画 を作 成 す る。;

bシ ミュ レ ー シ ョンの方 法

シ ミュレ ー シ ョンは 農場 の実 態 と卵 価予 測 と廃 鶏 予 測 を も とに探 索 理 論 を利 用 して,上 記 目標 を達

成 す るた め に シ ミュ レー シ ョ ンを行 う。探 索 理 論 に よ る シ ミュ レー シ ョンは1農 場 に対 して5-1-

4図 に示 す 通 りイ ン プ ッ ト時 か ら2年 先 ま での 経 営 タ イ プ を数 億 種 作 成 して,収 益 性,技 術 成 績 を総

合 的 に検 討 して,ベ ス ト10の 経 営 体 を選 定 して,さ らに基 準利 益,限 界 利益,粗 利益,粗 利 益 標 準 偏

差,産 卵成 績,更 新 率,産 卵成 績 の 標 準偏 差,飼 料 効 率 な ど を総 合 的 に判 断 して,ベ ス ト1を 決 定 す

る'。ベ ス ト1を 決 定 した経 営 体 につ い て は2年 間 分 の 生 産 計画 表,収 支 予 測表 を ア ウ トプ ッ トす る。i

E他 シス テム との関連

1970年 に開 発 した畜 産 経 済 短 期 予測 シス テ ム(NASH:NosanEcono皿etricSystembyHitac

ユ ーザー の実態

5-1-3図 シ ミ ュ レー シ ョ ンの 目的 と方法

シ ミュ レ ー シ ョン 収益を最大にする

卵 価予 測

デー タ

廃鶏価格

予測データ

『

鶏群の能力を最大に活用する

飼料効率 を最大 にす る'
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5-1-4図 最 適経 営体の選定方法

探索理論によるシミュ

レーションは

11農場に対して将来

5年 間の経営タイプ数

値モデル

ベスト10の経営タイ

プを選定する

ペスト1を 選定して

将来2年 間の生産計

画、収支予測表をア

ウトプットする

1.基 準利益1.産 卵成績

2.限 界利益2.更 新率

唱3 .粗 利益3.産 卵成績 の標

4.粗 手lj造標 準 準偏差

偏差4.飼 料効率

日本 農 産 工業 ㈱ と㈱ 日立 製 作所 との共 同 開 発)か らの デ ー タ と新 し く農 場 採 卵 養 鶏 の 実態 デ ー タ との

連 動 を とって 運 用 され て い る。

NESHは 畜 産 界 の 動 向 を的確 に把 握 し,配 合 飼料 の 需 要 を高 精 度 に予 測 す る 目的 で 開発 された 。

NESHに つ い て は 下記 の 出版 物 によ り紹 介 されて い るの で参 照 の こ と。

①日本経営科学研究所発行"ComputerReport"1971年10月 号

②日刊工業新聞社発行"事 務管理"1972年11月 号

③日刊工業新聞社発行"EDPア プリケーション"

④HITACユ ーザ研究会発行"第9回 大会記念論文集"、

Fシ ス テ ムの構 成

シス テ ムの機 器 構 成 は5-1-5図 に示 す通 りで あ る。

5-Ll-5図 シス テ ム構 成

磁気テープ装置

4デ ッキ
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2島 根大学附属農場 にお ける環境制御 システム

Aシ ステ ム開発 の背 景

島 根 大 学附 属 農 場 にお い て ア イ リス,チ ュー リ ップ,グ ラ ジオ ラス な どの球 根 花卉 を球 根 生産 か ら

切 花 に いた る一 貫 生産 す る実 用 化 実 験 施設 が完 成 し,1974年9月 か ら実 稼 動 に入 った 。現 在 ま で に4

期 生 産 し,順 調 に稼 動 して 当初 の 目標 を達 成 して い る。 この 施 設 では,球 根 を暖 ・冷蔵 室 に入 れ ,人

工 的 にバ ー ナ リジ ェー シ ョンを施 し,温 室 に作 付 して か らは計算 機 の直 接 制 御 に よ り最 適 の環 境 制 御

を行 な って促 成 栽 培,抑 制 栽 培 を行 な う もの で あ る。 この よ うな 施設 園芸 に対 す る環 境 制 御 は基 本 的

に は作物 の発 芽(発 根),生 育 に必 要 な温 度,水 分,酸 素,炭 酸 ガス,'日 照 ,水 分,養 分 な どの環 境

条 件 を各 生 育 ス テ ー ジ ご とに最 適 とす る もの で あ るが,現 段 階 に お いて は,各 環境 条 件 の 個別 制 御 と

エ ネル ギ ー多 消 費方 式 に よ り組 立 て られて い る。 これか らの 大形 施 設 の 環 境 制御 にお いて は,自 然 の

摂理(太 陽,空 気,水 を基 本 と した植 物 生 長 原 理)に 立 脚 し,作 栽 培 物 の生 理 ・生 態 の機 能 を発揮 さ

す複 合制 御 技 術 の 研究 開発 が必 要 で あ る。 さ らに高 温 多 湿 な温室 内 で の作 業 を極 力 無 入 化(機 械 化)

し作 業 者 の負 担 を少 な くす る必 要 が あ る。 この よ うな背 景 か ら,本 施 設 で は制御 用 計 算 機 の直 接 制御

に よ る環 境 制 御,多 目的 機 能 を もった無 人 汎 用 ク レー ン によ る温 室 作 業 の 自動化 と省 力化 な ど従来 に

な い設 備 を取 り入 れ,省 エ ネル ギ ー体 系 を基 本 とし た温 室 の複 合 制 御 を実現 して い る
。 この施設 の活

用 に よ り今 後 ます ます 施 設 園 芸 に お け る環 境 制御 技 術 が発 展 し,集 団 化 に よ る集 中 管理 方 式 の確 立 の

足 が か りが で きる もの と考 え る。

Bシ ス テ ムの概要

本 施設 は島 根 大 学 附属 農 場 内 に敷 地 延面 積1670m2を 占有 し,管 理 棟(延 面積831m2)1棟,ガ ラス 温

室(796m2,将 来1棟 増設 の予 定)1棟,屋 外 設 備 な どで構 成 され て い る
。 今 回 の 実 験 材料 は島 根 県

の特 産 品 の チ ュー リッ プ,ア イ リス,グ ラ ジオ ラス な どの 球 根花 卉 で
,ガ ラス温 室1棟 に っ き約10万

球 が鮒 け られrtlk産 され る・5-2-・ 図 に シス テ ・繊 を示
、して い る.図 の椴 では生 産 プ ・セ

ス の 流 れ に沿 って 示 して い る が この 概 要 につ いて次 に示 す 。

(1)球 根 乾 燥 貯蔵 室

面 積140m2の この 部屋 で は温 風 ダ ク ト方式(温 風 巡 環)に よ り温 風 と室 内 空気 と を覚 拝 し
,温 度,湿

度,風 速 を作 物 ご とに調 整 して 球 根 を貯 蔵 す る。貯 蔵 能 力 は2400箱(500球/1箱)で あ る
。

② 暖 ・冷 蔵 室 、
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5--2-1図 島根大学附属農場における環境制御 システム

　 ロ
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冷 蔵 室 は331n2の もの が2部 屋 用 意 され,フ ィン クー ラー エ コノベ ン ト方式 に よ り切花,球 根 の 低 温

貯 蔵 に使 用 され る。貯 蔵 能 力 は600箱/1部 屋 で設 定 温 度 は最 低0℃ ま で で あ る。暖 ・冷 蔵 室 は17m?の

もの が2部 屋 で,ユ ニ ッ トクー ラー方 式 に よ り,球 根 の バ ー ナ リジ ェ ー シ ョン(発 芽促 進)に 使 用 さ

れ る。 貯 蔵 能 力 は200箱/1部 屋 で設 定 温 度 は0～35℃ で あ る。 これ らの 温 度 は計 算 機 に よ り年 間 を通

'して 監 視 され て い る
。

(3)温 室

面 積796m2の 大 きな ガ ラス 温室 で,通 風 を よ くす るた め天 窓,側 窓 が大 き く開 く構 造 とな って い る。

室 内 に は無 人 汎用 ク レー ン を設 置 し,細 霧 冷房,施 肥,薬 散 な どの制 御,耕 うん,均 平,作 溝,球 根

ま た は 切花 の 運 搬 を行 な う。 日照 量 を制 御 す るた め屋 根 に沿 った 内側 に遮 光 幕 が用 意 されて い る。室

内 の加 温 に は温 湯 暖房 として ユニ ッ トヒー タが 天井 部 に取 付 け られ そ こか ら作 物 に 必要 な微 温 風 を送

る 。 灌水 と,して は地 下 灌水 方 式 が と られて い る。 これ らの機 器 は す べ て計 算 機 と接 続 され直 接 制御 の

端 末 と して 使 用 されて い る。

(4)室 タ十機 暑9

温 室外 の気 象(温 度,風 向,風 速,降 雨)を 測 定 し,主 に 窓 の開 閉 の 条 件 に使 用 して い る。

{5)計 算 機 及 び その 周 辺 機器 一
}

計 算 機 として は 制御 専 用 機 と してYOPIC-100(コ ・ア メ モ リ16K語)シ ス テ ム を採用 して い る。
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5-2-1表 環 境 制 御 シ ステ ム の ハ 』 ドウ'mア 仕様

装 置 名

中 央 処 理 装 置

システ ム入出力装置

オペ レ一夕ズ入出力
装 置

プロセス入 出力装置

形 式

YODIC-100

シ ス テ ム タイ プ ライ タ

紙 テー プ 読 取 装 置

カラ ー デ ィスプ レイ

ア ナ ロ グ 入 力

デ ィ ジ タ ル 入 力

デ ィ ジ タ ル 出 力

数 量

1台

1台

1台

1台

32点

96点

64点

仕 様

メ モ リ:容 量16K語

語 長16ビ ッ ト+11パ リテ ィ ビ ッ ト

サ イ クル タイ ム 実 効1.Oμs

演 算 制御:方 式 マイ ク ロプ ロ グ ラ ム方 式

優 先 割 込 内部r・ レベ ル,外 部3レ ベル

命 令 の 種 類37種 類

標 準 機 能:通 停 電 割 込,自 動 再 起 動,ク ロ ッ ク ・タ イ マ,

プ ログ ラ ム割込,イ ニ シ ャル ロー ド

機 能:印 字,紙 テー プせん 孔.紙 テ ー プ読 取,キ

ー入 力

速 度:1000字/分

日報 作 成:ア ラー ム印 字

方 式:光 電式

速 度:400字/秒

方 式:ラ ス ター ス キ ャ ン方 式

画 面:14イ ンチ

文 字 の種 類:数 字,ア ル フ ァベ ッ ト,カ ナ,特 殊 記 号

表 示 字 数:16行 ×32字

表 示 色:赤,緑,青,黄,シ ア ン,マ ゼ ンタ,白

タ ー ミナ ル形 キー ボー ド付

信 号:0～10mVDC

測 定 点:温 室 温 度,日 照 度,地 中 温 度,地 中水 分,

暖 ・冷 蔵 室 温度,室 外 温 度,風 向,風 速
ξ

パ ル ス 列:降 雨 計,強 雨計

ス テー タ ス:パ ネ ルの 操 作押 釦,窓 開 閉 の リ ミッ トス

イ ッチ,そ の他 動 作 確 認

制御 出力:窓 開閉,暖 房,灌 水 な どの制御

表示 出力:パ ネルへ の運転表示

5-2-1表 に ハ ー ドウ ェアの 仕 様 を,5-2-2図 に 今 回 シス テ ムに お け る ソ フ トウ ェア構 成 を示

す。 この シス テ ムの大 きな特 色 は,制 御用 と して優 先 割 込処 理,多 重 処 理,並 行 処 理 な ど を 備 え た

YOS-Mと 呼 ばれ る管 理 ル ーチ ンの もと に年 間 の ス ケ ジ ュー ル を制御 す るス ケ ジ ュー ラ,ス ケ ジ ュ

ー ラか ら与 え られ る制 御 情 報 ,プ ロセ スの 信 号 な どか ら制 御 出力 を行 な うコ ン トロール タス ク'マ ン

マ シ ン コ ミュニ ケ ー シ ョン機 器 を制御 す るオ ペ レ ー タズ ・コ ンソ ール&印 字 タス ク な どが効 率 よ く組

込 まれ て い る。温 室 ご との ス ケ ジ ュ ール は カ ラー デ ィス プ レ イ装 置 に よ りオペ レー タに わ か り易 い形

で表 示 され,又,修 正 デー タの エ ン トリ も可 能 で あ る。 従 って オ ペ レ ー タは この カ ラー デ ィス プ レ イ

装 置 を使用 して作 物 ご との年 間 ス ケ ジ ュ ール の表 示 ・エ ン トリ,運 転 申 の変 更 な ど通 常作 業 はす べ て



181

5-2-2図 環境制御 システムの ソフ トウェア構成
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こ の装 置 に よ り行 な うこ とが で き る。

Cシ ス テ ム の 意 義 ・目 的

本 シス テ ムで は計 算 機 の もつ機 能 を最 大限 活 用 し,今 ま で に実 現 で きな か っ た環 境制 御 と施 設 構造

を実 現 す る もの で あ る。 その 目的 は次 に示 す とお りで あ る。

ω 計 算 機 を導 入 し,各 作 物 の生 育 ス テー ジ ご との 環 境 条件 を年 間 スケ ジ ュー ル として記 憶 させ,

そ れ に基 づ いて,単 一 ル ー プ で は不 可能 な複 合 制御 を行 な って 生育 環 境 をつ く りだ す。

② ウ イ ン ドコ ン トロール,レ イ ン コン トロー ル を計 算 機 制御 で行 な い,天 窓 で は栽 培床 面 積 の20

%,側 窓 で は引 戸 方 式 に よ り50%開 放 す る こ とが で き,空 気 流 通 の著 し く良 い構造 とす る。

(3)無 人 汎 用 ク レー ンの 設 置 によ り,温 室 内 の作 業 効 率 の 改 善,細 霧 冷 房,棄 教,施 肥 な どの制 御

を 行 な い無 人 化,自 動 化 をは か る。

(4)中 央 管 理室 に グ ラフ ィ ックパ ネ ル,モ ニ タテ レ ビ,ア ナ ンシ ェー タ,オ ペ レー タズ,コ ン ソー

ル と して使 用 して い るカ ラー デ ィス プ レイ装 置 な どを用 意 し集 中 管理 制 御 を行 な う。

Dシ ステ ムの詳 細
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施 設 園 芸 に お け る環境 制御 は,工 場 生産 的制 御 施 設 の よ うな大 が か りな施 設 は 採算 面 で問題 が あ る

た め,も っぱ ら自然 環境 をた くみ に利 用 す る方 向 で実 施 され て い る。本 シス テ ムに お いて も同様 で あ

る。 次 に本 シス テ ム にお け る環 境 制 御 の運 転 方 法 と制御 内容 につ い て述 べ る。

a運 転 方 法

運 転 モー ドは5-2-3図 の よ うにな ってお り計算 機 内部 で管理 を し,グ ラ フ ィ ックパ ネル に常 時

表 示 して い る。

5-2-3図 運転モー ドの遷移

㊥ ⑧ ㊥ θ
(1)運 転 前 準 備

運 転 モー ドが 「休 止」 とな って い る時 に運 転 の 前 準 備 と して 次 の こ とを行 な う。

○ ス ケ ジ ュ ール の登 録 ・

シス テ ム タイ プ ラ イ タ,紙 テ ー プ読 取装 置 を使 用 して紙 テー プにせ ん 乱 して い る スケ ジ ュール を読

み 込 ま せ登 録 す る。登 録 領 域 として は2棟 の1年 分 を用 意 して い るの で,こ の操 作 は一 度行 な えば大

幅 な変 更 を しな い限 り不 要 で あ る。

○ スケ ジ ュー ルの変 更

ス ケ ジ ュール は 日付 つ きデ ー タ とな って い るの で運 転 の 開始 が当初 の 予定 よ り前 後 す る とすべ て狂

って く る。 これ を修 正 す るた め カ ラー デ ィス プ レ イ装 置 を使 用 し,運 転 開 始 予 定 日 を変 更 す れ ば,す

べ て 自動 で 日付 を変 え られ る プ ロ グ ラ ムが用 意 されて お り,こ れ を使 用 して修 正 を行 な う。 こ の ほ

か,制 御 定 数,警 報 設 定 値 な ど も この装 置 を使用 して設 定 を行 な う。

(2)運 転 開 始

グ ラ フ ィ ックパ ネ ルの 運 転 指 令押 釦 に よ るか又 は運 転 開 始予 定 日 を過 ぎれ ば計 算機 出力 によ り運 転

モー ドを 「休 止 」→ 「待 機 」 に 切換 え る。 「待機 」 モ ー ドにお いて ス ター ト押 釦 を押 す と 「待機 」 →

「運 転 」 に モ ー ド切 換 えが 行 な わ れ計 算 機 によ る制 御 が開始 され る。'

(3)運 転 中

運転 中 に は登 録 され て い るス ケ ジ ュー ル に従 って計 算 機 で制御 して い る。従 って,グ ラ フ ィ ックパ
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ネ ル;ア ナ ン シ ェー タ,モ ニ タテ レ ビ,'カ ラー デ ィス プ レイ装 置,各 種 記 録 計 ∵ 指 示計 な どの 機 器 を

使用 ・し,作 物 の生 育 状 態 の 観 察 を しな が.ら,監 視,ス ケ ジ 三 一ル の調 整 を行 な う。機 器 の故 障 は ア ナ

ン シ ェー タで 知 ら され るの で,そ の機 器 を単 独 に計 算 機 か ら切 り離 し故 障 を修 復 す る。,

(4)運 転 終 了

ス ヶ ジ⊂ ⌒ ルが 運 転 終 了予 定 日 にな る と 「運 転 」 → 「完 了」 に モ=ド 切 換 えが 行 な われ 最終 日の制

御 定 数 で制 御 を継 続 し グ ララ ィ ックパ ネル にそ の 旨表 示 して い る。 ス トッ プ押 釦 が 押 さ れ る と 「休

止 」 モー ドに切 換 え られ運 転 終 了 と な り,切 花 を行 な って この 作 物 の ス ケ ジュ ール は完 了 とな る。

b制 御 内容`

長 年 の 研究 と経 験 に基 づ いた 綿密 な1年 間 の ス ケ ジ ュー ル が温 室 ご とに決 め られ,そ の スケ ジ ュー

'ルに基 づ いて各 生 育 ス テT・ジ ご とに各 制 御 項 目の 制御 情 報 を テ ー ブル と して計 算 機 に記 憶 さ せ て い

る。 ス ケ ジ ュ ール の1例 を5-2-2表 に示 す 。 この ス ケ ジ ュール をス ケ ジ ュー ラ と呼 ばれ る プ ロ グ

ラ ムが カ レン ダ と照合 して 制 御 情 報 を抽 出 し,各 制御 ル ー プ に設 定 す る。各 制 御 ル ープ で は与 え られ

た制 御情 報 を もとに制 御 を行 な う。 今 回 の シ'ステ ム では この制 御 情 報 は ス ケ ジ ュール の 中 に固 定 的 に
、

持 たせ て い る が,生 体 か らの信 号 と各 環境 要 素 間 の 関連 が 明確 に なれ ば この ス ケ ジ ュー ル を ダ イ ナ ミ

ック に変 更 して よ り緻 密 な制御 が可 能 とな る。

(1)温 度 制御

この制御 は種 々の 環 境要 素,操 作 端 が 複 合 され た形 態 とな って い る。 す なわ ち換 気,気 化熱 冷房,.

保 温,暖 房 な どの制 御 項 目 を同 時 に制 御 し,室 温 の定 値 制 御 ぺ設 定 値 は ス ケ ジ ュー ラに よ り可 変)と

5-2「2表 年 間 ス ケ ジ ュール の 一 例

制 御 品 目 ア イllス チ ュー リップ

遮 光. '

1・ 【

屋 上流水 一 ●

窓 開 閉 ・
(天窓側 窓)

〔最 訪

(時間分割)

暖 房
=

塒 間分割)

細霧 冷房
1

1 口(手 動)

灌 水 1

施 肥 ○OooOO oOOOOO

蒸 散 △ △ △ 1 △ △ △ △ △ △

一 月 9月 10月 11月 12月 1月

制 御 品 目 チュー リップ ア イ リス

`

遮 光 一1
屋 上 流水

`フフー
ーノーz、 ノゾ/-〃

窓 開 閉
(大窓・側窓)

(融 雪)

時 間分割)

暖 房
(時間分割)

細霧 冷房 動)〃 一(手
1

灌 水 ・ }

施 肥 ○Oo ○ ○ OoOOOot
|

{正
薬 散 △ △ △ △ △ △ △

一 月 2月 3月 4月 5月 6月

7月 、8月 は他作物の導入実験の予定
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換 気 を行 な う。 この 制 御 は従 来 の工 業 プ ロセ ス では 見 られ な い もの で,加 温 は窓 の 閉 に よ る太 陽 熱,

遮 光 幕 に よ る保 温,そ れ に 人為 的 な温 湯 暖 房 を利 用 し,冷 房 に は窓 の 開 に よ る換 気,屋 根 上 流 水 に ょ

る気 化 熱 冷房,ミ ス トクー ル法 に よ る植 物 体及 び地 表面 の 冷却 な どを利用 して い る。

O窓 の 開 閉 制御

窓 の 開 閉 を行 な うこ とに よ り,温 室 内 の 換気 量 を加減 す る。換 気 は 内外 温 の温 度差 に よ る 重 力 換

気,室 外 の風 速 に よ る風 力 換気 な ど によ り行 な われ る。 プ ロセ ス か らの信 号 として は室 温,風 向,風

速,強 雨 な どで メ イ ンの 制御 ル ー プ は室 温 に よ る2位 置 の ヒス テ リシス制 御 で あ る。 さ らに き め細 か

く換 気 量 を制御 す るた め風 向,及 び風 速 に対 す る窓 の 開 閉順 序 の判 定 と風 向反 転 時 の風 上 側,風 下 側

の パ タ ンの 入 れ か え,強 風 時 の強 制 窓 閉 な どの ウ イ ン ドコ ン トロー ル,降 雨 の強 さに よ る強 制 窓 閉 を

行 な う レイ ン コ ン トロール を付加 し,同 時 に強 風,強 雨 時 の作 物 の保 護 と温室 の 破損,倒 壊 の 防止 を

行 な って い る。 制 御 の 系統 を5-2-4図 に示 す 。

5-2-4図 窓の開閉制御系統 図

冒/
室内温/

昼綱

強雨'強 風
判 定

開閉順序
判 定

⑭ダ
天窓

⇔

◎

・9SSLL

側窓

○屋 根 上 流水

温 室 の 屋根 中央 を走 る散 水管 の ノ ズル か ら霧 状 に散 水 を行 な う もの で,屋 根 部 分 で気 化 熱 を奪 って

温 度 を下 げ る と と もに ・屋 根 か ら下 に流 下 す る際 に で きる水 の カー テ ン によ り,温 室 の側 面 か ら入 る

直 射 光,地 表面 か らの反 射 光 によ る熱 を遮 へ いす る。 ま た降 雪 時 に は制 御 の極 性 を反 転 して融 雪 に 使

用 され る。

○ 細霧 冷房 ・

地 中温 度 に よ り汎 用 無人 ク レー ン を動 か し,植 物体,地 表 面 に水 を噴霧 させ気 化 熱 を奪 って温 度 を

下 げ る。 ク レー ン は 自動 で給水 し,水 を噴霧 しな が ら自走 し,約20分 か け て往 復 し,3002の 水 を噴
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窮 して定 位 置 に停止 す る。

○温 湯 暖 房

晩秋 か ら春 先 に か けて は 外気 温 が下 が り,日 照 量 が少 な いの で,温 湯 暖 房 を行 な う。 これ の 実 施 時

期 は ス ケ ジ ュ ー ラか らグ ラフ ィ ックパ ネ ル に表 示 され るの で,ボ イ ラの点 火 を人 間 が 行 な い60～80℃

の 温水 をつ くる。 温水 は温 室 上 部 に取 付 け られ た ユ ニ ッ トヒー タ に導 か れ熱 を放 射 す る。

② 遮光 幕 制御

球 根 の植 付 後 根 を しっか り張 り芽 を出 す ま で,ま た 芽 を出 して もし ば ら くは強 す ぎ る光 は妨 げ に な

る の で,日 照量 の リ ミ ッ トを設 け遮 光 幕 によ り加 減 して い る。9月 に植 付 けの ア イ リス では 発 根 ま で

2,0001x,発 根後10日 間 は6,0001x,そ れ 以 後 は 制 限 な し として 日照 量 の 制 御 を行 な って い る。

(3)地 下 灌水

灌水 には地 表 灌水,地 下(地 中)灌 水 が あ るが,今 回 は後 者 を採 用 し,誘 電 式水 分 計 によ り地 中水

分 を一 定 値 以上 に保 つ よ うに制 御 して い る。検 出端 の バ ック ア ッ プ と して 地下 水 の レベ ル制御 も可 能

と して い る。

Eシ ステ ム適用 の効果

今 まで述 べ て きた よ うに今 回 の シス テ ムで は計 算 機 に よ る直 接 制御 を行 な って い るの で,計 算 機 そ

の もの の持 つ 長 所 す な わ ち メ モ リ機 能,判 断 機 能,高 速 処 理 機能 を その まま生 か し,栽 培作 物 の生 長

モ デ ル に沿 って環 境 制 御 を行 な って い る。 そ の結 果 … …

(1)暖 ・冷蔵 室,温 室 に お いて 年 間 ス ケ ジ ュール を計 算機 に記 憶 させ て い るの で計画 出荷 が可 能 で

あ り,又,市 場 の動 向 によ り,こ の ス ケ ジ ュー ル を変 更 す るか,も し くは 冷蔵 室 に切花 と して貯 蔵 す

るな ど して 需 要 に見合 っ た 出荷 が で き る。

② 温 室 の 構造 面 にお いて前 述 した よ うに天窓,側 窓 を大 き く と り通 気 性 を著 し くよ くし,計 算 機

に よ る きめ細 か い制 御 を行 な って い るの で,従 来 行 な われ て い るフ ァンに よ る強 制 換 気 に替 わ る こと

が で きた。 その た め強 制 換 気 の 場合 に 問題 とな る風 の強 さが大 き く,場 所 によ って強 さが異 な るな ど

生 育 む らの原 因 が少 な くな っ た 。換 気 量 にお いて もフ ァン換 気 以上 で あ る。

(3)こ の施 設 の 活用 に よ り,他 作 物 の生 長 モ デル の 開発 が可 能 とな っ た。 一 方,従 来 は単 一 ル ー プ

の組 合 せ の 制御 で あ った が,計 算 機 の 導 入 に よ りル ー プ間 の接 合 によ る複 合 制 御 が 可能 とな り,制 御

性 の 向上 と と もに新 し い生長 モ デ ル の開 発 が 容易 とな った 。

等 々 の効 果 が あ る。

F将 来の展望

今 回の シス テ ムは 栽 培作 物 の生 長 モ デル が 出発 点 で あ り,今 後 他作 物 にっ いて も新 しい生 長 モ デル
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を開発,研 究 す る こ とが必 要 で あ る。 開発 され た 生長 モ デル を使用 し,大 規模 な施 設 園 芸 団 地 を 建

設,集 中管 理 制 御 を行 な う こ とが 可 能 で あ る。 さ らに その 施設 にお いて は今 回行 な って い な い他 の環

境 要 素 の制 御,植 物 の生 体 信 号 を取 出 し,生 長 モデ ルの 自動修 正,さ らに は大 形 汎 用計 算 機 を導 入 し

て の本 格 的 な市 場調 査,需 要 予 測,出 荷 計 画 の立 案 な ど を取 り入 れ られ れ ば効 果 が あ が る もの と考 え

られ る。

Gお わ りに

計算機の活用により施設園芸面に人手による制御の限界をこえた複合制御が可能となった。計算機

の利用はこの方面においても施設の構造,制 御方式を大 きく変 えようとしてお り,今 後ますます大形

化が進む施設に対 し,何 らかの参考になれば幸いである。

最後に本論を作成するにあたり島根大学農学部附属農場 をはじめ,関 係各位に厚 く謝意を表する。
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3(GOLDWINONLINEDATASYSTEM)

POPLINEに よ る オ ン ライ ン販 売 管 理 シス テ ム

Aシ ス テ ム開発 の背景

当 社 は創 業 以 来,一 貫 してス ポ ーツ ウ ェア を中 心 と した 繊維 製 品 の生 産,販 売 によ っ て成 長 を遂 げ

て来 た 。規 模 の拡大 と,1965年 以 降 の フ ァ ッシ ョン化,個 性化 な ど市場 を と りま く環境 の著 しい 変化

とと もに,よ り有 効 な 「企 業 シス テ ム」 の実 現 を模 索 して きた とい え る。消 費 者 の要 求す る商 品 の 開

発,生 産,販 売,在 庫,と い っ た一 連 の活 動 を最 も主 要 な 流 れ とし,い くつ かの 企 業努 力 フ・アク ター

を,す べ て 「販 売力 」 に結 びつ け,結 集 す る こ とに専 念 して来 た とい って よ い。

コジ ピ ュー タ の利 用 もこの一 点 に集 約 され,1971年1月NEAC・1240を 販 売 管 理 に使用 した こ とに

は じま る。

主 た る 目的 は,(1)商 品 の 流 動的 在 庫 把握,② 売 上 業 務,仕 入 業 務,(3)経 理 業 務 な どで あ っ た。 これ

は当初 全 社 的 在 庫把 握 を主 眼 にお い た もの で あ った が,次 の 諸 点 で期 待 過 剰 で あ っ た と考 え る。

(1)イン プ ッ ト上 の諸 問題 。

(2)業務 実 態 とDATA収 集 の 時 間差 。P

(3)デー タ発 生 場 所 の遠 隔地 散 在 。 ∵

(4)合理 化要 素 追 求 不 足

㈲ 紙 テ ー プベ ース の 限 界

Bシ ス テ ムの意義 ・目的 ・内容

この よ うな経 験 を も とに,新 規 シス テ ムの検 討 を行 っ た。 目的 はや は り 「商 品 を と りま く情 報 」 で

あ り,「 商 品 の 動 き を と らえ る」 こ とで あ った が,結 局次 の2点 に絞 った。

(1)商品 の 流 動 に関 す る正 確,タ イム リー な デ ー タの 収集 と在 庫 管 理

②利 用 者 に ク イ ック レス ポ ンス す る。 そ して 改 善 の アプ ローチ を利用 者 の 意 見 と協 力 の 中 に求 め

る。

具 体 化 の基 本 的 考 え方 と して は,

(1)デ・・一・タ は分 散 的 に集 中 す る方 が ベ ター で あ る。

(2)利用者 に対 して,デ ー タ のINと 結 果 のOUTの 関 係 に,明 確 な手 ごた えを与 え る こ と。

(3)合理 化 要素 を追 求 す る こ と。

現 状 の まま移 行 も時 として 必要 だが 従 来 の方 法 に束 縛 され な い こ と。
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5-3-1図 商 品 の フ ロー

臼 、
[⑳

自/

爺エ

得意先

禽/:

_一 騎

＼

禽
(在庫)

〔 口

＼ 口
(4)当面 は基 礎 的 デ ー タの収 集 に力 を入 れ る。

(5)業務 活動 とデ ー タ処 理 の 関係 を同 期 化 す る。 重 点的 に シス テ ム化す る。

以 上 の 検 討 を通 して,「 我 々 の必 要 は各 地 の営 業 所 の活 動 とオ ン ライ ン化 に よ って と らえ,小 規 模

で も リア ル タ イ ム処 理 す る こ とに よ っ て可 能 とな る。」 と考 え られ た。 特 に商品 情 報 とい う もの は 事

後 処 理 の形 式 が 多 い が,作 業 を と もな うこ とだ け に困 難 が多 いの で あ る。 これ は 「作業 →処 理」 で な

く 「処 理 → 作業 」 へ の転 換 を意 味 した。

Cシ ステ ムの概 要

本 社 コ ン ピ ュー タ室(セ ンタ ー)に 中 央処 理 装 置 を設 置 し,外 部記 憶 装 置 に磁気 デ ィス ク を用 い,

商 品 マ ス タ ー,取 引 先 マス タ ーな どの永 久 フ ァイ ル と,受 信 フ ァイル,ジ ャー ナル フ ァイル な どの 一

時 フ ァイ ル を使 用 した。

一 方営 業 所(8か 所)に は端 末 として
,N6300-10を 設 置,端 末 側 独 自の プ ログ ラ ムで デ ータ,イ

ン プ ッ トチ ェ ック を行 い,デ ー タ ビ リング を可 能 に して い る。 セン タ ー とタ ー ミナル の 通信 は公衆 通

信 回 線 を利 用 し,通 信 時 間短 縮 の 目的 で,通 信 方 式 をバ ッチ 伝 送 モ ー ドとして い る。 又 セ ンタ マ シ ン

は そ の ス ル ー プ ッ ト向上 の た め オ ン ラ イ ン処 理 を フ ォー グ ラ ン ドジ ョブ に,バ ッチ処 理 をバ ック グ ラ



189

ン ドジ ョブ に割 当て 両 者 を並行 又 は交 互 に処 理 させ て い る。

オ ン ライ ン処理 の 内容 は次 の如 くで あ る。

し

商品剰 拙 蛭 臥 積送・棚竺 の他

得意先隊 細 金

tt"会i樋 涜 上 舗 先

綾 司 デー・燥

Pシ ステム開発主体

㈱ ゴー ル ドウ イ ン コン ピ ュー タ室

協 力者 日本 電 気 ㈱

Eシ ステ ム適 用開始 時期

1975年4月

F他 の シ ス テ ム との 関 係

5-3-2図(シ ス テ ム関連 図)参 照

Gシ ス テ ム適 用 の 効 果

(1)在庫 情報 の正 確 度 向上,入 手 が タ イ ム リー,商 品管 理 部 門 の強 化 。

(2)遠隔地 の時 間的 ズ レが 解 消,即 時 処 理 が 可 能 とな っ た た め,売 上 努 力 の 成 果 等 が す ぐ 評 価 さ

れ,か っ努 力 しやす くして い る。

(3)イ ンプ ッ トとア ウ トプ ッ トの 因果 が利 用 者 に明確 とな り正 しい タイ ミン グの イ ンプ ッ トが可 能

とな った。

H将 来 の システ ム レベ ル ア ップ予 定

回線の呼損率が利用率に比例して高まるので,回 線のマルチ化を検討申

1人 と の イ ン タ ー フ ェ イ ス

a)言 語 セ ンタ ー マ シ ンCOBOLBEST

ター ミナ ルTOOLS

(ロ)入出 力 機器
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5-3-2図 シ ステ ム 関 連 図
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Nno3∂D--10タ.・ 一ー ミ ナ ル ス テ ー シ ョ ン

Jデ ー タ量

60,000レ コ ー ド/月

K基 本機器構成

セ ン タ ー側NEACSYSTEM100富 山本 社 工 場

中央 処 理 装 置32kW

磁 気 デ ィス ク装 置9.8MW

カ セ ッ ト磁 気 テー プ装 置 ・

紙 テ ー プ読 取 装置

ラ イ ン プ リン タ

端 末 側

N6300-10タ ー ミナル ス テー シ ョ ン 東 京 ・大 阪 ・名 古 屋

カ セ ッ ト磁気 テ ー プ装 置 札 幌 ・仙 台 ・福 岡 ・北 陸

高 速 シ リアル プ リン タ

5-3-3図
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4住 友金属工業㈱鹿島製鉄所 におけ る

鋼片 ヤー ド管理 コンピュー タシステ ム

Aシ ステ ム開発 の背景

当製 鉄 所 は1969年4月 に稼 動 を始 め た最 新 鋭 製鉄 所 で あ り,建 設 当初 か らコ ン ピューーーーータに よ る一 貫

管理 体制 の確 立 を指 向 して来 た。

これ を一－eS生 産 管 理 シス テム,TOPS=TotalOn-lineProductionControlSystemと 称 して い る

が,第1期 として 鋼材 の受 注 か ら出荷 ま での 主 要業 務 で あ る,生 産 計 画,工 程 進 捗 管 理,製 品 管 理,

出荷 処 理 等 の 機 能 を付 与 して来 た 。現 在 個 々 の シス テ ム化 に よっ て加 工,処 理 され た 情報 の機 能 的,

有 機 的 な結 合 を図 りな が ら,よ り能 動的 な一 貫 生産 管理 シス テ ムの完 成 を急 い で い る。

高 度 な管 理 シス テ ム を指 向す る上 で は,必 要 不可 欠 な情 報 源 を提 供 し うる生 産 工 程 進捗 管理 シス テ

ム の拡 充 が急 務 で あ る。現 在 各 工場 単位 の 工 程 進捗 管理 シス テ ムが完 成 し,工 場 間 の 工 程 管理 も包 含

した全 生 産 工 程 を一元 的 に管 理 運営 し,よ り精 度 の高 い情 報 網 を作 りうる総合 工 程 管 理 シス テ ムの 完

成 を 目 ざ して い る。

紹 介 す る当 シス テ ムは上 記 の よ うな背 景 の もとで,分 塊 工 場 と熱 延 工 場 の接 点 とな って い る鋼 片 ヤ

ー ドの工 程 進 捗 管 理 を行 な い
,迅 速 か つ正 確 な情報 処理 に よ って 両工 場 の 工 程進 捗 管 理 の一 元 化 を図

る と共 に現 品 管 理 の充 実 に よ る ヤー ド作 業 の 能 率 ア ップ を狙 い と し,1972年5月 案 画 開始 し,1974年

6月 本 番 稼 動 した シス テ ム で あ る。

Bシ ステ ムの 目的

量 産 体 制 下 の 製 鉄所 を合 理 的 に運 営 管 理 して い くた め に は,製 鉄 所 全 体 の工 程 管 理 の 運営 を如 何 に

効 率 的 に行 な って い くか が重 要 な課 題 とな る。 又近 代 化 が急 ピ ッチ で進 め られ て い る製鉄 所 の 中 に あ

っ て,現 在 ま で比 較 的 近代 化 が 遅 れ,生 産 性 が 悪 い工 程 の 一 つ に鋼 片 ヤ ー ド(5-4-2図 工 程 図 参

照)が あ る。 当 シス テ ムの 開発 は上 記 の 改 善 も含 め次 の4点 を 目標 に開 発 され た。

(1)分 塊 工 場 と熱 延工 場 の ヤ ー ド内 を一 連 の テー ブ ルで 連 絡 し,ス ラブの 流 れ をス ムー ズ に し,か つ

ヤ ー ド内の 作業 効 率 を ア ップ させ るに十 分 な 情報 を提 供 し得 る 『デ ー タ処理 シス テ ム』 とす る。

(2}ヤ ー ド内の ス ラ ブ全 体(ス ラ ブの平 均 重 量20ト ン)を,リ ア ル タ イ ム に完 全 把 握 し,精 度 の よ い

情 報 を提 供 し得 る,工 場 作 業 員 と コン ピュー タ の 『マ ンーマ シ ン イ ンタ フ ェース』 な シス テ ム と す

る。

(3)鋼 片 ヤ ー ドは従 来 材 料 工 程 か ら製 品 工 程 に至 る工 程 の 流 れ を乱 す 最 大 の要 因 に な って い る。 この
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原 因 を解 決 すべ くヤ ー ド内 のス ラブ に対 して,迅 速 か つ 確 実 な作 業 指 示 を行 な い工 程 計画 の精 度 向

上 を狙 っ たヤ ー ド内の 『在庫 管理 シス テ ム』 とす る。

(4)従 来 下 回 り工(玉 掛)の 遠 隔指 示 で 行 なわ れ てv .・た,ヤ ー ド内 の ク レー ン作 業 を コ ン ピ ュー タか

らの作 業 指 示(ス ラブ単 位)方 法 に変 え る こ とに よ り,ク レー ン作 業 を運 転 者 の みの 作業 体 制 にす

る,人 員 合理 化,生 産 性 向上 を狙 っ た 『省 力 化 シス テ ム』 とす る。

Cシ ス テ ム の 概 要

シ ス テ ムの機 器 構 成,端 末 の種 類 と機 能,工 程 図 と端 末 配 置 図,業 務 内容,バ ック ア ッ プ方 法 の 順

に紹介 す る。

(1)機 器 構 成(5-4-1図 参 照)

本 シス テ ムは,製 鋼分 塊 工 程 進 捗 管理 シス テ ム と同一 マ シン で稼 動 して い るた め,機 器構 成 の 数 値

は 全 て両 シス テ ムを合 わせ た もの で あ る。

a)中 央 演 算 処 理 装置

NEAC・2200・N375で メ モ リーは384KCで,ジ ョブ レベ ル は6個 で あ る。

モ ニ タ エ リ ア 156kc

MCP エ リ ア 60kc

MPP(・ ・ブ)エ ・ ・128・ ・k・

b)記 憶 装 置 ・磁 気 テ ー プ装 置

通 名一一_1型 式 ∈ 用台数

デ ィ ス ク 装 置 NECN274Bl・

・ラ・ 装 置INECN…1・

磁気 テー プ鑓INECN・ ・4B 8

② 端 末機 器 の種 類 と機 能

a)ク レー ン誘 導 無 線 装置(住 友 電 工)

(装 置)

地 上 局,車 上 局,ク レー ン設 定 表 示盤

(機 能)

○ ス ラ ブNo.(5桁),搬 送 枚数(2桁),搬 送 前 位 置(5桁),搬 送 先 位置(5桁)を ニ キ シ

管 に表示 し,か つ 作業 内容 を ラ ンプ点 灯 表 示 す る。

○ デ ィジ タ ルス イ ッチ,プ ッシボ タ ン ラ ン プに よ り変 更 した搬 送 先 位 置 等 を イ ン プ ッ トで き る。



5-4-1図 鋼片ヤー ド管理 シRテ ム機器構成図(製 鋼 ・分 塊工程進捗管理 システム も含む)
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0ク レー ンの 黒具 位 置 を ラ ン プ点 灯 表 示 す る。

b)工 業 用 特殊 キt-一方セ ッ ト(日 本 電 気)

(イ ンプ ッ ト方 法)

機 能 別 ボタ ン とデ ー タ ボ タ ンの ペ ア で イ ン プ ッ ト

(機能)

Oヤ ー ド内の テー ブル トラ ッキ ン グ

○ ク レー ンへ の 作 業 指示

○各 種 問合 せ 要 求

○ ク レー ンの稼 動 状 況 ラ ン プ点灯 表 示

○ ス ラブの 搬 送先 位 置 ニ キ シ管表 示

c)カ ラー デ ー タス コー プ(CRT)(日 本 電 気)

(機 能)

○ テー ブ ル上 の トラ ッキ ン グ表 示,ヤ ー ド内の 問合 せ(置 場 明細,ヤ ー ド在庫 状 況)表 示

d)大 型表 示 盤(日 本 電気)

(機 能)

○ス ラブ上 に マー キ ン グす るた め にス ラブNo.(5桁),置 場(5桁)を ス ラ ブが搬 入 され て来 た

時 点 で ニ キ シ管 に表 示。

'e)タ イ プ ライ タ(日 本 電 気)

(機能)

○ 作業 指 示 内 容(手 入 指 示,厚 板 横 付,ス ラ ブ管理),問 合 せ 内容(ヤ ー ド明細,ス ラブ対 応,

置場 明細 他)を 規 定 用 紙,応 用 用紙 に 出力 す る。

5-4-1表 端 末 機 器 の 明 細

端 末 機 器 名 識 置 場 司 大 き・1回 越 度 已 信制御方式 已

車 上 局1作 難 聴 ン ・1/1・2・ ・b・・1・ ンテンシ・ン方式1・

軍 上 局レ レ ー ン 搭 司//1ボ ー・・グ方式1・9

・レーン設定赫 ∋ ・・一ン運転室1/1/1/119

て 二 …}テ ープ・レ遮 作業管∋/1・2・ ・b・・1-1・ ・

・・一デー… 一プト ブ・レ座 繰 管理1、;%誌 字1/1・ ・ ネル 直 司 ・2

大 型 表 示 副 手 入 場/1 …b・ ・1・ ン テ ン シ ・ン方 式1・

・ ・ プ ・ ・ タ1作 業 管 ∋/1 …b・ ・1・ ン テ ン シ ・ン方 式1・ ・

(3)工 程 図 と端 末 配 置 図(5-4-2図 参 照)
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(4)他 シス テ ム との情 報 関 連 図(5-4-3図 参 照)

(5)業 務 内容 概 略

a)ス ラブ情 報 作 成 処理

製 鋼 ・分 塊 工 程 進捗 管 理 シス テ ムよ り分 塊圧 延 ス ラ ブ情報,連 続 鋳 造 ス ラブ情 報 を受 取 り,ス ラ

ブ マ ス タ ー フ ァ イル等 を作 成 す る。

b)搬 送 ル ー ト指 示処 理(置 場 決定 含 む)

ス ラ ブ情報 を もと に受入 ス ラブの 搬 送先 を テー ブル送 り(直 接 テー ブル 上 を搬 送 して手 入 場 へ)

にす るか,ヤ ー ドに一 時 仮置(置 場決 定)す るか をテ ー ブ ル運 転室 の カ ラー デ ー タス コー プ に指

示 す る。

(置場 決 定 の効 果)

○ 置 場 搬入,搬 出作 業 の ル ー ル化

○ 山積 後 の配 替 減 少

○ 置場 の使 用 効 率 ア ップ

c)テ ー ブ ル上 の トラ ッキ ング処 理

ス ラ ブを受 け入 れ る と同時 に分 塊 プ ロ コン よ り トラ ッキ ン グ情 報 を受 け取 り連 続 的 に ヤ ー ド内の

テ ー ブ ル トラ ッキ ン グ を行 な う。(各 テー ブル 運 転 室 ご とに トラ ッキ ン グ確 認情 報 を受 け取 る。)

d)マ ー キ ン グ指 示 処 理

ヤ ー ド内の ス ラ ブ を正 確 に把 握 し管理 す るた め に ス ラ ブ をヤ ー ド内 に搬 入 した 時点 で,ス ラ ブ上

面 に マ ー キ ン グ を行 な うマ ー キ ング情 報(数 字5桁=代 表No.と 呼 ぶ)を 大 型 表 示 盤 に出力 表 示 す る。

e)ク レー ン作 業 指 示 ・実 績 処 理

ヤ ー ド内の ク レー ン作 業 を三 種類 に大 別(搬 入 作 業,搬 出作 業,変 更 作 業)し,各 々 に対 して作

業 指 示,実 績 処 理 を行 な う。

(指 示処 理)'

搬 入 作 業 は,前 もって 使 用 ク レー ン,作 業 内容,ス ラ ブNo.を キ ー セ ッ トよ り指示 して お けば,

ス ラブ が搬 入 前 位 置 に到 着 した時 点 で,自 動 的 に指 定 ク レー ンに作 業 内容 が出 力 表示 され る。

又 搬 出,変 更 作 業 は,作 業 時 に上 記 の操 作 を行 な う。

(実 績処 理)

ク レー ン運 転者 は表 示 内容 に従 っ て搬 入 前位 置 よ り指 示 ス ラブ(代 表No.で 確 認)を 吊上 げ搬送 先

位置 に運 び,同 時 に ク レー ン設 定表 示 盤 の プ ッシ ボ タ ン ラ ン プを押 下 す る。 この入 力 情 報 によ りス

ラ ブ情 報 の搬 送 前 と搬 送先 の ア ップデ ー トを行 な い次 の 作業 が残 って い れ ば作 業 指示 を行 な う。

f)ス ラ ブ手 入 指 示 処理

ス ラブ が指 示 され た ル ー トを経 由 して,手 入 場 に搬 入 され る時 点 で,ス ラブ単 位 に手 入 指 示 内容
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をタ イ プ ラ イ タ に出力 す る。

9)作 業 管 理 資 料 作成 処 理

規定 用 紙 にス ラ ブ をヤ ー ド内 に受 け入 れ る時 点 で 作 業管 理 内容(搬 出予 定 時 間,散 水 時 間 他)

を,又 厚 板 材 を厚 板 工場 に搬 出す る時 点 で,台 車 へ の 種付 内容 をタ イ プ ライ タに 出力 し,関 係先 に

配 布 し各 々 の管 理 資料 とす る。

h)問 合 せ業 務 処 理

各 作 業 管理 セ ン ター で,ヤ ー ド内 の正 確 な在 庫 把握,作 業 進 捗 を行 な え る よ うに各 種 問合 せ が行

な え る。

(問合 せ 機 能)

○ ヤ ー ド状 況 表示,帳 票 作成

○置 場 明細 表 示,帳 票 作 成

○手 入 場 状 況 表 示

○ 手 入場,置 場 作 業実 績 収 集

i)リ ン ケー ジ情 報 編 集 処理

ヤ ー ド内 の精 度 の 高 い 在庫 情 報 を有 効 利 用 す るた め に,逐 次 熱延 工 程 進 捗 管理 シス テ ム に伝 送 す

る。

(主 な情 報)

○ ヤ ー ド搬 入 情 報

○ ヤー ド内配 替 情 報

(6)シス テ ムバ ック ア ップ方 法

当然 必 要 なオ ン ライ ン シス テ ムの バ ック ア ップ方 法 の概 略 を示 す 。

a)ハ ー ドウ エア

○ セ ン タ ー機 器(中 央 処 理 装置,デ ィス ク装 置,磁 気 テー プ装 置 他)は 予 備 装 置 に切 換 え る。

○ 工場 設 置 端 末 は,そ の機 能,重 要 度,故 障 率 に応 じて 自動切 換 を含 め た代 替 選 択 を行 な う。

b)ソ フ トウ ェア(フ ァイ ル リカバ リー)

○ 通 常 処理

オ ン ライ ン中 に フ ァイ ルの 内容 を通 常 業 務 の レス ポ ンス 等 を保 障 しな が ら,磁 気 テ「 プに コ ピ

ーす る。

○ リカ バ リー処 理

破 損 デ ー タ を上 記 の フ ァイ ル コ ピー デー タ と最 新 の ジ ャー ナル ・ログ デ ー タ を もとに再 成 す

る。

(再 成 時 間 約1時 間)
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D概 算 デ ー タ 量

当 シス テ ムの 平 均 トラン ザ ク シ ョン件 数 を端 末 別 に5-4-2表 に示 す。 た だ し件 数 は1時 間 当 り

とす る。

5-4-2表 平均 トランザクシ ョン件数

=件 数_1 イ ン プ ツ ・1・ ウ ト プ ッ ト

ジ ョ ブ(リ ク エ ス ト) 150 1
リ ン ケ ー 引 140 1
キ ー セ ッ ・1 680 1

1 720

ク レ ー ・1 180 1 210

・ ・一 デ ー … 一プ1 1 800

タ イ プ ラ イ ・1 1 4,010

合 計 1 1,150 1 5,740

(ただ し タイプライタの件数は1ラ イン1件 とす る。)

Eシ ス テ ム 適 用 の 効 果

稼 動後,一 年 数 か 月経 過 した現 時 点 で評 価 す る と,目 標 に対 す る基 本 的効 果 は 十分 に挙 げ得 て い

る。

a)作 業 内 容 の合 理 化

作業 の ル ール 化 によ り,ヤ ー ド内 の作 業 自体 が簡 素 化 され た。

b)作 業 員 の合 理 化

精 度 の高 い在 庫 管理,ク レ ー ンへ の作 業 指 示等 に よ り作業 員 が 減 った。

(合 理 化人 員106名)

c)工 程 計画 面 での 精 度 向上

ヤ ー ド内 の在 庫 管 理 に よ り,現 品不 明 が減 少,熱 延 工 場 の 圧延 カ ッ ト減 少,圧 延 計 画 ,納 期 管理

の精 度 が 向上 した。

F今 後 の 課 題

当 シス テ ムの今 後 の レベ ル ア ップ予 定 と課 題 を以 下 に示 す 。 ・

○ ス ラ ブ マー キ ングの 自動化 を行 な う。

(1976年3月 末)
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◇ 目標 の一 つ で もあ る,在 庫 管 理 情 報 を熱 延 工 程 進捗 管理 シス テ ムで よ り活 用 で き る形 に し,在 庫

の リー ドタ イ ムの短 縮 化,置 場 の一 層 の 効 率 ア ップ を図 る。

O厚 板 工 程 管理 シス テ ム と リンケ ー ジを行 な い,厚 板 材 の 厚 板工 場 受 入 時 の 作 業 合理 化 を図 る。

Oヤ ー ド内 の 設備 改 善 を含 めた完 全 自動 トラ ッキ ング,ク レー ン自動 指 示 を行 な う。

以 上,4項 目の完 成 を 目 ざ し作 業 を進 め て い る現 状 で あ る。
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5農 林 中 金 の 総 合 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム

(ト ー タ ル ・オ ン ラ イ ン ・バ ン キ ン グ ・シ ス テ ム)

Aシ ステ ム開発 の背 景

当金庫は 「農林中央金庫法」により設立された特殊金融機関で,為 替 ・預金 ・貸出業務のほか債券

発行業務を行なってお り,全 国の農協 ・漁協一部道府県信用農 ・漁協連(信 連)一 農林中央金庫 とい

う農林漁業系統金融機関(三 段階組織)の 親銀行としての役割も担っている。

このよ うな全国的広が りをもつ系統組織の流通決済機能を強化するため,為 替送金の迅速化が要請

されるようにな り,1965年 に当金庫の店舗 と県段階の信連 とを全国規模の通信回線ネットワークで結

合 した系統為替オンライン・システムをスタートさせた。

しかし,取 扱件数の年々の伸び率を勘案すると数年後には処理能力の限界に近づ くためレベルアッ

プの必要があったこと,そ れに加えて金庫法改正(1974年)を 契機 として業容の拡大が見込まれ,そ

れ に伴う事務量増加に対処するための体制を確立しておく必要があった。

そのため,既 存システムの更新にあたっては,高 水準の新機種を導入するとともに,各 業務相互間

の関連を組込んだシステムの総合化をはかることにより,相 乗的な合理化効果を生み出すためのシス

テム開発が要請 された。

Bシ ス テ ムの意義 ・目的

当 シス テ ムは業 務 別 の単 な る多 科 目オ ンラ イ ン ・シス テ ム で はな く,科 目間振 替 処 理 の 自動 化(連

動),窓 口入 出金 と同 時処 理 の勘 定 自動 仕訳 とい う新 しい仕 組 み を組 込 ん だ 事務 処 理 と それ に直結 し

た 各 種 デ ータ の蓄 積 お よ びそ の活 用 によ る管理 資 料 の作 成 ・財 務 決算 等 を含 ん だ トー タル ・シス テ ム

で あ り,次 の よ うな点 の実 現 を 目途 と して 開発 され た。(5-5-1図 参 照)

a系 統為 替網 を拡 充 す る こ とによ り,系 統 決 済 機 能 の強 化 に役立 たせ る と と もに,系 統 信 用事 業

オ ン ラ イ ン化 の 先行 シス テ ム と して,ま た 系統 デ ー タ通 信 の 中枢 として の機 能 をは たす 。

b将 来予 想 され る当金 庫 業 務 の 拡 大 に と もな う事務 屋 増 加 に対 処 す るた め,大 量 事 務 処 理体 制 を

確 立 す る 。

c事 務 の機 械 化 範 囲 を拡大 ・深 化 し,事 務 人 員 の 増加 を抑 制 し,事 務 コス トの ひ き下 げ をは か る

と と もに労 働 条 件 の改 善 に資 す る。
`

d業 務管 理 ・経 営 管 理 の充 実 ・向 上 をはQ・るた め,各 経 営 管 理層 に最 新 の 総合 化 さ れた 情 報 を提

供 す る。
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5-5-1図 .F－ タル シ ス テム の構 成

マネジメン ト
サ イエンス

経営報告

ONLINE
REAL

事務処理

TOPMANAGEMENT

全体管理

証券等
(オ フライン)

債 券

竃 纂ぽ 診
闇闇

Cシ ス テ ムの特徴

本 シス テ ム の特 徴 は 次 の とお りで あ るが,1965年 代 の 銀行 オ ン ラ イ ン と比べ る と,質 的 に も異 な

る,高 度 の総 合 性 を もって い る。

a主 要 全 業 務 ・全 科 目オ ンラ イ ン

オ ン ライ ン ・リアル タ イ ム処 理 の対 象業 務 は,為 替 ・預金 ・貸 出 ・債 券 で あ る 。

リアル タ イ ム処 理 の対 象外 業 務 にっ い て も,全 デ ー タ をデ イ リーで オ ンラ イ ン集 信 して お り,経 理

(日計 ・総 勘 ・決 算),統 計 は リアル 非対 象 を含 めて全 業務,全 デ ー タ を対 象 として い る。

ま た,こ れ らの 業 務別 シス テ ム を開発 す る方 式 に っ い て も,順 次 実施 して い く方 式 で は な く,当 初

か ら トー タル ・シス テ ム と した の は,法 人 取 引 先 との取 引比 重 が 高 くジ 内部 振 替 の 占 め る割 合 が 多 い

こ とな どか ら,業 務 間 の連 動 効 果 の メ リッ トを求 め た こ と,総 合 的 な取 引先 管 理,経 営管 理 資 料 の 作

成 に重 点 を置 い た こ と によ る。

b系 統 流通 決 済 機 能 の 中 核 的役 割

旧 系統 為 替 オ ン ラ イ ン ・シス テ ムの 機能 を よ り一 層 拡 充 して い る ほか,当 金 庫 ・信 連 の受 入 れた 代

金 取 立手 形 現 物 の セ ン タL集 中処 理 を行 って い る。

ま た,各 県 信 連 が そ れ ぞ れ 保有 す る 県 内 の為 替 シス テ ム等 と効 果 的 な 連 結 を行 え る よ う テ レ ック ス

6単 位 コー ドペ の 変 換 や預 金 連 結 のた めの 信連 取 引 先(農 協等)コ ー ドの 付加 等 各種 の措 置 を講 じて

い るほ か,全 銀 協 デ ー タ通 信 シス テ ム と も連 結 で きるよ う帳票 や 通 信 電 文形 式 の全 国 的 統 一 を行 って

い る。

c科 目間 振 替処 理 の 自動 化(連 動 処 理)

科 目間 の 振 替 処 理 は広 範 囲 な 「連 動 処 理 」 で 自動 化 され て い る。
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具 体 的 には,① 端 末機 か らの イ ン プ ッ ト ・デ ー タ によ り指 示 しな くて も,プ ログ ラ ムで 自動 的 に振

替 を行 う 「自動 連 動 」(当 座 振 込 の預 金 入 金等),② 端末 か らの指 定 の あ った科 目あ るい は 口座 を選

択 し振 替 を行 う 「指 定 連 動 」(預 金 の 科 目間振 替,貸 出 代 り金 の預 金へ の入 金等)お よ び③ これ らの

連 動 を行 う こ とに よ り付 加 的 に発 生 す る振 替処 理 を 自動 的 に行 う 「付加 連 動 」(貸 出金 の償 還 に伴 う

戻 し利 息 の 預金 入 金 等)の3種 類 のパ ター ンが あ り,こ の よ うな連 動処 理 によ り,営 業 店 の事 務量 を

大 幅 に軽 減 す る こ とが出 来 る。

d日 計 事 務 の 同 時処 理(コ ン ピ ュー タ会 計)

主 要 全 科 目が オ ンラ イ ンの対 象 とな って い る こ と,し か もそ の取 引 の大 半 が 科 目間振 替 と して 電算

機 の 内部 で 自動 的 に連 動 処 理 され る こ と等 によ り,従 来 の よ うに伝 票 を外 側 で作 成 し,保 管 す る こ と

の意 味が な くな るの で,伝 票 を廃 止 し,日 常 の 入 出金 処 理 が そ の ま ま 日計 表 およ び総 勘定 元 帳 等 の 各

種 経 理 帳簿 の 作 成 に連 結 す る シス テ ム とな って い る。

従 来 の金 融 機 関 の オ ン ラ イ ン即 時処 理 は単 に記 帳(帳 簿 フ ァイル の 更新)を 行 うだ けで あ るが,本

シス テ ムにお いて は,記 帳 とと もに起 票(勘 定 仕訳 一会 計 処 理 の起 点)を も同時 に行 って い る訳 で あ

り,こ の よ うな 仕 組 み を各 業 務 の入 出金 処 理 に と もな う 「日計 同時 処 理 」 と呼ん で い る。

そ の た め,コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムに主 計 機 能 を もたせ,仕 訳結 果(会 計 記 録)の 記憶 ・集 計 ・転

記,貸 借 一 致 の確 認,照 合 用 計 数 の集 計 等 を行 う一 方,こ れ らの計 数 を営業 店 ヘ フ ィー ドパ ックす る

シス テ ム にな って い る。

e管 理情 報 の 充 実

本 シス テ ム は各 業務 別 の事 務 処 理 の 仕組 み を総合 化す る に と どま らず,事 務 シス テ ム を基 盤 と して,

そ こか ら発生 す る個 々 の 取引 デ ー タ を統一 的 な基 準 に基 づ いて 総合 的 に集約 し,適 時 に利 用 で きる情

報 シ ス テ ムの確 立 を 目指 して い る 。

その た め,利 用 に適 した情 報 フ ァ イル(デ ー タ ・ベ ー ス)の 構 築 と情 報 提供 手 段 の 確 保 が 必要 とな

る。.

デ ー タ ・ベ ース につ い て は全 体 と部 門,部 門相 互 間 で デ ー タの質 的斉 合 性 を保 ちつ つ,時 系 列 分

析,将 来 の予 測 を可 能 にす るた め の フ ァ イル構 造 が 用 意 され て い る。

一 方
,情 報 提供 の方 法 と して は,従 来 の よ うに電 算機 の余 った 時 間 を利用 して単 にバ ッチ で統 計 表

を作 成 す る とい うので は な く,む しろ必 要 な 情報 は積 極 的 にIRす る とか,オ ン ライ ン によ り営業 店

に 日報 と して配 信 す る等 の い くつ か の利 用 の タ イ プが 用 意 されて い る。

Dシ ステ ムの概 要

aオ ン ラ イ ン対 象 業 務 の概 要

業 務 別 の シス テ ム対 象 範 囲 と処 理 概 要 を取 りま とめ る と5-5-1表 のよ うに な る。
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5-5-1表 対 象業務 と処理 内容

シ ス テ ・ の 対 象1処 理 内 容

預 金 当 座 ・普 通 ・通 知 ・

定 期 ・別 段

① 窓 口入 出金事務の即時処理 と日計事

務 の同時処理

③ 営業部所後方事務の一括処理

O預 金利払,納 税事 務,手 数料の計

算,決 算作業

③ 画一的大量事務の一括処理

○ 交換持帰手形の当座引落 し

○ 期 日通知の作成 ・発 送

○ 代手 ・割手の期 日入 帳

④ 営業活動に必要 な情報 の提供

○ ハー ドコピー ・IR・ 日報配信等

に よる営業用諸情報 の提供

⑤ 部門管理 ・総合管理用情報の提供

○ 定例実 績報告(時 系 列,計 画 対

比)

貸 出

当座貸越 ・手形貸付

・割引手形 ・証書貸

付,内 入 金 ・留 保

金,割 引 ・担保手形

の管理

為 替

当座振込 ・送金為替

代金取立

取立手形の管理

債 券

割 引 債 ・利 付債

現 物 ・保 護預 り ・

{登録 ・自動継続

経 理 総勘定元帳等の作成

決算等

bリ アル処 理 の概 要

総 合 オ ンラ イ ン ・シス テ ムの処 理 構 造 は窓 口 の入 出金 デ ー タ を端末 機 か らイ ンプ ッ トして 処 理 す る

リアル タ イ ム(即 時)処 理 と リアル終 了 後 にセ ンタ ー で行 う統 計 作成 等 の業 後 バ ッチ(一 括)処 理 と

か ら構成 され る。(5-5-2図 参 照)

リアル処 理 につ い て は次 の よ うな い くつ か の 特 色 を あ げ る こ とが 出 来 る。

(])問 い合 わ せ型 と為 替型 処 理

業 務 別 の リアル処 理 は窓 口か らの取 引 デ ー タの 種 類 によ って 多 少異 な るけれ ど も,基 本 的 には 問 い

合 わせ 型 と為 替型 処 理 の2っ の タ イプ に大 別 され る。

問 い合 わせ 型(イ ン ク ワ ィ リー ・アン サ ー型)は 端 末 機 か らデ ー タ を イ ン プ ッ トす る とそれ に対 す

る回答 が 折 返 し同一 の端 末 機 に ア ウ トプ ッ トされ る処 理 方 式 の こ とで,汎 用 端 末 機 か ら行 う預 金 ・

貸 出 ・債 券等 の入 出金 処 理 を は じめ 照 会(IR)も この処 理 方 式 で 行 わ れ る。

為 替 型(メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ング型)は デ ー タ を イ ン プ ッ トした 端末 機 とは異 な る端 末 機 にデ ー

タが ア ウ トプ ッ トされ る方 式 で,為 替 の発 受 信 は この方 式 に よ る。

(2)処 理 プ ログ ラ ムの 体系(5-5-3図 参 照)

当 シス テ ムの多 数 の プ ログ ラ ムは 汎用 型 の オ ペ レー シ ョン ・シス テ ム(E×EC-8E)を 頂 点 と

した各 種 の管 理 プ ログ ラ ムの もとに 階層 構 造 と して体 系 づ け られ,相 互 に 関連 を持 ちつ つ,機 能 して

い る。

〈3)リ アル タ イ ム処 理 の フ ロー(5-5-4図)
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'5 -5-3図 処 理 プ ログ ラム の体 系
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了 したこ
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認後

(アウトプット)
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更 新
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(磁 気 ドラム)
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ログ

テープ
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各 業 務 別 の 処 理 プ ログ ラ ム(ユ ーザ ー ・プ ロ グ ラ ム)は 業 務 独 自の処 理 部 分 とい くつ か の 共通 サ ブ

ル ー チ ンか ら構 成 され て お り,問 い合 わせ 型 に例 を と る と,基 本 的 な処 理 過 程 は次 の よ うに モデ ル 化

す る こ とが 出来 る。

① イ ンプ ッ ト電 文 の 編 集

イ ンプ ッ ト電 文 の組 立 と電 文種 別 の 決 定

② イ ンプ ッ ト電 文 の 記 録

編 集 の終 了 した 電 文 を障害 時 の修 復 や セ ンタ ー に お け る業後 バ ッチ処 理 に備 え,磁 気 テ ー プ に1件

ず っ 記録 す る。

③ フ ァ イル の更 新

次 に イ ンプ ッ ト電 文 に基 づ い て各 業 務 処 理 が行 わ れ るが,こ こ での 中 心 的処 理 は 各業 務 共 通 の フ ァ

イル ・コ ン トロー ル ・ル ーチ ンに よ っ て科 目別 の元 帳 ・記 入 帳 フ ァイル の残 高 等 を更 新 した り,預 金

の 口座 開 設,貸 出 の稟 議 登 録 等 に と もな う元 帳 フ ァイル の 新 設等 をお こな うこ とで あ る。

④ 勘 定 デ ー タの 作成 ・記 録

主 計 の 同 時 処理(勘 定 の 自動 仕訳)の デー タ を確 保 す るた め,預 金 ・貸 出 な どの独 自の業 務 処 理 を

行 う と同 時 に勘定 デ ー タ を仕 訳 ・作 成 し,磁 気 テ ー プ にす べ て記 録 す る。

これ らの デ ー タは業 後 の 総 勘定 元 帳等 の 作成 の際 に使 用 され る 。

⑤ アウ トプ ッ ト電文 の編 集

⑥ 再 送 フ ァ イル の作 成

ア ウ トプ ッ トが正 常 に端 末 機 に プ リン トされ な い場 合 に そな え,再 送 の た め電 文 イ メー ジを一 時 的

に 再 送 フ ァイル に記 録 す る。

⑦ イン プ ッ ト照 合 カ ウン タ ーの 更新

端 末 機 へ の ア ウ トプ ッ トが 終 了 す る と,各 種 の イ ンプ ッ ト照合 カ ウ ンタ ー の更 新 を行 う。 この カ ウ

ンタ ー は1日 の 最 後 に イ ン プ ッ ト件数 ・金 額 の トー タ ル照 合 の た め に使 用 す る 。

⑧ ア ウ トプ ッ ト電 文 の記 録

最 後 に,全 て の 処 理 の終 った ア ウ トプ ッ ト電 文 を磁 気 テ ー プに記 録 して,1取 引 の 処 理 が完 了 す

る。

cバ ッチ処 理 の概 要

当 シス テ ムの 業 後 バ ッチ処 理 とは,リ ア ル処 理 中 に作 成 ・記 録 され た各 種 の入 出金 デ ー タや リア ル

処 理 で更 新 された 各 科 目案 件 フ ァイル を使 用 して,リ アル処 理 終 了後 に,デ ー タ の分 離 ・編 集,各 照

合 カ ウ ンタ類 の ク リア ー ・繰 越,経 理 用 フ ァイル 等 の残 高 ・積 数 の 更新,総 勘定 元 帳,日 報,各 種 統

計 類 の作 成 等 を セ ン ター で一 貫 して 行 う処 理 を総 称 した もの で あ る。

これ らの業 後 バ ッチ処 理 が セ ンタ ーで集 中 的 に行 わ れ る こ とに ヒ り,従 来 営 業 店 で行 わ れて いた 各
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種 の 後方 事 務 の 大 半 が コ ン ピ ュー タ処 理 に吸収 され るだ けで な く,交 換 持 帰 り手 形 の 自動 引 落 しや集

中 手形 取立 金 の 預 金 口座 へ の入 金 ・貸 出 金へ の償 還 充 当等 の よ うに窓 口事 務 の 多 く も営 業 店 か らセ ン

タ ー に吸 収 され た。

dフ ァ イル体 系(5-5-5図 参 照)

本 シス テ ムにお け る フ ァイ ル は使 用 目的 か ら分 類 す る と事務 処 理 用,取 引先 管 理 用,統 計 用,経 理

用 の4種 類 に大 別 され,そ の機 能 は次 の とお りで あ る 。

・ω 事 務処 理用 フ ァイル

オ ン ライ ン対 象 科 目の従 来 の記 入 帳 ・元 帳 の内 容 を整 理 統合 した もの で,口 座 別 の残 高 ・積 数 等 の

基 礎 デ ー タ を管 理 す るた め の最 小 単 位 の フ ァイル で あ る。

デ ィス ク上 に記 録 し,窓 口 で発 生 した取 引 デ ー タの イ ンプ ッ トによ り即 時処 理 で 更新 され る ほか,

業 後 の 各種 処 理 に利 用 す る。

《2)取 引先 管 理 用 フ ァ イルCIF

(Customer,sInformationFile)

営業 店 にお け る全 取 引先 の取 引状 況 を随 時 把握 す るた め に残 高 等 の 各業 務 別 情 報 を取 引 先 単 位 で デ

ィス ク上 に記 録 した フ ァイ ル で あ る。

〈3)統 計 用 フ ァイルBIF

(BasicInformationFile)

入 出金 取 引 デ ー タ,取 引 先 デ ータ,業 務 別 デ ー タ等 を利 用 目的 に応 じて マ ク ロ化 し,時 系 列 に記 録

した フ ァイル で,月 末 の各 種 統 計 を作成 す る ほか 時系 列 分 析,予 測等 の た め に利用 す る。

〈4)経 理 用 フ ァ イル

営 業 店 の 総 勘定 元 帳等 の 帳 簿 をセ ンタ ー に集 中 す る こ とによ り,財 務 状 況 を一元 的 に把 握 す るほ

か,資 金 計 画,決 算 な どの処 理 を行 うた め に利 用 す る。

Eシ ステム開発主体および協力者

開発主体……農林中央金庫 事務管理部

協 力 者……日本ユニパック株式会社

(センター機器および基本ソフトウェアの提供)

沖電気工業株式会社

(汎用端末機の新規開発)

Fシ ステ ム適用 時期

総 合 オ ン ラ イ ン為 替 シス テ ム…1974年7月
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5-5-5図 主 要 フ ァイ ル 関 連 図
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総 合 オ ン ライ ン預 金 シス テ ム…1974年10月

総 合 オ ン ライ ン経 理 シス テ ム…1974年10月

総 合 オ ン ライ ン貸 付 シス デ ム…1975年2月

総 合 オ ン ライ ン債 券 シス テ ム…1975年4月

G他 の シ ス テ ム と の 関 係

a他 行 為 替 シス テ ム との テ レ ック ス に よ る結 合 。

b信 用 農 協 連 の県 内為 替 シス テ ム との結 合(24信 連 あ て テ レ ッ クス ・コ ー ド変換)

c信 用 農 協 連 の コ ン ピュ ータ ・シス テ ム との イ ンタ ー フ ェース の整 備(30信 連 の取 引 先 コ ー ド付

加)

Hシ ス テ ム 適 用 の 効 果

a科 目間 の 連動 処 理,主 計 同 時処 理,業 後 のt括 バ ッチ処 理等 に よ り手 作業 事 務 量 を著 し く削 減

す る こ とが 出来 た結 果,残 業 の激 減 は もち ろん事 務 人 員 の 増加 を抑 制 す る と と もに事 務 コス トの

引 下 げ に寄 与 して い る。

b系 統 為 替 オ ン ライ ン ・シス テ ム の拡 充 を通 じ,農 林 漁業 系 統 団 体 との 関係 が 一 段 と強化 され た。

cデ ー タ ・ベ ー ス の構 築 な ど情報 シス テ ムの 開発 に よ り,有 効 ・適 切 な情報 の提 供 が 可 能 にな つ

た 。

1将 来 シ ス テ ム ・ レ ベ ル ア ッ プ の 予 定

当 面 は外 部 環 境 の 変 化等 に対 応 す べ く,逐 次 シス テ ムの部 分 的 レベ ル ア ップ をお こな うが,シ ス テ

ム全 体 の レベ ル ア ップ は 当分 不 要 の見 込 み で あ る。

J人 と の イ ン タ ー ・フ ェ ー ス

a言 語 ……FORTRANV

、b入 出力 機 器 ・

・汎 用 端 末機(オ キ セ ーバS－ 皿,預 金 ・貸 付 ・債 券 ・日計 ・IR用),(本 シス テ ム用 に独

自 に開発 した もの)

・オキ タ イパ ー(為 替 ・一 般 通 信 ・IR用)

K概 算 デ ー タ 量

1日 当 りの トラ ンザ ク シ ョンは約10万 件 で あ る。
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L基 本 機 器 構 成

ユiバ ック1110マ ル チ ・シス テ ム

中 央 演算 制 御 装 置 ×2

入 出 力 制御 装 置 ×2

主 記 憶 装置131K語

拡 張 記 憶 装 置524K語(131K言 吾×4)'

高 速 ドラ ム4台 中 速 ・大 型 ドラ ム1台

磁 気 デ ィス ク8台 磁気 テ ー プ16台

印書 装 置3台 通 信 制 御装 置3台

Mシ ス テ ム(設 置)運 用 場 所

千 代 田区 内 神 田1-1-12(コ ー プ ビル 内)農 林 中央 金 庫

、

■
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6市 場情報伝達 システム

Aは じめに

東 京 証 券 取 引所(以 下 「東 証」 とい う。)は,1974年9月24日 か ら,市 場 情 報 伝達 シス テ ム(以 下

「東 証 シス テ ム」 とい う。)を 本 格 稼 動 した 。 そ の後,極 めて順 調 に稼 動 を続 け,現 在,証 券 市場 に

お け る種 々の情 報 サ ー ビス の 中核 と して 活 躍 して い る。 本 機 械 化 計画 は,証 券 業 務近 代 化 の一 環 と し

て1967年 に構 想 され,証 券 業 界 の 関係 各 委 員 会 にお け る7年 有 余 の検 討 と㈱ 日立 製 作所 ・国際 電 気㈱

技 術 陣 の研 究 ・努 力 に よ って完 成 した もの で あ る。

東 証 シス テ ム は,こ れ ま での 情 報伝 達 機 構(短 波 放送,電 話,フ ァッ クス等)を 改 善 す る もの と し

て,東 証 売買 立 会 場 で の時 々刻 々 の市 場 情 報 を電 算 機 シス テ ム を利 用 して全 国各 地 の 証券 会 社 店 頭 等

に即 時 に伝達 し,証 券 投 資者 に的 確 な市 場 情報 を提 供 す る こ とに よ っ て証 券 の適 正 な価 格形 成 と円滑

な流 通 を促 進 し,健 全 な証 券 市 場 の一 層 の 発展 を図 る こ と を目的 とす る もの で あ る。 す な わ ち,証 券

の適 正 な 価格 形 成 と円 滑 な流 通 は,売 買取 引状 況 に関 す る正 確 か つ最 新 の 情報 が,常 時,投 資者 に公

表 され,こ れ に即 した 需 給 が所 定 の 競 争原 理 に準拠 して 円滑 に投 合 され るこ と によ って期 待 で き るか

らで あ る。

Bシ ステ ムの構成

東 証 シス テ ムは,売 買 立 会 場 にお い て発 生 ・変 化 す る各上 場 銘 柄 の 約定 値 段,気 配,売 買 高 等 の 市

場 デ 三 夕 を,東 証 市 場 係 員 が,各 取 引 ポス トに設 置 さ れた キ イ入 力 装 置 か ら入 力 し,中 央処 理 機 構 か

らは,通 信 回 線 を通 じて 立 会場 株 価 表 示 装 置,株 価 通 報 テ レ ビ装 置,ポ ス トプ リ ンタ等 に市 場 情 報 を

出力 す る と と もに,情 報 サ ー ビス企 業 の 電算 機 シス テ ム(以 下 「情 報 サ ー ビス シス テ ム」 と い う),新

聞 通 信 社 等 に も この 市 場情 報 デ ー タ を提 供 す る もので あ る。(5-6-1図 参 照)ま た,中 央 処 理 機 構

に蓄 え られ た各 種 市 場 情報 デ ー タか ら,機 に応 じまた は 売買 立 会 い終 了後,売 買 管 理 資 料,統 計 関 係

資 料 等 の 計算 処 理 を行 な う もの で あ る。

東 証 シス テ ムの 中央 処理 機 構 は,東 京 ダ イ ヤ ビル(中 央 区新 川1丁 目28-38)6階 に設 置 され,㈱

日立 製 作 所 のHITAC-8500改 造 型2セ ッ ト(Duplex構 成),周 辺 装 置,通 信 制 御 装 置 等 か ら 構 成

され て い る。HITAC-8500改 造 型 は,処 理 能力 と して,東 証 の売 買 高10億 株,上 場 銘 柄 数2,000銘

柄(4,000銘 柄 まで 拡 張可 能)の 水 準 に お け る取 扱 い デー タ量(入 力 件 数67,000件/日)を 円滑 に 処

理 す る こ とを 目標 と してお り,東 証 シス テ ムが 有 す る公 共 的 性 格 か ら,デ ー タの 信頼 性,シ ス テ ムの'

安 定 性 ・拡 張 性 等 を配 慮 し,標 準型HITAC-8500に 種 々 の改 造 を加 え た もの で あ る。 す なわ ち,同
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5-6-1図 市場情報伝達システム概念図
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機 は,サ イ ク ル タ イ ム970ns・ ア ク セ ス タ イ ム455nsで あ る が,記 憶 容 量 を標 準 の524KBか ら1MB

ま で 増 設 で き,フ ァ ー ム ウ ェ ア機 構 の 取 付 け を 可 能 と し た こ と か ら処 理 能 力 が 向 上 して い る。 特 に,

信 頼 性 向 上 の 観 点 か ら,① メ モ リー シ ェ ア,②1bitメ モ リー エ ラ ー 自 動 訂 正,③RoadProtect,

④ 無 番 地 記 憶 部 のReadWriteの 命 令 等 の機 能 が 付 加 され て い る。

そ のOSに っ い て は,OVER-HEADを 極 力 少 な くす る ため に,走 行 ス テ ップ数 の削 減 お よ び頻

繁 に使 用 され る部 分 の フ ァー ム ウ ェ ア化 が 図 られ て い る専 用 シス テ ムプ ログ ラムーRTCS/ES(Read

T.imeControl,System/ExecutiveSupervisor)を 採用 す る と と もに,マ ル チCommunicationUser's

Program構 造 に よ る重 要業 務 の 優 先 処理 を行 な う こ とに よ って,優 れ た処 理 能力 と安 定 性 を保 持 す

るオ ン ライ ン シス テ ム を実 現 して い'る。(5-6-2図 参 照)

ま た,構 成面 で の信 頼 性 向上 の た め に,主 要 機 器 お よ び重 要 フ ァイル をす べ て二 重 化 して い る。 こ

れ に加 え,誤 操 作 の 防止 ・ダ ウ ン回復 時 間 の短 縮 を考慮 し,自 動 的 に プ ログ ラム を再 ロー ドし運 転 再

開 に必 要 な処 理 を連続 実 行 す る 自動 回復 機 能,シ ス テ ムの運 転 ・終 了 ・障 害 回復処 置 が ワ ンタ ッチ …

オ ペ レー シ ョンで 実 行可 能 な シス テ ム コン ソー ル を設 けて い る。
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5-6-2図 東 証 シ ス テ ム プ ログ ラム概 念 図,
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5-6-3図

Cデ ー タの入力

東 証 の市 場 係 員 が,売 買 監 視 の か た わ

ら,約 定値 段,気 配 等 所定 の入 力 デ ー タ

を,そ の発 生 ・変 化 の つ ど,文 取会 員 か

ら報 告 を受 け,各 取 引 ポ ス ト内 に設 置 さ

れ た キ イ入 力 装置(5-6-3図)か ら操

作盤 の キ イの 組 合 せ操 作 で入 力 す る。 入

力 デ ー タの 確 認 は,第1次 的 には 同装 置

の 数 字 モ ニタ ー で,第2次 的 に は立 会 場

株 価 表 示 装 置 に表 示 され た 内容 を見 て 行

な うこ と と して い る。入 力 方 式 につ い て

は マー ク カ ー ド方 式 に よ る こ と も検 討 し
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た が,入 力 デー タ が多 量 で あ る こと,入 力 デ ー タ量 が 売買 活 発 銘 柄 に,ま た そ れ が時 間 的 に集 中す 石

こ と,入 力 端末 実 験 結 果 か ら入 力 ミス が 他 の方 式 に比 べ少 な い こ と等 に注 目 し,キ イ入 力 方式 を採 用.

した。

キ イ入 力 装 置 は,多 量 の 市場 デ ー タ を簡単 な操 作 で 円 滑 に入 力 で き るよ うに設 計 され て お り,東 証

が ㈱ 日立 製 作所 との共 同 研究 に よ って 開 発 した もの で あ る。 同 装置 は,高 さ92cm・ 幅45cm・ 奥 行 き301

cm・ 重 量60kgで,売 買立 会 場 内 に122台 一 各 取 引 ポス トに通 常6台(必 要 に応 じ10台 ま で増 設 可能)

が設 置 されて い る。1台 の キ イ入 力 装 置 には,24銘 柄 の 銘柄 電 子 キ イ ・セ ッ トポ ジ シ ョンが あ り,銘

柄 電 子 キ イの 差換 え に よ って必 要 な銘 柄 を セ ッ トで き,ま た他 の 入 力装 置 か らで も入 力 す る こ とが で

き る。 端 末 制 御装 置 は12台 が設 置 され て お り,最 大16台 の キ イ入 力装 置 を制御 す る こ とが で き る。

入 力 す る市 場 デ ー タの 項 目は,① 約 定 値段,② 気 配,③ 気 配 省 略,④ 特 別気 配 ・成 行 き気 配,⑤ 気;

配 に か か る注 文数 量,⑥ 売 買 の 中断 ・い わ ゆ る板 寄 せ,⑦ 売 買 取 引停 止 ・そ の解 除,⑧ 銘 柄 別 売 買高,

⑨ 市場 別 総 売 買 高概 算,お よ び,⑩ 各 入 力 デ ータ の訂 正 情報 で あ る。 これ ら入 力 デ ー タ の 入 力 操 作

は,銘 柄 選 択 キ イを押 した あ と,入 力 す るデ ー タの 種 類 に応 じて,操 作盤 上 の18個 の フ ァ ン ク シ ョン

キ イ,2個 の 特 殊 キ イ お よ びテ ンキ イの 組 合 せ操 作(約30種)に よ って行 な う。 入 力 デ ー タに対 して

は,制 限 値 幅 を超 え る約 定 値段,気 配 の範 囲 を超 え る約 定値 段 の 入力 をチ ェ ック ア ウ トす る各 種 の 論,

理 チ ェ ック項 目が あ り,誤 び ゅ うデ ー タの入 力 防 止 に十分 な対 策 が講 ぜ られ て い る。 な お,中 央 処 理

機 構 等 の 障 害 時 に は,銘 柄 電子 キ イ をオ フ ライ ン用 銘柄 電 子 キイ に取 り替 え るこ と によ って,キ イ入.

力 装 置 か らオ フ ライ ン系 で立 会 場 株 価 表 示装 置 に約 定 値段 を表 示 す るこ とが で きる。

上 記 の ほか,売 買立 会 場 に近 接 す る場 所 に,3台 の 訂 正 タ イ プ ラ イタが 設置 されて お り,同 装 置 で

は 入 力 デー タ項 目の うち立 会 場 株 価表 示 装 置 表 示 済 み の約 定 値段 の訂 正,総 売 買高 概 算,売 買 取 引停

止 ・その 解 除 等特 殊 な デ ータ の入 力 を行 な う。

D情 報の出力

a立 会 場 株 価表 示 装 置

立 会 場株 価表 示 装 置 は,市 場 第一 部売 買 立 会 場 に設 置 され,従 前 の手書 き黒 板 に替 えて,各 銘 柄 の

約 定値 段,気 配 等 が,そ の入 力 の つ ど,名 銘 柄 ユ ニ ッ ト(5-6-4図)に 表 示 され る もの で あ る。

(市 場 第 二 部 ・債 券 ・転換 社債 は表 示 装置 を設 けず,デ ー タ を 入力 した あ と従 来 の黒 板 に手 書 きす

る。)銘 柄 ユ ニ ッ トには,約 定 値 段 欄 が,現 在 値 ・そ の直 前 値 の2欄 の もの と現 在 値 ・そ の直 近 の 約'

定 値 段4件 の5欄 の もの と2種 類 が あ り,2欄 の もの は市 場 第 一 部 上場 の 全銘 柄'(1,000銘 柄 分)に つ・

いて 設 置 し,5欄 の もの はそ の う ち売 買 の活 発 な122銘 柄(随 時入 替 え)に っ いて 設置 して い る。

各 銘 柄 ユ ニ ッ トの 表 示 文 字(縦7cm横5cm－ 可 視 距 離 約50cm)は,7×5ド ッ ト ・'マト リ ックスの

表 示 素 子(直 径7.6の 磁 気 円盤)の 反 転 に よ っ て17種 の数 字 ・記 号 を構 成 す る 「ドッ ト反転 式表 示 器」i
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で,フ ェ ラ ンテ ィ ・パ ッカー ド社(カ ナダ)の 製

品 で あ る。 表示 装 置 につ い て も,種 々 の表 示 機 に

っ いて 売 買立 会 場 で表 示 実験 を行 ない,見 易 さ,

消 費 電 力,表 示 速 度,実 用実 績(ケ ネデ ィ空 港,

モ ン トリオ ー ル株 式 取 引 所,シ カ ゴ穀 物取 引 所 等

で 使 用 され て い る)等 か ら同機 を採 用 した もの で

あ る。 東証 の売 買 立 会場 に設 置 さ れ て い る同機

は,文 字数14,900文 字 ・記 号6,900個(総 ドッ ト

数583,600個)で,同 機 の 設 置 規模 と して は 世 界

一 で あ る
。

立 会 場 株 価 表 示 装 置 の障 害 対 策 と して は,そ の

制 御装 置 に予 備 機 を設 け フoログ ラ ムに よ る 自動切

替 えが行 な え る よ う に した。 また,シ ス テ ム障害

時 に お いて も,最 低 限,売 買 立会 場 へ の 株価 表 示

を厳 守 す る趣 旨 か ら,前 述 の よ うに オ フ ライ ン機

能 を設 け,フ ォー ル バ ック ・モ ー ドで株 価表 示 を

可 能 と した。 す なわ ち,中 央 処 理 機 構 が停 止 して も,銘 柄 電 子 キ イ をオ フ ラ イ ン用 に差 し替 えて約 定

値 段 を入 力 す れ ば,中 央 処 理 機 構 を経 由 せず 直 接 表示 装 置 に デ ー タが送 られ,各 銘柄 ユ ニ ッ トの前 日

終 り値 欄 に オ フ ラ イ ン表 示 で くる こ と を示 す イ ン ジケ ー タ とと もに現 在 値 が 表 示 され る。

b株 価 通 報 テ レ ビ装 置

株 価 通 報 テ レ ビ装 置(5-6-5図)は,東 証 が全 国 各 地 の証 券 会 社 店 頭 へ市 場 情 報 を直 接 伝 達 す

る方 式 として,か つ,利 用 者 が 低廉 な価 格 の 受信 端 末 で リアル タイ ム情 報 を入 手 で きる方 法 と して 国

際 電 気 ㈱ と共 同 開発 した もの で,す で に約600セ ッ トが 全 国 に普 及 して い る。 同装 置 は,受 信 を希 望

す る証 券 会 社店 頭 等 に設 置 され,中 央 処 理機 構 か ら,数 段 の分 配 装 置 を介 して1,200bps回 線(単 向

通 信 方 式)を 通 じて送 信 され る約定 値 段 等 を,大 型 テ レ ビブ ラ ウ ン管 数 台 で構 成 す る画 面 に表 示 す る

もめ で あ る。 ま た,オ プ シ ョン と して株 価 通 報 プ リン タが あ り,各 売 買立 会 い終 了 後,市 場 情 報 が プ

リン トア ウ トされ る。

株 価 通報 テ レ ビ装 置 は,そ の構 成 に16画 面,12画 面,8画 面,6画 面 お よ び4画 面 の5種 類 が あ

り,1画 面 当 た りの表 示 行 数 につ い て も16行,12行 お よ び8行 の3種 が あ る。 そ の組 合 せ種 類 に よ っ

て表 示 で き る銘 柄 数 は,128銘 柄 ない し512銘 柄 で あ る。 受信 側 で は,店 頭 の ス ペ ー ス等 に適 合 す る構

成 種 類 を選 び,中 央 処 理 機 構 か ら送 信 され る株価 通 報 テ レ ビ銘 柄(東 証 が 上場 銘 柄 の うちか ら売 買 高

等 を勘 案 して 選 定 す る約960銘 柄)か ら,任 意 に表 示 銘柄 を選 択 す る こ とが で きる。
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5-6-5図

画 面(23イ ンチ 白黒 テ レ ビブ ラウ ン管)に 表 示 され る内容 は,受 信 側 で選 択 した銘 柄 の始 め値,高

値,安 値,現 在 値(終 り値)お よ び前 日比 較 値 で,売 買 立会 場 で の情 報 の 変 化 に 応 じて表 示 内 容 が更

新 され る。 表 示文 字(標 準 文 字:縦15mm,横8㎜,ジ ャ ンボ文 字:縦15mm,横16mm)は,7×9ド ッ

トマ トリ ックス で16種 の 数字 ・記 号 が 構 成 され,1画 面 に標 準 文 字 で最 大640字(42字 ×16行)・ ジ

ャ ンボ文 字 で 最大242字(20字 ×12行)を テ レ ビジ ョン方 式(た だ し,飛 び越 し走 査 は行 なわず,フ

レー ム数 は毎 秒60フ レー ムで あ る)で 表 示 で き る。

ま た,株 価 通報 プ リン タか らの 出力 情 報 は,東 証 全 上 場銘 柄 につ い ての 「四 本 値速 報 プ リン ト」,

「相場 表 プ リン ト」 お よ び 「市 況 プ リン ト」 で あ る。

全 国各 地 に設置 されて い る株 価通 報 テ レ ビ装 置 へ の市 場情 報 の 流 布 につ いて は,回 線 網 の信頼 性 向

上 と回線 コス トの 低減 を図 るた め全 国主 要 都 市 に分 配 装 置(入 回 線1回 線 ・出 回 線24回 線)を 設置 し

あ るい は拠 点 毎 に局分 岐 を行 な い,5-6-6図 の よ うな ネ ッ トワー ク を敷 いて い る。1975年7月 末

現 在 にお け る分 配 装置 の設 置 台 数 は29都 市43台,局 分 岐 は85個 所 で あ り,回 線 の 総 延 長 は約5,800㎞

に 達 して い る。
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5-6-6図 分配装置設置場所 通信幹線網

　

東

(中央処理機構)

な お,こ の1,200bps回 線 に は,㈱ 市 況情 報 セ シ タ ーの サ ー ビス に よ るQUICKボ ー ド(プ ラ ズ'

マ表 示 器,ド ッ ト反 転 表 示 器等)が 接 続 され,同 ボ ー ドに株 価通 報 テ レ ビ装置 と同種 の 情報 が表 示 ざ

れ る。 、

c2,400bps回 線 へ の 出 力

2,400bps回 線 へ の 出力 は,東 証 の全 上 場 銘 柄 の 市場 デ ー タ を,そ の入 力 の つ ど,高 速 通 信 回線 を・

通 じて 単 向通 信 方 式 で 伝送 す る もの で あ る。 主 た る出力 内容 は,銘 柄 コー ド,約 定 値 段(四 本 値単 、

位)お よ び そ の訂 正 情 報 で あ り,気 配 お よ び銘 柄 別 売 買高 は 出力 され ない 。 ま た各 売 買立 会 い終 了後

には,市 況(株 価 指数,時 価 総 額,値 付 き率 等)が 出力 され る。 この 出力 は,数 社 の 新 聞通 信 社 の 電'

算 機 シス テ ムへ 伝 送 され放 送 用原 稿,新 聞 用原 稿 等 に利 用 され て い るが,今 後,証 券 会 社店 頭 に設 置:

され る種 々 の大 型 株 価 表示 装 置 に も利 用 され る こ とに な ろ う。

d48Kbps回 線 へ の 出 力

48Kbps回 線 へ の出 力 は,情 報 サ ・一・tt"スシス テ ム等 に対 し市 場 デ ー タ を提 供 す るた め に特 に設 け"

られ た もの で,各 銘 柄 の 約 定値 段,気 配,売 買 高 等 入 力装 置 か ら入 力 され るすべ て の デ ー タ を,そ の

入 力 のつ ど,超 高 速 通 信 回 線 を通 じて単 向通 信 方 式(透 過 モ ー ド:コ ー ド体系 に無 関 係 にすべ て の ビ
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ッ トパ タ ー ンを デ ー タ と して扱 うこ とが で き る)で 伝送 す る もの で あ る。

情 報 サ ー ビス シス テ ムの一 つ で あ る㈱ 市 況情 報 セ ンタ ーのQUICKシ ス テ ムは,こ の 出力 デー タを

受 け(構 内1回 線 ・東 京一 大 飯 間1回 線),こ れ に同社 が 収 集 した企 業 デ ー タ,海 外 市 況 デ ー タ,経

済 ニ ュース 等 を加 え,小 型CRTデ ィス プ レ イ装置(VD-1)に よ る問 合 せ応 答 サー ビス を行 な っ

て い る。VD-1は,簡 単 な操 作 で各 種 の 情 報 サ ー ビス が即 時 に得 られ る もの で,証 券 会 社 を中心

に 全 国 に約5,000台 が設 置 され て お り,そ の コー ル件 数 は1日300万 件 に もお よ ぷ場 合 が あ る。

eポ ス トプ リン タ ・問合 せ プ リン タ

ポス トプ リン タは,売 買 立 会 場 各 取 引 ポ ス ト内 に設 置 され,市 場 業 務 の 便宜 の た め に,種 々 の情 報

を随 時 間 合 せ に応 じて ハ ー ドコピ ーで応 答 す る もの で あ る。応 答 情 報 には,四 本 値,気 配 約 定値 段

推 移,最 高 最 低 値,株 価指 数,単 純 株価 平 均,平 均利 回 り等16種 が あ る。 また,問 合 せ プ リン タは,

各 地 証 券取 引 所 お よ び東 証 内の 関 係 部 門 に設 置 され,ポ ス トプ リン タ と同 種 の情 報 が 問合 せ 応 答 され

る もの で あ る。

Eお わ りに

以 上 が,証 券 市 場 の 近 代化 を狙 い とす る東 証 シス テ ムの 概 観 で あ る。 この よ うな公 共 的性 格 を有 す

る 大 規 模 シス テ ムの 開 発 に 当 って は,常 に,そ の 及 ぼ す国 民 経済 的,社 会 的影 響 を考慮 し,各 機器 の

信 頼 性 お よ び安 定 性 の 検討 を十 分 に行 な い,こ れ らを シス テ ム設 計 に反 映 させ た。 東 証 は,こ の シス

テ ムの 稼 動 によ って,市 場情 報 伝 達 の 迅速 化 と伝 達情 報 の 質 的 向上 を図 り,情 報 化 時 代 に対 処 し う る

証 券 市 場 の 近代 化 を推 進 す る と と もに,適 正 な価 格形 成 と円滑 な流 通 を基 盤 に証 券 投 資者 保 護 に徹 し

た 高度 の機 能 を備 え る流 通 市場 と して,国 民 の健 全 な 証券 投 資 の 場 を実 現 しよ う とす る もの で あ る。

東 証 シス テ ムの今 後 の 発 展 と して は,種 々 の情 報 表 示機 器 の 新 た な 開発 と相 侯 って,伝 達 情 報 の 多

様 化 とその 多 目的利 用 が 急 速 度 に進 め られ る こ とに な ろ う し,こ れ と並 行 して 新 しい情 報環 境 の もと

で の時 勢 の 進展 に応 じた証 券市 場 の 近 代 化 例 えば,売 買 取 引 関係 業 務,証 券 の振 替 決済 関係 業 務

へ の情 報 処 理技 術 の 適 用 が,逐 次,押 し進 め られ る こ とに な ろ う。
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7国 鉄の旅客総合販売 システムと

マル ス150

Aシ ステ ム開発 の背景

1960年1月,わ が国 に於 け る最初 の予 約 シス テ ムで あ る,マ ル ス(Magnetic-electronicAutoma-

ticReservationSystem)1を 開 発 して 以来,旅 客 需 要 の増 大 に応 じた輸 送 力 の増 強,優 等 列 車 網 の

整 備 等 に伴 な い,マ ル ス シス テ ム は,本 格 的座 席 予 約 シス テ ム と して,飛 躍 的 に成 長 して きた。

新 幹 線 を中心 とし,在 来 線 の 特 急 列 車網 を結 びつ けた高 速 輸 送 体 系 は,将 来 更 に発 展 して い く。 こ

れ らの輸 送 力 を,旅 客 が有 効 に利 用 で き,更 に快適 な旅 行 が で きるた め に,指 定 席 の量 的 拡 大 は,一

層必 要 とな って きて い る。

一 方 ,旅 行 内容 に注 目す る と,グ ル ー プ旅 行 を中心 とす る観 光 旅行 は,年 々 増 大 し,極 めて 多様 化

して い る。 この様 な,旅 行 需 要 の 量 的,質 的 拡 大 に 対処 し,財 売 体制 の一 層 の 充 実 を図 る ため,国 鉄

で は,旅 客総 合 販 売 シス テ ム と して の マ ル スの 建設 に取 組 ん で きた。

マル ス105(指 定 券 発 売 シス テ ム)を 中心 と して,マ ル ス150(電 話 予 約 シス テ ム),マ ル ス202(団

体 予 約 シス テ ム)に よ り構 成 され る現 シス テ ムは,そ の第 一 段 階 であ る。

B総 合販売 システムの概要

旅 客 を旅 行 目的刑 に分 け る と,そ の大 部 分 が,ビ ジネ ス旅 行 も し くは観 光 旅行 で あ る。

前 者 の販 売 形 態 は,比 較 的 単純 で,利 用 直 前 に大 量 に需 要 が発 生 す る。 後 者 は,比 較 的 複雑 な販 売

形 態 で,幅 広 な需要 発 生 が二 股 的 で あ る。

この様 な分 析 か ら,総 合販 売 シス テ ムは,単 純 大 量 販 売用 の マ ルス105,複 合長 期販 売 用 の マ ル ス

202,電 話 に よ る手軽 な 予約 の 手段 を提 供す る マル ス150か ら構 成 す る こ と と した。

aマ ル ス105

試 作 装 置 マ ル ス1の 結 果 に基 づ いて,全 国規 模 の 座 席 予約 装 置,マ ル ス101(1964年),マ ル ス102

(1965年)を 開発 し,更 に,1968年 の 全 国 白紙 ダイ ヤ改正 に よ る特 急 列 車 の大 増 発 につ いて,マ ル ス

103,さ らに1970年 マ ル ス104を 開 発 して きた 。 マ ルス104で,国 鉄 の す べ て の指 定 席 が,シ ス テ ム に

収 容 され た。

中 央 処理 装 置 は,い ず れ もプ、ロ グ ラ ム内蔵 式 の 汎 用 コ ン ピ ュー タ(101,102がH-3030,103,104
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がH-8400)で あ った が,専 用 の オ ペ レー テ ィン グ シス テ ムを使 用 して,列 車 処 理,座 席 処理 等 は,

ハ ー ドウ ェ ア ロジ ック によ り行 な った 。 ま た マ ルス101と 同 時 に,指 定 券 発券 機 能 を持 つ専 用 端末 装

置 を開発 した。:

マ ル ス105は,104ま での,座 席 増 に追 い つ くため の シス テ ム建 設 に ピ リオ ドを うつ た め,将 来 の 座

席 増 につ いて は,機 器 構 成増 の み で ほぼ対 処 で きる超 大型 シス テ ム と し,列 車 処 理,座 席 処理 等 もす

べ て ソ フ トウ ェア化 して 汎用 性 を持 た せ,同 時 に,新 型 端 末(N形)を 開 発 し,指 定 席 券 の発 券 の み

で な く各 種 の 案 内情 報 の 出 力 を可 能 として い る。

1972年,70万 席/日(104は20万 席/日)の 能 力 で稼 動 開 始 した本 シス テ ムは,総 合 販 売 シス テ ム

の 基 幹 とな るべ く,更 に増 強 を行 な い(1974年12月,タ ンデ ムシス テ ム化),現 在140万 席/日(実

装100万 席/日)の 能 力 を持 つ に いた って い る。

現 在 の シス テ ム構 成 は,端 末 管 理 お よ びマ ル ス105,マ ル ス202と の 結合 の た めの通 信 制 御 コ ン ピ ュ

ー タ(CC)と ,フ ァイル 管理 の た めの フ ァ イル コン ピ ュー タ(FC)の コ ン ピュー タ結 合 と し て い

る。 将 来 の 座 席増,端 末 増 には,CC,FCの 増 設 で対 処 で き る。

CCは,マ ル チ プ ロセ ッサ シス テ ム で,FC1,FC2,マ ル ス150,マ ル ス202と チ ャネ ル結合 され

る。100コ ー ル/秒 の トラ ンザ ク シ 〔ンの処 理 が 可能 で あ る。(タ ンデ ム化 以 前 の倍 で あ る)。

FCは,FC1,FC2の2シ ス テ ム で,各 々,座 席 フ ァ イル を分 割 処 理 して い る。(座 席 は,最 大2

か月 間管 理 で き る。)

中央 処 理 装 置 は,CCがH-8700×2,FC.1,FC2が 各 々H-8700×1,CCの 予 備機,FC1,2

の 共 通 予 備機 と してH-87001台 ず つ設 置 され て い る。

本 シス テ ム に直 接 接続 されて い る端 末 装 置 は,現 在 約1700台 で あ る。

bマ ル ス150

1975年3月 稼 動 開 始 した本 シス テ ムは,旅 客 自身 の手 に よ る手軽 な指 定 席 の予 約 を可能 と す る た

め,プ ッシ ュホ ンに よ る電 話予 約 シ ステ ム と して 開 発 され た。

旅 客 は,単 純 な列 車 予 約 に対 して は,わ ざわ ざ駅 に行 く必 要 は な く,手 許 で マ ル ス105と 会話 す る

こ とが 出来 る。

本 シス テ ムに つ いて の詳 細 は 次項 で説 明 す る。

cマ ル ス202

団体,グ ル ー フ。旅 客 の需 要 に対 処 す るた め,1969年 に マ ル ス201が 開発 され た。 この シス テ ム は,

予 約機 能 と,予 約 情 報 を管 理 して お く機 能 を持 ち,40万/日 の座 席 を5か 月 間 管 理 して いた 。

新幹 線 の博 多 開 業,将 来 の三 新 幹 線開 業 に対 し,201で 対 処 不 可 能 とな った た め,増 強 が必 要 と な

っ た が,単 な るマ ル ス201の 延 長 で な く,マ ル ス105の 対 と して,観 光旅 行 を中心 とす る分 野 を担 窮 す る

こ と も考 慮 して,マ ル ス202を 開 発 した 。(1975年5月)
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マル ス202は,90万 席/日(実 装60万 席)の 座 席 を約6か 月 間 にわ た って管 理 し,団 体,・グル ー プ

旅 客 の長 期 発 売 に対 処 して い る。 また,必 要 に よ り,旅 行 情 報 を,一 件 単 位(一 旅 行 単 位)に,旅 行

終 了 日ま で 管理 で きる。 ま た,エ ックな どの企 画 商 品 を数 百 コー ス取 扱 うこ とが で きる。

中 央 処理 装 置 は,現 在,H-8450×1の シ ンプ レ ックス シス テ ムで あ る。

新 た に開発 され た端 末 装 置(T形)は,CRTとLPの 複合 端 末 装 置 で,N形(105で 開 発)よ り

更 に汎 用 性 を持 たせ 将 来 の 取 扱 商品 の拡 大 に 備 えて い る。

総 合 販 売 シス テ ムの 概 要 図 を(5-7-1図)に 示 す

5-7-1図 旅客総合販売 システムの概要
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Cマ ル ス150の 意 義,目 的,内 容

マ ルス150は,旅 客 が よ り手 軽 に,し か も,家 庭 や 会社 に い なが らに して 指 定 席 を予 約 で き る とい

う,販 売 サー ビス の向上 をね らった シス テ ムで あ る。

窓 口 での座 席 予 約 は,代 替 列 車 の 相談 等 係 員 の 案 内 が得 られ るな どの メ リッ トが あ るが,一 面,不

慣 れ な旅 客 に よ る窓 口の 占有 等 で急 ぎの旅 客 が 待 た され た り,多 客 期 の に は行 列 しな けれ ば な らな い

等,改 善 され るべ き問題 もか か えて い る。
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ま た,旅 行 需 要 は,非 常 に波 動 が大 き く,こ れ らの 問題 を,窓 口 係員 対 応 の み で解 決 す るの は,困

難 で あ る。

そ こ で,従 来 の,窓 口係員 一 本 の 販 売体 制 か ら,窓 口 係員 に よ る販 売,旅 客 自身 の操 作 によ る座 席

予 約 の 二 本 立 て の体 制 によ り,販 売 サ ー ヴ ィス 向上 を図 る こ と と した 。

マ ルス150は,後 者 の 旅 客 自身 の予 約 を,更 に,旅 客 の 手許 での 予 約 に 発展 させ るた め開 発 され た。

本 シス テ ムの概 要 を5-7-2図 に示 す 。

5-7-2図 電話予約 システムの概要

①要求を入力

⑧回答(音 声)

⑨購入申込み
(予約番号等)

⑮夢慶 し

ARS

(音声応答装置)

画

予約

ファイル

マルス150

(電 話予約中央装置)

座席

ファイル

マルス105

(指定券発売システム)

旅 客 は,プ ッシ ュホ ンを操 作 して,音 声 応 答 装置 の案 内 に従 って,予 約 に必 要 な デ ー タ を 入 力 す

る。要 求 情 報 が揃 った 時点 で,音 声 応答 装 置 か ら,電 話 予 約 中 央 装置 へ情 報 が転 送 され る。 中央 装 置

は,マ ル ス105へ 座席 の処 理 を依 頼 し.回 答 され た座 席 情報 を後 日発 券 可 能 な よ うに予 約 フ ァイル に,

記 録 し,予 約 番 号 を付 与 し,旅 客 へ,音 声 応 答 装 置 を介 して,予 約 番 号,引 受 期 限等 を 回答 す る。

旅 客 は,後 日,み ど りの 窓 口へ 行 き,発 券 を依 頼 す る。 窓 口係 員 は,指 定 券 発 売用 端 末 装 置(N形

端 末)か ら,必 要 な情 報 を入 力 し発券 要 求 す る。要 求 情 報 は,マ ル ス105(CC)を 介 して,電 話 予約

中央 装 置 に転 送 され,予 約 フ ァイル か らデ ー タが引 き出 され る。 更 に,引 き出 され た結 果 はCCを 介

してFCに 送 られ,こ こで料 金 運 賃計 算 され,再 びCCを 介 して 端 末 に 回答 され券 片 が 出 力 され る。
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Dマ ル ス150の シ ス テ ム 構 成

マ ル ス150は,音 声 応 答 装 置(ARS)と 電 話 予 約 中 央 装 置 か らな る。ARSと 電 話 予約 中央 装 置 は,

高 速 通 信 回線結 合 とな って い る。

a音 声応 答 装 置

音 声 応 答 装 置 は音 声 を発 生 す る方 法 に よ って,録 音 編 集 方 式 と音 声 合成 方 式 に大 別 で き る。前 者 は

肉 声 を,単 語 単位,単 音 単 位等 に分 割 録音 し,こ れ を選 択 して連 続 的 に再 生 し,文 章 に組 立 て る方 式

で,録 音 のた め の記 憶 容 量 が多 く必 要 で あ る。後 者 は記 憶 容 量 は少 な くて す む もの の,現 在 の技 術 で

、は音 声 品 質 が,か な り落 ち る。

本 シス テ ム では,一 般 旅 客 の 聞 きや す さ を重視 して,録 音 編 集 方式 として い る。

音 声 応 答 装 置 は,将 来 の 地 域拡 大,需 要 増 に 柔軟 に対 処 で き るよ うに,128回 線 を一 群 と して 処理

を行 な う,ビ ル デ ィン グブ ロ ック構 成 として い る。(現 在2シ ス テ ム)

シス テ ムダ ウ ン時等 に は,ト ーキ装 置 に よ り案 内 を行 な える。

処 理 装 置 は,ミ ニ コ ン(H-10-2)を 使 用 し,音 声 ドラム は,2シ ス テ ム共通 に使 用 して い る。'

b電 話 予 約 中央 装 置

1中央 装 置 は,マ ル ス103のH-8400を 転 用 した もの で,デ ュー プ レ ック ス シス テ ム とな って い る。

予 約 フ ァイル は,集 団磁 気 デ ィス ク装 置 を使用 して い る。

マル ス105のCCと,高 速 デー タ転 送 装 置 を介 し,チ ャネ ル結 合 を行 な っ て い る。

c公 衆 通 信 回線 網 との接 続

座 席 の 予約 を扱 うこ とで,繁 忙 期 の 呼 の集 中が 予 想 され,こ れ によ る公 衆 通 信 回 線網 に対 す る障害

を 防 ぐため,電 話 予 約 専用 の セ ン タ ー交 換 機 を開 発 し,異 常集 中時 には,そ の 旨 を トー キ を使 用 して

旅 客 に回 答 して い る。 更 に 呼 が集 中 した場 合 は,発 信 元 に な るべ く近 い交 換 機 で呼 を返 し,呼 を特定

交 換 機 に集 中 させ な いよ うに して い る。

シ ス テ ム構 成 を図5-7-3図 に示 す 。

Eマ ルス150の 取 扱範 囲

現 在,東 京 都 区 内 の み取 扱 って い るが,将 来 その 周辺 地 域,大 阪,名 古 屋 地 区 へ の拡 張 も考慮 して

い る。

対 象 列 車 は,新 幹 線 の み で あ る が,東 京 発 着 の 特 急 列車 は,す べ て対 応 可 能 で あ る,ま た,《 音 声

フ ァ イルの 増設 に よ って,全 国鉄 の指 定 制 列 車 を1500本 ま で収 容 で きる。

1日 当 りの取 扱 枚 数 は,2万 枚 まで 可 能 で あ り,ARSを 増 強 す れ ば,5万 枚 ま で拡 張 可 能 で あ る。

一 回 で予約 で きる枚 数 は,1～4枚 で あ る が,9枚 ま で容 易 に拡 張 で き る。
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5-7-3図 マ ル ス150(電 話 予 約 シ ス テ ム)の 構 成
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プ ッ シ ュホ ンの 接続 品質 として は,最 繁1時 間 の 呼損 率 を1/100以 下 と して い る。 、

Fお わ りに

マ ル ス105,マ ル ス150,マ ル ス202の3シ ス テ ム を以 て,旅 客 総合 販 売 シス テ ムの基 礎 が,確 立 され た 。

座 席,端 末 の単 純 増 加 につ い て は,ハ ー ドウ ェア の増 設 で対処 で き,新 た な シス テ ム開発 の必 要 が

な くな った こ とか ら,シ ス テ ム建 設,増 強 の主 力 を,質 的 拡充 にふ り向 け る こ とが可 能 とな っ た。 今

後 は,本 シス テ ムを活 用 して,更 に,販 売 サ ー ヴ ィスの 充 実 を図 ると と もに,後 方 業 務 の充 実 を図 っ

5-7L4図 旅客総 合販売 システムの情報の流れ
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て い くこ と とな る。

a販 売手 段 の 充 実

係員 に よ る発 売窓 口(駅 の み ど りの窓 口,旅 行 セ ンタ ーな ど)の 拡 大,充 実 を図 る とと もに,よ り

・手軽 な予 約 手 段 と して の電 話 予約 サー ヴ ィス の全 国 化
,キ ャ ッシ ュカ ー ド等 を利 用 した,自 動 指 定 券

:発売装 置 の開 発 な ど,販 売 手 段 の 広 汎化,簡 易 化 を図 る。

b商 品 の 拡 充

現 在,国 鉄 の座 席 予 約 以外 に も,ビ ジ ネス ホ テ ルや 企 画 商 品 な どの予 約 を行 な って い る が,今 後
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も,旅 客 の需 要 に応 じて,必 要 が あれ ば,新 た な商 品 を収 容 し,旅 行 に関 す る商 品 の一 括 扱 い等 を可 能

と して い く。

c案 内 情報 の提 供

空 席 情報 をパ ネル で,オ ン ライ ン表 示 す る な ど案 内 情報 の提 供 を推 進 す る。

d後 方 業務 の充 実

旅 客 の需 要 発 生 状 況 を分 析 し,列 車運 転 計 画 に反 映 す る な ど,生 産 部 門 へ の販 売 情 報 の フ ィー ドバ'

ック を行 な って い く。

等 々,今 後,旅 客 総 合販 売 シス テ ムは,更 に充 実 されて い くこ とに なろ う。

また,旅 行 者 に と って の更 に良 質 な サ ー ヴ ィス の 提供 の ため に も,国 鉄 の旅 客 総 合 販 売 シス テ ム,

各 運 輸 機 関 の シス テ ム,旅 行 業 者 の シス テ ム相 互 間 の有 機 的 結 びつ きによ る,シ ス テ ム リソー スの有

効 利 用,サ ー ヴ ィス の 多元 化 等 が今 後 の課 題 とな る であ ろ う。

■
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8.日 立 総 合健 診 シス テ ム

Aは じ め に

日立 製 作所 創 立60周 年 記念 事 業 の 一 つ と して,従 業 員,家 族,地 域 住 民 の 健康 福 祉 の た め,日 立 総

合 病 院 の 医 療,医 事 業 務 の機 械 化 計 画 す なわ ちHIMESAP計 画(HITACHIMEDICALSYSTEM

AUTOMATIONPLANNING計 画)が あ る。

このHIMESAP計 画 は,

(1)人 工 腎臓 患 者 自動監 視

② 臨床 検 査 自動 化

(3)総 合 健 診

(4)病 歴 管 理

㈲ 医事 管 理

(6)自 動 問診

の6つ の テー マよ り成 って い る。

す で に第1期 計 画 と して 検 査室 の 自動 化 及 び透 析 患 者 の 自動監 視 が完 成 した。

続 く第2期 と して は,予 防 医学 を採 り上 げ,こ れが た め の ス ク ニ ン グ,シ ス テ ムが 導入 され たの で

あ る。

日立 総合 健 診 シス テ ムは,HIMESAP計 画 の一 つ の サ ブ シス テ ム で あ る。 中央 処 理 装 置 と してHI-

TAC-8150シ ス テ ム を使 用 し,デ ー タ収 集用 にHITAC-10■ シス テム を用 い,こ れ を オ ン ラ イ ンで結

ん だ シス テ ムで あ り,そ の た め本 健診 シス テ ムは 日立 メ デ ィカル ・グ ル ー プ(日 立 製 作 所 本社 社 長 室

・日立総 合 病 院 ,コ ン ピュ ー タ第2事 業 部,計 測器 事 業 部,ソ フ トウ ェ ア工 場,シ ス テ ム 開 発 研 究

所,日 立 メデ ィ コ シス テ ム事 業 部,柏 工 場,日 立 電 子 小 金 井 工 場)の 協 力 の もとに作 り上 げた もの で

あ る。

HIMESAPの1サ ブ シス テ ムで あ る総合 健 診 シス テ ムに つ い ての み記 述す る。

B日 立総合健診 システムの概要

aシ ス テ ムの 目的

本 総合 健 診 シス テ ムの 目的 は大 別 す る と,次 の二 つ に な る。

(1)従 業 員,そ の 家 族 お よ び地 域住 民 の 健康 管理 の徹 底
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(2)メ デ ィカ ル ・グル ー プの総 力 を結 集 した モ デル ・シス テ ムの 作成

上 記(1×2)の 目的 を次 に述 べ る。

(1)従 業 員,そ の 家族 お よ び地 域 住民 の健 康 管理

健 康 とい う概念 は,本 来 人 間 の 身 体 お よ び精 神 の状 態 で表 わ され る もの で あ る。 云 い換 えれ ば人 間

が接 す る周 囲 の環 境 が時 々刻 々 変 化 して ゆ く中 で そ れか ら もた ら され る心理 的,物 理 的 な 刺激 や 影 響

に対 応 して,人 体 をあ る一 定 の 状 態 に 保 っ て い る こ とが 健 康 で あ るとい う こ と が で き る。 したが っ

て,健 康 を適 確 に 管理 す る ため には 時 系列 的 に個人 を観 察 す るこ とと,情 報 処 理 の面 か らは蓄 積 され

た デ ー タの 分析,お よ び解 析 され た結 果 を有 効 に利 用 す る もの で な けれ ば な らな い。

その た め,本 健 診 シス テ ムで は 自覚 症 状 の あ る人 を対 象 に して 症 患 の発 見 をす るの で は な く,自 覚

症 状 の な い 健康 人 を対 象 に して,コ ン ピ ュー タ シス テ ムに よ る情報 処 理 の手 法 を もって 「健 康 の数 量

化 」 を主 体 と した総 合 健 診 を行 な い集 団 を特徴 づ け る情 報(社 会構 造,機 能,そ こに生 活 す る人 々の

健 康 上 の 問題 等)を 客 観 的 に把 握 した上 で,個 人 を時系 列 的 に観察 し,合 目的 的 に総 合 健 診 活動 を行

な うこ と を 目的 と して い る。

以 上 の こ と を項 目別 にま とめ る と次 の よ うに な る。

(a)正 確 な計 測 によ り正 確 な報 告 書 が 作成 で きる こ と

㈲(a)に 基 づ き医 師 が総 合 判 定 と生 活指 導 をす る上 で適 確 な 判断 をす る こ とが で きる こ と

(c)FOLLOWUPが 徹 底 して実 施 で き る こ と

(d)病 気 ま た は欠 陥 が 早期 に発 見 され る こ と

(e)病 歴,健 康 歴 を管 理 す る こ と

(f)気 軽 に受 診 で き るよ うに検 診 所 要 時 間 を短 くす る こと

(2)日 立 メ デ ィ カル ・グ ル ー プの 総力 を結 集 した モ デル ・シス テ ムの 作 成

本 シス テ ム は,日 立製 作所60周 年 の 記念 事 業 の一 つ と して 日立 総 合 病 院 の 医療,医 事 の機 械 化 をは

か る もの で あ る。 そ の他 単 に従 業 員,家 族,地 域住 民 の 健 康 管理 を徹 底 す るだ け で な く,そ こに使用

され る コ ン ピ ュー タ,メ デ ィカ ル ・エ レ ク トロニ クス機 器 等,日 立 メ デ ィ カル ・グ ル ー プの総 力 を結

集 し,ME機 器,健 診 シス テ ムの 標 準 化等 今 後 の シス テ ム開発 の 場 と して の役 割 を持 って い る。

具 体 的 に項 目 をま とめ る と次 の とお りとな る。

(a)中 央 処 理 装置(HITAC-8150)とME機 器(HITAC-10■,検 査 機 器)と を オ ン ライ ンで結

び 自動 デー タ収 集 を行 な っ た。

(b)自 動 問診 機 の 開 発(問 診 装 置 一 ワ ン フ レー ム,メ モ リビジ ョン,問 診 ロ ジ ック等)。

(c)胸 部,胃X線 読影 後 の入 力 コン ソ ール の開 発 。
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(d)検 体 識 別 の た めのIDカ ー ド採 用 。

〈e)血 液 分析 機 等,各 種分 析 機 器 の 開 発

(f)そ の他

bシ ス テ ムの構 成

日立 総 合 健 診 シス テ ムは,次 の サ ブ シス テ ムに よ り成 って い る。

(1)健 診 シス テ ム

(2)自 動 問 診 シス テ ム

(3)運 用 シス テ ム

以下 に各 サ ブ シス テ ム にっ い て述 べ る。

(1)健 診 シス テ ム 傷

日立 総 合健 診 シス テ ムの 中心 とな るサ ブ シス テ ムで あ り,受 診 者 の各 種 検 査 を実 施 す る とこ ろで あ

.
る。

この健 診 シス テ ムは,ハ ー ドウ ェア的 には,次 の もの か ら成 って い る。

(a)各 種 検査 測 定 機 器

(b)デ ー タ収集 シス テ ム(HITAC-10■ シス テ ム)

(c)中 央処 理 装 置(HITAC-8150シ ス テ ム)

② 問診 シス テ ム

本 シス テム は,受 診 者 の健 康 管 理 に必要 な項 目 につ き,受 診 者 自身 よ り,デ ータ を収集 す る もの で
'

あ り,次 の ハ ー ドウェ アか ら成 り立 って い る。

(a)『質 問項 目を受 診 者 に提 示 す る表 示 装 置 お よ びITVカ メ ラ

(b)表 示装 置 を コン トロー ル し中央 処 理装 置 へ 問 診結 果 を送 る紙 テー プ を出力 す るデ ー タ処 理 装 置

(HITAC-10■ シス テ ム)

(3)運 用 シス テ ム

本 シス テ ムは,健 診 シス テ ム,問 診 シス テ ム を有 効 に生 か す もの で あ り,主 として,中 奥 処 理 装 置

を使 用 して,Cに 記 す 処 理 を行 な う もの で あ る。
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5-8-1表 検 査 項 目 一 覧

'

項∋ 検 査 ∋ 検 査 内 容

・1便 已 便潜血反応

2 血 液 ω 一 般:赤 血 球 数(RBC) ,白 血 球 数(WBC),ヘ モ グ ロ ビン(Hb),ヘ マ トク リッ ト

(Ht),平 均 赤 血 球 溶 積(MCV),平 均 赤 血 球血 色 素 量(MCH),平 均 赤 血球

血 色 素 濃 度(MCHC)

生 化学:グ ル タ ミッ クオ キザ ロ アセ テ ィ ック トラ ンス ア ミナー ゼ(GOT),グ ル タ ミ

ックパ イル ピ ッ ク トラ ン ス ア ミナ ー ゼ(GPT),ア ル カ リフ ォス フ ァ タ ー ゼ'

(ALP),総 ビ リル ビン(BIL),乳 酸 脱 水 素酵 素(LDH),硫 酸 亜 鉛 混 濁試

験(ZTT),ク レア チ ニ ン(CRE).尿 素 窒 素(UN),尿 酸(UA),総 蛋 白

(TP),無 機燐(IP),ア ル ブ ミン(ALB),ナ トリウ ム(Na),カ リウム

(K),総 コ レス テ ロー ル(CHO),血 糖(空 腹 時),ア ル ブ ミン ・グ ロ ブ リン比

(A/G比)

用 手 法:赤 血 球 沈 降 速 度,梅 毒検 査

}

l

l

{

i
!

i
}
l
il

i
l

・1尿{1}・H・ 蛋白難 論 前尿縦 性・.漉 赤血球泊 嶋 円柱繊 鵬

叶 胸 部 ・ 線惨 撮影・枚
・ 已 部 ・ 線已 鋤 彫・枚

・ 【血 ∋ 右腕鯛 ・最低血圧値(座 位)

・1心 電 図II・ ・』 …V・V・

8 心 音 図 フ ィル タH:APX,4L,3L,P,A

フ ィル タL=APX,3L

・1視 力 ∈ 左 眼鏡使用 ω 一・・

10 聴 力 気 導聴 力,左 右

250,500,1000,2000,4000,』8000Hz

11 身 体 ・肺 機 能 身長(100～199cm),体 重(30～130㎏),肺 活 量,肺 活 量 予 測値,%肺 活量,1秒 量,

1秒 率

・21血 液(・)i生 化学 ・血糖(繊 荷 ・時間後)(G・U(・})

l

i

`

・31尿{・)已 鯛 ・時鰍 尿齪 性

・41子 宮 細 胸 診 レ ・アーチ・ ・(姓 希望者のみ)

・川 総 合 診 断 総合診断 要治療 轍 の翫 生活縛 等

Cシ ス テムの処 理概要

a

(1)

(2)

健 診 シス テ ム

健 診 シス テ ムの処 理 概 要 を5-8-1図 に示 す

検 査 測定 機 器 によ り,受 診 者 の 測 定 デ ー タ を デー タ収 集 シス テ ム に伝 送 す る。(心 電,心 音 の

デ ー タは 直接 中央処 理装 置 に送 られ る。)
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5-8-1図 日立総 合健診 システム構 成

健 診 ル ー ム コ ン ピ ュ.一 夕 ・ ルー ム
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血 清 手 作 業 入力コンソール

尿 手 作 業 入力コンソール

紙 テ ー プ

、

マ ー ク ・カ ー ド

一便
E作 ・

入力 コンソール
. 「 一1

胸 部X線
6・・線∋ 一 一 データ収集システム

(HITAC101D

「

中 央 処 理 装 置
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箭形所見入力装置 曜

/
/

9

10

11

1

15

日 部X線
ぐ・・⇒

●

、

.
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1前 回健診報告書
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一
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1
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入力コンソール
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㌧(表 示装置)
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マー ク・カード

「

受 診ステ 〃プ焔=受 診項目の左端に記入。尚.記 入以外に次のものがある.

2

</

待 合 せ 3 ↑IJエ ンテ ーシ ョン 4更 衣 19 待 合 せ 待 合 せ

`

〔コ

L

lオ ンラインによる情報処理

:検 査技師による手作業分析データの専用入力コンソール

(または医師)
L

、

22

.
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(3)デ ータ収 集 シス テ ムで は送 られ て来 た デ ー タ をチ ェ ック し,編 集 して フ ァイル す る。 フ ァイル

さ れ た デ ー タ を も とに健 診 報 告 を作成 す る。sLs-2図 に示 す。

5-8-2図 健診 システムのプログ ラム構成

検 査 測 定 機

＼ デ_集
～ スア ム検査測定機

心電心音自動
処 理 装 置

中央処理装置

デ ー タ収 集

トラ ブ ル デ ー タ ・

チ ェ ッ ク

デ ー タ 編集 ・印 字

健診報告書

b問 診 シス テ ム

叱1)問 診 シス テ ムの処 理概 要 を5-8-3図 に示 す 。

(2)自 動 問診 装置 に よ り,問 診 ロジ ック に従 った質 問事 項 に対 し受診 者 と対 話 し,答 え を 中央 処 理

装 置 に転 送 す る。

(3)中 央 処理 装 置 で は転 送 され た 問診 結 果 の デ ー タ と該 当受 診者 の前 回 問 診 結 果(家 族 歴 ,既 往

.歴)を 照合 して デー タ フ ァイル す る。

ま た,フ ァイル され た デー タ を も とに問 診 結果 表 を作成 す る。(5-8-3図)

c運 用 シス テ ム

(1)処 理 はす べ て 中央 処 理 装置 を使 用 して行 な う。

(2)前 回健診 報告 書,前 回 問診 結 果 表 の 作 成,前 回受診 時 の 結果 が必 要 な受 診 者 に対 し,標 記 の帳

票 を作 成 す る。



237

5-8-3図 問診 システムのプログラム構成

㊨ 問項,
マ イ ク ロ フ ィ ッ シ ュ

質問項目

表示装置

ITV

カメ ラ

質問 項 目の表示

質問 項 目の選 択

回答 デー タの 出力

家族歴
既往歴
データ

問 診 メ ッ

セ ー ジ ・

ア ー フ ル

中央処 理 装 置

家族 歴既往 歴 の抽 出

2.デ ー タの収 集

デー タの更 新

問診結 果 の編集 印字

問 診

デー タ

(3)受 診 予 定 一 覧 表 の作 成

定 期 的 な受 診 予 定 の一 覧 表 を作 成 す る

(4)要 精 検,要 治 擦者 フ ォ ロー ア ッ プ表 を作 成 す る

(5)受 診 予 約 状 況 表 の作 成

(6)精 度 管理 表 の 作成

血 液 自動 分 析 装 置 か ら出力 され た値 の変 化 を知 るた ふ にオ ンラ イ ン稼 動 申 に収 集 した標 準 検 査 の デ

ー タ を中央 処 理 装 置 よ り
,精 度 管 理 表 を作 成 す る。

(7)機 器 ダ ウン時 の処 理

(8)そ の他

各 種 統計 表 の作 成'

Dデ 統一タ 収 集 シ ス テ ム

本 シス テ ムは い くつか の 自動 検 査 装 置,専 用 キ ー ボ ー ドを端 末 接 続 装置 を介 して 処理 装 置(HIT-

AC-1011)に 接 続 し,そ れ か ら発 生 す る検 査 情 報 を 自動 的 に収集 し,所 定 の伝 送 文 を作成 し,中 央 処
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理 装 置 にデ ー タ伝 送 を行 な う もの で あ る。

(a)機 能

本 シス テ ムの 機 能 は大 別 して次 の とお りで あ る。

(1)各 検 査 装 置,専 用 キ ー ボ ー ドの検 査 情 報 の 読取 り

(2)読 取 った 情 報 の チ ェ ッ ク,収 集 お よ び伝 送 文 の 読取 り

(3)上 位 コン ピュ ー タへ の デ ー タ伝 送

Eシ ステ ム適用 の効果

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

(9)

(h)

(i)

(j)

合 理 化 と省 力 化 が で きた こ と

正 確 な デ ー タが,収 集,蓄 積 で き,情 報 検索 が容 易 で あ る こ と

X線 テ レ ビ装 置 は,曝 射 量 の 少 な い装 置 で あ る こ と

受 診 者 に対 して の,受 診 前 の負 荷 を,軽 減 され るこ と

受 診 者 の プ ラ イバ シー保 護 が十 分 に考 慮 され る こ と

人 間 ド ッグ方 式 に 沿 う こと

事 務 管理 業務 の合 理 化,省 力 化が 図 れ る こ と

ダ ウ ン対 策 が し易 い シス テ ムで あ る こ と

フ ォ ロー ア ッ プ ・サ ー ビス が で きる こ と

多 角 的 な 健診 機 能 が可 能 で あ る こと

F将 来 の シ ス テ ム ・ レ ベ ル ア ッ プ 予 定

(1)健 診 シス テ ム(総 合 健 断)の み な らず その膨 大 な検 査能 力 を使 用 し,多 人 数 の 定期 健 康診 断

(40000人)ま で可 能 とし,入 社 試 験,適 性試 験,職 業病 検 診 まで 含 め て健 康 診 断 の使 用 に拡大 す る

こ と(実 施 申)

(2)予 約 業 務 の オ ン ライ ン化

(3)病 名 コー ド化 を行 な い,各 種統 計 を作 成 す るこ と(検 討 中)

{4)受 診 者 の デー タ ・サ ー ビス の こ と

概 算 デ ー タ量(平 均1ケ 月)30,000件

5-8-4図 に シス テ ム機 器 構 成 を示 す 。

徹 底 した オ ン ライ ン処 理 に よ り省 力化 と人 為 的 ミス の廃 除 を図 っ た。
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G機 器 構 成

本 シス テ ムの 機 器 構 成 は5-8-4図 に示 す 通 り入 力 キ ー ボ ー ド,自 動分 析 装 置 お よ び 各種ME機

器 が デ ー タ収集 シス テ ム(HITAC-10H)に 接続 され,心 電,心 音 自動処 理 装 置 と共 にモ デ ム ・イ ン

タ ー フ ェ イス で直 接 申央 処 理 装置(HITAC-8150)に 接 続 され て い る。

ま た 自動 問診 装 置(HITAC-10H)は,7台 の 表 示装 置 を問 診 ロ ジ ックに従 っ て コ ン トロー ル し,

回 答 を紙 テ ー プ に 出力 す る。 中央 処 理 装置 は この 紙 テー プを入 力 し,問 診 結果 表 を作 成 す る。

Hシ ス テム適 用開始 時期

1974年8月29日 開 所 以 来,約1年 を経過 し,1975年9月19日 まで に健 診 者 約6400名 以 上 に達 して い

る。 現 在 一 日約30名 につ いて週5日 制 で健 診 を実 施 して い る。 女 子 健診 日は毎週 火 曜 日 と木 曜 日に あ

て て い る。 申 込 方 法 は完 全 予 約制 で あ る。

5-8-5図 レイ ア ウ ト(2階 平 面 図)

61m

1-・5=1

⑥[

⑦
自動問診登

口 麗
「

'

1シ ス テ ム設 置場所

本 健 診 セ ン ター の レ イ ア ウ トは5-8-5図 の通 りで あ り,受 診 者 が① 更 衣 → ② オ リエ ン テー シ ョ

ン③ ナ ンバ ー順 に検 査 を受 け る。
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9国 立教育研究所CAIシ ステ ム

(国立教育研究所一葛飾 区教育委員会CAI共 同施設)

Aシ ステ ム開発 の背景

'国 立 教 育 研究 所 で は
,'1971年 度 か ら1973年 の3か 年 間,継 続 して,文 部 省科 学 研 究 費一 特 定 研 究 一

「科 学 教 育 」 の助 成 を受 け,CAIの 開 発 にお い て 最 も重 要 な問 題 で あ る コー ス ウ ェ ア(教 育 目標 の

分析 と構 成,教 授 コ ース の 設計,個 別 的適 応 的 な 学 習 過 程改 善 の た めの 学 習評 価,さ らには,カ リキ

ュ ラム評 価 の あ り方,CAIコ ー ス ・プ ログ ラ ムの 開 発 とそ の方 法 論 の 検 討 な ど)の 開 発 に焦 点 を し

ぼ って研 究 を進 めて きた 。

CAIシ ス テ ム を,コ ン ピ ュ ー タ ・サ イ ドか らで はな く,教 育 に とって,ま た個 々の 学 習 者 に と っ

て 望 ま しい教 授=学 習=評 価 シス テ ムの あ り方,す な わ ちCAIと は何 か を研究 し,そ れ を具体 的 に

実 現 す る努力 を続 け て きた 。

す な わ ち,学 習 の 個 別化 と完 全 学 習 の 目標達 成 のた め,教 育 目標 の階 層 的な構 造 モ デル をつ く り,

それ を基盤 に,個 別 的 な学 習 者 の 反 応 と反応 系 列,お よ び学 習 成 果 に基 づ いて 各学 習 者 の学 習 状 態 を

的確 に とら え,そ れ に適合 して個 々 の 目標 の 習得 を可 能 にす る,「 反 応 依 存 カ リキ ュラ ム」 を中 心 と

した独 自の教 授 コ ース の設 計 を行 な い,体 系 的 なCAI数 学 算 数 コー ス ・プ ログ ラ ムの 開発 に当 って

きた。

このCAI数 学 コ ース ・プ ログ ラ ムの 開 発 には,東 京 都 お よ び千葉 県 下 の小 ・中 学校 の多 数 の 先生

方 の協 力 を えて,実 験,調 査 を く り返 しなが ら,

中学 校 で は,集 合,位 取 り記 数 法,文 字 式 方 程 式,不 等 式,関 数,確 率 ・統 計

小学 校 で は,関 数 関係,分 数,小 数

の小 領 域 に分 けて 開発 を進 めて きた。

B新 しい教育 用CAIシ ステ ムの 開発

国立 教 育 研 究所 は,1974年 度,引 続 き文 部 省 科 学 研 究費 一 特 定 研 究一 「科 学 教 育 」 の交 付 を受 け,

そ の計 画 研 究 プ ロジ ェク トの一 環 と して,CAIシ ス テ ム を購 入 し,学 校 教 育 の現 場 の 中 で の学 習 過

程 改善 のた めの,実 践的 試 行 を とお し,次 の よ うな 目的 の研 究 を遂 行 して きた。

(1)教 育 実 践 の場 で実 際 に利 用 で き るCAIシ ス テ ムの あ り方 とその 利 用方 法 の研 究
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(2)学 習 過 程 にお け る詳 細 実 証 的 デ ー タ を収 集 す る と共 に,そ れ らに基 づ い て,個 々 の生 徒 の 学 習

成 果 の 改善 を はか る。

(3)実 証 的 デ ー タに 基 づ い て,学 習 の 個 別化,学 習 過 程改 善 の た め の評 価 方 法,カ リキ ュ ラム改 善

の た め の評 価 方 法 の 理 論 化 をは か る。

上 の よ うな 目的 を達 成 す るた め にCAIシ ス テ ム に要求 され る こ とは,

(1)CAIコ ー ス ウ ェ ア と して は,学 習 の個 別 化 をよ り進 め る 教 授=学 習=評 価 シス テ ム を実 現

す る学 習 プ ログ ラ ムの 作 成

(2)CAIソ フ トウ ェ ア と しては,学 習過 程 の評 価 と制御 を柔 軟 ・的確 に行 な え,コ ー ス作 成 の 機

能 強 化 を はか れ る新 しいCAI言 語 を中 心 と した ソ フ トウ ェ アの 開発

(3)ハ ー ドウ ェ ア と して は,学 習 者 に負 担 が少 な ぐ,効 果 的 に学 習 の で き る学 習 端 末機 の開 発

等 々 で あ る。

国 立 教 育 研 究所 が研 究 ・開発 して きた こ とが らは,上 の要 求 の うち,主 に(1)と(2)に 関す る こ とが ら

で あ る。(1)に 関 して は,今 後 も継 続 して研 究 開 発 が遂 行 され ねば な らな い 。(2)に関 して は,従 来 のC

AIソ フ トウ ェ アよ り も,「 教 育 お よ び教 育 実 験 に有 用 ・有 効 な ソ フ トウ ェア」 と い う基 本 的 な設 計

方 針 の も とに次 の よ うな研 究 ・開 発 をす す め て きた 。

①CAIコ ー ス ジ ェネ レ ー タ言語 の 開発

コー ス プ ログ ラ ムの 全 て の 側面 をパ ラ メー タ化 し,パ ラ メ ータ形 式 で記 述 され たCAIコ ー ス

プ ログ ラム を実 行 プ ログ ラム に翻 訳 す る コー ス ジ ェ ネ レー タの 開発 。 これ に よ り,コ ン ピ ュー

タ の知 識 が な くて もCAIの 学 習 プ ログ ラムが 作 成 で き,か つ コー デ ィング の作 業 量 の軽 減 化

が は か れ る 。

② 反 応 処 理 お よ び学 習 過 程 ・成 果 の評 価機 能の 強 化

i)反 応 処 理 にResponseProcessor機 能 を加 え,反 応 の事 前 加 工 処 理(文 字 ス ト リング ・サ プ

レ ス)と5種 類 の反 応 照 合 処 理 が可 能 で あ り,学 習 者 の反 応 の 処 理,評 価 の基 礎 的機 能 の 強 化

を はか った 。

ii)評 価 カ ウ ン タの 使用 法 を シス テ ム化 し,「 適 応 形 成 的評 価 」 の 実行 を はか れ るよ うに した 。

す なわ ち,① 定 常 的評 価(通 過 フ レー ム数,問 題 数 一 正 答 数,配 点一 得 点,試 行 回数,反 応 時

間,ヒ ン ト ・正 答 要 求 回数 な ど)の ほか に,② キ ー問 題(基 本 目標 問題)に 対 す る正 誤 評 価,

③ 各 問 題 に対 す る反 応 の種 類 の 質 的分 類 評価(レ ベ ル1),反 応 の正 誤 と得 点 を一 体 化 した反 応

系 列 パ ター ン評 価(レ ベル2),テ ス ト ・バ ッテ リーの 得 点 パ ター ン評 価(レ ベ ル3)か らな る

水 準 の 形 成 的評 価 機 能 な ど,各 フ レー ム に対 して26個 の評 価 カ ウ ンタ と26個 の記 録 用 評 価 カ ウ

ン タか らな る評 価 シス テ ムを組 込 み,学 習 過 程 ・成 果 のMonitor,Decisionお よ びBranching

の 機 能 を高 めた 。
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◎ 学 習 プ ゴグ ラム にお け る分 岐 機 能 の強 化

,3種 の試 行 内ルrプ,試 行 内 サ ブ ル ー チ ン,フ レー ム 内サ ブル ー チ ン,フ レー ム外 部 サ ブル ー

,・ チ ン な ど,分 岐用 ス タ.ックの深 さと その 機 能 を広 げ,処 方 用 教 授 の た めの 機 能 を高 め るよ うに・し

た 。 ㌧ ・ ,./り

④ 学 習 監 督 者 によ る学 習 成 果 の監 視 と学 習 計 画 の 管 理 機能 の 付 加,

全 体 の 学 習 プ ログ ラ ムを最 大32個 の独 立 の サ ブ コ ー スか ら構 成 で きるよ うに す る とと もに,学

習 者 別 学 習 構 造 フ ァイ ル の 管理 下 で 学 習 者 の学 習 が実 行 され るよ うに した 。学 習監 督 者 は 日々 あ

学 習 成 果 を監 視 しな が ら,学 習 者 別 学 習 構造 フ ァイ ル を外 部 か ら変 更,管 理 し,学 習 者 に見 合 っ

た学 習 ス ケ ジ ュー ル を組 み たて る こ とが で き る。

最 後 に学 習 者 とコ ン ピ ュー タ との イ ン ター フェ ース につ いて触 れ てお こ う㌣学 習 者 と コン ピュ ー タ

との 会 話 に使 わ れ る基 本 的 な メ ッセ ー ジ2240個 は デ ィス ク に メ ッセ ー ジ フ ァ イル と して 登録 され て お

り,ま た,コ ー ス ご と に26個 の特 殊 文 字 を生 成 ・表 示 で き る 機 能 を もった 「特 殊 文字 ジ ェネ レ ー タ

ー 」 が用 意 されて い る。 こ れ らの ソ フ トウ ェ アは,学 習 者 とコ ン ピ ュー タ との 会話 機 能 を高 め るた め

に 役 立 って い る。

C国 立 教 育 研 究 所 一 葛 飾 区 教 育 委 員 会

CAI(数 学教科)共 同研究の開始

1974年,国 立教育研究所は 「CAIシ ステムの教育実践の場での利用と個々の児童生徒の学習過程

の改善」という課題を,教 育実践の中で共同して解決にあた りたいという希望と協力を葛飾区教育委

員会に申しいれた。葛飾区教育委員会は,こ のCAIの 実験化を,明 日における現場の実践的課題と

して受けとめ,74年 度か ら数学教育実験研究委員会を発足 させるとともに,区 立常盤中学校に新設さ

れた2教 室分を,CAIの 施設設置場所 として提供し,1974年12月 よ り実験的試行に入 った。

Dシ ステ ム適 用開始 時期

1974年11月21日

E他 の システム との関係

特になし

Fシ ステ ム適用 の効果

教 育 にお け る コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの効 果 は,そ れか らもた ら され る成 果 に対 す る教 育 的価 値 の

評 価 が 多 次 元 で あ るた め,物 的 な意 味 で の有 効 性 は未 検 討 で あ り,現 段 階 で は,そ の有 効 性 を評 価 で
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きな い 。

じか しな が ら,学 習 過 程 お よ びカ リキ ュラ ム研 究 に対 す るCAIか ら もた らされ る成 果 は,非 常 に

大 きな もの が あ り,実 験 的 か っ 研究 用 シス テ ム と して は,大 い に成 果 を上 げて い る。他 方,シ ス テ ム

の 性 格 上,学 習 者(生 徒)の 学 習 過 程改 善 に つ い て も,み るべ き ものが あ り,ソ フ トお よ び コー ス ウ

ェ アの 質 に依 存 して,現 シス テ ム は有効 性一 費用 は別 に して一 を もって い る とい え る。

Gシ ス テ ム の レ ベ ル ア ッ プ

有:学 習 端末 機 の増 設(50年 度3台)

そ の 他周 辺 機 器

将 来 にわ た って,増 設 計 画 が あ る 。

Hイ ン タ ー フ ェ ー ス

④ 言 語 … …CAI言 語'"

(ロ)入 出力 機 器 … …CRT&マ イ ク ロ フ ィシ ュデ ィス プ レイ

キ ー ボ ー ド

1デ ー タ量

約10MB十10MB=「26Mii]`

学 習 記 録 コー ス プ
ロ グ ラ ム(教 材)

Jプ 三グ ラ ムシステ ム構 成

(5-9-1図 ・a,5-9-2図 ・b,5-9-3図 ・c,5-9-4図 ・d,5-9-5図 ・e)
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5-9-1図 国 立 教育 研 究 所:CAIソ フ トウ ェア構 成&オ ペ レー テ ィン グ様 式

a)コ ー ス作 成 者 モ ー ド(AuthorMode)

コ

CRT

・Michrofiche

Display

キ ■ ボ ー ド

教授コース・

メッセージの作成・修正

教授用テキス ト

&

会話型メッセー ジ
教授用テキス ト

鰹
メッセージ

ファイル

Disk

教授 コー ス

(オブ ジェ

ク ト)

教授 コー ス

ファイル

MT

会話型

メ ッセー ジ

ファイル

会話 型モニ タ

令0
0ASIS-45

エ クゼ キュ タ

EDITOR

CAI
,「

コ ー ス ・ ジ ェ ネ レ ー タ

(pre-pr・cess・r)

CR

作 成 ・修 正

(教授 コー ス、テ キス

ト、 メッセー ジ)

教授 コー ス

(ソー ス)

Disk

COMPUTER
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㍉ 《
.・5-9-2図 ・b)'学 習 者 用 モ ー`ド(StudentMode)

''"シ 『
, ."・"一.カ'『

Michrofiche

CRTDisplay

キー ボー ド 教授 テキス ト

学 習者 の&教 授 テキス ト

応 答 メッセージ
釘 ド

教授コース

メッセージ

Disk

華…離

曇`裟
制御ファイル

MT

学習者
の

学習記録

CAI

OASIS-45

エ クゼ ギ ュタ

COMPUTER

5-9-3図c)学 習 監 督者 モ ー ド(ProcforMode)

''"
・キ ー ボ ー ド

・問合 せ ・

修 正 ・決 定

(学 習ス ケ ジュー ル)

CRT

学習 成績
&・

学習 スケ
ジュー ル

Disk

学習構造
ファイル

学習履歴
デー タ

MT

教授 コース
コー ス構 造

ファイル

会話型モニ タ

NIER-

EDLSン ス ア ム

(学習者の学習スケジュール

評価 ・決定システム)

CR

学習 スケ ジュTル
の修正 ・決定

LP

学習者の成績
&

学習スケジュール

COMPUTER
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5-9-4図d)評 価 モ ー ド(EvaluationMode)

CRT

教授 コース
ファイル

教授 コー ス

構造ファイル

キ ー ボー ド

問合 せ'、コマ ン ド

教授 コース
&

学習者成績

会話型 モニ タ

Disk

OperatingSystem

NIER－ デー タ

評価 システ ム

(NDES)

成 績 デ ー タコー ス評 価

評 価 シス テ・ンス アム

ム

教授 コース
分析結果

学習成果の
分析結果
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5--9-5図e)教 授 管 理 支援 モ ー ド てAdministrativeSupportMode)

CRT

キ ー ボ ー ド

問 合せ ・コマ ン ド

教授管理情報

Disk

学習履歴
データ

学習過程
制 御
ファイル

MT

学習
経過記録
ファイル

会話型モニ タ

ディスク

オペ レーティング ・システム

NIER－

教授 管理 デー タ

評 価 システム

COMPUTER

Kシ ス テム構成

(5-9-6図)

Lシ ステ ム設 置場所

東京都葛飾区金町2-11-1

葛飾区立常盤中学校



5-9-6図

マイクロフィッシュ

制 御 装 置

CAtシ ステ1ム徽 図

磁気ディスク装置

2.5M厨

磁気テープ装置
800BPI

OKITAC-4500C

中央処理装置

記憶容量32K語

オフラインカー ド

さん孔機

磁気テープ

コントローラ

マイクロフィッシュ

装 置

(教材用)

CRTデ ィスプレ.イ1

(問題解答用)

「 一 一 ー一 －T『 『 一 ー 一 丁 一 ー ー 一 一 「 一 一 一 一一 －T-一 一ー 一 一 ・一一 ー ーー－r-一 一 ー 一 「

L__9三 こL__三 巴工L_」 三三1-1 (6号}L _Y-g2」

N
昏
o
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101BM-3270-CICSを 使用 した オ ン ライ ンサ ポ_

トシ ス テ ムの 開発

Aは じめ に

久 保 田鉄 工 ㈱ は,ル ー ト販 売 情 報 シス テ ム と 呼 ぶ,オ ン ラ イ ン ・ リア ル タ イ ム処 理 シス テ ムを開

発 し,1974年4月 よ り本 格 的 に稼 動 を開始 した。

この シス テ ムは,製 品 の販 売,及 び,物 流 を対 象 と し,当 社 の製 品種 類 の40%,売 上 高 の60%(2000

億 円/年)を カバ ー す る もの で あ る。

当 シス テ ムの 開発 に は,直 接参 加 だ けで も300人/月 の マ ンパ ワ ー と
,約1年6カ 月 を費 した。 当

社 は,従 来,製 品 ご との パ ッチ処 理 シス テ ム しか 経験 が な く,当 プ ロジ ェ ク トを進 捗 させ て行 く上 で,

数 々 の 困難 を打 破 して推 進 して行 か ね ばな らな か っ た。

その た め に,第1に,適 切 なハ ー ド,ソ フ トの選 定 が必 要 が あ った。

開 発 容 易 性 ・使 用 可 能 性 等 か ら・端 末 と して,IBM3270情 報表 示 装 置 を用 い るこ とと し
,汎 用 ソ

フ トウ ェ アパ ッ ケー ジ と して,CICSを 採 用 した。

第2に,こ れ らハ ー ド,ソ フ ト双 方 の ツ ール を充 分 生 か した,効 率 の 良 い設 計
,プ ロ グ ラ ム標 準 を:

確 立 す る必 要 が あ った 。

当 シス テ ムは・ 適 用 業 務 が複 雑 ・ 大 規 模 で あ る割 合 に,少 数 の人 員 と,短 い 開発 期 間 で 完 成 し た

が,こ の主 因 は,CICSと ル ー ト販 売 情 報 シス テ ム との間 に,「 援 助 シス テ ム」(以 下 「サ ポ ー トシス

テ ム」 と呼 ぶ)を 作 り,介 在 させ た こ とに よ る もの で あ る。

この サ ポ ー トシス テ ムは,設 計,プ ログ ラ ム開 発 に対 す る標 準 化
,汎 用 化 の 手段 で あ る と同 時 に,

開 発 過 程 の みな らず,導 入 後 の 運 用,維 持 管 理,将 来 の拡 張 等 に対 す る容 易 性
,簡 略性,省 力 化 を期

した もの で あ る。 ・、

本 論 文 は,久 保 田鉄 工 ル ー ト販 売 情 報 シス テ ムを簡 単 に紹 介 し
,当 シス テ ムの開 発 導入 に不 可 欠 で

あ った 種 々 の技 術 的 工 夫 を集大 成 し,サ ポ ー トシス テ ム と して 以 下 に概 要 と して述 べ る
。

Bル ー ト販売 情報 シスデ ム

サ ポ ー トシス テ ム開 発 の契 機 とな った,ル ー ト販 売情 報 シス テ ムの概 要 を次 に示 す
。

a目 的 ・'
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(1)受 注 情 報 の 即 時 処理 に よ る出荷 手 配 。

(2)シ ェ ア拡大 の 支援 。

(3)受 注 増 に対 処 し,レ か も,増 員 を抑 制 す る。

(4)事 業 部 の 共 同利 用 に よ る電算 処 理 費 の 節 減 。

bシ ス テ ムの範 囲

(1)対 象 業 務

販 売,1在 庫,物 流 と広 範 囲 に亘 る。

5-10-1表 ル ー ト販売情報 システムの業務内容

匡 注購 旨添上
〇一般受注

○特殊受注

○輸 出部品受注

○未納 コン トロール

○割当枠変更

○積送品 出荷指示

匡 送処郵
o積 送要求

10積 送品着荷報告

1醐 処郵
O棚 卸差異分 インプ ッ ト

遮]
o出 荷計上
○出倉庫変更

○出荷指示取消
o出 荷連絡

O出 荷取消

座l
o生 産予定変更

o納 品連絡

O在 庫移動

1実販魍l
o得 意先在庫報告

区 会応答1

顛末 照会

○受付No.による顛末照会

○出荷連絡Noに よる顛末照会

○未指示 明細照会

○品番別倉庫別在庫照会

○倉庫別 品番別在庫照会

○売上在庫照会

○生産予定状況照会

○割当枠予実照会

○輸出部品受注顛末照会

マ ス ター照 会/メ イ ン テ ナ ンス

○得意 先 マ ス タ ー

○純 所 マ ス タ ー

O品 番 イ ンデ ック ス

○部 品 マ スタ ー

o価 格 マ スタ ー

実績照会

○営業所別出荷実績照会

○営業所機種別出荷実績照会

○機種別出荷実績照会

○府県別出荷実績照会

○府県機種別出荷実績照会

○得意先別出荷実績照会

○得意先機種別出荷実績照会

o割 当充足度一覧

○倉庫 引当順位変更

○元請業者 マスター'
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.5-10-1表 リアル タ イ ム シ ステ ムの業 務 内 容 を示 す 、 ・J

(2)対 象 製 品

農 業 機 械 本 体,及 びそ の部 品,ビ ニ ール パ イ プ,住 宅 機 器。 住宅 建 材 。

cシ ス テ ムの手 段 と規 模

5-10-2表 に シス テ ムの手 段 と規 模 を示 す 。5-10-1図 に回線 網 を示 す 。

5-10-2表 ルー ト販売情報 システムの手段 と規模

コ ン トロ ー ル ・プ ロ グ ラ ム IBMプ ログラム ・プロダグ トCICSOSMFT

CPU及 びDASD IBMS/370M158333010ス ピン ドル

端末装置及び設催 台数 . IBM3270情 報表示 システみ131台

回線 BSC1200bps20回 線

端末設置場所 37ケ 所

デ ー タ量(ト ラ ンザ ク シ ョン数) 30,000件/日

フ ァイル 数 35コ

タスク数 131コ

画面数 140コ
一 「 一

リアル プ ログ ラム本 数 300本(ASM60,000ス テ ップ)

バ ッチ プ ログ ラ ム本 数 500本(PL/190,000ス テ ップ)

5-10-1図 回 線 ネ ッ トワ ーク

ノ

●
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d開 発期 間 と工 数

5-10-3表 に示 す 。

5-10-3表 ルー ト販売情報 システムの開発期間と工数

基 本,構 想
S・46・12～S・47・10 .(11ケ 月)3

～4名

プ ロジ ェ ク トチ ー ム

}

S.47.11～S.49.4(18ケ 月)

300人/月i

e効 果 ..

(1)省 力 効果 。'l
i

(2)即 納 率 の 向上 。 「

(3)販 売戦 略 の ツ ー ル。

fシ ス テ ムの特 徴

(1)各 製 品事 業 部 の枠 を越 えた,統 合 シス テ ムで あ る。

② 販 売 業務 の殆 ど全 て を,完 全 リアル タ イ ム処 理 で カバ ー して い る。

(3)デ ィス プ レイ端 末 に よ る,:完 全 会話 型 処 理 で あ る。;

σ サ ポ ー ト シ ス テ ム の 開 発 目 的 と構 成

253

aサ ポ ー トシス テ ムの 目的

前 述 したル ー ト販 売 情 報 シス テ ム を開発 して 行 くた φ に,解 決 す べ き課 題 と して,5-10-4表 に示

す項 目が あ げ られ た。

5-10-4表 アプ リケーシ ョンシステム開発のための課題

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

シス テ ム設 計 の 進 め 方 。,i・"J'"『

オペ レー シ ョンは,ど の よ うに進 め て行 くべ きか 。

3270の 機能 を生 か す 画 面 の使 い方,設 計 の 仕方 は 。

3270の フ ァ ンク シ ョンキ ー の 利用 法 とア プ リケ ー シ ョ ンプ ログ ラ ムの 関 連 。

CICSと3270の 関 連 づ け。

プ ロ グ ラ ム作成 は どの よ うに 標 準 化 し,進 めた らよい か 。

テ ス トはい か に行 うか 。

メ イ ン テナ ンス の しや す い シス テ ムは,ど うす れ ば 出 来 るか 。

一 般 的 に,シ ス テ ム の設計 か らプ ログ ラ ム開 発 ま で は,5-10-2図 の 開発 手 順 に示 す よ うに,5つ

の工 程 をふ む こと にな る。 これ らの 作 業 はr
,特 に木 きな シス テ ム開 発 にお い て,よ り効率 の高 い こ と

が 要 求 され,作 業 分担 の必 要 が 生 じ る。従 って,そ の結 果,情 報 の一 元 化,及 び各 作 業 の 管理 は よ り

困難 とな り・ 同図 の必 要条 件 に示 す よ うな項 目に よ って 解 決 を図 って 行 か ね ば な ら な い 。 この た め・

に は,設 計 自体 の標 準 化,汎 用 プ ロ'グラ ム,あ るい は,マ ク ロ等 の 開発 が 大 きな 助 け とな るが,そ れ.
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5-10-2図 システム開発手順 と必要条件

く 開 発 手 順 〉 〈 必 要'条 件 〉

1奪

、聾
・へ

,♪

.ニ

1

ヤ
1卜

プログラム

設 計

↓

メインテナンス

情 報 の 一 元 化

効 率 性

管 理 性

標準化による

統一性

デザインの

容易性

コー デ ィ ング

の 容 易性

テストの容易性

メインテナン

スの容易性

イ

ン

タ

|

フ

エ

1

ス

情

報

の

兀

化

だ け で は,あ くまで も設 計 や プ ロ グ ラ ムテ ク ニ ック上 の断 片 的 問題 解 決 にす ぎな い。

そ こで,前 記 の 課 題 を,開 発 手 順 の 中 に組 込 み,体 系 的 に解 決 す る こ とをね らって開 発 した シス テ

ム が,サ ポ ー トシス テ ムで あ る。

5-10-3図 は,シ ス テ ム開発 に対 す る従 来 の アブ。ロー チ と,サ ポ ー トシ ス テ ムの ア プ ロー チ を,対

]比させ て示 した もの で あ る。

5-10-3図 システム開発 における従来の アプ ローチと当サポー トシステムの アプ ローチの対比

従 来 の ア プ ロ ー チ

当システムのアプロー千

OS

アプリケーショ

ンプログラム

OS

CICS

アプリケーショ

ンプログラム

汎用ソフ ト
ウエア ・
パッケージ

甲
ClCS

汎用
プログラム

アプリケーショ

ンプログラム

OS

CICS

サポー トシス

サボー}システム

汎用プログラム

設
計

プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発

一

一アプリケーシ9

ンプログラム

システマティ7ク に統合
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bサ ポ ー ト シ ス テ ム の 構 成

、..5-10T4図}ま,当 サ ポ ー トシ ス テ ム の 構 成 要 素 を 示 し た もの で あ る。 こ の 図 に 示 す よ う に,オ ン ラ

イ ン シ ス テ ム の ・ シ ス テ ム 開 発 か ち運 用 に い た る二 連 の 業 務 に 亘 っ て,援 助 を行 う も の で あ る 。'こ れ

ら は,・'・

5-10-4図 サ ポ ー トシス テ ム の構 成

設計標Ptl

画面設計 タスク設計 ステップ 醐 ト

モジュール プログラミング テえ ト

自動マップ
作成

(AMPI

MAP

ライブラリー

自動タスク
ノインルー
チン作成
(KTCT)

タスク

ライプ ラ`}一

プログラム

標準及ぴ
マ ク ロ

∠㍉筑
Ci謝

プoグラム

ライブラリー

〆
4♂ η

溶
ご、
!"

柔

K

ζ

忌
準

婚未詳

リアルシステム

オペレーティングシステム

KSCP

.㌫ 二.
.1.lI

…
アプリケーシロン

プゴグラム

1

CtCS

WH

FILE

IOモ ジ
ュール

汎用コントロールプログラム

アプ可ケー

シロン

77イ ん群

ILOG
インブツト
デ;タoグ

BLOG

フ ァイ'レ'くっ

クアシプ ログ

リアル
アカウント
システム

サポート
バッチ

システム

ぐジクア〃
rJカ バ1)]

＼

ンステム

サボートパツ

アプリケーション

パッチシステム

↓ 白

く1)設 計 標 準 。

〈2)プ ロ グ ラ ム 開 発 及 び テ ス ト ツ ー ル 。

・(3)
.汎 用 コ ン ト ロ ニ ル プ ロ グ ラ ム 。

(4)オ ペ レ ー シ ョ ン標 準 。

・(5),サ ポ ー トバ ッ チ 。

..dの, ,5つ に大 別 さ れ る。
層 「
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cサ ポ ー トシス テ ムの機 能 と特 徴 ・::-t

サ ポ ー トシ1テ ム を設 計 を中 心 と して展 開 す る と,5-10-5図 の よ うに な る。 この よ うに,設 計 作

業 が シス テ マ テ ィ ック に進 め られ る と同時 に,設 計 の各 段 階 にお い て,"'

5-10-5図 設計を中心と して展開されるサポー トシステム'

〈ファイル設計〉

`

隔iiζ ・Zs'・

1実行へのインターフt－ ス(画面
コン トロール}

コーディング

(1)タ ス ク設 計 と,オ ン ライ ン実 行(オ ペ レー シ ョン標 準,汎 用 コ ン トロー ル プ ログ ラム)間 の イ

ン ター フ ェー ス。

② 画 面 設 計,自 動画 面作 成 プ ログ ラ ム,及 びオ ン ライ ン実 行 間 イ ン ター フ ェース 。

(3)ス テ ップ設 計,フ ァイ ル設 計,モ ジ ュール 設 計 と,プ ログ ラム開 発 間 イン ター フ ェー ス。'

等 が,自 動 的 に確 立 され るよ うに した。'よ

換 言 す れ ば,当 サ ポ ー トシス テ ムで は,5-10-4図 の5っ の構 成 要 素 が設 計 標 準 の も'とに,'シ ス テ

マ テ ィ ック に統 合 され て お り,こ の 設 計 標準 に従 え ば,他 の全 ての 作 業 まで が,自 動 化,標 準 化 され
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る よ う に な っ て い る 。

Dお わ りに

最 後 に,そ の他 の トピ ックス に つ い て簡 単 に述 べ る。・

a開 発 ス ケ ジ ュー ル

5-10-5表 に示 す よ うに,サ ポ ー トシス テ ムは,約15ヵ 月 をか け立案 開発 した。 この 間,ア プ リケ

ー シ ョン シス テ ムの開 発 に対 し
,た えず 先 行 して 進 め る反 面,ア プ リケ ー シ ョン面 か らの フ ィー ドバ

ック を織 込 み な が ら,各 種 修正,効 率 向 上 をは か って きた。 これ らの変 更 作 業 は,サ ポ ー トシス テ ム

の 汎用 性 の ゆ えに楽 に対 処 で きた 。

5-10-5表 サポー トシス テム開発経過

46年48年4g年

」 ら111212・3456789'01"21234

基
本
構
想

「

覧讃

=

1

鵬
ロ

ζ

《

蔑

設計標準化スタディ
ー

設計標準作成

各種汎用プログラム作成.,

プログラ ミングツール

(マ クロ)作 成

テストツール作成
一 . 1

基本設計'業務範囲決定

画面設計

タスク設計
ヘ

モジュール設計
一

各種修正 ・効率向上

サポートバッチシステム作成

墾稽

　

麦
テ

と叢

プログラミング

テスト実施

b開 発 工 数 と効 果

5-10-6表 に示 す よ うに,当 サ ポ ー トシス テ ムは,8500ス テ ップ(シ ス テ ム全 体 か ら見 て約12%)

の 規模 とな っ た。

この サ ポ ー トシス テ ムの 開 発 工数 が,従 来 一 般 的 にい わ れ る,10ス テ ップ/人/日 と同 様 の工 数 に な

った事 は,当 然 とい え る。 しか し,こ れ に よ って,ル ー ト販 売情 報 シス テ ムが,2分 の1(20ス テ ッ

プ)の 工 数 で 開 発 で きた事 で,大 きな省 力 効 果 が 得 られ た 。

又,設 計 の 容 易 性,開 発 作 業 及 び管理 の一 貫 性 等 に よ り,ユ ー ザ ー部 門 で設 計 が 行 え
,か っ プ ログ

ラ ム外 注 が可 能 とな った,等 の効 果 も得 られ た。

Cパ フ ォー マ ンス

オ ン ライ ン シス テ ムの パ フ ォー マ ンス にお い て,タ ス ク ラ イ フは,大 きな要 因 とな るが
,当 サ ポ ー

トシス テ ム は,タ ス クの,ロ ー ル イ ン/ロ ー ル ア ウ トを汎 用 的 に行 うな ど,種 々の パ フ ォー マ ン ス改

善 に寄与 して い る。 しか し,さ らに ター ンア ラウ ン ドタ イ ム とい う面 での 改 善 を,現 在 進 め て お り,
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5-10-6表 開発工数 と効果

開発工業

サ ポ ー トシ ス テ ム

サ ポ ー トシス テ ム プ ロ グ ラ,ム総 ス テ ップ数8
,500

1人1日 当 りの ステ ッ プ数

10ス テ ップ開 発工 数

850人 ・日

ル ー ト

販売情報 システム

リア ル タイ ム部 分 プ ロ グ ラ ムス テ ップ数

60,000

1人1日 当 りの ステ ッ プ数

20ス テ ッ プ開 発 工 数
3,000人 ・日

効 果

1.

2.

3.

4.

5.

省 力 化

拡 張 性

標準化による統一性

システ ム開発の管理性,容 易性,簡 略{生

維持管理 の容易性

5-10-7表 タ ス クの ター ンア ラ ウ ン ドタイ ム に しめ る 各 リソ ー ス ごと の 値

3331d59

3分

オペ レー ション

オペレーションCPUFIIELUTEQUEUEタ ス クのロール イン/ロ ールアウ ト実施前

注:嚢 中の数 字は,秒 を表 わす 。

特 に回線 の ス ピー ドア ップ を中 心 に検 討 申 で あ る。 この状 況 を5-10-7図 に示 す 。

d将 来 性

(1)端 末 として,3270情 報 表 示 シス テ ム を採 用 し,こ れ に合 った サ ポ ー トシス テ ムで あ り,ノ ンペ

ーパ ー指 向 ,会 話 性 な ど,今 後 の オ ン ラ イ ン シス テ ムの典 型 とな る。

(2)汎 用 ソフ トウ ェアパ ッケ ー ジで あ るCICSを 採 用 し,か つサ ポ ー トシス テ ムは,CICSの 変 更 を

い っ さい 行 って い な い。 この こ とは,VS,VTAM,VSAMと い っ た,今 後 の新 しい オペ レー テ ィ ン

グ シス テ ム に,十 分 対 処 して行 け るで あ ろ う。

又,将 来 デー タ ベ ース に本格 的 に取 り組 む 場合,CICSのDL!1イ ン ター フ ェー ス に よ って,対 処 し

託iiil

33 10

乳.。,ン 回線のスピー ドア・プ後(予 想)

54
1≡z マップ伝送量削減/端 末1/O回 数圧縮

(現状の実績)

33

.'

妻

10

1誓

≧

10

≡

14 】05

曉
タスクのロールイン/ロ ールアウト実施後

33 14 240

1≡
鱈診i' 3

オ・●Aる ■ ■.〉.・・ ・ ・ ・….◇ ・ ・シ ● ■..◆ ・ ・■
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て 行 きた い と考 えて い る。

(3)モ ジ ュー ル化 を,徹 底 して行 った とい う点 で,CICSの 思 想 に マ ッチ して い る と と もに,サ ポ

ー トシス テ ム
,ア プ リケ ー シ ョン シ ス テ ム と も,将 来 の拡 張 に十分 耐 え得 る と考 え る。

現 在,ル ー ト販 売 情報 シス テ ムは,成 功裏 に稼 動 して い る。 又,当 社 で は さ らに,当 サ ポ ー トシス

テ ム を その ま ま利 用 して,他 の シス テ ム開 発 が 進 ん で い る。

ふ りか え って み るに,全 般 的 プ ロ ジ ェク ト進 捗 に先 行 して,技 術 的 課 題 の 設 定 と,そ の 解 決 を図 る

1ことが,い か に重要 な こ とで あ るか を痛 感 した。 当 サ ポー トシス テ ム は,ま だ ま だ不 備 な面 は あ っ た

と考 え るが,久 保 田鉄 工 ル ー ト販 売 情 報 シス テ ムの 開 発 を進 め る上 で,サ ポ ー トシス テ ムの果 した役

割 は,十 分 な もの が あ った と考 え る。

本 論 文 で 紹 介 した∫ サ ポー トシス テ ムの 開 発 の 考 え方 な り,進 め方,具 体的 内容 につ い て,今 後 の

参 考 に な れ ば幸 い で あ る。
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11'東 芝機 械 ㈱ に お け るCAMフ ェー ズ1シ ス テ ム

Aシ ステ ム開発 の背景 .

当社 の工 作 機 械 工 場 は,多 種 少 量 の大 型 工 作 機 械,専 用 工 作 機 械 と比 較 的標 準 的 な中型 汎用 工 作機 二

械 を製 造 して い る典型 的 な ジ ョブ シ ョ ップ で あ る。需 要 変 動 の 大 きな これ らの 製 品 の納 期 を確 保 し,

しか も在 庫,仕 掛 りを極 力 少 くす るた め に は,必 要 部 品 を短 期 間 に調 達 す る こ とが大 切 で あ り,特 に

製 造 リー ドタ イ ムの長 い機 械 加 工 部 品 を うま く加 工 供 給 す る こ とが ポ イ ン トと な る。機 械 工 場 は 固定.

的 な設 備,作 業者 を リソ ース とす るた め,能 力 の フ レキ シ ビ リテ ィが 少 く生 産 管理 上 もっ と もネ ッグ

とな り易 い。

ジ ョブ シ ョッ プの計 画 的 コ ン トロー ル,自 動 化 に対 して,NC工 作 機械,マ シ ニ ング セ ン ター の計

算 機 制 御 方 式 は,技 術 的 な手 段 を与 え る。 当社 で は,4年 前 よ りDNCシ ス テ ム を導 入 して,稼 動 を

行 い,運 営上 の 問題 点 の追 究 と解決 に 当 って 来 た。 しか し,今 の レベ ル で は,経 済 的 に も適 当 な範 囲

の 部 品 と工 程 に限 定 されて お り,在 来 の 汎 用 工 作機,単 独NC機 を混 在 した形 態 が,当 分 の 間一 般 的

な姿 で あ ろ う。

マ シ ン シ ョップ全 体 あ コン トロー ルの た め には,生 産 技 術,物 流,生 産 管 理 の各 方 面 に わた る シス

テ ム的 な ア プ ロ ーチ が 必要 で あ る。

ジ ョブ シ ョッ プの個 々の 加 工 機械 間 を移 動 す る ワー ク を,工 場 全 体 の ス ル ー プ ッ トを 向上 させ るよ

うに順 序 づ けて加 工 す る科 学 的 なス ケ ジ ュー リング技 術 が 要 求 され,一 部 の大 物 部 品 の加 工 シ ョッ プ

で は,大 型 加 工機 に対 して,ジ ョブの割 付 け を,計 算 機 で 行 った,試 行的 な マ シ ンス ケ ジ ュ ー リング

を,数 年 前 よ り行 っ て来 た。 機 械稼 動 率 を保 ち,た ち ま ち工 程 間 の待 ち を減 らし,リ ー ドタ イム の短

縮 に寄 与 す るた め に は,適 切 な ジ ョブの 順序 づ けが 必 要 で あ る。 特 に,加 工 単 価 が高 く,工 程 間 の部

品 滞 留 が,物 流 上 も大 きな 障害 とな る中大 物 部 品 工 場 で は そ の ニ ー ズ が高 い。現 品 の交 通 整 理 に直 結

した マ シ ンス ケ ジ ュ ール を,全 て の主 要 機械 に,タ イ ム リー に,統 一 的 に与 え る こ とは,人 手 で は不

可 能 で あ る。 しか し機 械 的 なス ケ ジ ュー リング ロジ ックの み で は,現 場 で発 生 す る緊 急 処 置,機 械,

作 業 者,段 取 り等 へ の細 か い配 慮 をカバ ー し得 な い。 従 って,大 筋 の ロ ジ ックで ス ケ ジ ュール した結

果 に,人 に よ る修 正,さ らにス ケ ジ ュー ル ロジ ック 自体 へ の 人 間 の コ ン トロー ルが 必要 で あ り,か つ

重 要 で あ る。

CAM-1は,CAMへ の 第1ス テ ップ として,現 実 的 な機 械 工 場 の 総 合 的 な生 産 性 向上 へ の サ ポー

トを 目的 と した もの で あ る。
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工 作 機 械 工 場 にお け る,こ の シス テ ムの ね らい は,

① 組 立 日程 の確 保

② 製 造 リー ドタ イ ムの短 縮(仕 掛 りの 減 小)

③ 生 産 効 率 の 向上(合 理 化,省 力 化)

で あ り,具 体的 な効 果 目標 を数 字 で与 え られて い る。

Bシ ステ ムの概要

CAM-1シ ス テ ム は,「 機 械 工場 管 理 シス テ ム」,「NCサ ポー トシス テ ム」 で構 成 されて い る。

機械 工名 管 理 シス テ ムは,「 イ ン プ ッ トス ク リー ニ ン グ」,「 マ シ ンス ケ ジ ュー リン グ」 お よ び 「工

'場フ
ィー ドバ ッグ」 サ ブ シス テ ム と,こ れ らの モ ジ ュー ル に,ユ ー ザ ーが 直接 ア ク セス し コ ン トロー

.ルす るた め の 「オ ン ライ ンサ ー ビス」 サ ブ シス テ ムか ら成 り立 っ て い る。(5-11-1図 参 照)

生 産 計画 に基 い て,部 品 展 開 され た機 械 加 工 部 品 は,GTコ ー ドとGT－ 加 工 シ ョ ップ対応 テ ー ブ

ル に よ り,内 外 作 の 区分 と投 入 す べ き シ ョ ップが 決 定 され た後,手 配 待 ち ジ ョブ と して 「製 造 オ ー ダ

ス テ ー タス デー タベ ー ス」 に フ ァ イル され る。

この 手 配 待 ち ジ ョブは 「イ ン プ ッ トス ク リー ニ ン グ シス テ ム」 に よ っ て,日 程,消 化 能 力 の面 か ら

チ ェ ック を行 い,手 配 され た ジ ョブが マ ク ロ的 に実 施 可 能 か ど うか を フ ル イに か け る。 部 品 の納 期

・は,製 品の 組 立 日程 よ り,基 準 リー ドタ イ ム に よ って ,バ ッ ク ワー ドに計 算 し,さ らに各 加 工 工程 の

リー ドタ イ ム を下 式 で 計算 し,工 程 ご との基 準 日程 を求 め る。

・T-・百罐 灘㍊織 間

α は,運 搬 等 の 余 裕 日程 で,標 準 は2日 で あ る。標 準 日程 で は,実 施 不 可 能 で あ れ ば,あ る枠 の 中

で,急 行 日程 で再 計 算 す るが,そ れ で もだ めで あれ ば,ア ラー ム を出 し,ペ ンデ ィン グ フ ァイル に入

れ る。

この フル イ を通 っ た ジ ョブ は,手 配 す べ ぎ 日限 に達 す る と,フ ァイ ル よ りリ リーズ され,ジ ョブの

全 工 程,見 積 り時 間等 を指示 した仕 事 票 と工 程 ご との移 動 票(カ ー ド)が 出力 され,図 面,加 工仕 様

書 と一 緒 にパ ケ ッ トに収 めて,現 場 に 出票 され る。(出 票 リ リー ズ)

マ シンス ケ ジ ュー リング シス テ ムで は,ま ず 初工 程 が,現 時 点 よ りス ケ ジ ュー ルの 対象 期 間 内(1

、月)に あ る投 入 予 定 の ジ ョブ と仕掛 り中の ジ ョブ を,フ ァイ ルか ら抜 出 し,材 料 入 荷 状 況,治 工 具,

NCテ ー プ等 の 準 備 状 況 を チ ェ ック して候 補 ジ ョブ を決 め る。

ジ ョブ シ ー ケ ン シ ン グモ ジ ュ ール で は,各 ジ ョブ ご とに計 算 され た実 行 優先 係 数 に従 って,フ ォ ワ

・一 ドに,配 分 法 に よ って各 ワー ク セ ン タに,30日 間 の 工 程 作業 の 割付 け を行 う。

この割 付 け は,あ らか じめ フ ァイル に登 録 され た暦 日単位 の工 程 消 化 能 力 ま で,負 荷 の 山積 み を行
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5-11-1図 工 場 フ ィー ドバ ック デ 一 夕 ベ ー ス スケ ジ ュ ■ リ ング シ ス テ ム
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うが,優 先 係 数 の高 い もの には,代 替 工 程 を考 慮 して い る。

実 行 優 先 係 数 は,ジ ョブの基 準 日程 に対 す る進 捗 状 態 な どに基 い て 計算 され る 内部 プ ライ オ リテ ィ

と,大 日程 管 理 の 見地 が ら与 え られ る外 部 プ ライ オ リテ ィの積 と して計 算 して い る。

ワー クセ ン タ別 に割 付 け られ た 結果 に よ り工 場 管理 デ ー タベ ース 内 の 日程 デ ー タ を更 新 す る と共

に,現 時点 よ りは じめ の3日 分 を,各 工程 ご とに毎 朝 「工 程 作業 表 示 表(JL)」 と して 出 力 す る。J

Lの うち,は じめの2日 分 の ジ ョブ に対 して は,2桁 の シ ーケ ンス 番号 を付 記 し,カ ー ドレス の デー

タ収 集 端 末 へ の ジ ョブ報 告 の キ ー と して 使 用 して い る。

現 場 の班 長 は,必 要 が あれ ばJLの 修 正(1日 の幅 の 中 での 作 業 順位 の変 更 な ど)を 行 っ て作 業 者

にJLを 渡 し,そ のJLに 従 って 部 品 の加 工 作 業 が行 わ れ る。

JLの 他,30日 分 の ジ ョブ の割 付 け結 果 を示 した マ シン ス ケ ジ ュー ル表,進 行 管 理 に必要 な特 急 部

品表,未 人材 ア ラー ム表,ツ ー リ ング表 な ど も,都 度 要 求 に よ りプ リン トア ウ トされ る。

「工場 フ ィー ドバ ッ ク シス テ ム」

これ は,工 場 内 の ワー クの 加 工 状 態,移 動 状 態 と,マ シ ンの稼 動 状 態 を,タ イ ム ラ グな く,情 報 収

集 す る シス テ ムで あ る。1ワ ー ク当 りの加 工 時 間 が 長 く,高 稼 動 を期 待 され る個 別管 理 機 械 に対 して

は,カ ー ドレス の デー タ収 集 端 末 が,マ シ ンのす ぐそ ば に設置 され,個 々の ジ ョブの着 手 完 了,中 断

お よ び マ シ ンの非 稼 動 報 告 が行 わ れ る。 グル ー プ管理 機 械 に対 して は,各 シ ョ ップ に置 か れ た カ ー ド

入 力 方 式 の デ ー タ収 集 端 末 よ り,ジ ョブの 完 了 報 告 の み を行 って い る。 また,シ ョ ップ内 へ の人 材,

完 成 部 品 の入 庫 の報 告 も,こ れ に よっ て い る。

カ ー ドレス 端 末(OS:オ ペ レ ー タス タ ン ド)は,

。 工 場現 場 で の 安 定使 用(フ ー ル プ ル ー フ)

。 入 力操 作 の 簡 素 化 と入 力 ミス の防 止

。 入 力状 態 の 保 持 表示 に よ る入 力 忘 れ の 防 止

を主 眼 と して,自 家 開 発 した もの で あ る。(5-11-1表 参 照)

作 業 者 は,JLに 示 され た ワー クセ ン タ別 の2桁 の ジ ョブ番 号(SQ)と,2桁 の ス テ ー タス コー

ドを,テ ンキ ー操 作 に よ り入 力 す るだ け で よ い。 工 場 ミニ コ ンに は,全 て のJLデ ー タが 登 録 され て

お り,OSよ りの入 力 情 報 に対 して,つ き合 せ を行 い,可 能 な 限 り の ロジ ックチ ェ ック を行 って い

る。入 力 ミス が あれ ば,表 示 管 に数字 の エ ラー メ ッセ ー ジを返 し,再 入 力 を 要 求 す る。OKで あれ

ば,SENDボ タ ン を押 して,ミ ニ コ ンの 工場 デ ー タ ス テ ー タス フ ァイル を更 新 す る。

CALLボ タ ン を押 せ ば,直 前 に入 力 した ス テー タス が,表 示 管 に表 示 され る。

JLに な い,緊 急 の 割 り込 み ジ ョブ は,工 場 内のCRT・ タ イ プ ラ イ タ端 末 よ り,ミ ニ コ ンの フ ァ

イ ル に,事 前 に登 録 を行 う。 この他,ミ ニ コンα の フ ァ イル に種 々の デー タ編 集 を行 うこ とが 出来 る。
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5-T1-1表OS・SDC入 力表

SDC入 力表 75-4-70S入 力 コー ド表 75-4-7

カ ー ド 入力項 目 備 考 STAIUS 入力項 目 備 考 」OB-SQ

'998カ ード 人 材 中間工程部品人材の場合に も入力 oo 工程作業開始 作菜ほ再開に も使用.完 了か中断
と必ず対にす る

01

～

99

'工 程 作業

カ ー ド
工程作業完了 ㌣

09
工程作業中断 中断は、作業進度%の 意味を

含む
99釦 カー ド 剖囁センター入庫

10 工程作業完了

OSエ ラー説明表

30 JLに な い
工 程 作 藁 課責任 の再加工(実 績非計上)

31 運 転 準 備

WARMINGUP

ウ ォー ミン グ ・ア ップ 、か た
づ け(清 掃) 01

～
99

表示 エ ラ ー 説 明 処 置

oooo 00～10、30～40以 外 の誤 っ
た ステ ー タス を 入力

正 しいステー タスを再度
入力する

32
準 備 時 間PRE

PARA「r
ION

図面 ・材料 ・治工具等の準備

1111 未登録 」OB-SQを 入力 班 長 ・POに 問合 せ 、必
要 な 処 置 を とる 33

ク レー ン待 ち
WAITFOR
CRANE

2222
1日JOBが 完 了 または 中 断
とな らない うちに新JOB
を入 力

① 旧 」OBを 確 認 し、完
了 か 中断 を入力②
旧 」OBを 継 続 34

対 策 待 ち
ENGINEERI
NG

加工途上の諸対策

3333
未開始JOBの 中断または

完了 を入力

開始を入力の上 、中断又
は完了を入力、経過時間
は班長に報告 35 仕 事 待 ち

NOJOB
材料待ち、作業指示 なし

4444 完了済の 」OBの 開始 を再
度入力

確 認 して、新 しい 」OB
の 開始 を入 力

36
保 守
MAINTENA
NCE

故障、修理、定期検査
5555

対 象機 械 以 外の とこ ろに ダ
イヤ ル をセ ッ ト

確 認 して 、 ダ イヤ ル を再
セ ッ ト

6砺
入力 ケタ数不完全。(有効
数字であるべ き文字がブラ
ンク)

正 しく入力 し直す 37 不 在
NOATTEND

朝 礼 、他 機 応援 、会 餓 、組 合
活 動 、会社 行事 、技 術 指導 、
診 療 所

7777
T-40の タイム が 、セ ッ♪.
され てい な い 7,8,9は 共 に操 作 エ ラー

で ない の で 、2.3回 同 じ操
作 を繰 り返 し、 同 じエ ラ

.一 表 示 が 出れ`診 、班 長 に
エ ラー コー ドを連 絡 し、処 置 を とる

38
勤 務時 間 外

NOWORKING
TIME

退勤、休み時間

8888 ドラム転送エラー

39
半 端 時 間

UNASSIGNED
入力 しない

9999 ハ ー ド ・エ ラー が発 生

5-11-2図 現 場 デ ー タ収 集 端 末:OS(OPERATOR-STAND)

国

一 ∫
rt2
--3

L-4

04

一
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ミニ コンの フ ァイル に 報告 され た,ス テ ー タス は,「 オ ン ラ イ ンサ ー ビス シス テ ム」 の 高速 伝 送 回

線(4800bps)を 経 由 して,定 期 的 に上 位 コ ン ピ ュー タ に伝 送 され,工 場 管理 デ ー タベ ー ス 内 の ジ ョ

ブ ス テ 一 夕ス サ ブ フ ァイ ル を更 新 す る。 この更 新 され た状 況 を も とに して,翌 日の マ シンス ケ ジ ュー

リン グ処理 を上 位 コン ピュ ー タで行 う。

Cオ ン ラ イ ン サ ー ビ ス

現 場 の管 理 者 は,生 産 計 画 の変 更,設 計 変 更,仕 損 じ,マ シ ンや 作業 者 の故 障 等 の デ ィス タ ーバ ン

ス に,す みや か に対 処 せ ね ば な らな い。 ジ ョブ,マ シン,シ ョ ップの ス テ ー タ ス を即 座 に知 り,適 切

な ア ク シ ョン につ なが る生 産 管理 デ ー タの 編 集,ス ケ ジ ュー リン グの コ ン トロー ル用 の各 種 パ ラメ ー

タ ーの 設定 要 求 を現 場 事 務 所 の端 末 か ら,直 ち に行 え るよ うに して い る。 これ らの 端 末 は,キ ャラ ク

タ ー デ ィス プ レー とテ レ プ リンタ の ペ アで 構成 され,デ ー タ編 集 等 の ハ ー ドコ ピー を必要 とす る もの

・は,テ レプ リン タ を用 い る。 また,切 換 ス イ ッチ に よ って,工 場 ミニ コン の フ ァイル お よ び上 位 コ ン

ピ ュー タの デ ー タ ベ ース の いず れ に も直 接 ア ク セス し得 るよ うに して い る。

製 造 オ ー ダ ス テ ー タス デ ー タベ ー ス は,B/Mマ ス タ フ ァイル,ジ ョブ ス テ ー タス フ ァ イル,マ シ

ン能 力 フ ァイ ル,マ シ ン負 荷 フ ァ イル,問 い合 せ 用 フ ァイ ル で構 成 され,組 立 に必 要 な部 品 の ス テ ー

タス,機 械 工 場 で扱 う全 ジ ョブの工 程 ス テ ー タス,ス ケ ジ ュー ル に必 要 な マ シ ンの能 力,負 荷 な どの

シ ョ ップス テ ー タ ス情 報 を もった 総 合 フ ァイ ル で あ る。

ミニ コ ンの マ シ ン ジ ョブス テー タス フ ァイル は,工 場 内 の仕 掛 り中の ジ ョブデ ー タ と,マ シ ンの稼

動 状 況 が,フ ァイ ル され て お り,OSよ りの報 告 お よび,端 末 よ りの ス テー タ ス 問 い合 せ,デ ータ編

集 を リア ル タ イ ム に処 理 して い る。

これ らの フ ァイル へ の 問合 せ,編 集 指示 は あ らか じめ 用意 され た メ ニ ュ ー を,コ マ ン ド,キ ー ワー

ド,オ プ シ ョンの組 合 せ で選 択 して 行 う。編 集 指 示 は,パ ー ス ワー ドに よ りユ ーザ ー を チ ェ ック し,

フ ァ イル の保 護 を図 って い る。

「NCサ ポ ー ト シス テ ム」

工 場 管 理 シス テ ムで用 い られ て い る工場 ミニ コン ピュー タ,上 位 コン ピ ュー タは,同 時 にNCサ ポ

ー ト も行 う。

NCサ ポ ー トで は,

acDNC(Direct-NC)

acNCプ ログ ラ ミング お よ び デ ー タ編 集

を行 っ て い る。(5-11-一 ー一3図参 照)

DNCは,BTR(BehindtheTapeReader)方 式 で あ り,シ ス テ ムの 拡 張,保 守 な どに際 して,

DNCコ ン ピ ュー タ を停 止 させ る場合 で も,現 場 のNC機 は,バ ック ア ップ。用 の チ ー フ。によ り稼 動 可
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5-11-3図TOSBAC-5600/TOSBAC-40NCプ ロ グラ ミ ング シ ス テ ム

O工 具,カn工 条∫牛2N…'… ・・
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ONCプ ログラム

のコンパイル

,MT

プロッター

NC図

Oパ ー トプ ログラムの編集

Lソ ース プログラムの 倒集 ,

2.T-5600コ ンパ イル指 示

3.エ ラー メッセー ジチェッ ク

4.テ ープ イメージプ ログラ ミングの編集

o加工条件

Oソ ースプログラム

Oテ ープイメージ

プログラム

工場 ミニコンピュータ

EDP部 門

仁～

生産技術課

TOSBAC--40-DNC

Oソーステープイノージ

プ・グラムロ集
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Oテ ープイメー ジプログラムの酎集………

三 唱

吉 ㌻ ライタ}・… ・・ ㌫1::;=;㌶

能 で あ る。

生 産 管 理用 の デ ー タ収 集機 能 を もか ね たOS(NC)端 末 よ り,呼 出 され たNCプ ロ グ ラ ムをDN

Cコ ン ピ ュー タ よ り各NCに 分 配 す る。 制 御 台数 は最 大16台,デ ー タ伝 送 速 度 は500bpsで あ る。NC、

プ ログ ラム の磁 気 ドラ ムへ の記 憶 容 量 は2MBで あ り,リ ース イ メ ー ジ プ ログ ラム(ADT等)と テ

ー プイ メ ー ジ プ ロ グ ラ ムが
,フ ァイ ル され,現 場 の リモ ー ト端 末 よ り切 削条 件 の変 更 等 テー プィ メ ー・

ジの デ ー タ編 集 と,ソ ー ス プ ログ ラムの 編 集 を,ミ ニ コン ピ ュー タで 行 う。高 速 伝 送 回 線 を経 て送 ら

れ た リー ス プ ログ ラ ムは,上 位 コン ピ ュー タで コ ンパ イル され,そ の 結果 を ミニ コ ン ピ ュー タに返 送

す る。 これ らの プ ログ ラ ム編 集 は,会 話 室 で行 って お り,NCテ ー プの 完 成 期 間 の大 幅 な短 縮 を図 っ

て い る。
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D基 本機器構成 とプログラム構成

TOSBAC-5600/TOSBAC-40ハ イ ア ラ ーキ シ ス テ ム(5-11-4図 参 照)

5-11-4図 マ シ ン 構 成
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T-40は,DNCな らび にNCデ ー タ編 集 と デー タ収 集 の リアル タ イム処 理 を行 い,収 集 デ ー タ をT

-5600に 定 期的 に伝 送 し
,ま た 処理 結 果 を受 取 る。 この ソ フ トウェ ア(オ ペ レー テ ィン グ シス テ ム,L

ア プ リケー シ ョンプ ログ ラム)は,当 社 で開 発 され,言 語 は ア セ ン ブ ラ を用 い て い る。

T-5600は,NCプ ロ グ ラ ムの コン パ イ ル,生 産 管 理 デ ー タ処 理,デ ー タ ベ ース の メ ン テ ナ ンス を

バ ッチ処 理 で行 う他,リ アル タ イ ムに,ス テ ー タス の 問 合 せ,デ ー タ編 集受 付 け処 理 を行 う。 この ソ

フ トウ ェア は,OSはGCOS,デ ー タ ベ ー ス用 言 語 はIDS,ISPを 用 い て お り,ア プ リケ ー シ

ョン プ ログ ラムは,コ ボ ル,フ ォ ー トラ ン,GMAP(マ ク ロア セ ン ブ ラー)言 語.NCフ 。ログ ラム

はAPT,BDATA(自 家 開 発 したAPT用 の プ リコ ンパ イ ラ)を 用 い て い る。 また,工 場 内 の端

末 か ら,T-40,T-5600の フ ァイ ル に直 接 ア ク セス す る ことが 出来 る。

E概 算 デー タ量
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ス ケ ジ ュー ル の対 象 マ シ ン約140台,対 象 ジ ョブは,約10000 ,デ イ リーの ジ ョブ報 告 は,1000件 で

あ る。 問 合 せ,デ ー タ編 集要 求 は,約150以/日 で あ り,現 在 は,旧 シ ス テ ムよ りの移 行 の た め,現 品

ス テ ー タス,基 準 日程 の 変 更等 の た めの 問 合 せ ,デ ー タ編 集 が多 い。

CAM-1シ ス テ ム は1975年6月 よ り,フ ィー ル ドテス トに入 り,シ ス テム の24H連 続 運 転 を行 っ

て い る。 ス ケ ジ ュール シス テ ム につ いて は ,上 述 の よ うに,ジ ョブス テ ー タス フ ァイ ル を旧 シス テム

.より,移 行 した た め,鋭 意,現 品 と作 業 指 示 表 の対 応 の た めの デ ー タ編 集
,代 替 機 械 ロジ ックの 追加

を行 って お り,9月 に は,全 面 的 な実 施 を行 う予定 で あ る。

Fお わ りに

本 シス テ ムの開 発 は,東 芝機 械KKの カ ム プ ロゼ ク ト部 で 企画 され,工 作機 械 事 業 部,電 気 部,シ

ス テ ム部 の タ ス ク メ ンバ ー に よ り作 成 され ,工 作機 械 事 業 部 の機 械 工 場 に対 して実 施 され て い る。
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120KM-COPICS実 現へ

株式会社 岡村製作所

Aシ ステ ム開発 の背 景

IBM社 が,理 想 的 な生 産 管 理 シス テ ムの コ ンセ プ トと して 発 表 した もの に,「COPICS」=COM'

MuNlcATIoNoRIENTEDPRoDuCTIoNcoNTRoLsYsTEMが あ る。

当社 として は,こ の"COMMUNICATION"を"CUSTOMER"に お きか えた 「顧 客 指 向型 」 生

産 管 理 シス テ ム を完 成 すべ く,在 来 シス テ ム の大 転 回 を実 施 した 。

か つ て 「幻 の コ ンセ プ ト」 と して話 題 を呼 ん だ 「MIS」 ほ どで は ない にせ よ,COPICSそ の

もの の 完 成 もま た,長 く,つ らい道 程 となろ うが,今 そ の辿 り来 た っ た一 里 塚 か ら,そ の概 要 の一 部

を紹 介 す る。

当社 で は,既 に1966年 に さか の ぼ り,IBM1440シ ス テ ムに よ る,販 売,在 庫,配 送 管 理 の,全 国

販 売 網 をネ ッ トしたオ ン ライ ン化 を実 施 して来 た。(5-12-1図)

当 時 は,所 謂 大 量 販 売,大 量 生 産 に よ って作 るそ ばか ら売 れ て い く とい う,今 思 えば大 変 に良 き時

代 で あ つた。

た め に,こ れ に対応 す る シス テ ム も,相 当 量 の保 有 在 庫 を基 本 と して,在 庫 量 の 把握 と,大 量 の 出

荷 を ど う捌 くか に重 点 をお い た もの とな って い た。

しか し,既 に 日本経 済全 体 が 高 度 成長 の頂 点 に達 し,今 漸 く安 定成 長 の時 代 に足 をふ み入 れた 今 日,

顧 客 の需 要 構 造 は急 角 度 の変 化 を示 す に い た っ た。

即 ち,個 々 の顧 客 の 好 み にマ ッチ した,一 つ一 つが それ ぞ れ の 個性 の あ る家 具 を,し か も早 くか つ

安 く生 産 し,配 送 す る とい う管 理体 制 へ の 対 応 を否応 な く迫 られ る こ と とな っ た。 この 間,諸 資 材 は

石 油危 機 を契 機 として,所 謂 「狂 乱 物価 」 現 象 を示 し,一 方 人 件 費 は年 々 そ の生 産 性 の 伸 び を上 廻 っ

て,著 しい上 昇 を示 して来 た。

高 い 資材 を買 い,高 い 人件 費 を投 入 して な お安 くて 良 い 品 を顧 客 に提 供 す る道 は,生 産 工 程 に,ま

た その 管 理 体制 に とあ らゆ る面 での ロス 排 除 と,徹 底 した 自動 化 に よ る省 人 化 以外 に な い と思 わ れ る。

Bシ ステ ムの意義 と目的

このような背景の中で,当 社としては可能な限 り少い人員での生産体制作 りと,管 理体制の整備は
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5-12-1図 ㈱岡村製作所総合 システムおよび機械接続 図
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焦眉 の 問題 とな っ た。

こ の問 題 に対処 すべ く,

1)

2)

3)

4)

TOPが 指 し示した方向は,

ロボット等の自動機械(自 社生産)に よる生産活動の省力化。

オンライン生産管理 システムによる管理部門の省人化と管理ロスの徹底排除。

部門別管理会計制度の細分化による,徹 底 した経済性の追求。

話 し合いを基本 とした協同体経営体制の強化

等 々 で あ つた。 就 中,オ ン ライ ン生 産 管理 シス テ ムの 実 施 は,折 柄 の 不 況 が 愈 々益 々 深 刻 化 す る中

で,あ えてIBMS/370-158(2MB)を 導入 し,徹 底 した省人 化 を狙 い とす る"COPICS"の 実 現 を

5-12-2図 オンライ ン情報ネ ッ トワーク
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目指 して,そ の第 一 歩 を踏 み出 した 。

即 ち,増 大 す る人 件費 の船 津 規 制,ロ ス の な い管 理 体 制,確 実 な生 産状 況 並 び に負荷 状 況 の把 握 。

これ に よ る適 確 な納 期 の 応 答 体制,多 品 種 生 産 にス ピー デ ィ に対 応 した手 配,指 示 と応 答 な ど,追 求

すべ き目標 は 山 の よ うに あ り,ま た,オ ン ラ イ ン シス テ ムな らで はの 多 くの メ リ ッ トが 見 込 ま れ た。

Cシ ステ ムの概算

aデ ータ ー ペ ース ・コ ンポ ー ネ ン ト

在 来 シス テ ム との大 幅 な違 いは,大 量販 売大 量 生 産 によ る時 代 は そ の大 部 分 が 所 謂 見 込 生産 方 式 で

あ り,規 格 化 され た商 品 を 出来 るだ け多 くま とめ て作 る こ と(標 準 品 生 産).に 多 くの エ ネル ギ ー が費

され た 。 しか し,今 回 の シス テ ムで は,前 述 の 如 く,そ れ ぞ れ に ユニ ー クな商 品 を,注 文 に応 じて生

産(Specialorder生 産=SP品 生 産)す る方 式 を避 けて 通 るわ け には い か な い とい うこ とで あ った。 つ

ま り,ど の よ うな 一品 生 産 的 オ ー ダー も全 てD/B諸 資料 を作 成 し,コ ン ピ ュー タ に投 入 して か ら,一

連 の 作 業 が行 わ れ ね ば な らな い。 従 って,在 来 の標 準品 生 産 方式 に加 え,SP品 生 産 用 のD/Bコ ンポ

5-12-3図 生産関係物流 システム概要図

受 注 情 報 ファ イ ル

作業指示 ・報告 システム

D/B

各フ ァイル

購 買 管 理 シ ス テ ム

在 庫(部 ・材 ・仕 掛 品)管 理

ンス アム

在庫(製 品)管 理 システム 買 掛 金 管 理 シ ス テ ム
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一 ネ ン ト並 び に,そ の トラ ンズ ァ ク シ ョン ・プ ロ シー ジ ュ ア を思 い き って と り入 れ た。(5-12-3図)

b異 品 種生 産 シス テ ムの 標 準 化

今 回 の シス テ ムで は.後 に示 され るよ うに,

当社 の 高 畠(山 形)工 場

富 士(静 岡)工 場

横 浜(神 奈 川)工 場

追 浜(〃)工 場

関 西 岡 村 製作 所(東 大 阪)

追 浜機 械(神 奈 川)工 場

の5地 区6工 場 の 全 て を,セ ンタ ー(横 浜 本社)のS/370-158で 統 一 コン トロール させ て い る点 に

特 色 が あ る。'

在 来 は,こ れ らお の お のの 工 場 にOUK9200Hを 設 置 し,個 別 の生 産 品 目 に対応 した,分 散 型 管理

体 制 を とって来 た。 今 回 は これ を全 て 統一 標 準 化 し,全 工 場 をS/370-158(2MB)=TCAMの コ ン

トロー ル範 囲 に収 め るこ とと した 。

統 一 化 の 過程 に お いて は,当 初 か な りの 困 難 な問 題 も想 定 され て い たが,現 状 で は,お の お の ご く

一 部 の 個別 ル ー チ ン を持 つ だ けで
,全 て統 一 シス テ ム内 で作 業 が進 行 しつ つ あ る。

cTMF体 制 の確 立

お よ そ生 産活 動 に おい て は,原 材料,部 品,仕 掛 品 の量 的把 握 を正 確 に行 う こ とが,不 可 欠 の要 件

で あ る。

しか し,こ れ の把 握 が 不正 確 で あ っ た り,ま た 必要 な時 点 で これ が 把握 出来 な い と い う問題 が案 外

多 い。

当社 と して は,早 くか らこの点 に着 目 し,オ ン ライ ンシ ス テ ムの 導入 と相 まっ て,こ れ を完 全 に,

か つ リアル タ イ ム に把 え るた め の諸 制 度,組 織 体制 と教 育,物 的 管 理 の た め の設 備 お よ び レイ ア ウ ト

の改 善,倉 庫 の 自動 化 等 を着 々 進 め て来 た。

この 問題 は,当 社 で はTOTALMATERIALFLOW(TMF)と 呼 び,原 材 料 の 受入 れか ら払 出

し,製 品 の完 成,出 荷 ま で,全 て の 「物 」 の流 れ を時 々刻 々 に 把握 し,か つ その フ ロー の 中 で価 値 の

変 化 して い く状 態 を も,正 し く把 え て ゆ こ うとい うの が,そ の 目的 で あ る。

単一 製 品 で あ り,か つ比 較 的 単 純 な工 程 の場 合 に は,TMFは 「足 し算 と引 き算 」 の処 理 にす ぎな

いが,製 品 が 複 合 化 し,工 程 が複 雑 化 す るに つ れ 「掛 け算 処理 」 が加 わ る と,と た ん に 「遅 れ」 「誤

差 」 が急 増 す る(5-12-4図)。 これ を タイ ム リー にか つ正 確 に キ ャ ッチ して い くには,オ ン ラ イ ンに

よ る管理 が,現 状 で は最 適 と考 え られ る。

実 際 の物 の 動 きが,リ アル タ イ ム に把 握 され て こ そ,種 々 の 計画 ・管 理 に生 きて くるの で あ って,
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5--12-4図 受 注 分析 サ ブ シ ステ ム

受注分析サブシステム

(責 任 注 文)オ ー ダー

受 注 情 報 フ ァ イ ル

↓

受注分析

生 産 命 令

在庫発注状 況

チェック

注 文 要 求

　

ミ翌 日に な って み れ ばミ とか ミ月末 に イ ンベ ン ト リー を して み れ ば ミ とか い うこ とで は
,財 務会 計 上

は と もか く,日 常 の 管理 に は なん ら役 に立 た な い シス テム とい って 差支 え なか ろ う。

今 回の シス テ ムの 中 で も,ま ず第 一 に この 問題 が ク ・一ズ ア ップ され,導 入 され た の は 当然 の経 緯

と考 えて い る。

d購 買,外 注 管 理 の オ ン ライ ン化

生 産計 画 に基 い た所 要 量 計 算 とその 手 配(生 産 指 示 と外注 ・購 買 要 求)に つ い て も,そ れ ぞ れ の

Phaseに 応 じて オ ン ラ イ ン も し くは バ ッチ 処理 を組 合 せ て,そ の全 て をEDP化 した。 これ らの 処理

は 見 積 依頼,注 文 先,価 格 決定 ・発 注 ・注残 管理,納 品 受付,検 査,検 収 にい た る全て の オ ペ レー シ

ョンが,327C映 像 表 示 装 置 を介 して行 わ れ る。

当然 これ らのINPUTDATAに よ る管 理 資料 につ いて も,ハ ー ドコ ピー,も し くは ソフ トコ1ゴー

(画面 情 報)に よ って各 種 タ イ ム リー に提 供 す る こ とが 出来 る。(5-12-5図)

eMODULEXの 活 用

映像 表 示 シス テ ムは,在 来 の プ リン タ ー方 式 一 本 の シス テ ム に比 べ,飛 躍的 に性 能 を高 め た と同時
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5-12-5図 購 売 管理 シ ステ ム

購買管理 システム

自動発注

注文

在庫INQUIRY

⊂三⊃ _注 文決定__∠ 「

@

⊂亘⊃ 注鰭 理

巳 亘〕 納品鮒

回

臼

査

ロ ケ　 シ ョン

収 一 」 → レ フ アイル

に,高 速伝 送 通 信 網 の発 達 に たす け られ て,在 来 の シス テ ム編 成 上 の 考 え方 を一 変 させ た
。

しか し,作 業 者 個人 々 々が1人1台 の映 像 表 示 装 置(CRT)を 所 有 す る段 階 に いた るま で は
,所 謂,

共 通 の 目標(例 えば生 産 予 定,指 示,現 在 の 工 程 進行 状 況 な ど)を 全 員 に見 せて ,徹 底 を図 る には い

さ さか 問題 が残 る。

当社 で は,こ の 問題 を解 決 す る た めの,ビ ジ ュア ル コ ン トロー ル 用具 と して,MODULEX管 理 板

を主 要 な管理 ポ イン トに設 置 して い る。 この 管 理 板 を,専 任 の 女 子 が 常 時更 新 し,そ れ ぞ れの 作 業 者

に コン ピュー タ か らの 作 業 情 報 を正 し く伝 え る こ とに よ っ て,コ ン ピ ュー タ と,作 業者 の イ ン タ ー フ

ェイ ス を完 成 させ る とい う手 段 が 講 じ られ て い る。(5-12-6図)
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5-12-6図 作業指示報告 システム

作業指示 ・報告 システム
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13運 輸省港湾部門のオンラインシス三]

Aシ ステ ム開発の背景

運 輸 省 港 湾部 門 で 電子 計 算 機 が本 格 的 に利 用 され るよ うに な った の は,1963年 に港 湾技 術研 究 所 に

小 型 電子 計算 機 が導 入 され て か らで あ る。 そ れ 以来10余 年,研 究 所 の 計算 機 の レベ ル ア ップ を重 ね な

が ら電算 化 の 対象 を研 究 開 発 の み に とど ま らず,全 国各 地 の 港 湾建 設 局 の計 画,調 査,設 計 な どの 業

務 の 省力 化,最 適 化 に まで 拡 げて きた。

電 子計 算 機 の 利 用 が量 的 に増 大 し,地 域 的 に も拡 大 す る に した が って 計 算情 報 の 速 達 性 が要 求 され

る よ うに な り,情 報 の伝 達 方 式 も当初 の 郵 便 ・電話 だ け か らテ レ ックス 網 を用 い た セ ミオ ン ライ ン シ

ス テ ムの 併用 へ と改 良 され て きた 。

現 在 で は,港 湾技 術 開 発 や構 造 設 計 計算 に とって 電 子 計算 機 によ る計 算 処 理 は 不可 欠 の もの とな っ

て きて お り,こ う した分 野 の プ ログ ラム も300本 以 上 が 整 備 されて い る。

計 算機 は連 日24時 間運 転 を して い たが それ で も処 理 しきれ ず一 部 の 計算 は外 部 の 大 型 電子 計 算 機 に

依 存 して きた。

港 湾 の技術 水 準 を高 め,ま た新 し い技 術 の 信頼 性 を増 す た め に は,電 子 計 算 機 によ る高 度 な科 学技

術 計 算 処 理 は ます ます 要 求 され る よ うにな って くる。 また多 様 化 す る社 会 の 要 請 に適 確 に応 え るた め

に は,膨 大 な情 報 の 迅速 で正 確 な処理 が要 求 され るた め,港 湾業 務 の シス テ ム化 ・省 力 化 の一 手 段 と

して 電 子計 算 機 の 活用 が考 え られ て い る。

こ う した背 景 か ら,従 来 の研 究 所 の計 算 機 を大型 化 し,増 大 す る計 算 需 要 と高 度 な 研究 開発 に対 処

す る と と もに全 国 の 港 湾建 設 局 とオ ン ライ ンで 結 ん で業 務 の 省 力化,自 動 化 の要 請 に応 え られ るよ う

な 電 子 計 算機 の共 同 利用 シス テ ムの 開発 整 備 が 急務 とな っ た。

この た め,49年 度 に港 湾局 ・港 湾建 設 局 ・港 湾技 術研 究 所 の 三者 で構 成 す る電 子計 算 機 担 当者 会 議

が設 置 され,大 型 電 子計 算 機 の導入 に伴 な う諸 問題 が検 討 された 結果1975年4月 か ら新 しい港 湾 部 門

の オ ン ライ ン シス テ ムが 稼動 を開 始 す る こ とに な っ た。

Bオ ンライ ンシステ ムの特徴

大 型 電子 計算 機 の共 同 利 用 シス テ ム を設 計 す るに あ た つて,つ ぎの 三 点 を十 分 に考 慮 す るよ うに し

た 。第 一 は,港 湾技 術 研 究所 と各 港 湾建 設 局 が同 性 能 の 計算 機 を利 用 で き るよ うな シス テ ム とす る こ

・とで あ る。
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各 建 設 局 の 業 務 内 容 か らみて,科 学 技 術 計 算上 要 求 され る精度 の レベ ル や 自動 化,省 力 化 の 対 象 と

な る業 務 は,同 一 か,も し くは共 通 した もの が 多 く電 子 計 算 機 の 利用 技 術 も同程 度 の もの が要 求 さ れ

るた め で あ る。

第 二 は,研 究 所 お よ び建 設 局 に共 通 した情 報 が一 元 的 に管 理 で き るよ うな大 容量 フ ァイル を持 つ こ

とで あ る。.

これ は,港 湾 に関 係 した膨 大 な共通 情 報 を収集 整 理 す る と きに重 複 投 資 を さけ るた め で あ る。 ま た

多大 な精 力 と費 用 を費 して 開発 し た汎用 プ ログ ラ ムの効 率 的 利 用 を促進 す るた め で あ る。

第 三 は,電 子 計 算 機 が 親 しみ やす く,い つ で も手 軽 に利 用 で き るよ うな,タ イム シ ェ ア リン グ ・シ

ス テ ムの 機 能 が 十分 に発 揮 で き るよ うな シス テム として 整 備す る。

これ は,従 来 の よ うに科 学 技 術計 算 だ けで な く,多 くの業 務 の 自動 化,省 力 化 の た め に電 子計 算 機

が利 用.され る こ とが 十分 に予 想 され るか らで あ る。

以上 の三 点 を十 分 に配 慮 した結 果,港 湾技 術研 究 所 に大 型 電子 計 算 機 を設置 して,こ れ を遠 隔 地 の

5っ の 港 湾建 設 局 が,通 信 回線 を介 して,リ モー トス テ ー シ ョンの入 出力 用 端末 機 か ら,オ フ ラ イ ン

で 直接 セ ンタ ーの 計 算 機 が利 用 で きるよ うな,オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク ・シス テ ム と して整 備 され

た。

この オ ン ライ ン シス テ ムの 利用 形 態 を大 別 す る と5-13-1図 にみ られ るよ うに,セ ン タバ ッチ処

理 ・リモ ー トバ ッチ処 理 ・会 話型 処理 ・図 形 会話 型 処 理 の4つ に分 類 され る。

この 処 理 形 態 を利 用者 のサ イ ドか らなが めて み る と,つ ぎの三 段 階 の 処理 過 程 に分類 され る。

① 簡 単 な計 算,プ ログ ラ ム修正 及 び テス ト,既 存 プ ログ ラ ムの 会話 型利 用,汎 用 プ ログ ラ ムの パ

5-13-1図 オ ン ラ イ ン シ ス テ ム の 利 用 形 態

「 一 一 ー ー一 一 ー 一 一 ー ー 一 一 ー 一 一 ー ー ー 一 一 ー ー 一 一 ー ー 一 一 「

共同利用ア一夕
フアイル

ラインプ リ
ンタ

ミニ コン ピュ

,一 タ

ラインプ
リンタ

_____一_■r_」

会話型処理
グラフィック
ディスプレイ 図形会話型処理
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ラ メ ト リック利 用,メ ッセ ー ジ交 換,情 報 検 索 等 々 日常 業 務 の 処 理 過程 で必 要 と な り,簡 単 な入 出力

操 作 で,電 子 計 算機 が活 用 で き る もの は,テ レ プ リンタや グ ラ フ ィ ック デ ィス プ レを用 い た会 話 型 処

理 形 態 を利 用 す る。'

② 入 出力 情 報量 の多 い業 務 の処 理 とか,処 理 内容 が 定 常 的,定 型 的 で あ るよ うな業 務 あ るい は,

一 回 の計 算 時 間 が 非 常 に長 く
,と て も会 話 型 処 理 で利 用 で きな い よ うな計 算 処理 な どは,バ ッチ処 理

形 態 を利 用 す る。

③ 会話 シス テ ム に利 用 す る た めの プ ログ ラム体 系 の整 備,設 計,精 算 な どの 自動 化,省 力 化 シス

テ むの た め の大 規 模 な プ ロ グ ラムの 開 発,磁 気 テー プ とか デ ィス クパ ック を デ ー タの入 出力媒 体 とす

るよ うな非 常 に多 量 の デー タ の処 理 等 々 に は,バ ッチ処理 の うちで も特 に,セ ン タの機 器 を直 接利 用

した セン タバ ッチ処 理 に よ り,効 率 的 に行 な わ な け れ ばな らな い。

4つ の 処 理形 態 に共 通 して 利用 され る プ ログ ラムや デー タ は,す べ て セ ンタ ーの大 容量 フ ァイル

(磁気 デ ィス クや 磁 気 テー プ)に 常 時 保 管 されて い るの で多 数 の 利 用者 に よ っセ 多 目的 な利 用 が な さ

れ る。

こ う した共 通 フ ァイル は,常 に衆 目に さ らされ て い るた め,土 木 積算 の単 価 フ ァイ ルの よ うな,組

織 の外 に対 して は機 密性 の あ る デー タや,人 事 フ ァイ ルの よ うな,特 定 の個 人 以 外 に は公 表 で きな い

よ うな デー タ で も,な ん ら規 制 され ず に端末 の利 用 者 に入 る こ と にな るの で あれ ば,大 きな問題 とな

る。 また あ らゆ る技 術 レベ ル の人 が利 用 す るた め,他 人 の フ ァイル を破 壊 す るよ うな こ とが あ って は

な らない 。

この た め,フ ァイル の機 密 保 護,安 全 対 策 には,万 全 の努 力 が な され な け れ ば な らな い。

この 共通 フ ァイル シス テ ム では,こ う した機 密 性 を有 す る フ ァイ ルの 内容 が,不 用 意 に第 三 者 に知

られ た り,ま た,変 更 され るの を防 ぐた め に,あ るい は故 意 過 失 によ るフ ァイル の破 壊 に対 す る未 然

の防 止 の ため にフ ァイ ル に そ れ ぞれ パ ス ワー ド ・パ ー ミッ シ ョン制 が設 け られて い る。

Cシ ス テムの構成 の性能

港 湾 情報 処 理 シス テ ム は5-13-2図,5-13-3図 に示 す よ うに港 湾技 術 研究 所 の電 子 計 算機 セ

ンタ に設 置 され た電 子 計 算 機TOSBAC-5600/160シ ス テ ム と各 港 湾建 設 局 に設aS*,れ た リモ ー ト

・ス テー シ ョン か らな って い る。 セ ン タ と リモ ー ト ・ス テ ー シ ョンは電 電 公 社 の 特定 通 信 回線 で結 ば

れ て い る。

aセ ンタ シス テ ム

セ ンタ の シス テ ムはGCOSと い うオペ レー テ ィ ング シス テ ムに よ って 制 御 され,ジ ョブの処 理

は マル チ プ ログ ラ ミン グ方 式 で行 な わ れ る。GCOSの 制 御 の もとに ロー カル バ ッチ 処理,リ モ ー

トバ ッチ処 理,ダ イ レク ト ・ア ク セス フ。ログ ラ ム処理,ト ランザ ク シ ョン処 理,タ イ ム シ ェ ア リン
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ライ ン
プ リンタ

ラ イン
プ リンタ

中 央
処理装置

システム

コントローラ

入 出 力
処理装置

紙テープ
制御装置

5-13-2図 港 湾 情 報 処 理 シス テ ム構 成 図
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グ処 理 な ど を行 な うこ とが で き る。 特 に タイ ムシ ェ ア リン グ処 理 は グ ラ フ ィ ック デ ィス プ レ を使 用

した図 形 会 話 型処 理 シス テ ムが整 備 され て い る。 また カー ブ ・プ ロ ッタや ドラフ タ で描 か れ た図 は

プ レ ビ ュール ー チ ンに よ って グ ラフ ィ ックデ ィス プ レ に も表 示 で きる よ うにな って い る。

5-13-3図 オ ンライ ンシステムネ ッ トワーク図

_　 芦

bリ モ ・・一・ト ・ス テー シ ョン

リモー ト ・ス テ ー シ ョン とセ ンタ は特 定 通 信 回 線(D-5,1200bps,全 二 重)で 接 続 され,

セ ン タ に設置 され た通 信制 御 装 置(DN-340,32kW)を 経 由 して セ ンタ シス テ ム を利 用 す る こ と

が で き る。

この通 信制 御 装 置 は,GRTSと い う リモ ー ト ・ス テ ー シ ョン制 御 フ。ログ ラ ムに よ って 管理 され

て い る。 各 地 に設 置 され た リモ ー ト ・ス テ ー シ ョンはMURTSと い うシス テ ムプ ログ ラ ム によ っ

て 管 理 され て い る。 この シス テ ムプ ログ ラムは タ イ ム シェ ア リン グ処理 とモ ー ドバ ッチ処 理 によ る

多 重 入 出 力 処 理 を同時 に行 な うこ とが で き る。

cオ フ ラ.イン 自動作 図 シス テ ム

自動 作 図 シス テ ム は,5-13-2図 に示 す よ うに計 算 機 で計算 され た作 図 用 の諸 元 を オ ン ライ ン

磁 気 テ ー プ に書 き込 み,そ の テ ー プ を 自動 作 図 シス テ ムの ハ ン ドラにか け作 図 す る。

d実 験,観 測 デ ー タの 処 理
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各 研 究 室 で 作 られ た実 験 デ ー タや現 地 で 観 測 され た各 種 の デー タ はA-D変 換 され た後 ,5-13・-

2図,5-13-4図 に示 す よ うに磁 気 テー プ と紙 テ ー プ を利 用 して各 種 の処 理 を行 な う。

5-13-4図 デ ータ処理の概要

TOSBAC5600/160

紙テープ読取装置

熱 闘{
}_…

晴 子計算機処=r昊
この オ ン ラ でン シス テ ム に よ り処 理 され て い る計 算 内容 は,水 理 計 算 ・構 造 計 算 ・設計 計 算 ・計 画

手 法 解 析 等 港 湾 工 学 に 関連 した科 学技 術 計 算 が ほ とん ど

で あ る。5-13-5図 自動設計の処理手順

しか し一 方 で は,こ れ ら技 術 計 算 プ ログ ラム を体 系 化 設計条件の整理

して業 務 の省 力 化 ・最適 化 の努 力 も行 な わ れ て い る。 そ

の 代 表 例 と して設 計 の 自動化 につ いて 紹介 す る。

設 計業 務 の 自動 化 には大 き くわ けて,設 計 計 算 の 自動

化 と,製 図 作 製 の 自動 化 作業 に分 け ら れ る。 まず 最 初

に,自 動 設 計 の意 義 と概 念 を明確 に し,イ ンプ ッ トデ ー

タ と して 与 え るた め の設 計 条 件 な どの 必要 な諸 元 を選 定

しな け れ ば な らな い。 っ ぎに,電 子 計 算 機 で一 連 の 設 計

計 算 を行 な わせ るた め に各 種 の構 造 物 の 設計 法 を整 理,

改 良 して,設 計 計算 プ ログ ラ ム を作 成 す る。従 来,設 計

者 の 自由 な選 択 に まかせ られ て い た構 造 細 目に つ い て も

標 準 化 とか,組 合 せ の パ タ ー ン化 が進 め られ る こ とに な

る。計 算 機 に 自動 的 に設 計 させ る場 合,最 適 設計 の概 念

Q}

磁気テープによる

実験および観測データ処理

昊　 　

最適性
の検討

設

計

計

算

製

図

作

製



5-13-6図L型 ブロ ックの 自動 製 図
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を明確 に して,そ の手 順 を プ ログ ラ ムの 中 に組 み込 ま な けれ ぼ な らない 。 そ の た め には,オ ペ レー シ

ョンズ リサ ーチ や 統計 ・確 率 論 を応 用 した最適 化 に関 係 した さま ざ まの シス テ ムの標 準 化 ・基 準化 作

業 を行 な わ な けれ ば な らな い。設 計 計 算 され た結 果 は,設 計 会 議 とか積 算 ・工 程 管理 な どの業 務 で利

用 され るた め,で き るだ け利用 され や す い形 で 出力 す る。 た とえ ば
,基 本 設 計 の構 造 は グ ラフ ィ ック

デ ィス プ レ に図形 出力 で き るよ うに な って い る。

設 計 計 算 の 作業 が終 わ れ ば,つ ぎ に製 図作 製 作業 に入 る。 設 計 の場 合 と同様 に
,自 動製 図 に必 要 な

製 図 方 法 の シス テ ム化 と標 準化 作 業 に よ り,さ ま ざ まな 製 図規 定 を作成 す る。 製 図 作図 の プ ログ ラム

に は,で き るだ け部 分 作 図 プ ログ ラ ムに して お き
,グ ラフ ィ ック デ ィス プ レの よ うな図形 会話 型 マ シ

ン を用 い て,事 前 チ ェ ック が で き るよ うにす る。 最 終製 図 は
,大 型 作 図機 を用 い て,従 来 の手 画 き と

同 じよ うな設 計 図 面 が得 られ るよ うに す る。 この た め に は,作 図 プ ログ ラ ムは 漢字 や カ ナ文字 あ るい

は 作 図位 置 な ど,ス ケ ー ルが 任意 に制 御 で き るよ うな プ ログ ラ ム とな って い る。

5-13-6図 はL型 ブ ロ ック の 自動 製 図 の一 例 で あ る。 この ほか図 形会 話 型 処 理 を利用 して 開 発 し

た例 と して"円 形 すべ りの 計算"と"潮 流 計 算"の 結 果(グ ラ フ ィ ックデ ィス プ レ によ るハ ー ドコ ピ

ー)を5-13-7図
,5-13-8図 に示 す 。

5-13-7図 円 形 す べ り

EXAMPLE2εRO

飼1N1岡U円FlR・32 ,2F8t,1i8MR・6868 ,2凹 角。6163,1

r
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5-13-8図 潮 流 計 算
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14新 都 市 交 通 シ ス テ ムーCVS(Computer-

ControlledVehicleSystem)

Aシ ステ ム開発 の背景

わ が 国 の都 市 化現 象 は,都 市 にお け る経 済 活 動 の利 便 性 及 び社 会 生 活 の 利便 性 を求 め て,企 業 と人

々 が都 市 へ 集 中 した もの で あ り,大 都 市 ほ ど その傾 向 は顕著 で あ る。 この 都 市 化 現象 は わ が国 経済 の

発 展 に伴 い急速 に進 展 し,都 市 へ の 過 度 の 人 口集 を もた ら した。 この た め,乗 客 及 び物 資 の 輸送 量 は

飛 躍 的 に増 大 し,輸 送 手 投 も多 様 化 す るに 至 った。 なか で も自動車 に よ る輸 送 は,そ の機 動 性,高 速

性 及 び利 便 性等 か ら急 速 に都 市 内 に進 展 し,都 市 交 通 に お け る重 要 な役 割 を担 って きた。 しか しな が

ら一 方 で,都 市 の 生 活 環境 及 び交 通 環 境 は著 し く悪 化 し,大 気 汚染,騒 音,交 通 渋滞,交 通 事故 及 び

ゴ ミ処 理 問題 等 々 を ひ き起 し,大 き な社会 問題 と な って い る。

この よ うな諸 問 題 に 対処 し,都 市 にお け る交 通 問題 が真 剣 に検 討 され,在 来交 通 機 関 の 拡充 ・強 化

と と もに都市 にお け る各種 の交 通 規 制 等 が実 施 され て い る。 しか しな が ら,こ れ らの 対 策 では現 在 の

都 市 交 通 問題 を解 決 し,本 来 の 交 通 需 要 を満 足 す るに は至 って い な いの が 現状 で あ る。

この よ うな都 市 交 通 問題 は わが 国 の み な らず 諸 外 国 に お いて も深 刻 な問題 と して 検 討 され る こと と

な った 。1972年 に は アメ リカの ダ ラス で,1973年 に は フ ランス の パ リでそ れ ぞれ 「国 際交 通 博 」 が 開

催 され て い る。 ま た,今 年 の4月 に もパ リにお け る第2回 交通 博 がパ リ北部 の ル ・ブ ーVエ 空 港 で,

「陸 上交 通 機 関の 革新 技 術 と既 存 交通 機 関の 新 し い生か し方 」 を テ ー マ と して開 催 され て い る。

以 上 の よ うな欧 米 に お け る新 都市 交 通 シ ス テ ムの デ モ ンス トレー シ ョンに刺 激 を受 け,わ が 国 に お

い て も,従 来 か らの伝 統 的 な交通 手 段 に代 わ って新 しい交通 手 段 の 必要 性 が叫 ばれ,各 種 の 新 交通 シ

ス テ ムが開 発 ・実 験 され て い る。

Bシ ス テムの特 徴

新 都 市 交 通 シス テ ムに要 求 され る機 能 及 び特 徴 を整 理 す る と,次 の4つ に集 約 す る こ と が で きよ

う。

① 安 全 性,利 便 性及 び快 適 性 に富 ん で い る こ と

② 輸 送 能 力 が高 くか っ 高 速 で あ る こ と

③ 省 力 化 及 び省 エ ネ ル ギ ー化 され た シス テ ムで あ る こ と
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④ 大 気 汚染 及 び騒 音等 の公 害 を ひ き起 こ さな い こ と

CVS(Computer-controlledVehicleSystem)を 一 言 で説 明 す るな らば
,「4人 乗 りの電 気 自動 車

:が都 市 内 を網 状 に張 りめ ぐ らされ た ガ イ ド ・ウ ェ イ上 を コ ン13ユ 一 夕 ・コ ン トロール に よ
って 高 密度

に デ ィマ ン ド走 行 す る シス テ ムー」と い え る。CVSは 新 都 市 交 通 シス テ ムに要 求 され る各 種 の 機 能及

び特 徴 を有 し,さ らに物 流 や 緊 急 輸送 等 多 くの機 能 を も備 えた 全 く新 しい交 通 シス テ ムで あ る
。

す な わ ち,車 両 は特 殊 な ゴ ム タ イ ヤを利 用 した 冷 暖房 完 備 の コ ン ピ ュー タ ・コ ン トロー ル によ る無

人 電気 自動 車 であ り,安 全 性,快 適 性 が高 く,騒 音 や大 気 汚 染 等 に関 して も十 分 な配 慮 が な され て い

る。 ガイ ド ・ウ ェイ は都 市 内 に 網 状 に張 りめ ぐ らされ,ス トップ(駅)を 最 小100m毎 に設 置 す る よ

ひ に設 計 され て いる た め,自 動車 の もつ 利 便 性 を十 分 に発 揮 で き る。 ま たヘ ッ ド ・ウ ェイ(車 間距 離)

・を最小1秒 と して い るた め ,高 密 度 輸 送 が可 能 で あ る。 しか もすべ ての コン トロー ル は コ ン ピ ュー タ

.で行 な われ
,夜 間の サ ー ビス や緊 急 輸 送 さ らに貨 物 や 廃 棄 物等 の物 流 サ ー ビス等 の多 面 的 な機 能 を備

えた交 通 手 段 であ り,安 全 性 や省 エ ネ ル ギ ーの面 で も十 分 な期 待 が もて よ う。

Cシ ス テ ムの概要

CVSは ・ ① 車 両(Car)② ガ イ ド ・ウ ェ イ(Guide-way)③ コ ン ト ロ ー ル(Control)か ら構 成 さ

れ て お り,そ れ ぞ れ の 仕 様 を ま と め る と5-14-1表 の と お り で あ る 。

5-14-1表CVSの 仕 様

〈車 両〉

寸 法

自 重

定 員

推 進

電 源

誘 導

分 岐

車体支持

3000(L)×1600(W)×1850(H)

約1t

4人

直 流 電 気1騒動

AC200V

中 央案 内 溝方 式

車 上 選択

空 気入 ゴ ムタ イ ヤ

〈 ガ イ ド ・ウ ェイ〉

最 大 勾 配

最 大 カ ン ト

最小 回転半径

標 準 ス パ ン

標 準 支 柱 径

標 準 桁 高

10%

10%

5m

20～30m

600～1500mm

700mm

〈コントロール〉

最小車間距離

巡 行 速 度

常用加減速度

緊急最大減速度

車間速度制御

衝突防止方式

配 車

車 両 制 御

乗客 サ ー ビ ス

1秒

40km,60km

O.29

29

ム ー ビ ン グ ・タ ー ゲ ッ ト方 式

ムー ビ ング ・ブ ロ ック方 式

ター ゲ ッ ト平 均 方 式

誘 導無 線 方 式

1200bps全 二重

移 動 無 線 電 話

一 般 電話

〈 メインテナンス〉

車 両 自動メインテナンス

通 信 コンピュータによる自動検査

'

a車 両

①車種

CVSは 都市内の人間の輸送,廃 棄物を含む各種物資の輸送,パ トロール及び救急車等の緊急業務
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な ど広 範 囲 に わた った 公 共 活 動 を担 うこ とを 目的 と して,各 種 車 両 が設 計 され て い る。 個 人 また は数

人 の パ ー テ ィの輸 送 を 目的 と した パ ー ソ ナル ・カー,物 資 の 輸 送 の た め の ワ ゴン及 びパ トロー ル と シ

ス テ ムの 修 理 作業 車 の3車 種 が あ る。特 にパ ー ソナ ル ・カ ー にっ いて は,身 体 の 不 自由 な人 の た めの

特殊 な車 両 が考 え られ て い る。 また,ワ ゴン には ス トップに設 置 され た 自動 荷役 装 置 と連 動 した積 み

下 ろ し設 備 が あ り,一 貫 した無 人 輸送 が行 な え る構 造 とな って い る。(5-14-1図)

5-14-1図CVS車 両外形
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CVSの 車 両 は,都 市 内 の ネ ッ トワー ク輸 送 を目 的 と して,極 力 小型 化 され て い るた め,ガ イ ド ・

ウ ェ イ も極 めて 軽 量 かつ 簡 便 化 され て い る。 した が って,都 市 美 観,建 設 費,ウ ェ イの耐 久 性,車 両

の メ イ ン テ ナ ンス等 の 問題 に も好 影 響 を与 え る こ とが十 分 に期待 で きる。

② 車 内設 備

パ ー ソ ナル ・カ ー につ いて は,特 に安 全 性 と快 適 性 を重 視 した設 計 が施 され,タ イ ヤ は特殊 加 工 の

ゴ ム タ イ ヤが 使用 され,車 内 に は冷 暖 房 設 備,カ ー ・ラ ジオ,電 話 お よ び非 常 時 の各 種 連 絡装 置 等 が

完 備 されて い る。

bガ イ ド・ウ ェイ

ガ イ ド ・ウ ェ イの構 造 は,車 両 を 誘導 す るた め の誘 導壁 と給 電 す るた め の トロ リー線 か らな る中央

溝,車 上 と地 上制 御 系 間 の 情 報 伝達 の た めの 誘導 無 線 路 お よ び車 両走 行 面 か ら成 って い る。

ガ イ ド ・ウ ェ イの ネ ッ トワー クは,低 速 路(パ ス)と 高 速 路(ス ー パ ー ・ウ ェイ)か ら な り,分

岐,合 流 お よ び平 面交 差 を可 能 に して い る。基 本 的設 計 と して,パ ス は100m間 隔 で構 成 され,車 両 ・

速 度 が40km/時,ス ー パ ー ・ウ ェイは1km間 隔,車 両 速 度60km/時 で走 行 し,パ ス とスー パ ー ・

ウ ェ イは モ ジ ュー ル ・ゲ イ トと呼 ば れ るイ ン ター ・チ ェ ン ジで連 絡 され て い る。 この モ ジ ュー ル ・ゲ
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イ トはT型 イ ン ター ・チ ェン ジの構 造 を有 し,ス ー パ ー ・ウ ェイの1リ ンク に1か 所 の 間 隔 で設 け ら

れ る。 ま た,ス トップは 最小100mに1か 所 の 割 合 でパ ス に設 け られ,パ ス の側 線 を引 き込 む こ と に

よ って 建 物 に ス トップ を設 置 す る ことが 可 能 で あ る。

5-14-2図 ベイシ ック ・モジュール(BASICMODULE)
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5-14-3図CVSテ ス トコー ス(東 村 山市)

●7 、

●6 車 線 変 更 ●5
●4

×

⊃

.x

/ ＼

高 ぞ
ストップ

平面交差

彩
乏

づ多 、。。テ.、,.ス

子

Ω
.∫z

亥x低 速 蕗ド'

1

路

平面語

● 変 電 所

×rrvカ メラ

♪

X×
●2 コ..,、 ＼'

〆'.㌧ ←'
' 日

●3

x

cコ ン トロー ル

車 両 運行 制御 の基 本方 式 と して,ム ー ビ ング ・タ ーゲ ッ ト方 式 が と られ て い る。 この方 式 で は,ト

ー タ ル制 御 を担 当す る上 位 コ ゾ ピ ュー タ内 に実 際 の ガ イ ド ・ウ ェイ と等 価 な ウ ェイ を想 定 し,そ の上
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を タ ーゲ ッ トと呼 ばれ る点 を移 動 させ,各 車 両 に1個 ず つ割 り当 て る。 また:下 位 コ ン ピ ュー タで あ

るパ ス担 当 コ ン ピ ュー タ とス ー パ ー ・ウ ェ イ担 当の コ ン ピ ュー タは割 り当て られ た ター ゲ ッ トに実 際

の ウ ェ イ上 の車 両 を追従 させ る こ とに よ って車 両 の 運行 制 御 を行 な って い る。,

5-14-4図 ム ービング ・ターゲ ッ ト法

Lタ ーゲ。ト鶴

～

地 上 コン ピ ュー タ と車 両 間 の通 信 は誘導 無線 を介 して行 な われ る。 す なわ ち,地 上 コ ン ピュー タか

らの 各 種 指 令(運 行 指 令,サ ー ビス等)は 誘導 無 線 を通 じ車 両 の ア ンテ ナ で受 け られ,車 上 コ ン ピュ

5-14-5図 通 信 制 御 方 式
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一 タに 入 る。 車 上 コ ン ピ ュ∴ タ は地 上 コ ン ピュ ー タか らの指 令 に よ って,車 両 各 部 門 の コ ン トロール

を 行 な って い る。 ま た,逆 に車 両 か ら地 上 コン ピ ュー タへ の情 報 伝 達(車 両 の位 置 及 び速 度 等)も 誘

導 無 線 が利用 され る。

さてCVSで は ガ イ ド・ウ ェ イの最 小 単 位 を パ ス で囲 まれ た カ ン タム と呼 ん で お り,カ ンタ ムが い

・くつ か 集 ま って ベ イ シ ック ・モ ジ ュール を構成 す る。 ま た ベ イ シ ッ ク ・モ ジ ュー ル が集 ま って ス ー パ

ー ・ウ ェイ と な りシテ ィを形 成 す る こ とに な る。

カ ン タ ム ・コ ン ピ ュー タ は ム ー ビング ・ター ゲ ッ ト方 式 に よ り,車 両 が一 定 間 隔 の ター ゲ ッ トに追

従 す るよ うに コン トロー ルす る。 上位 の モ ジュー ル ・コ ン ピ ュー タ は モ ジ ュー ル内 の カ ンタ ム ・コ ン

,5-14-6図 コン トロール系統図
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ピ ュー タ群 とモ ジュー ル ・ゲ イ トでの車 両 の 出入 を コ ン トロー ルす る。 さ らに ス ーパ ー ・ウ ェイ ・コ

ン ピ ュー タは ス ー パ ー ・ウ ェ イ上 の 車 両 を,ま た シテ ィ ・コン ピュー タは シス テ ム全 体 を コ ン トロー

ル す る こ とに な る。 ま た,異 常 事 態 が 発生 した車 両 を専 門 に処 置 す る レス キ ュー ・コン ピ ュー タ は モ

ジ ュー ル ・コン ピュ ー タ と カ ンタ ム ・コ ン ピ ュー タへ の事 故 車 両 に関 す る情 報 の伝 達 を行 な うこ と に.

な ろ う。 これ らの 全体 の相 互 関係 は,コ ン トロール 系統 図 で示 す よ うな ハ イ ア ラー キ構成 とな って い・

る。

DCVSの 利用

現 在 考 え られ て い るCVSの 利用 方 法 は,ま ず ス トップ設 置 され た乗 車 券 販 売機 で ク レ ジ ッ ト ・カ

ー ド又 は現 金 に よ り目的地 ま での 乗 車券 を購 入 す る
。購 入 した乗 車券 を読 取機 に挿 入 す る と,待 ち時

間 及 び 到 着予 定 時 刻 が 明示 され る。車 内へ 入 って発 車 ボ タ ン を押 す と コン ピ ュー タ は 目的地 ま での 最

短 ル ー ト(又 は最 小 時 間 ル ー ト)を 求 め,ノ ンス トッ プで利 用 者 を輸 送 す る。走 行 申は現 在 位 置,目

的地 ま で の残 り時 間及 び 目 的地 まで の到 着 時 刻 等 も利用 者 に知 らせ る こと にな って い る。 ま た,車 内

で の 行 先変 更 処 理 も可 能 で あ る。 到 着前 に は予 告 ラ ンプ が点 灯 し,到 着 す る と到 着 ランプ が点 灯 す る。.

以 上 の よ うな乗 客 と車 両 の行 動 を簡単 に図 式 化 す る と5-14-7図 の よ うに な る。

E開 発の現状 と今後の課題

CVSは 数 年 間 にわ た る調 査 ・研 究 及 び基 礎設 計 を基 に して,1971年 か ら開 発 が進 め られ て きた も,

の で あ り,現 在,東 村 山市 の テ ス ト・コー ス で総合 運 転 の実 験 が 積 み重 ね られ て い る と ころ であ る。

一方
,沖 縄 海 洋 博 では現 在 順 調 に稼 動 し,会 場 内 の交 通 機 関 と して の役 割 を担 って お り,新 都 市 内 交

通 シス テ ム として の 第 一 歩 が踏 み出 され て い る。

CVSは 今 ま で述 べ て きた よ うに,そ の 発 想 に お いて 革 命 的 と もい え る多 くの特 徴 を有 して い る。

しか しな が ら,CVSの 実 際 の都 市 での実 用 化 に あ た って は,現 在 の わ が国 の極 めて 複雑 な都 市 構 造

を考 え る と必 ず し も容 易 で は な く,ま た無 人 運 転 に 対 す る問 題 等 の 法律 的諸 問題 も控 えて い る。 さ ら

に,CVSは 都 市 の もつ重 要 な交 通機 能 を分 担 す る もの で あ り,都 市 本 来 の利 便 性,安 全 性,快 適 性

及 び健康 性 を損 うこ とな く,社 会 シス テ ムと して の十 分 な検 討 が 必要 とな ろ う。
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15地 域気象観測 システム

Aシ ス テ ム 名 と設 置 場 所

この シス テ ムは地 域 気 象 観 測 シス テ ム と称 し,AMeDAS(AutomatedMeteorologicalDateAcqui.

sitionSystem)と 略称 して い る。

その シス テ ムの セ ン ター は東 京都 千 代 田 区大 手 町 の電 電 公 社 東 京 デ ータ通 信 局 内 に あ る。

Bシ ステ ム開発 の背 景

天 気 予 報 に は 暖 候期 予 報 や1か 月,3か 月 の予 報 の よ うな長 期 予報 と1週 間 の延 長 予 報 お よ び 明・

日 ・明後 日の短 期 予 報 等 が あ るが,そ の ほか数 時 間 内 の短 時 間 予 報 の ニー ズ も大 きい。 これ らの各 種.

予 報 は その予 報 期 間 に よ って対 象 とす る現 象 の スケ ール が違 うの で,用 い る資 料 に も差 異 が あ る。

た と え ば,明 日 ・明 後 日の予 報 に は数 日か ら十 数 日の寿 命 が あ り∴数 百 キ ロメ ー トルか ら数 千 キ ロ

メ ー トル の ス ケ ー ル を持 つ 大 規模 な高 気 圧 や 低気 圧 な どの解 析 が 中 心 とな るが,集 中豪 雨 の よ うな数:
,

時 間 の 寿 命 で,お お むね100キ ロメ ー トル 程度 の 中規 模 スケ ール の現 象 に対 して は,そ の ス ケ ール に

相 応 した 時 間的 に も空 間 的 に も密 な観 測 網 を作 り,そ の きめ細 か な観 測値 を即 時 的 に集 信 し,コ ン ビ'

ユ一 夕処 理 して配 信 し,リ アル タ イ ム的 に活用 で き るよ うに しな けれ ば,適 時 に適 切 な気 象 情 報 を

出す こ とは む つ か しい。

す な わ ち,集 中 豪雨 の よ うな 局地 的 異 常 気象 現 象 を きめ細 か く連続 監 視 し,防 災機 関や 地域 住 民 が

必 要 とす る気 象 情 報 を適 時 適切 に伝 達 す るた め に は,そ れ に相 応 した密 な観 測 値 が入 手 され ね ば な ら

な い 。

しか る に,気 象 官署 だ けで は 全 国200か 所足 らず しか な い の で,従 来 は学 校 や 役場,個 人 等 に お願

い して,観 測 と通 報 を依 頼 し て き た 。 しか し,こ の委 託 観 測 制 度 で は委 託 先 の 本務 が 多 忙 で あ った

り,日 曜 ・祝 祭 日等 もす べ て年 中無 休 で あ った りす る こ とな どの た め に,そ の 観 測値 の集 信 に確 実 性

と迅 速 性 が十 分 で な く,か っ,こ の労 働 力 の 高価 な時代 に風 雨 の 申の 真夜 中で も観 測通 報 を しな け れ

ば な らな い奉 仕 的 な方 法 で は,委 託 その もの が 次第 に困 難 とな って きた。

こ の た め,従 来 の気 候 観 測 所 や雨 量 観 測 所,総 合 自記 観測 所,自 記 雪量 計 観 測 所,あ る いは農 業 気

象 観 測 所 と 目的別 に展 開 され,委 託 され て きた各 種 観 測所 を整 理 統 合 して,申 域 観 測 網 とし,一 貫 レ

た理 念 の もとに再 編 成 す る と と もに,現 代 的 にテ レ メー タ化 し,シ ス テ ム化 し よ う とす る計 画 が1961

年 ご ろか ら種 々検 討 され た 。 しか し,当 時 は専 用 線 か無 線 に よ る ほか な く,そ の 経費 が膨 大 す ぎ る こ

と な どの ため に具 体 化 す る まで に至 らな か った。
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そ の後,1969年 に至 り,全 国各 地 で集 中 豪 雨 が ひ ん発 し,国 会 で も問 題 とな っ た ため,こ の種 観 測

網 の 整 備 が一 般 か ら も強 く要 望 され るよ うにな っ た。

た ま た ま,1971年5月 に公衆 電 気 通 信 法 の一 部 改 正 によ り,一 般 加入 電話 回線 を利 用 して,デ ータ

伝 送 が で きるよ うに な っ たの で,従 来 の 予 算 的 障害 が 大 き く軽 減 され る こ とに な り,地 域気 象 観 測 網

整 備計 画 は急速 に具 体 化 し,全 国 の観 測 所 を公衆 電 話 回 線 によ って テ レメ ー タ化 す る方 向 が決 った 。

Cシ ステム開発の経過 と開発主体お よび協力者

1971年 に まず気 象 庁 の 気 象 測器 工 場 にお い て地 域 気 象 観 測 シス テ ム用 の有 線 ロボ ッ ト気 象 計 と受 信

装 置 が試 作 され,1972年3月 か ら東 京 管 区 気 象台 露 場 と気 象庁 観 測 部 長室 との間 で 庁 内 電話 を用 いた

テス トが開 始 され た 。

1972年5月 に は,そ の 伝 送 シス テ ム を電 電 公社 に委 託 す る方 向で 計 画 を進 め る こ とに な り,電 電 公

社 との打 合 せ が 開始 され た。

一 方
,PPBSの ケ ーース ・ス タデ ィ と して 「ロー カ ル な地 上 気象 観 測 網 の展 開 に 関す る シス テ ム的 研

究 」 が と り上 げ られ,気 象庁 の 関係 各 課 と関 係各 機 関 との 関係 者 に よ る調 査 委 員 会 が設 け られ,観 測

施 設,通 信 施 設,デ ー タ処 理 施 設 等 に つ いて トー タ ル シス テ ム と しての 費 用効 果 分 析 方 法 によ る最 適

シス テ ムの 調 査 が な され た。

そ して,1972年12月 か ら1974年3月 にか けて 福 島 ・山形 両 県 内で有 線 ロボ ッ ト気 象 計 や 無 線 ロボ ッ

ト雨 量 計 等 に よ る実 用 試験 と運 用 試 験 を実 施 した。 これ らの テス トの上,1974年4月 か ら10月 に か け

て東 京 デー タ通 信 局 舎 内の地 域 気 象 観 測 セ ンタ ー にお い て電 電 公 社 と気 象 庁 に よ る本 番 の 運 転試 験 を

実施 した。

Dシ ステ ムの 目的 と意義

第1の 目的 は集 中豪 雨 対策 で,集 中豪雨 の監 視 に最 適 な シス テ ム を作 り,そ の 常 時監 視 体 制 を強 化

し,そ れ らの 防災 用 に適 切 な気 象 情 報 を最 適 時 に伝 達 して,気 象 災 害 を防止 軽 減 す る こ とで あ る。

その ほ か,最 近 急 速 に ニー ズの 高 ま って きた航 空 を初 め とす る陸 上 や海 上 等 の 高速 交 通 機 関 の災 害

防止 や 運 航 の能 率 化,快 適 化 の た めの 交通 制 御 用,水 力 発 電や 上 水 道,工 業 用 水,農 業 用 水 等 の ダ ム

コン トロ ール用,あ る い は電力 需 給 調 節用 や大 気 汚 染 制 御用 等 の た めの オ ン ラ≧ ン ・ リア ル タ イ ムな

入 力 資 料 と して,ま た農 作 物 の 防霜 対 策 や釣 船 とか ゴル フ場 で の突 風 や 雷等 の防 災 用 と して,天 気 の

悪 い時 は もちろ ん,天 気 の良 い 時 に もニ ーズ の 多 い きめ の細 か い気 象 情 報 の 提供 用 も目的 と して い る。

ま た,従 来 の気 象 自記 記録 が ア ナ グ ロ記 録 で,電 計 処理 に不 向 きで あ り,多 量 なデ ー タ に よ る高 度

な調 査,研 究 等 が困 難 で あ った の に対 し,各 種 の大 形 土 木 事業 等 にお け る諸 計 画 や 各 種 の調 査 研 究 用

資料 として,活 用 しや す い形 の磁 気 テー プ に各 気 象 要 素 の毎 十 分 値 をデ ジタル で 集録 して お き,詳 細
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な気 象 デ ー タの 活 用 を容 易 に,か つ 能 率 的 にす る こ と も 目的 として い る。

か くて,こ の シス テ ム はオ ン ライ ン ・リアル タ イ ム な活 用 によ り,国 民 の 気象 災 害 に よ る損失 を防

止 軽 減 で きるの みな らず,オ ン ライ ンの 統 計 資料 等 の活 用 に よ って,国 民 の 環境 保 全 や産 業 の 興 隆等

多 方 面 の基 本 調 査 資 料等 として大 い に役 立 って い る。

Eシ ス テ ム の 内 容

この シス テ ム は5-15-1図 の よ うに全 国 に配 置 され た約1310の 観 測 所 設 備(気 象 官 署 を含 む)と

東 京 にお か れ た セ ン タ設 備 お よび11の 地 方 予 報 中 枢 と48の 府 県 予報 区担 当官 署等 に設 置 され た宅 内装

置 な らびに そ れ らを結 ぶ 回線 設 備 か らな る。

a観 測所 施 設

5-15-1図 の よ うに 自記 雨量 計 だ けの 観 測 所,無 線 ロボ ッ ト雨 量計 の観 測 点 お よ び 雨 量,風 向

風 速,気 温,天 気 の4要 素 の 測器 を もっ 有 線 ロ ボ ッ ト気 象 計 の 観測 所 とあ り,そ の測 器 施 設 等 に差 異

が あ る。

bセ ンタ ー設 備

情 報 処理 装 置 本 体 には安 定 性 の 高 い装 置 を使 い,周 辺 装 置 な らび に回 線 関係 の 主 要 部分 を含 めて2

系 統 設 置 され,そ の ユ系統 が オ ン ラ イ ン処理 を して い る と き,他 系 統 は トラ ブルの と きの待 機 用 で あ

る と と もに,後 で述 べ る各種 の オ ン ラ イ ン関連 業 務 の 処 理 をす る。 なお,シ ス テ ムの 運用 は気 象 庁 職

員,保 守 は電 電 公社 職 員 によ って行 わ れ る。

c端 末 設 備

図 の よ うに本 庁 と地 方予 報 中枢 には 配信 専 用 の1200bit/secの 宅 内装置 が,府 県 予報 区等 に は配 信

用 と照 会 用 の た め の200bit/secの 宅 内装 置 が 各所 と も2台 ず つ 設置 されて い る。 約1310の 観 測 所 に

は気 象 測 器 と変 換 装 置 お よ び符 号 送 信 器 が あ り,前 二 者 は気 象 庁 が保 守 し,符 号 送 信 機 は 電電 公 社 が

保 守 す る。

d回 線 設 備

回 線 関係 で は回線 制 御 装 置,回 線 接 続 装 置,集 合 変 復 調 装 置,自 動 呼 出装 置,回 線 監 視 装 置等 が あ

り,回 線 に は集 信 用 の従 量 制 回線 と配 信 用 の定 額 制 回線 が あ る。

eオ ン ラ イ ン業 務

集 信業 務 は毎 正 時 に全 国の 約1310地 点 か ら観 測 値 を集 信 し,プ ロ グ ラム に よ り有 用 な値 で あ る こ と

をチ ェ ック した後,演 算 処 理 を行 い,配 信 種 別,配 信 先,配 信 順 に編 集 す る。話 中の 場合 は3回 まで

呼 出 しを繰 り返 す の で話 中率 は0.1%程 度 とな る。

配 信業 務 は府 県 区,地 方 中枢,本 庁 の順 に,ま た異 常 報,定 時 報,地 方 降水 量 実 況 図,全 国降 水 量

実 況 図の 順 に,そ れぞ れ 定 め られ た配 信 周 期 で行 わ れ る。
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これ らの 集配 信 は毎 正 時 後20分 以 内 に すべ て を終 了 し,そ の後 は異 常 気 象 時 等 にお け る10分 ご と'の

観 測 値 や 過 去24時 間 内の 必 要 な正 時 の デー タ,あ る い は府 県実 況図 等 が ほ しい時 の 随時 照 会 によ る配

信 時 間 等 に あて られ て い る。..'㎡ ・'

fオ ン ライ ン関連 業 務 ・

オ ン ラ イ ン業 務 で集 信 した 各地 の24時 間分 の観 測 デ ー タ を零 時 日界 で一 括 処 理 し,次 の よ うな 各種

統 計 表 等 を作成 し,そ れ ぞれ 必要 な個 所 に配 信 ま た は郵 送 して い る。

四要 素 日報,毎 時 降水 量 日報,毎 時 風 向風 速 日報,毎 時 気 温 日照 時 間 日報,全 国 降水 量 図,全 国 日

降 水 量 表,全 国毎 時 降水 量 表,四 要 素 旬 報,降 水 量 月 報,風 向風 速 月報,気 温 月 報,日 照時 間 月報,

年 報 等 。

F他 の シス テ ムとの関係

この シス テ ムは全 国1310地 点 の4要 素 の 観 測値 を オ ン ラ イ ン ・リアル タイ ムで 集 信 し,電 計 処 理

し,配 信 す る シス テ ムで あ るか ら,そ の 配 信 資料 が 即 時 的 に活 用 で き るだ け で も十分 有 効 で あ り,世

界 的 に も画 期的 な ナ シ ョナル プ ロジ ェ ク トで あ るが,で きれ ば それ に,短 時 間 先 の予 想 図 等 の加 工 製

品 も加 えて配 信 す る と,な お一 層 利 用 価 値 が高 ま る。

一 方
,こ の シス テ ム と同 じよ う な中 規模 ス ケ ール の現 象 の常 時監 視 を 目的 と して展 開 され て い る全

国20か 所 の気 象 レー ダ ー観測 デ ー タ につ い て も,そ の配 信 の ニ ーズ が高 いの で,別 のサ ブ シス テ ムで

あ る レ ー ダ伝 送 網 に よ って,そ れ ぞれ の 利用 者 にFAXで 個 別 に配信 され て い る。

そ こで,こ の 全 国の レ ーダ 映像 を各 サ イ トで デ ジ タル 化 して伝 送 し,そ れ を セ ンタ で全 国 一枚 の 図

に合 成 し,そ れ を初 期 値 と して3時 間 ご とに6時 間 雨 量 予 想 図等 が 作 成 され るシス テ ムの加 わ る こ と

が 望 まれ て い る。

す な わ ち,地 域 気 象 観 測 シス テ ム と レー ダ観 測 処 理 シス テ ム とを トー タル シス テ ム と し て 結 合 き

せ,レ ー ダ とAMeDASと が 一 体 とな っ て処 理加 工 され,利 用 しや す い合 成 図 や予 想 図 等 と して ユ

ー ザ ー に提 供 され る こ とが望 ま れて お り
,検 討 され て い る。

また,沿 岸 海 上 の 防 災等 の た めの 波 浪観 測 値 の 集 配 信 やAWeDAS要 素 として ま だ加 えて い な い

積 雪 深 の テ レメ ー タ化 に よ る集 配 信,あ るい は灯 台 の無 人 化 等 に伴 う島 や岬 等 で の気 象 値 の集 配 信,

そ の 他 気象 庁 以 外 の 機 関 に お け る気 象 観測 値 の 集配 信 等 も加 え,真 の トー タ ルシ ス テ ム と して,な お

一 層 能 率 的 な効 用 の 高 い シス テ ム に な る こ とが望 まれ て い るの で
,将 来 この 種 の他 シス テ ム との 結 合

等 も検 討 され る時 期 が来 るで あろ う。

Gシ ス テ ム運 用 開 始 時 期 と そ の 効 果'

本 シス テ ムの正 式 運 用 は1974年11月1日 に開始 され た が,当 時 は全 国927地 点 の雨 量 観 測 値の み に

`



299

よ る運 用 で あ り,1975年4月 か らは そ れ に約170の 雨 量 地 点 と,100地 点 の4要 素 観測 値 を加 えた が,

ま だ全 部 は完 成 して い な い。 この た め,そ の効 果 を完 全 に評 価 で き る時 期 で は な い が,そ の雨 量 分 布

図 の配 信 だ け を と って みて も,全 国の 注 意 報警 報担 当 官署 が そ の 管 内の 降 雨 域 を人 手 をか けず 即時 的

に追 跡 で きる よ うにな り,警 報 等 の発 表 が 早 くか っ適 切 に な った の で,非 常 に好 評 で あ り,こ の シス

テ ムの完 成 が待 たれ て い る。

H この システ ムの将来 に おけ る レベル ・ア ッフ.予定の有無 と時期

この シス テ ムは十 数年 来 期 待 され続 け て きた 中間 規模 ス ケ ール の気 象 値 の観 測 ・集 信,加 工,配 信

を ≒ ン ピ ュ一 夕等 の 活 用 に よ って,オ ン ライ ン ・リアル タイ ム化 す る計 画 の実 現 で,前 述 の よ うに将

来 の 整 備 が進 め ば,そ の効 用 は計 り知 れ な い程 で あ る。 した が って,将 来,関 連 の サ ブ シス テ ム と イ

ン テ グ レー トされ,局 地予 報 用 の 処理 シス テ ム等 も付加 され て,真 に トー タル シス テ ム として の完 成

が 望 まれ て い るが ・現 時点 で は まだ,そ の具 体 的 な年 次 計画 等 が 発 表 で き る段 階 で は な い。

卍 人 と の イ ン タ ー フ ェ ー ス

この シス テ ムで はオ ン ライ ン系 は す べ て ア セ ン ブ ラで 記述 され て お り,オ ン ライ ン関連 系 は アセ ン

ブ ラお よ び コボ ル で記 述 され て い る。
　

入 出力 の端 末 装 置 と して の入 力 側 は 自動 遠 隔検 針 技 術 を用 いて,電 話 回線 に気 象 観測 器 を接 続 し,

自動 的 にデ ー タ を集 信 して い る。

出力 側 は5-15-1図 で も示 した よ うに,こ の シス テ ムで編 集 した降水 量 実 況 図 な どの比 較 的 デ ー

タ量 の 多 い 出 力 を受 信 す る1200bit/secの 宅 内装 置 と,定 時 報 お よ び 日 ・旬 報 等 を受 信 す る200bit/sec

の宅 内装 置 が あ り,後 者 に はキ ー ボ ー ドで コ マ ン ドを用 い フ ァイル等 を随 時 照会 で きる機 能 も備 え て

い る。
■

Jシ ス テ ム の トラ ピ ッ ク

本 シス テ ムの トラ ピ ック は集 信 ・配 信 お よ び照会 の3業 務 に大 別 され る。

集 信 業 務 の トラ ヒ ックは 符号 送 信 器 数 に応 じて ほぼ 一 定 で あ り,配 信 業 務 は定 時 報 の トラ ξ ック と

ノ

オ ン ラィ ン関 連 業 務 で バ ッチ処 理 を行 っ て配 信 す る トラ ピ ック とが あ る。 照 会 業務 は コマ ン ドによ り

随 時照 会 さ れ るの で,そ の トラ ピ ックは梅 雨 期 や 台風 期等 の気 象 状 況 に よ り大 き く増減 す る。

1975年3月 の1日 当 り平 均 トラ ピ ック を示 す と,5-15-1表 の とお りで あ る。

Kプ ログラ ム構 成
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5-15-1表3月 の 日平 均 トラ ピ ック

種 別 メ ッセ ー ジ数 記 事

集 信 22,440 一定

定

時

報

府
県
区

定 .時 報 548 可変

異 常 報 42 〃

中

枢

ポ イ ン ト セ レク シ ョン 312 一定

ア マ ウ ン トセ レク シ ョン 32 可変
配

信

地 方 実 況 図 104 〃

本

庁

アマ ウ ン トセ レク シ ョン 14 〃

全 国 実 況 図 24 一定

雨 雪 通 報 12 可変

日旬報配管
四 要 素 日 ・旬 報 58 一定

全 国 降 水 量 図 等 4 一定

配 信 小 計 1,150

照

会

随 時 102 可変

過 去 18 〃

府 県 実 況 図1・ 〃

地 方 日 降 水 量 表
1・9

〃

照 会 小 計
1・46

合 計1・ あ736

注 一定:ト ラ ピック量が時間的季節的 に一定 な もの

可変:〃 〃 変わる もの

本 シス テ ムの フ。ログ ラ ム は5-15-2図 の よ うに構 成 され て い る。

オ ン ラ イ ン管理 プ ログ ラ ムは各 業 務 処 理 プ ログ ラムの 実行 ・入 出力 の実 行 管 理,障 害 情 報 の解 析 と

そ の管 理 を行 い,コ ミュ ニ ケー シ ョンユ ーザ プ ログ ラ ムは オ ン ラ イ ン業 務 を効 率良 く処 理 す るよ う作

成 されて い る。 障害 回復 プ ログ ラム は シス テ ムダ ウン時 に す みや か に シス テ ムが復 元 す るた めの保 守

プ ロダ ラムで あ る。

オ フ ラ イ ン管理 プ ログ ラ ムは オ フ ラ イ ン業 務 の 効 率 的 なス ケ ジ ュー リン グお よ び運 用 向 上 等 が図 ら

れ るよ う構 成 され,オ ン ライ ン関連 業 務処 理 プ ログ ラ ムは報 告 書 作成,未 送 信 メ ッセ ー ジお よ び シス

テ ム統 計 等 の 処理 機 能 が あ る。 オ ン ライ ン支援 業 務 処 理 プ ログ ラ ムは シス テ ム開始 時 の 各 種 業務 処 理

用 テ ー ブ ルの 作成 お よ び オ ン ラ イ ン シス テ ム を効 率 良 く支援 す る ため の プ ログ ラ ムで あ る。

ラン ゲ ー ジ フ。ロセ ッサ は ア セ ンブ ラ ・コボル等 の翻 訳 プ ログ ラムで あ り,ソ ー トマー ジジ ェネ レー
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ソ フ トウ エ ア ー

5-15-2図AMeDASの プ ロ グ ラ ム構 成

一オ・… 管理プ・グ・ムー[量爾 硲控 ㌘ 三

一オ・… プ・グラ弔 治 ㌍ ・ンユー・r'.[霧 灘 璽1多:;±

一障害回復 プ ログ ラム

ーイー ゼli灘 勲ll
－ラ ン ケ ー ジ プ ロ セ ッ サ

ーサ ポ ー ト プ ロ グ ラ ム 一一ソ ー トマ ー ジ ジ
ェ ネ レ ー タ

ーユ ー テ ィ リ テ ィ プ ロ グ ラ ム

タは ジェ ネ レー タ形 式 によ りデ ィス ク ソ ー トプ ログ ラム,テ ー プソ ー トプ ロ グ ラムお よ び マ ー ジ プロ

グ ラ ムを生 成 す る。 ユ ー テ ィ リテ ィ プ ログ ラ ムは シス テ ムの 効果 的運 用 を図 るた め の補 助 的 な 各 種 の

汎用 パ ッケ ー ジで あ る。

Lシ ス テ ム全 体 の 機 器 構 成

シス テ ム全 体 の 機器 構 成 は5-15-3図 の とお りで あ る。

i

回線収容装置,集合変復調装置 回線接続装置

5-15-3図

回線制御装置 切替装置 論理装置
磁気テープ

切替装置 制 御笠 田

IDF 一

ー

一

}

じMODEM

.一 ー ーー 一.

.⇒一'一 一.

●・ ・一 一 ≡ ・

B-LUA CCU S、W CPU SWU MTC 磁気テープ装置(8吉,

デ
ー
タ
伝送

回
線

MTUMTuIMTU一

工
CBU QQ QCCU 一 QQ

T
一

『
工

MTC
.一

一

磁気ディスクパ・ンク装置

LUC

磁気ディスクパック
制御装置

回線監視装置 巴L-SUP

自動呼出装置

匹

一 一

.

一

.一

カード読取装置

記田装置
MEMACE

一

一

自動呼出装置用
回線監視装置 論理装置

一 DPC

データ宅内装置

一

CPU
一

一

一

CDK

r六 一
一 .一

DPU(A)

θ
oθ
DPU(B)

タイプライタ袋田

TYpSUP

一 一 .一

筐} 」一

一

一..一

一 .一

一隔 DPC

掴

掴
DT・221

81

印刷装置

テ
テ

DPU(A)

θ
oθ
DPU(B)

監 視 装 置 タイプライタ制部装置

けん盤紙カードさん孔装置 けん盤紙か一ト寝rじ嵩置

已]〔 ≦ コ〔司

分電 盤1
TYP-
CONP 記憶装証.

MEM
TYP-

CONP

1
TYP

無停電定周波
定電圧電源装置

巨立]幽
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16愛 知県警察の交通管制 システム

Aシ ス テ ム開発 の背景

街 路 に お け る交通 事 情 は,都 市 によ って 若 干 異 な るが,1960年 頃 か ら急 激 に悪 化 し,交 通渋 滞 によ

る混乱 と交 通 事 故 が社 会 問題 とな って きた。

1961年 に警 視 庁 で,警 察 電 話 回 線 に よ る渋 滞 情 報 の収 集 を始 め,つ い で1963年 に は,警 視 庁 と大 阪

府 警 で,渋 滞 情 報 収 集 の施 設 を完 備 した。

一 方
,自 動 車 量 の増 大 に と もな い,交 差 点 にお け る円滑 な処 理 が 必 要 とな り,各 所 に信号 機 が 設 置

され,次 第 に信 号機 の設 置 密 度 が 高 くな って い った。

その 結 果,隣 接 信 号交 差 点 の信 号 現 示(青 ・黄 ・赤)の タ イ ミン グ を同期 させ,一 つ の路 線 と して

交 通 の 流 れ を調 整 す る必 要 が生 じた。

1963年 に 自動 感 応 系統 式 信 号 機 が警 視 庁 で初 めて 使 用 された 。 そ の後 ,系 統 式 信 号機 が普 及す る に

従 って,系 統 式 信 号 制 御路 線 が相 互 に ク ロス す る よ うに な る と と もに,系 統 化 で は,も はや 処理 で き

な い状 態 に な っ た。

1966年 に警 視 庁 で,各 路 線 ご とに設 備 して い た 自動 感 応 系統 式 制 御 装 置 の 代 わ りに ミニ コ ン ピュー

タ(テ クノ マス タ2kW)で 信 号 機 を制 御 す るこ とに成 功 した 。 さ らに1970年 には ,東 京 都 の新 宿

・銀 座 方 面 にあ る約120基 の 信 号 機 を コ ン ピュ ー タ(NEAC-3100,32kW)を 使 って制 御 した。

これ に よ り,一コン ピュ ー タ によ る広 域 交通 信号 制 御 の制 御 ロジ ッ ク ・ソ フ トウ ェア ・ハ ー ドウェ ア

等 の 基 礎 が 固 ま っ た。 そ の結 果,1971年4月 か ら 「交通 安 全 施 設 等整 備事 業 に関 す る緊 急 措 置法 」 に

基 づ き,5か 年 計 画 で名古 屋 市 を含 む全 国 の主 要28都 市 に交 通 管制 セ ンタ ーが 設 置 され る こ とに な っ

た。

愛 知 県警 察 で は,名 古 屋市 内 の交 通 渋 滞状 況 を は あ くす るた め,1970年 に警 察本 部 庁 舎 の一 階 に市

ハ

内37の 交差 点 を対 象 とした コ ン ピ ュー タ(松 下MACC7F,16kW)に よ る 自動 交 通 情 報 収集 シス テ ム

を導入 し,交 通 情 報 活動 を開始 したが,前 記 の緊 急措 置 法 に もとづ き,1973年 か ら交 通 管 制 シス テ ム

の 整 備 を始 めた 。

シ

以上 述 べ たよ うに,交 通 諸 情 勢 と各種 技 術 開発 を背 景 と して,交 通 管 制 シス テ ムが 誕生 す るこ と と

な っ た。. .
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Bシ ス テ ムの概 要

a目 的

交 通 管 制 シス テ ム は・交 通 状 況 に応 じて信 号 機 や道 路 標 識 を操 作 し,ま た道 路 の 交 通 情 報 を ド

ラ イバ ーに知 らせ た り,現 場 の 警 察 官 や交 通 巡 視 員 に交 通 規 制 に関 す る指 令 な どを広 域 にわ た
っ

て 総 合 的 に行 うた めの 施設 で あ る。

b意 義

コン ピュー タ ・シス テ ムの導 入 に よ り
,市 内 の車 を生 活 道 路 か ら主 要 道 路 へ 誘導 し,混 雑 して

い る道 路 か らす い て い る道 路へ う回 させ るな ど して,市 内全 体 の車 の 量 と流 れ を調 整 し
,安 全 で

健康 な住 みよ い都 市 にす る。

c内 容

広 い地 域 に設 置 した多 数 の 車 両 感 知 器 か らの 交 通 情報(交 通 量 ,速 度,密 度)を,高 速 かつ 的

確 に コ ン ピュ ータ シス テ ム によ り,中 央 で収 集 分析 し,そ の 情 報 を高 度 の 制 御 手 法 に も とつ いて

処 理 し,多 数 の 信 号機 を制 御 す る。

ア 交 通 量 が 少 い と きは,交 通信 号 に よ る遅 れや 停 止 回数 の 減 少 をは か る と と もに
,必 要 以上 の

高速 走 行 車 に対 す る抑 制 を行 う。

イ

ウ

工

オ

交 通 量 が や や多 くな る と,信 号 待 ち時 間 を少 くす る。

交 通 量 が多 い と きは,通 過 台 数 を確保 し,渋 滞 の 防 止 をは か る。

渋 滞時 に は,そ の解 消 の た め の交 通 流 の 配 分 を行 い,渋 滞 が 拡大 しな い よ うに制 御 す る。

特異 事 態 に対 す る特 殊 処 置,例 えば,火 災 発生 時 に対 す る信号 制 御,あ るい は暴 走 族 対 策 と

しての信号制御や自動車騒音 ・排出ガスに対する信号制御を行う。

なお,分 析データによ り,交 差点の各流入路別に渋滞度 ,速 度を管制室の交通情報表示板に

電光表示する。

さらに渋滞状況に応 じて,管 制室か ら市内の重要交差点に設置した可変標識に指令信号を伝

送する。

Cシ ステムの開発主体及び参加者

管 制 シス テ ム開発 の 主 体 は,愛 知県 警 察 本 部 で あ るが,前 記 の 緊 急措 置 法 に よ る五 か年 計 画 に もと

づ きジ 警 察 庁 の指 導 の も とに実 施 した 。

シス テ ムの設 計 には,松 下 通 信 工業 株 式 会社 ,富 士 通 株 式会 社 等 が参 加 した 。
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D建 物 の 概 要 と シ ス テ ム の 適 用 開 始 時 期

所 在 地 名 古 屋 市 熱 田 区市 場 町19番 地 ・

建 物 鉄 筋 コン ク リー ト5階 建

建築 面 積 …… …370m2

延 面 積 … … …1,742m2

竣 工1969年3月 交 通 管 制 セ ンタ ー独 立庁 舎

試 験 運 用 開始1969年4月

運 用 開始1969年11月

Eシ ス テ ム の 適 用 効 果

1968年 度 に施 行 し た222か 所 の信 号交 差点 を含 む12路 線(1路 線 当 り平 均4.27km)で の旅 行 時 間

が,事 前 に は12分59秒 を要 した もの が,事 後 では10分9秒 で通 過 で き るよ うに改善 され て お り,交 通

事 故 の 減少 率(人 身 事 故 の み)は,28.4%と い う結 果 を得 た。

評 価 項 ∋ 改善 率%

旅 行 時 間 の 短 縮(∋ ・3

旅行速度の・ ・プ(・m/・)1・5

停 止 回 数 励 少(回)126

旅 行 時 間 の 短 縮 に と もな う経 済 効 果 を算 出す るの は,非 常 に困 難 で あ るが,評 価 対 象 を業 務 用 自動 車

に限 定 して 推 定 す る と,全 対 象 地 域 で年 間約80億5千 万 円 とな り,3か 年 計画 に よ る投 資額 及 び経 常

費 は,約46億4千 万 円 で あ るか ら,約7か 月 程 度 で償 却 で きる と考 え られ る。

F将 来 計 画

a現 管制 シス テ ムの 拡 充 整 備

1971年 度 及 び1972年 度 中 に端 末 機 器(信 号 制 御 機 約570基),中 央 装 置(下 位 コ ン ピ ュー タ,

40kW1台)の 増 設 を計 画 して い る。

bサ ブ セ ン ター の設 置

人 口20万 人 以 上 で,交 通 事 情 の特 に悪 い都 市 に交 通 管 制 シ ステ ム を導 入 す る。(1973年 豊 橋 市

・1974年 一 宮市 ・1975年 岡崎 市)

Cバ ス 優 先 信号 制 御

バス 路線 に,バ スの み に感応 す る バ ス セ ンサ ー を設 置 して,こ の情 報 を コ ン ピ ュー タに入 力
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し,バ ス の み に特 別 に青 信号 を延 長 した り,赤 信 号 を短 縮 す る。

その た め,若 干 の コン ピュ ータ と周 辺 装置 を増 設 す る計 画 で あ る。

d自 動 車 専 用 道 路 の管 制 シス テ ム

自動車 専 用 道 路 と平 面 街路 が調 和 の とれ た車 の 流 れ とす るた め,既 設 の管 制 シス テ ムの ソ フ ト

ウ ェア とハ ー ドウェ アの 整 備 を行 う。

G人 との イ ン タ ー フ ェ ー ス

a営9E 口 口ロ

ASSEMBLERとFORTRANが あ り,ASSEMBLERは,1/0の ア クセス 及 び下位 機 との 送

受 信 な どの 基 本 的 な部 分 に使 用 し,FORTRANは,信 号 機 制 御 の論 理 計 算,統 計 処理 な どの 業 務

処 理 的 な部 分 に使 用 して い る。

b入 出力 機 器

ア タイ プ ライ タ

タ イ プ ラ イ タは,メ ッセ ー ジ出力 用 に1台,シ ス テ ム との対 話 用 に1台 使 用 して い る。'

イ ライ ンプ リン タ

主 と して統 計 リス トの 出力(日 報 ・月 報)に 使 用 して い る。

ウCRTデ ィス プ レイ

交 通 管 制 用 の各 種 パ ラメー タ及 び設 定 値 の チ ェ ックや変 更 並 び に端 末 機 器 の 動 作状 況の 監視

に使 用 して い る。

な お,ハ ー ドコ ピー ・ユ ニ ッ トに よ り,CRT画 面 の コ ピーが とれ る。

エ グ ラ フ ィ ック ・デ ィス フ。レイ

各 交 差 点 及 び主 要 路 線 の交 通 情 況 の 時 間変 化 な らび に信号 機 の 動 作 を時 系 列 的 に グ ラ フ 化

し,出 力 をハ ー ドコ ピー ・ユ ニ ッ トで記 録 す る。

オXYプ ロ ッタ

地 図上 に代 表 地 点 の交 通 情 況(交 通 量,密 度,渋 滞 度 等)を 作 図 す る。

力 管 制 卓

中央 表 示 板 へ の パ ラメ ー タ表 示 の指 定,交 通 混雑 情 況 の手 動 表 示 指 令,路 線 信 号 制御 へ の 介

入 等 が で き る。

な お,コ ン ピュ ータ シス テ ム とは別 に,交 通 流監 視 用 テ レ ビの操 作 及 び可変 標 識 の 運用 が で

き る。

キ 交 通 情 報表 示 板

主 要 交 差 点 の 渋 滞状 況や 交 差 点 間 の車 両 密 度 を ラン ク別 に色 分 け し,ラ ンプ表 示 を して い る。
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5-16-1図(そ の1)t

{1)中 央処理装置(FACOM-230/35、131KB実 装)

オンライン'ン トロ 初 期 設 定 オ
。ライ 。フ。イルの醐 化'

受

凡

才 ペ レ ー タ 割 込

み ル チ ン

業

ル

理

ン

フ ァイ ルサ ポー ト

ル チ ン

1/0サ ポ ー

ル チ

障

ノレ

管 理

チ ン

バ ッチ コン トロー ル

ル ー チ ン

日 報 処 理

ル ー チ ン

月 報 処 理

ル ー チ ン

下位機か らのデー タの受信

下位機へのデー タの送信

オペ レータか らの割込受付

情 報 計 測 、信 号制 御 パ ラ メ ータ

の決 定 、 デー タの ロギ ン グ、表

利 情 報 の作 成 な ど

ドラム 、 デ ィス ク上 の フ ァ イル

読 出 し、書 込 み

MT、TWの 制 御

下位機状態 の監視 、切替 え

日報の処理

月報の処理
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5-16-1図(そ の2)

グラ フィックデ ィス

プ レイ処 理ルーチ ン

XYプ ロ ッ タ ー

処 理 ル ー チ ン

,

設定値 セットアップ

ル ー チ ン

グラ フ ィッ クデ ィス プ レイ の作 .

図処 理

'XYプ ロ
ッター 作 図 デー タの出 力

設定値 の初期設定の変 更

《2)交 通 情 報 制 御 装 置(MACC-6500、40kw) .

オ ン ライ ン コ ン トロ

ー ル
、 ル ー チ ン

受 信

ル ー チ ン
上 位機 からのデー タ受信

送 信

ル ー チ ン

上 位機へのデー タ送信 、通信制

御装 置へのデニ タ送信

感 知 器 入 力

処 理

交 通 情 報

処 理

端 末 機 制 御

1

-

1

自 動 感 応

制 御
.

「

」障 害 管 理

ル ー チ ン

50ミ リ秒 ご との 感知 器 入 力処 理'

5分 間の感知器デー タの累積

信号制御機への指令 と照合

.自動感応制御パ ラメー タの決定

上位機状態の監視
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(3)

(4)

第5部 コンピュクー適用業務の具体 例

5-16-1図(そ の3)

通 信 制 御 装 置(MACC-6500・32kw)

1オ ン ラ イ ン 受 信

コ ン ‥ 一 ル
」 ル ー チ ン

端 末 機

制 御

段 系 統

制 御

イ ン タ ー フ ェー ス 制 御 装 置(MACC-6500

オ ン ラ イ ン 受 信'

コ ン ト ロ ー ル ル ー チ ン

交通情報制御装置か らのデー タ

受信

信号制御機への指令 と確認照合

三段系統制御パ ラメータの決定

・32kw)

送 信

ル ー チ ン

感 知 器 入 力

処 理

交 通 情 報
処 理

管 制 卓 割 込
処 理

表

処
示

理

可 変 標 識
動 作 監 視

障 害 管 理
ル ー チ ン

ラ ン プ チ ェ ッ ク

1ル ー チ ン

上位機からのデータ受信

上位機へのデータ送信

50ミ リ秒 ごとの感知器入力処i哩

5分 間の感知器デー タ累績

割勘 ら捌 込綴 付

中央表示板へ交通情況処理

可変標識の動作監視

現用系上位機の異状の監視 、切

替制御 と警報

中央表示板の ランプチ ェックと

テス トパターンの出力
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そ の他 交 差 点 パ ラメ ー タの 数 字 表 示 と端 末 信 号 機 の 動 作 状 況 が監 視 で きるパ ネ ル が あ る
。、

H概 算 デ ー タ量

車 両感 知 器 か ら送 られ て くる車 両 通 過 情 報 を1件 の デ ー タ とす る と,デ ー タ量 は1日 で約40万 件 で

あ るが,最 終年 度 に は約90万 件 とな る。

た だ し,1件 の デ ー タは,4バ イ トの デ ータ で あ る。

1プ ロ グ ラ ム 構 成

プ ログ ラム は,情 報 の 収集 な どの オ ン ラ イ ン プ ログ ラ ム と統 計処 理 な どのバ ッチ プ ログ ラ ムか ら構

成 されて い る。

,オ ン ライ ン プ ログ ラム は,各 コ ン ピ ュー タ ご とに階層 的 に業務 を分 担 して い る。

(1)

(2)

〈3)

〈4)

中央 処 理 装 置

.交通 情 報 制 御装 置,

通 信 制 御 装置

イ ン ター フェ ー ス制 御 装置

5-16-2図

(5-16-1図 参 照)

サポー トプログラム と業務処理 プログ ラムとの関連

フ ァ イ ル サ ポ1/0サ ボ・・

一 トプ ログラム プ ロ グ ラ ム

下位機

予備
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(5)サ ポ ー トプ ログ ラム

業 務 処理 プ ログ ラ ムは,コ ン ピュ ー タの構 成 や規 模 の拡 大 等 を考慮 して,独 立 した形 で作 成 さ.

せ る ため,5-16-2図 の よ うな サ ポ ー トプ ログ ラ ム を開発 した 。

な お,こ れ らは,サ ブル ー チ ン群 との セ ッ トア ッ プか らな って い る。

この シス テ ムは,磁 気 ドラ ム,磁 気 デ ィス ク上 約150種 類 の 設 定値,ワ ー ク フ ァイル,デ ーーダ

バ ッハ用 フ ァ イル が あ り,デ ー タ量 は,合 計 で約3Mバ イ トで あ る。

各 フ ァイル,設 定値 を一 つ 一 つ の メ ンバ ー と して 登 録 し,メ ンバ ー を フ ァイル と同 じに扱 え る

よ うな フ ァイ ル構 成 を とっ た。

この フ ァイル構 成 に も とつ いて 開発 された フ ァイ ル,ア クセ ス,ル ー チ ンは ア クセ ス速 度 が速 、

く,業 務 処 理 プ ロ グ ラ ムか らは,通 常 の サ ブル ー チ ン形 式 で 呼 び 出す こ とが で きる。

ま た,メ ン バ ー 内の 相対 レ コー ドア ドレス を指定 す る こ とで,フ ァイル 内 の希 望 す るレ コー ド'

の 内容 を ア クセス で きる。

なお,こ の フ ァイル 構成 に従 い,メ ンバ ーの 登録 プ ログ ラ ム と し て,約100本 の セ ッ トァ ッ・

プ ・プ ロ グ ラム を開 発 し,か つ,フ ァイ ル と設 定値 の管 理 とメ ンテ ナ ン ス用 と して の,MTへ の

セ ー ブ及 びMTか らの リカバ リーの プ ログ ラム を開発 した。

(6)1/0サ ポー トプ ログ ラム

ァMT、

可 変 長 デー タの ロギ ン グ及 び マ ル チ フ ァイ ル,マ ル チ ボ リュ ー ムの管 理 な らび に ロギ ングMT』

の 障 害 あ る い は 日変 り等 に よ るMTの 切替 えを制 御 す るプ ログ ラ ム を開発 した。

イ タ イプ ライ タ

2台 の タ イ プ ラ イ タを管 理 し,オ ン ライ ン処 理 で メ ッ セー ジ 出力 用 に使用 す る タイ プ ラ イ ダ

が 障 害 の場 合,コ ン ソー ル ・タイ プ ライ タに切 り替 え,制 御 をす る プ ロ グ ラム を開発 し た。

ま た,タ ス クの 走行 効 率 を上 げ るた め に,タ イ プ ラ イタ へ 出力 す るメ ッセ ー ジ を磁 気 ドラ ム

へ,キ ュー イ ン グす るプ ログ ラ ム及 び その キ ュー イ ン グ され た メ ッセー ジを一 定 間 隔 で 出力 すー

る プ ログ ラ ム を開発 した。

J基 本機器構成

シス テ ムは,全 体 的 に信 頼 性 と重 要性 を考 慮 して,フ ェ ール セ イ フ機 能 を持 たせ る と と もに,コ ン.

ピ ュ一 夕は上 位 系 及 び下 位 系 か らな る多 階層 方 式 とな って お り,シ ス テ ムの デ ィグ レー ドを最 小 限 に

と どめ る こ とが で き る。

(1)上 位 系(FACOM230/35)は,最 大3台 の 下 位 機 が接 続 で き,最 大1200基 の 交通 信 号機 の 制 御.
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が で きる。

.(2}下 位系(MACC6500)は,1台 あた り400基 の交 通 信 号 機 と1000個 の車 両感 知 器 が収 容 で き る。

(3)上 位機 は,2台 連 結 の デ ュアル シス テ ム で あ るが,万 一2台 と もダ ウン した場 合 に は,自 動 的

に 障害 機 を除去 して,下 位機 が単 独 で 信号 機 を制 御 す る。

ま た,下 位 機 が 障 害 の と きは,さ らに下 位 系 の 通 信 制 御装 置 で信 号機 を制 御 す る。

な お,上 位 機 が 正 常 で,下 位 機 が 障 害 の と きに は,上 位 機 が他 の下 位 機 の制 御 を続行 し た ま

ま,自 動 的 に予 備 の 下 位機 ヘ プ ログ ラ ム を転 送 し,障 害 下位 機 の代 替 運 転 を行 う。

(4)下 位 機 は,維 持,管 理,運 用 の簡 易 化 をは か るた め,周 辺 装置 と して の 磁気 テ ー プ,磁 気 ドラ

ム類 を使 用 して い な い。

(5)定 電圧 差 周 波 電源 装 置(CVCF)は,サ イ リス タ ・イ ンバ ー タ式 静 止 型50kVA,3台 に よ る並

列 冗 長 方 式 で あ る。

停 電 対策 と して,150kVA発 動 発電 機1台 が あ る。

なお,発 動 発 電機 が起 動 す るま で の 間,CVCFに 対 す る電 源 供 給 用 と して,300AHア ル カ リ蓄

電 池1組 が あ る。

(6)空 調装 置

庁 舎 全 体用 の空 調装 置 が ダ ウ ン した 場合 を考 慮 して,特 に コン ピュ ータ室 に は,別 途 空 調 パ ッ

ケ ー ジ を3台 設置 じ,ク ー リン グ タ ワ ー も別系 とな って い る。

K上,下 位系の機能

a結 合 方 式

上 位機 及 び下位 機 は,5-16-3図 に示 す よ うに チ ャ ネル 間結 合 装 置ICCA)で 結 合 され て い る。

CCAは,CCA-FとCCA-Mに 分 け られ,前 者 がFACOM230/35と,後 者 がMACC6500と ハ ー ド

ウ ェア イ ンタ ー フ ェー ス上 の整 合 を とって い る。

上 位 機 のSCHに は,4台 のCCiが 直 列 式 に接 続 され,そ れぞ れ制 御用 下 位 機(M】,M2),予

備 の下 位 機(M3),表 示 用 下位 機(M*)と の高 速 な デ ータ の転 送 を行 っ て い る。

b送 受 信 情 報

上位 機 と下 位機 間の 情 報 は,定 時 的 に,ま た不 定時 に送 受 信 され るもの が あ るが,情 報 の処 理

上 か らは,受 信 情報 に対 し送 信 情報 を返 送 す る もの と,受 信 の み の もの とが あ る。

下 位機 は,送 受 信情 報 の バ ッフ ァ と して,主 記 憶装 置 の み を使 用 して い るの で,上 位 機 が送 受

信 情報 を磁 気 ドラム に キ ュ ーイ ングす る こ とで 下 位機 との 送 受信 に追 従 して い る。

5-16-1表 に上 位 機 及 び下位 機 の送 受 信 情 報 を示 す。'

C送 受 信 の タイ ミン グ
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5-16-1表 送 受 信 情 報 一 覧 表

情 報 名1転 送 方 向 已 送周∋ 返 送 情 ⇒ 返 送 方

交 通 情 報
勤 一 上位

5分
儲 制御パ・・一・1上 位 一

表 示 情 当 上 位 一 ・

特 殊 制 御 情 報 M*一 → 上 位 ラ ン ダ ム

信 号 制 御 パ ラメ ー タ 上 位 一=→

確 認 情 ∋ 上位一

端 末異 常 情 川 潟 一 上 位 ・・ダ・1

可 変標 識 情 ∋ 瞭 一 上 位1・ ・ダ叶

手 動 表 示 情 ∋ 瞭 一 上 位1・ ・ダ ・ 表 示 情 報 上 位 一

下位 機状 態情 報
勤 一 上位

ラ ン ダ ム

パ ・ ・一 理 求 ぽ}一 上 位 ・ ・ダ 川 パ ・ ・ 一 タ 上 位 一 ・

・分交蹄 端 令1上 位 一 出
レ ・ダ・1・ 分 交通 情 ⇒ 劃 一

遅 れ計 測 指 ∋ 上 位 一一 隈
一

・分 遅 れ 情 報 麗;{一
一

動作異 常 ・… い 位 一一 儲
レ ・ダ・1

Ml

M2

M,

M2

M*

M,

M2

5-16-4図 送 受 信 の タイ ミ ング

0分

0秒2秒

交
通
情
報

5分

0秒2秒
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5-16-5図 車 輌 感 知 パ ル ス

t,:車 輌 が 感知 領 域 に 存 在 す る時 間

→t、 ← →t,← ◆t,← ◆tA←一 [L[=L、

5-16-4図 に示 す よ うに,各 下 位 機(M*・M・ ・M2)は,交 通情 報 を5分 ご とに下 位 機 別

に割 り当 て られ た 時 間 内 に,上 位機 へ 送 信 す る。

交 通 情 報 は,1車 両 感 知器 当 り,4バ イ トの デ ー タ量 で あ り,M1, .M2は,最 大1,000感 知 器

ま での デ ー タ を送信 で きる。

上 位機 は,す べ ての 下 位機 か ら交 通情 報 を受 信 後,5分 以 内 にす べ ての 信 号機 の信 号 制 御 パ ラ

メ ー タ を計 算 して,各 下 位 機 に分 割 して 送信 す る。

d下 位機 の処 理

ア 車 両 感知 器 に よ って 検 知 され る車 両通 過情 報 は,電 話 回 線 でFS・TDM伝 送方 式 に よ り600

bit/secで セ ン タ ーへ 送 られ る。

これ を50ミ リ秒Cと に サ ン プ リング し,パ ル ス数 とパ ルス 幅 か ら通 過 台式 と占有時 間 を計 測 す
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る。

5-16-5図 に示 す よ うに,通 過 台 数 は パ ル ス数 の合 計 で あ り,占 有 時 間 は パ ル ス幅 の 合 計

で あ る。

イ 車 両 感 知器 情 報 を1分 及 び5分 ごと に ま とめ て上 位 機 へ 送 信 す る。

ウ 上 位 機 か ら信 号 制 御 パ ラメ ー タ(サ イ クル ・ス プ リ ッ ト ・オ フセ ッ ト)を5分 ご とに受 信

し,パ ラメ ー タ に従 って1秒 ご と に 前 記 の 電 話 回 線 で,100bit/secで 信 号 制 御機 か らの現 示

(青 ・黄 ・赤)に 関 す る返 送 波 を確 認 す る。

Lむ す び

この シス テ ムの完 成 に よ り,端 末 機 器,コ ン ピ ュー タ ・マ ン マ シン機 器 が有 機 的 に結 合 し,総 合 的

な交 通 の管 理 が 実現 した。

信 号 制 御 につ い て は,さ らに有効 的 な制 御 手 法 を開発 し,段 階 的 な機 能 の レベ ル ア ップが 必 要 で あ

る と考 えて い る。

5-16-6図 シ ス テ ム ブ ロ ック図
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5-16-7図 システム系統 図
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5-16-11図 密 度 渋 滞 度(50・6・27FRI
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5-16-12図
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17電 電公 社 の デ ・一・'ig通信 設 備 サ ー ビスの現 状

Aは じめに

電 電 公 社 の デ ー タ通 信 設 備 サー ビス は,1968年 に群 馬 銀 行 の 為 替 通 信 シス テ ムおよ び全 国地 方 銀 行

協 会 の 為 替 通 信 シス テ ムの サ ー ビス を開始 して 以 来順 調 な発 展 を遂 げ,1975年3月 末 現 在 で44シ ス テ

ムが 稼 動 して い る。

電 電 公 社 の サー ビス は,デ ー タ通信 設 備 使 用 契 約 に基 づ き,電 電 公 社 が 通 信 回線,セ ン タ設 備,宅

内装 置 な らび に ソ フ トウェ ア な ど を一 括 して サ ー ビス を提 供 す る もの で あ る が,シ ス テ ムの利 用 態

様,性 格 な どか ら2種 類 の サ ー ビス に大別 され る。

そ の第1は 大 型 コ ン ピ ュー タの 共 同利 用 に よ る コス トパ フ ォー マ ンス 向 上 をね らい と した もの で,

電電 公社 が あ らか じめ 標 準的 サ ー ビス 内容 を定 めて シス テ ム を設 計,建 設,提 供 す る い わ ば レデ ィメ

ー ド型 の サ ー ビス(以 下 「公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス 」 と い う)で あ り,不 特 定 多数 の一 般 ユー ザ を対

象 と した もの であ る。

ま た,そ の 第2は 特 定 利 用 者(ま た は利 用 団 体)の 求 め に応 じ,そ の対 象 業 務 に適 した シ ス テ ム を

電 電 公 社 が設 計,建 設,保 書 す るい わ ば オ ー ダ ー メー ド型 の サ ー ビス(以 下 「各 種 デー タ通 信 サ ー ビ

ス」 とい う)で あ る。

以下,同 公 社 の 提 供 す るデ ー タ通 信設 備 サ ー ビス につ いて シス テ ムの概 要,利 用 状 況 な どの現 状 を

概 観 す る。

B公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビ ス

公 衆 デ ー タ通信 サ ー ビス には 「科 学 技 術 計 算 サ ー ビス」 「財 売 在庫 管 理 サ ー ビス」 お よ び 「電 話 計

算 サ ーーービス」 が あ り,1975年3月 末 現 在,そ れ ぞ れ,7シ ス テ ム,9シ ス テ ム,2シ ス テ ム が稼 動 し

て い る 。(5-17-1表)

な お,「 電 話 計 算 サ ー ビス」 は デー タ通 信 設 備 使 用契 約 に基 づ くサ ー ビス で は な く,プ ッ シ ュホ ン

(押 しボ タ ン ダ イ ヤル 電話 機)に よ る新 電 話 サ ー ビス で あ るが,こ こ では そ の サ ー ビス 内容 か らデ ー

タ通 信 サ ー ビス と して取 り上 げ る こ とと した 。

'
a科 学 技 術計 算 サ ー ビス

科 学技 術 計 算 サLビ ス'(DEMOS-DEndenkoshaMultiとcceSsOn-lineSystem)は;電 電公 社'が
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5-17-1表 公 衆 デ ー タ シス テ ム (1975年3月 末 現在)

・ ・ テ ・ 名1セ ン・設醐 所 サー ビス開始年 月

科 学 技 術 計 算

(DEMOS)

*(DEMOS-E)

.

東 京

1 1971.3

・1・97・ ・

・皿1・97・ ・2

大 阪
Il・97・ ・

・・1・97・ ・

名 古 屋 ・1・97・ ・

礪 岡1197…

販 売 在 庫 管 理

(DRESS)

東 京
11・97・ ・

・1・97・ ・

大 阪
Il・97・ ・

・|・97・ ・

名 古 屋
Il197・ ・

・1197・ ・

札 幌1197・ ・

福 岡1・97・ ・

広 島 ・}・97・ 一 ・

電 話 計 算

(DIALS)

東 京1・97・ ・

大 阪1・97…

わ が 国最 初 の本 格 的商 用 タ イ ム シ ェ ア リング シス テ ム と して開 発 した デ ー タ通 信 サ ー ビス で ある。

1971年3月,東 京 に セ ンタ を設 置 して サ ー ビス を開 始 して 以 来,1971年6月 大 阪,1972年8月 名 古

屋 とそれ ぞ れ セ ン タを開 設 して逐 次 サ ー ビス エ リアの拡 大 に努 め て きた。 引続 いて,DEMOSの レ

ベ ル ア ップ シス テ ム(DEMOS-E)と して 電 電 公社 が国 産 有 力 メ ー カ3社 と共 同 開 発 した超 大 型 電

子 計 算 機DIPS-1を 使 用 した セ ンタ が,1973年12月 東京,1974年1月 大 阪,10月 福 岡 に それ ぞ れ開

設 され る と と もに,サ プ セ ン タ方 式 が導 入 され て,全 国 的 サー ビス が 可 能 とな った。(5-17-2

表)

(1)サ ー ビスの概 要

DEMOSは 多数 の ユ ーザ が通 信 回線 に よ って 結 ば れ た それ ぞれ の端末 機 か らセ ン タの大 型 コン ピ

ュー タに ア ク セ ス し各 種 計 算 処理 な ど を行 うコ ン ピ ュー タの 共 同利 用 シス テ ムで あ る。

利 用 者 はDEMOSに 備 え られ た ラ イ ブ ラ リプ ログ ラ ムの利 用 は もちろん の こ と,利 用 者 自身 が 自

由 に プ ログ ラム(利 用 者 プ ログ ラ ム)を 作 成 し,業 務 処 理 を行 う こ とがで き るほか,利 用 者 プ ログ ラ
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j.323

(1975年3月 末 現 在)

横

札

仙

金

神

広

北

川

尽

新

名

静

岐

岡

サービ・開始年月 接続セン当 地

1973.

1974.

〃

'
〃

〃

〃

〃

1974.

〃

1974.

〃

〃

〃

1974.'

12

1

2

3

11

東
〃

〃

京

大"阪

福

東

大

東

大

福

〃

〃

〃

〃

岡

京

阪

京

阪

岡

浜

福

相

高

松

四

長

国

模

日

分

区1サ ービ・齢 朝/接 続センタ

松

井

原

松

山

市

野

寺

武 蔵 野 三 鷹

八 尾

西 宮

熊 本

大 分

鹿 児 島

1974.

〃

1975.

〃

〃

1975.

〃

〃

1975.

〃

〃

〃

〃

〃

12

1

2

3

大

東

福

大

東

〃

〃

'「〃

〃

大
,〃

福
〃

'1〃

阪

京

岡

阪 ,

京'

阪

岡

ム や デ ー タ を セ ン タ に保 管 し使 用 す る こ とが で きる。';;

ま た,処 理 方 式 に は即 時処 理 と一 括処 理 が あ るが,こ れ らの 利 用 につ い て は,す べ て ユ ー ザが 処 理

業 務 の性 質 に応 じて コマ ン ド(指 示言 語)で 必要 な指 示 を与 え る こ とに よ り,自 由 に選 択 す る こ とが

で きる。

ライ ブ ラ リプ ログ ラム と して は,利 用 者 の プ ログ ラ ム作 成 の 煩雑 さ を解 消 ざせ る た め に頻 繁 に使 用

:され る と考 え られ る プ ログ ラ ムが備 え られ て お り,技 術計 算,経 営 科 学 計 算 な ど広 範 な分野 で利 用 で

き る。

以 上DEMOSの 概 要 を紹 介 した が,DEMO6-Eに お いて}4,使 用 言 語 の拡 大(tlE来 はFORT-

IRANの み だ った がCOBOLも 可 能 に な った),演 算 速 度 の 向上,高 速 デ ータ宅 内装 置 の 接続 を可

"能にす るな ど一 段 と性 能 の 向上 を図 って い る。 と くにCOBOLの 使 用 が可 能 に な っ た こ と もあ って
,1

今 後 は,従 来 の技 術 計 算 を主 体 とした 利用 か ら給 与計 算,財 務 計 算 な どの 事務 計 算 を も含 ん だ広 範 な

業 務 処 理 へ の 利用 が可 能 とな った 。

なお・・れに伴・て公社では稠 勘 使肚 の鞭 を・らに鴎 ためぽ 務計算を始め・するラィ

ブ ラ リフ。ロ グ ラ ムの拡 充 を引 き続 き推 進 して い く予 定 で あ る。

(2)利 用 状 況

DEMOSの 利 用 状 況 は,1971年 の サ ー ビス開 始 以 来,順 調 に伸 び て お り,1975年3月 末 現 在,

・636ユー ザ ,719端 末 が接 続 され て い る。 さ らに246ユ ー ザ の利 用 申込 が され て お り,そ の需 要 の 根 強

さが うか が われ る。

都市 別 の端 末 機設 置状 況 は,東 京 特別 区 と大 阪 市 の2大 都 市 で全 国 の3分 の2を 占 め,続 い て 名

-古屋
,福 岡,横 浜,札 幌,京 都 な ど地方 中核 都 市 の順 とな って お り,こ の傾 向 は従 来 と 変 って い な
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い6

ユ ーザ につ い て み る と,業 種 別 で は,サ ー ビス業54%,建 設 ・製造 業37%,そ の 他(商 業,公 務,

金 融 等)9%と な って い る。 ま た,ユ ー ザ規 模 ・を見 る と,資 本金1000万 円未 満27%,10億 円 以上17%

と小 規模 な ものか ら大規 模 な もの ま で か な りの ば らつ きをみ せ て い る。 これ は,中 小 企 業 に お いて は

コ ン ピ ュー タを共 同利 用 す る と ころ に大 きな メ リッ トが あ るこ と,一 方 大 企 業 に お いて は地 方 に散 在

す る事 業 所,研 究 所 等 での利 用 が強 ま る な ど,大 企 業 内 部 に お け る コ ン ピ ュー タ利用 部 門 の増 大 に よ

り,コ ン ピ ュー タの二 次 的 利用 の需 要 が増 加 して いる た め と思 われ る。

b販 売 在庫 管 理 サ ー ビス

販 売 在 庫 管 理 サ ー ビス(DRESS-DendenkoshaREal-timeSales・managementSystem)は,オ

ン ラ イ ン リアル タ イ ム機 能 を駆 使 して企 業 にお け る販 売 在 庫 管理,生 産 管 理等 の企 業 活 動 をサ ポ ー ト

す るデ ー タ通 信 サ ー ビス で あ る。

1970年9月,電 電 公社 の大 型 コ ン ピ ュ'一タ を共 同利 用 す る最 初 の デ ー タ通信 シス テ ム と して東 京 に.

セ ン タ を設 置 して サ ー ビス を開 始 して 以来,1971年1月 大 阪,1972年3月 名古 屋,1973年3月 札 幌,

福 岡,そ して1974年8月 に広 島 と順 次 セ ン タ を開 設 し,サ ー ビス 地域 を拡 大 して きた。

なお,全 国 各 地 に増 大 す る需 要 に応 え るた め,1973年9月 よ りサ ブセ ンタ方 式 を導 入 しサ ー ビスを・

開 始 し,1975年3月 末 で27地 区 に達 して い る。(5-17-3表)

⇒、 ・'5-17-3表 サブセ ンタによ るDRESSの サ ービス状況(1975年3月 末現在)

地 バ 区1サ ービ・開始朝1接 続セン・ 地 区 巴 ビ・開始年月 接続セン・

横 浜 1973.9 東 京 福 井 1974.7 名 古 屋

金 、 ・ 沢 〃' 名 古 屋 旭 川 1974.8 札 幌

京 都 〃 大 阪 浜 松 1974.12 名 古 屋

神 戸 〃 〃 高 松 〃 広 島

北 九 州 〃 福 岡 長 野 1975.1 名 古 屋 ・
1

仙 台 〃 札 幌 下 関 1975.3 広 島 |

新 潟 1973.12 名 古 屋 豊 橋 〃 名 古 屋
「

岡 山 1974.3 広 島 八 尾 〃 大 阪

松 山 〃,
〃 和 歌 山 〃 〃

岐 阜 〃 名 古 屋 盛 岡 〃 札 幌

姫 路 〃 大 阪 長 崎 〃 福 岡
一 宮 1974.6 名 古 屋 大 分 〃 〃

`

熊 本 1974.7 福 岡 鹿 児 島 〃 〃

静 岡 〃 名 古 屋
、

(1)サ ー ビス概 要

DRESSは,セ ン タに設 置 され た共 同 利用 の大 型 コ ン ピ ュー タ と〉 これ と通 信 回線 で結 ばれ て い る・

端 末 機 とで構 成 され てお り,導 入 に先 だつ 現 状 分析,シ ス テ 云設 計 か ら利用 開始 後 の ア フタケ アま で
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の ッ フ トゥ ェ ァ,ハ ー ドウ ェア を一 体 と した シス テ ム商 品 で あ る とい う特 徴 を備 えて い る。

利 用 者 は,日 々 の 取 引 デ ー タ を端 末 か ら イ ンプ ッ トす るだ けで,あ らか じめ セ ン タの利 用 者 ファ イ

ル に格 納 され て い る商 品 台 帳や 顧 客 台 帳 等 の 内容 の更 新,各 種 伝票 作 成 あ る い は 日報,月 報 な どの管

.理資料 作 成 が可 能 で あ る。 処 理 方 式 に は,即 時処 理 と一 括 処理 の2つ が あ り,伝 票 作成 〆在 庫 問 い合

わ せ等 は即 時 処 理 で行 い,各 種 管 理 資 料 等 の作 成 は一 括 処 理 で行 って い る。

ま た,DRESSに 適 し た対 象 業務 は,販 売 ・在庫 ・受 発 注 ・入 出金 等 の 企業 活動 にお け る管 垣 葉i務

,が中心 とな って いる が,フ ァ イル設 計 の いか ん に よ って は多 分 野 に わた る シス テ ム作 りが 可 能 で あ

・り
,最 近 で は予約,検 索 業 務 な どに も適 用 され,そ の 範 囲 は極 めて 広 い もの とな って い・る。

(2)利 用 状 況

DRESSは1970年 に サ ー ビス が 開 始 され,1975年3月 末 現 在,578ユ ー ザ,2092端 末 が接 続 され,

・さ らに506ユ ー ザ が利 用 申込 を出 して い る。

ユ ー ザ を業 種 別 に 見 る と卸 売 業57%,製 造 業37%,そ の他6%と な って お り,こ の比 率 は従来 の傾

向 とほ とん ど変 りな い 。 ユ ーザ 構 成 では 資本 金5000万 円未 満 が約64%と 中 小 企 業 で の利 用 が 多 い。 こ

の よ うにDRESSの ユ ーザ は,比 較 的 小 規 模 な もの が多 い が,最 近 で はDRESSを 自社 の コ ン ピ ュ

ーー タの サ ポー トシス テ ム と して併 用 す る こ とに よ って 企 業 経 営 の合 理 化 を図 ろ うとす る大 企 業 も漸次

増 加 して きて い る。 一''"

c電 話計 算 サ ー ビス'・ ・1・

電 話 計 算 サ ー ビス(DIALS-DendenkoshaImmediateArithmeticandLibrarySystem)・ は プ ッ

シ ュホ ン(押 し ボタ ンダ イ ヤル 電話 機)に よ る一 般 計 算 サ ー ビスで あ り,電 電 公 社 が デ ー タ通 信 の大

衆 化 をね らい と して 開発 提 供 して い る世 界 で も類 を見 な い ユ ニ ー クな サ ー ビス で あ る。

1970年9月 東 京 セ ンタ,1971年3月 大 阪 セ ンタ の開 設 に よ る サー ビス開 始 以 来,サ ー ビス エ リアの

・拡 大 を図 っ た結 果 ,1975年3月 末 で名 古 屋,横 浜,京 都 等12都 市 で利用 が可 能 とな り,今 後 さ らに サ

・・=ビス 提供 地 域 の拡 大 を計 画 申 で あ る。 .

(1)サ ー ビス の概 要',、.r,

DIALSは,一 般通 信 用 に使 用 され る プ ッ シュ ホ ン を用 い て,セ ン タ を呼 び出 し単 純 な四 則 演算 か

ち微 積 分,分 散 分 析 な どの高 度 な計 算 ま で す べて,リ アル タ イ ムで処 理 し,音 声 で 回答 を行 うサ 「 ビ

ス で あ る。 ・・

・計 算 方 法 に は,・直 接 計 算,定 義 計 算,ラ イ ブ ラ リ計 算 の3種 類 が あ る。 直 接 計 算 は計 算 式 の とお り

押 しボ タ・ン で入 力 して 計 算 す る もの で あ り,定 義 計 算 は計 算 式 を コ ン ピ ュー タ に記 憶 させ て か ら○ デ

ー タ を入力 して 計算 す る方 法 で あ る。 ま た,ラ イ ブ ラ リ計 算 は あ らか じめ セ ンタ に用 意 されて い る ラ

イ ブ ラ リプ ログ ラ ム を呼 び 出 し,デ ー タ を入 力 して計 算 す る もめ で あ る。

DIALSの ラ イブ ラ リは,現 在104種 類 を達 し,断 面 性能 や電 気 回 路 の よ うな専 門的 計 算 か ら金 種 別
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計 算,手 形 の割 引 な どの 一 般事 務 計 算,バ イ オ リズ ム,日 数 計 算 の よ うな レジ ャー的 色彩 の強 い もの

ま で広 範 囲 に わ た って 用 意 され て い る。

② 利 用 状 況

DIALSを 利 用 で きる プ ッシ ュホ ンの数 は1975年3月 末 現 在776千 台 に達 して い る(5-17-4表>

5-|7-4表 電話 計算サ ービスを利用で きるプッシュホ ン設置台数

年 度 1970

設 置 台 数37千 台

(注)設 置台数 は各年度末の数字

5-17-5表

1971

103千 台

1972

262千 台

1973

533千 台

1974

776千 台

DIALS計 算種類別利用状況

(1975年3月 調査)

こ㌻き 直接 計算 定 義 計算 ライ ブ ラ リ

東 京1…%1…%1…%

大 阪179・ ・%1…%1・9・ ・%

DIALSを その 利 用 面 か ら見 る と5-17-5表 にみ る ご と く,直 接 計 算 の利 用 が大 半 を 占 め て い

る。 また,ラ イブ ラ リの 拡 充 に よ り ライ ブ ラ リ計 算 の 利用 が か な り伸 びつ つ あ る。

な お,ラ イ ブ ラ リ計算 で の ライ ブ ラ リ利 用 状 況 で は,「 バ イ オ リズ ム」 「日数 計算 」 の よ うな レ ジ

ャー 的色 彩 の 強 い もの,最 少 二 乗 法,複 利 計 算 のよ うな一 般 事 務 計 算 で使 われ る もの の利 用率 が高 い.

傾 向 は従 来 と変 って い な い。

C各 種 デー タ通 信 サー ビス

電 電 公 社 の 各 種 デー タ通 信 サ ー ビス は,1968年8月 群 馬 銀 行 為替 通 信 シス テ ムを第1号 として 開 始

して 以来 逐 次 増 加 し,1975年3月 末現 在,26シ ス テ ムが稼 動 す るに至 っ た。

近 年,電 電 公 社 に お いて は国 民 福祉 の向 上,社 会 開 発 の 推進 な ど国 民 的課 題 達 成 をサ ポ ー トす る ナ

シ,ヨナル プ ロジ ェク ト関連 シ ス テ ムの開 発 に重点 的 に取 り組 ん で お り,す でに運 輸 省 の 自動 車 登 録検

査 シス テ ム,気 象 庁 の地 域 気 象観 測 シス テ ムな どが実 施 され て い る。 な か で も自動車 登 録 検 査 シス テ

Aは,1970年3月 に サ ー ビス を開 始 した もの で ある が,全 国69の 陸 運 事 務 所 と結 ん だ わ が国 初 の 本 格

的 な情 報 フ ァ イ リング シス テ ム で あ る と と もに,マ ー ク シー トを大 々的 に適用 したわ が国 最 初 の もの

で あ る。

ま た,1974年11月 か ら稼 動 を開 始 した地 域 気 象観 測 シス テ ムは,全 国 約1300か 所 の 観測 点 か ら気 象

.デー タを セ ン タで 自動集 信,処 理 し・ その 結 果 を全 国 の気 象 官署 に配 信 す る シス テ ム で,今 迄 人 手 に
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(1975年3月 末 現 在)

業 司 顧 客 名1対 象 業 務1セ ン・設置場引 サービ・酷 年月

・官 公 庁 運 輸 省 自 動 車 局 登 録 ・検 査 東 京 1970.3

気 象 庁 気 象観 測 情 報 〃 1974.11

北 海 道 銀 行 預 金 札 幌 1971.7

近 畿 相 互 銀 行 預金 ・為替 ・貸付 大 阪 〃

千 葉 銀 行 預 金 ・為 替 千 葉 1971.10

東京都信用金庫協会 預 金 東 京 1972.3

金 大阪府信用金庫協会 預 金 大 阪 1972.4

横 浜 銀 行 預金 ・為替 ・貸付 横 浜 1972.5

中 央 相 互 銀 行 預 金 名 古 屋 1972.10

融

静 岡 銀 行(総 合)

大 生 相 互 銀 行
群 馬 銀 行(総 合)

全 国 銀 行 協 会

百 十 四 銀 行

青 森 銀 行

西 日 本 相 互 銀 行

京 都 銀 行

北陸地区信用金庫協会

広 島 相 互 銀 行

東海地区信用金庫協会

広 島 信 用 金 庫

預金 ・為替 ・貸付

預金 ・為替 ・貸付

預金 ・為替 ・貸付

為 替

預金 ・為替 ・貸付

為 替

預金 ・為替 ・貸付

預金 ・為替 ・貸付

預 金 ・貸 付

預 金 ・為 替

預,.,金

預 金

清 水

東 京

前 橋

東 京

高 松

青 森

福 岡

京 都

金 沢

広 島

名.古 屋

広 島

〃

1972.

1973.

1973.

〃

〃

1973.

〃

〃

〃

1973.

1974.

12

2

4

6

8

1

税理士会1 東 京 地方 税理 士 会 税 務 会 計 已
∋ ・974・ ・

農 協 鳥 取 県 農 協

富 山 県 農 協

信用 ・購買 ・販売

信用 ・購買 ・販売

鳥

富

取

山

1972.8

1973.3

運 輸 東 亜 国 内 航 空 座 席 予 約1東 京 1972.10

注 すでにサー ビス終了 した もの として,次 の システ ムがある。

万 国 博1970.3.15～1970.9.13群 馬 銀 行1968.8.16～1973.4.7

札幌 オ リン ピック1972.2.3～1972.2.13(群 銀総合へ)

全 国 地 方 銀 行1968.10.1～1973.4.7静 岡 銀 行1970.9・10～1974.9.4

(全国銀行へ)(静 銀総合へ)

よ り行 われ て きた気 象観 測 に く らべ,き わ めて 細 か な気 象 情 報 を得 る こ とが で き,地 域気 象 の監 視,

予 報,警 報 の発 令 等 に威 力 を発 揮 して い る。

この よ うに,電 電 公 社 の ナ シ ョ ナル プ ロ ジェ ク ト関 連 シス テ ムは次 第 に増 えつ つ あ るが,現 在 公社

の各 種 デ ー タ通 信 シス テ ムの 大 半 を占 め て い るの は5-17-6表 に示 す とお り,金 融 関係 シス テ ムで

あ る。 これ は,公 社 の デ ー タ通 信 事 業 発 足 当 時 は銀 行 業 務 に お け るデ ー タ通 信 シス テ ムの導 入 が顕著

で あ った こ と,し か も金 融 業 以外 は市 場 が ほ とん ど未 成 熟 な状 況 に あ った こ とな どに よ る。

これ ら金 融 シス テ ムの 中 で も,1973年4月 に サ ー ビス開 始 した 全 国銀 行 シス テ ムは,全 国 の都 市 銀

行,地 方 銀 行,信 託 銀 行,長 期信 用 銀 行 お よ び 日本 銀行 の計88行 約7600店 舗 を結 ぶ一 大 シ ス テ ム と言
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え る もの で,1968年10月 に サ ー ビス 開始 した全 国 地 方 銀行 シス テ ム を参 加 銀 行 の 範 囲や 取 扱 う為 替 種

目 を拡大 す るな ど発 展 的 に 継承 した もの で あ る。

これ ま で に述 べ た もの の ほか に も,航 空 座 席 予 約 シス テ ム,農 協 シス テ ム,税 理士 会 シス テ ムな ど

が あ る が,各 地 区 信用 金 庫 協 会 シス テ ムや,税 理 士 会 シス テ ムの よ うな 同業 者 によ る共 同 利用 型 シス

テ ムの 増 加 も公社 シス テ ムの 特徴 の1つ と言 えよ う。

D今 後 の 課 題

電 電公 社 は従 来 か ら公 共 的性 格 の 強 い シス テ ム,全 国 規模 に わ た る シス テ ム,開 発 先 導 的 シス テ ム

の 開発 に重 点 をお いて 取 り組 ん で きた 。 この取 組 姿 勢 は 今後 も変 る もの で は な いが,と くに,ナ シ ョ

ナ ル プ ロジ ェク ト関連 シス テ ムの 開 発,先 導 的 技 術 開発 へ の努 力 は,今 日,電 電 公社 デ ー タ通 信 事 業

の 大 きな課 題 とな って い る とい え る。

aナ シ ョナル ・プ ロ ジ ェク ト関 連 デ ー タ通 信 シス テ ムの 開発

これ ま で追 求 され て きた高 度 経済 成 長 に対 す る反 省 を出発 点 と した社 会 意 識 の転 換 を背 景 と して ,

わ が国 の 基 本 政 策 は福 祉 政 策 の 推進,社 会 資 本 の充 実 へ とそ の重 点 を移 して 来 て い るが,'前 述 した よ

.う に電 電 公 社 で も これ らい わゆ る ナ シ ョナル プ ロ ジ ェク ト関 連 シス テ ムの 開発 に従 来 か ら積 極 的 に取'

り組 ん で きた。 前 述 の地 域 気 象 観 測 シス テ ムや1974年8月 に公 表'した 医療 情 報 シス テ ム開 発計 画 は こ

う した活 動 の成 果 の一 部 とい え るが,こ れ らの ほ か 流通,生 活 情 報,交 通,教 育,行 政等 の各 分 野 に

お いて も引 続 き シス テ ム化 の 検討 を続 けて い る。

ま た,各 官庁,民 間 団体 等 で開発 が進 め られ て い る数 多 くの デー タ通 信 シス テ ムにつ い て も,電 電

公 社 は技 術 面 か ら積 極 的 な支 援 を行 って い る。具 体 的 に は運 輸 省 航空 局 の 「航 空路 レー ダ情報 処 理 シ

ス テ ム」 が代 表 的 な 例 と して あ げ られ よ う。

電 電 公 社 の デー タ通 信 シス テ ムへ の取 り組 み に 関連 す る もの と して,1974年9月 に行政 管理 庁 が行

っ た電 気 通 信行 政 の整 備 ・改 善 に 関 す る勧 告 が あ るが,こ の 中 では ナ シ ョナル プ ロジ ェ ク トに 関 して

要 旨次 の よ うに言 及 され て い る。 「ナ シ ョナ ル プ ロ ジ ェク トに公 社 の技 術 力 を活用 す る必 要 性 が増 加

す る と考 え られ るの で,電 電 公社 は 公共 企 業 体 に ふ さわ しい対 象 分野 に重 点 を向 けるべ きだ」 。

この よ うに,最 近 に お け る ナ シ ョナル プ ロジ ェ ク ト開 発 気 運 の 高 ま りの中 で,電 電 公 社 の技 術 力 と

経 験 に期 待 され る と ころ は大 きい。

しか しなが ら,こ の よ うな シス テ ムは技 術 的 に も新 規 な分 野 を含 む の み な らず ,企 業 内 シス テ ム と

は 異 り,一省 庁 に と ど ま らず複 数 機 関,地 方 自治 体 あ るい は 関連 民 間 団体 等 ま で関 係 す る もの が 多 く
,

種 々複 雑 な問 題 をか か えて い る。電 電 公 社 の シス テ ム開 発 へ の努 力 お よ び関 連 技術 開 発 の一 層 の 促進

と と もに,各 種 関係 主 体 間 およ び国民 の 合 意 と協 力 が今 後 の ナ シ ョナル プ ロジ ェ ク ト関連 デ ー タ通 信

.シ ス テ ムの早 期 実現 の た め に望 まれ る と ころ であ る。
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bデ ー タ通 信 技 術 の 開発

デ ー タ通 信 の 発展 の た め に は情報 処 理 分 野 の技 術 的 レベ ル ア ップが 必 要 で あ る。

現 在 電 電 公社 で技 術開 発 に取 り組 ん で い る主 要 な もの として は,デ ー た通 信 用 の 超 大型 コ ン ピ ュー

タの 開発 を 目指 すDIPS計 画 の推 進,経 済 的 な高 性 能 端 末 機 や高 品 質 ・高 速 度 の デー タ伝 送 技 術 の

開 発,新 デ ー タ網 の 建設 お よ び これ か らの デ ー タ通 信 分 野 に も革 命 的 変 化 を もた らす と いわ れ て い る

超LSIの 開 発 な どが あ げ られ る。

な か で もDIPS計 画 につ いて は,DIPS-1が す で にDEMOS-Eサ ー ビス に用 い られ て お り,

現 在 さ らに その レベ ル ア ッ プを狙 ったDIPS-11の 開 発 がす す め られ て い る。

ま た,増 大 す る デー タ通 信(伝 送)需 要 に応 ず るた め の新 し い デ ィ ジタ ル ・デ ー タ交 換 網の 建 設 に

つ いて は,1975年4月 公 社 内 に 「デ ィジ タル ・デ ー タ交 換 網 導 入 推進 委 員 会 」 を設 置 して 導 入体 制 を

整 え る一 方,こ の ほ ど室 内実 験 機DDX-1で 行 っ た基 本 技 術 の 確認 を も とに,さ らに改 良 を加 え た

本 格 的 な デ ー タ交 換 機DDX-2を 試 作 し現 場 試 験 を行 うな ど実 用 化 へ の ス テ ップ が踏 み 出 されて い

る。 この デ ィジ タ ル ・デー タ交 換 網 を中心 とす る新 デ ー タ網 は速 度,品 質,付 加 機 能 の面 で デー タ通

信 へ の 優 れ た適 応 性 を もつ もの で あ り,わ が 国 デ ー タ通 信 の 発 展 に大 き く貢 献 す る もの と期 待 され て

い る。

Eお わ りに

以 上 み た ご と く,電 電公 社 の デー タ通 信 サ ー ビス も創 業 以来,7年 有 余 を経 て事 業 と し大 きな成 長

を遂 げ る と と もに,わ が 国 デ ー タ通 信 事業 の発 展 に大 き な役 割 を果 た して きた 。

しか しな が ら,わ が 国 の デ ー タ通 信 をめ ぐる環 境 条 件 をみ る と,深 刻 長 期 的 な不 況,迫 り くる コ ン

ピ ュ ー タの完 全 自 由化,プ ラ イバ シ ー保護 へ の 関心 の 高 ま りな ど厳 しい情 勢 が続 いて い る。 電 電 公社

と して も,こ う した現 実 をよ く認 識 しつ つ,公 社 デ ー タ通 信 事業 の果 たす べ き役 割,期 待 され る責 任

を完 遂 す る こ とが,わ が国 情 報化 社 会 の形 成 に必 須 な こ とで あ ろ う。
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1日 本情報開発協会第5回 研究

奨励金受賞研究 アーマ

1975年6月 日本情報開発協会第5回(昭 和49年 度)

研究奨励金受賞研究

件 名 担 当 者 E
授 与 額
(千円)

i

〔研究奨励金部 門〕

(都 市)

本年は該当研究 なし

(医 療)

1.臨 床 肺機能検査法の 自動化に関

す る研究

2.フ ー リエ変換法 によるX線 廻転

断層二次元映像処理 の研究

3・久 山町 におけ る成人病の疫学 と

管理 に関す る情報科学的研究

(公 害)

4.大 気汚染分布の三次元的な多元

情報の実情 の実時間計測および高

速度処理 のための新 しい レーザー

広島大学 医学部教授

西 本 幸 男
(他5名)

京都大学 医学部教授

村 地 孝

(他4名)

九州大 学医学部教授

尾 前 照 雄

(他4名)

東北大学電気通信研究所

教授

稲 場 文 雄

1,000

1,000

1,000

1,000

・レ ーダ ー ・シ ス テ ムの 開 発研 究 (他2名)

5.高 速 液体 ク ロマ トグ ラ フ ・プ ラ 京都大学理学部教授 1,000

ズ マ ク ロ マ トグ ラ フ ・コ ン ビ ュ ー 波多野 博 行

タ ー シス テ ムの 開発 と利用 (他7名)

(流 通 ・経 営)

6.MDISの 開発 に関 す る 基礎研 一橋大学商学部教授 1,000

究 宮 川 公 男

(他5名)

(自 由)

7.分 子構造完全 自動解析のための 大阪大学蛋白質研究所長 1,000

一貫 解析 プログラムの開発 角 戸 正 夫

8.電 子計算機 による電気機械 エネ 東北大学電気通信研究所 1,000

ルギー変換機磁気回路の解析 とそ 教授 津 屋 昇

の最適設計法の研究 (他3名)
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件 名1担 当 者 門 晶 ㌍

9.制 癌性有機化合物 に関す る電算 慶応義塾大学医学部助教 700

機の高次利用研究 授 稲 山 誠 一

(他4名)

10.フ ロ ー チ ャ ー トラ ンゲ ー ジ の 処 早稲田大学理工学部教授 700

理系の開発 とその応用 門 倉 敏 夫

(他3名)

〔報奨金部門〕

11,コ ム トラ ック(新 幹 線 運 転 管 理 日本国有鉄道電気局 200

シス テ ム) 稲 田 伸 一

㈱ 日立製作所大みか工場

浅 野 弘

(他2名)

12.IMB-3270-CICSを 使用 し 久保 田鉄工㈱電算 セ ンタ 200

た オ ンラ イ ン ・サ ポ ー トシス テ ム 一 井 上 拓一郎

の開発 (他)

計12件 9,800

,
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電子機器に係 る高度化計画の改正(抄)

1975年8月 通商産業省告示第303号

;■ イ号機種

○通商産業省告示第303号

特定電子工業及 び特定機械工業振興臨時措置法(昭 和46年 法律第17号)第4条 第1項 の規 定に基づ き,特 定電子

工業及 び特定機械工業振興臨時措置法施行令(昭 和46年 政令第197号)第1条 第1項 の電子機器 に係 る高度化計画

(昭和46年8月 通商 産業著書示第327号)の 一部 を次のよ うに変更 したので,同 法第4条 第2項 において準用す る

同法第3条 第4項 の規定 に基づ き,告 示す る。,

昭和50年8月9日

・ 通商産業大 臣 河 本 敏 夫

別表の8の2の 項 を次 のよ うに改 める。

機 器 名1試 験 研 究 の 内 容1星 置il濡濡1そ の 他

8の2高 性能計数

型電子計算機

1次 に掲 げる計数型電子計算機の ファ ミリーシ リ
ーズ に関 し,試 作等 を行 うこ とによ りその製造技
術 を確立す ること。

51 200,000 本体 と周辺装置
のイ ンタフェース
並びに記録媒体の

α)計 数型電子計算機本体
物理的性質及び記
録方法 に関 して標

(i)性 能 ・価格比が 目標年度 におけ る外 国機の 準 化 を図 る こ と。

水準 を上 回る ものであること。

(ii)半 導体高集積化 によ り実装密度 を向上 させ
た もの で あ る こ と。

(iii)論 理回路部 にお ける実効故障率がゲー ト当
た り10フ ィ ッ ト以 下 で あ るこ と。

(iv)自 己診断,自 動誤 り訂正,自 動再試 行等の
機能 を有 し,高 い稼動率 を実現す ることがで .

きる こ と。

(v)多 様な通信回線 に対応す ることがで きるこ
と。

(vi)大 容量 ファイルを含 む階層記憶構成の もの
で あ る こ と。

(ロ)記 録 密 度 が1ミ リメ ー トル 当 た り300ピ ッ ト

以 上 で あ って,か っ平 均 ア クセ ス時 間 が3ミ リ

秒以下である磁気 ドラム装置又は固定 ヘ ッド磁
気 デ ィスク装置

セ9記 録密 度 が1ミ リメ ー トル 当 た り300ビ ッ ト

以上であ つて,か つ,平 均位置決め時 間が30ミ
リ秒以下 であるデ ィスクが取 り替 え可能 な方式
の磁気デ ィスク装置

←)記 録密 度 が1ミ リメ ー トル当 た り240ピ ッ ト

以 上 で あ っ て,か つ,転 送 速 度 が 毎秒600キ ロ
バ イ ト以上である磁気テープ装置 ,「

困 活字の種類が英数字及 びカナ文字を含 む96種
以 上 で あ って,か つ,印 刷 速 度 が 毎 分1,500行

以 上 で あ る ライ ンプ リンタ



機 器 名 試 験 研 究 の 内 容

@活 字 の 種 類 が48種 以上,印 刷 速 度 が 毎 分700

行 以上 で あ って,特 に廉 価 で あ る こ と を主 眼 と
した ラ イ ン プ リン タ

(ト)次 に掲 げ る ソ フ トウエ ア

(i)マ ル チ プ ロ セ シ ン グ,タ イ ム シ ェ ア リ ン

グ,仮 想 記 憶 方 式 等 高度 の制 御 機 織 を有 す る

オ ペ レ ー テ ィ ン グ シス テ ム

(ii)多 様 なデ ー タ を取 り扱 うこ とが で き るデ ー

タ ベ ー ス管 理 シス テム

(i三i)多 様 な通 信 回線 及 び端 末 装 置 を取 り扱 うこ

とが で き る通 信 制 御 プ ログ ラ ム

(iv)高 い水 準 の 言 語 プ ロセ ッサ

(v)在 来 シ ス テム か らの移 行 を容 易 にす るエ ミ
ュ レー シ ョンプ ログ ラ ム

2次 に掲 げ る ミニ コ ン ピ ュー タ に関 し試 作等 を行

う こ とに よ りそ の製 造 技 術 を確 立 す る こ と。

ω ミニ コ ン ピ ュー タ 本体

(i)性 能 ・価 格 比 が 目標 年 度 にお け る外 国機 の

水 準 を上 回 る もの で あ るこ と。

(ii)論 理 回 路 部 に お け る実 効 故 障 率 が ゲ ー ト当
た り10フ ィッ ト以 下 で あ って,か つ,LSI

化 された 論 理 演 算 回路 技 術 を活 用 した もの で
あ る こ と。

(iii)主 記 憶 装 置 に お け る実 効 故 障率 がバ イ ト当
た り10フ ィッ ト以下 で あ って,か つ,単 位 モ
ジ ュ ール によ っ て ユー ザが 容量 を拡張 す る こ

とが で き る もの で あ る こ と。

(iv)イ ン タ フ ェー ス に関 す る各 種 の 国 際規 格 に
'対 応 す る こ とが で'ぎる もの で あ うて,か つ,
その 入 出 力 バ ス及 び デ ー タチ ャ ン ネルバ ス を
ユ ーザ に解 放す る こ とが で き る もの で あ る こ

と。

(v)マ イ ク ロ プ ログ ラム方 式 の もの に あ っ て
は,そ の プ ログ ラ ム を ユーザ に解 放す る こ と

が で き る もの で あ るこ と。

(ロ)次 に掲 げ る ソ フ トウエ ア

(i)高 度 の 制 御機 能 を有 し,各 種 の イ ンタ フ.エ
ー ス規 格 に対応 した多 様 な入 出 力 装 置制 御 プ

ログ ラ ムの 組 み込 み を ユーザ に解 放す る こ と

が で き る オペ レー テ ィ ング シス テム

(ii)ユ ーザ に解放 す るこ とが で き るマ イ ク ロ プ
ログ ラ ム アセ ンブ ラ

(iii)高 い水 準 の言 語 プ ロセ ッサ

(iv)特 殊 目的 向 け計 算 機 の 使 用及 び在 来 シス テ
ムか らの移 行 を容 易 にす るエ ミュ レー シ ョ ン

プ ロ グ ラム

2次 に掲 げ る周 辺 装 置,端 末 装 置及 び付 帯 装 置 に

関 し,試 作等 を行 うこ とによ りその 製 造 技 術 を確
立 す る こ と。

④ 記 憶 容量 が30ビ リオ ンバ イ ト以上 で あ って,・

か っ,オ ンラ イ ン ア クセ ス が 可能 な大 容量 記憶
シス テ ム

㈲ せ ん孔 速 度 が 毎 分150枚 以上 で あ って,か っ,
カー ド上 に印 刷 が 可 能 な カー ドせ ん 孔 装 置

目標
年度

52

52

52

所要資金
(百万 円)

15,000

47,500

335

そ の 他
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機 器 名 試 験 研 究 の 内 容 罐 鷹 需1そ の
内 分 解 能 が0.01ミ リメ ー トル以 下 で あ っ て,か 52

つ,作 図 速 度 が 毎 秒1メ ー トル 以 上 で あ るペ ン

方式の高速作図装置

⇔ 分 解 能 が0.005ミ リメ ー トル以 下 で あ って, 52

か つ,作 図 速 度 が 毎 秒50セ ン チ メ ー トル 以上 で

あ るペ ン方式の高精度作 図装 置

㈱ 表示す ることがで きる文字の種類が200種 以 52

上 で あ って,か つ5画 面 の 表 示 文字 数 が4,000

以上 である陰極線 管を使用 した高性能文字表示
装置

内 表示す ることが できる文字の種 類が100種 以 52

上 で あ って,か つ,画 面 の表 示文 字 数 が1,000

以上で ある陰極線管 以外の素子 を使用 した文字
表示装 置

(ト)表 示す ることが できる点数が512×512以 上で
あ るカラー図形表示装 置

θ 表示す ることがで きる点数が1,000×1,000以
上 であって,特 に廉価 であることを主 眼 とした

陰極線管 を使用 した図形表示装置

(リ)表 示す ることがで きる点数が4,000×4,000以
上 であって,か つ,絶 対位 置精度が4,000分 の1

以下であ る陰極線管 を使用 した高性能図形表示
装置

㈱ 表 示す ることがで きる点数が1,000×1,000以
上であって,か つ,蓄 積型陰極線管 を使用 した

図形表示 装置

Qe表 示す ることがで きる点数が512×512以 上 で
ある陰極線管以外の素子 を使用 した図形表示装
置

(ヲ)コ ピー速 度が毎分10枚 以上である表示装置用
ハー ドコピー装 置

(ワ)コ ピー速度が毎分3枚 以上である表示装 置用
カラ一八ー ドコピニ装 置 一'

㈲ 分解能が0.Olミ リメー トル以下 であ る図形入
力 装置

(ヨ)計 数型電子計算機 と接続 して作動す るマイク
ロフィルム装置

汐)計 数型電子計算機 と接続 して作動す る編集処
理の可能 な写真植字装置

(th表 示文字数が800・以上 の陰極線管 を利用 した
漢字表示装 置

(ソ)印 刷す るこ とがで きる文字の種類が4,000種
以上,印 刷速度が毎秒200字 以上で あって,特
に廉価であることを主眼 とした漢字印刷装置

切 印刷す るこ とがで きる文字の種類がS,000種
以上であ って,か つ,印 刷速度が毎秒5,000字
以上で ある高速度漢字印刷装 置

θ 印刷文字を毎秒1,500字 以上の速度で読み取
る光学文字読取装置

けう 分解能が0.1ミ リメー トル以下で あって,か
っ,作 図速度が毎秒30セ ンチメー トル以上であ

るペ ン方式の端末用作図装置

(ヲ 印刷速度が毎秒150字 以上である高速 シ リア
ルプ リンタ

θ 印刷速度が毎秒40字 以上であ って,特 に小型i
廉 価及 び低騒音 であ ることを主眼 としたシ リア
ラインプ リンタ

52

50

51

50

52

50

52

52

51

51

51

52

50

52

50

52

52

`
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機 器 名1 試 験 研 究 の 内 容 1塞 鷹舗 そ の 他
(V)印 刷速度が毎秒120字 以上であ る非打撃式 シ

リアルプ リンタ

㈱ 活字の種類が英数字及び カナ文字 を含 む96種
以上 であって,か つ,印 刷速度が毎分4,000行
以上 であ る非打撃式 ライ ンプ リンタ

(ノ)印 刷文字 を毎秒200字 以上 の速度 で読み取 る

端末用 光学読取装 置

閉 手書 きの英数字及 びカナ文字 を読 み取 る端末
用光学文字読取装置

(ク)陰 極線管 を使用 した端末用 図形表示装置であ
って,特 に廉価であ ることを主眼 とした もの

㈹ 毎秒240字 以上の速 度で通信す ることがで き
る汎用複合端末装置

θ プ ログラム処理機 能を有す る端末装置

θ 無線式携帯用端末装 置

(フ)音 響結合式携帯用端末装 置

⇔ 次の応用分野 に適合す る専門端末装置

(i)ポ イン ト・オブ ・セールス

(ii)医 療

(iii)教育

(iv)金 融業

(v)宿 舎その他サー ビス業

(vi)交 通管制

(vii)物 流管理

(viii)生 産管理

⇔ 光学 マーク読取分類装 置

4次 に掲 げる論理回路部,記 憶装 置,入出力装置,

端末装置及 びソフ トウェアに関 し,試 験研究 を行
うこと。

θ1ゲ ー ト当た り伝送遅延時間が0.8ナ ノ秒以
下の高速度集積回路 を使用 した論理回路部

(ロ)内 部ゲ ー トについて1ゲ ー ト当た りの伝送遅
延時 間 と消費電力 との積が10ピ コジュール以下
である低電力高速度集積回路 を使用 した論理回

路部

内1チ ップ当た り300ゲ ー ト以上の大容量集積
回路 を使用 した論理 回路部

⇔1ゲ ー ト当た り故 障率が2フ ィッ ト以下 の高
信頼性集積回路 を使用 した論理回路部

㈲ 演算 回路の配列によ り,並 列演算 を行 う論理
回路部

内 光論理素子及び光 を用いて論理演算 を行 う論
理 回路部

(ト)サ イクル時間が30ナ ノ秒以下 で あ って,か
っ,記 憶容量が16キ ロバ イ ト以上であるバ ッフ

ァ記憶装 置

㈱ サ リクル時間が]50ナ ノ秒以下であって,か
っ,32キ ロバ イ ト以上の記憶容量 の構成が可能
である主記憶装置

(り)サ イクル時間が300ナ ノ秒以下であって,か
っ,1メ ガバイ ト以上の記憶容量 の構成が可能

である主記憶装置

52

52

52

52

52

50

51

51

52

51

51

52

52

52

52

52

52

52

50

50

75,000
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機 器 名 試 験 研 究 の 内 容 陽動曙 舗 そ の 他

〈ヌ)サ イクル時間が30ナ ノ秒以下である読 出し専 50

用記憶装置

ω 静止型大容量 ラ ンダムアクセス記憶装置 52

(ヲ)大 容量連想記憶装置 52

θ ペ ン方式 によ らない作図装置 50

㈲ 漢字読取装置 50

(ヨ)音 声入力装置及 び音声合成方式 による音声 出 52

力装置

汐)高 密 度 マ イ ク ロフ ィル ム入 力 装 置 50

(口 図形読取装 置 52

(ソ)小 型 カ ー ドを扱 う磁気 カ ー ド装 置 50

ぐ功 文章処理及 び図形認識 その他の高度 なパ ター 52

ン認 識 プ ログ ラ ム

㈱ 高度 な並列処理 プログラム 52

θ 連想 記憶装 置管理 プログラム 52

5次 の電子計算機技術の応用 システムに関 し,試 180,000

作等 を行 うこ とによ りその製造技術 を確立す るこ
と 。

(イ)病 院管 理 自動 シス テ ム 51

(ロ)教 育 シ ス テ ム 51

(つ オ ン ラ イ ン ・ク レ ジ ッ トカ ー ド シ ス テ ム 51

⇔ 公害監視 システム 51
.

㈱ 物 流管理 自動化 システム 51

内 新 聞自動編集組版 システム 51

(ト)劇 場 ・放送総合 自動制御 シス テム 51

㈱ 自動設計 システム 51

(リ)

(ヌ)

ψの

(ヲ)

σ)

衡)

行政情報 システ ム

生活映像情報 システム

経営計画 システム

医療情報 システム

防災防犯情報 システム

交通情報 システ ム

52

52

52

52

52

52

別表の14の2の 項 を次の ように改め るg

機 器 名 試 験 研 究 の 内 容

14の2集 積回路

イ 大規模集積 回
路

ロ 低雑音集積回

路

ハ 低電力作動集

積 回路

次 に掲 げる集積回路に関 し,試 作等 を行 うことに
よ りその製造技術 を確立すること。

1集 積度が1チ ップ当た り3,000個 以上のバ イポ
ーラ型集積回路

2集 積度が1チ ップ当た り20,000個 以上のモス型

集積回路

周 波数が100ヘ ルツ以下の ときにおける雑音指数
が0.5デ シベ ル以下の集積回路 に関 し,試 作等 を行

うことによ りその製造技術を確立す ること。

次 に掲 げる集積回路 に関 し,試 作等を行 うことに
よ りその製造技術 を確立すること。

躍1懸蕎

52

52

52

3,800

3,000

800

そ の 他

同業者間の分担
研究を促進す ると
ともに,設 計 ・試
験 プ ログラムの共
同開発 を推進す る
こと。



339

機 器 名1試 験 研 究 の 内 容1羅1嬬 舗 そ の 他
`

1フ リ ップ フ ロ ッ プー段 当 た りの 消 費 電 力 が0.5 50 3,000
` マ イ ク ロ ワ ッ ト以 下 の モ ス型 集 積 回 路

2電 源電圧が1ボ ル ト以下 で動作す ることがで き 52 2,400

るモス型集積回路

二 高速度集積回 1次 に掲 げる集積回路 に関 し,試 作等 を行 うこと

路 によ りその製造技術 を確立す ること。

の1ゲ ー ト当 た りの 消 費 電力 が5ミ リワ ッ ト以 52 1,500

下,伝 送遅延時 間が1ナ ノ秒以下で あって,か
つ,集 積 度 が1素 子 当 た り1,000ゲ ー ト以 上 の

集積回路

(ロ)周 波数が7ギ ガヘル ツ以上の と きの総合利得 50 300

が30デ シベル以上の集積回路

ω 消 費電 力 が20ミ リワ ッ ト以下 で あ っ て,か つ, 50 1,500

伝送遅延 時間が0.3ナ ノ秒以下 の集積 回路

2光 集積回路に関 し,試 験研究 を行 うこと。 50 2,000

ホ 大電力高耐圧 次 に掲げ る集積 回路 に関 し,試 作等 を行 うことに
集積回路 よ りその製造技術 を確立す ること。

1出 力が300ワ ッ ト以上の混成集積 回路 50 800
…

2耐 圧 が300ボ ル ト以 上 で あ って,か つ,出 力 が 52 760
1 20ワ ッ ト以上の混成集積回路

3耐 圧が1,500ボ ル ト以上の混成集積 回路 50 160
}

4出 力が25ワ ッ ト以上の半導体集積 回路 52 1,200

5耐 圧が100ボ ル ト以上の半導体集積 回路 52 900
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3計 数型電子計算機製造業高度化計画の全部改正(抄)

1975年8月 通商産業省告示第305号

八号機種

○通 商産業省告示第305号

特 定電子工業 及び特定機械工業振興臨時措 置法(昭 和46年 法律第17号)第4条 第1項 の規定 に基づ き,計 数型電電

子計 算機製造業 高度化計画(昭 和46年11月 通商 産業密告示第542号)の 全部 を次 のよ うに変更 したので,同 条第2 .

項 において準用 す る同法第3条 第4項 の規定 に基づ き,告 示す る。

昭和50年8月9日

通商産業大臣 河 本 敏 夫

計数型電子計算機製造業高度化計画

1昭 和52年 度 におけ る合理化の目標

〔1)性 能 ・価格比は,昭 和52年 度 にお ける海外の先導的な機種 と同等又 はそれ を上回る もの とする。

② 性能又 は品種は,計 数型電子計算機本体 については別表第1,周 辺装 置(ミ ニコンピュータ及びオフ ィスコ

ンピュータの周辺装置を除 く。)については別表第2,端 末装置(ミ ニコ ンピュータ及 びオフィス コンピューダ

の周辺装置 を含む。)について は別表第3,計 数型電子計算機用 部品について は別表第4に それぞれ掲 げるとお

りとす る。ただ し,こ の目標の達成 は可能 な限 り早期実施 を図 るもの とす る。

{3)性 能 ・価格化の向上率 は,昭 和49年 度末 に対 して,別 表5の とお りとす る。

2合 理化 に必要 な資金 に関す る事項

新 たに設置すべ き設備 に要す る資金 の額 は2,637億 円とす る。

3そ の他合理化の促進 に関す る重要事項

{1}自 由化に対処 し,産 業基盤 を強化す るため,一 層の協調体制 の強化 を図 り,産 業体制の整備 を促進す る。

② 競争力 のある新世代電子計算機 システ ムの開発 と企業 化を促進す るとともに,自 由化後 もわが国市場 におい

て 日本系企業が適正 な シェアを確保す るよ う努 める。

(3)レ ンタル販売のための資金の充実 に努め るとともに,レ ンタル機の下取負担 の軽減等に必要な措置を講ず る。

〔4}別 表第6に 掲げ る事項 について標準化を促進す る。

㈲ 自動設計設備の開発及 び設 置を促進す るとと もに,生 産設備の 自動化 を行い,更 に高 い信頼性を保証す るた

めの試験検査設備の設 置及 び試験工程の自動化のための 自動試験設備の設 置を推進す る。

{6}論 理回路部及 び記憶回路部の大規模集積化 を促進す ると ともに,機 械部分の電子化又 は静止 化を進め る。

{7)信 頼性,可 用性,保 全性及 び操作性の向上 に資す る設計 を進 める。

{8)応 用分野 の拡大 に対処 し,シ ステム供給能力 を高 めるため,電 子計算機産業 及び関連産業のバ ランスの とれ

た発展並びにその協力体制の確立を推進す る,特 に,周 辺装末装 置にあ っては,機 械製造業者等 との協調の も

とに性能の向上,多 様化への対応 を図る。

(9)産 業,社 会各分野の需要者 との協力体制 の確立 を推進 し,各 産業 に適合 した電子計算機 システムの開発及 び
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普及 を促進す る。特 に社 会開発分野 を中心 として新規分野 におけ るシステム化 を強力 に推進す る。

側 電子計算機産業の国際的発展 を図 るため,海 外市場調査,.輸 出体 制の整備等 を行 う。

別表第1

その他の計数型電子計
算機

ω それ自体でプログラミング ・システムを有すること。
① 主記憶装置のサイクル時間が1マ イクロ秒以下であって,最 大記憶容量がキロバイト以上であること。

② 多様な逓倍回線に対応できること。
③ 論理演装置の故障率が1ゲ ー ト当たOI5フ ィッ ト以下であること。

② 他のコンピュー タによるプログラミング・システムに依存するものについては次の性能又は品質を有すること。

① 大規模集積回路を用いるものであること。② 主記憶装置
のサイクル時間が1マ イクロ秒以下であって,読 取 り専用記憶 を含む記憶部の最大記憶容量が8キ ロワー ド

以上であること。
③ 論理演算装置の故障率が1ゲ ー ト当た り15フィット以下であること。

〔1)プ1)ン タの印字速度が ドッ ト・インパクト方式にあっては毎秒80字 以上,活 字インパ クト方式にあっては毎秒40字以上で ・
あり.かつ、自動 タプ レーション機能を持 ち,プ ラテン分割又は 多重帳票制御機構を有 し,元 帳処理が可能なこと。

騒音は、一般事務所内で許容される範囲内であること。
ター ミナル ・コンピュータとしての機能を有すること。

論理演算装置の平均故障間隔が6.OOOI"間 以上であ・ること。
周辺機器の機械機構部の平均故障間隔が80〔時間以一1:であること。

{1}自 己診断機能,自 動誤訂正又は自動再試行機能等 を有し,高 い稼働率を実現できること。
② 多様な通信回線に対応できること。
{3)論 理演算装置の故障率が1ゲ ー ト当たり]5フ ィ・ソト以下であること。

{4)主 記憶装置の故障率が周辺回路 を含めて1バ イ ト当たり1フ ィット以下であること。

.別表第2

品 種 性 能 又 は 品 質

磁気 ドラム装置

及び固定ヘ ッド
磁気ディスク装 置

平均ア クセス時間が10ミ リ秒以下であって,か つ,平 均故障間隔が6,000時 間以上であること。

.1

`

《
ム

}
、
.
」「

ト

`
'

」

`

■」,
」■

ξ
ゼ

一
磁気ディスク装置(デ
ィスクが取 り替え可能
な方式の もの)

{1)記 憶容量が10メ ガバイ ト未満のものについては位置決め時間が150ミ リ秒以下であって,か つ,平 均故障間隔が1,000時 間
以上であること。

② 記憶容量 が10メ ガバイ ト以上のものについては、位置決め時間が25ミ1;秒以下であって,か つ,平 均故障間隔が],00(時
間以上であること。

磁気テープ装置 記録密度が1ミ リメー トル当た り63ピッ ト以上,読 書き速度が毎秒100キ ロバイ ト以上であって,か つ,平 均故障間隔がL800
時間以上であること。

カー ド読取機 読取り速度が毎分60〔牧以上であって,か つ,平 均故障間隔が500時 間以上であること。

カー ドせん孔機 せん孔速度が毎分20〔放以上であって,か つ,平 均故障間隔が40(時 間以上であること。

紙テープ読取機 読取り速度が毎秒300字 以上 であって,か つ,平 均故障間隔が50(時間以上であること。

紙テープせん孔機 せん孔速度が毎秒100字 以上 であって,か つ,平 均故障間隔が400時 間以上であること。

ラインプリンタ 印刷速 度(英 数字,記 号及びカナ文字を印刷する速度)が インパク、ト方式では毎分300行 以上,ノ ンインパ クト方式では毎
分1.500行 以上であって.か つ,平 均故障間隔が500時 間以上であること。,

光学文字読取装置 ]6種 以上の英数字及び記号 を連続的に読み取る ものであって,読 取 り速 度が活字については毎秒1,∞0字 以上,手 書き文字
については毎分400字 以上であり、かつ,平 均故障間隔が50〔時 間以上であること。'

i
`

光学マーク読取装置 シー トに書かれた手書 きマー クを連続的に読み取 るものであって,読 取 り速度が毎分400枚 以上であり,か つ,平 均故障間
隔が1,600時 間以上であること。

文字表示装置 〔1)英 数字,記 号及びカナ文字 を表示するものについては,表 示できる文字の種類が96種 以上,画 面の表示文字数が1,000字
以上であって.か つ,平 均故障間隔が2.500時 間以上であること。

.〔2)漢 字を表示するものについては,表 示できる文字の種類が2,000磁 以上,画 面の表示文字数が200字 以上であって.か つ.

平均故障間隔がL800時 間以一ヒであること。

図形表示装置 表示 で きる座標格子点数(又 は制御指示可能な論理的分解能)が,256×256以 上 であって,か っ,平 均故障間隔が1,800時 間
以上であること。

作図装置 記録速度が毎秒400ス テップ以上であって,か つ、平均故障間隔が400時 間以上 であること。

図形入力装置 分 解能 が0,2ミ リメーートル 以下 で あ って,か つ,平 均 故 障間 隔が1,800時 間 以上 で あ る こ と。

漢字印刷装置 漢字,英 数字及び記号 を含む2.000種 以上の文字 を印刷できるものであって,か つ,平 均故障間隔が400時 間以上であること.

漢字入力装置 漢字,英 数字及び記号 を含む2,000種 以上の文字 を電子計算機に入力できるもの又は記録媒体に記録できるものであって,
かっ,平 均故障間隔が400時 間以上であること。

写真植字装置 漢字,英 数字及び記号 を含む5.000種 以上の文字 を毎秒10字 以上の速度で植字できるものであって,か つ,平 均故障間隔が
400時 間以上であること。

別表第3

●

ξ

品 種 性 能 又 は 品 種

磁気 ドラム装置及び固
定ヘ ッド磁気アィスク
装置

平均アクセス時間が10ミ リ秒以下であって,か つ,平 均故障間隔が6,000時 間以上であ ること。

磁気デ ィスク装置(デ
ィスクが取 り替 え可能
な方式のもの)

記憶容量が1メ ガバイ ト以.上,位 置決め時間が150ミ リ以下であって,か つ,平 均故障間隔が1,000時 間以上であること.

`,一_
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o

磁気テープ装置(カ セ
ッ ト型の ものを除く)

記佐密度が1ミllメ ー トル当た り32ピッ ト以上、読書き速度が毎秒6キ ロバイト以上であって.かつ.平 均故障間隔が1,800
時間以上であること。

.

カセ ット型磁気テープ
装置

記憶密度が1ミ リメー トル当た り32ビ・ソト以上であって.か つ.平 均故障間隔がLOOO時 間以上であること。

カー ド読取機 {1}低 速用 のものについては,読 取り速度が毎分15孜 以上であって.か つ.平 均故障間隔が500時 間以上であるこ3.
m高 速用のものにっいては,読 取})速 度が毎分30(敢以上であって,か つ.平 均故障間隔が500時 間以上である_と.

カー ドせん孔機 〔1)低 速用の ものについては,せ ん孔速度が毎分15枚 以上であっCか つ.平 均故障間隔が400時 間以上であること.
② 高速用の ものについては.せ ん孔速度が毎分100枚 以上であって.か つ.平 均故障間隔が400時 間以上であること。

紙テープ読取機
経1麟蹴Ciiフ ここ毯 瓢:麟;:織8雛 品〔潔,毛.力島,望罐罐欝㌶ 瓢耀 …㍑宍ξ

祇テープせん孔機
纏 蓬蹴;i…フ1聡㍊ll翻:鰍瀦 贈 品.㌘ 鼎 麟艦 ㌶ 蹴罐㍊ 三・.

シリアルプ リンタ 印 刷速度が インパ クト方式では毎分1000字 以上,ノ ンインパ クト方式では毎分L800字 以上であって.か つ.平 均故障間隔
が1,000時 間以上であること。

ラインプ リンタ 印刷鰍(英 数字ぼ 己髄 ぴカナ姓 を馴 する速度)梅 分1噛 以上であ・て・かつ・平均購 間隔が5・0時日∬以上であ1
る こ と。

光掌文字読取装置 11種以上の数 字及 び記.号を連続的に読み取るものであって.読 取り速度が毎秒30字 以上 であ`〕.平 均故障間隔が500時 間以

上であること。

光学マーク読取装置 シー トに書かれた手書きマー クを連続的に読み取るものであって.か つ.平 均故障間隔が1.50〔時 間以上であること。

文字表示装置 {Dパ ネル型のものについては.表 示できる文字の種類が36穐 以上,画 面の表示文字数が64字 以上であって,か っ.平 均故障

5隔 クニ珊 瓢 織 詰 三品 。.嶽 。き、文字。願,晒 貼 画面・鰍 字数が… 醐 上・あ・て.か・,
平均故障間隔が2,500時 間以上であること。

端末制御装置 通信機能 を有 し,2台 以上 の端末装置を接続できる制御装置であって,き つ.平 均故障間隔が6.000時 間以上であること、

POS端 末装置 金銭登録機 に媒 体作成 機器を付加した ものであって.少 なくとも入力部にキーボー ド,出 力部にディスプレイ.プ リンタ
及び演算制御部を備え.か つ,平 均故障間隔が2,000時 間以上 であること。

プ

'

)

銀行窓口用端末装置 標準化 された顧命通帳に印字する機能を有す るものであって.少 な くとも人力部にキーボー ド,出 力部にディスプレイ又は
プ`1ン タを傭え,か っ,平 均故障間隔がLOOO時 間以上であること.

現金自動支払機 磁気カー ドの入力により即座に現金を払い出す機能 を有するものであって.少 なくとも入力部にキーボー ド.出 力部にデ ィ
スプレイ又はプ リンタを備え,か つ,平 句故障間隔が1,00〔時 間以上であること。

座!需予約用端末装置 平均故障間隔がLOOO時 間以上であること。

デー タ収集装置(生 産

管理 等に 使用す る も
の)

少なくとも入力部にキーボー ドを持ち.出 力部にディスプレイ又はプリンタを備え.か つ.平 均故障間隔が1.000時 間以上
であること。

別表第4

品 種 性 能 又 は 品 質

直流電源装置 直流出力10キ ロワッ ト当た りの体積が0.5立 方ノー トル以下であって,効 率が85パ ーセ ント以上であり,か つ.平 均故障間
隔が17.000C時 間以上であること。

別表第5

品 種 性 能 ・価 格比 の 向上 率(パ ーセ'ン ト)、㊨

計数型電子計算機(ミ
ニコンピュータ及びオ

フィスコンピュータを

除 く。)本体

100以 上

ミニ コ ンピ ュー タ本 体
100以上

オ フ ィス コ ンピ ュー タ

本体

70以上

周辺装置及び端末装置
20以上

直流電源装置 20以上

別表第6

標 準 化 を 促 進 す る 事 項

ω

②

{3}

{4}

(5)

㈲

(7)

プログラム言語

計算機本体と周辺装置とのインタフェース
通信回線 と計算機本体及び端末装置のインタフェース
情報交換用符号及びその記録媒体上での表現方法

記録媒体の物理的特性及び記録方式
ラベル及びファイル構成
仕様書,説 明書等の文書 、 )
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4行 政機関等における電子計算機の利用 に伴 う

プライバ シー保護 に関す る制度の在 り方 につ

いての 中間報告(抄)

1975年4月 行政管理庁行政監理委員会

第1審 議の経過及 び問題 の所在

2問 題 の所在
,

ω 背 景

昭和30年 代初頭 に我が国で電子計算機の利用が開始 されて以来,電 子計算機 は技術革新の進展 とともに,そ の高

度の性能 と経済性 によって急速 に普及 し,昭 和49年3月 には買取換算価額1千 万円以上 の電子計算機 だけで も1万

7千 セ ッ ト(う ち一般の行政機関等で用い られて いる もの は1,064セ ット)に 達 している。 このよ う な普及の傾向

は,事 務処理 の能率化,経 営の近代化等のために望 ましい ものであ り,今 後 も利用が拡大 してい く もの と思われ

る。

しか し,電 子計算機 によって各種の情報が迅速 に処理 され,ま た,端 末機か らの遠隔操作や システム間の有機的

結合 によってその利用効率が高 まって行 く反面で,個 人 に関す る情報の処理 に関 して,そ のデータが集中 され又は

他に提供 され易 くな ることなどか ら,個 人の プライバ シーが侵害 され るおそれが あるとして,そ の保護対策検討の

必要が各方面か ら指摘 されるに至 っている。 このよ うな事情か ら,今 回の検討では,そ の範囲 を電子計算機利用 に

伴 って生ず る可能性 があるプライバ シー侵害の問題 に限定す ることが適 当 と考 えられた。

{2)プ ライバ シーの概念

ところで,プ ライバ シーの概念は主 として米国で発展 してきた ものであ り(欧 州諸国で も学説及 び判 例 に お い

て,ほ ぼ同様の概念が形成 されつつあ るとい われ る。),我 が国の場合 は,昭 和39年 に三島由紀夫氏の小説 「宴 のあ

と」についての東京地方裁判所の判決がプライバ シーの権利 を認 めた ことを契機 として一般 に認識 されて きた もの

であ るが,そ の概念 についてはなお必ず しも明確でない ものが ある。例 えば,プ ライバ シーに関す る意識調査結果

において も,プ ライバ シーの イメージとして 「自分 に関す るデータが知 らない うちに集 め られた場合」(東 京圏,

行 田市 でそれぞれ53%,32%),「 家族 について ウソを言 いふ らされた場合」(同46%,40%),「 過去の経歴 を

言いふ らされた場合」(同45%,31%)を 挙げ るほか,回 答がぱ らつ きを見せてい る。

この ように,プ ライバ シーがいわゆる人格利益 の一部 として尊重 されるべ き ものであるこ とは明 らかで あるが,

その実質 は個々人 の主観 ・感情にかか わる面が多 く,一 般的,客 観的に私法上の権利 として その範囲 ・内容 を定め

るこ とが困難であ る。 また,個 人 が社会の中で存在 す る以上,各 種の社会公共の利益 との関係 において これが制約

されること も当然であ って,特 に言 論 ・表現の 自由 との関係や治安 ・社会福祉等の行政 との関係な どは従来か ら問

題 とされて きた ところである。

〔3)電 子計算機によ る情報処理 に伴って生ず る可能性が あるとみ られ るプライバ シー侵害 の態様

電子計算機 によ る個人情報処理 に伴 うプライバ シー侵害 は,今 日まで我が国ではほ とん ど発生 をみていない もの
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であ るが,生 ず る可能性があ るとみ られ る侵害 の態様 と してはおおむね次のよ うな ものが挙 げ られてい る。

ア 個人 に関す る記録類 を電子計算機 によって迅速 に引 き出 し,相 互に照合 し得 るこ とによって,従 来以上 に個

人情報が効率的 に利用 され ることとなるが,こ の ことは福祉行政等の的確な実施や民間でのマーケテ ィング活動の

効率化等 に不可欠の意義 を有す る反面,利 用 目的 によっては,個 人に とって不利益 を来 した り,好 ま しくない もの

となる場合 も生ず る可能性があ る。

イ 各種の目的で集 められた個人 に関す る情報 が広 く各機関相互間で交換 された り集中 された りす る場合 には
,

情報が収集 目的以外の好ま しくない他の 目的 に利用 される可能性が増大 し,ま た,当 初収集の際に留意 され た関連

事情が無視 され るこ とによ って誤 った認識 を生 じた り,あ るい は部分的情報のみ によって特定個人 に関する虚像が

形成 されて予 断 を持 たせ ることとなるおそれがあ る。

ウ たまたま誤 った情報が入力 された場合,そ の発見が 困難で あ り,また,個人 にとって はあ る時期 の情報が長期

間 消去 されないまま残存 しが ちであることか ら,結果的に利用者 に誤 った認識 を持たせ ることとな るおそれが ある。

工 端末機 か らの遠隔操作で特定個人 に関す る情報 の入手や情報の加工が可能 となった場合
,正 当な権限のない

者が悪意で これ を利用す るおそれが ある。また,電 子計算機担当職員 によ り悪意 ある加工 や外部への漏 えいが行わ

れ るおそれが ある。

電子計算機利用 に伴 うプライバ シー保護の ための対策は,以 上の ような可能性 を考慮 しつつ検討 してい くべ きで

あろ う。

㈲ 行政機関等 について先行 して対 策 を検討す る理由

このよ うな電子計算機利用 に伴 うプ ライバ シー侵害のおそれは,公 的機 関のみ に限 られる ものではない。例 えば

金融機 関の業務や,興 信所等信用調査機 関の業務等が個人のプ ライバ シーと深 い関係 を持 つことはい う ま で もな

い。 しか し,民 間の情報処理 は,お おむねその契約者等 を対象 とす る ものであ って,比 較的関係者が少 な く情報量

も少ないのに対 し,行 政機関等の保有 す る個人情報 シス テムは,そ の業務の性格上多 くが組織的 に収集 された詳細

か つ膨大 な情報量 を有 してお り,い ったん問題が生ずればその影響す る範囲が広汎 にわたる可能性があ ると考 えら

れ る。 また,世 上論議 される場合 も行政機 関等の電子計算 機利用 に関連す る場合が多い。

この よ うな理由か ら,ま た当委員会 の性格上か らも,ま ず行政機関等 について検討す ることが適 当であると思わ

れ る。 この場合国の行政機関の ほか特殊法人及 び地方公共 団体 を含め,更 に事務 を委託す る場合 にお いて,そ の受

託機関 も検討対象 とすべ きで あろう。

⑤ 行政機関等の保有す る個人情報 の種類及 び電子計算機処理の現状

今 日,行 政機関等の保有す る国民の個人情報は,極 めて多種 に上ってい るとみ られるが,国 際連合の方式(事 務

総長報告 「人権 と科学技術の発展」)に 従 って これを分類す れば,お お むね次の とお りである。

ア 許可 ・認 可等 あるいは社 会保険等の給付 を受けるた めに個人か ら申請 され る事項及 び法令 に基づ く各 種 届

出,報 告事項等

イ 犯罪捜査 等警察行政,伝 染病予防等公衆衛生行政,火 災予防等各種保安活動,税 の調査決定等の行政の必要

か ら各行政機関が調査等 を行い,得 られる事項

ウ 各種統計調査 によって得 られる事項

次 に,こ れ らの うちで現在電子計算機で処理 されている ものは,国 の場合は,社 会保険,自 動車検査登録,郵 便

貯金,簡 易保険等27業 務 であ り,特 殊法人の場合は各種の融資業務,共 済組合関係掛金徴収 ・給付 ・融資業務,料
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金徴収業務等34業 務である。 また,地 方 公共 団体の場合 は団体 によ り広狭の差 はあ るが,都 道府県では自動車税等

税務,民 生 ・衛生等,市 区町村では住民税等税務,国 民健康保 険,水 道料金等の業務 を中心 として,既 に全都道府

県及 び2,088市 区町村が電子計算機 を利用 して何 らかの行政情報処理 を行 ってい る。

なお,行 政機関等相互 間での個人情報 の提供 ・交換 としては,法 務省 ・外務省間の出帰国データ及び旅券発給デ

ータの交換,運 輸省の自動車登録データの各部道府県への提供並 びに融資業務 を行 ってい る公庫等 の預金 口座振替

用 ファイルの取引銀行への提供等が,い ず れ も磁気テープによって行われてい る程度であ る。

このよ うな行政機 関等の情報処理 に関連す るプライバ シー侵害問題 については,現 在まで論議 された ことはあ る

が現 実 に侵害が生 じた事例 はない。 しか し,先 に も述べたよ うに電子計算機 による情報 システムの発展 に伴い,プ

ライバ シー侵害 に対 する不安感が一部 に存在す ることも事実で あ り,現 段階において電子計算機利用の基礎問題 と

して,プ ライバ シー保護対策 を予防的に検討す ることは,重 要 な意義を有す ると考 えるものである。

第3行 政機関等における電子計 算機利用 に伴 うプ ライバシー保護 に関す る方策 と問題点

1検 討の方向

行政機関等 におけ る個人情報の電子計算機処理 に伴 うプライバ シー侵害の危険性 に対処す るための保護対策 とし

ては,前 述 した諸外国の法制か らみて,次 の諸点が検討 されるべ き問題 となる と考 えられる。

① 個人情報 システムの設置 に関す る規制

② 個人情報 システムの公示 に関する規制

③ 設置 された個人情報 システムの他への情報提 供に関す る規制

④ 個人情報の維持管理等運用 に関す る規制

⑤ 個人情報 システムに入力 され る個人情報 に関す る閲覧請求,訂 正 削除請求及び不服申立 に関す る規制

⑥ 個人情報 システムの規制 に関する特別の機関の設置

⑦ 受託業者 に対す る規制

これ らの問題点 を処理す るに当た っての基本的な考 え方 は,大 別 して次の2つ の方式に分類 され る。

第1は,ス エーデ ンの ごとく特別の機 関を設 けて個人情報 システムの設置 を初め,そ の維持,提 供等の全過程 に

つ き個別的に規制す るとともに,個 人に対 して閲覧請求等を認 める ものである。

第2は,行 政機関の個人情報 システムについ ては,所 掌事務 の範囲内 における設置 は特に これを規制 しないが,

その内容 を公示 し,個 人に対す る閲覧請求等 を認 めるものであって,西 ドイツの方式が これに該 当す る。(米 国の

場合 は,法 律 で宗教及び政治 的自由等の権利行使の態様 に関す る記録の保有 の原則的禁止等 を定 めてい るが,一 般

的 にはそれぞれの行政機関の裁量 による設 置が認 められてい るので,実 質的には第2の 類型 に当たるのではないか

と思 われ る。)

この ような基本的な考え方のいずれを とるか は,我 が国の事情 を考慮 しつつ慎重 に検討 しなければならないが,

先 に延べたよ うに行政機関の有す る情報 が原則的 に非公開で,公 務員の守秘義務が厳 しい等 の事情が あること,こ

の ような事情 を反映 してか,プ ライバ シーに関す る意識調査 の結果 にもみ られるよ うに,行 政機関 に対す る情報提

供 については,国 民の中に 「知 られた くない情報 は特にない」 とす る者が多い ことな どに も留意す る必要 がある も

の と思われる。

次 に,当 面検討すべ き対象 は行政機関等 による電子計算機利用 に関す る問題であ るが,米 国 においてプ ライバ シ

ー保護調査委員会 を設 置 した例 にみ るよ うに,い ずれは私 的領域での対策 も問題 とな るとみ られることとの関連 で
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規制の方法 をスエーデ ンのよ うに私的領域へ の適用 を想定 した もの とす るか,米 国,西 ドイツのよ うに別個の規制

方式 を考 えるか の問題が ある。

なお,特 定領域 についてはプライバ シー保護のための諸規制の適用除外 とすることが,各 国の立法例を通 じて見

受 けられ る。す なわち,西 ドィッにおいては住所,氏 名,電 話番号等一般に公開 されてい る個人情報を全 く規制の

対象外 としてい るほか,米 国及 び西 ドィッでは治安,国 防,外 交等 に関す る情報 については規制措置の全部又 は一

部 を適用 除外 してお り,ま た,ス エーデ ンで も,具 体的 内容 は明 らかでないが,議 会及 び政府の決定によ り各種規

制の適用除外を定 め ることとしてい る。

我 が国の場合 において も,こ の ような意味で規制の対象 外 とすべ きもの を定める必要があるが,諸 外国の法制の

実際の運用 の状況 を勘案 しつつ慎重 な検討 を進 める必要が あろう。

2具 体的方策 とその問題点

(1)個 人情報 システムの設置及び個人情報の入力に関す る規制

この規制 の態様 としては,ま ず個人情報 シス テムの設 置又 は個人情報 の入力 につ き法令で禁止 すべ き事項 を定 め

るか どうか の問題が ある。

① 禁止又 は制限条項 を法令で定 める方法は,米 国及びスエーデ ンで採用 されてお り,米 国では個人 の宗教及 び

政 治的自由等の権利行使の態様 に関す る記録 は,法 律若 しくは個人が明示的に承認す る場合又 は正当な法執行活動

に関連 して当該機関の権限の範囲内で行 われ る場合 を除いて保有 してはな らない こととされ,ま た,ス エーデ ンで

は個人の宗教及び政治的見解 を含む ファイルの設置又 は保有は,「 特別の理由が ある場合」以外 は許可 されず,犯,

歴,特 定疾病等 を内容 とす る個人 ファイル も権限を有す る官庁以外 は許可 されないこととされてい る。

② これ に対 し,西 ドイツでは行政機関の任務 の範囲内での システム設置 については,特 別の制限条項 を設 けて

いない。

次 に,行 政機 関が法令の範囲内で システムを設置す る場合 において,そ の実施 を特別の機 関の許可に係 らしめる

か どうかの問題があ る。

① 許可方式はスエーデンで採用 されてい るものであって,個 人情報 システムはデ ータ検査院の許可 な くして設

置で きない こととされている。

② これ に対 し,米 国及 び西 ドイツでは,法 令による制限の範囲内で システムの設置 を各機関の判断に委ね るこ

ととされてい る。

(問題点)

ア 法令で,シ ステムの設置 に関 し,特 定の情報項 目につ きプライバ シー侵害 の可能性 を考慮 して禁止又 は制限

す る条項 を定めている米国及 びスエーデンの場合 も,上 述 したよ うに当該禁止等 について種 々の適用除外 を定 めて

い る(実 際上の適用 除外の範囲が どの程度}こな るかについては,現 在 なお明 らか でない。)一 方,西 ドィヅで も正

当な権限 を有す る機 関のみが個人情報 を保有で きることとされているが,こ の間の法規制領域 にどのよ うな実質上、

の差異が あるかは不明確 である。また,我 が国 においては,プ ライバ シーの概念内容が必ず しも明確でない ことも

あ り,禁 止すべ き情報項 目等 を定め ることが実際上困難で はないか とみ られ るとともに,公 益についての コンセ ン

サスが不十分で ある事情 か ら,禁 止すべ き情報項 目を定 めた場合 に公益の観点か らの適用除外の範 囲を定め ること

が困難ではないか とい う問題が ある。

イ システムの設置等 を特別の機 関の許可 に係 らしめる方法について は,将 来私的領域に規制 を及ぼす場合 に遮
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合 し易 いとい う利点 はあるが,行 政運営全体か らみた場合 に非効率を来すおそれがないか,ま た,後 述す るよ うに

特別の機関の設置運営 自体の円滑 を期 し得 るか等の問題 を検討す る必要 がある。一方,法 令の制限下で各機 関にそ

の実施 を委ね る方法 について は,シ ステムの設置等が各機関の判断に委 ね られて,プ ライバ シー侵害 を生 じない と

いう保証に欠け るのではないか とい う問題が ある。米国及で西 ドイツでは,シ ステムを公示することによってこれ

を補完 することとしているが,こ れ をもって個人情報の保護が十分 とみ るか どうか につ き検討す る必要があ る。

{2)個 人情報 システムの公示 に関す る規制

行政機関等の有す る個人情報 システムについて,こ れを一般 に公示 して国民の不安感を除去 し,ま た後述す る個'

人の閲覧請求等の前提 とす る方法が考 えられる。 この方法 は,米 国及び西 ドイツにおいて採用 されてお り,例 えば

西 ドイツにおいては,公 益上特 に公示を適 当と しない理 由が ある場合 を除 き,原 則 としてすべ ての個人情報 システ

ムについて,シ ステ ムの名称,所 管機関,情 報の種類,対 象 となる個人 の範 囲等 をシステム設置の際公示す ること

とされている。また,米 国 で も,年1回 同様の公示 を行 うこと とされてい る。(ス エーデ ンでは,個 人の閲覧請求

を認 めてい るが,公 示に関す る明文の規定はない。 これは 「出版 の自由 に関す る法律」 によ り,個 人 によ る資料請

求が認 められてい ることによる とい われてい る。)

(問題点)

ア 公益の観点か ら公示の対象か ら除外すべ き情報 システムの範 囲をいか に定め るか とい う問題が ある。例 えば

西 ドイツでは,憲 法擁護局 の業務,通 信業務,軍 事防諜業務,刑 事 ・検察の業務,税 務検査の業務等が公示の適用

除外 とされている。

イ 許認可,資 格の付与 等に関す るシス テム(例,社 会保険,運 転免許等)に ついては,対 象個人 はその記録 の・

存在,本 来 目的等は承知 してい るものであ る。 また,デ ータの他の 目的への使用 について も,一 部 に申請書式 に予'
ヴ

定 され る他の用途 を記載 してい る例が見 られるが,こ のよ うな措 置は今後一層拡大 され るべ きもので ある。 このよ

うな措置が拡大 した場合 において,こ れ らの システムにっいて公示制度の実益 が どれだけあ るかが問題 とされよ う

が,国 民 に周知 させ その不安感 を除去す る意義がある との意見 も強い。

{3)個 人情報の他への提 供に関す る規制

行政機関等相互 間の情報提供について は,

① 特定の情報 について提供 を禁止す るとともに,そ の他の情報 について は監督機関の個別許可 に係 らしめる方'

法

② 他機関への情 報提供 について,当 該 個人の 同意 に係 らしめる方法

③ 個人か ら提供 を受けた情報 について,他 の法律で公開 の定 め られてい るもの を除 き,原 則 として当初目的以

外へ の提供 を禁止す る方法

④ 行政機関等相互の情報提供 については,各 行政機関及 び受入機関の正 当な権限の範囲内において は,そ の判i

断 に委 ねることとす る方法等が考 えられ る。

(問題点)

ア ①の 個別許可の方法 は,ス エーデ ンが採用 してい る制度 であるが,我 が国の場合,問 題 となる情報 にっいて

は多 くは公開されてお,らず,か つ守秘義務が課せ られて他へ の提供 は考 え難 い事情 にあ り,別 途許可制 をとる必要

が あるか との疑問がある。

イ ②の個人の 同意 に係 らしめ る方法 は,あ らゆる場合 につ き個人の同意 を要す ることとするの は,実 務上 の間
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題 として膨大な経費や事務量 を要す る こととな り,過 剰保護 とも考 えられ る。同意 を要す る方法を採用 している米

国 においては,あ らか じめ公示 した定型的利用等については適用除外 としているの で,同 意 を要す る ものがどの程

度発生す るか実 際上明 らかでな く,極 めて限 られた もの とな るとの見方 もあ る。
'

ウ ③の当初 目的以外への提 供を原則的 に禁止す る方法は,我 が国 において,指 定統計 につ きこのよ うな制度が

と られている。 しか し,許 認可 の申請等の一般的データにっいて は,当 該許認可等 を手段 とす る行政活動 の関連領

域が広い場合 において,目 的を狭 く解釈すれば事務処理上 問題が生ず るおそれが あ り,ま た新規 システムの成立に

よ って当初予想 しなか った目的に使用 され る場合が生ず ることも当然考 えられるので,こ のよ うな制度をとる場合

は,目 的の範囲の解釈方法の明確化,新 規の必要の発生 に際 しての禁止解除の手続等 にっ き検討す る必要が あろう。

エ ④の各機関の判断 に委 ね る方法 は,西 ドイツで とられてい る方法であ り,官 庁の判断に全面的に依存す ると

い う問題はあるが,我 が国において は,プ ライバシー侵害 をもた らすおそれの ある情報の他への提供については守

秘義務 によ る歯止 め もあ る等 の事情か ら,こ の方法 をとることが適当であ るとす る考 え方 もある。

次 に,行 政機関か ら民間へ の情報提供 に対す る規制 について も,上 記 同様 い くつかの方法が考 えられ るが,西 ド

イツの場合は,上 記④の方法 を と りつ つ,受 入側で正当な関心 を疎 明 し,か つ十分な理 由ある場合に限定 してい

る。我が国の場合,原 則 として個人情報が非公開 とされている関係上比較的問題 は少ない もの と思われるが,こ の

よ うな制限措 置をとるべ きか を検討す る必要がある。

なお,プ ライバ シー意識調査の結果 によれば,行 政機関の事務処理上必要 とされ る相互 の情報交換 については各

種 行政目的と関連す る範 囲で 「かまわない」 とす る者が過半数 を超 えてい るが,情 報交換の特殊形態 としての各種

情報の集中管理 について は,「 禁止すべ し」 あるいは 「好ま しくない」 とす る者が約4割 に達 している。また,民

間への情報提供 にっいては,同 様否定的な回答が7～8割 に達 している。
良

{4}維 持管理等運用 に関す る規制

個人情報 ファイルの維持更新 を的確 な らしめ,権 限のない者のこれへの アクセスを防止す る等のため,維 持管理

に関す る原則 と してデータの正確性,完 全性の確保等を法定 し(米 国,ス エーデ ン,西 ドィッ),更 に,デ ータ管

理責任者の設置 を義務 づけ(ス エーデ ン),技 術的措 置の基準を設定す る等の方法が考 え られ る。 しか し,こ の問

題 については,各 省庁 の システムの発展段階が 区々であることか ら画一的な規制が困難 な面があ るこ と,技 術的措

置 については電子計算機等の技術革新が著 しいこと等 によ り,細 目について まで法定す ることは困 難 で あ り,米

国,ス エーデ ンにおいて も細部 については政令 ・規則等に委 ねてい るところである。

したが って,法 定す るとす れば,維 持管理 の原則 を規定す る程度 に とどめるべ きもの と思われ る。

なお,法 的措置 を別 として も,こ のよ うな事項の 自主規制 につ き,行 政機関内部 において更 に検討 を進め,内 部

管理体制 を充実す る必要が あろう。

倒 個人の閲覧請求,訂 正削除請求及 び不服 申立の権利の設定

個人情報 システムに入力 された誤情 報,不 完全な情報,陳 腐化 した情報等 によ って国民が不測の不利益 を被 るこ

と を避 け るため,個 人 に対 し,公 益等の面か ら特 にその必要があって適用除外 をす る場合 を除 き,個 人情報 システ

ム申の自己の情報 を閲覧 確認 し,誤 りや不完全性 を発見 した場合 はその訂正,削 除を要求 し,更に,これ に対す る

行政機関の措置 にっいて不服申立 をす るこ とを認め ることは,米 国,ス エーデ ン,西 ドイツのいず れにおいて も採

用 されてい る ものであ る。 したが って,こ のよ うな諸権利の設定 は,我が国で も当然考慮 に値す るものと思われる。

(問題点)
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ア この場合,上 記(4)の公示 と同様,適 用 除外範囲 をいかにす るか とい う問題がある。例 えば,西 ドイツでは,

公示にっ き適用除外 とされた機関のほか,行 政機関の任務 の遂行 を危 くす るおそれが ある場合,公 共 の安全 ・秩序

その他連邦の利益を害す るおそれが あ る場合,第 三者の利益 を害す るおそれのあ る場合等 にっいて適用 除外 として

い る。また,米 国では,中 央情報局,警 察 ・検察等の記録や,国 防,外 交等の秘密事項等 にっいては閲 覧請求 を認

めていない。

イ 現 在で も,許 認可等個人が給付等の利益 を受 けることに関するデ ータ等は,個 人の照会があ る場合 には,こ

れ に回答することが多数 の機関の慣行 とな っている と思われ る。 したが って,こ の制度の創設 によって全 く新 し く

照会 に応ず るこ ととな る領域等 を具体的 に検討 す る必要 はあろ うが,一 般的 にこれを制度化 して法律上 の権利 とす

ること自体に意義が あるとも考 えられ る。

⑥ 特別の機関の設置

これまで述べて きたよ うに,プ ライバ シー保護の ため個人 情報処理の各段階で各種の規制措置が考 え られ るが,

① 個人情報 システムの設置等は権 限ある各行政機関の判 断に委 ね,公 示及 び閲覧請求等 を中心 として規制措置

を定め る場合 においては,特 別の機 関の設 置の必要性 は薄い と考 えられ る。

② これに対 し,個 人情報 システムの設 置,他 への情報提供等 を個別許可 に係 らしめる場合 は,許 可権限 を有す

る特別 の機関 を設ける必要があ る。 この場合,行 政委員会 を設 ける方法(ス エーデン)と,独 任制の官庁 として こ

れに許可基準等 を諮問す る審議会 を付 置す る方法 とが考 え られ る。

(問題点)

ア ①の場合 において も,法 律所管機関 を定 め る必要があ る。所 管機関 としては,総 合調整機能を有す る官庁 と

して,米 国では行政管理予算庁,西 ドイツでは内務省が これ に充て られてい る。

イ 特別の機関 を設け る場合 において,行 政委員会 とす る案は,国 民各層の意 見を反映 しつつ申立 的に判断 を行

う必要が特に大 きい本問題の性格上適当 と思われ るが,価 値観の多様化 してい る我が国 にあって実際上 国民全般の

納得 を得,か つ運営の円滑を期待 し得 る委員構成が可能であ るか とい う問題があ り,ま た業務量 として常設す るほ

どの ものが予想 され るか等について検討す る必要が あろう。

他方,独 任制の機関 とす る案 は,既 存 の官庁 を充て ることも可能 であ って,業 務量の多寡 を考慮す る問題 は少な

いが,審 議会の運営 について は上記行政委員会 と同様の問題が あ り,ま た,こ れを避け るために審議会 に付議す る

事項 を限定すれば,行 政委員会 について述べ た利点 は失われるこ とにな る。

更に,こ のよ うに特別の機関 を設 ける場合 も,地 方公共 団体 については,国 の機関が監督権 限を行使 す る こ と、

は,現 行法制上困難 とみ られ るので,条 例 によ り別途の機 関を設 置す る必要が あるのではないか と思われ る。 この・

場合効率性の問題があ るほか個別許可 についての裁量権が大 きい ときは,国 の機関 と地方公共団体のそれ との間で・

異 なる判断が下 され ることはないか とい う問題が ある。

〔7}受 託業者の規制

行政機 関等の個人情報処理 に当たって,そ の処理 の一部(例 えば,カ ー ド ・パ ンチ,磁 気 テープの保管等)又 は

全部 を民間業者 に委託 してい る例が少 な くない。 これ らに関 し,① データ及 びデ ータ処理結果の安全対策(無 権限

者の アクセス,盗 難等の防止)の ための施設設備の確保,② データ及びデータ処理結果の秘密保持の対策の確立等

の観点か ら,そ の規制につき検討す る必要が ある。

その具体的方策 としては,行 政機 関等か ら個人情報の処理 を受託す る業者 について行政機 関 と同様の規制 を課す
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る とともに,業 者及 びその従業員 に対 し,公 務員 と同様の守秘義務 を課す ることが考 え られ る。例 えば,米 国及 び

西 ドィッでは受託業者 に対 して守秘 義務 を課す る等の規制 を加 えている。

(問題点)

ア 受託業者 に対す る規制 は,受 託業務 自体が行政機関 との契約 に基づいて行われるので,契 約の条項 を整備す

ることによ って足 りる部分が大 きい と思 われ,直 接 の法的規 制は最小限 にとどめ るべきで はないか と思われる。

イ 守秘義務 を新た に課す ることについては,例 えば謄 写印刷等の受託業者 と比較 して,情 報処理業者だけ にこ

れ を課す ることの妥 当性 を検討す る必要が あろう。 ・

第4結 び

行政機関等における電子計算機利用 に伴 うプライバ シー保護対策 は,当 委員会 におけ る以上の検討経過か ら明 ら

か なように,現 段 階で は一義的な結論 を得 ることは困難であった。 したが って,こ の問題 については引続 き検討 を

進 めるべ きものであるが,こ の場合 留意すべ き事項 としては次の よ うな諸点がある。

第1に,プ ライバシー侵害の具体 的態様がまだ必ず しも明 らかで ない ことである。侵害の具体的態様が想定 され

ない と,こ れに対す る保護対策 もまた具体化す るこ とが困難 となる。

第2に,プ ライバシー侵害の具体 的態様が想定 され得た として,そ のよ うな侵害 はそ もそ も文書情報 による場合

において も少 なか らず発生 していたのか,そ れ とも文書情報時代 に発生 しなかった ものが電子計算機による情報処

理の結果発生の可能性が著 しく大 きくなったのかを明らかにする必要があ る。

第3は,保 護対策 を講 じよ うとす る場合,費 用対効果の衡量 を十分 に行 うべ きことであ る。特 に,保 護対策が予

防 目的であ る場合 には,こ の点 についての慎重な検討が必要 と考 え られ る。

第4に,以 上 を通 じて,諸 外国におけるプライバ シー保護法の実施状況 について引続 き調査検討 を行 うべ きであ

る。現在法律が施行 されてい るのはスエーデ ンのみであるが,そ れ も施行後1年 を経過 してお らず,米 国 は本中0

月か ら施行予定 であ り,西 ドイツはまだ法案審議 申の段階であって,諸 外国の法制の運用の実態 について は不明な

点が少な くない。本問題の よ うにその及 ぼす影響が大 きく,か つ,新 しい問題 について は,諸 外国の状況を更 に精

査 し,そ れ らの経験 を踏 まえて具体的方策 を検討す ることが必要 である。

したが って,今 後以上の諸点 に留意 し,世 論の動 向,各 界の意見等 を十分掛酌 しつつ,で きるだけ速 やか にプラ

イバ シー保護対策 の具体化 を図 ることが望まれ る。
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5地 方 自治 体 にお け る コ ン ピュー タ リゼ ー シ ョン

1974年10月 自治大臣官房情報管理宮室編 ・財団法人地方 自治情報 セン

ター 「地方 自治 コンピュータ総覧(昭 和49年 版)」 より抜奉

1.概 況

1。1総 括

地方公共団体 における電子計算組織の導入は,市 区町村 において は,昭 和35年 大阪市,昭 和36年 京都市のよ うな

大都市か ら始ま って一部の中都市に及 び,都 道府県 においては,昭 和38年 神奈川県,東 京都,昭 和39年 大阪府,愛

知県 のよ うな大規模 な都道府県へ と普及 した。その後昭和43年 頃か ら電子計算組織の導入のテンポが速 くな り,そ

の普及率 は著 しい伸 びを示 してい る。昭和49年4月 現在 において は,町 村 において も過半数の団体が何 らかのか た

ちで電子計算組織 を利用 してお り,電 子計算組織は地方公共団体の各種 の分野 において利用 さ れ て い る状況で あ

る。

1.2利 用団体の概況

昭和49年4月1日 現 在にお ける電子計算 組織利用団体数は,第1表 の とお りである。

都道府県 においては,導 入団体が42団 体,委 託 団体が5団 体,合 わせ て47都 道府県全部が,ま た,市 区町村 にお

いては,導 入団体が454団 体,委 託団体 が1,634団 体,合 わ せ て2,088団 体,全 市 区町村の63.4%が 電子計算組織 を

利用 している。電子計算組織 によって処理 してい る業務 に幅が あ り,ま た利用 の しかた について も必ず しも一様 で

はないが,都 道府県 と市区町村 とを合わせ ると、2,ユ35団体す な わ ち全地方公共 団体の64.0%に 相 当す る地方公共

団体が電子計算組織 を利用 して必要な行政情報処理 を行 ってい るこ とにな る。

これ を5年 前の昭和44年4月1日 現在の状況 と比較す ると次の とお りである。すなわ ち,こ の5年 間 に,導 入団

体 については,都 道府 県においては28団 体,市 区町村において は324団体増加 し,そ の伸 び率 は都道府県 は3倍,市

区町村 は3.5倍 となってい る。

委託 団体 については,都 道府県 において は,委 託団体か ら導入団体への移行 に伴 って16団 体減少 し,市 区町村 に

おいては,委 託団体 か ら導入団体 への移行があ ったに もかかわ らず925団 体増加 し,そ の伸 び率 は2.3倍 となってい

る。

また,導 入団体 と委託 団体 とを合わせ る と,都 道府県 において は12団体増加 し,市 区町村 におい て は1,249団 体

増加 し,そ の伸 び率 は2.5倍 となってい る。

導入 団体 におけ る電子計算組織 のセ ット数は,都 道府県157セ ッ ト,市 区町村282セ ッ ト,合 計439セ ッ トである。

5年 前 の昭和44年4月1日 現在 に比 し,都 道府 県 においては138セ ッ ト,市 区町村 においては176セ ッ トそれぞれ増

加 し,そ の伸 び率 は都道府県 は8.3倍,市 区町村 は2.7倍 となってお り,都 道府県 におけるセ ット数の増加 が顕著で

あ る。
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第1表 電子計算組織利用地方公共団体数

区 分

昭和49年4月1日 昭和44年4月1日
現 在(A)現 在(B) 増 減 旦

(B)

謡縫 園 計 量縫 藻|計 菖 纏 認 許 菖 纏 園 計
(157) (157)(19) (19)(138) (138)(8.3) (8.3)

都 道 府 県
42 5 4714 21 3528 △16 123.0 0.2 1.3

(18) (18)(11) (11)(7) (7)(1.6) (1.6)
特 別 区

市
16 7 2311 10 215 △3 21.5 0.7 1.1

(228) (228)(87) (87)(141) (141)(2.6) (2.6)

区 市 町 村
197 1,566 1.76374 699 773123 867 9902.7 2.2 2.3

町 共 同 利 用 (36) (36)(8) (8)(28) (28)(4.5) (4.5)
組 織 構 成
市 区 町 村 241 61 30245 45166 61 2575.4 6.7

村
(282) (282)(106) (106)(176) (176)(2.7) (2.7)

計
454 1,634 2.088130 709 839324 925 1,2493.5 2.3 2.5

. 1 1

(439) (439)(125) (125)(314) (314)(3.5) (3.5)
合 計

496 1,639 2.135144 730 874352 909 1,2613.4 2.2 2.4

(注1()内 の数字 は,電 子計算組織の セッ ト数である。

次 に,昭 和49年 度 に お け る電 子計 算組 織 に よ る行 政情 報 処 理 に要 す る経 費 に つい て み る と,第2表 の とお りで あ

る。 す な わ ち,都 道 府 県 にお い て は導 入 団 体16,800百 万 円,委 託 団体725百 万 円,合 計17,525百 万 円 とな っ てお り,

1都 道 府 県 当た りの 予 算 額 は,そ れ ぞれ お よ そ400百 万 円,145百 万 円,373百 万 円 とな っ て い る。 ま た,市 区町 村 に

お いて は,導 入 団体16,729百 万 円,委 託 団体12,020百 万 円,合 計28,749百 万 円 とな って お り,1市 区 町村 当 た りの

予 算 額 は それ ぞ れ お よ そ37百 万 円,7百 万 円,14百 万 円 とな って い る。

第2表 昭和49年 度 電 子計 算 組 織 に よ る行 政 情 報処 理 経 費

(単 位:百 万 円)

区 分

都 道 府 県

市 区 町 村

計

導入団体

16,800

16,729

33,529

委託団体

725

12,020

12,745

計

17,525

28,749

46,274

1団 体 当 た り

導入団⇒ 委託団体 計

400 145 373

37 7 14

68 8 22

(注)当 初 予 算 の額 に よ る。

昭和49年4月1日 現 在 の電 子 計 算 組 織 関 係 職員 数 は,都 道 府 県1,717人,市 区 町 村3,241人,合 計4,958人 とな っ

て お り,1団 体 当 た りの 職 員 数 は,都 道 府 県 にお い て は37人,市 区町 村 にお い て は2人 とな って い る。
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1.3行 政情報処理の概況

電子計算組織 による行政情 報処理の主な ものは,都 道府県 においては,自 動車税,各 種統計,人 事給与,森 林計

画,財 務会計,事 業税,公 害,予 測計画,教 育,公 営住宅管理,造 林補助金計算等 に関す るものであ り,市 区町村

において は,住 民税,固 定資産税,国 民健康保険税,軽 自動車税,人 事給与,都 市計画税,水 道料金計算,国 民年

金,各 種統計,住 民記録,教 育,農 林,財 務会計等 に関す るものである。

このよ うに,地 方公共団体の電子計算組織 によ る行政情報処理 のほ とん どは作業処理又 は定型的大量反復 データ

処 理であ り,こ れに対応す るシステム も作業機械化 システム又は大量反復データ処理 システムであ る。 しか しなが

ら,最 近 においては,こ れ らの行政情報処理のほか,公 害防止 のための大気汚染 コ ントロール等の公害情報 システ

ム,行 政管理の近代化 と能率化 を図 るための統一的 な人事管理,建 設工事進行管理等 に関す るシステム,行 政 の質

的向上,高 度化 を図 るための地域振興計画作成,地 域経済指標分析,県 勢指標分析等の予測 ・計画 に関す るシステ

ム等の研究開発が進め られて きてお り,電 子計算組織 によ る処理業務の範囲が次第 にひろがる傾向が う か が わ れ

参

る 。
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6こ れか らの コン ピュー ター利用 に関す る提言(抄)

先進技術 指向か ら効用指向へ

提供者主導か ら利用者主導へ

1975年5月 東京商工会議所

5提 案

以上の見解 を具体化すべ く,わ れ われ はとくに行政当局な らびにコンピューター利用企業 に対 して,下 記の事項

を提案 し,そ の実行 を強 く期待す る。

〔行政当局への提案〕 ・.

行政 当局 は,そ の施策が先進技術の開発 な らびに情報処理手段提供者の育成 に偏 ることのないよ う留意 し,と く

に社会的,経 営的効果 を重視す るとともに利用者主導の利用体制作 りを促進す るため,下 記 の措置 を強力に推進す

べ きで ある。

{1)コ ンピューター利用教育 を強力に推進 し,ま た教育の内容 を全面的に改革 して,技 術中心教育か ら利用中心

の教育 に切 り換 える。 このた めの研 修施設 の増設 と充実 をはか る。

② コンピューター利用分野拡大 と育成のため,各 地 に中小企業等のための コンピューター利用相談 ・指導機関

を設 置する。

(3}コ ンピューターの共同利用 セ ンター,あ るいは企業等の情報処理の推進援助 を担 うもの としての情報処理セ

ーピス業等の育成のため
,税 制,金 融面か らの助成 を一層強める。

④ コンピューターの有効利用 を阻害 している取引慣行等の改善 を積極的に支援す る。 とくに商品 コー ド,取 引

伝票等の標準化 を推進す る。

〔コ ンピューター利用企業への提案〕

ω 大企業 たると中小企業 たるとを問わず,ま た コンピューター導入企業 たる と未導入企業 たるとを問わず基本

的 態度 として利用者主導の立場 に立つべ きである。すなわち,情 報処理手段提供者へ過度に依存す ることな く,自

主的 にコンピューター利用計画 を確立 し,ま た,企 業内において も,コ ンピューター利用については,一 般業務担

当部門が積極的に携 わるよ うにすべ きで ある。

② 手段よ り目的 を優先 させ る態度 を基本 とし,コ ンピューターの利用 にあた って は,技 術的可能性 を中心 とし

た考 え方ではな く,経 営ニーズを中心 とした考 え方 に立つべ きであ る。

(3)上 記各項 の実現のため,企 業の トップ ・マネジメ ン トは強力な リーダー シップを発揮 し,当 面以下の具体的

措置 を講ず る必要が ある。

イ)全 社的な コンピューター利用教育の実施。

ロ)全 社的な業務の再検討。

ハ)業 務改善の推進者 としての システム ・エ ンジニアの養成
。

二)コ ンピューター部門の性格 と位置づけの明確化
。
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レ 貿易関緯 式の標準化と簡素化

1974年11月 貿易関係書式標準化委員会 「わが国貿易関係書式の標

準化 と簡素化についての活動報告 と勧告」 よ り抜奉

、 勧 告

当委員会 は,わ が国貿易関係書式の標準化 と簡素化 を推進す るため,各 関連業界の実情に即 した標準書式 を考案

1しま した。

これ は,ド キ ュメンテー ションの国際標準化 と簡素化のために国連欧州経済委員会(ECE)が 制定 したLAYOUT

:KEYに 準拠 した ものであ ります。

各貿易関連企業 におかれては,貿 易関連業務 の合理化,円 滑化のため,こ の標準書式 を可能な限 り採用 され るこ

とを勧告 します。

1標 準化事業

'1.書 式標準化の3原 則

昭和48年 におけ るわが国の輸出貿易額は369億 ドル(通 関ペース)に 達 し,ま た輸 出申告件数 は約300万 件以上

・と推定 され る。 これ に伴い,貿 易関連企業 の各分野における必要書類の印刷 ・作成,整 理,保 管,統 計及 び搬送等

に要す る業務量 は彪大な ものである。

輸出取引の成約以降,輸 出者の手配によ る船積後,仕 向国買主 までの間で使用 され る書類の必要部数 を試算す る

.と,10億 枚以上に達す る もの と推定で きる。また,こ れ らの事務処理 に費 されてい る費用 は貿易額の約7.5%と さ

れ る。

当委員会は,貿 易関連業者の書類作成 における作業量,経 費 を合理 化 し,統 合 し,削 減す るため,次 の3つ の原

則 を前提条件 として書式の改善作業 を進めて きた。

{1)貿 易関係書類 の国際標準化 と簡素化のために国連欧州経済委員会(ECE)が 制定 したECELAYOUTKEY

を採用す る。

② 各分野の保有する事務機器で処理 できるよ う汎用性 を持 たせ る。

(3)関 連各業種の現行業域 を維持す る。

'2.関 連書式 のフロー

当委員会は,標 準化活動 を実施す るに際 し,貿 易書類作成上 の複雑 な性格 を把握す るとともに,個 々別々の領域

・にわた る詳 細な資料 を多数収集 し,現 行輸出 ドキュメンテー ションの 内容 を分析 し,関 連書式の フロー ・チ ャー ト

を作成 した。

現在輸出貿易関係各分野で使用 されてい る書類 に記載 されている内容の大半 は,共 通す る項 目が あるにもかか わ

ちず,書 類 のサイズ及び レイアウ トは無秩序で,同 業者 間は勿論の こと,甚 だしい ものは同一企業内で も連繋が無

視 されてい て,一 貫性 を欠 いたまま部門毎 にタイプ転記 を中心 とす る反復的方法で処理 されてい る の が 現状で あ
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る。現行の書類作成業務 は,国 際貿易の円滑化 を図 るとい う本来 の目的か らはずれ,か えって その発展の障害 とな

ってい る。 この貿易 関係笹式の フローは現在の複雑な流れ を端 的に示 し,そ の改善の必要性 を物語 ってい る。

3.ECELAYOUTKEY

1956年,ス ウェーデ ンが世界に先駆けて国際貿易書類の作成 を簡易化す る標準書式 を開発 し,官 民協力 して同国

内で統一的 に採用 をは じめた。次いで,近 隣のス カンジナビア諸国が その効果 を認 め,相 次 いでスウェーデ ンにな

らって標準書式 を採用す るに及んだ。

この標準化運動 をさらに国際的 に拡大すべ く,ス ウ ェーデ ン政府 は1960年 国連欧州経済委員会(ECE)に 提唱,

その結果英 国,米 国 を加 えた書式 に関す るエキスパー トによるワーキ ング ・グループがECE内 に編成 され,標 準

化の国際的統一作業が開始 された。1963年 に至 り,同 グループは国際間で使用す る書類の標準サイズ に国際標準規

格(ISO)Aサ イズ(縦297%× 横210%)を 採用す ることを決定 し,同 時に貿易 に関連す る全書式の共通性の分析 と

書類作成の簡素化に重点 を置いて研究の結果,書 類の作成,照 合が合理的,能 率的 に処理 で き る記 載項 目を選定

し,そ の書類上の配列位置 を規定 し,こ こにいわゆるECELAYOUTKEYを 制定 した。1970年 に米国及 びソ連

が この レイアウ トによる標準書式 を採用 した。

欧州経済委員会(ECE)貿 易拡大委員会の貿易手続簡易化部会 は1973年 に至 り,次 のよ うな 「国際貿易書類標準

化の ためのECELAYOUTKEYに 関する勧告」 を採択 した。

"貿易手続簡素化のた めの ワーキング ・パーテ ィは
,国 際貿易に関連 して使用 され る書類 の様式が設計 される場

合は,必 ずECELAYOUTKEYに 考慮 を払 うこ とを勧告 した1969年 欧州経済委員会(ECE)第24回 会議決議

を想起 し,

すで にECELAYOUTKEYに 統一 された書類が国際的 に受諾 されてい る進捗状況に注 目し,

次の5年 間に貿易書類の書式 を新 しく設 計 し た り,あ るいは既存の貿易書 類の改正の際の基 準 としてECE

LAYOUTKEYの 可能 な限 り広 い採用普及 を促進す る必要性 を確信 し,

技術進歩に照 らして,ECELAYOUTKEYの 妥当性 を確実な もの とす るため,そ れを絶 えず検討 してい ぐ

責任 を確認 し,

しか しなが ら,情 報が不十分 なため にこの点 におけ るよ り一層急速な進歩が阻害 され るか もしれない ことを考

慮 して,

{1}政 府およ び関係団体 ・組織に対 して,国 際貿易 に使用す るすべての書類 を,ECELAYOUTKEYに 統一

す るための努力 を続け るよ う勧告 し,

(2)ECELAYOUTKEYの 背景 および技術的細目について解説す る情報書類 を準備 し,配 布す ることを事務・

局へ要請す る。"

この標準書式 に つ い て は,こ れまでECE諸 国は勿論,国 連政府間海事協議機構(IMCO),関 税協力理事会

(CCC)な らびに国 際商業会議所(ICC),国 際海運会議所(ICS)な どの国際機関 ・団体が相次いで これ を採択 し

て きている。

わが国 においては,当 委員会設立以来ECELAYOUTKEYに 準拠す る標準貿易関係書式の制定 を目指 して,]

官民協力 して作業 を続 けてい る。

また,日 本船主協会が,船 積書類合理 化専門委員会 を設 置 し,各 種船積書式のフ ォーム統一 に努力 してきたが,'

従来の欧州 を中心 として使用 されたECELAYOUTKEYに よるフォームと,米 国独 自の フ ォームの二 つの流れ
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が 原 則 的 に統 一 された の を契 機 に,国 際海 運 会 議 所(ICS)の 国 際 統rフ ォー ム採 用 の 呼 びか け に応 じ,昭 和47年1

月 邦 船 社 輸 出B/Lの 統 一様 式 を設定 した。

さ ら に,日 本 損 害 保 険 協会 で は,本 委 員 会 の 標 準 化 作業 の一 環 と して ,標 準 保 険 証 券(lnsurancePolicy)及 び付

保 申込 書(lnsuranceApPlication)を 開 発 し,す で に採 用 して い る。

以 上 の よ うに,す で に一 部 業 界 にお い て は関 連 書式 の統 一 が 実 行 に移 され つつ あ る。

4・ ワ ン ・ラ ン ・メ ソ ド(One-RunMethod=ORM)

ドキ ュメ ン テ ー シ ョ ンの ワ ン ・ラ ン ・メ ソ ドとは,標 準 化,簡 素 化 を最 大 限 に実 施 し,促 進 す るた め に,マ ス タ

ー(注1)か ら一 連 の統 一 書 式 が
,複 写 印刷 で き るよ うな シ ス テ ム と して設 計 考 案 され た もの で あ る。

このORMは ・ す で に英 国 で貿 易 関連 書 類 をECELAYOUTKEYに 統 一 標 準化 し,同 時 に書類 の 作成 過 程

の 省 力化 を 目的 とす る シス テ ム と して 研 究 され た。

そ の結 果,1965年 船 荷 証 券(B/L)と 輸 出 申告 書(E/D)等 の書 式 が 標 準 化 され,そ れ ら書式 の必 要 記 載項 目 を

相 互 調整 して一 枚 の マ ス タ ー ・ドキ ュ メ ン トに組 み入 れ,一 回 の ダイ ビ ング で関 連 書類 を複 写 作 成 す る シス テ ムが

開発 され た。 この 方式 が ワン ・ラ ン ・メ ソ ドで,ECELAYOUTKEYと と もに書 類 合 理 化運 動 の 基 軸 と して,

欧 米 は じめ豪 州,ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド,香 港 な ど世 界 中 に普 及 され つ つ あ る。

(注1)マ ス タ ー(Master):何 らか の 複 写 印 刷手 段 を用 い て コ ピー を作 成 す る際 の オ リジ ナ ル とな る様 式

5.標 準 書 式 と模 擬 実 験

当委 員 会 は・ECELAYOUTKEYに 準拠 した マ ス タ ー ・キ ー ・ ドキ ュ メ ン トの 開発 を行 うた め に,関 係 官 庁

お よ び商 工 会 議所 の協 力 を得 て,第1部 会(貿 易 関 係),第2部 会(海 運 関 係),第3部 会(港 運 ,通 関,倉 庫 関 係),

第4部 会(損 害 保険 関 係),第5部 会(銀 行 関 係)の5つ の部 会か ら成 る作 業部 会 を組 織 し,鋭 意 研 究 を続 け た。

書 類 作 成 の省 力 化 シス テ ムの 具 体化 の た め に,こ の 部 会 の エ キ スパ ー トの作 業 は,ま ず現 状 の ドキ ュ メ ンテ ー シ

ョンの 内容 分 析 を行 い,標 準 化 を必要 とす る関 連 帳 票(注1)を 抽 出 し,そ の標 準 レイ ア ウ トを作 成 し,か つ その

帳 票 が各 業 界 の 現 状業 務 範 囲 にお いて マ ス タ ー ドキ ュメ ン トよ り展 開 が はか れ る よ う な シ ス テ ムの研 究 を 行 っ

た 。

そ の結 果,関 係業 種 間 で使 用 され る マ ス タ ー ・キ ー ・ドキ ュ メ ン トが わが 国 貿 易 実務 に適 合 す るよ う,関 連 業務

の 流 れ を4種 に大 別 し,4種 類 の マス タ ー(注2)を 一 元 化 した マ ス タ ーセ ッ トを考 案 し,昭 和46年12月 「貿 標委

『第 一 次 試 案」 と して 発表 した
。

(注1)関 連 帳 票 輸 出 業 者 商 業 イ ン ボイ ス

(CommercialInvoice)

包 装 明細 書

(PackingList)

原 産 地 証 明 書

(CentificateofOrigin)

銀 行 認 証 用 輸 出 申告 書

(ExportDeclaration(Bank、)

船 積 案 内 書

(ShippingAdvice)
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港 運'海 貨 税 関用 輸 出 申 告書

通 関 業 者(CustomsExportDeclaration)

店 内書 類

船 積 書 類

(CargoHandlingDocuments)

船 積 指 図 書/本 船 受 取 書

(ShippingOrder/Mate'sRecept)

船 社 船 荷 証 券

(BillofLading)

貨 物運 送 目録

(CargoManifest)

保 険 会 社 保 険証 券 また は証 明 書

(lnsurancePolicyorCertificate)'

日 報

デ ピッ ト ・ノ ー ト

(DebitNote)

(注2)(1)MasterSheet(MS)

イ ンボ イス等 の複 写 印刷 に使 用 す る輸 出者 用 原 紙

{2)ShipPingInstruction(S/1)

輸 出者 か らの通 関 ・船 積手 配 の 指 図 書 で あ る と と もに,税 関用E/Dそ の 他書 類 の複 写 印刷 原 紙 と

して使 用 す る

(3)ShipPingApPlication(S/A)

船 会 社 へ の船 積 申込 書 で あ ると と も にS/O,M/R,D/R,B/L等 の原 紙 と して使 用 す る

(4}InsuranceApplication(1/A)

貨物 保 険 申 込 書及 び保 険 証 券 の原 紙 と して 使用 す る

1

そ の 後,標 準 化 シス テ ムの 合 理 的改 善 を加 え,そ の書 類 の 流 れ の体 系 を整 備 し,こ れ らの実 用 化 にっ い て さら に

慎 重 な 検討 を続 け,レ イ ア ウ トお よ び マ ス タ ー ・ ドキ ュメ ン トの 技 術 的改 良 を加 え,昭 和47年11月 「貴 種委 第2次

試 案 」 を発表 した。

その 試 案 の マ ス タ ー ・セ ッ トとその 業 務 手順 は,次 の よ うに考 案 され た。

貨)マ ス タ ー ・セ ッ ト

マ ス タ ー ・セ ッ トは,わ が 国 の標 準 輸 出 貿易 関係 書 式 を各 業 界 の 実 情 に即 して 作 成 処理 す る標 準 シス テ ム(ワ

ン ・ラ ン ・メ ソ ド)と して,関 係 業種 間 で使 用 され る基 本 書 類 を ワ ン ・ダ イ ビ ング で作 成 す るた め の4種 の 書 類

す な わ ち,(1)M/S,{2}S/1,(3)S/A,〔4}1/Aを ワ ンセ ッ トに した もの で あ る。

この マス タ ー ・セ ッ トは,ECELAYOUTKEYに 準 拠 したA4サ イズ で あ り,レ イア ウ トと して左 肩 か ら

L字 形 の帯 状 部 分 を関連 書類 共 通 の エ リア として 作成 され て い る。 ま た,実 際 の使 用 上 の 便宜 を考 慮 して静 電 複
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写 印刷(片 面 黒 カ ー ボ ン紙 で複 写 す る もの)と ヘ ク ト印 刷(ヘ ク ト ・黒 の 両 面 カー ボ ン紙 で 複 写す る もの)の 二

種 類 が あ り,そ の いず れ の処 理 方 法 に も使 用 で き るよ う考 慮 され てい る。

(ロ)ワ ン ・ラ ン ・メ ソ ド ・シス テ ムの 実務 手 順

ワ ン ・ラ ン ・メ ソ ドは,標 準 輸 出'貿易 関係 書 式 で あ る マス タ ー ・セ ッ トを使 用 して,貿 易 業務 の 流 れ に沿 い,

関 連 業 種 にお け る貿 易 関 係書 式 の 作 成 に 際 しダ イ ビン グ作業 を 削 減 して 処 理 しよ うとす る もの で あ る。

ワ ン ・ラ ン ・メ ソ ド ・シス テ ムの 実務 手 順 は,原 則 的 には次 の とお りで あ る。

(a)ま ず 輸 出業 者 が 関 連 帳票(lnvoiceそ の他)を 作 成 す る際 に,ワ ンセ ッ トの4種(付 保 しない 場 合 は3種)

の 書 類 を同時 タ イ プす るが,そ の 際,セ ッ トの1枚 目のM/Sに は船 積 書類 作 成 に必 要 な契 約 上 の 事項 を ダ イ

ブ す る。

このM/Sは,商 業 イ ンボ イス(CommercialInvoice),包 装 明細 書(PackingList),銀 行 認 証 用 輸 出 申 告

書(ExportDeclaration(Bank),E/D),原 産 地 証 明書(CertificateofOrigin,C/O)お よ び 船 積 案 内 書

(ShlpPingAdvice)等 に展 開 す る原 票 と して 使 用す る。

2枚 目 のS/1は,輸 出通 関 手続 お よ び船 積 手 配 指 示 に必 要 な マス タ ー で あ り,輸 出業 者 が マ ス タ ー ・セ ッ

トを タイ プす る際 にS/1に 複 写 され た項 目の ほ か に船積 お よ び 通 関 に必 要 な項 目 を追 加 タ イ プ して海 貨 業 者

に回 付 す る。

3枚 目のS/Aは,海 貨 業者 と船 会 社 の 間 を結 ぶ マ ス タ ーで あ る と 同時 に,船 会 社 の 発 行 す る 船 荷 証 券

(BillofLading,B/L)の マ スタ ー を兼 ね て お り,輸 出業 者 よ りS/1と と もに 海 貨業 者 ま た は,通 関業 者 に

回 付 す る。'

4枚 目 の1/Aは,保 険 会 社 の保 険証 券 作 成 に必 要 な マ ス タ ーで あ り,輸 出業 者 よ り付 保 申告 書 と して保 険

会 社 に回付 す る。

(b)つ い で,海 貨 業 者 は,回 付 さ れ たS/1を 通 関 指 示 書(検 査 手 配 書,検 数 依頼 書,入 出庫 指 示 書 等)お よ び

店 内 帳票 の 作 成 に使用 す る。

海 貨 業 者 は,S/1に 複 写 され た 項 目以 外 に,船 積 手 配(輸 出通 関 手 続,船 積 作 業 お よ びB/L作 成 等)の 指

示 に必要 な項 目 を追加 記 入 す る。

ま た,海 貨 業 者 は,輸 出業 者 よ り回 付 され たS/AをB/Lの 原 票 とな る よ う,S/1に 記 され て い る指 示 事

項 の ほか,船 積 準 備 の 作業 過 程 にて判 明す る諸 事 項(例 えば,重 量,容 積 と運賃 等)を 追 加 記入 し,船 会社 へ

提 出 す る。

ま た,S/1よ り船 社 船積 必 要 書 類(ShipPingOrder,S/Oそ の 他)を 転 写 作 成 し,船 積 行 為 と 併 行 して 船

会 社 に提 出す る。

(c)通 関 業 者 は,海 貨 業 者 よ り回付 さ れ たS/1お よ びCommercialInvoice,PackingList等 に基 いて 通 関 手

続 に入 る。 そ の 際,通 関 業 者 は,税 関用 輸 出 申告 書(CustomsExportDeclaration,E/D)を 作 成yる こ と に

な るが,こ の作 成 は ワ ン ・ラ ン ・メソ ドに よ るS/1よ り転 写処 理 が 可 能 で あ る。 通 関業 者 は,必 要 書 類 を添

付 の 上,当 該 管 轄 税 関 に提 出す る。

(d)税 関 は,通 関 業 者 よ 『り提 出 され た税 関 用E/Dお よ び ワ ソラ ン によ り展 開 され た 添 付書 類 を チ ェ ッ クす る。

(e)船 会社 は,海 貨 業 者 よ り提 出 され たS/Aよ りB/Lを 作 成 し,船 積確 認 後 これ を発行 す る。

(f)一 方,保 険 会 社 は,輸 出業 者 よ り付 保 申込 書 と して 回付 され た1/A(M/Sか ら そ の ま ま複 写 され る項 目の
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ほか,保 険契約者が付保 に必要な項 目が追加記入 されてい る)に,保 険会社 として必要 な項 目(保 険証券作成

地および発行 日,貨 物 探険金額,貨 物保険料率,保 険会社代理店等)を 追加 タイプし,保 険証券(lnsurance

Policy)に 展開する。

(9)輸 出業者 は,以 上の ワン ・ラン ・メソ ドによる実務手順 を経て,回 付または発行 されたE/D,B/L等 の ネ ー

ゴ シェーシ ョンに必要 な書類 を取纏 めた上,こ れを銀行 に持 ち込 む。

(h)な お,原 産地証明書(C/O)は,輸 出業者か ら提 出 されたC/Oに 必要 な項 目を追加 タイプ して商工会議所

が発行す るが,輸 出業者か ら提出 されるC/0の 記載項 目の大半 はM/Sか ら複写 される。

(i)こ の ような手順で,M/S,S/1,S/A,1/Aの それぞれの標準化 されたマスターは,各 業種間で必要書類 に展

開 され,合 理的に処理 され る。

この 「第2次 試案」 開発の成果 と実用性 を確認す る目的で,昭 和48年2月 か ら3月 にかけて,輸 出業者か ら商工

会議所,保 険会社,海 貨業者,通 関業者,税 関,お よび銀行 にわた り,現 行実務 と同 じ過程で模擬実験 を行 った。

マスターセ ッ トの開発 と事務処理の合理化をはか るための ワン ・ラン ・メソ ドの導入 は,こ れ ら一連の作業によ

り理論上の利 点 と問題点が実証 され たが,わ が国輸 出商品の多種多様 な内容 と,関 連業種間の複雑 な取引関係およ

び国際貿易の諸慣習か らみて,ま だ実用の過程 で改善すべ き点があ り,新 しい ドキ ュメンテーシ ョンの基準 を早急

に設け る必要が ある と指摘 された。

ただ し,こ の効果 について主 に次のよ うな事が あげ られた。

1)輸 出関係書式の重要な記載項 目であ る貨物の明細等他 帳票 に共通す る情報記入のタイプ作業が1回 で済み,書

類作成 が迅速化 され る。 ・

2)最 初 のタイプ作業が正確 であれば,各 書式の ワン ・ラ ンで転写 され る項 目についてチェックの手 間が省け,記

載内容 の正確性が信頼 される。

3)

4)

5)

6)

7)

これ らの標準書式 を全関連企業合意の もとに採用 し,

良をはか るべ きであろ う。

以上が 当委員会の標準化活動の経緯 と研究開発 の成果で ある。

他,多 数関連帳票の展開が可能 であ り,必 要 とするコ ピー枚数が容易 に作成で きる。

関係書類間の照合業務の能率が向上す る。

タイプ作業量の減少による省力化が可能 とな る。

全書類が同一サ イズに統一 され るので,取 扱 い,保 管,整 理が便利 となる。

国 際間協同開発 に対応で きる。

また実情 に即 した効果的 ドキ ュメンテー ションの推進 と改
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8イ ン プ ッ ト ・・シ ス テ ム の 改 善

1975年3月 社団法人 日本経営協会 「インプ ット・システムの

改善促進に関する実態調査」 より抜奉

1.イ ンプ ッ ト媒 体 利 用 の現 状

1)適 用 業務 別の イ ンプ ッ ト利 用 媒 体

最 初 に,適 用 業 務 を㈹人 事 給 与 関 係,(B)経 理 ・財 務 関 係,(C)営 業 関 係,(D)資 材 ・購 買 関 係,(E)工 程 関 係,(F)商 品

在 庫 関 係,⑥ 研 究 開 発 関 係,⑧ 技 術 設 計 関 係 の8つ に分 類 し,各 々の 業 務 に,ど の よ うな 媒体 が 利 用 され て い るか

を見 て み よ う。

表1が そ れ で あ るが,人 事 給 与 を は じめ各 業 務 に共 通 して い る特 徴 は,伝 統 的 なSO欄 ・90欄 カ ー ドと紙 テ ー プが

全 体 の 約70%か ら80%と その 大半 を 占め て い る こ と。 作 業 効 率 の よい 脱 パ ンチ方 式 と して 近 年,'注 目 され て い るキ

ー ツ ー テ ー プ等の 磁 気 テ ープ が磁 気 デ ィス クよ り も広 く利 用 され てい る こ とで あ る。

で はψ 各 業 務別 に どの よ うな特 徴 が 見 られ るか,主 な業 務 の み を と りあ げて み て み よ う。'

人 事 給 与 関 係 で利 用 比 率 の 高 い媒 体 上 位5っ を あ げ る と,紙 テ ー プ39・7%,80欄 ・90欄.カ ー ド38・1%,OMRカ

ー ド6・7%,磁 気 テ ー プ6.3%,OMRシ ー ト3.6%で あ る が,一 般 的 に勤 怠 管理 や人 事 記 録 に よ く用 い られ る

OMRカ ー ドとOMRシ ー トが 比較 的上 位 を占 め てお り人 事 とい う シス テ ム特 性 をよ くあ らわ した調 査i結果 が で て

い る。

営 業 関 係 を み る と,紙 テー プ45.0%,80欄 ・90欄 カ ー ド28.5%,磁 気 テ ー プ7.9%,キ ーボ ー ド ・プ リン ター

4.8%,OMRカ ー ド3.5%と な ってい るが,紙 テ ー プ は45.0%と 他 の業 務 に比 し,極 端 に利 用度 が 高 くな って い

る。 これ は営 業 とい う業 務 の 性 格 上,カ ナ文 字 使 用 や デ ー タの 発 生 源 が 分散 され て い るた め その処 理 に迅 速 性 が要

求 され る こ とによ る もの と思 わ れ る。 ま た,キ ーボ ー ド ・プ リンタ ー が4.8%と,第4位 で 利 用 比率 が高 い の も特

徴 的 で あ る。

資 材 購 買 関 係,工 程 関 係で は そ れ ぞれ 上 位5位 は80欄 ・90欄 カー ド,紙 テ ー プ,OMRカ ー ド,磁 気 テ ー プ,プ

リパ ンチ カ ー ドがか な り利 用 され て い るの が,他 の業 務 とこ とな って い る。

商 品在 庫 関 係 は,営 業 や 工 程 関係 の業 務 と 同 じ く,タ イ ミングが 要 求 され るが,そ れ を反 映 して本 調 査 結 果 で

も,紙 テ ー プ39.4%,80欄 ・90欄 カー ド31.5%に つ ぎ,キ ー ボ ー ド ・プ リ ンタ ーが7.6%と 多 く利 用 されて い る。

7.イ ンプ ッ ト ・シス テ ム に関 す る問 題 点 と今 後 の動 向

2)今 後 の動 向

脱 パ ンチ 方 式 で な け れ ば,イ ンプ ッ トの 基本 的 な問 題 が 解 決 で きな い とす れ ば,将 来 の媒 体 に何 を選 ぼ う と して

い ちのか,今 回 の調 査 結 果 を も とに,そ の 動 向 を見 て み よ う。

回答 は,現 在 使 用 中 の媒 体 別 に集計 した が,そ の ユー ザ ー は紙 テ ー プ と カTド で87..1%占 めて い る こ と をあ らか

じめ,お 断 り して お く。

将来 の イ ンプ ッ ト媒 体 に つ いて は,多 種 多 様 の 回答 で あ るが,そ の 主 な もの を見 る とOMRカ ー ドの85(11・3%),



表1適 用業務別利用媒体一覧

適用業務

媒体又は装置

A

人事給与関係

B

経理財務関係

C

営 業 関 係

D

資材購買関係

E

工 程 関 係

F

商品在庫関係

G

研究開発関係

H

技術設計関係

1.80・90欄 カ ー ド 170(38.1) 159(36.7) 130(28.5) 157(35.0) 117(37.9) 120(31.5) 46(54.4) 95(59.4)

2.シ ョ ー ト ・ カ ー ド

3.プ リ パ ン チ ・ カ ー ド 3(0.7) 7(1.6) 8(1.8) 16(3.6) 17(5.5) 5(1.3)

4.デ ュ ア ル ・ カ ー ド 2(0.4)

5.ス タ ブ ・ カ ー ド 1(0.2) 1(0.2)

6.紙 テ ー プ 177(39.7) 171(39.5) 205(45.0) 177(39.4) 90(29.1) 150(39.4) 20(24.1) 36(22.5)

7.OMRカ ー ド 30(6.7) 2(4.6) 16(3.5) 23(5.1) 25(8.1) 17(4.5) 1(1.2) 5(3.1)

8.OMRシ ー ト 16(3.6) 12(2.8) 15(3.3) 8(1.8) 12(3.9) 12(3.1)

9.OCRジ ャ ー ナ ル

10.OCRド キ ュ メ ン ト 1(0.2) 1(0.2) 2(0.4). 1(0.2) 1(0.3) 1(0.3)

11.OCRペ ー ジ

12.手 書 きOCR 1(0.2) 1(0.2) 1(0.3)

13.MICR原 票
.

14.勢 訂 プ(キ ー ツー'テ 28(6.3) 37(8.5) 36(7.9) 32(7.1) 18(5.8) 23(6.0) 6(7.2) 7(4.4)

15漕 劉 セッ トテー プ(PO 2(0.4) 2(0.5) 3(0.7) 2(0.4) 2(0.5)

16.勢 云 多都(キ ーツー' 14(3、1) 13(3,0) 12(2.6) 13(2.9) 6(1.9) 10(2.6) 1(1.2) 6(3.8)

17.z多 磁 緬 ぱ 一ド(デ 1(0.2) 1(0.3)

18.駕:パ 了デ ィス ク(デ ィ 1(0.2) 3(0.7) 2(0.4) 2(0.4) 1(0.3) 1(0.3)

19.ポ ー ト ・ エ ー ・ カ ー ド
1(0.3) 2(0.5)

A

20.キ ー ボ ー ド ・プ リ ン タ 2(0.4) 3(0.7) 22(4.8) 9(2.0) 12(3.9) 29(7.6) 4(4.8)1 6(3.8)

21.部Tキ ャ ラ ク タデ ィス プ 1(0.2) 3(0.7) 5(1.1) 5(1.1) 7(2.3)
一

9(2・4)15(6・0) 5(3,1)

合 計 446(99.8) 433(99.9) 456(100.0) 449(99・8)1309(99・9) 381(100.0) 83(99.9) 160(100.1)

一,.___.,一_r-・ 一 二-'一 ・一一-」 一 一^一 害 も 一一

8
N

Φ

⇒



363

OMRシ ー トの110(14.6%),手 書 きOCRの96(12.8%),CRTキ ャラ ク タ ・デ ィス プ レイの107(14.2%),キ ー

ボ ー ド ・プ リ ンタ ーの61(8.1%))な ど,脱 パ ンチ で あ るOMR,・OCR等 に多 く回 答 が寄 せ られ て い る もの な のi

脱 パ ンチ 方式 と して,そ の発 展 性 が 期 待 され て い るキ ー ツ ー テー プ や キ ー ツ ーデ ィス クは意 外 と少 な い。 これ はパ

ンチ方 式 は脱 して も,そ の キ ーパ ンチ と同様 そ の オ ペ レ ー シ ョンは専 従 化 しな けれ ば,コ ス トの 面 か ら も採 算 が あ

わ ない こ と,オ ペ レー シ ョ ンを専 従 化 す るの で あ れ ば,パ ン チ方 式 とあ ま り差 は ない とい う意 識 が 各 ユ ーザ ー に あ

るた め で あ ろ う と思 われ る。

ま た,将 来 の処 理 方 式 で は,矛 ンラ イ ン ・リアル ・タ イ ム,リ モ ー ト ・パ ッチ とす る ユ ーザ ー よ り も将 来 もオ ン

ラ イ ン とす る ユー ザ ーの 多 い結 果 とな って い るが,こ れ は,前 述 の 将 来 の 媒 体 で もオ フ ラ イ ンの もの に多 く回 答 が

寄 せ られて い る こ とを見 る と妥 当 な 回答 とい え よ う。

上 記 の点 を反 映 してか どうか は不 明 で あ るが,今 後 開発 して ほ しい イ ン プ ッ ト機 器の 回答 で は,総 回答 数122の

うち,OCR関 係 の もの88(72.1%),OMR関 係の もの15(12.2%),デ ィスプ レ イ関係 の もの10(8.1%),音 声 入

力10(8.1%),そ の 他9(7.3%)とOCR,OMRに 多 くの 期 待 が もた れて い る。

とこ ろで 期 待 されて い るOCRやOMRも,そ の 内容 をみ る と,ま だ,性 能 面,コ ス ト面 で 問 題 は あ る。 そ れ に

もかか わ らず,OCR,OMRに す る とい う回 答 が 多 いの は,種 々 問題 は あ る もの の,何 とか 工 夫 して 使 って い か

ね ば イ ンプ ッ トの 問題 は解 決 しな い とい う問 題 の 深 さ,切 実 さが,数 字 で示 さ れた とみ て よい で あ ろ う。

以上,第2次 産 業 のz・ 一ザ ー にお け るイ ンプ ッ ト ・シス テ ムの 実 態 と問題 点 を 明 らか に して きた 。

これ らの 問 題 は,ま さにバ ッチ ・シス テ ムの イ ンプ ッ トの 宿 命 と もい え るこ とが らで あ る。 い うま で もな く,バ

ッチ ・シ ス テ ム にお け る イ ン プ ッ ト過 程 を見 る と,原 票 の作 成,パ ンチ とベ リフ ァイ,バ ッチ ・トー タル の算 出,

デ ータ ・リス トの 作成 とパ ッチ ・ トー タル との 照 合,イ ンプ ッ ト後 の エ ラ ー ・リス ト作 成,エ ラー ・リス トに よ る

デ ー タ発 生 部 門 で の訂 正,修 正 パ ン チ,再 イ ンプ ッ トとそ の工 数 は きわ めて 多 く,そ の 工 程 に人 間が す べ て 介在 し

て い る。 そ れだ け に,バ ッチ ・シ ス テ ムで は,人 為 ミス が 発 生 す る余 地 が 十 分 あ るわ けで あ る。

理 想 的 に は,CRTデ ィス プ レ イ な ど オ ン ライ ンに よ る イ ンプ ッ トで あ るが,そ れ で も適 用 業 務 に よ って は コス

ト的 に見 合 わ ぬ こ と を考 え る と,全 業 務 の イ ンプ ッ トの 問 題 解 決 には な らない 。

この た め に は,ユ ーザ ー側 で は これ まで ア ウ トプ ッ トの み 注 目 し,イ ンプ ッ トにっ い ての 研 究 をお こた った こ と

を反省 し,デ ー タの 発 生 源 で あ る ユーザ ー部 門 の協 力 を もと に した シス テ ム研 究 と改 善,イ ンプ ッ ト機 器の 研 究 努

力 が 必要 で あ る し,ま た,メ ー カ ー側 で は,こ れ ら ユー ザ ーの 問 題 を知 り,オ フ ラ イ ンで,新 しい イ ンプ ッ ト方 式

へ 移 行 で きる機 器 を開発 す べ きで あ ろ う。

そ の最 た る例 は,脱 パ ンチ方 式 と して宣 伝 され て い る,磁 気 カセ ッ トや デ ィス ク に見 る こ とが で きる。 これ らの

装 置 には,取 引 先 コー ドな どの 固 定 デ ー タ を記 憶 させ るテ ー プや デ ィス クが つ け られて い るが,固 定 デ ー タ を呼 び

出す には その デ ー タの ナ ンバ ー を キ ー ・イ ンせ ね ば な らな い。 これ を プ リ ・パ ンチ ・カ ー ドな り,エ ッヂ ・カー ド

に よ り行 な え るよ うにす れ ば,キ ー ・イ ン によ る方 法 に比 し,よ り正 確 性 が 期 待 で き るので はな か ろ うか 。

この イ ンプ ッ トの問 題 は,昭 和50年 度 に実 施す る調 査 に よ り,そ の全 貌 が 明 らか に な るが,い ま こそ イ ン プ ッ ト

とは 何 か,ど うあ るべ きか を コ ン ピ ュー タ ・ユー ザ ー,メ ー カ ー と も真 剣 に検 討 して これか らの コ ン ピ ュー タの 有

効 利 用 上 の 問題 点 を一 つ 一 つ具 体 的 に解 決 して ゆ くこ とが な に に もま して 必要 とい うこ とが で きよ う。



364第6部 付属資料

9オ ンライ ン化促進 に関す る要望書

1975年4月 財団法人 日本 情 報 開 発 協 会

社団法人 日本情報 センター協会

EDPユ ー ザ ー 団 体 連 合 会

第二次 回線開放運動の提唱

一 わが国オ ンライン化推進 のた めの郵政大 臣宛要望の具体的内容一

1.基 本的要請

θ)「 通信」概念か らの開放

独 占前提の法制展開か らの転換

(ロ)有 線法,公 衆法,電 波法等 において上記ω に基づ き諸規定の整備(法 令) ,共 同使用 ・他人使用業務関係等制

限撤廃(法,令),異 種線接続 の開放等

内 「準 公衆通信事業者」の概念,内 容の明確 化

－VAN(ValueAddedNetwork)許 容 の検討

←)特 定 回線料金体系 の電話回線料金体系か らの切 り離 し,低 廉化

2・ 早期実現要請

θ)オ ンライン情報処理 に係 る限 り(a)メッセージ通信制限解除(b)「 一の電算機 と一の端末 に終始 する」規定 の

撤廃(公 衆法施規14条 の13)

(ロ)今 回の特定回線の料金 アップはやむをえないが予想 され る電話料金改訂 の際,影 響な きこと

㊨ 新料金体系計画の とき一1年 以上前に示唆

C4)新 伝送網計画の とき一1年 以上前 に示唆

困 公社情報処理 サービス と民 間計算 センターの競合問題解 決のための非公式 ・継続・懇談機 関設 置案一 当局
,

民間業者,第 三者

オ ンライン化促進 に関す る要望書

昭和46年 公衆電気通信法の改正 以後,わ が国のオ ンラインシステムは新 しい発展段階 を迎 えすでに3年 を経過 し

ま した。 この間関係諸 当局の適切 な ご指導の もとに技術的 にす ぐれた システムあるいは広い地域 をカバーす るシス

テムの 出現な ど将来 の情報化社会実現のた めの注目すべ き進展が見 られます。

同時 にこの3年 間の経験 に基づ き解決せ らるるべ き若干の問題点が明 らか にな ってまい りました。

ここにその問題点 を具申 し今後の オンライ ンシステムの健全 な発展のため当局の ご検討 をお願い申 し上 げる次第

で あ ります。

要 望 事 項

1.基 本的検 討 と実現 を要請する もの
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α)オ ンライ ンシステ ムの概念 に関す る根本的な問題の整理 と検討

(ロ)上 記 に基づ く斉合性のあ る諸法制 の確立

内 「準公衆通信事業者」 の概念 と内容等 に関す る将来像の明確化

⇔ オンライ ンシステ ム用 の独 自の低廉な新料金体系の実現

2.早 期 に実現 を要請す るもの

ω 共 同使用,他 人使用 に関す る諸制度の撤廃

(⇒ 回線料金の急激かつ大幅な上昇 のない こと

内 新料金体系が計画 され るときその概要の早期の示唆

⇔ 新伝送網が計画 され るとき,そ の技術基 準,利 用制度,サ ービス内容等の概要 の早期の内示

困 公社の情報処理サー ビス業務 と民間 におけ るサービス業務の競合問題の解決

記

1.i基 本的な問題

オ ンラインシステムは コンピュータによる情報処理の機能 をよ り効率的 に利用す るとい う目的で遠隔地か らアク

セスす るために施設 され るもので あることはその起源及 び実施 されてい る内外の システムの実例か ら見て も疑 う余

地 はあ りません。従 って これを通信の機能の延長 として とらえることには多 くの無理 があ ります。

「通信」概 念の申 にオ ンライ ンシス テムが包摂 せ らるる時,オ ンラインシステ ムの法的独 占ない し自然独占が暗

黙 の うちに前提 として擬 制 され民 間オンライ ンシステムは例外的に認容 され る形 をとらざるを得ません。 ここにオ

ンライ ン問題をめ ぐる制度的な幾多の問題が惹起 されて来ま した。

す べての製造業 は原材料 を遠方 よ りとりよせ加工 し,完 成 した製品 を送 りとどけ ることによって成 り立 つ もので

すが,と い って製造業 を運輸業 の延長 として と らえることは全 くな されてお りません。オ ンラインシステムは もと

もと情報の加工が 目的で通信 はそのための情報 を遠隔地か らとりよせ,ま たは送 りとどけるため に利用 される もの

であ ります。

わが国において はオ ンラインシステムは公衆電気通信法上 「データ通 信」 として規定 され,こ れ に従 って伝統的

な 「通信」の概念の もとに規制が なされていますが,こ の点がまず根本的 に再検討 を要す る点であ ると考 えられま

す。

特に,こ れか らのコ ンピュー タ利用 の一つの主流 となる と予想 され るコンピューター ・ネッ トワークは現在の法

律 を厳密 に適用す るとき民間ではほ とん ど実現不可能 な もの となるおそれが あ ります。

従 ってオンライ ンシステムの概 念に関 し根本的な問題 の整理 と検討 が必要であ り,こ れに関 し改 めて有線電気通

信法,公 衆電気通信法,無 線法等 を通 じ,斉 合性のあ る制度の確立 を要望す るものであ ります。

2.「 準公衆通信事業者」問題

昭和49年9月 行政管理庁の 「電気通信行監察結果に基 づ く勧告」 においては 「準公衆通信事業者」 に関す る問題

が提起 されています。

準公衆通信事業者 の概念 はわが 国において は新 しい もので はあ りますが,特 にデ ータ処理 に係 る準公衆通信事業

者 の必要性,可 能性,既 存制度 との調和等 に関 しては本要望書冒頭の基本問題の十 分な検討 と並行 し,自 由競争場

裡 におけ る技術革新 をうなが し,ユ ーザーの利益 を促進 し,も って広 くわが国のオ ンライ ンシス テムを推進す る観

点か ら積極的 にその将来像 を明 らか にすべ き問題 である と考 えます。
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3.共 同使用,他 人使用 に関す る制 限の撤廃

第一 に共 同使用,他 人使用に関す る諸制限は現実 にオ ンラインシステム普及の障害 とな ってい るこ と,第 二に木

要 望書冒頭の基本的な問題 を顧み るとき回線使用態様制 限は根拠 をもたない こと,第 三 にシステムの進歩特にコ ン

ピューターネ ットワークの出現 を考慮すれば,シ ステムに関与す る電算機,端 末機,デ ータの出入方式な どに関す

る制限は不合理であ ること,な どか ら共同使用,他 人使用 に関す る諸種の制限 を全面 的に撤廃 され るよう要望致 し

ます。

4.料 金

オ ンラインシステムは長期の開発設計期間 を必要 とす るため,シ ス テム設計 の根幹の一つである料金 の大幅な急

上昇等 は好ま しい ことではあ りません。

従 って

ω 料率の変動が あるときは,急 激な上昇 を避 けること。

(u)新 制度 に ともなう新料金,あ るい は現行料金 に対す る必要な新料金体系等 は少 くとも実施予定 期の1年 以上

前 にその概要が示唆 され ること。

の オ ンラインシス テムの場合,通 信回路の利用効率が高い こと,社 会 システムへの適用拡大な どか ら,デ ータ

処理 に係 る通信回線料金,特 に将来予想 されるデータ伝送専用網の料金等 に関 しては,従 来の電 話回線料金 を

基準に した回線料金,又 は専用線料金 を援用す ることな く,オ ンライ ンシステム用の独 自の低廉 な新料金体系

が考慮 されること。

以上 を要望 します。

5.新 伝送網の技術的内容 の早期 内示

前節前段 と同 じ理 由によ り新 しいデータ伝送網が実現 され るときにはな るべ く早期 に技術基準,利 用制度,サ ー

ビス内容等の概要が内示 され るよ う要望 します。

これ によって ユーザ ーは新 伝送網の利用体制が早期に確立 し,新 制度の発足後の円滑 な発展が所期 され るもの と

考 えます。

6.公 社 の情報処理 サー ビス業務 と民間におけるサ ービス業務の競合問題

日本電信電話公社がそのす ぐれた技術,組 織,資 金 によって今後 とも真 に先導 的な又 は真に国家的なオ ンライン

情 報処理 サービス を開発 されることの望 しいことは言 うまで もあ りません。

同時に伝え られ る民間サー ビス業者 との競合問題,特 に業者の対象で ある顧客 に対す るDRESS業 務等の一部

の 競合 あるい は料金 問題等の恒久的な解決の ため には,例 えば公社の情報処理 サービス提供分野 の一般的策定 に関

し,継 続 して広 く関係者識者等の意見を徴 され るな どの機構 を検討 され ることも必要で あろ うか と考 えられます。

以上,わ が国オ ンライン化の進展 のための格段の ご検討,ご 配慮 を賜わ りた くお願い申 し上 げます。

'
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端末機の利用現 況 と5年 後の利用予定

保有 回線の現況 と5年 後の予定

回線使用時間

特定通信回線の利用 と態様
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7-1-1表

1コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調査

業種別 ・5年 後規模予想

5年 後規模
無 減 変 2 3 4 51 5 わ 合

ら 倍
か

記 ら
な 以 な

入 少 い 倍 倍 倍 倍 上 い 計
業 種 別

社数 '0 0 3 4 0 0 0 0 0 7
一 次 産 業 計

% .0 42.9 57.1 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

社数 11 3 64 327 98 14 6 5 69 586

二 次 産 業 計
% .5 10.9 55.8 16.7 2.4 1.0 ,9 11.8 100.0

社数 26 2 98 194 97 23 13 29 94 550

三 次 産 業 計
% .4 17.8 35.3 17.6 4.2 2.4 5.3 17.1 100.0

社数 5 2 ユ0 66 20 5 1 4 41 149

公 務 計
% 1.3 6.7 44.3 ユ3.4 3.4 .7 2.7 27.5 100.0

社数 42 7 175 591 215 42 20 38 204 1,292

全 産 業 計
% .5 13.5 45.7 ユ6.6 3.3 1.5 2.9 15.8 100.0

社数 1 0 7 21 11 0 0 0 4 43

繊 維 工 業
% .0 16.3 48.8 25.6 .0 .0 .0 9.3 100.0

社数 2 0 6 50 14 1 0 1 2 74

化 学 工 業
% .0 8.1 67.6 18.9 1.4 .0 L4 2.7 100.0

社数 0 0 2 10 0 0 0 0 2 14

石油製品製造業
% .0 14.3 71.4 .0 .0 .0 .0 14.3 100.0

、

王
社数 0 0 5 16 8 1 0 2 3 35

鉄 鋼 業
% .0 14.3 45.7 22.9 2.9 .0 5.7 8.6 100.0

電気機械器具製 社数 0- 1 8 46 8 1 2 0 10 76

造業 % 1.3 10.5 60.5 10.5 1.3 2.6 .0 13.2 100.0

輸送用機械器具 社数 1 0 4 27 6 2 0 0 5 44

な 製造業 % .0 9.1 61.4 ユ3.6 4.5 .0 .0 11.4 100.0

社数 2 0 7 39 13 4 0 0 8 71

卸 業 ・商 社
% .0 9.9 54.9 18.3 5.6 .0 .0 11.3 100.0

小 売 業
社数

%

3 1

1.1

13

14.9

34

39.1

16

ユ8.4

3

3.4

1

1.1

3

3.4

16

18.4

87

100.0

業 社数 1 0 5 32 31 8 4 17 17 114

金 融 業
% .0 4.4 28.1 27.2 7.0 3.5 14.9 14.9 100.0

生命保険業(含 社数 0 0 0 3 3 1 0 0 3 10

代 理 業 ・サ ー ビ
ス業) % .0 .0 30.0 30.0 ユ0.0 .0 .0 30.0 100.0

損害保険業(含 社数 0 0 0 1 1 0 1 1 4 8

代理 業 ・サー ビ
ス業) % .0 .0 12.5 12.5 .0 12.5 12.5 50.0 100.0

社数 0 0 0 3 2 0 0 0 0 5

電力 ・ガス事業
% .0 .0 60.0 40.0 .0 .0 .0 .0 100.0

広告・調査 情報 社数 0 0 1 4 1 0 0 0 0 6

提供サービス業 % .0 16.7 66.7 16.7 .0 .0 .0 .0 100.0

情報処理サーピ 社数 1 0 1 16 8 1 1 1 3 31

ス業 ・ソフ トウ

ェア業 % .0 3.2 51.6 25.8 3.2 3.2 3.2 9.7 100.0
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7-1-2表 業 種別 ・今 後 の グ レー ド ・ア ップの 予定

予定年次
回 昭 昭 昭 昭 昭 そ 未

和 和 和 和 和 れ
答 50 51 52 53 54

年 年 年 年 年 以

数 に に に に に 降 定
業 種 別

一 次 産'業 計 社数 7 3 1 0 0 0 0 3

% 100.0 42.9 14.3 .0 .0 .0 .0 42.9

二 次 産 業 計
社数 577 136 101 63 42 17 8

「
210

% 100.0 23.6 17.5 10.9 7.3 2.9 1.4 36.4

三 次 産 業 計
社数 546 112 78 70 30 19 9 228

% 100.0 20.5 14.3 12.8 5.5 3.5 1.6 4L8

務 計
社数 148 24 14 14 5 3 5 83

% 100.0 16.2 9.5 9.5 3.4 2.0 3.4 56.1

全 産 業 計
杜数 1,278 275 194 147 77 39 22 524

% 100.0 2L5 15.2 11.5 6.0 3.1 1.7 41.0

繊 維 工 業
社数 44 9 7 4 6 1 0 17

% 100.0 20.5 15.9 9.1 13.6 2.3 .0 38.6
.

化 学 工 業
キ1:数 73 20 16 5 6 0 1 25

% 100.0 27.4 2L9 6.8 8.2 .0 1.4 34.2

石油製品製造業
杜数 14 4 1 1 1 1 0 6

% 100.0 28.6 7.1 7.1 7.1 7.1 ,.0 42.9
、

三五

社数 34 12 9 1 2 1 1 8
鉄 鋼 業

% 100.0 35.3 26.5 2.9 5.9 2.9 2.9 23.5

電気機械器具製 杜数 73 20 10 10 2 5 0 26

造業 % 100.0 27.4 13.7 13.7 2.7 6.8 .0 35.6

輸送用機械器具 社数 43 13 10 2 1 0 1 16
な 製造業 % ]00.0 30.2 23.3 4.7 2.3 .0 2.3 37.2

卸 業 ・ 商 社
社数 71 9 13 ユ3 4 4 0 28

% 100.0 12.7 18.3 18.3 5.6 5.6 .0 39.4

小 売 業
祉数 90 19 15 18 6 2 1 29

% 100.0 21.1 16.7 20.0 6.7 2.2 1.1 32.2

業
金 融 業

社数 113 33 23 13 4 2 ・136

% 100.0 29.2 20.4 11.5 3.5 1.8 1・8131・9

生命保険業(含
代理業 ・サービ

社数 9 5 2 0 0 0 0 2

ス業) % 100.0 55.6 22.2 .0 .0 .0 .o 22.2

損害保険業(含
代理業 ・サー ピ

社数 8 1 2 0 0 0 0 5

ス業) % 100.0 12.5 25.0 .0 .0 .0 .0 62.5
純

電力 ・ガス事業
社数 5 1 0 1 0 0 0 3

% 100.0 20.0 .0 20.0 .0 .0 ,0 60.0

広告 ・調査 ・情 報 杜数 6 1 0 1 0 1 0 3

提供サー ビス業 % 100.0 16.7 .0 16.7 .0 16.7 .0 50.01

情報 処理 サー ビ
ス業 ・ソフ トウ

ェ ア業

社数

%

31

100.0

9

29.0

6

19.4

7

22.6

0

.0

1

3.2

11・

・・2122・6
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7-1-3表 業 種 別 ・型 別 ・保 有 セ ッ ト数

`主 力機種 | '

・ili

i

超 大 大 中 中 小 超 ミユ
ニ1

そ
'

,「'AP

ト'L 大 型 型 型 型 小 コタ のIi
ン

: 型 A B A B 型 型 ピ 他 計
業 種 別1

.,

]

合計セット数 0 1 0 2 3 2 1 0 0 9』 次 産'業 計

1
1% .0 11.1 .0 22.2 33.3 22.2 11.1 .0 .0 ユ00.0

ヤ

、

二 次 産 業 計'
合計セット数 ユ2 317 342 529 508 522 158 677 203 3,268

「 % .4 9.7 10.5 ]6.2 ]5.5 16.0 4.8 20.7 6.2 ユ00.0
一

ll

シ

三 次 産 業 計'
合計ヤット数 118 189 278 370 421 292 130 211 153 2,162

撒 % 5.5 8.7 12.9 ユ7.1 19.5 .13.5 6.0 9.8 7.1 ]00.0

合計セット数 4 26 90 127 三66 39 20 14 0 486
公 務'計

,

% .8 5.3 18.5 26.1 34.2 8.0 4.1 2.9 .0 100.0
..

`

合計セット数 134 533 710 ユ,028 1,098 855
1309

902 356 5,925
全 産,業 計

% 2.3 9.0 12.0 ]7.4 18.5 14.4 5.2 15.2 6.0 100.0
一

合計セット数 0 38 ]0 9 84 66 28 152 1 388
繊 維 工 業

% .0 9.8 2.6 2.3 21.6 17.0 7.2 39、2、 .3 100.0
一

合計セット数 0 30 36 74 43 29 1 32 1 246
化 学 工 業

% .0 12.2 ]4.6 30.1 17.5 11.8 .4 13.0 .4 工00.0
「-L

〉
=

合計セット数 0 8 12 18 9 5 5 2 0 59
石油製品製造業

% .0 13.6 20.3 30.5 15.3 8.5 8.5 3.4 .0 100.0
、 、 馳 9`. →

王

鉄 鋼 業
合計セット数

%

5

1.5

45

13.4

54

16.0

43

12.8

51

15.1

21

6.2

2

.6

108

32.0

8

2.4

337

100.0

電気機械器具製 合計 セ ッ ト数 .
0 30 66 68

1
46 40 8 66 2 326

造業 %, .0 9.2 20.2 20.9 14.1 12.3 2.5 20.2 .6 100.0
、

輸送用機械器具 合計セット数 6 22 53 71 55 6 4 15 0 232

な 製造業 % 2.6 9.5 22.8 30.6 23.7 2.6 L7 6.5 .0 100.0

ト

合計セッ ト数 4 4 36 60 34 56 23 57 146 420
卸 業 ・ 商 社

% 1.0 1.0 8.6 14.3 8.1 ]3.3 5.5 13.6 34.8 玉00,0

小 売 業
合計セッ ト数

%

3

1.1

23

8.6

49

18.4

32

12.0

76

28.5

20

7.5

21

7.9

43

16.1

0

.0

267

100.0

業
金 融 業

合計セッ ト数

%

7

1.6

97

2L9

109

24.7

74

]6.7

84

19.0

24

5.4

8

1.8

39

8.8

0

.0

442

100.0

損害保険業(含 合計セッ ト数 5 7 10 ,2 0 1 0 0 0 25
代理 業 ・サー ピ
ス業 % 20.0 28.0 40.0 8.0 .0 4.0. .0 .0 .0 100.0

生命保険業(含 合 計セ ッ ト数, 10 12 24 19 8 10 0 1 0 84

代理 業 ・サー ビ
ス業) % 11.9 ]4.3 28.6 22.6 9.5 .11.9 ,0 1.2 .0 100.0

種 r

電力 ・ガス事業
合計セッ ト数

%

2
9.1

9

40.9

5.

22.7

6

27.3

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

22

100.0
'

.A A 'r

広告 ・調査 ・情 報 合計セッ ト数 10 1 .G 3 .1 2 4 0 0 17
"

提供サー ビス業 % .0 5ご9 35.3 17.6 5.9 ユ1.8 23.5 .O .0 100.0

情報処理サービ 合計セッ ト数 …11 5 10 40 37 3 5 0 3 114
ス 業 ・ソ フ トウ 層

エ ア業 % 9.6 4.4 8.8 35ユ 32.5 2.6 4.4 .0 2.6 100.0
「

1
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7-1-4表 業種別 ・型別 ・保有 セッ ト数平均

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

A

大

型

B

中

型

A

中

型

B

小

型

超

小

型

ミタ

言
ン

三
|

そ

の

他

合

計

.

一 次 産 業 計- .0 1.0 .0 1.0. ユ.0 1.0 1.0 .0 .0 1.2

二 次 産 業 計 13 1.3 1.3 1.6 L6 2.0
`2
.1 5.8 3.7 5.4

三 次 産 業 計 1.1 1.6層 1.5 1..5 1.6 L3 1.3 1.7 8.5 3.7F

公・ 称 辞 2.0 1.7 1・2
L3 1.9 1.0 1.4 1.4 .0 3.1

全 産 業 計 1.2 1.4 1.4 1.5, 1.6 1.6 1.6 3.6 4.9 4.4

主

な

業

種

繊 維 工 業 .0 LO 1.1 1.0 2.1 1.9 2.5 5.8 1.0 8.8

化 学 工 業 .0 LO 1.2 1.3 1.3 1.1 1.0 3.2 1.0 3.2

石 油 製 品 製 造 業 .0 1.0 1.5 3.6 1.2 1.0 5.0 1.0 .0 4.2'

鉄 鋼 業 L2 4.0 2.3 1.8 2.5 2.6 1.0 8.3 2.0 9.6

i

;

;

i

i

:

1

;

!

:

.

.

電気機械器具製造業 .0 1.8 1.1 1.8 1.5 1.7 1.1 6.0 2.0 4.2

輸 送 用機 械器 具

製 造 業
L5 2.0 2.6 2.3 2.0 1.0 1.0 1.0 泊 5ユ

卸 業 ・ 商 社 1.3 1.3 3.2 2.0 1.3 1.5 1.6 1.4 11.2 5.7

小 売 業 1.0 1.0 1.0 1.1 1.5 1.0 1.5 1.4 .0 2.9・

金 融 業 1.4 2.0 1.5 1.3 1.2 L3 1.3 2.4 .0 3.8

生 命保 険業(含 代

理業 ・サー ビス業)
2.0 1.5 3.4 2.7 1.3 2.5 .0 1.0 .0 8.4

損 害保 険業(含 代

理業 ・サー ビス業)
1.6 1.4 2.0 2.0 .0 1.0 .0 .0 .0 3.1

電 力 ・ガ ス 事 業 1.0 1.8 5.0 2.0 .0 .0 .0 .0 .0 4.4

広 告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 業
.0 1.0 1.2 LO 1.0 1.0 1.0 .0 .0 2.8

情 報 処 理 サ ー ビス

業 ・ソフ トウ ェア業
1.1 1.2 L2 L5 L6 1.0 1.6 .0 3.0

1
3.5
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7-1-5表 型別 ・1社 当 り周辺機器台数平均

機 種 外 部 補 助 メ モ リ 一般入出力機器 そ の 他
1 一 →

. M ド デ
イ

集 そ カ 紙 ド フ C 人 そ 合 回

T
ス

団 1 テ キ イ
ク ユ 答

i

( | ン 出
ド ノ こ デ ド

メ

ラ ツ の プ ン プ R の
社

ラ ク イ R ト)
r R リ 力

参
、

イ ど
フ

ス / /
リ

1
ン 計 数

}

イ
型 別 プ ム プ ク 他 P P ダ タ T 機 他

超 大 型 42.0 5.7 28.1 5.4 .2 7.9 3.3 1.2 12.7 4.3 5.6 .8 117.7 111

ト

:

`

大 型A 26.9 2.4 18.9 5.9 .1 7.6 5.6 .5 8.1 5.2 5.5 .7 87.9 351
.

大 型B ユ5.4 1.8 7:8 7.5 .0 3.6 6.3 .3 5.9 3.0 15.1 2.6 69.9 378

中 型A 14.8 1.8 8.9 2.3 .0 3.4 5.1 .2 5.3 1.2 12.0 .6 56.2 331

.

-.

「.

」

-

中 型B 18.4 1.3 13.9 .6 .0 5.3 4.9 .4 6.9 L2 11.8 .4 65.6 89

.

小 型 12.4 .9 11.2 .7 .0 3.1 3.3 .4 5.4 .4 3.9 .6 42.8 65

.

超 小 型 3.7 1.5
'3
.5 2.2 .0 3.7 6.2 .0 5.5 .5 10.5 .0 37.5 4

ミニ コン ピュー タ 6.6 1.0 3.6 1.0 .0 2.3 5.0 .0 3.6 .6 16.3 .0 40.3 3

そ の 他 .0 、0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

L

:

平 均 20.5 2.2 13.2 4.8 .0 5.1 5.3 .4 6.9 3.0 10.2 1.2 73.5 1β32
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7-1-6表 業 種 別 ・1セ ッ ト当 り月 間 総 管 理 時 間分 布(ラ ン+デ バ ッグ+ダ ウン+メ イ ンテ ナ ンス 〉

総管理時間 回 回 ト 総 一 一 一 二 二 三 三 四 四 五 五

業 種 別

答

社

数

答数
字上
保
有
セ
ツ

平

均

時

間

○
Ol
H

未

満

〇一
〇五
以○
上H

未

満

五
.○

1
二
〇
〇
H

O
O
l
二
Ji
O
H

五
〇

↓

δ
o
H

○
○
1
三
五
〇
H

五

〇11

四

〇,

O
l4

○
○
1

四
五
〇
H

ヨ£
○
1

五
〇
〇
H

○
○
1
五
五
〇
H

五
〇
H

以

上

6 8 168.0 組入数 0 0 6 0 0 0

1

0 0 0 0 0一 次 産 業 計

% .O .0 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

二 次 口三業 計
592 2,628 252.7 記入数 30 40 125 168 78 62 .46 19 12 4 8

% 5.1 6.8 2L1 28.4 13.2 10.5 7.8 3.2 2.0 .7 1.4

571 1,881 278.8 記入数 64 72 82 73 53 55 57 46 32 12 25
三 次 産 業 計

% 11.2 12.6 ]4.4 12.8 9.3 9.6 10.0 8.1 5.6 2.1 4.4

153 480 263.9 記入数 9 3 8 38 54 25 6 4 2 4 0
公 務 計

% 5.9 2.0 5.2 24.8 35.3 16.3 3.9 216 1.3 2.6 .0

全 産 業 計
1,322 4,997 263.4 記入数 103 1工5 221 279 185 142 109 69 46 20 33

% 7.8 8.7 16.7 21.1 14.0 10.7 8.2 5.2 3.5 1.5 2.5

繊 維 工 業
44 223 269.2 記入数 0 0 5 21 6 7 5 0 0 0 0

% .0 .0 11.4 47.7 13.6 15.9 11.4 .0 .0 .0 .0

76 242 244.2 記入数 2 5 10 21 10 13 8 6 0 1 0
化 学 工 業

% 2.6 6.6 13.2 27.6 13.2 17.1 10.5 7.9 .0 1.3 .0

石油製品製造業
14 59 283.6 記入数 0 0 2 4 4 1 1 1 0 0 1

% .0 .0 14.3 28.6 28.6 7.1 7.1 7.1 .0 .0 7.1

35 288 353.2 記入数 0 0 4 3 4 5 8 2 7 0 2
鉄 鋼 業

% .0 .0 11.4 8.6 11.4 ユ4.3 22.9 5.7 20.0 .0 5.7
、

王

電タ機 械器具 76 324 34L3 記入数 1 8 ユ7 23 8 12 5 1 0 0 1

製 造 業 % 1.3 10.5 22.4 30.3 10.5 15.8 6.6 1.3 .0 .0 1.3

輸送用機械器 45 230 325.3 記入数 0 0 7 14 5 5 4 3 4 1 2

具 製 造 業 % .0 .0 ]5.6 31.1 11.1 11.1 8.9 6.7 8.9 2.2 4.4

な

卸 業 ・商 社
70 263 305.9 記入数 1 6 9 12 4 2 1 6 16 5 8

% L4 8.6 12.9 17.1 5.7 2.9 1.4 8.6 22.9 7ユ 1L4

小 売 業
90 246 219.6 記入数 7 ユ4 ユ7 20 6 11 4 2 5 1 3

% 7.8 15.6 18.9 22.2 6.7 12.2 4.4 2.2 5.6 1.1 3.3

業

金 融 業
114 389 313.0 記入数 4 5 3 17 23 16 23 17 3 2 1

% 3.5 4.4 2.6 14.9 20.2 14.0 20.2 14.9 2.6 1.8 .9

生 命 保 険 業
(含代理業・サ

10 78 394.2
一

記人数 0 0 O 1 2 3 1 0 0 2 1

一 ビス業) % .0 .0 .0 10.0 20.0 30.0 10.0 ,0 .0 20.0 ユ0.0

種
損 害 保 険 業
(含代理業・サ

8 25 354.8 記入数 0 1 0 0 1 0 1 2 1 0 2

一 ビス業) % .0 12.5 .0 .0 12.5 .0 ユ2.5 25.0 12.5 .0 25.0

電 力・ガス事業
5 20 318.3 記入数 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 1

% .0 .0 .0 20.0 20.0 20.0 .0 .0 .0 20.0 20.0

広告 ・調査 ・
情報提供サー

6 17 170.2 記入数 0 2 3 1 0 0 0 0 0 0 0

ビス業 % .0 33.3 50.0 16.7 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

情 報 処理 サー
ビス業 ・ソ フ

32 108 313.3 記入数 2 0 2 2 6 10 2 5 3 0 0

トウェア業 % 6.3 .0 6.3 6.3 18.8 31.3 6.3 15.6 9.4 .0 .0
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.

717表 業種別 ・コンビュタ経費月額平均{1)(単 位:千 円)

(注)6表 ～8表 は経費 の細 目記入のあ った回答 についての集計である。

経 費 名

薬 種 別

回

答

数

人

件

費

機 械 設 備 関`系1

レ ン タ ル 料 償 却 費
総

計

C
P

旦
演
算
装
置

圭
記.
憶
装
置

制御

装
蓮

周

辺

装

置

⌒

除

記

憶

装

置
)

周

辺

記

憶

装

置

端

末

装

置

(

機

械

レ

ン

タ

ル

料

小

計
)

C
P

旦
演
算
表
沽

主
記
憶
装置

制
御
装芭

周

辺

装

置
(

除

記

憶

装

置
)

田

辺

記

憶

装

置

端

末

装

置

(

機

械

償

却

費

小

計
)

一 次 産 業 計 金額

%

・5 1,505.4

38.3

764.6

19.5

252.8

6.4

385.0

9.8

108.8

2.8

1,51L2

38.5

40.0

1.0

30.0

.8

】0.0

.3

74.2

L9

154.2

3.9

3,925.6

100.0

二 次 産 .業 計
金額

%

320 3,836.4

35.1

2'Oi::;i"1鴛:1 1,189.1

]O.9

608.9

5.6

5,(増5.8

46.1

8L6

.7

40.5

.4

27.7

.3

59.5

.5

209.4

1.9

10,936.6

100.0

三 次 産 業 計
金額

%

251 4,749.6

24.8

3,234.1

16.9

1,529.1

8.0

1,123.9

5.9

793.2

4.1

6,680.4

34.9

971.1

5.1

372.6

1.9

369.6

L9

lJ20.0

5.9

2β33.5

14.8

19,142.7

100.0

公 務 計
金額

%

84 2,202.9

29.0

L495.1

19.7

9】3.4

12.0

899.5

1L8

303.7

4.G

3,61].8

47.5

33.0

.4

]5.3

.2

7.7

.1

2.9

.o

59.2

.8

1,604.8

100.0

全 産 業 計
金額

%

660 3,958.1

29.1

2,441.7

18.0

1,258.6

9.3

1,121.3

8.3

636.3

4.7

5,458.2

40.2

4]3.4

3.0

163.5

1.2

〕55.l

Ll

455.7

3.4

1,187.8

8.7

]3,580.2

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
金額

%

23 5,968.3

46.4

2,082.7

16.2

1,154.0

9.0

899.3

7.0

660.1

5.1

4,796.3

37.3

198.8

1.5

.0

.0

、0

.0

87.1

.7

285.9

2.2

12,849.6

100.0

化 学 工 業
金額

%

37 も390.7

31.8

2,399.9

17.4

1β95.1

10.1

1,404.9

10.2

1,260.5

9.1

6,460.6

46.8

67.4

.5

42.3

.3

24.8

.2

72.1

.5

206.7

L5

13,819.0

100.0

石油製㍍'1製造業
金額

%

8 6,198.8

30.3

3,947.7

19.3

1,592.1

7.8

2,578.2

12.6

914.6

4.5

9,032.7

44.2

625.0

3.1

250.0

1.2

250.0

1.2

946.1

4.6

2,07L1

】0.1

20,426.8

玉00.0

鉄 鋼 業
金額

%

17 12,617.4

30.5

8,039.7

19.4

5,984.1

14.4

5,22L5

12.6

1,714.5

4.1

20,959.9

50.6

272.4

.7

2】3.1

.5

106.6

.3

167.1

.4

759.4

1.8

41,431.8

100.D

屯気機 械器具

製 造 業

金額

%

38 4,180.3

39.3

1,749.3

16.4

946.6

8.9

㍉Ol3,9

9.5

512.6

4.8

4,222.5

39.7

127.6

1.2

105.4

LO

ユ03.1

LO

76.6

.7

412.8

3.9

王0.642.7

100.0

翰三き川堤械器具

製 造 業

金額

%

25 4,028.9

30.2

2,630.0

19.7

1,496.8

11.2

1,762.8

〕3.2

1,017.4

7.6

6,907,082.7

51,9.6

2.4

.0

.8

.0

10.7

.1

96.7

.7

13β20.6

100.O

卸 業 ・商 社
金額

%

42 1,919.9

37.7

896.5

17.6

364.0

7.1

36L9

7.1

327.4

6.4

1,950.0

38.3

27.0

.5

21.1

.4

14.3

.3

16.0

.3

78.6

L5

5,092.8

100.0

小 売 業
金額

%

52 2,217.8

36.9

955.9

15.9

656.5

10.9

494.7

8.2

289.6

4.8

2β96.8

39.9

'

1.7

.0

L5

.0

2.5

.0

13.4

.2

19.3

,3

6,005.2

100.0

←一.

金 融 文
看瀬

%

76 5,100.9

25.5

2,484.8

12.4

1,251.6

6.3

922.3

4.6

187.〕

.9

4β45.9

24.3

1,400.0

7.0

792.3

4.0

714.8

3.6

2,758.6

13.8

5,665.8

28.4

19,969.8

100.0

生 命 保 険 業(含代
理業・サー

ビス業)

金額
%

6 12,258.0

11.5

24,087.8

22.6

1LO88.5

10.4

8,912.8

8.4

11,735.8

11.0

55,825.0

52.4

6,799.6

6.4

1,029.8

LO

L999.6

L9

3,442.0

3.2

13,27L1

]2.4

106,603.8

100.0

損:1;=保 険 業

(含代理業 ・サー
ビス灘)

金額

%

2 4,360.0

22.1

2,820.0

]4.3

1,775.5

9.0

577.5

2.9

244.0

1.2

5,4]7.0

27.4

,0

.0

.0

.0

.0

,0

,0

.0

,O

.0

19,747.O

lOO.0

電力・ガス事業
金額

%

3 29,358.6

2LO

23,700.3

17.0

14,470.6

10.4

7,891.0

5.7

2,727.0

2.0

48,789.0

34.9

Sβ02.3

6.3

4,237.3

3.0

1,餌6.3

L2

619.0

.4

15,305.O

lLO

139,605.6

100.0

広告・調査・情報

提供サービス業

金額

%

2 925.0

9.6

4,613.5

48.1

1,478.5

15.4.

仁458.0

15.2

247.5

2.6

7,797.5

81.3

.0

.0

.0

、0

,O

,0

.0

.0

,0

.0

9,595.0

100.0

情 報処理サー ビ
ス業 ・ソフ トウ

ェア業

金額

%

10 8,279.9

24.3

5,927.6

17.4

41916.6

14.4

ll497.0

4.4

594.4

L7

12,935.6

37.9

60.0

.2

49.9

,1

42.5

.1

250.0

,7

402.4

1.2

34,096.2

100.0

一

㎡



376第7部 コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 お よ び オ ン ラ イ ン化 調 査 集 計 表

7-1-8表 業'種別 ・コ ン ピュー ク経費 月 額 平均{2)

(単位:千 円)

経 費 名 保 機 消 耗 品 な ど 総
守 械
費 設 力紙 滋賀デ プ用 電冷 消

業 種 別

イ泉
険
費

備
合
計

一

ほ
・費

箸㌃ イ

兵乏

リ

ン紙

ト費

暖力

房
・費

誓答

計 計

金額 34.0 1,699.4 42.4 36.0 239.6 45.8 363.8 3,925.6
一 次 産 業 計

% .9 43.3 L1 .9 6ユ L2 9.3 100.0

二 次 産 業 計
金額

%

95.7

.9

5,360.7

49.0

143.7

1.3

64.7

.6

660.9

6.0

106.5

1.0

976.ρ

8.9

10,936.6

100.0

金額 598.0 10,112.0 277.7 172.7 927.7 390.6 1,768.9 19,142.7
三 次 産 業 計

% 3.1 52.8 1.5 .9 4.8 2.0 9.2 100.0

金額 174.4 3,849.7 72.9 83.9 517.8 59.2 734.0 7,604.8
公 務 計

% 2.3 50.6 1.0 1.1 6.8 .8 9.7 100.0

金額 296.3 6,947.6 184.9 108.0 741.0 208.1 1,242.1 13.5802

全 産 業 計
% 2.2 51.2 1.4 .8 5.5 1.5 9.1 100.0

繊 維 工 業
金額 43.9 5,126.2 132.2 81.0 665.4 201.5 1,080.2 12,849.6

% . .3 39.9 1.0 。6 5.2 1.6 8.4 100.0

金額 124.0 6,79L4 94.6 90.6 954.2 171.4 1,311.0 13β19.0
化 学 工 業

% .9 49.1 .7 .7 6.9 1.2 9.5 100.0

金額 85.2 11,439.1 176.2 93.2 828.5 131.6 1,229.6 20,426.8
石油製品製造業

% .4 56.0 、9 .5 4.1 .6 6.0 100.0

金額 763.8 22,483.2 475.8 103.4 3,147.8 138.1 3,865.4 41,43L8

鉄 鋼 業
% 1.8 54.3 1.ユ .2 7.6 .3 9.3 100.0

、

王
電気機械器具 金額 155.8 4,793.6 117.7 66.4 644.7 102.3 931.2 10,642.7

製 造 業 % 1.5 45.0 1.1 .6 6.1 1.0 8.7 100.0

輸送用機械器具 金額 28.7 7,032.5 230.1 67.9 984.4 143.3 1,425.9 13,320.6

製 造 業 % .2 52.8 1.7 .5 7.4 L1 10.7 100.0

な
金額 68.0 2,096.7 47.4 220.7 260.6 26.8 555.7 5,092.8

卸 業 ・ 商 社
% 1.3 41.2 .9 4.3 5.1 .5 10.9 100.0

金額 41.3 2,457.5 141.3 41.2 414.4 83.1 680.1 6,005.2
小 売 業

% .7 40.9 2.4 .7 6.9 1.4 11.3 100.0

業
金額 952.7 11,464.5 145.4 260.2 1,075.7 622.9 2,104.4 19,969.8

金 融 業
% 4.8 57.4 .7 1.3 5.4 3.1 10.5 100.0

生 命 保 険 業
(含代理業・サー

金額 2,318.8 71,415.0 548.5 600.0 4,600.0 1,178.1 6,926.6 106,603.8

ビス業) % 2.2 67.0 .5 .6 4.3 1.1 6.5 100.0

種
損 害 保 険 業 金額 』 .0 5,417.0 ユ90.0 125.0 1,525.0 230.0 2,070.0 19,747.0
(含 代 理業 ・サ ー
ビス業) % .0 27.4 1.0 .6 7.7 1.2 10.5 100.0

電力 ・ガス事業
金額 2,536.6 66,630.6 396.3 432.0 5,891.0 1,962.6 8,682.0

、

139,605.6

% 1.8 47.7 .3 .3 4.2 1.4 6.2 100.0

広告 ・調 査 ・情 報 金額 .0 7,797.5 175.0 132.5 165.0 50.0 522.5 9,595.0

提供サー ビス業 % .0 81.3 1.8 L4 1.7 .5 5.4 100.0

情報処理サービ 金額 175.1 13,513.1 375.8 275.4 1,888.5 938.5 3,478.2 34,096.2
ス業 ・ソ フ トウ

エア業 % .5 39.6 1.1 .8 5.5 2.8 10.2 100.0
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71-9表 業 種 別 ・コ ン ピュ 一一タ経 費 月 額 平 均(3)

(単位:千 円)

経 費

業 種 別

外 注 費 そ め 他 総

計

他け
から
られ
観た
リ費
か用

委
託
計算

費

さ検
ん
孔孔
費
・費

プン
ロ
ググ
ラ
ミ費

そ

の

他

外
注
費
合
計

通使

;・
線料

デ輸

1送

タ費

そ連
絡

の費
な

他 ど

そ
の
他
合
計

一 次 産 業 計 金額

%

340.0

8.7

5.6

.1

.0

.0

.0

.0

345.6

8.8

.0

.0

7.0

.2

4.2

.1

1L2

.3

3,925.6

100.0

116.6

二 次 産 業 計
金額

%

42.6

.4

286.7

2.6

.0

.0

116.0

1.1

445.3

4.1

208.0

1.9

26.5

.2

115.3

1.1

349.9

3.2

10,936.6

100.0

1〔w9

三 次 産 業 計
金額

%

599.7

3.1

793.0

4.1

.0

.0

329.5

1.7

1,722.3

9.0

412.6

2.2

93.2

.5

101.0

.5

606.9

3.2

19,142.7

100.0

126.8

公 務 計
金額

%

11L4

1.5

617.5

8.1

.0

.0

69.7

.9

798.7

10.5

13.0

.2

2.0

.0

19.2

.3

34.2

.4

7,604.8

100.0

.6

全 産 業 計
金額

%

265.5

2.0

519.2

3.8

.0

.0

190.4

L4

975.2

7.2

259.4

1.9

48.6

.4

96.8

.7

404.9

3.0

13,580.2

100.0

100.1

主

な

業

種

繊 維 工 業
金額

%

.0

.0

18L4

L4

.0

.0

'

135.6

1.1

317.1

2.5

163.3

1.3

33.0

.3

211.0

1.6

407.3

3.2

12β49.6

100.0

337.0

化 学 工 業
金額

%

]7.0

.1

237.O

l.7

.0

.0

109.7

.8

363.8

2.6

584.8

4.2

55.1

.4

33L9

2.4

971.9

7.0

13,819.0

100.0

132.8

石油製品製造業
金額

%

250.O

l.2

402.5

2.0

.0

.0

9.7

.0

662.2

3.2

303.1

1.5

68.7

.3

525.1

2.6

897.0

4.4

20,426.8

100.0

217.5

鉄 鋼 業
金額

%

4.1

.0

1,718.5

4.1

.0

.0

346.2

.8

2,069.0

5.0

327.5

、8

29.7

.1

39.4

.1

396.7

1.0

41,431.8

100.0

134.5

電気機械器具

製 造 業

金額

%

47.3

.4

232.0

2.2

.0

.0

192.6

1.8

472.0

4.4

203.9

1.9

21.7

.2

58.1

.5

283.8

2.7

10,642.7

100.0

152.6

輸送用機械器具

製 造 業

金額

%

60.0

.5

445.0

3.3

.0

.0

228.1

L7

733.2

5.5

151.0

1.1

4.8

.0

1〔鳳2

.8

260.0

2.0

13,320.6

100.0

ユ2.0

卸 業 ・商 社
金額

%

7.4

.1

237.7

4.7

.0

、0

183.6

3.6

428.9

8.4

77.2

L5

24.6

.5

9.7

.2

U1.6

2.2

5,092.8

100.0

47.6

小 売 業
金額

%

133.4

2.2

440.0

7.3

.0

.0

7.5

.1

580.9

9.7

22.0

.4

21.0

.3

25.5

.4

68.6

1.1

61005.2

100.0

.7

金 融 業
金額

%

439.7

2.2

181.7

.9

.0

.0

19.4

.1

640`9

3.2

573.0

2.9

121.1

.6

79.1

.4

773.3

3.9

19,969.8

100.0

85.0

生 命 保 険 業

(含代理業・サー
ビス業=)

金額

%

388.1

.4

6,667.6

6.3

.0

.0

4,789.8

4.5

11,845.6

11.1

3,464.0

3.2

694.5

.7

.0

.0

4,158.5

3.9

106,603.8

100.0

.0

損 害 保 険 業

(含代理業・サー
ビス業)

金額

%

3,550.0

]8.0

3,750.0

〕9.0

.0

.0

600.0

3.0

7,900.0

40.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

19,747.0

100.0

.0

電力 ・ガス事業
金額

%

28,188.3

20.2

5,007.6

3.6

.0

.0

.0

.0

33,196.0

23.8

70.0

.1

1,621.6

1.2

46.6

.0

1,738.3

L2

139,605.6

100.0

.0

.一

広仕 調査・情報

提供サービス業

金額

%

.0

.0

250.0

2.6

.0

.0

100.0

1.0

350.0

3.6

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

9,595.0

100.G

.0

情報処理サービ
ス業 ・ソフトウ

ェア業

金額

%

72.6

.2

3,682.6

10.8

.0

.0

3,255.4

9.5

71010.6

20.6

366.7

1.1

178.1

.5

1,269.6

3.7

1,8]4.4

5.3

34,096.2

100.0

2,193.1
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7-1-10表 業種別 ・機 械設備用の内訳

(単位:千 円)

設 備 費 q P AM T 保 合 回
UE E 守

P
E XM

.

5 質 答

R
0 馬 保 社

業 種 別 u 1

R

Y 金
険
費 計 数

一 次 産 業 計 金額 742.1 277.3 360.8 156.3 28.3 1,565.0 6

% 47.4 17.7 23.1 10.0 1.8 100.0

二 次 産 業 計
金額 3,954.6 1,470.3 1,750.4 1,068.9 100.0 8,344.3 435

% 47.4 17.6 2LO 12.8 1.2
'
100.0

三 次 産 業 計
金額 5,219.1 1β91.1 1,885.4 2,186.8 656.8 11,839.5 385

% 44.1 16.0 15.9 18.5 5.5 100.0

公 務 計
金額 2,883.3 1,215.5 1,192.0 306.3 190.4 5,787.7 ll1

% 49.8 21.0 20.6 5.3 3.3 100.0

全 産 業 計
金額 4β26.7 1,605.4 1,730.8 1,432.0 339.0 9,434.1 937

% 45.9 17.0 18.3 15.2 3.6 100.0

繊 維 工 業
金額 2,587.1 1,439.3 1,141.1 893.9 65.0 6」26.6 33

% 42.2 23.5 18.6 14.6 1.1 100.0

化 学 工 業
金額 3,660.3 1,509.9 1,403.2 1,146.6 114.7 7,834.9 60

% 46.7 19.3 17.9 14.6 L5 100.0

石油製品製造業
金額 6,760.7 2,083.4 2,603.0 2,926.8 87.7 14,461.8 12

% 46.7 ユ4.4 18.0 20.2 .6 100.0

鉄 鋼 業
金額 20,182.0 5,377.8 7β76.2 3,893.0 662.8 37,492.0 25

% 53.8 14.3 19.7 10.4 1.8 100.0
、

王

電気機械器具 金額 3,785.6 1,865.5 2,296.6 913.5 209.8 9,071.2 45

製 造 業 % 41.7 20.6 25.3 ユ0.1 2.3 100.0
　

輸送用機械器具 金額 6,539.5 2,737.7 4,060.6 2,287.2 45.9 15,671.0 35

製 造 業 % 41.7 17.5 25.9 14.6 .3 100.0

な

卸 業 ・商 社
金額 1,620.3 642.4 615.8 341.8 65.7 3,286.2 54

% 49.3 ]9.5 ]8.7 10.4 2.0 100.0

小 売 業
金額 1,576.5 1,218.2 637.9 338.8 43.0 3,8ユ4.6 66

業
% 41.3 31.9 16.7 8.9 1.1 100.0

金 融 業
金額 5,628.8 2,238.2 3,004.4 4,032.6 1,218.6 ユ6,122.7 92

% 34.9 13.9 18.6 25.0 7.6 100.0

生 命 保 険 業
(含代理業 ・サー

金額 31,7ge.6 13,8ユ3.7 12,559.3 12,458.3 1,939.1 72,561.2 8

種
ビス業) % 43.8 19.0 17.3 17.2 2.7 100.0

損 害 保 険 業(
含代理業 ・サー

金額 11,557.6 4,009.1 4,467.0 673.5 260.0 20,967.3 6

ビス業) % 55.1 19.1 21.3 3.2 L2 100.0

電力 ・ガス事業
金額 31,102.0 14,681.0 9β03.0 3,809.5 1,902.5 61,298.0 4

% 50.7 24.0 16.0 6.2 3.1 100.0

広告 ・調査 ・情報 金額 3,3ユ3.0 1,334.8 1,429.4 99.0 36.6 6,212.8 5

提供サービス業 % 53.3 21.5 23.0 1.6 .6 100.0

情報 処理 サー ビ
ス業 ・ソフ トウ

金額 4β88.7 4,030.8 1,452.7 550.8 198.4 11,121.6 19

エ ア業 % 44.0 36.2 13.1 5.0 1.8 100.0

ヅ
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7-1-11表 業 種 別 ・1社 当 り月 間経 費 対 月 商 比 ・

,1'(注)コ ン ピ ュー タ経 費合 計 と月商 の 双方 と も記 入 の あ っ た回 答 につ いて の集 計 であ る。

業 種 別

回

答

社 .

数

1月

社

当 間

.♀砕
均 費 巴

1月

社

当_

り 百
.平 万

均 商 巴

月経費/丹 商

平均

1

1000'

上
限

1

1000'

一 次 産 業 計 7 3,117.7
`

2,651.2 1」7 10.01

二 次 産 業 計 563 ユ6,344.7 4,586.0 3.56 106.25

三 次 産 業 計 255 19,976.5 7,648.8 2.61 12,005.30

公 務 計
一 一 一 一 一

全 産 業 計 825 17,355.0 5,5ユ6.3
.3.ユ4

12,005.30

主

な

業

種

繊 維 工 業 43 ユ2,238.0 4,4ユ2.6 2.77 51.37

化 学 工 業 71 16,258.6 3,940.7 4.12 37.74

石 油 製 品 製 造 業 14 28,132.4 25β42.7
(

1.08 11.08

鉄 鋼 業 35 51,855.5 7β70.3 6.58 20.61

電気機械器具製造業 73 ]8～704.1 3,878.4 4.82 106.25

輸 送用機 械 器 具

製 造 業
42 38,092.1 6,258.1 6.08 27.97

卸 業 ・ 商 社 67 29,813.9 161894.0 1.76 1,275.53

小 売 業 83
』

9,688.1 3,633.4 2.66 122.23

金 融 業 (104) (3;,106.9) (29,442.1) 一 一

生命 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビス業)
(10) (96,642.9) (275,765.4) 『 一

損害 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビス業)
(7) (f18,292.4)(252,138.5) 一 一

電 力 ・ガ ス 事 業 5 134,757.4 36β97.1 3.70 7.66

広告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
5 、7,992.8 1,496.4 5.34 293.01

情 報 処 理 サ ー ビ ス

業 ・ソフ トウ ェア業
26

`

38,754.3 64.4 601.38 12・905・30
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7-1-12表 業 種 別 ・1社 当 り1従 業 員 当 り月 間 経 費

(注)コ ンピュータ経費合計 と従業員数の双方 とも記入のあった回答についての集計である。'

'

業 種 別

回

答

社

数

1月

社
当 間

皐緩手
均 質 巴

1従

社

当 業

り 貝

平 一
均 数 △

平

均

月間経費/1人(千 円)

上

限

一 次 産 業 計
7 3,117.7 825.8 3.7 2L7

二 次 産 業 計 565 16,312.1 2,780.9 5.8 1β42.1

三 次 産 業 計 457 26,842.2 2,582.8 10.3 2,556.9

公 務 計 135 9,68し ㍉3

、

3,509.2 2.7 2,028.5

全 産 業 計

公 務 を 除 く 全 産 業

1,164

1,029

19,598.郵

20β99.0

2,775.9

2,679.7

7.0

7.7

2,556.9

2,556.9

主

な

.

業

種

繊 維 工 業 43 12,238.0 3,400.6 3.5 28.6

化 学 工 業 72 ユ6,159.2 2,292.9 7.0 59.7

石 油 製 品 製 造 業 14 28,132.4 3,0ユ3.5 9.3 28.0

鉄 鋼 業 35 51,855.5 4,427.3 11'.7 23.9

電気機械器具製造業 73 18,704.1 4,266.5 4.3 1β42.1

輸 送'用 機 械 器 具

製 造 業
42 38,092.1 5,332.9 7.1 10.8

卸 業 ・ 商 社 68 29,450.2 620.2

■

47.4 530.1

小 売 業 ・83 9,688.1 966.7 10.0 134.4

金 融 業 106 38,506.4 1,454.8 26.4 170.3

生 命保 険 業(含 代

理業 ・サー ビス業)
10 96,642.9 24,188.1 3.9 19.8

損 害保 険 業(含 代

理業 ・サー ビス業)
7 118,292.4 3,318.0 35.6 56.0

電 力 ・ガ ス 事 業 5 134,757.4 19,794.2 6.8 8.9

広告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
6 8,075.1 層585 .8 13.7 135.3

情 報 処 理 サ ー ビ ス

業 ・ソ フ トウ ェア業
「

28 36,805.5 81.8 449.8 2,556.9
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7-1-13表 業種別 ・1社 当 り要員数平 均

職 種

業 種 別

庶

務

そ

の

他

ノぐ

ン

チ

ヤ

|

オ

ペ

レ

|

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

管

理

職

合

計

人

数

回

答

社

数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

一 次 産 業 計 .0 .4 .4 .0 4.7 4.7 .5 .4 LO 2.1 .4 2.5 .7 .0 .7 .8 .0 .8 4.2 6.G 10.2 7
,

:

,

二 次 産 業 計 .9 2.5 3.5 .2 7.9 8.1 3.4 L2 4.6 7.5 1.3 8.9「 4.7 .0 4.8 2.2 .0 2.3 19.2 13.1 32.4 593

三 次 産 業 計 6.2 5.5 11.8 .0 8.1 8.1 14.7 LO 15.8. 6.0 1.2 7.2 3.4 .0 3.4 6.2 .0 6.2 36.7 16.0 52.8 570:

公 務 計 13 .7 2.1 .1 3.8 3.9 L4 .1 1.6 6.0 .2 6.3 2.9 .0 3.0 1.5

、

.0 L5 13.5 5.0 18.6 153

全 産 業 計 3.2 3.6 6.9 、1 7.5 7.6 8.0 LO 9.0 6.7 1コ 7.8 3.9 .0 4.0 3.9 .0 3.9 26.0 13.4 39.5 1,323

主

な

業

種

繊 維
.工 業

.7 2.5 3.2 .0 10.4 10.4 2.7 1.9 4.6 6.5 LO 7.6 4.5 .0 4.6 1.8 .1 1.9 16.4 16.2 32.6 44

化 学 工 業 .6 3.1 3.8 .1 7.6 7.8 2.1 .9 3.1 5.3 1.1 6.4 4.6 .o 4.6 2.1 .0 2.1 15.1 12.9 28.0 75

石油製品製造業 1.1 5.9 7.0 .0 7.7 7.7 6.5 LO 7.5 9.2 2.0 11.3 9.6 .0 9.6 3.8 .0 3.9 30.4 16.8 47.2 14

鉄 鋼 業『 4.2 7.7 12.0 .6 1L3 11.9 13.5 2.0 15.6 24.4 3.3 27.8 12.3 .3 12.7 4.5 .0 4.5 59.8 24.8 84.6 35
↓

一ー ー ー 一

電気 機械器具

製 造 業
1.2 2.5 38 .0 10.4 10.4 3.6 .8 4.5 8.8 1.6 10.5 6.5 .0 6.6 3.0 、0 3.0 23.3 15.7 39.0 76

ト

:

,

.

「

輸送 用機}或器具

製 造 業
1.7 4.3 6.1 .0 17.6 17.7 7.6 1.2 8.8 16.8 3.5 20.3 6.4 .0 6.5 4.9 .2 5.1 37.7 26.9 64.6 45

卸 業 ・商 社 .8 L8 2.7 .0 5.4 5.4 L8 .8 2.6 4.1 .7 4.9 3.4 .0 3.4 2.3 .0 2.4 12.5 9.0 21.6 72

'

小 売 業 .3 1.8 2.2 .0 6.0 6.1 L9 .5 25 3.4 .5 3.9 1.9 .0 1.9 1.4 .0 L4 9.1 9.1 18.2 90

金 融 業 2.2 7.6 9.8 .0 8.9 9.0 7.8 2.5 】0.4 10.2 1.6 11.9 4.6 .1 4.8 4.1 .0 4.1 29.1 21.0 50.1 115

生命保険業(含代
,

理送・サービス業)
5.0 15.4 20.4 .0 32.6 32.6 1L9 2.7 14.6 27.1 6.2 33.3 13.0 .0 13.0 10.2 .0 10.2 67.2 56.9 124.1 10

損割呆険業(含 代

理業・サービス業)
3.0 32.6 35.6 .0 3.5 3.5 2.5 4.5 7.0 34.6 23.0 57.6 17.3 1.0 18.3 10.5 .0 10.5 68.0 64.6 132.6 6

電 力 ・ガ ス事業 6.2
.

4.6 10.8 .0 14.0 14.0 25.0 L8 26.8 33.4 4』 37.4 22.6 .0 22.6 15.2 .0 15.2 102.4 24.4 126.8 5

広告 ・調査 ・情報

提 供サービス業
.1 .3 .5 .0 2.5 2.5 2.0 .6 2.6 2.6 .8 3.5 1.8 .0 1.8 L3 .0 1.3 8.0 4.3 12.3 6

情報処理サービス

業ヴ フトウェア業
3.7 7.4 11.1 .0 18.5 18.5 7.9 .4 8.3 IL1 3.5 14.6 6.4 .1 6.5 5.2 .0 5.2 34.4 29.9 64.4 32

●
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7-1-14表 主力機種別 ・1社 当 り要員数平均

●

職 種

主 力 機 種

庶

務

そ

の

他

1ノぐ

ン

チ

ヤ

1

オ1

べ,

レ:

|

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

管

理

職

合

計

人

数

回

答

社

数

人 数 13.6 9.4 ユ4.8 19.6 9.2 6.3 73.1 111

超大型以下を保有
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 2.2 1.5 2.3 3.1 L5 1.0

・

人 数 13.1 12.2 16.5 1L6 6.2 6.8 66.5 348

大型A"
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 1.9 L8 2.4 1.7 0.9 1.0

人 数 2.5 6.1 3.1 6.4 3.2 1.9 23.5 376

大型B〃
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 1.3 3.2 1.6 3.4 1.7 1.0

人 数 3.8 5.9 6.2 4.5 2.2 2.6 25.5 328

中型A〃
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 1.5 2.3 2.4 1.7 0.8 1.0

人 数 6.8 4.0 10.1 2.1 1.1 3.8 28.1 88

中型B〃
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 1.8 1.1 2.7 0.6 0.3 1.0

'

人 数 4.3 3.0 7.7 1.2 .6 2.8 ユ9.8 63

小 型 〃

管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 1.5 1.1 2.8 0.4 0.2 1.0

.

人 数 .1 .6 .8 2.8 1.0 .8 6.3「 6

超小型 〃
管理者1に 対す る他
の職種の人数の割合

0.1 0.8 1.0 3.5 1.3 1.0

人 数 .0 .0 3.3 .0 .0 1.0 4.3 3

ミニコンピュータ 〃

管理者1に 対する他
の職種の人数の割合

.0 .0 3.3 .0 .0 1.0

人 数 .0 .0 .0 .0 、.0 .0 .0 0

そ の他 の み保有
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合

一 一 一 一 一 一

人 数 6.9 7.6 9.0 7.8 4.0 3.9 39.5 1,323

総 平 均
管理者1に 対する他
の職種の人数の割合 1.8 1.9 2.3 2.0 1.0 1.0
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7-1-15表 業種別 ・職種別 ・年 齢平均 および月額給与平 均

(注)「 月額給与」は、毎 月定額を支給せ られる賃金の合計 で、賞与 、超過勤務手 当を含 まない。

職 興

業 種 別

ノぐ

ン

チ

ヤ

|

オ

ペ

レ

|

タ

プ'

ロ

グ

ラ

マ

S

E
'

・年

齢

給宇

与巴

年

齢

給字

与巴

年
齢

給字

与巴

年

齢

給芋

与巴

一 次 産 業 計

■

21.3 65.5 22.4 67.4 32.6 1f6.4 34.6 124.0

二 次 産 業 計 21.4 81.6 23.5 97.4 25.6 107.2 30.1 130.9

:

三 次 産 業 計 26.3 91.1 31.6 117.6 26.0 103.9 30.1 133.7

公 務 計 22.4 74.2 24.9 82.7 26.6 101.3 30.0 115.1

全 産 業 計 23.7 85.5 29.9 113.2 25.9 105.2 30.1 130.4

主

な

業

種

繊 維 工 業 20.8 76.4 23.9 99.2 26.3 119ρ 31.6 156.6

化 学 工 業 21.5 85.4 24.8 105.9 25.8 124.8 30.0 138.0

石 油 製 品 製 造 業 20.4 181.8 22.4 145.6 25.5 101・9 31.4 133.4

鉄 鋼'業 21.2 75.4 23.0 83.5 24.6 95.0 30.2 127.0

電気機械器具製造業 21.6 75.9 22.5 89.5 25.0 102.7 29.ユ 11912
令

輸 送 用 機 械 器 具

製 造 業
20.9 78.5 23.4 98.7 25.9 105.6 30.2 128.6

卸 業 ・ 商 社 21.8 73.1 23.3 81.4 25.5 105.5 28.5 127.9

小 売 業 20.7 117.2 23.3 91.9 25.2 105.3 29.3 122.2

金 融 業 20.3 68.0 24.3 92.4 26.6 ユ05.5 29.8 129.5

生 命保 険 業(含 代

理業 ・サ ー ビス業)
20.9 70.6 23.8 89.6 25.4 105.6 30.6 154.7

損害 保 険 業(含 代

理業 ・サ ー ビス業)
22.0 98.8 25.4 181.6 24.0 102.0 30.3 146.5

電 力 ・ガ ズ 事 業 ・21
.3 69.8 27.2 99.9 27.0 106.1 33.3 138.6

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
24.4 85.0 25.4 99.9 27.1 118.8 29.1 122.0

情 報 処 理 サ ー ビ ス

業 ・ソ フ トウェア業
21.7 67.8 22.1 9LO 24.7 90.6 27.7 117.2
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7-1-16表 業種別 ・職務手当平均

職 種

業 種 別

回

答

数

無

記

人

数

記

入

数

ノぐ

ン

チ
(

ヤ 千

1巴

オ

ベ

レ
(

1千

タ巴

プ

ロ

グ
(

ラ 千

マ 巴

S

字

E巴

一 次 産 業 計 7 6 1 1.0 2.0 2.0 8.0

二 次 産 業 計 597 464 133 8.8 17.2 ユ8.9 233

三 次 産 業 計 576 400 176 3.5 4.7 6.4

●

10.3

公 務 計 154 93 61 2.2 2.4 2.5 2.6

全 産 業 計 1,334 963 371 5.2 4.9 8.4 11.6

主

な

業

種

繊 維 工 業 44 41 3 2.6 2.0 .0 .0

化 学 工 業 76 59 17 2.3 4.6 5.9 16.2

石 油 製 品 製造業 14 12 2 .0 7.1 .0 .0

鉄 鋼 業 35 29 6 ユ3.0 2.3 26.5 22.6

電 気 機 械 器 具

製 造 業
76 58 18 31.4 34.6 37.3 34.9

輸 送用 機 械器具

製 造 業
45 36 9 1.4 1.0 1.0 1.0

卸 業 ・ 商 社 73 40 33 7.5 12.8 13.8 18.5

小 売 業 90 55 35 3.0 5.6 6.9

,

8.7

金 融 業 115 90 25 1.7 14.7 4.6 7.7

生命保険業(含 代

理業・サー ビス業)
10 1 9 1.7 2.1 2.7 9.1

損害保険業(含 代

理業 ・サービス業)
8 5 3 1.0 8.3 .0 .0

電 力 ・ガス 事業 5 3 2 .0 1.0 .0 1.0

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業
6 5 1 5.0 .0 .0 .0

情 報処 理サ ー ビス

業 ・ソフ トウェア業
32 15 17 3.8 16.3 6.6 9.0



385

7-1-17表 機種別 ・コンピュータ関連教育用平均

(要員用 と一般用教育費の・2項目にっ き、回答 は双記入 、いずれか記入にわか れるか ら、全

,教 育費は2種 の教育費の合計ではない。)

対 象

主 力 機 種

コン ピュー タ部 門要 員用 一般社員用 全 教 育 費

要

員

教
育
費
記
入

数

喜
当
平
均
額(
千

里

教
育

費

要
員双
数記

入
数

天
当
平
均
額_
千

旦

社

員

教

育
費
記
入
数

;
当

平
均'
額_

千

旦

教
育

費

従
業双
員記
数人

数

天
当
教
育
費(
千

里

二
教
育
費
何
れ記
か人

数

豆
当
平
均
額(
千

旦

二
教
育徒
費業
何負
れ数
か記
と人
数

従
業
員平
一塩

入額
当_
千

思

超 大 型 以 下 を 保 有 40 1,262.3 40 1L6 22 1,275.6 21 .1 43 1,826.9 42 .2

大 型A〃 171 924.1 170 15.1 84 934.0 84 .1 176 1,343.7 176 .2

;'

大 型B〃 180 590.1 179 22.4 73 758.8 73 .2 188 859.6 188 .3

,

中 型A〃 175 346.7 175 16.5 88 953.3 88 .3 195 741.4 195 .4

中 型B〃 31 471.2 31 46.0 20 2,207.5 19 8.8 35 1,678.8 34 3.0

小 型 〃 14 124.4 13 15.4 3 361.6 3 3.6 14 201.9 ユ4 1.3

超 小 型 〃 1 200.0 1 33.3 0 .0 0 .0 1 200.0 1 8.3

ミニ コン ピュー タ を保 有 1 200.0 1 40.0 0 .0 0 .0 1 200.0 1 62

そ の 他 の み 保 有 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0

総 平 均 6]3 639.7 610 16.6 290 1,003.6 288 .2 653 1,046.3 651 .3
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7-1-18表 適用業務項 目分布 ・

(多重回答)
.

適 用 業 務 生 在 営 経 人 技 企 広 そ 回 小 合

理 事 術 画 告 答
・ 右 . ・ ・ の

財 労 設 調 宣
'

実

利 用 水 準 産 庫 業 務 .務 計 査 伝 他 数 計 計

現

1973

年まで
339 520 680 632 762 158 118 31 130 1,059

在
ま

% 32.0 49.1 64.2 59.7 72.0 14.9 11.1 2.9 12.3 100.0
1,633

で
に
コ

計算 ・集計
1974

年まで
128 192 191 233 167 60 51 6 68 574

(79.8) 5

さ
% 22.3 33.4 33.3 40.6 29.1 10.5 8.9 1.0 11.8 100.0

2,122

ユ

ー

タ

1973

年まで
83 71 110 62 63 96 63 3 19 285 (100.0)

化
し 解析 ・予測 ・

% 29.1 .24.9 38.6 21.8 22.1 33.7 22.1 1.1 6.7 100.0
489

た
も
の

計 画 1974

年まで
49 37

.

52 44 29 51 42 3 19 204 (20.2)

% 24.0 18.1 25.5 21.6 14.2 25.0 20.6 1.5 9.3 100.0
.

今の 161 158 116 292 142 96 105 23 47 607 607
後も 計 算 ・ 集 計
三の
年

.

26.5 26.0 19.1 48.1 23.4 15.8 ユ7.3 3.8 7.7 100.0 (52:2)
1」62

問
に 204 191 241 255 150 113 153 14 31 555 555

(100.0)

計 解析 ・予 測 ・計 画
画 36.8 34.4 43.4 45.9 27.0 20.4 27.6 2.5 5.6 100.0 (47.8)

延 べ 社 数 964 1,169 1,390 1,518、 1,313 574 532 ぎ0 314
.

1,188
.

% 81.1 98.4 117.0 127.8 110.5 48.3 44.8 6.7 26.4 100.0
・
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7-1-19表 ス ル ー プ ッ トタ イ ム別 ・1社1日 当 りジ ョブ数 平 均

… ス ルー プ ッ ト 回 ジ ジ
1

一 三 五 一 三 一 三 五 五 合
≒

タ イム

収 三 ラ 分 分 分 ○ ○ 時 時 時
』時 』

` 無 記 分 分 間 間 間 間
総 記

入
入
社

` 以 以 以 以 以 以 以 以 以 ,

業 種 別 数 数 教 内 内 内 内 内 内 内 内 上 』 計

| 平 均 .0 ..2 .6 3.6 4.4 2.2 .8 .0 .0 11.8

ー
一 次 産 業 計 7 21 5 ジ ョブ 数

|
% .0 1.7 5.1 30.5 37.3 18.6 6.8 .0 .0 100.0

平 均 7.1 9.4 6.5 7.6 8.1 3.2 1.9 .3 .2 44.6
　 二 次 産 業 計 597 128 469 ジ ョブ 数

1 % 15.9 21.1 14.6 17.0 18.2 7.2 4.3 .7 .4 100.0

1 平 均 10.0 13.1 11..7 12.1 9.9 3.5 1.8 .5 .4 63.4
三 次 産 業 計 576 ユ64 412 ジ ョブ数

: % 15.8 20.7 18.5 ユ9.1 15.6 5.5 2.8 .8 .6 ユ00.0

ー
《

ー

.

公 務 計 154 59 95
平 均
ジ ョブ数

18.8 17.7 4.2 6.3 4.3 2.3 ユ.4 .5 .2 56.0

% 33.6 31.6 7.5 11.2 7.7 4.1
'2 '

.5 .9 .4 ユ00.0

.

f

ー全 産 業 計 1,334 353 981
平 均
ジョブ数

9.4 11.7 8.4 9.3 8.4 3.2 1.8 .4 .3 53.4

F .

% 17.6 21.9 ユ5.7 ]7.4 15.7 6.0 3.4 ,7 .6 100.0
`

1 平 均 9.4 ユ0.3 10.0 9.7 7.9 3.6 1.1 .1 .1 52.4

ー
F

繊 維 工 業 44 5 39 ジ ョブ 数

　

% 17.9 ユ9.7 19.1 ユ8.5 15.1 6.9 2.1 .2 .2 100.0
`

i . 平 均 6.6 6.6 ・5.5 8.1 7.0 3.0 1.1 .2 ..2 38.7
1. 化 学 工 業 76 20 56 ジ ョブ数

|
% ]7.1 17.ユ 14.2 20.9 18.1 7.8 2.8 .5 .5 ユ00.0

平 均 16.2 11.9 10.1 7.9 5.3 1.7 1.0 .6 .0 55.0

1
石油製.品製造業 14 1 13 ジ ョブ数

} 「 % 29.5 2L6 18.4 14.4 9.6 3.1 1.8 1.1 .0 100.0
.

… 平 均 1.4 4.6 7.6 6.5 8.6 3.6 1.7 、1 .0 34.4

}
鉄 鋼 業 35 9 26 ジ ョブ数

| 、 % 4.1 ユ3.4 22.1 18.9 25.0 10.5 4.9 .3 .0 100.0
工

ー
F

,
電気機械器具製
造業

76 15 61
平 均
ジョブ数

13.2 ユ1.4 8.7 8.0 9.8 4.6 2.0 .3 .5 58.9

i % 22.4 19.4 14.8 13.6 ]6.6 7.8 3.4 .5 .8 ]00.0
・ 一 一-.

ーF
,[
.
i
-

輸送用機械器具
製造業

45 5 40
平 均
ジョブ数

%

13.9

13.8

25.1

24.9

10.9

]0.8

13.4

13.3

22.6

22.4

6.3

6.3

6.3

6.3

1.5

1.5

.5

.5

100.7

1{)0,0

1
な

平 均 4.6 12.9 15.4 16.0 8.2 3.1 1.3 .5 .3 62.7

1 卸 業 ・ 商 社 73 21 52 ジ ョブ数

|
% 7.3 20.6 24.6 25.5 13.1 4.9 2.1 .8 .5 100.0

} 平 均 2.6 3.3 3.5 4.5 3.6 2.4 1.ユ 1.1 .8 23.4

1 小 売 業 90 24 66 ジ ョブ数
1 % 11.1 ]4.1 15.0 19.2 ]5.4 10.3 4.7 4.7 3.4 100.0

|業 平 均 9.8 14.2 13.2 13.2 13.8 4.6 2.2 .7 .5 72.6
1 金 融 業 115 17 98 ジ ョブ数
1 1 % 13.5 19.6 18.2 ]8.2 19.0 6.3 3.0 1.0 .7 100.0

} i生命噸 業(含 平 均 13.0 14.3 10.5 26.8 30.3 工2.5 5.7 1.9 .8 115.8
代理 業 ・サ ー ビ 10 0 10 ジ ョブ 数

ー
ス業 % 11.2 12.3 9.1 23.1 26.2 10.8 4.9 1.6 .7 100.0

種
損害保険業(含 平 均 41.3 31.6 52.3 89.3 66.6 6.5 5.1 .5 .0 293.5

ー
'
.
1

代理 業 ・サ ー ビ
ス業)

8 2 6 ジ ョブ数%
ユ4.1 ユ0.8 17.8 30.4 ・2.・1・.・ 1.7 .2 .0 100.0

↓ 平 均 121.6 86.2 52.0 47.0 48.4 ユ3.4 9.6 .6 .2 379.0
～ 電 力 ・ガス事 業 5 0 5 ジ ョブ数
1 % 32.1 22.7 13.7 12.4 12.8 .3.5 2.5 .2 .1 100.0

: 広告 ・調 査 ・情
報提 供サ ー ビス 6 2 4

平 均
ジョブ数

.0 .0 .0 .0 2.2 3.2 1.0 2.0 .0 8.5

業 % .0 .0 .0 .0 25.9 37.6 11.8 23.5 .0 100.0

: 情報処理サーピ 平 均 28.5 26.5 31.0 26.3 20.7 7.4 2.1 .2 .2 143.2
{ ス業 ・ソフ トウ 32 ユ3 19 ジ ョブ数

1 エア 業 % 19.9 18.5 21.6 18.4 14.5 5.2 1.5 .ユ .1 100.0

'
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7-1-20表 導入経過年数別 ・使用言語比率平均

使用量語

経験年数

シンボ リック言語

(%、

コ ン パ イ ラ 言 語

(%)

機
械
吾吾
お
よ
び
特
殊

喜
史

筆

回

答

社

数

客

δ
○

彩

:

}
:
>

i

…

l

i

…

i
…

ア

㌻
プ
リ
言
語

ジ

予
不

レ

1

タ

A・

L

G

O

L

F
O

R
T

R
A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

1年 未 満 .0 .0 .0 .0 90.9 .0 9.0 .0 11

215
1～3年 24.1 2.2 1.0 8.4 47.8 1.3 8.8 6.0

3～5年 23.8 3.4 .1 8.5 50.5 .8 9.2 3.1 351

5～10年 30.6 3.3 .2 8.4 47.9 2.2

ノ

5.1 2.4 526

'

…

,10年 以 上 27.6 2.1 .6 ユ3.1 46.4 7.7 1.7

'

3 175
1

総 平 均 27.0 3.0 .3 9.0 48.8 2.4 6.4 2.9 1,278

'
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7-1-21表 プ ロ グ ラ ム開発 状 況

(多重回答)

… 共同開発 他 に 委 託
1 延 実 加 総自 1 '.s、

i メ サ メ サ そ 回 回

v
社 1

カ

1
ビ
ス

1

カ

1
ビ
ス

記'

答 答
; 1 機 1 機 の

… 開
と 関

と
に 関

に

入
社 社

… 共 ヨヒ 委 委
: 発 同 薗 託 託 他 数 数 数 数

1 '

} 一
記入数 622 19 15 13 10 2 681 660 674 1,334

管 理 業 務 処 理

i

% 94.2 2.9 23 2.0 1.5 .3 103.2 100.0

…
記入数 978 51 28 19 40 6 1,122 1,042 292 1,334

, ア 事 務 処 理

i プ % 93.9 4.9 2.7 1.8 3.8 .6 107.7 100.0

: リ 記入数 166 16 4 13 6 2 207 197 1,137 1,334

ケ 予 測 問 題
'

1
% 84.3 8.1 2.0 6.6 3.0 1.0 105.1 ]00.0

シ 記入数 72 17 9 5 0 0 ユ03 工〔〕0 1,234 1,334

: ヨ 最 適 化 問 題

ン
% 72.0 17.0 9.0 5.0 .0 .0 103.0 100.0

プ 記入数 69 7 4 8 0 0 88 86 1,248 1,334

. 口 スケ ジュー リング問 題

「 グ % 80.2 8.1 4.7 9.3 .0 .0 102.3 100.0

一

(
フ 記入数 49 13 4 9 0 0 75 70 1,264 1β34

ム 数 値 制 御
,
.
'
`

ー

F

% 70.0 ユ8.6 5.7 12.9 .0 .0 107.1 100.0

記入数 125 16 7 7 6 2 163 155 1,179 1,334

そ の 他

% 80.6 10.3 4.5 4.5 3.9 1.3 105.2 100.0

. 一 ・

…

記入数 174 43 ユ2 90 9 8 336 305 1,029 1,334

`
ユー テ ィ リティ ・プ ロ グラム

i % 57.0 14.1 3.9 29.5 3.0 .2.6 110.2 100.0

:
記入数 21 34 3 87 4 2 ユ51 144 1,190 1β34

OS

% ユ4.6 23.6 2.1 60.4 2.8 1.4 ユ04.9 100.0

記入数 21 13 3 73 3 1 114 108 1,226 1,334

言 語 プ ロ セ ッ サ

% 19.4 12.0 2.8 67.6 2.8 .9 105.6 100.0

記入数' 39 7 6 13 3 3 71 62 1,272 1,334

そ の 他

⊃ % 62.9 11.3 9.7 21.0 4.8 4.8 114.5 100.0
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7-1-22表 産業別 ・サー ビス機 関利用状況項 目分布

(多重 回答)

サービス機関利用項 目 回 本 本 n'卜 ノ寸 マ

、

要
員

要 プ

ロ

保 調

査

コ

ン

そ 延

よ

撒L

∫イ
「'ρ

:'

; 収

問

掘

周

回

算 ン

ン

ン

タ

教

ずf
、

貝 グ

ラ

守

サ
代

行

ピ
ユ

1

ぺ
1

{
～

:

'.、 、

の チ イ
講

二1)) の ミ
1 .

タ の 記
a

「

. 総
記 答 ム

`.1

ム五 ン
ピ デ

1
皇

運

|
{

入 尖
委 ン の へ

の
派 グ ス

タ 用
入 |

. 利 出 委 委 収 代
.

業 種 別
数 数 数 託 グ 月1 席 遣 託 託 集 行 他 数 1

.

7 5 2 記入数 0 1 1 1 0 2 1 0 0 0 6 |一 次 産 業 計

i 100.0 % .0 50.0 50.0 50.0 .0 100.0 50.0 .0 .0 .0 300.0
'

!
二 次 産 業 計

597 224 373

100.0

記入数

%

64

17.2

242

64.9

55

14.7

193

51.7

70

18.8

67

18.0

134

35.9

6

1.6

30

8.0

5

1.3

866

232.2

;

亡

|

;三 次 産 業 計

`

576 260 316

100.0

記入数

%

48

15.2

190

60.1

32

10.1

138

43.7

65

206

79

25.0

135

42.7

'15

4.7

20

6.3

10

3.2

732

231.6

i
i
l

公 一 務 計
154 40 114

100.0

記入数

%

20

17.5

82

71.9

7

6.1

65

57.0 15忠
65

57.0

3

2.6

6

5.3

5

4.4

295

258.8

:}

1プ 1

}
全 産 業 計

1β34 529 805

100.0

記入数

%

132

16.4

515

64.0

95

11.8

397

49.3

153

19.0

172

2L4

335

41.6

24

3.0

56

7.0

20

2.5

1,899

235.9
|1

繊;維'工 業
.

44 23 21

100.0

記入数

%

4

19.0

11

52.4

1

4.8

11

52.4

3

14.3

3

14.3

9

42.9

0

.0

2

9.5

145

.4.8214.3

|享

ト

{
'

i

化 ・学 工 業

ト

76 22 54

100.0

記入数

%

5

9.3

43

79.6

8

14.8

25

46.3

14

25.9

9
'16

、7

18

33.3

1

1.9

7

13.0

1

1.9

131

242.6

戊1

i

叫 製品・造業

14 4 10

100.0

記入数

.%

5

50.0

8

8q.0

2

20.0

7

70.0

4

40.0

6

60.0

5

50.0

0

.0

3

30.0

0

.0

40

400.0

;
|
1

l
i業 35 11 24 記入数 2 15 3 16 8 5 12 0 2 0 63 」

鉄 鋼
} 100.0 % 8.3 62.5 12.5 66.7 33.3 20.8 50.0 .0 8.3 .0 262.5 1、 `

王 1 1

畔 織 械器具
製i造 業

76 22 54

100.0

i己入数

1%

11

20.4

36

66.7

ユ0

18.5

26

48.1

7

ユ3.0

9

16.7

20

37.0

1

1.9

7

ユ3.0

1

1.9

128

237.0

∫～

(,

輸送用機械器具 45 13 32 記入数 6 22 8 ユ5 12 5 9 1 2 0 80 1̀
・製1

造 業 100.0 % ユ8.8 68.8 25.0 46.9 37.5 15.6 28.1 3.1 6.3 .0 250.0
iな ×

フ3 40 33 記入数 4 ユ8 3 ユ3 10 11 9 1 4 0 73 i
卸 業 ・ 商 社 ツ

100.0 % 12ユ 54.5 9.1 39.4 30.3 33.3 27.3 3.0 12.1 .0 221.2
「

i1
"+業 90 33 57 記入数 6 33 5 22 ユ2 12 19 2 2 1 114 i

小1冗i
100.0

.%
10.5 57.9 8.8 38.6 21.1 21.1 33.3 3.5 3.5 1.8 200.0

膓

}
業 ,

=

金1融 業
1ユ5 44 71 記入数 ユ8 48 7 34 13 17 27 1 1 3 169 ;

…
100.0 % 25.4 67.6 9.9 47.9 18.3 23.9 38.0 1.4 1.4 4.2 238.0

・i

.
.

1

種

生命保険業(含

袋野'サ ーピ
1

10 1 9

100.0

1

記入数

%

0

.O
a

9

100.0

0

.0

4

44.4

・5

55.6

2

22.2

3

33.3

0

.0

2

22.2

0

.0

25
、

277.8
. {

損害保険業(含
代理業 ・サービ

8 1 7 記入数 3 7 0 4 4 6 0 0 1 1 26

'ス.業)
　

100.0 %
.

42.9 100.0 .0 57.1 57.1 85.7 .0 .0 14.3 14.3 371.4

1
電 オ」・ガ ス事 業

|

5 0 5

100.0

記入数

%、
.

1

20.0

4

80.0

1

20.0
.

5

100.0

1

20.0

3

6⑰0、

2

40.0

1

20.0

2.

40.0

0

.0

20

400.0
…

・:

広{詩調査・情報 6 3 3 記入数 0 3 01 0 、0

'

1
'1

0
'0

6 {
麟 サービス業 100.0 % .0 100.0 .033.3 .0 .0 33.3 33.3 .0 .0 200.0

り

`"P

情 報処理 サ ー ビ
ス業 ・ソフ トウ

.エ ア業...

32 ユ1

一
1。。1;1記2数

4

19.0

21
『
100.0

78

33,338.1

7

33.3
.

11

52.4
、

8

38.1
」一.

2

9.5
「 「

、-

3

14.3

0

.0

「

71

338.1
_]

il
i

'



7 1 23表 産業 別 ・サー ビス機関利用予定項 目分布

(多重 回答)
.

」 、

サービス機関

利用予定項目
回 本 本 計 ノぐ マ

・
ン

葵
貝

要 プi

口

保

守

調

査

コ

ン

そ 延

収

問 問 算 ン ン
教
育

、

貝 グ
ー

.

サ
代

行

ピ
ユ

べ

鉦'.、、 回 タ
講

フ
1 ・

1

の チ イ 習
の ミ

デ
タ
声 こ

'の
、

記

記 答 ム △ ン
ビ 至

総
. 工

… 運

実
委 ン の へ 派 グ ス

タ 用 」

'

人
入

」

利
の

出 委 委 収 代

業 種 別
数 数 数 託 グ 用 席 遣 託 託 集 行 他

.
数

7 5 2 記入数 1 1 0 0・ 0 1 0 0 0 0 3
一 次 産 業 計

100.0 % 50.00 50.00 .00 ,00 ,00 50.00 .00 .00 ,00 .00 150.00
.

537 269 328 記入数 46 194 51 159 85 90 94
・]6 69 3 807

一 き↓

_次 産 業P)
100.0 % U,02 59.15 15.55 48.48 25.9i 27.44 28.66 4.88 2LO4 .91 246.04

三 次 産 業 計
576 300 276

100.0

記入数

%

26

9.42

156

56.52

29

10.51

133

48.19

72

26.09

65

23.55

85

30.80

19

6.88

43

15.58

5

1.81

633

229.35

.

154 59 95 記入数 9 76 13 48 19 17 44 4 14 4 248

公 務 計
100.0 %

1

9.47 80.00 13.68 50.53 20.00 17.89 46.32 4.21 14.74 4.21 261.05

全 産 業 計
.

1β34 633 701

100.0

記入数

%

82

11.70

427

60.91

93

13.27

340

48.50

176

25.11

173

24.68

223

31.81

39

5.56

'

126

17.97

12

1.71

1,691

241.23

繊 維 工 業
44 22 22

1GO.0

記入数

%

・1

4.55

13

59.09

3

13.64

9

40.91

5

22,'73

4

18.18

4

18.18

1

4.55

6

27.27

0

.00

46

209.09

76
'28

48 記入数 4 31 5 22 ]4 16 10 ,1 13 0 116

化 学 工 業
100.0 % 8.33 64.58 10.42 45.S3 29.〕7 33.33 20.83 2.08 27.08 .00 241.67

・

14
'4

]0 記入数 5 6 3 6 2 4 2. 2 7 G 37

石油製品製造業
100.0 % 50.00 60.00 30.00 60.GO 20.00 40.00 20.00 20.00 70.00 ,00 370.00

35 19 16 記入数 1 7 2 9 6 5 〕0 ] 3 0 44

鉄 鋼 業
100.0 % 6.25 43.75 12.50 56.25 37.50 3L25 62.50 6.25 18.75 .00 275.00

、

王
電気機械器具 76 32 44 記入数 8 31 6 20 13 12 14 2 8 1 115

.

.

製 造 業 100.0 % 18.18 70.45 13.64 45.45 29.55 27.27 31.82 4.55
、

18.18 2.27 261.36

.
輸送用機械器具 45 17 28 記入数 4 工5 6 14 13 6 6 1 4 0 69 :

製 造 業 100.0
0/
/o 14.29 53.57 21.43 50.00 46.43 21.43 21.43 3.57 14.29 .00 246.43

な
73 41 32 記入数 3 12 2 14 14 6 6 1 .6. 0 63

卸 業 ・商 社
,

100.0 % 6.25 37.50 6.25 43.75 43.75 18.75 18.75 3.13 18.75 ,00 ]96.87

90 43 47 記入数 6 22 2 24 12 11 9 5 6 o 97

小 士 業
－F .

■

冗
100.0 % 12.77 46.81 4.26 5LO6 25.53 23.40 19.15 10.64 12.77 .00 206.38

業
ll5 48 67 記入数 9 48 7 36 16 18 19 1 8 1 ]63

金 融 業 .

100.0 %' 13.43 71.64 10.45 53.73 23.88 26.87 28.36 ].49 11.94 1.49 243.28

生命保険業(含 10 3 7 記入数 0 5 1 1 3 2 2 1 2 0 17
:

.
代理業 ・サービ
ス業) 100.0 % .00 7L43 14.29 14.29 42.86 28.57 28.57 1429 28.57 .00 242.86

種
損害保険業(含 8 3 5 記入数 2 4 0 3 .うo 4 0 0 1 1 18

代理業 ・サービ
ス業)" 100.0 %・

・40
.00 80.00 ,00 60.00 60・.00 80.00 .00 .00 20.00 20.00 360.00

5 1 4 記入数 0 3 1 4 1 2 2 1 2 0 16
,

電力 ・カス 事業
一.」 . 9 .100.0 % ,0α 75.00 25.00 100.00 25.00 50.00 50.00 25.00 50.00 ,00 400.00

-

F 広告・調査 情報 6 3 3 記入数 1 2 0 2 0 0 1 1 1 0 8

提供サービス業 100.0 % 33.33 .66.67 .,00 66.67 .00 .00 33.33 33.33 33.33 ,GO 266.67

情報処理サーピ 32 12 20 記入数 1 19 8 8 9 11 7 3 5 6 71

ス業 ・ソフトウ
エア業 100.0 % 5.OO 95.00「'

40.00 40.00 45.00 55.00 35.00 15.00 25.GO .00 355.00
.

391



392第7部 コ ン ピ ュー タ利用 状 況 お よび オ ン ライ ン化 調査 集 計表

7-1-24表 業 種 別 ・コ ン ピュー タ要員 数 別 コ ン ピュ ー タ関 係 使 用 合 計 面 積平 均

(単位 平方 メー トル)

要 員 規 模

業 種

双

回

答

数

九

人

以

下

一

〇

|
一

九

人

二

〇

「

二

九

人
.

三

〇

1

四

九

人

五

〇

1

六

九

人

七

〇

|

九

九

人

一

〇
〇

1
一

九
九
人

二

〇

〇

1
二

九

九
人

三
〇

〇

1
四
九

九
人

五

〇

〇

人

以

上

総

平

均

一 次 産 業 計
7 図.6 163.0 187.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 120.0

二 次 産 業 計 576 97.7 184.4 352.3
・

445.7 620.6 1,000.7 1,729.3 2,307.2 6,812.4 14,515.5 427.7

三 次 産 業 計
4

555 189.6 496.8 314.8 638.3 1,241.7 1,329.0 3,421.2 5,488.5 81398.3 2,920.9 733.1

公 務 計 149 282.6 863.6 349.6 484.4 1,212.0 1,583.0 .0 .0 .0 .0 578.3

全 産 業 計 1,287 160.3 384.6 336.0 526.0 1,007.5 1,183.8 2,530.7 4,579.5 7,407.1 4,209.2 575.1

主

な

業

種

繊 維 工 業 43 64.8 137.5 311.3 494.0 415.3 594.6 1,780.0 2,140.0 .0 .0 ・346
.5

.

化 学 工 業' 72 104.4 218.1 349.4 399.2 684.0 1,656.0 1,902.2 .0 .0 .0 377.3

.石油 製品製造業 14 76.7 307.0 318.0 .0 792.3 1,030.0 1,715.5 ・
.0 .0 .o 65L2

鉄 鋼 業 33 59.9 256.8 421.8 325.1 419.6 .0 2,204.0 .0 .0 ]4,515.5 1,172.5

電気機械器具製造

業
75 107.4 184.9 255.0 452.5 .0 979.0 11199.62,663.5 5,018.0 .0 507.0

輸送用機械器具製

造業
'43

63.5 185.3 217.6 453.5 586.0 836.0 2,048.0 .0 8,008.6 .0 878.3

卸 業 ・ 商 社 70 9L6 160.4 250.1 795.6 .0 833.0 1.5!9・3 2,600.0 .0 .0 282.8

小 売 業 89 119.7 230.7 237.9 488.3 509.0 564.0 2,680.0 .0 .0 .0 253.7

金 融 秦 ]14 147.4 233.5 393.7 648.2 1,268.6 1,838.7 2,974.7 9β29.5 5β32.0 21β00.0 1,108.2

生命保険業(含 代

理業・サービス業)
、

10 .0 .0 .0 .0 1,187.0 11599.0 1,320.0 4,082.0 .0 .0 2,192.4

損害保険業(含 代

理業・サービス業)
6 .0 .0 .0 1,349.0 2,873.5 .0 13,210.5 .0 16,656.0 .0 8,362.1

電 力 ・ガス事業 5 .0 .0 .0 .0 597.0 1,0]1.0 2,473.0 4,602.0 .0 .0 2・23L!

広告 ・調査 ・情'報

提供サービス業
5 709.0 293.5 230.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 447.0

情報処理サービス

業・ソフトウェア業
29 186.7 248.2 222.6 503.2 L185.7 504.0 1,453.3 5,931.0 2,707.0 .0 1,038.2
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7-1-25表 主 力 機 種 別 ・コ ン ピ ュー タ部 門 各 室 面積 平 均

すべ ての 回 答 が室 の 区 分 ご とに 全部 回答 して い る わ けで は な い。 区 分 ご との平 均 は 区分 ご と
の 回答者 数 の み を分・母 と して算 出 して い る。 従 っ て 「総 面積 」 は区 分 ご との値 の 合 計 で は な い。

(単位:平 方メー トル)

室 の 区 分

▲

主 力 機 種

回

答

数

事

務

室

ノぐ

ン

チ

室

.

プ

ロ

グ

ラ

ム

室

要
員
控
室

尿

皇i……

ラ

巳
1

タ
ル
1
ム

1電

源

空

調

室

倉

庫

研

修

室

そ

の

他

総

面

積

超 大 型 以 下 を 保 有 109 462.3 188.0 169.2 101.2 514.2 381.8 211.7 741.2 1,834.2

大 型A〃 346 209.4 94.3 123.4 63.5 252.4 129.9 97.9 213.3 796.0

大 型B〃 368 89.4 58.0 63.7 26.3 ユ22.1 39.9 4L9 68.2 352.3

中 型A〃 320 92.6 62.1 68.1 34.8 118.3 41.6 53.4 70.5 357.1

中 型B〃 82 42.3 53.0 53.3 24.0 80.2 25.7 31.2 164.7 263.8

小 型 〃 64 41.6 31.7 38.0 15.0 47.0 13.3 37.0 74.4 118.8

超 小 型 〃 5 27.3 .0 30.0 .0 20.5 .0 .0 .0 38.8

ミニ コン ピュー タ を保 有 3 41.0 30.0 .0 .0 96.5 10.0 41.0 .0 105.0

そ の 他 の み 保 有 0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

総 平 均 1,297 145.0 78.9 95.7 45.0 183.4 97.6 73.2201.5

1i}
577.5



394第7部 コン ピュータ利用状況 およびオンライン化調査集計表

7-1-26表 コ ン ピ ュー タ導 入 直 接 効 果 の 項 目分 布

(多重 回答)

回

答
社

数

藤
竃
の数

在
庫 、
の
減
少

納
期
の
短
縮

資的
金利
の用
効
率

顧 ス
客の
サ向
1上
ピ

人減
件
費
の

節

入紐

鰭
の減

業正
務確
処化
理
の

フ理
アの

イ容
ル易

管化

そ

の

他

記入数

%

1,068

100.0

1,186

111.0

126

11.8

138

12.9

94

8.8

372

34.8

644

60.3

179

16.8

1,093

102.3

340

31.8

31

2.9

7-1-27表 コ ン ピ ュー タ導 入 間 接 効 果 の項 目分 布

(多重回答〉

回
答

社
数

間の社
接延数
的べ
効記
果入

企1

業 ジ
の ア

イ ツ
メプ

判定正
断の確
意迅化
思速
決 ・

作定
業の
効正
果確
鴻化

経握
営の
状容
況易
把化

全 う
体ル
的の
な向
モ上

不筋
正止
行
為
の

社通
内の
情円
報清
流化

そ

の

他

記入数

%

1,068

100.0

1,084

101.5

428

40.1

338

31.6

210

19.7

525

49.2

291

27.2

116

10.9

435

40.7

17

1.6
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7-2-1表

2オ ン ラ イ ン

業種別 ・セ ンターCPUの 所 在

化 調 査

接 続 別

業 種 別

一 次 産 業 計 社数

%

二 次 産 業 計
祉数

%

三 次 産 業 計
社数

%

公 務 ・

社数計

%

全 産 業
社数計

%

主

な

業

種

・繊 維 ・ 工 業
社 数

%'

化 学 工 業
社数

%

石 油 製 品 製 造 業
社数

%

鉄 鋼
社敷藁

%

電 気 機械 器具 製造業
社数

%

輸送用機械器具製造業
社数

%

卸 業 ・ 商 社
社数

%

小 売
社数業

%

金 融
社数業

%

生命保険業(含 代理業 社数

サー ビス業)%

損害保険業(含代理業・ 社数
サービス業)%

電 力 ・ ガ ス 事 業
杜数

%

広告 ・調査 ・情報提供 社数

サービス業%

情報処理サービス業 ・ 社数

ソフ トウェア業%

回

答

実

数

0

0.0

93

100.O

106

100.0

18

1GO.0

217

100.0

8

100.O

22

100.0

5

100.0

5

100.0

11

100.0

11

100.0

12

100.0

3

100.O

46

100.0

5

100.0

2

100.0

5
ioolO

0

0.0

7

100.0

1オ ン ラ イ ン 化 社

端uiム
末 に,
機 接
が 続
自 す.
社 そ`
の ン.
Cろ
Pア

O

O.O

86

92.5

98

92.5

18

100.0

202・

93.1

8

100.0

22

100.0

5

100.0

5.

100.0

9

81.8

11

100.0

11

91,7

3

100.0

39

84.8

5

100.0

2

100.0

5

100.0

0

0.0

7

100.0

端Uム
末 に
機 接
が 続
絶 す
社 参
の ン
Cろ
Pア

O

O.O

5

5.4

22

20.8

3

16.7

30

13.8

0

0.0

1

4.5

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

9.1

3

25.O

0

0.0

'12

26.1

1

20.0

O

O、O

0

0.0

0

0.0

0

0.0

端Cろ
末Pア
機Uム
が に
電 接
電 続
公 す
仕 る
の ン

0

0.0

19

20.4

19

17.9

0

0.0

38

17・5

O
o.b

5

22.7

0

0.0

0

0.0

3

27.3

O

O.O

O

O.O

0

0.0

16

34.8

0

0.0

O

O.O

0

0.0

0

0.0

0

0.D

延

べ

合

計

0

0.0

110

118.3

139

131.1

211
1i6.7

270

124.4

8

100.0

28

127.3

5

100.0

5

100.0

12

109.1

12

109.1

14

116.7

3

100.0

67

145.7

6

120.0

2

100.0

5

100.0

O

O.O

7

100.0、



396第7部 コンピュー タ利用状況お よび オンライ ン化調査集計表

7-2-2表 業 種別 ・セ ンターCUPの 複合 利用状 況

端末機接続先 回 自 も 他 も 電 す 白 銑 自 に 他 に 自C
社 の 社 の 電 る 社 す 枝 接 社 接 社P
の の 公 も と る と 続 と 続 とU

答 C C 社 の 他 も 電 す 電 す 他 に
P P の 社 の 電 る 電 る 社 接
u u C の 公 も 公 も と 続
に に P C 社 の 社 の 電 す実 接 接 u P の の 電 る
続 続 に u C C 公 も

業 種 別
数

す
る

す
る

接
続

に
接

P

u
P
u

社 の
の

一 次 産 業 計 社数 0 0 0 0 0 0 0 0

% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

二 次 産 業 計
社数 93 71 0 5 3 12 2 0

% 100.0 76.3 0.0 5.4 3.2 12.9 2.2 0.0

三 次 産 業 計
社数 106 71 2 6 14 7 0 6

% 100.0 67.0 1.9 5.7 13.2 6.6 0.0 5.7

公 務 計
社数 ユ8 15 0 0 3 0 0 0

% 100.0 83.3 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0

全 産 業 計
社数 217 157 2 11 20 19 2 6

% 100.0 72.4 0.9 5.1 9.2 8.8 0.9 2.8

繊 維 工 業
社数 8 8 0 0 0 0 0 0

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

化 学 工 業
社数 22 16 0 0 1 5 0 0

% 100.0 72.7 0.0 0.0 4.5 22.7 0.0 0.0

主 石 油 製 品製造 業
社数 5 5 0 0 0 0 0 0

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

鉄 鋼 業
社数 5 5 0 0 0 0 0 0

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電気機械器具製造業
社数 11 8 0 2 0 1 0 0

% 100.0 72.7 0.0 18.2 0.0 9.1 0.0 0.0

な
輸送用機械器具製 社数 11 10 0 0 1 0 0 0

造業 % ユ00.0 90.9 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0

卸 業 ・ 商 社
社数 12 9 1 0 2 0 0 0

% 100.0 75.0 8.3 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0

小 売 業
社数 3 3 0 0 0' 0 0 0

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

業 金 融 業
社数 46 21 1 6 8・ 7 0 3

% 100.0 45.7 2.2 13.0 17.4 15.2 0.0 6.5

生命保険業(含 代 社数 5 4 0 0 1 0 ・0 0

理 業 ・サ ー ビス業) % ユ00.0 80.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0

損害保険業(含 代 社数 2
'2

0 0 0 0 0 0

理 業 ・サ ー ビス業) % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

種 電 力 ・ガ ス事業
社数 5 5 0 0 0 0 0 0

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 .

広告 ・調査 ・情 報 社数 0 0 0 0 0 0 0 0

提供サービス業 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サー ビス 社数 7 7 0 0 ・1・ 0 o
業 ・ソフ トウェア業 % 100.0 100.0 0.0 0.0 0・010・0 0.0 0.0

{
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7-2-3表 接 続す る他 のセ ン ター(自 社 、公社 以 外)の 細分 類(現 在)

.セ ン ター 別
'

親 子 系 同 独 そ

列 業 立

共 共 営

同 同 業
△ 〈 の 計云 工 セ セ セ

ン ン ン

タ タ タ

社 社 | | | 他

業 種 別

社 数 0 0 0 0 0 0 0

一 次 産 業 計
% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社 数 0 11 3 0 3 8 25

二 次 産 業 計
% .0 44.0 12.0 .0 12.0

'32
.0 100.0

社 数 7 7 1 8 6 8 37

三 次 産 業 計
% 18.9 18.9 2.7 2L6 16.2 21.6 100.0

社 数 0 0 0 0 0 3 3

公 務 計
% .0 .0 .0 .0 .0 100.0 100.0

社 数 7 18 4 8 9 ユ9 65

全 産 業 計
% 10.8 27.7 6.2 ユ2.3 13.8 29.2 100.0

社 数 0 1 0 0 0 1 2

繊 維 工 業 % .0 50.0 .0 .0 .0 50.0 100.0

社 数 0 2 1 0 2 0 5

、 化 学 工 業. % .0 40.0 20.0 .0 40.0 .0 100.0

主
石 油 製 品'製 造 業

社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

100.0

2

100.0

社 数 0 1 1 0 0 0 2

鉄 鋼 業
% .0 50.0 50.0 .0 .0 .0 100.0

社 数 0 1 0 0 0 2 3

電気機 械 器具 製造業 % .0 33.3 .0 .0 .0 66.7 100.0

社 数 0 3 1 0 0 1 5

な 輸送用機械器具製造業
% .0 60.0 20.0 .0 .0 20.0 100.0

社 数 2 3 0 0 1 3 9

卸 業 ・ 商 社
% 22.2 33.3 .0 .0 11.1 33.3 100.0

;

小 売 業
社 数

%

1

50.0

0

.0

1

50.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

100.0

社 数 0 1 0 6 4 1 12

業 金 融 業 % .0 8.3 .0 50.0 33.3 8.3 100.0

生 命 保 険 業
(含代理業 ・サービス業)

社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

1

100.0

損 害 保 険 業
(含代理業 ・サービス業)

社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0
`

社 数 0 0
'0

0 0 1 1

種 電 力 ・ ガ ス 事 業 % .0 .0 .0 .0 .0 100.0 100.0

広 告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス 業

社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

情 報処理サー ビス業 ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

社 数

%

4

57.1

1

14.3

0

.0

1

14.3

0

.0

1

14.3

7

100.0
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7-2-4表 接続 す る他 のセ ン ター(自 社 、公社 外外)の 細分類(5年 後)

∪

一 次 産 業 計

二 次 産 業 計

三 次 産 業 計

公 務 言卜

全 産 業 計

主

な

業

種

'繊 維 工 業

化 学 工 ※

石 油 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

電気 機械器 具製 造業

輸送 用機械器具製造業

卸 業 ・ 商 社

小 売 業

金.融 業

生 命 保 険 業
(含代理業 ・サービス業)

損 害 保 険 業
(含代理業 ・サービス業)

電 力 ・ ガ ス 事 業

広 告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス 業

情 報 処 理 サ ー ビ ス業 ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

数

親

会

b.1

0

.O

2

5.0

5

11.6

0

.0

7

8.1

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

社 数 ・0

%.0

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

社 数

%

0

.0

1

10.0.

1

20.0

0

.0
『

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

社 数3

%150・ ・

子

会

社

0

.0

「20

50.0

10

23,3

0

.O

30

34.9

2

66,7

6
'
75.O

1

33.3

1

50.0

1

25.O

3

60.0

4

40.0

2

40.0

1

6.3

1

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

16.7

系

列

共

1司

セ

ン

.タ

|

0

.0

4

]O.O

6

14.0

0

..0

10

11.6

0

.0

1

12.5

0

.0

0

.0

0

.0

2

40.0

2

20.0

2

40.0

同

共

同

セ

ン

タ

1

0

.0

1

2.5

11

25.6

0

.0

12

14.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

25.0

0

.0

0

.O

0

.0

・
.09

.0'56.3

0

.0

0

.O

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.O

2

33.3

独

立

営

業

セ

ン

タ

t

0

.0

0

.O

7

ユ6.3

0

.O

7

8.1

0

.0

0

.0

0

.0

0

.O

0

.0

0

.0

1

10.0

0

' .0

4

25.0

0

.0

1

0

.0

6

.0

0 .

.0

0

.0

そ

の

他

0

.0

13

32.5

4

9.3

3

100.0

20

23.3

1

33.3

1

ユ2.5

2

66.7

1

50.0

2

50.0

0

.0

2

20.0

0

.0

2

12.5

0

.0

0

・ .0

0
'
.0

P
.0

0

.0

計

0

.0

40

100.0

43

100.0

3

100.0

86

100.0

3

100.0

8

100.0

3

100.0

2

100.0

4

100.0・

5

100.0

ユ0

100.0

5
'100

.0

16

100.0

1

100.0

0

.O・

0

.0

0

.0

6

100.0
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、7-2-5表 の1業 種 別 ・接 続CPU別 ・利 用 端 末 機 現 況(1),

業 種

機 種

次

産

業

計

次

産

業

計

次

産

業

計

自社CPU

他社CPU

公社CPU

小 計

自社CPU

他社CPU

公社qPU

小 計

自社CPU

他社CPU

公社CPU

小 計

記 入 社 数

業種毎合計台数

業種毎平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

業種毎平均台数

回

答

実

数

記 入 社 数

纂灘蕊1

記 入 社 数

業種毎合計台数

業種毎平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

業種毎平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

業種毎平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

業種毎平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

業種毎乎均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

業種毎平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

業種毎平均台数

記 入 台社数

業種毎合計台数

業種毎平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

業種毎平均台数

0

93

106

罵竃灘鞠
1 社 当 り 平 均 台 数

キ/

1タ
ポイ
1プ

ドラ
・イ

プタ

リ
ン
タ

0

0

.0

0

0

.O

0

0

.0

0

0

.0

67

1193

12.8

3

5

.0

15

204

2.1

85

1402

]5.0

67

3994

37.6

11

409

3.8

12

721

6.8

90

5124

48.3

Cプ
Rレ
Tイ

そ
の

他
の

デ
イ

ス

0

0

.0

0

0

.O

0

0

.0

0

0

.0

42

618

6.6

0

0

.0

0

0

.0

42

618

C.6

金

融

機

関

用

端

末

0

0

.0

0

0

.0

0

0

、0

0

0

.0

紙ン

テチ
1
プ

リ
1

ダ
/
パ

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

040

0'280

.03.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

34'48

635'12381

5.9116.8

4

675

6.3

0

0

.0

1310

12.3

2

35

、3

7

460

4.3

57

12876

121.4

0

0

.0

4

4

.O

44

284

3.O

34

305

2.8

8

20

.1

3

72

..6

45

397

3.7

キデ

1イ
・ス

ツク

【

ア

1

プ

/

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.O

2

3

.0

0

0

.0

0

0

.0

2

3

.0

2

36

.3

0

0

.0

0

0

.0

2

36

.3

出イ

カン

専 ・
用プ
プリ

リン
ンタ

タを
(含
ラむ

)

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

40

533

5.7

1

1

。0

2

2

.0

43

536

5、7

43

675

6.3

2

10

.0

1

2

.0

46

687

6.4

プ

口

ツ

タ

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.O

7

8

.0

0

0

.0

0

0

.0

7

8

.0

1

1

.0

0

0

.O

0

0

.0

1

1

.0

予

約

用

特

殊

端

末

0

0

.0

0

0

.O

0

0

.0

0
'0

.O

1

1

.0

0

0

.0

0

0

.0

1

1

.0

1

1552

14.6

、0

0

.0

0

0

.0

1

1552

14.6

リン ミ

モテナ

1リ ル

トジ
"工

バン

ツス

チ ・
/タ

イ1

0

0

.o

0

0

.0

0

0

.0

0

0

:0

29

78

.8

1

1

.0

0

0

.O

30

.79

.8

22

233

2.1

0

0

.0

0

0

、0

22

233

2.1

そ

.の

他

0

0

.0

Oi

O

.0.

0

0'

.0:

0,

.ぴ

'

.0,

0

0

.0

oi

O;

.O'

0:

、0,

.Oヲ

9

∴o.

・q

0

0

.0

0

0

.0

o

0

.0

0

0

.0

合

計

0

0

.0

0

0

。0

0

0

.0

0

0
'
.0

86

2714

29.1

5

7

.0

19

210

2.2

110

2931

31.5

98

19812

186、9

22

1149

10.8

19

1255

11.8

139

22216

209.5
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第7部 コンピュータ利用状況 および オンライン化調査集計表

7-2-5表 の2業 種 別 ・接 続CPU別 ・利用端 末機 現況(2)

〔1竃竃1鞠
機 種 回 1社 当 り 平 均 台 数 合

キ/ Cプ 金 紙ン キデ 出イ プ 予 リンミ そ

答
1タ
ポイ

Rレ
Tイ

融
テチ

1
1イ
・ス

カ ン

専 ・
約

モテナ

|リ ル

1プ そ 機 プ ツク 用プ 口 用 トジ
ドラ
・イ

の
他 関 1 ! プリ

リン
特

・エ

パ ン の

実 ブタ の 用 1 テ ンタ ツ 殊 ツス

リ

ン

デ
イ

端
ダ
/

1
プ

タを
_含

端
チ ・

/タ

業 種 数 タ ス 末 パ / ラむ タ 末 イ1 他 計

記 入 社 数 10 7 2 12 0 10 3 0 2 0 18

公 自社CPU 業種毎合計台数 382 160 40 797 0 64 3 0 3 0 1449

業種毎平均台数 21.2 8.8 2.2 44.2 .0 3.5 .1 .0 ,1 .0 80.5

:陥
記 入 社 数 1 0 0 2 0 2 0 0 0 ・0 3

'

他社CPU 業種毎合計台数 50 0 0 90 0 2 0 0 0 0 142

業種毎平均台数 2.7 .0 .0 5.0 ,o .1 .0 .0 ,0 .0 7.8

務

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業種毎平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

記 入 社 数 18 11 7 2 14 0 12 3 0 2 0 21

計 小 計 業種毎合計台数 432 160 40 887 0 66 3 0 3 0 1591

業種毎平均台数 24.0 8.8 2.2 49.2 .'0 3.6 .1 .0 、1 .0 88.3

記 入 社 数 ユ44 83 50 86 4 93 11 2 53 0 202

全 自社CPU 業種毎合計台数 5569 14】3 12421 1382 39 1272 12 1553 314 0 23975

業種毎平均台数 256 6.5 57.2 6.3 .1 5.8 .0 7.1 1.4 .0 110.4

記 入 社 数 15 4 2 10 0 5 0 0 1 0 30

産 他社CPU 業種毎合計台数 464 675 35 110 0 13 0 0 1 0 1298

業種毎平均台数 2.1 3.1 .1 .5 .0 .0 .0 .0 .0 .0 5.9

記 入 社 数 27 0 7 7 0 3 0 0 0 o 38

業 公社CPU 業種毎合計台数 925 0 460 76 0 4 0 0 0 0 1465

業種毎平均台数 4.2 ,0 2.1 .3 .0 .0 .0 .0 .0 .0 6.7

記 入 社 数 2]7 186 87 59 103 4 101 11 2 54 0 270

計 小 計 業種毎合計台数 6958 2088 12916 1568 39 1289 12 1553 315 0 26738

業種毎平均台数 32.0 9.6 59.5 7.2 .1 5.9 .0 7.1 L4 .0 123.2

,



7-2-6表 の1 業 種別 ・接 続CPU別 ・5年 後 の利 用端末 機予 定(1)

{▲覧欝欝警9…1
機 種 回 キ プ C 金 紙 キ 出 プ1プ 予 リ ジ そ

.

1ラ R テ | カ リ モ エ 合
ポ イ T 融 |

.

専 ン 約 1ン ,

1タ そ プ
ツ 用 タ ト ス

答 ド の 機 .

1
.

プ 膓一 口 用 ・ ・

.

. 他 テ
リ 含 パ タ

.

プ の 関
リ

| 1 ン む 特 ツ1 の
リ ア プ タ) チ ミ

実 ン イ 用 ダ / 二
ヴ 』 殊 /ナ

タ ス / デ フ イ ル

/ プ 端 パ イ イ 端 ン

タ レ ン ス ン テ 計
業 種 数 イ イ 末 チ ク ・ タ 末 リ 他

1

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 G 0 0 0

'一 自社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

. 一社当平均台数 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

次 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 G 0 0 0
i 1

他社CPU 業種毎・合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
.

ト 一社当平均台数
.0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0

産

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公社CPU 業種毎・合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 一社当平均台数 .0 ,G .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

記 入 社 数 .o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 小 計 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.

一社当平均台数 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

記 入 社 数 48 50 0 20 3 34 5 0 37 0 72

一 自社CPU 業耐給 計台数 1,221 1,627 0 351 ユ05 737 21 0 320 0 4β82一
一社当平均台数

16.0 2L4 .0 4.6 1.3 9.6 .2 .0 4.2 .0 57.6

次 記 入 社 数 3 1 0 3 G 1 0 0 2 0 9

他社CPU 業種毎合計台数 6 3 0 3 0 1 0 0 2 0 ]5

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .1

産

記 入 社 数 13 o o 4 0 2 0 G 0 0 17

公社CPU 撫陪 食言.日数 335 0 0 4 ,0 2 o 0 0 o 341

業 一社当平均台数 4.4 .0 .0 .0 .G .0 .0 .G .0 .0 4.4

記 ノ、 杜 数 76 64 51 0 27 3 37 5 0 39 0 98

計
1

/1、 言十1業 も』《亘合言十£}数 1,562 1,630 0 358 105 740 21 0 322 0 4,738

一社当平均台数 20.5 21.4 .0 4.7 1.3 9.7 .2 .0 4.2 .0 62.3

記 入 社 数 32 35 46 ]4 5 26 1 0 29 0 71

二 自社CPU 蜘 晦・合計台数 5,181 4,529 9,794 161 43 627 1 0 10,596 0 30,932一

1
一仕当平均台数 67.2 58.8 127.1 2.0 .5 8.1 .0 .0 137.6 .0 401.7

次 記 入 社 数 5 3 2 7 G 1 0 0 1 0 15

他社CPU 業種毎合計台数 200 706 43 14 0 4 0 0 2 0 969

仁 杜当平均台数
2.5 9.1 .5 」 .0 .0 、0 .0 .0 .0 12.5

産 .

記 入 杜'数 5 0 5 3 0 1 0 0 1 0 12

公社CPU 業種毎・合言.卜台数 442 o 398 112 0 2 0 G 150 0 1,104

業 一社当平均台数
5.7 ,0 5.1 L4 .0 .0 .0 .0 1.9 .0 14.3

記 入 社 数 77 42 38 53 24 5 28 1 0 31 0 98

計 小 計 業種毎・合計台数 5,823 5之35 ]0,235 287 43 633 1 0 10,748 G 33,005

一社当平均台数 75.6 67.9 132.9 3.7 .5 8.2 .0 .0 139.5 .0 428.6

401
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7-2-6表 の2 業種別 ・接 続CPU別 ・5年 後 の利用 端末磯 松予 定(2)

1と曇霞;霞鞠…1
機 種 回 キ プ C 金 紙 キ 出 プ プ 予 Ilジ そ

1ラ R テ 1 カ り モ エ 合
ボ イ T 融 1

.

専 ン 約 1ン

1タ そ プ
ツ

用 タ ト ス

答 ド の 機
,

|
.

プ を 口 用 ● ・

. 他 リ テ
リ 含 バ タ

i
プ の 関

1 | ン む 特 ツ[ の
リ デ プ タ 〉 チ ミ

実 ン イ 用 ダ / つ
〃 殊 /ナ

タ ス / デ フ イ ル
/ プ 端 パ イ イ 端 ン

タ レ ン ス ン テ 計
i

業 種 数 イ イ 末 チ ク . タ 末 リ 他

記 入 社 数 5 7 0 5 0 5 0 0 2 o 12

公 自社CPU 業種毎合計台数 127 770 0 147 0 67 0 0 55 0 1,166

)
1社 当平均台数 10.5 64」 .0 12.2 .0 5.5 、0 .0 4.5 .0 97.1

記 入 社 数 1 0 o 2 0 2 0 0 0 0 3

他社CPU 業種毎・合計台数 52 0 0 66 0 2 0 0 0 0 120
]

「 一社当平均台数
4.3 .0 .0 5.5 .0 .1 .0 .0 .0 .0 10.0

務

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0

公社CPU 業種毎・合計台数 0 0 0 0 0 0 0 G 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

1

」 記 入 社 数 】2 6 7 0 7 0 7 0 o 2 0 15

計 小 計 業種毎合計台数 179 770 0 213 0 69 0 0 55 0 1,286

…

一社当平均台数 14.9 64.1 、0 17.7 .0 5.7 .0 .0 4.5 .0 107.1

記 入 社 数 85 92 46 39 8 65 6 0 68 0 155

… 全 自社CPU 業種毎合計台数 6,529 61926 9,794 659 148 1,431 22 0 10,971 0 36,480
1 一社当平均台数 39.5 41.9 59.3 3.9 .8 8.6 .1 .0 66.4 .0 221.0

L 記 入 社 数 9 4 2 12 0 4 0 0 3 0 27

産 他社CPU 業種毎合計台数 258 709 43 83 0 7 0 0 4 0 〕,104

「
一社当平均台数 1.5 4.2 .2 .5 .0 .0 .0 .0 .0 .0 6.6

記 入 社 数 18 0 5 7 0 3 0 0 1 0 29

業 公社CPU 業種毎合計台数 777 0 398 116 0 4 0 0
'

150 0 1,445

一社当平均台数 4.7 .0 2.4 .7 .0 .0 .0 .0 .9 .0 8.7
.

記 入 社 数 165 112 96 53 58 8 72 6 0 72 0 211

計 小 計 業種毎合計台数 7,564 7,635 10,235 858 148 1,442 22 0 11,125 0 39,029

一社当平均台数 45.8 46.2 62.0 5.2 .8 8.7 .1 .0 67.4 .0 236.5
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7-2-7表 業種 別 ・通 信 回 線保 有 現 況

.

回 線 種 別 記
回 線 速 度

. 入

P

A1 D1 D5 D7 D9 11 13 J1 公
衆
(

公
衆
(

私

設

合

|
、

実 B1 電

請

竃

馬 回

業 種 数 C2
き き

線 計

各 記 入 数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o
一 次 産 業 計 業 種 毎 合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0

一社当回線数平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .o .0

各 記 入 数 97 44 15 41 30 11 0 1 0 14 6 23

二 次 産 業 計 業 種 毎 合 計 537 64 160 76 }5 0 2 0 92 93 444 1,491
一社当回線数平均 12.2 4.2 4.0 2.5 1.3 .0 2.0 .0 6.5 15.5 19.3 15.3

各 記 入 数 105 25 13 64 23 7 0 0 0 7 7 28

三 次 産 業 計 業 種 毎 合 計 11010 359 2」61 100 31 0 0 0 61 228 1β65 51315
一社当回線数平均 40.4 27.6 33.7 4.3 4.4 .0 .0 .0 8.7 32.5 48.7 50.6

各 記 入 数 18 13 3 9 3 2 2 1 2 0 0 9

公 務 計 業 種 毎 合 計 249 142 180 6 2 7 2 7 0 0 ll4 709
一社当回線数平均 19.1 47.3 20.0 2.0 1.0 3.5 2.0 3.5 ,0 .0 ]2.6 39.3

各 記 入 数 220 82 31 114 56 20 2 2 2 21 13 60

全 産 業 計 業 種 毎 合 計 ],796 565 2,509 182 48 7 4 7 153 321 1,923 7,515

| 一社当回線数平均 21.9 ]8.2 22.0 3.2 2.4 3.5 2.0 3.5 7.2 24.6 32.0 34.1'
1

書 記 人 数 8 7 2 2 0 1 0 0 0 2 0 0'

` 繊 維 工 業 業 種 毎 合 計 32 2 2 0 1 0 0 0 5 0 0 ・42

一社当回線数平均 4.5 1.0 1.0 .0 1.0 .0 .0 .0 2.5 .0 ,0 5.2

… 各 記 入 数 22 13 2 9 7 3 0 0 0, 4 2 5

化 学 工 業 業 種 毎 合 計 108 12 36 16 4 0 0 0 7 19 22 224
1 一社当回線数平均 8.3 6.0 4.0 2.2 1.3 .0 .0 .0 L7 9.5 4.4 10.1

各 記 入 数 5 1 0 2 2 0 0 0 0 0 0 1

1 主 石油製品製造業 業 種 毎 合 計 42 0 ]1 3 0 0 0 0 0 0 20 76
一社当回線数平均

42.0 .0 5.5 1.5 .0 .0 .0 、0 .0 .0 20.0 15.2

1 各 記 入 数 5 3 1 3 2 2 0 0 0 0 0 3
撒 鉄 鋼 業 業 種 毎 合 計 144 2 16 10 3 0 0 0 0 0 250 425

一社当回線数平均
48.0 2.0 5.3 5.0 1.5 .0 .0 .0 .0 .0 83.3 85.0

'

1 電気機械器具製造 各 記 入 数
業 種 毎 合 計

12 5

109

2
7

6

15

2
2

0

0

0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

3

22 155

業 一社当回線数平均 21.8 3.5 2.5 1.o .0 .0 .0 .0 .0 .0 7.3 ]2.9

|
な

輸送用機械器具製 各 記 入 数
業 種 毎 合 計

11 4

47

2

5

6

35

4

20

2

2

0

0

1

2

0

0

1

5

1

5

5
98 2】9

造業 一社当回線数平均
Il.7 2.5 5.8 5.0 1.0 .0 2.0 .0 5.0 5.0 19.6 19.9

.

1 書 記 人 数 ]2 3 3 5 4 0 0 0 0 2 1 3

i 卸 業 ・ 商 社 業 種 毎 合 計
一社当回線数平均

11

3.6

14

4.6

30

6.0

12

3.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

7

3.5

8

8.0

25

8.3

107

8.9

1 各 記 入 数 3 1 0 1 1 0
『0

0 0 2 0 0
」

小 売 業 業 種 毎 合 計 30 0 4 2 0 0 0 0 21 0 0 57

1

一社当回線数平均
30.0 .0 4.0 2.0 .0 .0 .0 .0 10.5 .0 .0 19.0

-

1.

1 業 金 融 業
各 記 入 数
業 種 毎 合 計

44 10

459

2 39
75.L975

3

23

2

]8

0

0

0

0

0

0

1

9

2

128

3

13 2,700
1

一社当回線数平均 45.9 37.5 50.6 7.6 9.0 .0 .0 .0 9.0 64.0 4.3 61.3

.

生命保険業(含 代

理業・サービス業)

各 記 入 数
業 種 毎 合 計
一社当回線数平均

6 1

2

2.0

0

0

.0

4

42

10.5

0

0

.0

0

0

.0

0

0
,0

0

0
.0

0

0
.0

0
0

,0

2

66

33.0

3

52

17.3

]62

27.0

; 損害保険業 恰 代

理業・サービス業).

各 記 入 数
業 種 毎 合 計
一社当国線数平均

2 0

0

.0

0

0

,0

2

5

2.5

2

6

3.0

1

3

3.0

0

0

.0

0

0

,0

0

0

.0

0

0

.0

1

4

4.0

0

0

.0

18

9.0

i 各 記 入 数 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

i

種 電 力 ・ガス事 業 業 種 毎 合 計
一社当国線数平均

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

47

9.4

47

9.4

広告 ・調査 ・情報

提供サービス業

各 記 入 数
業 種 毎 合 計
一社当回線数平均

0

.

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0
.0

.0

0

0

.0

0

0
.0

0

0
.0

0

0
.0

0

0
.0

0

0
.0

0

0
.0

0
.0

1
情報処理サービス

業・ソフトウェア業

各 記 ズ 数
業 種 毎 合 計

1一 社当回線数平均 ・

7 4

48
12.0

4
21

5.2

3
6

2.0

3
16

5.3

0
0

.0

0
0

,0

0
0

.Ol

0

0

・
.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

91

13.0
"
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7-2-8表 業種 別 ・規格 別 ・5年 後 の通 信 回線 保 有予 定

回 線 穂 別
記

回 線 速 度
¶

入
A工 D1 D5 D7 D9 11 13 」1 公

衆
公
衆

(

48

(

デ

イ

私 合

実 B1 竃 竃 K
ジ 設

話 信 タ 目
数 型 型 ル

業 種 C2 ) ) 網
)

網
)

線 計

書 記 人 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0一 次 産 業 計
業 種 毎 合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一社当回線数平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0

二 次 産 業 計
各 記 入 数
業 種 毎 合 計

78 23

391

18

121

30

252

28

165

22

161

7

7

4

11
0
0

22
403

12

183

0

0

1

50

一

13

238 1,982
一社当回線数平均 17.0 6.7 8.4 5.8 7.3 1.0 2:7 .0 18.3 15.2 .0 50.0 18.3 25.4

各 記 入 数 73 10 ]5 46 26 8 2 2 0 10 5 2 1 12
三 次 産 業 計 業 種 毎 合 計 561 283 2,406 630 65 】1 6 0 Il3 273 3 50 390 4β21

一社当回線数平均 56.1 18.8 52.3 24.2 8」 5.5 3.0 .0 1L3 54.6 1.5 50.0 32.5 66.0

各 記 入 数 12 5 0 5 2 2 ] 1 2 0 0 0 0 6
公 務 計 業 種毎 合 計 87 0 151 4 6 5 2 8 0 0 0 0 301 564

一社当回線数平均 17.4 .0 30.2 2.0 3.0 5.0 2.0 4.0 .0 .0 .0 .0 50.1 47.0

各 記 入 数 163 38 33 81 56 32 10 7 2 32 17 2 2 31
全 産 業 計 業 種 毎 合 計 11039 404 2,809 799 232 23 19 8 516 456 3 100 929 71367

一社当回線数平均 27.3 12.2 銅.6 14.2 7.2 2.3 2.7 4.0 16.1 26.8 】.5 50.0 29.9 45.1
∨

書 記 人 数 5 2 0 3 1 2 0 1 0 3 1 0 0 0
雑 戯 工 業 業 種 毎 合 計 50 0 16 4 9 0 3 0 30 24 0 0 o 136

一社当回線数平均 25.0 .0 5.3 4.0 4.5 .0 3.0 .0 10.0 24.0 .0 .0 .0 27.2

各 記 入 数 20 8 9 8 9 5 2 0 0 7 2 0 0 5
化 学 工 業 業 種毎 合 計 169 58 63 31 15 2 0 0 86 21 0 0 32 477一{と当回徽 平均

2Ll 6.4 7.8 3.4 3.0 1.0 .0 .0 12.2 1G.5 ,0 .0 6.4 23.8

主 石油製品製造業
各 部 人 数
業 種毎 合 計

4 0

0

】

3

1

24

1

4

1

工

0

0

1

3
0
0

1

24

0

0

0

0

1

50

0

0 lo9
一社当回線数平均 .0 3.0 24.0 4.o 1.0 .0 3.0 .0 24.0 .0 .0 50.0 .0 27.2

書 記 人 数 5 2 0 3 2 2 3 0 0 1 1 0 0 1
鉄 鍋 業 業 種 毎合 計 Il 0 24 12 5 3 0 0 2 4 0 0 24 85一社当回線数平均

5.5 .0 8.0 6.0 2.5 LO .0 .0 2.0 4.0 10 .0 24.0 17.0

電気機械器具製造 各 記 入 数 11 3 2 4 3 4 2 0 0 2 2 0 0 4
業 種.毎 合 計 ll2 29 59 53 59 2 0 0 34 20 0 0 134 502

業 一社当回線数平均 37.3 14.5 14.7 17.6 14.7 LO .0 .0 17.0 10.0 .0 .0 33.5 45.6

輸送職}器 具製 各 記 入 数 8 2 2 3 3 4 0 2 0 2 2 0 0 1
な 業 種 毎 合 計 30 11 ll 14 38 0 5 0 15 20 .0 0 20 164

造業 一社当回線数平均 15.0 5.5 3.6 4.6 9.5 .0 2.5 .0 7.5 10.0 .0 .0 20.0 20.5

各 記 入 数 9 2 3 2 4 1 0 1 0 4 1 0 1 1
卸 業 ・商 社 業 種 毎 合 計 ]7 23 31 8 20 0 5 0 22 16 0 50 3 225一社当回線数平均

8.5 7.6 15.5 2.0 20.0 .0 5.0 .0 5.5 16.0 .0 50.0 3.0 25.0

小 売 業
各 記 入 数
業 種 毎 合 計

2 1

30

0

0

1

10

l

IO

0

0

0

0

0

0
0
0

1

10

0

0

0

0

0

0

0

0 60
一社当回線数平均 30.0 .0 10.0 ]0.0 .0 .0 ,0 .0 10.0 ,0 .0 .0 .0 30.0

書 記 人 数 36 2 4 32 12 3 0 0 0 2 2 1 0 1
業 金 融 業 業 種 毎 合 計 132 167 2,|44 402 13 0 0 0 23 1η 1 0 11 3,070

一社当回線数平均
66.0 41.7 67.0 33.5 4.3 .0 .0 .0 1輻5 88.5 1.0 .0 11.0 85.2　

生命保険業(含代 書 記 人 数 6 0 2 4 1 0 0 1 0 1 】 1 0 3
業 種 毎 合 計 0 71 84 10 0 0 1 0 .50 32 2 0 72 322

理業・サービス業)
一社当回線数平均

.0 35.5 21.0 10.0 .0 .0 LO .0 50.0 32.0 2.0 .0 24.0
「53

.6

損害保険業'恰 代 各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
業 種 毎合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

理業・サービス剰 一社当回線数平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

書 記 人 数 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4
種 電力 ・ガス事業 業 種 毎 合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 259 259

1
一社当回線数平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 .0 .0 .0 閲.7 臼.7

ぱ選 報
書 記 人 数
業 種 毎 合 計
一宿:回線数平均

0 0
0

.0

0
0

.0

0
0

.0

0
0

.0

0

0
.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0
0

.0

0

0
.0

0

0
.0

0・

.0

情報処理サービス 書 記 人 数 4 2 2 1 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0

業・ソフトウェア業1
業 種 毎 合 計
一社当回線数平均

82
41.0

6
3.0

4
4.0

39

13.0

5

5.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.o
0
.0

0
.0

0

.0

0

.0

136

34.0

…
λ
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7-2-9表 業 種 別 ・回線1日 実 使 用 時 間平 均

,

i

回 線 種 別 記

'回 線 速 度 ピ

, 入 A1 D1 D5 D7 D9 11 13 」1 公 公 私

; 衆 衆
⊇応

実 B1 竃 竃
砥

話 信 回
| 型 型

業 種 数 C2
) )

線

ト 各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 o 0 0 G 0 0
一 次 産 業 計

一社当実使用時間平均 .0 .0 ,0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0
`

[」
1

,

ー

,二 次 産 業 計 各 記 入 数

一社当実使用時間平均

82 33

4.5

12

3.0

32

4.0

23

3.6

8

5.3

0

.0

]

18.0

0

.0

12

3.1

4

4.2

16

5.9

1 各 記 入 数 82 工8 8 46 11 2 0 0 0 6 4 21

三 次 産 業 計 一社当実使用時間平均 5.5 5.1 6.5 5.8 7.0 .0 .0 .0 4.1 5.2 5.9

F

各 記 入 数 ]4 10 2 7 2 2 0 1 1 0 0 7

「

公 務 計 一社当実使用時間平均 3.3 1.0 3.2 6.0 16.0 .0 ].0 LO .o .0 4.5
v

1

各 記 入 数 178 6] 22 85 36 12 0 2 1 ]8 8 44

全 産 業 計 一社当実使用時間平均 4.6 3.5 5.3 4.4 7.4 .0 9.5 1.0 3.5 4.7 5.7
.

… 各 記 入 数 6 4 2 2 0 1 0 0 0 1 0 0

繊 維 工 業 一社当実使用時間平均 7.5 5.5 5.0 .0 3.0 .0 .o .0 1.0 .0 .0

各 記 入 数 】6 10 0 5 5 3 0 0 0 3 1 2

、

化 学 工 業 一社当実使用時間平均 3.9 .0 3.0 3.4 6.0 .0 .0 .0 3.3 2.0 3.5

!

主 石 油製品製造業
各 記 入 数

一杜当実使用時間平均

5 1

4.0

0

.0

2

5.0

2

4.0

0

.0

0

.G

0

.0

0

、0

0

.0

0

.0

1

]0.0
.

各 記 入 数 4 2 0 2 1 1 0 0 0 0 0 2

三 鉄 鋼 業 一社当実使用時間平均 3.5 .0 2.0 3.0 3.0 .0 .0 .0 .0 .0 2.0

電気機械器具製造 各 記 入 数 12 5 2 6 2 0 0 0 0 0 0 3

業 一社当実使用時間平均 4.4 2.5 4.8 2.5 .0 .0 .0 .0 .0 .0 5.6

輸送用機械器具製 各 記 入 数 7 1 2 3 3 1 0 1 0 1 0 3

な
造業 一社当実使用時間平均 1.G 2.5 2.3 4.3 12.0 .0 18.0 .0 2.0 .o 4.0

各 記 入 数 8 2 2 3 3 0 0 0 0 1 0 1

卸 業 ・ 商 社 一社当実使用時間平均 3.5 4.0 2.0 5.3 、0 .0 .0 .o ユ.0 .0 5.0
,

各 記 入 数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0
士

小 冗 業 一社当剣難瞬 間平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 5.5 .0 .0

各 記 入 数 36 8 2 33 2 2 0 0 0 0 2 2

業 金 融 業 一社当実使用時間平均 7.1 8.51 7.2 4.5 7.0 .0 .o ,0 .0 6勺 8.0

生命保険業(含代 各 記 入 数 6 1 0 4 0 0 0 0 0 0 1 3

理業・サービス業)
一社当実使用時間平均 1.0 .0 5.0 .0 .0 .0 .0 .G .0 3.0 4.0

損害保険業(含代 書 記 人 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o o 0

理業・サービス業)
一社当実使用時間平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0

各 記 入 数 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

種 電 力 ・ガ ス事業 一社当実使用時間平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 5.6

広告・調査 情 報 各 記 入 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 G

提供サービス業
一社当実使用時間平均 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

情報処理サービス 各 記 入 数 3 2 1 1 1 0 0 0 0 00 0

業・ソフトウェア業
一社当実使用時間平均 6.0 5.0 10.0 10.0 .0 .0 .0 .0 .0.0 、0



406第7部 コンピューク利用状況およびオンライン化 調査集計表

7-2-10表 業種別 ・特 定通 信 回線利用 態様 現況 エ
'.1'

苛

区 別 自 共 他 他.
'

. 己 人 人 ノ'
'

同 /

単 使 使 ・
''

/

独i 用
/用

/
計

使
使

の /あ
/

、 'r

業 種 別 用 用 主/
㎡

客

社 数 ・0 0 0 0 .0
一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 .0
.・o

社 数 82 12 4
1

0 98
二 次 産 業 計

% 83.7 12.2 4.1
苛

...0
'

100.0

社 数 84 9 6 3
エ

102」
三 次 産 業 計

% 82.4 818 5.9 2.9 100.0

公 務'計
社 数 17 0 0

10
17

% 100.0 .0. .0 .0 100.0

社 数 183 21 10
'

3 217
全 産 業 計

% 84.3 9.7 4.6 1.4 100.0

繊 維 工 業
社 数 5 0 0 0 5

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

化 学 工 業
社 数 21 0 1

.
0 22

% 95.5 .0 4.5 .0 100.0

.

主 石 油 製 品 製 造 業
社 数 5 0 0 0 5

% 100.0 .0 .0
.・0

100.0

社 数 5 1 0 ,0 6
鉄 鋼 業 ケ

% 83.3 16.7 .0 .0 100.0

電気機械器具製造業
社 数 11 2 ! 0 14

% 78.6 14.3 7.1 .0 100.0

な
輸送用機械器具製造 社 数 9 4 0

'0
13

業 % 69.2 30.8 .0 .0 100.0

社 数 7 3 0 0 10
卸 業 ・ 商 社

% 70.0
.

30.0 .0 .0 100.0

小 売 業
社 数 1 1 0

'

・0

. ,2

% 50.0 50.0 .0 .0 100.0

杜 数 40 3 1 1 45
業 金 融 業 r

% 88.9 6.7 2.2 2.2 100.0

生命保険業(含 代理 社 数 5 0 0 0 5

業 ・サー ビス業) % 100.0 .0 .0 .0 100.0

損害保険業(含 代理 社 数 21 0 0 0 2

業 ・サー ビス業) % 100.0 .0 .0 .0 100.0

種 電 力 ・ガ ス事 業 社 数 5 0: 0 0. 5

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

広 告 ・調査 ・情 報提 社 数 0 0 0 0 0

供サービス業 % .0 .0 .0 .0 .0

情報処理サービス業・ 社 数 2 0 4 1 . 7

ソフ トウェア業 % 28.6 .0 57.1 14.3 100.0
》



407

7.-2-11表 業種別 ・5年 後 の特 定通信 回線利用 態様 予定 ttv

区.別

'業 種 別

自

己

単

独

使

∫月

共

同

使

用

他

人 一.

使

用

?
王

他

人

使

用

の 『

客

『 』i

「

計

一 次 産 業'計 社 数
'
%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

;
1

二 次 産 業 計
社 数

%

55

67.1

23

28.0

4

4.9

0

,0

82

100.0

三 次 産 業 計
社 数

%

56

71.8

ユ5,

19.2

6

7.7

1

1.3

78

100.0

…

公 務 計
社 数

%

ユ3

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

ユ3

]00.0

全 産 業 計
.

社 数

%

124

71.7

38

22.0

10

5.8

1

.6

ユ73

100.0

1
1

繊 維 工 業
社 数

%

4

80.0

1

20.0

0

.0

0

.0

5

100.0

:

…

i

i

i

!

1

:

…

…

i

|

;

↓

…

」

化 学 工 業
・社 数

%

1ユ

61.1

6

33.3

1

5.6

0

.0

18

ユ00.0

石 油 製 品 製 造 業
社 数

%

5

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

5

100.0

鉄 鋼 業
社 数

%

3

50.0

3

50.0

0

.0

0

.0

6

]00.0

電気機械器具製造業
社 数

%

10

71.4

3

21.4

1

7.1

0

.0

ユ4

100.0

輸送用機械器具製造

業

社 数

%

5

62.5

3

37.5

0

.0

0

.0

8

100.0

卸 業 ・ 商 社
社 数

%

3

37.5

5

62.5

0

.0

0

.0

8

100.0

小 売 業
社 数

%

1

50.0

1

50.0

0

.0

0

.0

2

ユ00.0

金 融 業
社 数

%

32

84.2

4

10.5

2

5.3

0

.0

38

100.0

生命保険業(含 代理

業 ・サー ビス業)

社,数

%

5

83.3

1

16.7

0

.0

0・

.0

6

100.0

損害保険業(含 代理

業 ・サー ビス業)

社 数

%

2

66.7

1

33.3

0

.0

0

.0

3

100.0

電 力 ・ガ ス 事 業 社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

広告 ・調査 ・情報提供

サー ビス業

社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

情報 処理 サ ー ビス業 ・

ソフ トウ ェア業

社 数

%

3

50.0
|

1

ユ6.7

2

33.3

0

.0

6

100.0



408第7部 コンピュータ利用状況およびオンライン化調査集計表

7-2-12表 業種 別・トランザ クション平均字長、平均お よび最繁忙時の1日 トランザ クション量

、

業 、種

記

入

数

平

均

字

数

記

入

数

平 ト
ラ

均 ン
ザ
クー
シ

日 膓

記

入

数

ピ ト

1ラ
ン

ク ザ

時 ク
シ一

日 膓

1 一 次 産 業 計 0 .0 0 .0 0 .0

二 次 産 業 計 90 477.1 91 7,622.8 88 13,174.8

三 次 産 業 計 102 393.4 103 58,212.4 101 98,124.9

公 務 計 18 2,247 15 17,180.4 14 26,0!7.7

全 産 業 計 210 414.8 209 33,240.5 203 56β26.3

主

な

業

種

繊 維 工 業 8 159.6 8 2,657.5 8 6,654.5

化 学 工 業 22 294.4 22 2,709.5 22 5,017.2

石 油 製 品 製造 業 5 ユ20.0 5 18,200.0 5 29β00.0

鉄 鋼 業 6 420.0 6 8,883.3 6 14,183.3

電気機械器具製造

業
12 140.3 ユ3 ユ5,606.2 11 33,813.3

輸送用機械器具製

造業
9 1,202.7 9 12,060.1 8 17,625.0

卸 業 ・ 商 社 12 398.7 12 20,416.6 12 34,085.6

小 売 業 2 42.5 2 7,550.0 2 10,750.0

金 融 業 44 89.9 44 84,259.2 44 152,722.7

生命保険業(含 代

理業・サービス業)
6 308.3 6 12,425.0 6 17,477.5

損害保険業(含 代

理業・サービス業)
2 1」00.0 2 37,567.5 2 45,100.0

電 力 ・ガ ス事業 5 526.0 5 4,447.0 5 6,660.0

広告 ・調査 ・情報

提供サービス業
0 .0 0 .0 0 .0

情 報処 理サ ー ビス

業 ・ソフ トウェア業
7 1玉7.1 7 9,142.8 7 14,285.7
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7-2-13表 業 種別 ・5年 後 の平均 トラ ンザ ク シ ョン量の増 大予 想

倍 率

業 種

、

記

入.

数

減

少

不

変

二

・

倍

三

倍

四

倍

五

倍

五

倍

以

上

わ

か

ら

な

い

一 次 産 業 計 社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

二 次 産 業 計
社 数

%

98

ユ00.0

0

.0

3

3.1

32

32.7

13

ユ3.3

5

5.1

7

7.1

16

16.3

22

22.4

三 次 産 業 計
社 数

%

100

ユ00.0

0

,0

2

2.0

24

24.0

30

30.0

7

7.0

4

4.0

14

14.0

19

ユ9.0

公 務 計
社 数

%

18

ユ00.0

0

.0

0

.0

4

22.2

1

5.6

1

5.6

1

5.6

2

11.1

9

50.0

全 産 業 計
祉 数

%

2]6

100.0

0

.0

5

2.3

60

27.8

44

20.4

13

6.0

12

5.6

32

ユ4.8

50

23.1

主

・な

業

種

繊 維 工 業
社 数

%

8

100.0

0

.0

0

.0

3

37.5

2

25.0

0

.0

0

.0

2

25.0

1

12.5

化 学 工 業
杜 数

%

22

ユ00.0

0

.0

0

.0

8

36.4

3

13.6

1

4.5

1

4.5

5

22.7

4

18.2

石 油 製 品製造業
社 数

%

5

ユ00.0

0

.0

0

.0

4

80.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

20.0

0

.0

鉄 鋼 業
社 数

%

6

ユ00.0

0

.0

1

16.7

3

50.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

33.3

0

.0

電気機械器具製巡

業

社 数

%

ユ3

ユ00.0

0

.0

0

.0

2

]5.4

1

7.7

2

ユ5.4、

0

.0

3

23.1

5

38.5

輸送用機械器具製

造業

社 数

%

10

100.0

0

.0

1

10.0

3

30.0

1

]0.0

0

.0

2

20.0

0

.0

3

30.0

卸 業 ・ 商 社
社 数

%

12

]00.0

0

.0

0

.0

6

50.0

3

25.0

0

.0

1

8.3

1

8.3

1

8.3

小 売 業
祉 数

%

3

100.0

0

.0

0

.0

1

33.3

0

.0

0

.0

0

.0

ユ

33.3

ユ

33.3

金 融 業
社 数

%

45

100.0

0

.0

1

2.2

ユ1

24.4

16

35.6

6

]3.3

2

4.4

5

11.1

4

8.9

生命保険業(含 代

理業・サービス業)

社 数

%

6

100.0

0

.0

0

.0

1

16.7

2

33.3

0

.0

0

.0

2

33.3

1

16.7

損害保険業(含 代

理業・サービス業)

社 数

%

2

・100 .0

O

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

,0

0

.0

1

50.0

ユ

50.0

電 力 ・ガ ス 事 業
社 数

%

5

100.0

0

.0

O

.0

0

.0

0

.0

1

20.0

0

.0

2

40.0

2

40.0

広告 ・調 査 ・情報

提 供サ ー ビス業

社 数

.%

0

.0

O

.0

0

.O

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1撫 処理 サ ー ビス

業 ・ソフ トウェア業

社 数

%1

7

100.0

0

.0

0

.0
`

0

.0

6

85.7

0

.0

0

.0

0

,0

1

14.3



410第7部 コン ピュータ利用状況 およびオンライン化調査集 計表

7-2-14表 電 信 設備 の利用 現 況 と5年 後 の予定 ・

'.

.,

、'

i
、

、1

.

'

業 種

,国 内

1./
1/

国 際1
ハ

現 在 5年 後 現 在
,

5年 後
.

加
入
電 ・
信
網
利
用

専

用

線

利

用

加
入
電 ・
信
網
利
用

φ専

`用

線 .

:利
用

加
入
電
信
網
利'
用

専
ノ'

用/

級
利

用

'

'加

入
電
信
網
利

用.

専 ・

用 ,

線1

利

用

一 次 産 業 計 社 数
1社 平均

16

4.8

13

3.5

1

4.0

0

.0

1

2.0

0

,,、Q

1

4.〇
一 ●・."

0

.0・P

二 次 産 業 計
社 数

1社 平均

344

12.8

74

9.6

209

21.2

51

9.0

181

2.4

19

3.5

96

3.4

11
㎡1

3.0

三 次 産 業 計
社 数

1社 平均

215

14.5

19

5.3

124

21.7

29

14.8

49

3.5

12

23.4

25

6.6

4

110.0

公 務 計
社 数

1社 平均

5

2.4

2

9.5

3

1.6

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

全 産 業 計
社 数
1社 平均

564

11.8

92

6.7

337

21.1

80

11.1

231

2.6

31

11.2

122

4.1

15

31.'6

主

な

業

種

繊 維 工 業
社 数
1社 平均

・38

6.1

22

15.5

13

7.0

7

19.2

10

2.9

0

.0

5

6.0

1

3.0

化 学 工 業
社 数

1社 平均

99

35.3

51

37.6

32

7.8

6

11.0

31

2.6

2

1.0

19

3.2

0

.0

石油製品製造業
社 数

1社 平均

71

7.6

67

3.1

4

7.7

0

.0

1

1.0

0

.0

1

2.0

0

.0

鉄 鋼 業
社 数

1社 平均

28

11.9

10

9.1

8

13.1

2

3.0

7

2.4

5

2.0

3

1.6

0

.0

電気機械器具製
造業

社 数
1社 平均

50

13.2

19

7.8

23

22.1

8

14.5

22

2.2

8

2.2

9

4.4

6

3.5

輸送用機械器具
製造業

社 数
1社 平均
1

47

6.9

24

13.0

16

7.0

4

6.2

13

4.8

2

16.0

4

6.7

1

1.0

卸 業 ・ 商 社
杜 数
1社 平均

388

1.1

342

.5

33

12.5

2

6.5

23

2.4

4

57.7

12

3.7

3

133.3

小 売 業
社 数

1社 平均

60

4.5

22

1.5

25

8.2

4

9.5

3

5.3

1

1.0

1

1.0

0

.0

金 融 業
社 数

1社 平均

900

2.1

813

.0

46

23.1

6

38.0

7

8.7

1

35.0

4

20.5

1

40.0

生命保険業(含代

理業 ・サー ビス業)

杜 数
1社 平均

6

63.1

1

10.0

2

67.5

1

80.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

損害保険業(含代
理業 サービス業)

社 数
1社 平均

5

9.8

3

1.0

5

81.8

3

1.0

5

2.0

0

.0

5

7.0

0

.0

電力 ・ガス事業
社 数
1社 平均

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

2.0

0

.0

0

.0

0

.0

広告 稠 査 ・情報

提供サー ビス業

社 数
1社平均

0

、0

0

.0

0

.0

1

5.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

性報処理サービス

業 ソフトウニア業

社 数
1社平均

2

2.0

0

.O

1

10.0

2

7.5

0

.0

0

.0

0

.0.

0

.0



411

7・-2-15表 フ ァ クシ ミリの 利用現 況 と5年 後の予 定

・

/

・

業 種

国 内 国 際

現 在 5年 後 5年 後

公
衆
回
線
利
用

専
用
線
利
用

公
衆
回
線
利
用

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

専
用
線
利
用

一 次 産 業 計 社 数

1社 平均

0

.0

0

.0

1

2.0

0

.0

0

、0

0

.0

二 次 産 業 計
社 数

1社 平均

42

4.2

40

4.3

83

7.4

31

10.8

0

.0

4

1.0

三 次 産 業 計
社 数

1社 平均

32

8.3

32

18.0

39

18.4

17

20.1

1

1.0

0

.0

公 務 計
社 数

1社 平均

1

3.0

20

81.5

1

3.0

12

13.9

0

.0

0

.0

全 産 業 計
社 数

1社 平均

75

5.9

92

25.8

124

10.8

60

14.0

1

1.0

、4

1.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
社 数

1社 平均

2

7.0

4

5.7

4

3.0

1

15.0

0

.0

0

.0

化 学 工 業
社 数

1社 平均

10

3.9

7

3.2

14

9.1

5

8.8

0

.0

0

.0

石 油 製 品製 造業
社 数

1社 平均

4

3.7

3

14.3

4

13.0

2

7.5

0

.0

0

.0

鉄 鋼 業
社 数

1社 平均

2

3.5

7

3.1

5

6.0

4

41.2

0

.0

4

1.0

電気機械器具製造
業

社 数

1社 平均

3

1.3

8

4.5

5

3.4

5

2.2

0

.0

0

.0

輸送用機械器具製
造業

社 数

1社 平均

3

4.0

4

4.0

5

5.6

4

7.0

0

.0

0

.0

卸 業 ・ 商 社
社 数

1社 平均

5

9.0

9

2.7

10

11.3

6

3.8

1

1.0

0

.0

小 売 業 社 数

1社 平均

2

1.5

'1

1.0

2

3.0

2

2.0

0

.0

0

.0

金 融 業
社 数

1社 平均

16

11.8

7

19.0

17

26.1

4

8.7

0

.0

0

.0

生命保険業(含 代
理業 ・サー ビス業)

社 数

1社 平均

1

2.0

1

4.0

1

5.0

0

.0

0

.0

0

.O

損害保険業(含 代
理業 ・サー ビス業)

社 数

1社 平均

5

4.6

3

3.0

2

50.0

0

.0

0

.0

0

.O

電 力 ・ガス 事 業
社 数

1社 平均

0

.0

1

57.0

0

.0

1

68.0

0

.0

0

.0

広告 ・調査 ・情報
提供サー ビス業

社 数

1社 平均

0

.O

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

情報 処 理 サ ー ビス

業 ・ソフ トウェア業

社 数

11社平均

1

1.0

0

.0

2

6.5

0

.0

0

、O

0

.0
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コ ン ピュー タ関係 団体 名 簿(設 立年次順)

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈱電子通信学会 東京都港区芝公園 会長 1917年5月 1.出 版

21-1-5 北原 安定 ○電子通信学会誌(月 刊),論 文誌,英

機械振興会館 文 ア ブ ス トラ ク ト,単 行 本 な ど

電434-8211 2.国 際 会議 出席

433-6691 OIEEE関 係の会議など

3.講 演会 の 開催

日本商工会議所 東京都千代田区丸の 会頭 1922年6月 1.地 方 商 工 会議 所 計算 セ ンター26ヵ 所

内3-2-2 永野 重雄 2.全 国商 工 会議 所 の コン ピュー タ導 入促

電283-7710(大 代) 進

3.情 報 処 理 に 関す る コンサ ル タ ン ト業 務

4.EDP導 入指 導,経 営 者,要 員教 育

5.セ ミナ ー 開 催

6.各 種情報処理研究所

㈲ 日本能率 協会 東 京都 港 区芝 公 園3

-1-22 鐘。瞬
1.調 査 ・開 発

oEDPの 効率 的 活用 に 関 す る実態 調

協立ビル 査

電434-6211(大 代) 十時 昌
.

2.EDPに 関 す る各 種 セ ミナ ーの 開催

3.出 版事 業

OEDPリ サー チ ・リポー ト(月 刊)

ほか関係図書

4.ス ライ ド作 成

㈲経済団体連合 東京都千代田区大手 会長 1946年8月 1.行 政改革特別委 員会,産 業技術委員会

会 町1-9-4 土光 敏夫 において,情 報処理関連問題 を随時取上

電279-1411 げ る 。

㈱経営科学振興 東京都渋谷区千駄 ヶ 会長 1946年(財)日 1.経 営科学化に関する基礎的 ・応用的研

財団 谷4-1-13 金子佐一郎 本事務能率 究

生協会館内 研究会 とし 2.経 営の科学化に関する情報資料 の収集

電403-1331 て発足 および公開利用 |

1973年6月 3.経 営の科学化に優れた業績を有する者
`

名称変更新 の表彰

発足 4.経 営の科学化に関する研究の助成

㈲ 日本経営協会 東京都渋谷区千 駄ヶ 会長 1949年6月 1.経 営 全 般 に わ た るセ ミナ ー,講 習会 の

谷4-1-13 金子佐一郎 ㈲ 日本事務 開催

生協会館内 能率 協会 と 2.企 業 内教 育 へ の講 師 の 派遣,あ っせ ん

電403-1331 して発足 3.事 務機械化に関す る展示会の開催

1
1971年12月 4.文 部省認定社会通信教育の実施



414第7部 コンピュータ利用状況およびオンライン化調査集計表

名 称 住 所 代 表 者 設 立
F',㌧

.

事 業 内 容

、ウ

名称変更
・,.

'

5.海 外への視察団の派遣

6.経 営改善のための研究,評 査,診 断

7.労 働保険事務組合設立

㊥ 日本生産性本

部

東京 都 渋 谷区 渋 谷

3-1-1

電409-1111

会長

郡司 浩平

1955年3月

,

1.各 種 経営 教 育事 業(情 報 処理 関 係研 修

・セ ミナ ー)

2.労 使 関 係事 業(労 使 関係 各種 委 員会,

生産 性 教 育)

3.国 際 交 流事 業(電 算 関係 視 察団)

4.情 報 処 理事 業(受 託 演算,シ ステ ム開

発)

5,広 報 視 聴覚 事 業(コ ンピ ュー タ関 係図
'書 ・ス ラ イ ド)

6.・ 経 営 指 導事 業(シ ステ ム ・コンサ ル タ

ン ト受託 ・経 営 コンサ ル タ ン ト養 成)

㈲ 日本 オペ レー

シ ョ ン ズ ・リサ

ー チ学 会

冶

東 京都 文 京 区弥 生

2-4-16

学 会 セ ン ター ビル

電815-3351

会長

森 口 繁一

1957年5月 1.国 際会 議 開 催

○オペ レー シ ョン ズ ・リサ ー チ合 同 国

際 会議

2.出 版

○経営 ‡斗学(隔 月刊),JORSJ

(季 刊)

3.研 究 発表 会 ・講 演 会 の開 催

エ レ ク トロニ ク

ス協 議 会

←

東京 都 港 区新 橋1-

1-13

東電 旧館 内

電591-7161

会長

濱 田 成徳

1

1957年7月 1.エ レ ク トロニ クスの研 究 開 発の ため,

国家 的 立場 か らの 各種対 策 の推 進

2.情 報 化 社 会進 展 に必 要 な る情報伝 達 処

理 技 術開 発 の総 合対 策 の推 進

00TCAと 共 催の コン ピュー タセ ミ

ナ ー 開 催

o医 療 情 報処 理 機器 の 開発,な らびに

安 全 対 策 の推 進 な ど

3.発 展途 上 国 のエ レク トロニ クス開 発 を

推 進 す る ため のア ジア ・エ レ ク トロニ ク

ス会 議 の開 催 な らび にア ジア ・エ レ ク ト

ロニ クス連 盟

活 動 の推 進

4.各 種研 究 会 活動

5.出 版 活動

OElectronicsinJapan(英 文 年刊)

○エ レ ク トロニ クス ・ニ ュー ス(和 文

隔 月)な ど

㈲ 日本電子工業

振興協会

東京都港 区芝公園

3-5-8

会長

吉 山 博吉

エ958年4月 1.調 査

○情報処理装置システムの新技術開発
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名 称

㈲情報処理学会

日本電子計算機

㈱

(社)行政情報 シス

テム研究所

(剛機械振興協会

住 所

機 械 振興 会館

電434-8211

東 京都 港 区芝 公 園

3-5-8

機械 振 興 会館 内

電434-8211

東京 都千 代 田区丸 の

内3-4-1

電216-3681

東京 都港 区 西新 橋

2-15-17

レイ ンボー ビル内

電580-6367

東 京都 港 区芝 公 園

3-5-8

機械 振 興 会館 内

電434-8211

代 表 者

会長

北 川 敏 男

社長

中島 征帆

会長

山ロ ー夫

理事長

大田 宗利

会長
土光 敏夫

設 立

1960年4月

1961年8月

1964年2月

㈲行政事務

機械化研究

協会 として

発足

1970年7月

名称変更

1964年8月

事 業 内 容

2.・

3.

4.

調査 など

海外調査 団派遣

講演会の開催

出版

○電子工業月報(月 刊),日 本の電子

計算機,各 種調査報告書など

1。 研 究,調 査

○設 計 自動 化,デ ー タ ・ベ ー ス,マ ン

マ シン ・シス テム,医 療情 報 処理,

計算 機 アー キ テ クチ ャ,シ ステ ム評

価,コ ン ピュー タ ・ア ー キテ クチ ャ

ー ,コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク,

画 像 処 理,記 号 処理 な どの 研 究

OJIS原 案 作 成

2.国 際活 動

OIFIP,ISOな ど国際 会議 へ の

出席

3.出 版

○情 報 処 理(月 刊),英 文(年 刊)

○電子 計 算機 ユ ー ザー 調査 年 報 な ど

1.電 子 計 算機 レ ン タル業務

2.調 査,出 版

○国産 電子 計 算 機 ニュ ー ス(1回/1

カ 月)

㍉ ○全国 計算 セ ン ター お よ び ソフ トウェ

ア開 発企 業 便 覧(年 刊)

○調 査 季報,コ ンピュ ー タ ・ノー ト,

コ ン ピュー タダ イナ ミッ クレ ポー ト

1.

2.

3.

4.

研究,調 査

○行政におけ るデー タベースに関する

調査 など

海 外視察 団派遣

○海外行政ADP視 察団(年1回)

セ ミナー開催

OADPS研 修会(年3回)

出版

○行政 とADP(月 刊)

1.機 械工業の構造 ・企業経営の分析など

の調査研究、内外機械工業の動向調査 な

ど

2.機 械工業の経営経済に関する専門図書



416第7部 コンピュータ利用状 況およびオ ンライン化調査集計表

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容;

'i

閲 覧 サ ー ビ スi
♪

: 3.機 械工業技術に関する調査研究1

4:受 託加工お よび受託試験業務

5・ 新機械普及促進事業および システム開

発事業
6.生 産管理技術に関す る調査研究

7.そ の他機械工業振興のための事業

㈹ 中小企業振興 東京都港区赤坂 理事長 1967年8月

1

1.中 小企業の経営者 ・管理者の啓蒙指導

事業団 1-9-13 佐 久、 洋 事業

電584-0351 2.中 小企業の電算機導入に対する助成

3.情 報処理 ・指導担当者の養成

4.小 規模事業者に対す る記帳指導の機械

㈲ 日本情報処理 東京都港区芝公園 副会長
zこもつ

1967年12月 1.情 報処理 および情報処理産業に関する

開 発 セ ン ター 3-5-8 斎藤 有 調査

機械振興会館内 2.情 報 処 理 方式 お よび ソ フ トウェ アの研

電434-8211
究開発

3、 情報処理の標準化

4.情 報処理に関す る普及広報

5.情 報処 理 に 関す る コンサ ル テー シ ョン

6.情 報処理および情報処理産業発展に必

要な事項 に関する建議

EDPユ ーザ ー 東京都港区芝西久保 会長 1968年8月 1.意 見書,要 望 書 の提 出

団体連合会 桜 川町2第17森 ビ ル 柳井 朗 人 ○ 「機械化会計法人の帳簿要件 等の改

東芝㈱ 内 (1975年10 正」に関す る関係機関に対 して

電218-3205 月現在) 2.各 種JIS原 案 作 成 へ の協 力

(1974年6月 現在) 3.各 種 ア ン ケー ト調 査 の 実施

㈹ 日本情報開発 東京都千代田区霞が 会長 1968年9月 1.調 査 研 究

協 会 関3-2-5 植村甲午郎 日本経営情 ○オンライン利用推進に関す る調査

霞が関 ビル 報開発協会 ○システム開発に関す る調査研究

電581-6401 として設立 OTPBSに 関する調査研 究

1973年5月 OPOSに 関す る調査研究

名称変更 oマ イ ク ロプ ロセ ッサ に関 す る調査 研

究

○情報 化関連市場予測

2.海 外調 査 団 派遣

○欧米情報化特別調査 団

3.情 報 化国 際 シン ポ ジウム 開 催

4.研 究奨励金の交付

5.セ ミナー の 開催

O長 期 講 座,シ ン ポ ジウム な ど

6.出 版
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名 称 住 所 代 表 者
≡w-』
百又 ⊥ 事 業 内 容

○ コン ピュ ー タ 白書(年 刊)な ど

㈲情報処理研修 東京都港区浜松町 理事長 1970年3月 1.上 級 情 報処 理 技 術 者(シ ス テム ・エ ン

セ'ン タ ー 2-4-1 山内 二郎
'ジ ニ ア お よび シ ニ ア ・プ ロ グ ラ マ ー)

,

世界貿易センターピ 情報処理部門の管理者および情報処理関

ル 連教育者等の研修

電435-6511 2.IIASA(国 際 応用 シス テム 研究 機

関一世 界13か 国参加 の国際 シンクタンク

に参加す る日本代表機 関として,IIA

SA日 本委員会の設置

㈲ ソフ トウ ェア 東京都港区芝公園 代表理事 1970年5月 1.ソ フ トウ ェ ア業 界 に関 す る問 題 の検 討,

産業振興協会 3-5-8 服部 正 研究,対 策

機械振興会館内 2.ソ フ トウ ェ ア市場 の調 査

電436-3938 ○ソフ トウェア需要構造調査 の実施

○ソ フ トウ ェア の価 値,流 通

o技 術研究組合に関す る事項

㈲地方 自治情報 東京都千代田区一番 理事長 1970年5月 1,地 方公共団体の情報 システムの研究開

セ ン ター 町25 10月 ユ5日付 発,技 術的援助,教 育研修 ・普及啓発等

電264-0691～5 で退任 2.出 版 物
F

○地 方 自治 コン ピュー タ(月 刊)な ど

⑰関西情報 セン 大阪市北区玉江町 会長 1970年6月 1,各 種 ソフ トウ ェア の開 発 と普 及

タ ー 2-2大 阪国 際 貿 芦原 義重 2.コ ン ピュ ー タ要 員 の教 育

易 セ ン ター ビル 3.調 査,研 究,開 発

電448-6631 4.要 望,意 見書 の提 出

㈲ 日本情報セン 東京都千代田区霞が 会長 1970年7月 1.情 報 処 理 サー ビス業 界に関 す る問 題 の

ター協 会 関3-2-5 大野 達 男 対策の検討,研 究

霞 が関 ビル 2.意 見書,要 望 書 の提 出

電580-1075 3.調 査i(需 要 構 造,将 来 ビ ジ ョン等)

4.海 外調 査 団 の派 遣(米 国情 報 セ ン ター

視察団)

5.出 版(会 報JIPCA)

情報処理振興事 東京都港区浜松町 理事長 1970年10月 1.先 進 的,汎 用 的 プ ロ グ ラムの 委託 開 発

業協会 2-4-1 北野 重雄 2.先 進 的,汎 用 的 プ ロ グ ラムの 販売 及 び

世 界貿 易 セ ン ター ピ 貸付け

ル33階 3.プ ログラム開発等資金借入れに対す る

電437-2301 信用保証

' 4.情 報処理に関す る調査

5.プ ログラム調査簿作成のための調査

㈱ ジェ ーエ ム エ
ー システ ム ズ 東京都港区芝公園 代表取締役 1971年11月 1.シ ス テ ム ズ ・コ ン サ ル テ ー シ ョ ン



418第7部 コンピュー タ利用状況およびオンライン化調査集計表

名 称 住 所 代 表 者 設 立事 事 業 内 容

3-1-22 三上 辰喜 ㈹ 日本能率 2.ソ フ トウェア 開 発

協立ピル 協 会 コ ン ビ 3.シ ス テム効 率 化 コンサ ル テー シ ョ ン

電434-6211 ユー タ事 業 4.ソ フ トウェ ア販 売

' 部が分離独 5.マ シ ン サ ー ビ ス

立

日本 コン ビュー 東京都千代田区霞が 会長 1972年12月 1.コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー テ ィ リテ ィの 推 進

タ ・ユ ー テ ィ リ 関3-2-5 藤井 丙午 ・啓蒙 活動

ティ協会 霞が関 ピル30階私書 2.海 外商用TSS実 態調査団派遣(年1

箱125号 回)

電509-5525 (デー タ通信利用経験者から見た実態調

査)

㈲ 日本デー タ通 東京都港区麻布 台 理事長 1973年12月 1.デ ー タ通 信 に関 す る調 査,研 究 お よび

信協会 1-6-19 溝呂木 繁 開発

電586-1621 2.デ ー タ通 信 に 関す る意 見 の提 言

3.教 育 お よ び研修

o工 事担任者育成のための通信教育

○工事担任者資格試験 の受託

Oセ ミナー,講 演 会 の開 催,等

4.デ ー タ通信 回線利 用 に 関す る コ ンサル

タ ン ト

5.自 営端末機器の認定

6.資 料 その他情報の収集および提供



情 報化 社会を支える

躍進する企業
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常 に新 しいコミュニケーシ ョンの場 を提 供 しま充

《高千穂バ ロース》は

今や各方面のユーザーから信頼きれ,

もちろん

未来指向と
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全国80ヵ所の拠点から
『Cf正 路

ハ7
小 型 ・中型 コ ンピュー ター

続々と提供してまいりま尤
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劃 獣 道バロース
各種コンビュー外 及び周辺端末機器/多 相類の菓務別ソフトウエア

本 社/東 京都 千代田区麹町1の7〈 〒102>03(263)321|大 阪/大 阪市北区小松原町27・ 富国生命 ビル〈〒530>06(313)3381

支 店/北 海 道・東北 ・新潟・中央・金融 ・公共企業 ・関東・新宿 ・横浜 ・名古屋・四国・広 島・九州 サー ビス・ステ ーション/全 国80カ 所 ●資料 の ご請求 は、本社 ・宣伝腺にお申込み ください。
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DECは1957年 に ミニ コン ピュー タ を発表 し

て以来 、 ゴ ンピ ュー タ、 周辺機 器 を始 め と し、

全 ての設計 、生産 、 販売 、サー ビ スを一貫 し

て行 な い、ユ ニー クな製 品 を提 供 して い ます。

特 に ミニ コ ンピュー タの 中で は多大 な評 価 を

得 てい るPDP11フ ァ ミリー をは じめPDP8

シ リー ズ、 さ らにはTSS分 野で 威 力を発揮

して い る大 型 シス テムDECsystem-10と 技 術

力の経験 と優秀性 は信 頼 とい う大 きな財産 を

築 き ま した。

約2万 人のDEC社 員 は、工業 、医 学関係 、

科 学研 究所、 化学 関係 、 商業 、金融 関係 な ど

世 界で最 も多 くの ミニ コ ンシ ステムを稼動 さ

せ 、 その製 品の良 さ と信 頼 を直結 して い ます。

DEC日 本支 社 も本社 の もつ テ ク ノロジー を

駆使 し、ユ ーザー のニ ーズ を適 格 に把握 し、

最適 の システム づ くりとサー ビスを行 ってお

ります。 ミニ コンの システ ムづ くりにはDE

Cの リソー ス を利 用 し、 問題 の解決 にお役 立

て下 さい。



ミニコ吻 システムをご検討ならば

DECに 相談するのが一番で土

●LSI-11 ●P⑳ 一11/05●Pφ 一11/40● 各種周辺機器

●P今 一11/03●P⑩ 一11/10● 麟)-11/45

●Pφ 一11/04●Pφ 一11/35●P⑳ 一11/70

適用分野

●プロセス制御

●工作機械のNC

●製造機械 ・ライン制御

●自動テス ト検査

●テ レメ トリー

●データの収集と記録

●研究実験の制御と分析

●医療テス トの分析と解釈

●交通制御

●航海のコン トロール

●メッセージ ・スイッチ ング

● 大 型 機 の 通 信 制 御 機 器

● 通 信 ラ イ ンの コ ンセ ン トレー タ ー

● プ ログ ラ ム可 能 な 通 信 端 末 機

● 大 型 機 の 周 辺 機 器 の 制 御 部

● デ ー タ エ ン トリー ・マ ル チ ス テ ー シ ョ ンの 制 御

● デ ス プ レイの 制 御

●CAD(ComputerAidedDesign)

● タ イ プ セ ッテ ィ ング と写 植 の 自動 化

●CAI(ComputerAssistedlnstruction)

● 科 学 技 術 計 算

● 事 務 デ ー タ 処 理 一 在庫 管 理 給 与 計 算 販 売 分 析 等

●TSS(Time-SharingService)

=目o目oo目 達 欝 駕



最新の概念TO>《 で構成する

パラレクいマレチヲ㌔セシングで克
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巖論㌘ 前編350

数千台のターミカ レを同時 にコントロ→ レしながら、

1時間に36万 件 もの異種取 引データを処理する

NCRの 超大型コンビ=づSe、 センチュリー350。

システム・メモリー、マルチ・システム・メモリーを介 して

最高9台 のプロセサーが有機 的に結びついた

パ ラ切レ・てッレチ・プロセシング㌔システムで尤

画期的なオペレーティンが システムTOXの サポートで

複数の ジョブを同時処理 するとともに、

同一のジョブを分担 して並行処理 する

並列多重処理 を行ないま土

しかも、完壁 なノー・ダ ウン・システム。

信頼 性と融通性 を備 えて 完全無欠のシステムを提 供いたしま尤

口回回
(OtT)putef/Gterminalノ

日本 エヌ・シー'ア「ル 株 式 会 社

コンヒ7a－ター/周 辺端末機器/デ ータ・センター/電 子 レジスター/電 子会計機/COMシ ステム

ポーラスラバ ー製品/ビ ジネスフォーム/マ イクロカプヒル製品

お問い合わせば 日本NCR本 社広告課まで・・

東京・港区赤坂1-2-2㊦107ft582-6川



水や電気のムダをなくそう、と崎 わけで尤

コンピューター に頑 張 づτもらわないと。

6:◎◎
機 て 過 当

㌶1難
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纏 も
凍 た に

よりよい人間社 会を目指 して、

私達は、

新しい可能性を求め続けま「鬼
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㊤■田呂ロー ⊂三工 囲=コ
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始 か 何 社

離 別
2ξ躍

1霧
呈露
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ビルが だん だん大きくなる・・b

例 えば 新宿 副都心 に林立する超高 層ビルのように、ヒつレは

今 後も巨大化の傾向にありま尤それに伴い空調を始めとする

複雑 化したヒツレ管理をいかに効率よく行うか という問題を

解決 ば いかなければなりません。
(注)日本アイ

・ヒL・エム大阪ヒツレではコンピューターで ヒウレを管理

し、使用するエネルギーの節約化 を目指 しτいます』

小 型 の コンピューターが活 躍 。

小 型コンピューターとオペレーターコンソールが当ヒツレの

主役 合 左の写真 はオペレーターコンソールに組みこま

れているカラーガ スプレイからとったもの。コンピューター

を通 して管理されるヒツレのある－Bとお考えください。左に

あげた以外にもトイレの水洗弁 間隔制御による節水 、各

機 器のメンテナンス管理なども行っていま℃

16コ5
下 機 に ビ

騎 縫
方 電 ま 日か

力 尤 の

超 え驚
ト 優 な 重
し 先 時 方

響ぷ
今Pを ふ

難
節 を う カ:

麟 詩

日本アイ・ピー・エムは、これか

らも私達が抱えている問題を

解決するため、コンビs－ター

の新 しい活用分野を広げて

まいりま尤

(注):コ ン ピュ一夕ー オリエンティッ

ドビルデンングコントロール システ

ム 、COBCSと 呼 んで います。

鵬wピ ー・工鹸 試金社



明 日の ソフトウェア を拓 く

ダイナ ミック・システム

情報処理 に

関する市 場調査,

システム分析

システム設計

プ ログ ラムの

製造

先進的

技術開発
「荘

CHNOLρGYコ

・ORIENTE口:

パ ッケ ージ

の販 売

ハー ドウエア等

の販 売

各種入 出力データ

作 成のサー ビス

情報処理 中心の

コ ンサルテー

ソヨノ

か っ て 、"か ら く り""仕 掛 け"と い わ れ た 機 械 は 、 人 間 の 知 恵 に

よ っ て 、 その 大 き な 進 歩 をみ ま した 。 その 多 くは 、 歯 車 の よ うな 動

力 を 伝 え る部 品 の 組 合 わ せ で あ り、 一 定 の 運 動 に よ っ て、 大 きな 力

を発 揮 し ます 。

日本 タ イ ム シ ェ ア も ま た 、 その 中 核 を な す 歯 車 と8個 の 歯 車 で 構 成

さ れ て い ます 。

い ま、 日本 タ イ ム シ ェ ア は 、 この.機 械 の よ う に、 コ ン ピ ュ ー タ の 有

効 利 用 に 向 か っ て 、 め ざ ま しい 活 躍 を続 け て い ま す 。

日本 タ イ ム シ ェ ア は 、 ま さ に ユ ー ザ の ニ ー ズ を的 確 に と ら え る"技

術 とサ ー ビ ス"の オ[ル ・ラ ウ ン ド ・プ レヤ ー で す 。

情 報化社 会を建設す る

日本ヨ冠ム三口77株主会社
本 社 東 京 都 港 区 芝 西 久 保 桜 川 町2第17森 ビル10F〒105TEL502-8531(代)

渋 谷 事 業 所 東 京 都 目黒 区 東 山3-7-11大 橋 会 館 〒153TEL711-7111(代)

高 輪 事 業 所 東 京 都 港 区 高 輪2・20-36高 輪 光 和 ビル 〒108TEL443-5361(代)

高輪 第 二 事業 所 東 京 都 港 区 高 輪2・20・30桧 山 第2ビ ル 〒108TEL441-5251(代)



ニーズを追って増える製品ラインナップ ミニコンへのすべてのニーズをカバーするこ

とは不可能です。しかしそれにできる限り近

づくことはできます。日本ミニコンの歴史は

その歴史でした。システムのコンポーネント

として開発し定着したNOVAシ リーズ(4機

種、個々の利用に応じられるミニコンを使っ

た様々なサブシステム。そして新世代の汎用

コンピュータとして、これまで大型機の占有物

であったオンラインなどのネットワークシス

テムを実現できるECLIPSEシ リーズ(3機

穂㌔いまここに揃ったミニコンとシステムは、

そうした現代のニーズの多くを充たしている

ものです。しかしこれでももちろんまだ充分

ではありません。そうした高級化というミニ

コンの成長だけが、ニーズに応える道ではな

いからです。ちょうどそれが宇宙への探索の

ようなものなら、一方で海洋への発展も必要

だからです。日本ミニコンはこうした巨視的

な姿勢で、ニーズに応えた製品を1つ1つ増や

しています。業界随一の強力で多彩な製品群

は、あなたのニーズにヒットするためにある

のです。

■
日東≡=コ ンピュピロ

孝社 賓京 都 渋谷 区 神宮 前6司2一 ⑳ 〒]5〔}TeKO3)4Cfi-"51C代1

エ ●=a王 県行 田mtt田2155〒361rt((ns5)y-7161{代)

× 圧實 宮 所 大 阪市]L区 木 暗町41C近iエ ビ ル)〒530Te(06)314_1360

名古 田官 田 所 名 古屋 市 中区MX4-2〔 大 莫 ピル 斤460rel〔052)93トcaSS



"創 造 す る"と い うこ とは 簡 単 な こと

では あ りません 。幅 広 い知 識 と経 験 、

豊 か な想 像 力 に裏 づ け られ た確 か な

創 造 力が あって 、は じめて で きること

てす 。コ ン ピュー タ もそれ だ けで は 単

なる"モ ノ"で しかあ りません 。ユニパ ッ

クの仕 事 は生 きた システムを創 ること。

つね にユーザ ーの ニー ズ を先 取 りした 、

新 しいシステム を つ ぎつ ぎと開 発 して

きた ユ ニパ ックは 、基 礎 分 野 か ら応 用

分 野 にわ た る確 か な開 発 力 、サ ー ビ

スカ を 結 集 、これ か ら も問題 解 決 の

た め 、トー タル な コ ン ピュー タ ・シ ス

テ ム の 創 造 を続 けて い き ます 。

コンピュータで世界をひらく

日周覧コ.='Svo
東京 都港 区赤坂2-17-51㊦107ftO3(585)4111



我 相

社

の 瓦

全 製 品

お蔭様 で

ユ ーザ ー各位

條 頼
で こ

す そ

を持 ってお薦 め

で きます

用を頂 いて居ります

OCR・OMRイ ン プ ッ トカ ー ド さ ん 孔 テ ー プ

デ ザ イ ン フ ォ ー ム ア ウ トプ ッ トフ ォ ー ム用紙全 般

デ ー タ通信 ・テ レタ イプ通 信用 紙 ラ ジオ ゾンデ記録 紙

アコ■良㌔・ピ…煤 文コォ■ム(株)

本 社

横 浜営 業所

名古屋営業所

大 阪 本 社

製 造 工 場

東京都中央区 日本橋茅場町3丁 目9番 地

横 浜 市 中 区不 老 町3丁 目13番18号

名古 屋 市 中区 丸 の内2丁 目9番16号

大 阪市 城東 区今 福西4丁 目4番15号

日 本 記 録 紙 株
埼玉 県草加 市瀬 崎 町1347番 地5

骨(667)7271

m(662)2986

魯(231)5351

舎(939)4891

式 会 社
DO489(24)3351



lSETO酬 臨煤鵬・一

理 想の
s

フォーム創 りを

めざ して…
イ セ トは 、 フ ォ ーム 印 刷 の ス ペ シ ャ リス トと

して 創 造 力 を駆 使 し、経 営 合 理 化 の お 手伝 い

を いた し て お り ま す。

適 切 な フ ォ ーム デザ イ ン 、合 理 的 な フ ォ ー ム

シ ス テ ム 、高 精 度 の 印 刷 …… すべ ての 条 件 を

そ な え たイ セ トの ビ ジ ネ ス フ ォー ム は 、 コ ン

ピ ュー タの 能 力 を フ ル に発 揮 させ ます 。

鞭
伊 勢 藤 紙 工 株 式 会 社 本 社 大阪市東区北久宝寺MJ2-・・刊1・(・6)261-7・31

京 都 店e(075)361-0291札 幌支店e(Oll)831-2016仙 台営業所P(0222)62-1751富 山営婁所e(0764}32-4265

東 京 支 店e(03)294-1651横 浜支店e(045)662-8771水 戸営業所e(0292)26-1830岡 山営業所n(0862)n-1894

福 岡 支 店P〔092)761-2861広 島支店e(0822)92-7055君 津営業所e(04395)2-0844大 分営婁所 管(0975}58-9532

名古屋支店e〔052)nl-1240神 戸支店 臼(078}321-6336国 立営業所 曾(0425)75-OISS

ネツトワ

メリッ トは

無限です

クの

●オ ンラ イ ン ・サ ⊥ ビ ス

●TSS・ サ ー ビス

●フ ァ シ リテ ィ ・マネ ジ メ ン ト

サ ー ビ ス

●コ ンサ ル テ ー シ ョ ン

●ソ フ トウ エ ア 開 発

●各種 計 算 受 託

難
株式会社イ=J-=」 口
本 社 富 山 市 桜 橋 通 り1-18(住 友 生命 ビル)TEL(0764)-32-5511

東 京本 社 東 京都 港 区芝 西久 保 明舟 町12-1(和 孝 第10ビ ル)TEL(03)-501-3167

セ ンタ ー 東京(芝 浦 ・赤 坂)・ 大 阪 ・名 古屋 ・仙 台 ・富 山 ・行 政 事務 ・高 岡 ・新 潟 ・札 幌 ・金 沢 ・九 州
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デスキル ・システムの実現

特 定の素質 の人 、特 別な 訓練 を受 けた

人 しか使 えな いオフ ィ スコン ピュー タ

で は良い 事務 システ ム は出来 ません 。

ビ ジコ∠s2SOOは 次の 点 をポイ ン トに、

「テ スキル 」(De-Skill)シ ステム を完 成

しま した 。

1)コ ー ドレス ・シス テム

2)漢 字オペ レー シ ョン

3)パ ンチ ャレス ・シ ステム

4)ワ ンク ッチ ・オ ペ レー ション

5)コ ス トパ ーフォ ー マン スの向 上

β

z
、

∫
∂

A
イ
7㌔
ノ)

7"

ビジ コム・シ リー ズに新機種 登場!

竃 蕊 遼 二 ㌫ 杉並区久,、、、1.7.41e、。3、,34.1111(大代,〔=鍋 」 自 適
情 報 シ ス テ ム 営 業 部 〒103東 京 都 中 央 区 日本 橋2-1-3(朝 日生 命 館)fi(03)272-0461(大 代)支 社 ・営 業 所 大 阪(06)252-1081・ 名 古 屋(052)211-5721

札 幌(011)241-5091・ 仙 台(0222)25-7541・ 横 浜(045)312-4452・ 長 野(0262)27-5721・ 静 岡(0542)86-5216・ 新 潟(0252)41-0933・ 金 沢(0762)62-2241

京 都(075)211-4571・ 神 戸(078)331-9877・ 岡 山((B62)31-4278・ 広 島((B22)47-9324・ 高 松((お78)61-2801福 岡(092)771-4601
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無 限 のア プ リケ ー シ ョンを誇 ります 。

ミニ コンで で きるすべてのアプ リケー ションはもちろん 、

従 来 中形機 の能 力とされていた分 野 までアプ リケーション

をひろげま した。た とえば集 配 信 システム+事 務処 理 、

製 造 ライ ン制 御+事 務処 理 、計測 デ ー タ収集+計 算

処 理+デ ー タ伝送 … な どマル チ ジ ョブ 機 能 を じゅ う

ぶ ん 発揮 し ます。OKITAC-SYSTEM50は 、業種 を

選 ば な い スー パ ー ミニ コ ン。 デー タ通信 を志 向 した

昭 和50年 代 の 高性 能 システムで す。"な んで もや る機"

… い ま貴社 で これ を見 逃 す手 は あ りません 。

一

つ 」
● ● ●

、

[===★ スーパー・ミニコン登場 支 二二コ

●中形機なみの機能 を備えま した。

オンライン、マルチ プログラミング 機能、

高水準言語、高速演算処理機能、大容量記憶

装置などを備え、いま中形機 に肉迫。

アプリヶーションオリエンテッドの開発思想

● シ ステ ム を支 え る強 力な ソ フ トウ ェ ア。

・多 目的OS(DOS)…

・専 用OS(MOS)… マル チ タ ス ク機 能

・FORTRANJIS7000レ ベ ル 十白

・COBOL・RPG

・BPL(BUSINESSPROGRAMMINGLANGUAGE)

・会話 形FORTRAN・CAS

が生んだ高性能 システムです。

●シリーズとしてモデル20と モデル40を 用意

しま した。

●理想的なコストパフォーマンス、優れた信頼性、

行きとといたサポート体制でご奉仕いたします、

● ソフトを生かす高性能ハー ドウェア。

7つ のマルチジ ョブ機能 ・最大256KWの メモリ拡張機能

石元正正活 二 ㌫5

・バ イ ト処 理 、10進 演算 機 能

・高速 浮 動 小数 点 演 算機 能 …64ピ ッ ト

・高度 な メ モ リプ ロテ ク ト機 能 … キ ー方 式

・万能 通 信制 御 装 置

・大容 量 フ ァイ ル …64MB
、32MB

●お 問 合せ は一 電 子 計算 機 営 業 部tt(03)454-2111(代)ま で

豊かな情報化社会をひらく

`1__
一 一

〈〉 沖電 気工婁株 式会社



月予算わずか15万円で

オ7iスコンピュータの導入OK!

人手も経費も省けま土
コンピュータ は高 い ものだ とい う常 識 を破 った省 経費 タイプのオ フィスコン ピュータ。

カ シオ リー スな らご予 算 らくらくの月 額 約15万 円。 しか もその働 きはバ ツグ ン、伝 票

発 行処 理 か ら経 営 管 理 資 料 までを導 入 した その 日か ら電卓 なみの 操 作 で こなします。

日p-'.

,.∫ミ

『『 』
」《 ＼

3万台の納入実績か ら生 まれた

オフィスコンピュータ

ず

繕

昭 和36年 に世 界初 のビ リングマ シンを開発 して

以来 、カ シオはた えず事 務 処 理 の省 力化 を通 じ

てオフ ィス環 境 の改 善 に奉仕 して まい りま した。

以後IDPシ ステムマ シン、電子 作 表計 算 機 、

超小 型 電子計 算機 、各種 専 用計 算 機 をつぎつぎと

開発 し、すで に30,000台 にの ぼ る納 入 実績 は

カシオの真価 を実証 するものと自負 しております。

そ しで いま、新 世 代のビジネスに対 応で きる実 用

鴎

7■●7「 Σ=-8000
標準構成:デ ータ記憶宕tl交 換可能なフロッピーディスク方式14,000ワード

プログラム方式1データ記憶と完全に分目Lたス}アーF方式|,024ステップ

性 の 高 いオ フィスコンピュータ《カ シ オΣ 一8000

シ リー ズ》の 開発 に成功 しま した。新 しいビ ジ

ネス環 境"ク リー ンオ フィス創 造"の 旗 手 として

威 力を発 揮いた します。

豊 富 な オ プ シ ョ ン

●高 速 プ リン ター ●磁 気 ドラ ム ● イ ンサ

ー ター ● 高 速 リー ダ ー ● プ ログ ラム ス ト

レー ジ ●磁 気 コア ●補 助 リーダ ー ● 補 助

パ ンチ ャー ●ペ ー パー フィーダ ー ● フォー

ムステー ション

九品 「計算 機 樵 式会社
第二営業部(システムマシン担 当部)

〒t60東 京都 新宿 区西新宿2-6(新 宿住友 ビル)fi(03)347-4911㈹



ニクス相 レフ・コンピュータは世界で

42,000台 も使 われています。

ニクス ドルフの製品体系は、DDP処 理 を

原点として拡張DDPS、 さらに複合シス

テムへと最適 な構成機種 を組み合わせる

ことにより、ニクス ドルフ家族 を構成する

ファミリーシリーズです。

共通コンセプ トにすべて立脚 しています

から、システムを拡張 したり、変更 したり

する場合 にも、必要なモジュールを追加

したり、取 り換 えるだけで、機種を変え

なくてもお望みのシステムを完成すること

ができます。また、そのために故障がなく

安定性 が抜群です。

《好 評 の ニ ク ス ドル フ ・ フ ァ ミ リ ー シ リ ー ズ 》

● ニ ク ス ドル フ820/8シ リ ー ズ 〈18・28・38・148・158>

● ニ ク ス ドル フ ・イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・タ ー ミ ナ ル720

●ニ ク ス ドル フ ・イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・タ ー ミ ナ ル840

● ニ ク ス ドル フ ・イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・コ ン セ ン ト レ ー タ

820/50シ リ ー ズ 〈51・52・53・54>

● ニ ク ス ドル フ ・イ ン テ リ ジ ェ ン ト・デ ー タ ・ス テ ー シ ョ ン820/55

{砿 口亘㌧T －

COMPUTER

NIXDORFCOMPUTER820/158

@ 兼松
兼 松 ニ ク ス ドル フ ・コ ン ピュ ー タ 株 式 会 社

本 社 東京都品川区西五反田1丁 目31番地(日 生 五反田 ビル)
eo3(4)1351代 資料のご請求は本社広報課まで

大 阪 支 店 ⑰06(2)571代

名古屋支店eO52(5)421代 札幌営業所nOll(241)0973

仙台営業所 ⑰0222()057岡 山営業所eO862〔32)5282

広島営業所eO822()881代 浜松営業所eO534(54)3321

福岡営業所nO92(41)801代 横浜営業所nO45(311)4930



川 瀬 は、つね に

明 日の ビ ジネス フォーム を

〈 見つめ〉 〈 考 え〉

行 動 します 。

。、.∵ 語論講鱗㍗
懲糠輪 編 騨 一

輪 穀 粉o購

Bu'inGtte●tm'
●一 般連 続 フォー ム

●OCR・OMR・MICRフ ォー ム

●連 続 封筒 ・メイ リング シール

●証 券類 フ ォーム

●応 用用 紙 フォー ム

●特 殊連 続 フォー ム

■5■ 〆個 鰍 棚 式含社
本 社 大 阪 市 城 東 区 鴫 野 西2丁 目8番13号

本 社骨(06)961-2591京 都営 業所e(075)223-1228

東 京 支 店a(03)260-8271～5神 戸営 業所舎(078)241-2520

名 古屋 支 店e(052)581-4364～5福 岡営 業所⑰(092)431-0141



●銀 行 オ ン ラ イ ンプ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ メ ン ト●予 約 オ ン ラ イ ン サ ポ ー トシ ス テ ム ● 卜一 夕ル マー ケ デ ィ ン グシ ス テ ム ●損 益

予 算 シ ミュ レー シ ョ ン シ ス テ ム ●営 業 収 支 予算 シ ミュ レ ー シ ョン シ ス テ ム ●汎 用 漢 字 情 報 自動 編 集 シ ステ ム ○漢 字 情 報 処 理 用

オペ レー テ ィ ン グ シ ス テ ム ● 文章 情 報 自動 解析 ● ミニ コ ン 用 汎 用 シ ミュ レ ー タ
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ものを大切にする心で選び使いましよう

《いつまでも安心》のシヤーブです

ノ＼一 ドウェアで

マルチワークを可能にした

超小 型 コンピュー タ

HAYAC-5000SYSTEM
●マル チワー ク・マルチ ビ リング

HAYAC-5000は 、1台 のCPUに 複数の

端末機 を接続 し、異 った仕事を 、同時平行的に処理

する"マルチワーク"の能力を備えてお ります。

通常超 小型・小型 コンピュータによるマルチワークは

ソフトウェアに依存 しており洛 端末機に時間待ちが

起るものですが 、HAYAC-5000は 、これを

ファームウェアで解決していますので 、待時間の生

ずることはあ りません。例えば 、5台 の端末装置で

夫々異 った仕事をすれば、5台 の独立した超小型 コ

ンピュータを使用するのと同じ感覚で使うことがで

きます。

CPUと 端末機は 、最大500メ ー トルまで離して設

置することができます。

●仮 想記 憶

HAYAC-5000に は 、システムディスクが

標準で装備されており、その前半32κ バイ トは仮想

記憶として使用することができ 、比較的大 きなプ ロ

グ ラムを経済的に処理し 、システムに柔軟性を与え

ることができます。

● オンラインシステム

HAYAC-5000で は 、通信制御用のパッケ ー

ジを追加するだけで 、通信回線を利用 して 、本社一

支社 間や営業所一倉庫間などの遠融地相互間のデー

タ通信ができます。また 、そのために必要な ソフ ト

ウェアもすべて準備されており、手軽にオンラインシス

テムをご活用いただけます。

L

本社 東.7.都新宿区市谷八幡町8番 地(丁162)ン ヤープ東京ピル内TELO3(260)1161

大 阪 支 店(06)621-1221名 古 屋 営 業 所(052)451--9022神 戸 営 業 所(078)、332-1831

広 島 営 業 所(08287)5-2337高 松 営 業 所(0878)34-3234福 岡営 業 所(092)441-5959

札 幌,仙 台,長 岡,金 沢,松 本,岡 山
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嚢 新日本空調株式会社

■

本 社 東 京都 中央 区 日本 橋 本 石 町4-2(三 井 第2別 館)(03)279-5671

大 阪(06}344-603i・ 名 古屋(052)231-5S81・ 九州 〔092)28-3|63～4・ 中国(0822)53-7322～9

札幌(OII}22|-3031・ 仙 台(0222)21-7551・ 北陸(0762}65-7598・ 横 浜(045)651-4135～6

岡 山(0862)32-4469・ 高 松(0878)21-1090・ 沖縄(0988)6S-OOI3・

*お 問 合 せ 次 第 、 専 門 技 術 者 が お う か が い し ま す 。
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【業 務 内 容 】
・シ ステ ム ・プ ログ ラム の設 計 ・開発 ・制 作 ・販 売

・コン ピュ ー タ の運 用管 理

・デ ー タ処理

・EDP化 に関 す る調 査 ・分 析 ・コ ンサル テー シ ョン

・EDP教 育

【保 有 コン ピュー タ】
・NEAC2200-3755シ ス テ ム

・NEAC2200-2502シ ス テ ム

・NEAC2200-2002シ ス テ ム

・IBM370-1351シ ス テ ム

・IBM370-158(昭 和5|年 導 入 予 定)

この扉は

明日の社会につながっています

5[S明 日の情靴 社会。考。。

住商]ン ピュニリーサーピコ株 式会社
本 社 豊 中市新千 里西町1-2-2(住 友 コンピューター ビル)〒565
ft(06)833-26|0(ダ イヤル イン)

東京支 社 東京都千f畑 区神田錦町3-11-1(住 友商事錦町 ビJレ)〒101
tt(03)296-339|(ダ イヤ ルイ ン)

● 資 本 金/3億 円(授 権 資 本12億 円)● 従 業 員/280名





ツーと言 えばカー。いい奥 さま。リモー ト・コンピューティング・サービスも、しかり。

いいパー トナー。あなたが考 えていらっしゃる以上 に手軽で便 利、経済 的です』

このたび、CRCで は、今 までのリモー ト・バ ッチ・サービスに加 えて、TSSサL-・ ビスも開始 しました。

これにより、会話 型処理、バッチ処理はもちろんのこと、

両 方を組みあわせて行う「会話 型リモート・バッチJという全 く新 しい処理が可能になりました。

このシステムは、計算 時間の長 いジョブ 入出 力の 多いジョブに最 適の方法 として、高く評価 されています』

会 話型処理 、バッチ処理、会 話型 リモー ト・バ ッチ処 理一 この中から、

ジョブの内容にあわせて最適の処理方法 をお選 びいただけるCRCの リモート・コンピューティング・サービス。

バ ックアップ体制 も万 全です』

四[
イ言軒iに万匡える

トータルな情報 処 理サ ービス

t三ンチ ュリ リ雪 一子tン9積 式 全 社

本 社/東 京 都中央 区 日本橋 本町3-2・卜津ビルtrO3-663-6401㈹ 〈CRCnetサ ービス・ビューロー〉東京663-4211大 阪241-4111名 古屋052-582-0951東 海02928-2-2980
「CRCnetサ ービス1に関するお問合せは上記の各サービス・ビューローへどうぞ。
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◆ 住 友 ス リー エ ム 株 式 会 社3Mコ ンピュータ・サ プライ営 業 部 本社一〒158東 京都世田ヶ谷区玉川台2-33-1
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no3(709)8521(ダ イヤルイン)/札 幌 ・仙 台 ・東京 ・横 浜 ・名古屋 ・大 阪 ・高松 ・広 島 ・福 岡 ・沖縄
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創造、そして行動
ク リエ イ トす る喜 び か ら生 れ る。 今の現 状 を

知 るこ とは、新 鮮 な アイデ アを生 み出 します。

我 々の たず さわ る情 報 処理産業 は、 その新 し

い技 術、そ して柔 軟 な知識 を必要 として います。

中央 計算 セ ンター の ク リエ イタ は、現実 を把

握 し、15年 の経 験 とその技 術 は、 あ らゆ る分

野、 産業 に貢献 してお ります。

a;':.:J9#中 央 計 算 セ ニ」ヨ ー
本社/東 京都新 宿区新 宿3-17-5〒160ttO3(356)4821(代)

分 室/神 奈川 県厚木市 温水 大畑1208〒243trO462(22)4211

● 営 業 内 容/事 務 計 算 ・ソ フ トウ ェ ア開 発 ・フ ァ シ リテ ィー マネ ジ メ ン トサ ー ビ ス ・カー ドパ ンチ ング

科 学 技 術 計 算 ・コン サ ル テ ィ ング ・マ シ ン タ イム 販 売 ・タイ ム シ ェ ア リ ン グサ ー ビ ス ・他
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大きなメリットを生む小さな
これからの分散処理に最適な小型コンピュータ〃

ボテ才ー

オン ラインの新設 ・拡張 をお考 えで したら・

とにか く分散処理 システム をご検討 くだ さい。

処理 デー タが どん どん増加 してい るこ とで し

ょう。 もーっ と早 く、正確 なデー タ処理 をお望

みの こ とで しょう。

バ ッチ処 理か らオンライ ンへの切換 えに時間

的 な もの をご希望 で した ら、デー タ発生現場

に高性 能 コンピュー タ を導入 してみ ませ んか。

オンラ インの システム拡張 でした ら、現場サ

イ ドで単独処理可 能な 、セ ンターに負担 をか

けない コンピュー タを設 置してみ ませんか。

理想の分散処理 を、手軽 に ロー コス トに…… ●24.5×47×50cmの 超コンパクト●4～64Kメ モリー内蔵

●豊富な機種 ・専用周辺装置 ●各種 ソフトウエア完備
!1・型 コン ピュー タDATAPOINTフ ァ ミリー ・

システムで した ら、どんな形の分散処理 もま

ったく手軽に、極め てロー コストに実現 します。

豊富な機種 、優れた専 用周辺装置 、独特のOS・

VSテ クニ ックによ り、応用や変化へ の対応力

は抜群。 その上 、パ ラ メー タを入れるだけ で

プロ グラムOK。 しか も、 どんなデー タ発生 ・

確定現 場に も置け る超 コンパ ク ト。 な ど、こ

れか らの新 しい情報 分散処理 を、まった く理

想 的に遂行で きる経 済的小型 システムです。

一
ファミリー ・システム

●詩編 繍 機器
東京/東 京都千代 田区 麹町5の3・ ヤ マ トビル 〈〒102>03(264)6131● 大阪/大 阪市北区 曽根崎 中1の52・ 梅田セ ン1・ラル ビル 〈〒530>06(313)0241

サ ービス ・ステー シ ョン/全 国11ヵ 所 ●資料の ご請求 は、各店 営業部 または東京 ・宣伝 課へ お申込 み下 さい。
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見直 して見よう!EDP室 管理法

情報産 業 も経済成 長 と共に発展 してまいりました。

ここにきて情報 処理 の管理 を、もう一 度 考え直 して

見 る時期 に来 ているので はな いで しょうか。

貴社 のコンピュー タ室の管 理 は、いかがで すか、

マ シンの運行 は完 全です か、ロス問題 は ないで

しょうか。コンピュー タ室の質的 向上 は、高 度な

技術 と知 識 を伴 なわなけれ ば充実 した運営 が出

来 ません。

DPCは 、このようなEDP室 に関 しての あらゆ る

問題 解決 を解 消するプ ロジェクトを、組 んで お

ります。情 報処理 のトー タルサー ビスは おまか せ

下 さい。

。。"u'c.

91c

欝 データープロセスコンサルタント
本社/東 京都港 区芝5-29-19旭 ピル〒108fiO3(455)5211(代)

支店/横 浜 市戸 塚区戸塚 町3964〒244ftO45(861)5175(代)
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コンピュータと共 に発 展する

ワンタイム・カーボンは,本 邦随一 の専門メー

カートーシン・ワンタイム・ロールを御用命 下 さい。

6インチ～19%インチまで%イ ンチ刻みの左右耳つ

きが常時揃 っていますので迅速 にお届け致 しま尤

東伸紙工株式会社
代 表 取 締 役 久 保 田 平 八 郎

静 岡県 富士市 原 田359-1〒417ftO545(51)1775(代)
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「い い 井 だ ね え
..eJ

「世 辞 を言 うわ け じゃね えが
、

このへ んの店 へ行 って も

んないい井 は使 っちゃあ

いね えだろ うな。 どうだ

い、 ものは器 で食 わ

せ る っ て ね え。

ビジ ネ ス フ ォー ム は情 報 の 「器 」で す
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フォーム ウェア(フ ォームの活用技術)を 推進 す る

トツパン ・ム ーア

ビジネスフォー ム は情 報 を盛 る「器 」。せ っか く

料 理 した情 報 を活 かす も殺 す も「器」次 第 です。

今 では、この 「器」は、各 種 管 理 、通 知 、計 算 、統

計 ・分 析 業務 等 、数 多くの業 務 に使 われています。

しか し、これ らの ひ とつひ とつ には、システ ム を

効 率 的 に運 営 す るために、す ぐれ た設 計 が な さ

㊦N Iz.

膓'、lll

'中身が うまいに こ したこ

たあね えが 、いれもの

が よければ、 もっ とう

ま く食 えるって こ と

慈

黙 黙

よ 。」

落語 「時 そ ば」よ り

れていなければな りませ ん。つ まり、それだけ 「器 」

一 ビジネスフォームの良 し悪 しを見分 けるには
、

慎 重 を期 さな くてはな らないわけです。

ビジネスフォームの専 門 メー カー トッパ ン・ム

ーアでは
、あ らゆ る業 務 の合 理 化 に、各種 ビジネ

スフォー ムの企 画 ・設 計 ・製 造 か ら、そ の機 械処

理 、ファ イ リ ング に至 る まで 、トー タル システム

でサー ビスいた してお ワます。

ビジ ネ ス フ ォ ー ムの トップ メ ー カー

トッ パ ⑱
本 社:東 京都 千 代 田区 神 田駿 河 台1-6主 婦 の友 ピルTEL.(03)295-2411

FDC(未 来 開 発 セ ンター):東 京 都新 宿 区 西新 宿2-6-1新 宿 住 友 ビル45階TEL、(03)344-1611



使用効果を

最大 にする鍵
ソフ トウェアの専 門会社－NCDの 使命

は企業 に最 も効率的で信頼 性の高 いソフ

トウェアを提供 するこ とです。NCDは
一連の各種 システムの標準化 を進めた結

果 と して、信頼1生の高いシ ステム をご要

望の期 間内にお届けで きる体制 を実現 し

てい ます。

,
日本コンピュータ・ダイナミクス難
〒107東 京都港 区南青 山'5丁 目1番10号TEL(407)4531(代 表)

闇の中に今、光が

●
福岡 広島

●

● 大阪

名古屋

●

● 札幌

●●

● ●

.::..:

.・.言 ●

● オ ンラ イ ン・ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス

全国 どこか らでも当社 オンラインシステム

を利用 して情報処理がで きます。

● 物 流 コ ンサ ル テ ー シ ョン

効率的な物流 システムの設計、開発 に豊富

な実積 をお役立 て下 さい。

ヤマトシステム開発欝
本社/東 京都 渋谷 区代 々木2-27-14〒151廿03(370)6333(代)



エイコスの舞台は、

さらに広く。

エ イ コ ス

《ACOSシ リーズ77》は、

小型 から中 ・大型 まで の充 実 したシステム群。さらに幅広 い ご要 望 にお応 えしますb

激 動 の'75年 、 コ ンピ ュー タ利 用の 動 向 を先 取 りしてお と

どけ す る 《ACOSシ リー ズ77》 。 ユ ーザ の 皆 さ まへ の よO

確 か な効 用 を 開発 の思 想 として、小 ・中型 の システム200/

300/400か ら大 型 の システム500/600/700を ライ ンア ップ:

すで に 数 多 く稼 動 中 で す。

わ が国 情報 産 業 を担 う日本 電気 と東 京芝 浦 電気 の 緊 密 な協調

体 制の もと、両 社の 豊 富 な実績 と最 新 技術 を結 集 した成 果で す。

本格 的 なオンライン・デ ータベース・システムと効率 の よい コミュニ

ケーション・ネットワーク・システムの中核 として、〈ACOSシ リーズ77>

は1ど のような ご要 望 に も、最 適 な システムで お応 えし ます 。



ノ400Sシ,一.77
シス テム200/300/400/500/600/700

NEC日 本電気株式会社

国 鯨 芝浦電気株式会社

NTIS日 電 東芝情 報システム株 式会社
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躍 動 する現代 。

日常生 活 とコンピュー タが 一層 親 しくなる時 代 。

JECCは 、メー カー とユ ー ザ ー の

よりよきかけ橋 でありたいと願っておりま協

Tロ5BR=《 ・づ ・・NEAC・ ・ア・ク・HITAC・ ・・… ク・

東京芝浦電気株式会社 日本 電 気 株 式 会 社 株 式会社 日立 製作所

FACOM・ 加 ム・MELCOM伽 ・・O]K・ オー・=一・ケー・

富 士 通 株 式 会 社 三 菱 電 機 株 式 会 社 沖 電気 工業株 式会社

国 産 電 子計 算機 をレノタル す る 本 社 東京 都 千 代 田区 丸の 内3-4-1〒100TEL.03(2|6)368t(代 表)営 業 所;大 阪 ・名 古屋

日 本 電 子 計 算 機 株 式 会 社 ●お 問 い合 わせ ば広 報 業務 室 へ



いま思いや りの

CommunityつXり が

求 められています。

トー タル ・システ ム設計 まで
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● 営業 品 目.

調査 分析 ・シス テム 設計

ソフ トウ ェア 開発 ・販 売

情報 処理 ・提供

システ ム関 連機 器 販 売

サ プ ライ 用品 販 売

フ ァシ リテ ィマ ネ ジ メン トサ ー ビス

イ ン プ ッ ト ・ア ウ トプ ッ ト処 理

本 社 〒Fsl東 京都 渋谷 区千駄 ヶ谷3-50-Il(明 星 ビル)

⑪(03)404-2221(大 代 表)

関 西 支 店 〒541大 阪市 東区 南本町5-|4(住 友 生命南本 町 ビル)

呑(06)252-3745

中 部 支 店 〒460名 古屋 市中 区錦2-9-6(中 北 ビル)

tt(052)231-2450

北 海道 営業所 〒060札 幌市 中央 区北三 条西1丁 目(東 芝 ビル)

1西(Oll)231-4078

広 島 営 業 所 〒730広 島市 紙屋 町1-2-22(広 電 ピル)

智(0822)48-1500

福 岡 営 業 所 〒812福 岡市 博 多区博 多駅南1-2-15(事 務機 ビル)

智(092)43-0284
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ことは 、
魚 を釣 る には浮 きの選択 が た いせつ です。 水の流 れ 、深 さ、

それ は浮 きの 使 い方 によ ってわ か ります。 また魚 の

種類 によ って浮 きの.選別 も異 な ります。 も し

浮 きの使 い方 を誤 れば 、思 い通 りの魚
≧1轡..

釣 りはで きませ ん。

コ ンピ ュー タの もて る力 をフル に

発揮 する ために も、 その 目的 にあ 。た 駄.

最 高の コ ンピ ュータ ・サプ ラ イ、周辺機

器 を選 ぶ ことが 円滑 な システム運 営 の条

件 といえ まし ょう。 ゆたか な経験 の 日本

ユニパ ック・サプ ライ は、 コ ンピ ュータの持

味 を生 かす コ ンピ ュータ ・サプ ラ イ周辺 機器 の

販 売 に取 組ん で います。
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日 応 ユ ニIS'・vO・V77-・ イ 京 都渋谷区道玄坂2-29・2・〒15・tt・3(463)7781㈹

大 阪奮06(385)6722名 古 屋IZtO52(581)1488札 幌ftO11(251)0882仙 台ftO222(61)5810

横 浜ttO45(314)0891岡 山ttO862(32)6274広 島ftO822(28)4272福 岡呑092(28)4072

■ 取扱 品 目/ビ ジネスフ ォーム(OCR・OMR・ スタンダー ド・設計 連続 用 紙 ・カラー印刷 ・連 続 封筒 ・ヒー トシーラ)・パンチカー ド(ス タンダー ド・設 計 カー ド・

マークカー ド)・磁気 テープ・ディスクパ ック・カセッ トテープ・プリンタリボン・自動定 電圧 調 整機 ・キャビネッ ト・カー ド穿 孔機 ・サイコーキーカセッ トシステム

緩
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オンラインのつぎ切オンラインを実現するMシ リース
これからのコンピュー タ処理では、多業務間で ファイル、回線 、端末装 置などを共 用

することにより、アプリケー ション・システムの開発 ・拡張 を容易 に実現することが求 め

られます。 いっぽ うバ ッチ、 オンライン、 リモートバ ッチ、会話処理 などの多様な処理

形態 を組合 せることによって、 システム運用上の変化 に対応 し、さらに処理時 間の短縮

をはかることも重要な課題 となります。

このような課題を解決 するた めに、日立の大形コンビa－ タ田TACMシ リーズでは、仮想

記憶 をベースに、ファイル・回線 を統合化 したコンビa－ タ・ネットワーク機能、データベー

ス/データコミュニケーション機能の充実をはかり、新しいオンライン・システムを実現しま尤

処理装置の主な諸元

M-180 M・170 M・160H

主記憶装置容量 lMB～8MB 512KB～4MB 256KB～2MB

チャ ネル数 最大16チ ャネル 最大8チ ャネル 最大5チ ャネル

トー タルス ル ー プ ット 16MB/秒 8MB/秒 5.5MB/秒

H■'『AC
日立コンピュータMシ リーズ

@
HITACHI

● お問 い合 わせ ば=㈱ 日立製 作所 コン ピ

ュ ー タ営業 所 電 話(03)765-3111ま た は

最寄 りの営 業 所へ

大 阪(06)203-5781・ 福 岡(092)741-5831

名 古屋(052)251-3111・ 札幌(011)261一

3131・ 仙 台(0222)23-0121・ 富 山(0764)25-1211・ 広

島(0822)21-6191・ 離(0878)31-2111,'

鞭灘 麟難鞭





TSS-Softwαre&Systems
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富 士通 ファコムは、

環境整備のためのソフトウェアの開発 をはじめ、

コンピュータをさらに使 いやすくするためのTSS技 術の開発など、

コンピュータを人間社会の向上 に役立てるための

努力を続けています。

富士通7)7b

●本社 ・TSS営 業部/東 京都港区西新橋5-36-11TELO3(433)225[● 営業所・出張所/仙 台/東 京/多 摩/名 古屋/大 阪/広 島/福 岡
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仮想記憶
日本 で 初 めての 全機種VS方 式 をつ らnい た

コン ビa－ タ、FACOM230"8"シ リー ズ。

「38S」も新 たに加 わり
、 い まあ らゆ る業 種 、

業 務 にわたって活 躍 していま玄 普 及 の速 度 も

急 ピッチで主 なぜ、こんなに急速 にカストマー

の皆 さまに受 け入 れ られるので しょう九 端 的

にいえば 「VSに よる使 いやすさ」、そして「全 体

的 なシステム・パ フォーマンスの 向上 」で 力 仕

事 の種 類 を選 ば ない、幅 広 い多様 な 使 い 方

がで きるか らで す。

周 辺 端 末 だ けをとっても、各 種 デ ィス プ レ イ

装 置 、OMR、OCRを はじめ、製 造 、金 融 、流 通

などの ための専 用 端 末 ・と多彩 かつ豊 富ピ 尤

FACOM230"8"シ リーズは、 どん な多 様 な

ニー ズにも応 えることが で きるコ ンビ。ユー タ ・

シリー ズで す。

tm-〉
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菌
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2SO幽28S

FACOM230"8"シ リーズの5大 特 長

団効率 の高いVS方 式

回新開発の大容量ファイル

回オンライン・データへースの採用

回新 しい多種 多彩 な利用方式

回 プライス・パフォーマンスの厳しい追求

230"8"シ リーズ
富 士 通 株 式 会 社FACOMビ ル 〒105東 京 都 港 区西 新橋3-21-8TEL東 京(03)437-5111
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富 士 通
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技術を完遂する
大 型 コ ン ビ斗 一 タ ・シ ス テ ムの もつ コ ス トパ ー ホ ン マ

ン ス は 、 ど う あ るべ きか を情 報 処 理 セ ン タ ー と し て考

え続 けた'結 果 、 スモ ー ラ ・コ ン ピ ュ ー タ との 併 用 とい

う解 決 策 を 見 い 出 し ま した 。 小 さ な ジ ャ ブ は 小 型 で 、

大 きな ジ ャ ブ は 大 型 で 、 とい う新 しい シ ス テ ム技 術 を

ご利 用 下 さ い。

マイクロコンピュータ応

用のユーザー専用端末機

ユ ニ コ ム ー8

ノ

lSSセ ン タ ー 設 置機 種Acos600

ユニバーサル電子計算欝
本社 東京都渋谷区広尾1・15・2第一相互銀行 ピル 〒150⑰03(444)7731(代)

支店 東京(恵 比寿 ・日本橋・丸ノ内)・大宮・札幌・苫小牧・名古屋・大阪・広島・福岡

■営業内容/給 与計算/会 計情 報/在 庫情報/販 売情報/生 産情報/数 値計算/数 値 制御処理/統 計解析/科 学技術/経 営科学計

算/ダ イレク トメール/パ ンチサー ビス/フ ァシ リティマネジメン ト/オ リジナル周辺機 器の製造販売/コ ンピュータ周辺機 器販売



ますます高 度 化 するプ ラント。プロセ

ス情 報 も複 雑 化 ・膨 大 化する一 方

で 尤 システムの 自動 化 のため にコン

ピュータ計 装 が 盛 んで すが いま制

御 用 コンピュータの実 力が 注 目され

ています。 しか し理 想 の システムとな

ると、コンピュータ技 術 の評 価 はも

ちろん、システム技 術 の評価 も大 切 。

信 頼 性 ・経 済 性 ・操 作 性 ・保 全 性 な

ど多 項 目にわたって 綿 密 な検 討 と評

価 をしなければ なりません 。"優れたコ

ンピュータを生 かすのは、優れ たシス

テム技 術"私 た ち横 河 電機 は

いま、プ ロセス制 御 と制 御 用 コンピ

ュー タの豊 富 な実 績 と経 験 を もと

に、最 新 鋭 ガ ジタル コンピュータ

YODIC100を 核 とす る最 適 なシス

テムづ くりを展 開 しています。 システ

ム検 討 の段 階 か ら積 極 的 に参 加

し、皆 さまとともに考 え、最 適 なコン

ピュータシステムをお届 けしていま尤

●豊富な実績 を誇 るYODICIOO

●完全二重化構成のDDC装 置YODIC600

●新 しい総合計装制御 システムCENTUM

「計測と制御Jの明日に挑む

肛 】:・ ・..
`

株式会社横河電機製作所

本 ↓t/東,)祁 武 蔵 野,Ti弓 ユ●∫2.9-32● 【80呑0422-54-1111

鴬 瑛 所/東 京03・274・6511、 大 阪06・345・6731.名 古 屋052・586・1661

JtSbO822-21-5613.,,、tTO93521.7234 、新i拐0252-47-7366

コンピュータ技術の融合こそ

プロセス制御の決め手で玄
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株 式 会 社 コ ン ピ ュ ー タ ・エ ー ジ 社

東京都千代 田区霞が関3-2--5霞 が関 ビル
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■ コンピュータ要員数別合計面積平均
(単 位lOO平 方 メー トル)

二 次 産 集 計 三 次 産 業 計

四 次 産 集 計 全 産 業 計




